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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づき実施する低圧原子炉代替注

水ポンプ格納槽の地震応答解析について説明するものである。 

本地震応答解析は，低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽が耐震性に関する技術基準へ適

合することを確認するために用いる応答値を抽出するものである。その際，耐震評価に

用いる応答値は，この地震応答解析により構造物に発生する変形，断面力及び基礎地盤

に発生する接地圧とする。また，機器・配管系が耐震性に関する技術基準へ適合するこ

とを確認するために用いる応答値の抽出を行う。 
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2. 基本方針

2.1 位置 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の位置図を図 2－1 に示す。 

図 2－1 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 位置図 
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2.2 構造概要 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の平面図を図 2－2，断面図を図 2－3～図 2－6 に示

す。 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽は，低圧原子炉代替注水槽を有し，低圧原子炉代替

注水ポンプ等を間接支持する幅 26.6m（EW 方向）×13.4m（NS 方向），高さ約 21.2m の鉄

筋コンクリート造の地中（一部地上部を含む）構造物であり，直接又はマンメイドロック

（以下「ＭＭＲ」という。）を介して十分な支持性能を有するＣＭ級及びＣＨ級岩盤に支持

される。 

図 2－2 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 平面図 

\\

￥

\\

￥
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 図 2－3 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 断面図（Ａ－Ａ断面） 

図 2－4 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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図 2－5 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 断面図（Ｃ－Ｃ断面） 

図 2－6 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 断面図（Ｄ－Ｄ断面） 

（単位:mm） 
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2.3 解析方針 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づ

き，基準地震動Ｓｓに対して地震応答解析を実施する。 

図 2－7 に低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の地震応答解析フローを示す。 

地震応答解析は,「2. 基本方針」に基づき，「3.1 評価対象断面」に示す断面に

おいて，「3.2 解析方法」に示す水平地震動と鉛直地震動の同時加振による時刻歴非

線形解析により行うこととし，地盤物性のばらつきを適切に考慮する。 

時刻歴応答解析は，「3.3 荷重及び荷重の組合せ」及び「3.5 解析モデル及び諸

元」に示す条件を基に，「3.4 入力地震動」により設定する入力地震動を用いて実施

する。 

地震応答解析による応答加速度は，機器・配管系の設計用床応答スペクトルの作成

に用いる。また，変形，断面力及び基礎地盤の接地圧は，低圧原子炉代替注水ポンプ

格納槽の耐震評価に用いる。 
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図 2－7 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 地震応答解析フロー 

検討開始 

解析方針 

評価対象断面及び解析方法の選定 

荷重及び荷重の組合せの選定 

解析モデル及び諸元の設定 

（地盤物性のばらつきを考慮） 

常時応力解析 

基準地震動Ｓｓ 

耐震評価に用いる 

変形，断面力及び接地圧 

機器・配管系への 

応答加速度 

入力地震動の算定 

（一次元波動論による 

地震応答解析） 
地震応答解析 

（２次元時刻歴応答解析） 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，2002 年制定）

・コンクリート標準示方書[設計編]（土木学会，2017 年制定）

・原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，

2005 年）

・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-1987（日本電気協会）

・松江市建築基準法施行細則（平成 17 年 3 月 31 日松江市規則第 234 号）

・道路橋示方書・同解説 Ⅴ耐震設計編（日本道路協会，2002 年）
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3. 解析方法

3.1 評価対象断面 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の評価対象断面位置図を図 3－1 に示す。構造物の

耐震設計における評価対象断面及び機器・配管系に対する床応答算定断面は，図 3－1

のＡ－Ａ断面，Ｂ－Ｂ断面及びＣ－Ｃ断面とする。 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響確認については，図 3－1 のＣ－Ｃ断

面の妻壁に対して実施することとし，評価結果はⅥ-2-12「水平２方向及び鉛直方向地

震力の組合せに関する影響評価結果」にて示す。 

評価対象断面を図 3-2～図 3-4 に示す。 

図 3－1 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 評価対象断面位置図 



10 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-2
-
32
 
R0
 図 3－2 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 評価対象断面図（Ａ－Ａ断面） 

図 3－3 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 評価対象断面図（Ｂ－Ｂ断面） 
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 図 3－4 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 評価対象断面図（Ｃ－Ｃ断面） 
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3.2 解析方法 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基

本方針」のうち，「2.3 屋外重要土木構造物」に示す解析方法及び解析モデルを踏ま

えて実施する。 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元有限要素法解析を用

いて，基準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振による逐

次時間積分の時刻歴応答解析により行う。Ａ－Ａ断面は及びＢ－Ｂ断面は，施設周辺

の設計地下水位が底版より高いが施設周辺に地下水位以深の液状化対象層が存在しな

いため解析手法の選定フローに基づき「全応力解析」を選定する。 

Ｃ－Ｃ断面は，西側は埋戻コンクリートを介して常設耐震重要重大事故防止設備又

は常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設である第１ベントフィルタ

格納槽と接しているが，東側は置換コンクリートを介して地下水位以深の液状化対象

層が施設と接するため，解析手法のフローに基づき「有効応力解析」を選定する。 

構造部材については，全応力解析においてはファイバーモデルで考慮し，有効応力

解析においては鉄筋コンクリートのＭ－φ関係を適切にモデル化する。また，地盤に

ついては，地盤のひずみ依存性を適切に考慮できるようモデル化する。 

地震応答解析の解析コードについては，全応力解析では「ＴＤＡＰⅢ」，有効応力

解析では「ＦＬＩＰ」を使用する。なお，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要

については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

3.2.1 構造部材 

全応力解析における鉄筋コンクリート部材は，ファイバーモデルによる非線形

はり要素でモデル化する。ファイバーモデルは，はり要素の断面を層状に分割し

各層に材料の非線形特性を考慮する材料非線形モデルであり（図 3－5 参照），図

3－6 に示すコンクリートの応力－ひずみ関係を考慮する。 

有効応力解析における鉄筋コンクリート部材は，非線形はり要素でモデル化す

ることとし，図 3－7 に示すＭ－φ関係のトリリニアモデルとする。履歴特性は，

図 3－8 に示すとおり修正武田モデルを適用し，図 3－9 に示すコンクリートの応

力－ひずみ関係を考慮する。 

また，図 3－10 に鉄筋の応力－ひずみ関係を示す。 
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図 3－5 ファイバーモデルの概念図 

（コンクリート標準示方書[設計編]（土木学会，2017 年制定）より引用）

図 3－6 構造部材の非線形特性（コンクリートの応力－ひずみ関係） 

（原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，2005 年）より引用）

図 3－7 鉄筋コンクリート部材のＭ－φ関係 
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（道路橋示方書・同解説 Ⅴ耐震設計編（日本道路協会，2002 年）より引用）

図 3－8 鉄筋コンクリート部材の履歴特性（修正武田モデル） 

（コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，2002 年制定）より引用）

図 3－9 構造部材の非線形特性（コンクリートの応力－ひずみ関係） 

（コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，2002 年制定）より引用）

図 3－10 構造部材の非線形特性（鉄筋の応力－ひずみ関係） 
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3.2.2 地盤 

埋戻土及び岩盤の平均物性を用いて，表 3－1 に示す解析ケースを設定する。 

表 3－1 解析ケース 

解析ケース 対象断面 解析手法 

地盤物性 

埋戻土 

（Ｇ０：初期せん断 

弾性係数） 

岩盤 

（Ｇｄ：動せん断 

弾性係数） 

ケース①

（基本ケース） 

Ａ－Ａ断面 

Ｂ－Ｂ断面 
全応力解析 

平均値 平均値 

Ｃ－Ｃ断面 有効応力解析 
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3.2.3 減衰定数 

構造部材の減衰定数は，粘性減衰及び履歴減衰で考慮する。 

全応力解析では，固有値解析にて求められる固有周期と各材料の減衰比に基づ

き，質量マトリックス及び剛性マトリックスの線形結合で表される以下の

Rayleigh 減衰を解析モデル全体に与える。 

有効応力解析では，剛性比例型減衰（α＝0，β＝0.002）とする。なお，係数

βの設定については，「FLIP 研究会 14 年間の検討成果のまとめ「理論編」」によ

る。 

固有値解析結果に基づき設定したα，βを表 3－2 に示す。 

[Ｃ]＝α[Ｍ]＋β[Ｋ] 

[Ｃ] ：減衰係数マトリックス 

[Ｍ] ：質量マトリックス 

[Ｋ] ：剛性マトリックス 

α，β：係数 

表 3－2 Rayleigh 減衰における係数α，βの設定結果 

評価対象断面 α β 

Ａ－Ａ断面 6.503×10-1 1.106×10-3 

Ｂ－Ｂ断面 6.448×10-1 1.109×10-3 

Ｃ－Ｃ断面 0.000 2.000×10-3 
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3.2.4 地震応答解析の解析ケースの選定 

(1) 耐震評価における解析ケース

耐震評価においては，基準地震動Ｓｓ全波（６波）及びこれらに位相反転を考

慮した地震動（６波）を加えた全 12 波に対し，基本ケース（ケース①）を実施す

る。耐震評価における解析ケースを表 3－3 に示す。 

表 3－3 耐震評価における解析ケース 

解析ケース 
ケース①

基本ケース 

地盤物性 平均値 

地
震
動
（
位
相
）

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

＋－＊ ○ 

－－＊ ○ 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

注記＊：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位

相を反転させたケースを示す。 
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(2) 機器・配管系に対する応答加速度抽出のための解析ケース

機器・配管系に対する応答加速度抽出においても， 基準地震動Ｓｓ全波（６

波）及びこれらに位相反転を考慮した地震動（６波）を加えた全 12 波に対し，基

本ケース（ケース①）を実施する。機器・配管系に対する応答加速度抽出のため

の解析ケースを表 3－4 に示す。 

表 3－4 機器・配管系の応答加速度抽出のための解析ケース 

解析ケース 
ケース①

基本ケース 

地盤物性 平均値 

地
震
動
（
位
相
）

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

＋－＊ ○ 

－－＊ ○ 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

注記＊：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位

相を反転させたケースを示す。 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

3.3.1 耐震評価上考慮する状態 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の地震応答解析において，地震以外に考慮す

る状態を以下に示す。 

(1) 運転時の状態

発電用原子炉施設が運転状態にあり，通常の条件下におかれている状態。ただ

し，運転時の異常な過渡変化時の影響を受けないことから考慮しない。 

(2) 設計基準事故時の状態

設計基準事故時の影響を受けないことから考慮しない。

(3) 設計用自然条件

積雪を考慮する。風の影響は地震力と比較して小さいため考慮しない。

(4) 重大事故等時の状態

重大事故等時の影響を受けないことから考慮しない。

3.3.2 荷重 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の地震応答解析において，考慮する荷重を以

下に示す。 

(1) 固定荷重（Ｇ）

固定荷重として，躯体自重及び機器・配管荷重を考慮する。

(2) 積載荷重（Ｐ）

積載荷重として，土圧，水圧及び積雪荷重（Ｐｓ）を考慮する。

(3) 積雪荷重（Ｐｓ）

積雪荷重として，発電所敷地に最も近い気象官署である松江地方気象台で観測

された観測史上１位の月最深積雪 100cm に平均的な積雪荷重を与えるための係数

0.35 を考慮し 35.0 ㎝とする。積雪荷重については，松江市建築基準法施行細則に

より，積雪量１㎝ごとに 20N/m2 の積雪荷重が作用することを考慮し設定する。 

(4) 地震荷重（Ｓｓ）

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。
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3.3.3 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3－5 に示す。 

表 3－5 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

Ｇ：固定荷重 

Ｐ：積載荷重 

Ｓｓ：地震荷重（基準地震動Ｓｓ） 
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3.4 入力地震動 

入力地震動は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土木構

造物」に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを

一次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価したものを用いる。なお，入

力地震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方

針」のうち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」を用いる。 

図 3－11 に入力地震動算定の概念図を示す。入力地震動の算定には，解析コード

「ＳＨＡＫＥ」及び「ｍｉｃｒｏＳＨＡＫＥ／３Ｄ」を使用する。解析コードの検証

及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」

に示す。 

図 3－11 入力地震動算定の概念図 



22 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-2
-
32
 
R0
 

3.4.1 Ａ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面の入力地震動 

図 3－12～図 3－23 にＡ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面の入力地震動の加速度時刻歴波

形及び加速度応答スペクトルを示す。 

(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－12 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｄ，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－13 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－14 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－15 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－16 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－17 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－18 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ１，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－19 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－20 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＮＳ方向，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－21 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＮＳ方向，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－22 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＥＷ方向，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－23 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＥＷ方向，EL-130m） 
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3.4.2 Ｃ－Ｃ断面の入力地震動 

図 3－24～図 3－35 にＣ－Ｃ断面の入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応

答スペクトルを示す。

(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－24 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｄ，EL-35m） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－25 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ，EL-35m） 

-1500

-750

0

750

1500

0 10 20 30 40 50 60

加
速
度

(c
m

/s
2

)

時刻 (s)

MAX  553cm/s² (10.05s)

0

500

1000

1500

2000

0.01 0.1 1 10

加
速
度

(c
m

/s
2

)

周期 (s)

h=0.05



36 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-2
-
32
 
R0
 

(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－26 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１，EL-35m） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－27 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１，EL-35m） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－28 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２，EL-35m） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－29 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２，EL-35m） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－30 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ１，EL-35m） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－31 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１，EL-35m） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－32 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＮＳ方向，EL-35m） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－33 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＮＳ方向，EL-35m） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－34 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＥＷ方向，EL-35m） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－35 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＥＷ方向，EL-35m） 
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3.5 解析モデル及び諸元 

3.5.1 解析モデル 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の地震応答解析モデルを図 3－36～図 3－38 に

示す。 

(1) 解析領域

解析領域は，側方境界及び底面境界が構造物の応答に影響しないよう，構造物

と側方境界及び底面境界との距離を十分に大きく設定する。 

(2) 境界条件

解析領域の側方及び底面には,エネルギーの逸散効果を考慮するため，粘性境界

を設ける。 

(3) 構造物のモデル化

鉄筋コンクリート部材は非線形はり要素でモデル化する。

機器・配管荷重は解析モデルに付加質量として与えることで考慮する。

(4) 地盤のモデル化

岩盤は線形の平面ひずみ要素でモデル化する。また，埋戻土は，地盤の非線形

性をマルチスプリング要素で考慮した平面ひずみ要素でモデル化する。 

(5) 隣接構造物のモデル化

Ａ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面の解析モデル範囲において隣接構造物となる原子炉

建物は，等価剛性として線形の平面ひずみ要素でモデル化する。 

Ｃ－Ｃ断面の解析モデル範囲において隣接構造物となる第１ベントフィルタ格

納槽については，耐震性に関する技術基準へ適合することを確認するために用い

る応答値を抽出する必要があることから，非線形はり要素及び平面応力要素でモ

デル化する。また，補助消火水槽は，保守的に埋戻土でモデル化する。埋戻土

は，地盤の非線形性をマルチスプリング要素で考慮した平面ひずみ要素でモデル

化する。 

(6) ＭＭＲ及び埋戻コンクリートのモデル化

ＭＭＲ及び埋戻コンクリートは無筋コンクリートとして線形の平面ひずみ要素

でモデル化する。 

(7) ジョイント要素の設定

地震時の「地盤と構造物」，「構造物と埋戻コンクリート」，「ＭＭＲと埋戻

コンクリート」及び「地盤とＭＭＲ」の接合面における接触，剥離及びすべりを

考慮するため，これらの接合面にジョイント要素を設定する。 

(8) 水位条件

低圧原子炉代替注水槽の内水位は，EL11.2m とする。
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図 3－36 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 地震応答解析モデル図（Ａ－Ａ断面） 

図 3－37 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 地震応答解析モデル図（Ｂ－Ｂ断面） 
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図 3－38 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 地震応答解析モデル図（Ｃ－Ｃ断面） 
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3.5.2 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 3－6 に，材料の物性値を表 3－7 に示す。 

表 3－6 使用材料 

材料 仕様 

構造物 
コンクリート 設計基準強度 24.0N/mm2 

鉄筋 SD345 

埋戻コンクリート 
設計基準強度 18.0N/mm2 

ＭＭＲ 

表 3－7 材料の物性値 

材料 
ヤング係数

(N/mm2)

単位体積重量 

(kN/m3) 
ポアソン比 

構造物 2.50×104 24.0＊1 

0.2 埋戻コンクリート 
2.20×104 22.6＊2 

ＭＭＲ 

注記＊1：鉄筋コンクリートの単位体積重量を示す。 

＊2：無筋コンクリートの単位体積重量を示す。 

3.5.3 地盤の物性値 

地盤については，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定してい

る物性値を用いる。 

3.5.4 地下水位 

設計地下水位は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に従い設定す

る。設計地下水位の一覧を表 3－8 に示す。 

表 3－8 設計地下水位の一覧 

施設名称 解析断面 設計地下水位（ELm） 

低圧原子炉代替注水

ポンプ格納槽 

Ａ－Ａ断面 

15.0 Ｂ－Ｂ断面 

Ｃ－Ｃ断面 
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4. 解析結果

4.1 Ａ－Ａ断面の解析結果 

耐震評価のために用いる応答加速度として，解析ケース①（基本ケース）につい

て，すべての基準地震動Ｓｓに対する最大加速度分布図を図 4－1～図 4－12 に示す。 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 水平

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 鉛直

図 4－1 最大応答加速度分布図（1/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （－＋） 水平

(b) Ｓｓ－Ｄ （－＋） 鉛直

図 4－2 最大応答加速度分布図（2/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （＋－） 水平

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋－） 鉛直

図 4－3 最大応答加速度分布図（3/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （－－） 水平

(b) Ｓｓ－Ｄ （－－） 鉛直

図 4－4 最大応答加速度分布図（4/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ１ （＋＋） 水平

(b) Ｓｓ－Ｆ１ （＋＋） 鉛直

図 4－5 最大応答加速度分布図（5/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ２ （＋＋） 水平

(b) Ｓｓ－Ｆ２ （＋＋） 鉛直

図 4－6 最大応答加速度分布図（6/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１ （＋＋） 水平

(b) Ｓｓ－Ｎ１ （＋＋） 鉛直

図 4－7 最大応答加速度分布図（7/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１ （－＋） 水平

(b) Ｓｓ－Ｎ１ （－＋） 鉛直

図 4－8 最大応答加速度分布図（8/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） （＋＋） 水平

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） （＋＋） 鉛直

図 4－9 最大応答加速度分布図（9/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） （－＋） 水平 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） （－＋） 鉛直 

 

図 4－10 最大応答加速度分布図（10/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） （＋＋） 水平

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） （＋＋） 鉛直

図 4－11 最大応答加速度分布図（11/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） （－＋） 水平

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） （－＋） 鉛直

図 4－12 最大応答加速度分布図（12/12）（解析ケース①） 
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4.2 Ｂ－Ｂ断面の解析結果 

耐震評価のために用いる応答加速度として，解析ケース①（基本ケース）につい

て，すべての基準地震動Ｓｓに対する最大加速度分布図を図 4－13～図 4－24 に示す。 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 水平

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 鉛直

図 4－13 最大応答加速度分布図（1/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （－＋） 水平

(b) Ｓｓ－Ｄ （－＋） 鉛直

図 4－14 最大応答加速度分布図（2/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （＋－） 水平

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋－） 鉛直

図 4－15 最大応答加速度分布図（3/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （－－） 水平

(b) Ｓｓ－Ｄ （－－） 鉛直

図 4－16 最大応答加速度分布図（4/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ１ （＋＋） 水平 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ１ （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－17 最大応答加速度分布図（5/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ２ （＋＋） 水平

(b) Ｓｓ－Ｆ２ （＋＋） 鉛直

図 4－18 最大応答加速度分布図（6/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１ （＋＋） 水平

(b) Ｓｓ－Ｎ１ （＋＋） 鉛直

図 4－19 最大応答加速度分布図（7/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１ （－＋） 水平

(b) Ｓｓ－Ｎ１ （－＋） 鉛直

図 4－20 最大応答加速度分布図（8/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） （＋＋） 水平

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） （＋＋） 鉛直

図 4－21 最大応答加速度分布図（9/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） （－＋） 水平

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） （－＋） 鉛直

図 4－22 最大応答加速度分布図（10/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） （＋＋） 水平

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） （＋＋） 鉛直

図 4－23 最大応答加速度分布図（11/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） （－＋） 水平

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） （－＋） 鉛直

図 4－24 最大応答加速度分布図（12/12）（解析ケース①） 
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4.3 Ｃ－Ｃ断面の解析結果 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価のために用いる応答加速度として，

解析ケース①（基本ケース）について，すべての基準地震動Ｓｓに対する最大加速度

分布図を図 4－25～図 4－36 に示す。 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 水平

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 鉛直

図 4－25 最大応答加速度分布図（1/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （－＋） 水平

(b) Ｓｓ－Ｄ （－＋） 鉛直

図 4－26 最大応答加速度分布図（2/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （＋－） 水平

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋－） 鉛直

図 4－27 最大応答加速度分布図（3/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （－－） 水平 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （－－） 鉛直 

 

図 4－28 最大応答加速度分布図（4/12）（解析ケース①） 

  



81 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-2
-
32
 
R0
 

(a) Ｓｓ－Ｆ１ （＋＋） 水平

(b) Ｓｓ－Ｆ１ （＋＋） 鉛直

図 4－29 最大応答加速度分布図（5/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ２ （＋＋） 水平

(b) Ｓｓ－Ｆ２ （＋＋） 鉛直

図 4－30 最大応答加速度分布図（6/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１ （＋＋） 水平

(b) Ｓｓ－Ｎ１ （＋＋） 鉛直

図 4－31 最大応答加速度分布図（7/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１ （－＋） 水平

(b) Ｓｓ－Ｎ１ （－＋） 鉛直

図 4－32 最大応答加速度分布図（8/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） （＋＋） 水平

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） （＋＋） 鉛直

図 4－33 最大応答加速度分布図（9/12）（解析ケース①） 



86 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-2
-
32
 
R0
 

(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） （－＋） 水平

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） （－＋） 鉛直

図 4－34 最大応答加速度分布図（10/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） （＋＋） 水平

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） （＋＋） 鉛直

図 4－35 最大応答加速度分布図（11/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） （－＋） 水平

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） （－＋） 鉛直

図 4－36 最大応答加速度分布図（12/12）（解析ケース①） 
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Ⅵ-2-2-33 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の耐震性について

の計算書 
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1. 概要

本資料は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持

の設計方針に基づき，低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽が基準地震動Ｓｓに対して十分

な構造強度及び支持機能を有していることを確認するものである。 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽に要求される機能維持の確認は，地震応答解析に基

づく構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価により行う。また，低圧原子炉

代替注水ポンプ格納槽の一部である低圧原子炉代替注水槽については，貯水機能に対す

る評価を行う。 
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2. 基本方針

2.1 位置 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の位置図を図 2－1 に示す。 

図 2－1 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 位置図 



3 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-2

-3
3 
R0
 

2.2 構造概要 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の平面図を図 2－2 に，断面図を図 2－3～図 2－7

に，概略配筋図を図 2－8～図 2－12 示す。 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽は，低圧原子炉代替注水槽を有し，低圧原子炉代替

注水ポンプ等を間接支持する幅 26.6m（EW 方向）×13.4m（NS 方向），高さ約 21.2m の鉄

筋コンクリート造の地中（一部地上部を含む）構造物であり，直接又はマンメイドロック

（以下「ＭＭＲ」という。）を介して十分な支持性能を有するＣＭ級及びＣＨ級岩盤に支持

される。 

図 2－2 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 平面図 

\\

￥

\\

￥

\\

￥

\\

￥
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図 2－3 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 断面図（Ａ－Ａ断面） 

図 2－4 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

（単位:mm） 
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図 2－5 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 断面図（Ｃ－Ｃ断面） 

（単位:mm） 
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図 2－6 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 断面図（Ｄ－Ｄ断面） 

図 2－7 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 断面図（Ｅ－Ｅ断面） 

（単位:mm） 
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図 2－8 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 概略配筋図（Ａ－Ａ断面） 

図 2－9 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 概略配筋図（Ｂ－Ｂ断面） 

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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図 2－10 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 概略配筋図（Ｃ－Ｃ断面） 

図 2－11 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 概略配筋図（Ｄ－Ｄ断面） 

（単位:mm） 
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図 2－12 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 概略配筋図（Ｅ－Ｅ断面） 

（単位:mm） 
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2.3 評価方針 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽は，常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大

事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設に分類され，一部に低圧原子炉代替注

水槽を有している。 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の耐震評価フローを図 2－13 に示す。 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽は，Ⅵ-2-2-32「低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽

の地震応答計算書」より得られた地震応答解析の結果に基づき，重大事故等対処施設

の評価として，表 2－1 に示すとおり，構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能

評価を行う。構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を実施することで，

構造強度を有することを確認し，これにより常設耐震重要重大事故防止設備及び常設

重大事故緩和設備を支持する機能を維持することができる。 

構造部材の健全性評価については，Ⅵ-2-2-32「低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の

地震応答計算書」より得られた地震応答解析の結果に基づき，曲げ・軸力系の破壊に

対しては構造部材の照査用ひずみが許容限界を下回ることを確認する。せん断破壊に

対しては照査用せん断力が許容限界を下回ることを確認する。 

基礎地盤の支持性能評価については，Ⅵ-2-2-32「低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽

の地震応答計算書」より得られた地震応答解析の結果に基づき，基礎地盤に発生する

接地圧が許容限界を下回ることを確認する。 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の一部である低圧原子炉代替注水槽は，常設耐震

重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備であり，貯水機能を維持することが

要求されるため，構造部材の貯水機能に対する評価を併せて実施する。 
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図 2－13 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 耐震評価フロー 

評価開始 

評価方針 

評価対象断面の設定 

許容限界の設定 

構造部材の応答値算定 

構造部材の健全性評価 

評価終了 

機器・配管系への 

応答加速度等 

接地圧の算定 

基礎地盤の支持性能評価 

Ⅵ-2-2-32 

低圧原子炉代替注水ポンプ 

格納槽の地震応答計算書 
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表 2－1 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度を有す

ること 

構造部材の

健全性 

鉄筋コンク

リート部材

照査用ひずみ

及び照査用せ

ん断力が許容

限界を下回る

ことを確認 

曲げ・軸力 限界ひずみ＊ 

せん断力 せん断耐力＊ 

基礎地盤の

支持性能 
基礎地盤 

発生する接地

圧が許容限界

を下回ること

を確認 

岩盤の極限支持力度＊ 

貯水機能を維持

すること 
貯水機能 

鉄筋コンク

リート部材

照査用ひずみ

及び照査用せ

ん断力が許容

限界を下回る

ことを確認 

曲げ・軸力 限界ひずみ＊ 

せん断力 せん断耐力＊ 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，2002 年制定）

・原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，

2005 年）

・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-1987（日本電気協会）
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3. 耐震評価

3.1 評価対象断面 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の評価対象断面位置を図 3－1 に示す。構造物の耐

震設計における評価対象断面は，図 3－1 のＡ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面とする。 

評価対象断面図を図 3－2 及び図 3－3 に示す。 

図 3－1 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 評価対象断面位置図 
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図 3－2 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 評価対象断面図（Ａ－Ａ断面） 

図 3－3 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 評価対象断面図（Ｂ－Ｂ断面） 
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3.2 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 3－1，材料物性値を表 3－2 に示す。 

表 3－1 使用材料 

材料 仕様 

構造物 
コンクリート 設計基準強度 24.0N/mm2 

鉄筋 SD345 

埋戻コンクリート 
設計基準強度 18.0N/mm2 

ＭＭＲ 

表 3－2 材料の物性値 

材料 
ヤング係数

(N/mm2)

単位体積重量 

(kN/m3) 
ポアソン比 

構造物 2.50×104 24.0＊1 

0.2 埋戻コンクリート 
2.20×104 22.6＊2 

ＭＭＲ 

注記＊1：鉄筋コンクリートの単位体積重量を示す。 

＊2：無筋コンクリートの単位体積重量を示す。 
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3.3 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

3.3.1 構造部材の健全性に対する許容限界 

(1) 曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界

構造部材の曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界は，原子力発電所屋外重要土

木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，2005 年）（以下「土木学

会マニュアル」という。）に基づき，限界ひずみ（圧縮縁コンクリートひずみ

1.0％）とする。 

土木学会マニュアルでは，曲げ・軸力系の破壊に対する限界状態は，コンクリ

ートの圧縮縁のかぶりが剥落しないこととされており，圧縮縁コンクリートひず

みが 1.0％の状態は，かぶりコンクリートが剥落する前の状態であることが，屋外

重要土木構造物を模したラーメン構造の破壊実験及び数値シミュレーション等の

結果より確認されている。この状態を限界値とすることで構造全体としての安定

性が確保できるとして設定されたものである。 

低圧原子炉代替注水槽における貯水機能を損なわないことの確認については，

コンクリート標準示方書に基づき，主筋ひずみ及びコンクリートの圧縮ひずみに

ついて，部材降伏に相当するひずみ（主筋ひずみ 1725μ，コンクリート圧縮ひず

み 2000μ）とする。 

構造部材の曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界を表 3－3 に示す。 

表 3－3 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

確認項目 許容限界 

構造強度を有すること 
限界 

ひずみ 

圧縮縁コンクリートひずみ：1.0％（10000μ） 

貯水機能を維持すること 
主筋ひずみ（SD345）：1725μ 

コンクリート圧縮ひずみ：2000μ

(2) せん断破壊に対する許容限界

構造部材のせん断破壊に対する許容限界は，土木学会マニュアルに基づき，棒

部材式で求まるせん断耐力とする。 
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3.3.2 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

(1) 基礎地盤

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に

係る基本方針」に基づき，岩盤の極限支持力度とする。 

基礎地盤の支持性能に対する許容限界を表 3－4 に示す。 

表 3－4 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

評価項目 基礎地盤 
許容限界 

（N/mm2） 

極限支持力度 ＣＭ級又はＣＨ級岩盤 9.8 
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3.4 評価方法 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の耐震評価は，地震応答解析により算定した照査

用応答値が，「3.3 許容限界」に示す許容限界以下であることを確認する。 

3.4.1 構造部材の健全性評価 

構造部材の曲げ・軸力系及びせん断破壊に対する照査に対して，地震応答解析

により算定した照査用ひずみ及び照査用せん断力が許容限界以下であることを確

認する。 

曲げ・軸力系の破壊に対して照査値が最大となる地震動及び解析ケースでのひ

ずみの時刻歴波形及び発生位置を図 3－4～図 3－6 に，せん断破壊に対する照査値

最大時の断面力図を図 3－7 及び図 3－8 に示す 

（圧縮を正で示す。） 

図 3－4 曲げ・軸力系の破壊に対する照査におけるひずみの時刻歴波形 

（Ａ－Ａ断面，解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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（圧縮を正で示す。） 

図 3－5 曲げ・軸力系の破壊に対する照査におけるひずみ（コンクリート）の 

時刻歴波形（Ｂ－Ｂ断面，解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（＋－）） 

（圧縮を正で示す。） 

図 3－6 曲げ・軸力系の破壊に対する照査におけるひずみ（主筋）の 

時刻歴波形（Ｂ－Ｂ断面，解析ケース①，Ｓｓ－Ｆ２（ＮＳ）（＋＋）） 
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図 3－7 せん断破壊に対する照査値最大時の断面力図 

（Ａ－Ａ断面，解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（＋－），t＝8.84s） 

数値：評価位置における断面力 

(a)曲げモーメント（kN・m）

数値：評価位置における断面力 

(b)軸力（kN）（＋：引張，－：圧縮）

数値：評価位置における断面力 

(c)せん断力（kN）
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図 3－8 せん断破壊に対する照査値最大時の断面力図 

（Ｂ－Ｂ断面，解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（＋－），t＝8.85s） 

数値：評価位置における断面力 

(a)曲げモーメント（kN・m）

数値：評価位置における断面力 

(b)軸力（kN）（＋：引張，－：圧縮）

数値：評価位置における断面力 

(c)せん断力（kN）
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3.4.2 基礎地盤の支持性能評価 

基礎地盤の支持性能評価においては基礎地盤に発生する接地圧が許容限界以下

であることを確認する。 
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4. 耐震評価結果

4.1 構造部材の健全性に対する評価結果 

構造部材の曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値を表 4－1 に及び表 4－2，せん

断破壊に対する各評価位置での最大照査値を表 4－3 及び表 4－4 に示す。 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の照査用ひずみ及び照査用せん断力が許容限界以

下であることを確認した。 

表 4－1 曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値（Ａ－Ａ断面） 

解析 

ケース
地震動 

照査用ひずみ＊ 

εｄ 

限界ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ/εＲ 

① 
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
267μ 10000μ 0.03 

注記＊：照査用ひずみεｄ＝発生ひずみε×構造解析係数γａ 

表 4－2 曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値（Ｂ－Ｂ断面） 

解析 

ケース
地震動 

照査用ひずみ＊ 

εｄ 

限界ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ/εＲ 

① 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋－） 
248μ 10000μ 0.03 

注記＊：照査用ひずみεｄ＝発生ひずみε×構造解析係数γａ 
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表 4－3 せん断破壊に対する最大照査値（Ａ－Ａ断面） 

評価位置＊1 
解析 

ケース
地震動 

照査用 

せん断力＊2

Ｖｄ(kN) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN) 

照査値 

Ｖｄ/Ｖｙｄ 

頂版 ２ ① 
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
663 1264 0.53 

側壁 12 ① 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋－） 
1066 1837 0.59 

床版 ５ ① 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋－） 
490 1394 0.36 

底版 ６ ① 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
1270 3100 0.41 

注記＊1：評価位置は図 4－1 に示す。 

＊2：照査用せん断力Ｖｄ＝発生せん断力Ｖ×構造解析係数γａ

表 4－4 せん断破壊に対する最大照査値（Ｂ－Ｂ断面） 

評価位置＊1 
解析 

ケース
地震動 

照査用 

せん断力＊2

Ｖｄ(kN) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN) 

照査値 

Ｖｄ/Ｖｙｄ 

頂版 １ ① 
Ｓｓ－Ｄ 

（－－） 
353 832 0.43 

側壁 ４ ① 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋－） 
845 1763 0.48 

底版 ２ ① 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
1365 3162 0.44 

注記＊1：評価位置は図 4－1 に示す。 

＊2：照査用せん断力Ｖｄ＝発生せん断力Ｖ×構造解析係数γａ
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Ａ－Ａ断面 

Ｂ－Ｂ断面 

図 4－1 評価位置 
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4.2 貯水機能に対する評価結果 

構造部材の曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値を表 4－5 及び表 4－6 に，せん

断破壊に対する各評価位置での最大照査値を表 4－7 に示す。 

低圧原子炉代替注水槽の照査用ひずみ及び照査用せん断力が，貯水機能に対する許

容限界以下であることを確認した。 

表 4－5 曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値（コンクリート） 

解析 

ケース
地震動 

照査用ひずみ＊ 

εｄ 

限界ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ/εＲ 

① 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋－） 
248μ 2000μ 0.13 

注記＊：照査用ひずみεｄ＝発生ひずみε×構造解析係数γａ 

表 4－6 曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値（主筋） 

解析 

ケース
地震動 

照査用ひずみ＊ 

εｄ 

限界ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ/εＲ 

① 

Ｓｓ－Ｆ２

ＮＳ 

（＋＋） 

610μ 1725μ 0.36 

注記＊：照査用ひずみεｄ＝発生ひずみε×構造解析係数γａ 

表 4－7 せん断破壊に対する最大照査値 

評価位置＊1 
解析 

ケース
地震動 

照査用 

せん断力＊2

Ｖｄ(kN) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN) 

照査値 

Ｖｄ/Ｖｙｄ 

頂版 １ ① 
Ｓｓ－Ｄ 

（－－） 
353 832 0.43 

側壁 ４ ① 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋－） 
845 1763 0.48 

底版 ２ ① 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
1365 3162 0.44 

注記＊1：評価位置は図 4－1 におけるＢ－Ｂ断面 

＊2：照査用せん断力Ｖｄ＝発生せん断力Ｖ×構造解析係数γａ
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4.3 基礎地盤の支持性能に対する評価結果 

4.3.1 基礎地盤 

基礎地盤の支持性能に対する照査結果を表 4－8 及び表 4－9 に示す。また，最

大接地圧分布図を図 4－2 及び図 4－3 に示す。なお，低圧原子炉代替注水ポンプ

格納槽の基礎地盤には一部ＭＭＲが存在するが，ＭＭＲの支圧強度は岩盤の限界

支持力度より十分に大きいことから，評価を省略する。 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の基礎地盤に発生する最大接地圧が，極限支

持力度を下回ることを確認した。 

表 4－8 基礎地盤の支持性能に対する照査結果（Ａ－Ａ断面） 

解析 

ケース
地震動 

最大接地圧 

Ｒｄ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｒｕ(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/Ｒｕ 

① 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋－） 
3.14 9.8 0.33 

表 4－9 基礎地盤の支持性能に対する照査結果（Ｂ－Ｂ断面） 

解析 

ケース
地震動 

最大接地圧 

Ｒｄ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｒｕ(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/Ｒｕ 

① 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋－） 
2.65 9.8 0.28 
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図 4－2 基礎地盤の最大接地圧分布図 

（Ａ－Ａ断面，解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（＋－）） 

図 4－3 基礎地盤の最大接地圧分布図 

（Ｂ－Ｂ断面，解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（＋－）） 
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Ⅵ-2-2-37 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク

～ガスタービン発電機）の地震応答計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づき実施する屋外配管ダクト

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）の地震応答解析について説

明するものである。 

本地震応答解析は，屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービ

ン発電機）が耐震性に関する技術基準へ適合することを確認するために用いる応答値を

抽出するものである。その際，耐震評価に用いる応答値は，この地震応答解析により構

造物に発生する変形，断面力及び基礎地盤に発生する接地圧とする。 

また，機器・配管系が耐震性に関する技術基準へ適合することを確認するために用い

る応答値の抽出を行う。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）の位置

図を図 2－1 に示す。 

 

 

図 2－1 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

位置図 
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2.2 構造概要 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）の平面

図を図 2－2 に，断面図を図 2－3 及び図 2－4 に示す。 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）は，ガ

スタービン発電機用燃料移送配管・弁を間接支持する延長約 55.5m，幅 2.8m，高さ 1.8m

の鉄筋コンクリート造の地中構造物であり，マンメイドロック（以下「ＭＭＲ」とい

う。）を介して十分な支持性能を有するＣL級岩盤に支持される。 

 

 

 

図 2－2 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

平面図 

  

Ａ 

Ａ 

Ｂ 

Ｂ 

（単位:mm） 
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図 2－3 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

断面図（Ａ－Ａ断面） 

 

 

 

図 2－4 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

  

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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2.3 解析方針 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）は，Ⅵ-

2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づき，基準地震動Ｓｓに対して地震応答解析を

実施する。 

図 2－5 に屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電

機）の地震応答解析フローを示す。 

地震応答解析は,「2. 基本方針」に基づき，「3.1 評価対象断面」に示す断面に

おいて，「3.2 解析方法」に示す水平地震動と鉛直地震動の同時加振による時刻歴応

答解析により行うこととし，地盤物性のばらつきを適切に考慮する。 

時刻歴応答解析は，「3.3 荷重及び荷重の組合せ」及び「3.5 解析モデル及び諸

元」に示す条件を基に，「3.4 入力地震動」により設定する入力地震動を用いて実施

する。 

地震応答解析による応答加速度は，機器・配管系の設計用床応答スペクトルの作成

に用いる。また，変形，断面力及び基礎地盤の接地圧は，屋外配管ダクト（ガスター

ビン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）の耐震評価に用いる。 

 

  



 

6 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-2

-3
7 
RO
 

 

図 2－5 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

地震応答解析フロー 

  

検討開始 

解析方針 

評価対象断面及び解析方法の選定 

荷重及び荷重の組合せの選定 

常時応力解析 

地震応答解析 

（２次元時刻歴応答解析） 

基準地震動Ｓｓ 

耐震評価に用いる 

変形，断面力及び接地圧 

機器・配管系への 

応答加速度 

解析モデル及び諸元の設定 

（地盤物性のばらつきを考慮） 

入力地震動の算定 

（一次元波動論による 

地震応答解析） 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，2002 年制定） 

・コンクリート標準示方書[設計編]（土木学会，2017 年制定） 

・原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，

2005 年） 

・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-1987（日本電気協会） 

・松江市建築基準法施行細則（平成 17 年 3 月 31 日松江市規則第 234 号） 

・道路橋示方書・同解説 Ⅴ耐震設計編（日本道路協会，2002 年） 
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3. 解析方法 

3.1 評価対象断面 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）の評価

対象断面位置図を図 3－1 に示す。構造物の耐震設計における評価対象断面及び機器・

配管系に対する応答加速度抽出断面は，図 3－1 のＡ－Ａ断面とする。 

評価対象断面図を図 3－2 に示す。 

 

 

 

図 3－1 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

評価対象断面位置図 

 

Ａ 

Ａ 

（単位:mm） 
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図 3－2 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

評価対象断面図（Ａ－Ａ断面） 
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3.2 解析方法 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）の地震

応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち，「2.3 屋外重要土木構造

物」に示す解析方法及び解析モデルを踏まえて実施する。 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元有限要素法解析を用

いて，基準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振による逐

次時間積分の時刻歴応答解析により行う。 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）は，施

設周辺の設計地下水位が底版より低いため，解析手法の選定フローに基づき全応力解

析とする。 

構造部材については，非線形はり要素を用いることとし，構造部材の非線形特性に

ついては，ファイバーモデルで考慮する。また，地盤については，地盤のひずみ依存

性を適切に考慮できるようモデル化する。 

地震応答解析については，解析コード「ＴＤＡＰⅢ」を使用する。なお，解析コー

ドの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コー

ド）の概要」に示す。 

 

3.2.1 構造部材 

鉄筋コンクリート部材は，ファイバーモデルによる非線形はり要素でモデル化

する。ファイバーモデルは，はり要素の断面を層状に分割し各層に材料の非線形

特性を考慮する材料非線形モデルであり（図 3－3 参照），図 3－4 に示すコンク

リートの応力－ひずみ関係及び図 3－5 に示す鉄筋の応力－ひずみ関係を考慮す

る。 

 

図 3－3 ファイバーモデルの概念図  
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（コンクリート標準示方書[設計編]（土木学会，2017 年制定）より引用） 

図 3－4 構造部材の非線形特性（コンクリートの応力－ひずみ関係） 

 

 

（コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，2002 年制定）より引用） 

図 3－5 構造部材の非線形特性（鉄筋の応力－ひずみ関係） 
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3.2.2 地盤 

地盤物性のばらつきの影響を考慮するため,表 3－1 に示す解析ケースを設定す

る。 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）

は，ＭＭＲ上に設置され，側面に埋戻土が分布し，主たる荷重は埋戻土の土圧と

なることから，埋戻土の初期せん断弾性係数のばらつきを考慮する。 

解析ケースについては，せん断弾性係数の平均値を基本ケース（表 3－1 に示す

ケース①）とした場合に加えて，平均値±1.0×標準偏差（σ）のケース（表 3－1

に示すケース②及び③）について確認を行う。 

地盤のばらつきの設定方法の詳細は，「3.2.4 地震応答解析の解析ケース選定」

に示す。 

 

表 3－1 解析ケース 

解析ケース 

地盤物性 

埋戻土 

（Ｇ０：初期せん断弾性係数） 

岩盤 

（Ｇｄ：動せん断弾性係数） 

ケース① 

（基本ケース） 
平均値 平均値 

ケース② 平均値＋１σ 平均値 

ケース③ 平均値－１σ 平均値 
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3.2.3 減衰定数 

構造部材の減衰定数は，粘性減衰及び履歴減衰で考慮する。 

粘性減衰は，固有値解析にて求められる固有周期と各材料の減衰比に基づき，

質量マトリックス及び剛性マトリックスの線形結合で表される以下の Rayleigh 減

衰を解析モデル全体に与える。固有値解析結果に基づき設定したα，βを表 3－2

に示す。 

 

[C]＝α[M]＋β[K] 

[C] ：減衰係数マトリックス 

[M] ：質量マトリックス 

[K] ：剛性マトリックス 

α，β：係数 

 

表 3－2 Rayleigh 減衰における係数α，βの設定結果 

評価対象断面 α β 

Ａ－Ａ断面 6.834 1.059×10-4 
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3.2.4 地震応答解析の解析ケースの選定 

(1) 耐震評価における解析ケース 

耐震評価においては，基準地震動Ｓｓ全波（６波）及びこれらに位相反転を考

慮した地震動（６波）を加えた全 12 波に対し，解析ケース①（基本ケース）を実

施する。解析ケース①において，曲げ・軸力系の破壊，せん断破壊及び地盤の支

持力照査の照査項目ごとに照査値が 0.5 を超える照査項目に対して，最も厳しい

地震動を用いて，表 3－1 に示す解析ケース②及び③を実施する。すべての照査項

目の照査値がいずれも 0.5 以下の場合は，照査値が最も厳しくなる地震動を用い

てケース②及び③を実施する。耐震評価における解析ケースを表 3－3 に示す。 

 

表 3－3 耐震評価における解析ケース 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ 

基本ケース 

地盤物性のばらつき

（＋１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性のばらつき

（－１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊1 ○   

－＋＊1 －＊2   

＋－＊1 ○   

－－＊1 －＊2   

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊1 ○   

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊1 ○   

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊1 ○   

－＋＊1 －＊2   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊1 ○   

－＋＊1 －＊2   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊1 ○   

－＋＊1 －＊2   

注記＊1：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位

相を反転させたケースを示す。 

＊2：解析モデルが左右対称であり，水平動の位相反転による解析結果への影響はな

い。 

  

基準地震動Ｓｓ（6 波）に位相反転を考
慮した地震動（1 波）を加えた全 7 波に
対し，ケース①（基本ケース）を実施
し，曲げ・軸力系の破壊，せん断破壊及
び基礎地盤の支持力照査の各照査項目ご
とに照査値が 0.5 を超える照査項目に対
して，最も厳しい（許容限界に対する裕
度が最も小さい）地震動を用いてケース
②及び③を実施する。 
すべての照査項目の照査値がいずれも
0.5 以下の場合は，照査値が最も厳しく
なる地震動を用いてケース②及び③を実
施する。 
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(2) 機器・配管系に対する応答加速度抽出のための解析ケース 

機器・配管系に対する応答加速度抽出においては，床応答への保守的な配慮と

して表 3－1 に示す解析ケース①に加え，解析ケース②及び③を実施する。機器・

配管系の応答加速度抽出における解析ケースを表 3－4 に示す。 

 

表 3－4 機器・配管系の応答加速度抽出のための解析ケース 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ 

基本ケース 

地盤物性のばらつき

（＋１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性のばらつき

（－１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊1 ○ ○ ○ 

－＋＊1 －＊2 －＊2 －＊2 

＋－＊1 ○ ○ ○ 

－－＊1 －＊2 －＊2 －＊2 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊1 ○ ○ ○ 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊1 ○ ○ ○ 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊1 ○ ○ ○ 

－＋＊1 －＊2 －＊2 －＊2 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊1 ○ ○ ○ 

－＋＊1 －＊2 －＊2 －＊2 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊1 ○ ○ ○ 

－＋＊1 －＊2 －＊2 －＊2 

注記＊1：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位

相を反転させたケースを示す。 

＊2：解析モデルが左右対称であり，水平動の位相反転による解析結果への影響はな

い。 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

3.3.1 耐震評価上考慮する状態 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）の

地震応答解析において，地震以外に考慮する状態を以下に示す。 

(1) 運転時の状態 

発電用原子炉施設が運転状態にあり，通常の条件下におかれている状態。ただ

し，運転時の異常な過渡変化時の影響を受けないことから考慮しない。 

(2) 設計基準事故時の状態 

設計基準事故時の影響を受けないことから考慮しない。 

(3) 設計用自然条件 

積雪を考慮する。埋設構造物であるため風の影響は考慮しない。 

(4) 重大事故等時の状態 

重大事故等時の影響を受けないことから考慮しない。 

 

3.3.2 荷重 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）の

地震応答解析において，考慮する荷重を以下に示す。 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，躯体自重及び機器・配管荷重を考慮する。なお，ダクト蓋は

モデル化せず，固定荷重として重量を考慮する。 

(2) 積載荷重（Ｐ） 

積載荷重として，土圧及び積雪荷重（Ｐｓ）を考慮する。 

(3) 積雪荷重（Ｐｓ） 

積雪荷重として，発電所敷地に最も近い気象官署である松江地方気象台で観測

された観測史上１位の月最深積雪 100cm に平均的な積雪荷重を与えるための係数

0.35 を考慮し 35.0 ㎝とする。積雪荷重については，松江市建築基準法施行細則に

より，積雪量１㎝ごとに 20N/m2 の積雪荷重が作用することを考慮し設定する。 

(4) 地震荷重（Ｓｓ） 

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。 
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3.3.3 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3－5 に示す。 

 

表 3－5 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

 

Ｇ：固定荷重 

Ｐ：積載荷重 

Ｓｓ：地震荷重（基準地震動Ｓｓ） 
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3.4 入力地震動 

入力地震動は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土木構

造物」に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを

一次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価したものを用いる。なお，入

力地震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方

針」のうち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」を用いる。 

図 3－6 に入力地震動算定の概念図を，図 3－7～図 3－22 に入力地震動の加速度時

刻歴波形及び加速度応答スペクトルを示す。入力地震動の算定には，解析コード「Ｓ

ＨＡＫＥ」及び「ｍｉｃｒｏＳＨＡＫＥ／３Ｄ」を使用する。解析コードの検証及び

妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示

す。 

ここで，断層モデルを用いた手法による基準地震動Ｓｓ－Ｆ１及びＦ２について

は，評価対象断面の方位を考慮し角度補正を行う。 

 

 

図 3－6 入力地震動算定の概念図 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－7 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－8 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ） 

  



 

21 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-2

-3
7 
RO
 

 

(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－9 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１，ＮＳ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－10 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１，ＮＳ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－11 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１，ＥＷ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－12 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１，ＥＷ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－13 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２，ＮＳ方向）  
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－14 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２，ＮＳ方向）  
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－15 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２，ＥＷ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－16 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２，ＥＷ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－17 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－18 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－19 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＮＳ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－20 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＮＳ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－21 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＥＷ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－22 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＥＷ方向） 
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3.5 解析モデル及び諸元 

3.5.1 解析モデル 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）の

地震応答解析モデルを図 3－23 に示す。 

(1) 解析領域 

解析領域は，側方境界及び底面境界が構造物の応答に影響しないよう，構造物

と側方境界及び底面境界との距離を十分に大きく設定する。 

(2) 境界条件 

解析領域の側方及び底面には,エネルギーの逸散効果を考慮するため，粘性境界

を設ける。 

(3) 構造物のモデル化 

鉄筋コンクリート部材は，非線形はり要素によりモデル化する。 

構造物の断面部材として見込んでいないダクト蓋重量を両側壁の上端で負担す

る。 

機器・配管荷重は解析モデルに付加重量として与えることで考慮する。 

(4) 地盤のモデル化 

岩盤は線形の平面ひずみ要素でモデル化する。また，埋戻土は，地盤の非線形

性をマルチスプリング要素で考慮した平面ひずみ要素でモデル化する。 

(5) ＭＭＲのモデル化 

ＭＭＲは無筋コンクリートとして，線形の平面ひずみ要素でモデル化する。 

(6) ジョイント要素の設定 

地震時の「構造物とＭＭＲ」，「構造物と地盤」及び「ＭＭＲと地盤」の接合

面における接触，剥離及びすべりを考慮するため，これらの接合面にジョイント

要素を設定する。 
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図 3－23 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

地震応答解析モデル図（Ａ－Ａ断面） 
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3.5.2 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 3－6 に，材料の物性値を表 3－7 に示す。 

 

表 3－6 使用材料 

材料 仕様 

構造物 
コンクリート 設計基準強度 24.0N/mm2 

鉄筋 SD345 

ＭＭＲ 設計基準強度 18.0N/mm2 

 

 

表 3－7 材料の物性値 

材料 
ヤング係数 

(N/mm2) 

単位体積重量 

(kN/m3) 
ポアソン比 

構造物 2.50×104 24.0＊1 
0.2 

ＭＭＲ 2.20×104 22.6＊2 

注記＊1：鉄筋コンクリートの単位体積重量を示す。 

＊2：無筋コンクリートの単位体積重量を示す。 

 

3.5.3 地盤の物性値 

地盤については，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定してい

る物性値を用いる。 
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3.5.4 地下水位 

設計地下水位は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に従い設定す

る。設計地下水位の一覧を表 3－8 に示す。 

なお，屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電

機）については，地下水位が構造物基礎下端より十分低いため，地下水を考慮し

ない。 

 

表 3－8 設計地下水位の一覧 

施設名称 解析断面 設計地下水位（EL m） 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用

軽油タンク～ガスタービン発電機） 
Ａ－Ａ断面 

地下水位が構造物基礎

下端より十分低いため

考慮しない 
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4. 解析結果 

耐震評価のために用いる応答加速度として，解析ケース①（基本ケース）について，

すべての基準地震動Ｓｓに対する最大加速度分布図を図 4－1～図 4－9 に示す。また，

解析ケース①において，照査値が最大となる地震動に対しての解析ケース②及び③の最

大加速度分布図を図 4－10 及び図 4－11 に示す。これらに加え，機器・配管系に対する

応答加速度抽出として，解析ケース②及び③について，すべての基準地震動Ｓｓに対す

る最大加速度分布図を図 4－12～図 4－29 に示す。 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 鉛直 

 

 

 

図 4－1 最大応答加速度分布図（1/29）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋－） 鉛直 

 

 

 

図 4－2 最大応答加速度分布図（2/29）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ１ （ＮＳ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ１ （ＮＳ） （＋＋） 鉛直 

 

 

 

図 4－3 最大応答加速度分布図（3/29）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ１ （ＥＷ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ１ （ＥＷ） （＋＋） 鉛直 

 

 

 

図 4－4 最大応答加速度分布図（4/29）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ２ （ＮＳ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ２ （ＮＳ） （＋＋） 鉛直 

 

 

 

図 4－5 最大応答加速度分布図（5/29）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ２ （ＥＷ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ２ （ＥＷ） （＋＋） 鉛直 

 

 

 

図 4－6 最大応答加速度分布図（6/29）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１ （＋＋） 鉛直 

 

 

 

図 4－7 最大応答加速度分布図（7/29）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２ （ＮＳ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２ （ＮＳ） （＋＋） 鉛直 

 

 

 

図 4－8 最大応答加速度分布図（8/29）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２ （ＥＷ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２ （ＥＷ） （＋＋） 鉛直 

 

 

 

図 4－9 最大応答加速度分布図（9/29）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋－） 鉛直 

 

 

 

図 4－10 最大応答加速度分布図（10/29）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋－） 鉛直 

 

 

 

図 4－11 最大応答加速度分布図（11/29）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 鉛直 

 

 

 

図 4－12 最大応答加速度分布図（12/29）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋－） 鉛直 

 

  

 

図 4－13 最大応答加速度分布図（13/29）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ１ （ＮＳ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ１ （ＮＳ） （＋＋） 鉛直 

 

  

 

図 4－14 最大応答加速度分布図（14/29）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ１ （ＥＷ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ１ （ＥＷ） （＋＋） 鉛直 

 

  

 

図 4－15 最大応答加速度分布図（15/29）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ２ （ＮＳ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ２ （ＮＳ） （＋＋） 鉛直 

 

  

 

図 4－16 最大応答加速度分布図（16/29）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ２ （ＥＷ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ２ （ＥＷ） （＋＋） 鉛直 

 

 

 

図 4－17 最大応答加速度分布図（17/29）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１ （＋＋） 鉛直 

 

 

 

図 4－18 最大応答加速度分布図（18/29）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２ （ＮＳ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２ （ＮＳ） （＋＋） 鉛直 

 

 

 

図 4－19 最大応答加速度分布図（19/29）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２ （ＥＷ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２ （ＥＷ） （＋＋） 鉛直 

 

 

 

図 4－20 最大応答加速度分布図（20/29）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 鉛直 

 

 

 

図 4－21 最大応答加速度分布図（21/29）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋－） 鉛直 

 

 

 

図 4－22 最大応答加速度分布図（22/29）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ１ （ＮＳ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ１ （ＮＳ） （＋＋） 鉛直 

 

 

 

図 4－23 最大応答加速度分布図（23/29）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ１ （ＥＷ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ１ （ＥＷ） （＋＋） 鉛直 

 

 

 

図 4－24 最大応答加速度分布図（24/29）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ２ （ＮＳ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ２ （ＮＳ） （＋＋） 鉛直 

 

 

 

図 4－25 最大応答加速度分布図（25/29）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ２ （ＥＷ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ２ （ＥＷ） （＋＋） 鉛直 

 

 

 

図 4－26 最大応答加速度分布図（26/29）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１ （＋＋） 鉛直 

 

 

 

図 4－27 最大応答加速度分布図（27/29）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２ （ＮＳ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２ （ＮＳ） （＋＋） 鉛直 

 

 

 

図 4－28 最大応答加速度分布図（28/29）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２ （ＥＷ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２ （ＥＷ） （＋＋） 鉛直 

 

 

 

図 4－29 最大応答加速度分布図（29/29）（解析ケース③） 
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Ⅵ-2-2-38 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク

～ガスタービン発電機）の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持

の設計方針に基づき，屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービ

ン発電機）が基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度を有していることを確認するもの

である。 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）に要求さ

れる機能維持の確認は，地震応答解析に基づく構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支

持性能評価により行う。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）の位置

図を図 2－1 に示す。 

 

 

図 2－1 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

位置図 
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2.2 構造概要 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）の平面

図を図 2－2 に，断面図を図 2－3 及び図 2－4 に，概略配筋図を図 2－5 示す。 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）は，ガ

スタービン発電機用燃料移送配管・弁を間接支持する延長約 55.5m，幅 2.8m，高さ 1.8m

の鉄筋コンクリート造の地中構造物であり，マンメイドロック（以下「ＭＭＲ」とい

う。）を介して十分な支持性能を有するＣL級岩盤に支持される。 

 

 

 

図 2－2 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

平面図 
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図 2－3 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

断面図（Ａ－Ａ断面） 

 

 

 

図 2－4 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

 

 

図 2－5 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

概略配筋図（Ａ－Ａ断面）  

（単位:mm） 

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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2.3 評価方針 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）は，常

設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処

施設に分類される。 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）の耐震

評価フローを図 2－6 に示す。 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）は，Ⅵ-

2-2-37「屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）

の地震応答計算書」より得られた地震応答解析の結果に基づき，重大事故等対処施設

の評価として，表 2－1 に示すとおり，構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能

評価を行う。構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を実施することで，

構造強度を有することを確認し，これにより常設耐震重要重大事故防止設備及び常設

重大事故緩和設備を支持する機能を維持することができる。 

構造部材の健全性評価については，Ⅵ-2-2-37「屋外配管ダクト（ガスタービン発電

機用軽油タンク～ガスタービン発電機）の地震応答計算書」より得られた地震応答解

析の結果に基づき，曲げ・軸力系の破壊に対しては構造部材の照査用ひずみが許容限

界を下回ることを確認する。せん断破壊に対しては照査用せん断力が許容限界を下回

ることを確認する。 

基礎地盤の支持性能評価については，Ⅵ-2-2-37「屋外配管ダクト（ガスタービン発

電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）の地震応答計算書」より得られた地震応答

解析の結果に基づき，基礎地盤及びＭＭＲに発生する接地圧が許容限界を下回ること

を確認する。 
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図 2－6 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

耐震評価フロー 

  

評価開始 

評価方針 
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評価終了 
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Ⅵ-2-2-37 
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表 2－1 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度を有す

ること 

構造部材の

健全性 

鉄筋コンク

リート部材 

照査用ひずみ

及び照査用せ

ん断力が許容

限界を下回る

ことを確認 

曲げ・軸力 限界ひずみ＊ 

せん断力 せん断耐力＊ 

基礎地盤の

支持性能 

基礎地盤 
発生する接地

圧が許容限界

を下回ること

を確認 

岩盤の極限支持力度＊ 

ＭＭＲ ＭＭＲの支圧強度 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，2002 年制定） 

・原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，

2005 年） 

・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-1987（日本電気協会） 
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3. 耐震評価 

3.1 評価対象断面 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）の評価

対象断面位置図を図 3－1 に示す。構造物の耐震設計における評価対象断面は，図 3－

1 のＡ－Ａ断面とする。 

評価対象断面図を図 3－2 に示す。 

 

 

図 3－1 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

評価対象断面位置図 

  

Ａ 

Ａ 

（単位:mm） 



 

10 

 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2
-3
8 
R0
 

 

 

図 3－2 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

評価対象断面図（Ａ－Ａ断面） 
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3.2 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 3－1，材料の物性値を表 3－2 に示す。 

 

表 3－1 使用材料 

材料 仕様 

構造物 
コンクリート 設計基準強度 24.0N/mm2 

鉄筋 SD345 

ＭＭＲ 設計基準強度 18.0N/mm2 

 

表 3－2 材料の物性値 

材料 
ヤング係数 

(N/mm2) 

単位体積重量 

(kN/m3) 
ポアソン比 

構造物 2.50×104 24.0＊1 
0.2 

ＭＭＲ 2.20×104 22.6＊2 

注記＊1：鉄筋コンクリートの単位体積重量を示す。 

＊2：無筋コンクリートの単位体積重量を示す。 
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3.3 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

3.3.1 構造部材の健全性に対する許容限界 

(1) 曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

構造部材の曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界は，原子力発電所屋外重要土

木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，2005 年）（以下「土木学

会マニュアル」という。）に基づき，限界ひずみ（圧縮縁コンクリートひずみ

1.0％）とする。 

土木学会マニュアルでは，曲げ・軸力系の破壊に対する限界状態は，コンクリ

ートの圧縮縁のかぶりが剥落しないこととされており，圧縮縁コンクリートひず

みが 1.0％の状態は，かぶりコンクリートが剥落する前の状態であることが，屋外

重要土木構造物を模したラーメン構造の破壊実験及び数値シミュレーション等の

結果より確認されている。この状態を限界値とすることで構造全体としての安定

性が確保できるとして設定されたものである。 

 

(2) せん断破壊に対する許容限界 

構造部材のせん断破壊に対する許容限界は，土木学会マニュアルに基づき，棒

部材式で求まるせん断耐力とする。 
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3.3.2 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

(1) 基礎地盤 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に

係る基本方針」に基づき，岩盤の極限支持力度とする。 

基礎地盤の支持性能に対する許容限界を表 3－3 に示す。 

 

表 3－3 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

評価項目 基礎地盤 
許容限界 

（N/mm2） 

極限支持力度 ＣL 級岩盤 3.9 

 

(2) ＭＭＲ 

ＭＭＲに発生する接地圧に対する許容限界は，「コンクリート標準示方書［構

造性能照査編］（土木学会，2002 年）」に基づき，コンクリートの支圧強度とす

る。 

ＭＭＲの支持性能に対する許容限界を表 3－4 に示す。 

 

表 3－4 ＭＭＲの支持性能に対する許容限界 

評価項目 基礎地盤 
許容限界 

（N/mm2） 

支圧強度 
コンクリート 

（ｆ ’ｃｋ＝18.0N/mm2） 
ｆ ’ａ＝18.0 
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3.4 評価方法 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）の耐震

評価は，地震応答解析により算定した照査用応答値が，「3.3 許容限界」に示す許容

限界以下であることを確認する。 

 

3.4.1 構造部材の健全性評価 

構造部材の曲げ・軸力系及びせん断破壊に対する照査に対して，地震応答解析

により算定した照査用ひずみ及び照査用せん断力が許容限界以下であることを確

認する。 

曲げ・軸力系の破壊に対して照査値が最大となる地震動及び解析ケースでのひ

ずみの時刻歴波形及び発生位置を図 3－3 に，せん断破壊に対する照査値最大時の

断面力図を図 3－4 に示す。 

 

（圧縮を正で示す。） 

 

図 3－3 曲げ・軸力系の破壊に対する照査におけるひずみの時刻歴波形 

（Ａ－Ａ断面，解析ケース③，Ｓｓ－Ｄ（＋－）） 
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数値：評価位置における断面力 

(a)曲げモーメント（kN・m） 

 

 

数値：評価位置における断面力 

(b)軸力（kN）（＋：引張，－：圧縮） 

 

 

数値：評価位置における断面力 

(c)せん断力（kN） 

 

図 3－4 せん断破壊に対する照査値最大時の断面力図 

（Ａ－Ａ断面，解析ケース③，Ｓｓ－Ｄ（＋－），t＝21.23s）  
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3.4.2 基礎地盤の支持性能評価 

基礎地盤の支持性能評価においては基礎地盤及びＭＭＲに発生する接地圧が許

容限界以下であることを確認する。 
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4. 耐震評価結果 

4.1 構造部材の健全性に対する評価結果 

構造部材の曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値を表 4－1 に，せん断破壊に対す

る各評価位置での最大照査値を表 4－2 に示す。 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）の照査

用ひずみ及び照査用せん断力が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 4－1 曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値（Ａ－Ａ断面） 

解析 

ケース 
地震動 

照査用ひずみ＊ 

εｄ 

限界ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ/εＲ 

③ 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋－） 
96μ 10000μ 0.01 

注記＊：照査用ひずみεｄ＝発生ひずみε×構造解析係数γａ 

 

表 4－2 せん断破壊に対する最大照査値（Ａ－Ａ断面） 

評価位置＊1 
解析 

ケース 
地震動 

照査用 

せん断力＊2 

Ｖｄ(kN) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN) 

照査値 

Ｖｄ/Ｖｙｄ 

側壁 ２ ③ 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋－） 
36 1065 0.04 

底版 ３ ③ 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋－） 
46 1078 0.05 

注記＊1：評価位置は図 4－1 に示す。 

＊2：照査用せん断力Ｖｄ＝発生せん断力Ｖ×構造解析係数γａ 

 

Ａ－Ａ断面 

図 4－1 評価位置 
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4.2 基礎地盤の支持性能に対する評価結果 

4.2.1 基礎地盤 

基礎地盤の支持性能に対する照査結果を表 4－3 に示す。また，最大接地圧分布

図を図 4－2 に示す。 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）の

基礎地盤に発生する最大接地圧が，極限支持力度を下回ることを確認した。 

 

表 4－3 基礎地盤の支持性能に対する照査結果（Ａ－Ａ断面） 

解析 

ケース 
地震動 

最大接地圧 

Ｒｄ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｒｕ(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/Ｒｕ 

① 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
0.10 3.9 0.03 

 

 

図 4－2 基礎地盤の最大接地圧分布図 

（Ａ－Ａ断面，解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（＋＋）） 
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4.2.2 ＭＭＲ 

ＭＭＲの支持性能に対する照査結果を表 4－4 に示す。また，最大接地圧分布図

を図 4－3 に示す。 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）の

ＭＭＲに発生する最大接地圧が，支圧強度を下回ることを確認した。 

 

表 4－4 ＭＭＲの支持性能に対する照査結果（Ａ－Ａ断面） 

解析 

ケース 
地震動 

最大接地圧 

Ｒｄ(N/mm2) 

支圧強度 

ｆ ’ａ(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/ｆ ’ａ 

③ 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋－） 
0.12 18.0 0.01 

 

 

図 4－3 基礎地盤の最大接地圧分布図 

（Ａ－Ａ断面，解析ケース③，Ｓｓ－Ｄ（＋－）） 
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Ⅵ-2-5 原子炉冷却系統施設の耐震性に関する説明書 
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Ⅵ-2-5-3 原子炉冷却材の循環設備の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-5-3-1 主蒸気系の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-5-3-1-2　管の耐震性についての計算書

（主蒸気系）
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法　添付資料-6　管の耐震性に

　ついての計算書作成の基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づき，主蒸気系の管，

　支持構造物及び弁が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を維持できるこ

　とを説明するものである。

　　計算結果の記載方法は，以下に示すとおりである。

(1) 管

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，全16モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の許

　　容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計

　　算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデル

　　の評価結果を4.2.4に記載する。

(2) 支持構造物

工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点の評価

　  結果を代表として記載する。

(3) 弁

機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要求

　　弁を代表として，弁型式別に評価結果を記載する。
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2.　概略系統図及び鳥瞰図

 2.1　概略系統図

概略系統図記号凡例

記　　　号 内　　　　容

　

　　　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（重大事故等対処設備）

　　　　　　　　　（太破線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（設計基準対象施設）

　

　　　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管

　のうち他系統の管であって系統の概略を示すために表

　記する管

　鳥瞰図番号（代表モデル）

　鳥瞰図番号（代表モデル以外）

　アンカ

　　[管クラス]

DB1 　クラス１管

DB2 　クラス２管

DB3 　クラス３管

DB4 　クラス４管

SA2 　重大事故等クラス２管

SA3 　重大事故等クラス３管

DB1/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス１管

DB2/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス２管

DB3/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス３管

DB4/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス４管
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MS-PD-1

MS-PS-9

X-280F

MS-PD-1

MS-PS-7

X-280D

B

A

AV202-1A
A

AAAA
RV202-1ARV202-1BRV202-1C

原子炉格納容器 原子炉建物

MS-PS-6

X-280C

MS-PS-8

X-280E

SA2

DB1/
SA2 DB1 X-10A

A
AV202-2A

MS-PD-1

MS-PD-1

SA2

高圧タービンへ

サプレッション
チェンバ

サプレッション
チェンバ

N3A

原
子
炉
圧

力

容
器

逃がし安全弁排気管

主蒸気系概略系統図（その１）

DB3/
SA2

DB3/
SA2

B

A

ドライウェル
RV202-1D

M
S-
PD
-13

 

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0                                                                 



主蒸気系概略系統図（その２）

X-10B

MS-PS-10

X-280A

原子炉格納容器 原子炉建物

X-280B

MS-PS-11

AV202-1B
AA

A
RV202-1E

A

AV202-2B

DB1/
SA2 DB1

MS-PD-2 MS-PD-2

原子炉

隔離時

冷却系へ

注記＊1：高圧原子炉代替注水系との兼用範囲である。

　　＊2：原子炉隔離時冷却系との兼用範囲である。

＊1,＊2

N3B

原
子
炉
圧

力

容
器

SA2

サプレッション
チェンバ

高圧タービンへ

DB3/
SA2

逃がし安全弁排気管

MS-PD-2

RV202-1F
ドライウェル
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X-10C

MS-PS-12

X-280M

原子炉格納容器 原子炉建物

X-280L

MS-PS-13

AV202-1C
AA

A
RV202-1G

A

AV202-2C

MS-PD-3 MS-PD-3

DB1/
SA2

N3C

原
子
炉
圧
力

容

器

SA2

サプレッション
チェンバ

高圧タービンへ

主蒸気系概略系統図（その３）

DB1

DB3/
SA2

逃がし安全弁排気管

MS-PD-3

RV202-1H
ドライウェル
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MS-PD-4

MS-PS-17

MS-PD-4

MS-PS-15

AV202-1D
AA

AAAA
RV202-1JRV202-1KRV202-1L

原子炉格納容器 原子炉建物

MS-PS-14

MS-PS-16

AV202-2D

MS-PD-4

MS-PD-4

X-10DDB1

X-280J X-280K

X-280HX-280G

N3D

原
子
炉
圧

力

容
器

SA2 SA2

サプレッション
チェンバ

サプレッション
チェンバ

高圧タービンへ

主蒸気系概略系統図（その４）

DB1/
SA2

DB3/
SA2

DB3/
SA2

B

A

逃がし安全弁排気管

B

A

ドライウェル
RV202-1M

MS
-
PD
-4
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A

R/F
ACC

ADS/F
ACC

A

逃がし安全弁窒素ガス

供給系より

R/F
ACC

ADS/F
ACC

AR/F
ACC

逃がし安全弁窒素ガス

供給系より

逃がし安全弁窒素ガス

供給系より

逃がし安全弁窒素ガス

供給系より

逃がし安全弁窒素ガス

供給系より

A

逃がし安全弁窒素ガス
供給系より

R/F
ACC

ADS/F
ACC

逃がし安全弁窒素ガス

供給系より

注記＊1：逃がし安全弁窒素ガス供給系との兼用範囲である。

　　＊2：計算結果は逃がし安全弁窒素ガス供給系に含めて示す。

注：本図中の記号の定義を以下に示す。

    ADS/F ACC：逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータ

    R/F ACC  ：逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ

主蒸気系概略系統図（その５）

＊1,＊2 ＊1,＊2

＊1,＊2＊1,＊2

＊2 ＊2

＊2

RV202-1E RV202-1D

RV202-1A

RV202-1B

7
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A

A

AR/F
ACC

逃がし安全弁窒素ガス

供給系より

R/F
ACC

逃がし安全弁窒素ガス

供給系より

R/F
ACC

逃がし安全弁窒素ガス

供給系より

AR/F
ACC

逃がし安全弁窒素ガス

供給系より

注記＊1：逃がし安全弁窒素ガス供給系との兼用範囲である。

　　＊2：計算結果は逃がし安全弁窒素ガス供給系に含めて示す。

主蒸気系概略系統図（その６）

＊1,＊2 ＊1,＊2

＊1,＊2＊1,＊2

RV202-1LRV202-1H

RV202-1FRV202-1C

注：本図中の記号の定義を以下に示す。

    ADS/F ACC：逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータ

    R/F ACC  ：逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ

8
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A

A

注記＊1：逃がし安全弁窒素ガス供給系との兼用範囲である。

　　＊2：計算結果は逃がし安全弁窒素ガス供給系に含めて示す。

A

R/F
ACC

逃がし安全弁窒素ガス

供給系より

AR/F
ACC

逃がし安全弁窒素ガス

供給系より

R/F
ACC

逃がし安全弁窒素ガス

供給系より

ADS/F
ACC

逃がし安全弁窒素ガス

供給系より

R/F
ACC

逃がし安全弁窒素ガス

供給系より

ADS/F
ACC

逃がし安全弁窒素ガス

供給系より

逃がし安全弁窒素ガス

供給系より

ADS/F
ACC

＊1,＊2

＊2

主蒸気系概略系統図（その７）

＊2

＊2

＊1,＊2

＊1,＊2 ＊1,＊2

RV202-1M

RV202-1G

RV202-1K

RV202-1J

注：本図中の記号の定義を以下に示す。

    ADS/F ACC：逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータ

    R/F ACC  ：逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ
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 2.2　鳥瞰図

鳥瞰図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(SA)」，設

　計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(DB)」とする。）

（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記載

　範囲の管

（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管のうち他系

　統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管

　質点

アンカ

レストレイント

レストレイント（斜め拘束の場合）

スナッバ

スナッバ（斜め拘束の場合）

　ガイド

ハンガ

リジットハンガ

　拘束点の地震による相対変位量(mm)

　( * は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，　　　内に

　変位量を記載する。なお，Ｓｓ機能維持の範囲はＳｓ地震動に

　よる変位量のみを記載する。）

　注：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。

＊

Ｓs

Ｓd

Ｓd

Ｓs

Ｓd

Ｓs
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鳥瞰図 MS-PD-1(DB)(1/10)

1
1

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-1(DB)(2/10)

1
2

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-1(DB)(3/10)

1
3

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-1(DB)(4/10)

1
4

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-1(DB)(5/10)

1
5

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-1(DB)(6/10)

1
6

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-1(DB)(7/10)

1
7

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-1(DB)(8/10)

1
8

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-1(DB)(9/10)

1
9

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-1(DB)(10/10)

2
0

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-1(SA)(1/10)

2
1

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-1(SA)(2/10)

2
2

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-1(SA)(3/10)

2
3

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-1(SA)(4/10)

2
4

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-1(SA)(5/10)

2
5

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-1(SA)(6/10)

2
6

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-1(SA)(7/10)

2
7

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-1(SA)(8/10)

2
8

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-1(SA)(9/10)

2
9

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-1(SA)(10/10)

3
0

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-2(DB)(1/6)

3
1

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-2(DB)(2/6)

3
2

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-2(DB)(3/6)

3
3

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-2(DB)(4/6)

3
4

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-2(DB)(5/6)

3
5

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-2(DB)(6/6)

3
6

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-2(SA)(1/6)

3
7

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図鳥瞰図 MS-PD-2(SA)(2/6)

3
8

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-2(SA)(3/6)

3
9

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-2(SA)(4/6)

4
0

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-2(SA)(5/6)

4
1

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-2(SA)(6/6)

4
2

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-4(DB)(1/10)

4
3

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-4(DB)(2/10)

4
4

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-4(DB)(3/10)

4
5

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-4(DB)(4/10)

4
6

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-4(DB)(5/10)

4
7

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-4(DB)(6/10)

4
8

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-4(DB)(7/10)

4
9

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-4(DB)(8/10)

5
0

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-4(DB)(9/10)

5
1

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-4(DB)(10/10)

5
2

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-4(SA)(1/10)

5
3

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-4(SA)(2/10)

5
4

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-4(SA)(3/10)

5
5

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-4(SA)(4/10)

5
6

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-4(SA)(5/10)

5
7

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-4(SA)(6/10)

5
8

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-4(SA)(7/10)

5
9

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-4(SA)(8/10)

6
0

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-4(SA)(9/10)

6
1

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PD-4(SA)(10/10)

6
2

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PS-7(DB)

6
3

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



鳥瞰図 MS-PS-7(SA)

6
4

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70492315
多角形



3. 計算条件

 3.1　計算方法

管の構造強度評価は，基本方針に記載の評価方法に基づき行う。解析コードは

   「ＨＩＳＡＰ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要について

    は，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。
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施設名称 設備名称 系統名称
施設

　分類
＊1 設備分類

＊2 機器等
の区分

耐震
重要度
分類

荷重の組合せ
＊3，＊4 許容応力

状態
＊5

ⅠＬ＋Ｓｄ

ⅡＬ＋Ｓｄ

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

ⅣＬ(Ｌ)＋Ｓｄ
＊6

ⅠＬ＋Ｓｓ
＊7

ⅡＬ＋Ｓｓ
＊7

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

ⅣＬ(Ｌ)＋Ｓｄ
＊6

ⅤＬ(Ｌ)＋Ｓｄ
＊6

ⅤＬ(ＬＬ)＋Ｓｓ
＊6

ⅤＬ＋Ｓｓ＊8

常設耐震／防止
常設／緩和

重大事故等
クラス２管

―

ⅣＡＳ

ⅤＡＳ

 3.2　荷重の組合せ及び許容応力状態

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。 

原子炉冷却
系統施設

原子炉冷却材
の循環設備

主蒸気系

ＤＢ ―

クラス１管
クラス３管

Ｓ

ⅢＡＳ

ⅣＡＳ

クラス３管 Ｂ ⅣＡＳ

ＳＡ

6
6

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   



施設名称 設備名称 系統名称
施設

　分類
＊1 設備分類

＊2 機器等
の区分

耐震
重要度
分類

荷重の組合せ
＊3，＊4 許容応力

状態
＊5

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

ⅣＬ(Ｌ)＋Ｓｄ

ⅤＬ(Ｌ)＋Ｓｄ

ⅤＬ(ＬＬ)＋Ｓｓ

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

ⅣＬ(Ｌ)＋Ｓｄ

ⅤＬ(Ｌ)＋Ｓｄ

ⅤＬ(ＬＬ)＋Ｓｓ

―

ⅣＡＳ

ⅤＡＳ

荷重の組合せ及び許容応力状態

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。 

原子炉冷却
系統施設

非常用炉心
冷却設備

その他原子炉
注水設備

高圧原子炉
代替注水系

ＳＡ 常設耐震／防止
重大事故等
クラス２管

―

ⅣＡＳ

ⅤＡＳ

原子炉隔離時
冷却系

ＳＡ
常設／防止

（ＤＢ拡張）
重大事故等
クラス２管

6
7

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0



施設名称 設備名称 系統名称
施設

　分類
＊1 設備分類

＊2 機器等
の区分

耐震
重要度
分類

荷重の組合せ
＊3，＊4 許容応力

状態
＊5

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

ⅣＬ(Ｌ)＋Ｓｄ

ⅤＬ(Ｌ)＋Ｓｄ

ⅤＬ(ＬＬ)＋Ｓｓ

　　＊7：原子炉格納容器への影響を保守的に考慮して，ドライウェル内の逃がし安全弁排気管の基準地震動Ｓｓに対する評価を実施する。

　　＊8：原子炉冷却材圧力バウンダリ及び原子炉格納容器バウンダリを除く設備は必ずしも重大事故等時の荷重の時間履歴を詳細に評価しな

いことから，重大事故等時の最大荷重とＳｓ地震力の組合せを考慮する。

原子炉格納
施設

原子炉格納容器
安全設備

高圧原子炉
代替注水系

ＳＡ 常設／緩和
重大事故等
クラス２管

―

ⅣＡＳ

ⅤＡＳ

「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。

荷重の組合せ及び許容応力状態

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。 

注記＊1：ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。

　　＊2：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張），

　　＊3：運転状態の添字Ｌは荷重，(Ｌ)は荷重が長期間作用している状態，(ＬＬ)は(Ｌ)より更に長期的に荷重が作用している状態を示す。

　　＊4：許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。

　　＊5：許容応力状態ⅤＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして評価を実施する。

　　＊6：原子炉冷却材圧力バウンダリのみにおいて考慮する。

6
8

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0



鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　MS-PD-1

管番号 対応する評価点 許容応力状態
最高使用圧力

(MPa)
最高使用温度

(℃)

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ ― ―

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ ― ―

ⅣＡＳ 3.73 250

ⅤＡＳ 3.73 250

ⅢＡＳ ― ―

ⅣＡＳ 3.73 250

ⅤＡＳ 3.73 250

 3.3　設計条件

   1N～6

    6～28

  1

  2

  6   106～146,306～344

  7   206～245,406～437

  3    28～43

  4
   17～100,20～200
   24～300,28～400

  5
  100～101,200～201
  300～301,400～401
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　MS-PD-1

管番号 対応する評価点
外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料
耐震
重要度
分類

縦弾性係数
(MPa)

  1    1N～6  609.6  30.9 STS42 Ｓ 185880

  2     6～28  609.6  30.9 STS49 Ｓ 183880

  3    28～43  609.6  30.9 STS49 Ｓ 183880

   17～100,20～200

   24～300,28～400

  100～101,200～201

  300～301,400～401

  6   106～146,306～344  267.4  15.1 STPT42 Ｂ 200400

  7   206～245,406～437  267.4  15.1 STPT42 ― 200400

設計条件

  4  279.4  59.7 SFVC2B Ｓ 185880

  5  216.3  28.2 SFVC2B Ｓ 185880
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　配管の付加質量

鳥  瞰  図　MS-PD-1

質量 対応する評価点

   1N～2,3001～8001,9001～34,3501～3802,3803～3901

 4101～4201

    2～3001,8001～9001,34～3501,3802～3803,3901～4101

 4201～43

  100～101,200～201,300～301,400～401

71
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70492315
長方形



フランジ部の質量

鳥  瞰  図　MS-PD-1

質量 対応する評価点

  106,206,306,406

72
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70492315
長方形



　弁部の質量

鳥  瞰  図　MS-PD-1

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

   43～44,44～47    43,47,52,56

   44,53    45,54

 4501,5401    46,55

 4601,5501  4602,5502

   52～53,53～56   102,202,302,402

  104,204,304,404   105,205,305,405
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70492315
長方形

70492315
長方形



　弁部の寸法

鳥  瞰  図　MS-PD-1

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

43～44 44～45

45～4501 4501～46

46～4601 4601～4602

44～47 52～53

53～54 54～5401

5401～55 55～5500

5500～5501 5501～5502

53～56 101～102

102～103 103～104

104～105 102～106

201～202 202～203

203～204 204～205

202～206 301～302

302～303 303～304

304～305 302～306

401～402 402～403

403～404 404～405

402～406
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70492315
長方形

70492315
長方形



　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　MS-PD-1

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

N1

 **    4 **

 **    5 **

12   

 ** 1401 **

 **   15 **

 **   22 **

 **   26 **

 **   26 **

 **   31 **

 **   36 **

 **   36 **

38   

42

45

    4701

 ** 4701 **

    5101

    5103

54

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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70492315
長方形

70714860
長方形



　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　MS-PD-1

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

 ** 5500 **

 ** 1061 **

 ** 1062 **

 **  109 **

 **  109 **

    1091   

     112

     114

     115

     116   

 **  119 **

 **  122 **

     123   

 **  127 **

 **  127 **

     128

 ** 1282 **

 ** 1282 **

 **  135 **

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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70492315
長方形

70714860
長方形



　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　MS-PD-1

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

 **  135 **

 **  139 **

 ** 147N **

 ** 147N **

 ** 147N **

 ** 2060 **

 ** 2061 **

 **  209 **

 **  209 **

    2091   

    2111

 ** 2112 **

 **  212 **

    2170   

     217

 ** 2172 **

 ** 2172 **

     220   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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70492315
長方形

70714860
長方形



　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　MS-PD-1

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

 ** 2241 **

 ** 2241 **

    2242

 **  231 **

 **  231 **

 **  238 **

 ** 246N **

 ** 246N **

 ** 246N **

 ** 3061 **

 ** 3062 **

    3091

 **  309 **

 **  309 **

     310   

 **  313 **

    3151

    3151   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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70492315
長方形

70714860
長方形



　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　MS-PD-1

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

 **  316 **

 **  316 **

    3181   

 **  319 **

 **  320 **

     323

     330

     330

 **  337 **

 **  337 **

 ** 345N **

 ** 345N **

 ** 345N **

 ** 4061 **

 ** 4062 **

 **  409 **

 **  409 **

    4091   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　MS-PD-1

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

     412

    4141   

 **  417 **

 **  417 **

     418

 **  425 **

 **  425 **

 **  430 **

 ** 438N **

 ** 438N **

 ** 438N **

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　MS-PD-2

管番号 対応する評価点 許容応力状態
最高使用圧力

(MPa)
最高使用温度

(℃)

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ ― ―

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

  6    15～100,22～200

  7   100～101,200～201

  3     6～10

  4    13～22

  5    22～34

設計条件

   1N～4

    4～6,10～13

  1

  2

81

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
5
-
3
-
1
-
2
 
R
0
 
 
 



鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　MS-PD-2

管番号 対応する評価点 許容応力状態
最高使用圧力

(MPa)
最高使用温度

(℃)

ⅢＡＳ ― ―

ⅣＡＳ 3.73 250

ⅤＡＳ 3.73 250

ⅢＡＳ ― ―

ⅣＡＳ 3.73 250

ⅤＡＳ 3.73 250

設計条件

  106～143

  206～245

  8

  9
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　MS-PD-2

管番号 対応する評価点
外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料
耐震
重要度
分類

縦弾性係数
(MPa)

  1    1N～4  609.6  30.9 STS42 Ｓ 185880

  2     4～6,10～13  609.6  30.9 SFVC2B Ｓ 185880

  3     6～10  627.8  40.0 SFVC2B Ｓ 185880

  4    13～22  609.6  30.9 STS49 Ｓ 183880

  5    22～34  609.6  30.9 STS49 Ｓ 183880

  6    15～100,22～200  279.4  59.7 SFVC2B Ｓ 185880

  7   100～101,200～201  216.3  28.2 SFVC2B Ｓ 185880

  8   106～143  267.4  15.1 STPT42 ― 200400

  9   206～245  267.4  15.1 STPT42 Ｂ 200400

設計条件
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　配管の付加質量

鳥  瞰  図　MS-PD-2

質量 対応する評価点

   1N～2,301～6,10～1001,11～25,2601～2901

 2902～3001,3201～3301

    2～301,1001～11,25～2601,2901～2902,3001～3201

    6～10

 3301～34

  100～101,200～201
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長方形



フランジ部の質量

鳥  瞰  図　MS-PD-2

質量 対応する評価点

  106,206

85

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
5
-
3
-
1
-
2
 
R
0
 
 
 

70492315
長方形



　弁部の質量

鳥  瞰  図　MS-PD-2

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

   34～35,35～38    34,38,42,46

   35,43    36,44

 3601,4401    37,45

 3701,4501  3702,4502

   42～43,43～46   102,202

  104,204   105,205
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　弁部の寸法

鳥  瞰  図　MS-PD-2

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

34～35 35～36

36～3601 3601～37

37～3701 3701～3702

35～38 42～43

43～44 44～4401

4401～45 45～4500

4500～4501 4501～4502

43～46 101～102

102～103 103～104

104～105 102～106

201～202 202～203

203～204 204～205

202～206
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　MS-PD-2

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

N1

5   

 **    7 **

 **    9 **

    1101

 ** 1101 **

 **   18 **

 **   20 **

 **   20 **

 **   27 **

 **   27 **

29   

33

36

    3801

    3802

    4101

    4103

44

 ** 4500 **

 ** 1062 **

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　MS-PD-2

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

 **  107 **

 ** 1091 **

     110   

 **  111 **

 **  116 **

 **  116 **

 **  119 **

     122

 **  122 **

     130

     138

 **  138 **

 ** 144N **

 ** 144N **

 ** 144N **

 ** 2061 **

     210

     210

     211

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　MS-PD-2

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

     212   

 **  215 **

 **  220 **

 **  222 **

 **  222 **

     224

    2240   

     228

 **  228 **

 **  235 **

 **  235 **

 **  240 **

 ** 246N **

 ** 246N **

 ** 246N **

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　MS-PD-4

管番号 対応する評価点 許容応力状態
最高使用圧力

(MPa)
最高使用温度

(℃)

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ ― ―

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ ― ―

ⅣＡＳ 3.73 250

ⅤＡＳ 3.73 250

ⅢＡＳ ― ―

ⅣＡＳ 3.73 250

ⅤＡＳ 3.73 250

設計条件

   1N～6

    6～28

  1

  2

  6   106～146,306～342

  7   206～244,406～433

  3    28～43

  4
   17～100,20～200
   24～300,28～400

  5
  100～101,200～201
  300～301,400～401
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　MS-PD-4

管番号 対応する評価点
外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料
耐震
重要度
分類

縦弾性係数
(MPa)

  1    1N～6  609.6  30.9 STS42 Ｓ 185880

  2     6～28  609.6  30.9 STS49 Ｓ 183880

  3    28～43  609.6  30.9 STS49 Ｓ 183880

   17～100,20～200

   24～300,28～400

  100～101,200～201

  300～301,400～401

  6   106～146,306～342  267.4  15.1 STPT42 Ｂ 200400

  7   206～244,406～433  267.4  15.1 STPT42 ― 200400

設計条件

  4  279.4  59.7 SFVC2B Ｓ 185880

  5  216.3  28.2 SFVC2B Ｓ 185880
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　配管の付加質量

鳥  瞰  図　MS-PD-4

質量 対応する評価点

   1N～2,3001～8,9～34,3501～3801,3802～3901

 4101～4200

    2～3001,8～9,34～3501,3801～3802,3901～4101

 4200～43

  100～101,200～201,300～301,400～401

93

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
5
-
3
-
1
-
2
 
R
0
 
 
 

70492315
長方形



フランジ部の質量

鳥  瞰  図　MS-PD-4

質量 対応する評価点

  106,206,306,406
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　弁部の質量

鳥  瞰  図　MS-PD-4

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

   43～44,44～47    43,47,52,56

   44,53    45,54

 4501,5401    46,55

 4601,5501  4602,5502

   52～53,53～56   102,202,302,402

  104,204,304,404   105,205,305,405
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　弁部の寸法

鳥  瞰  図　MS-PD-4

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

43～44 44～45

45～4501 4501～46

46～4601 4601～4602

44～47 52～53

53～54 54～5401

5401～55 55～5500

5500～5501 5501～5502

53～56 101～102

102～103 103～104

104～105 102～106

201～202 202～203

203～204 204～205

202～206 301～302

302～303 303～304

304～305 302～306

401～402 402～403

403～404 404～405

402～406
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　MS-PD-4

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

N1

 **    4 **

 **    5 **

12   

 ** 1501 **

 **   15 **

 **   22 **

 **   26 **

 **   26 **

 **   31 **

 **   36 **

 **   36 **

38   

42

45

    4701

 ** 4701 **

    5101

    5103

54

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　MS-PD-4

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

 ** 5500 **

 ** 1061 **

 ** 1061 **

 **  109 **

 **  109 **

     110   

     110

     113

     114

 **  117 **

 **  117 **

     122

    1220   

     123

 **  123 **

     132

     132

     134

 **  134 **

 **  139 **

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　MS-PD-4

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

 ** 1391 **

 ** 147N **

 ** 147N **

 ** 147N **

 ** 2061 **

 ** 2061 **

 **  209 **

 **  209 **

     210   

     213

 **  214 **

 **  217 **

     222

    2220   

     223

     223

 **  230 **

 **  230 **

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　MS-PD-4

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

 **  237 **

 **  237 **

 ** 245N **

 ** 245N **

 ** 245N **

 ** 3061 **

 ** 3061 **

 **  309 **

 **  309 **

     310   

    3121

     315

     315

     316

    3161   

 **  319 **

 **  319 **

 **  324 **

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　MS-PD-4

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

 **  330 **

 **  330 **

 **  335 **

 ** 343N **

 ** 343N **

 ** 343N **

 ** 4061 **

 ** 4062 **

 ** 4081 **

 **  409 **

     410   

 **  413 **

 **  413 **

 ** 4171 **

     424

 ** 4281 **

     428

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)

101

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
5
-
3
-
1
-
2
 
R
0
 
 
 

70714860
長方形

70714860
長方形



　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　MS-PD-4

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

 ** 434N **

 ** 434N **

 ** 434N **

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　MS-PS-7

管番号 対応する評価点 許容応力状態
最高使用圧力

(MPa)
最高使用温度

(℃)

ⅢＡＳ 3.73 250

ⅣＡＳ 3.73 250

ⅤＡＳ 3.73 250

設計条件

    2～9  1

103

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
5
-
3
-
1
-
2
 
R
0
 
 
 



鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　MS-PS-7

管番号 対応する評価点
外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料
耐震
重要度
分類

縦弾性係数
(MPa)

  1     2～9  267.4  15.1 STPT42 Ｓ 202000

設計条件
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　MS-PS-7

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

 **   1N **

 **   1N **

 **   1N **

 **    6 **

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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 3.4　材料及び許容応力

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓ

STS42 302 122 ― ― ―

STS49 302 138 ― ― ―

SFVC2B 302 125 ― ― ―

STPT42 250 ― 197 404 ―

材    料
 許容応力（MPa）
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　3.5　設計用地震力

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答スペクトル及び

     等価繰返し回数を下表に示す。

なお，設計用床応答スペクトルは，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

     に基づき策定したものを用いる。減衰定数は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に

     記載の減衰定数を用いる。等価繰返し回数は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づ

　　 き策定したものを用いる。

Ｓｄ Ｓｓ

MS-PD-1 ガンマ線遮蔽壁

MS-PD-2 ガンマ線遮蔽壁

MS-PD-4 ガンマ線遮蔽壁

MS-PS-7 原子炉建物

鳥瞰図 建物・構築物 標高
減衰定数
(％)

等価繰返し回数
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4. 解析結果及び評価

 4.1　固有周期及び設計震度

鳥  瞰  図　MS-PD-1

応答鉛直

震度
＊2

応答鉛直

震度
＊3

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 11 次

注記＊1：固有周期が0.050ｓ以上のモードを示す。0.020ｓ以上0.050ｓ未満のモードに対し

ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。なお，１次固有周期が

0.050s未満である場合は，１次モードのみを示す。

　  ＊2：設計用床応答スペクトルⅠ(弾性設計用地震動Ｓｄ)により得られる震度

　  ＊3：設計用床応答スペクトルⅠ(基準地震動Ｓｓ)により得られる震度

　  ＊4：設計用震度Ⅰ(弾性設計用地震動Ｓｄ)及び設計用震度Ⅰ(基準地震動Ｓｓ)

　  ＊5：最大応答加速度を1.2倍した震度

　  ＊6：3.6・ＣＩ及び1.2・ＣＶより定めた震度

動 的 震 度
＊4，＊5

静 的 震 度
＊6

適用する地震動等
弾性設計用地震動Ｓｄ

及び静的震度
基準地震動Ｓｓ

モード
＊1

固有
周期
（s）

応答水平震度
＊2

応答水平震度
＊3
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　　各モードに対応する刺激係数

鳥  瞰  図　MS-PD-1

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 11 次

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。

モード
固　有　周　期

（s）

刺  激  係  数＊
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  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次頁以降に示す。

代表的振動モード図
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鳥瞰図 ＭＳ－ＰＤ－１

代表的振動モード図 (1次)

1
1
1

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 ＭＳ－ＰＤ－１

代表的振動モード図 (2次)

1
1
2

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 ＭＳ－ＰＤ－１

代表的振動モード図 (3次)

1
1
3

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70714860
多角形



固有周期及び設計震度

鳥  瞰  図　MS-PD-2

応答鉛直

震度
＊2

応答鉛直

震度
＊3

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

注記＊1：固有周期が0.050ｓ以上のモードを示す。0.020ｓ以上0.050ｓ未満のモードに対し

ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。なお，１次固有周期が

0.050s未満である場合は，１次モードのみを示す。

　  ＊2：設計用床応答スペクトルⅠ(弾性設計用地震動Ｓｄ)により得られる震度

　  ＊3：設計用床応答スペクトルⅠ(基準地震動Ｓｓ)により得られる震度

　  ＊4：設計用震度Ⅰ(弾性設計用地震動Ｓｄ)及び設計用震度Ⅰ(基準地震動Ｓｓ)

　  ＊5：最大応答加速度を1.2倍した震度

　  ＊6：3.6・ＣＩ及び1.2・ＣＶより定めた震度

動 的 震 度
＊4，＊5

静 的 震 度
＊6

適用する地震動等
弾性設計用地震動Ｓｄ

及び静的震度
基準地震動Ｓｓ

モード
＊1

固有
周期
（s）

応答水平震度
＊2

応答水平震度
＊3
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　　各モードに対応する刺激係数

鳥  瞰  図　MS-PD-2

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。

モード
固　有　周　期

（s）

刺  激  係  数＊
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長方形



  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次頁以降に示す。

代表的振動モード図

116
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鳥瞰図 ＭＳ－ＰＤ－２

代表的振動モード図 (1次)

1
1
7

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 ＭＳ－ＰＤ－２

代表的振動モード図 (2次)

1
1
8

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 ＭＳ－ＰＤ－２

代表的振動モード図 (3次)

1
1
9

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70714860
多角形



固有周期及び設計震度

鳥  瞰  図　MS-PD-4

応答鉛直

震度
＊2

応答鉛直

震度
＊3

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 11 次

注記＊1：固有周期が0.050ｓ以上のモードを示す。0.020ｓ以上0.050ｓ未満のモードに対し

ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。なお，１次固有周期が

0.050s未満である場合は，１次モードのみを示す。

　  ＊2：設計用床応答スペクトルⅠ(弾性設計用地震動Ｓｄ)により得られる震度

　  ＊3：設計用床応答スペクトルⅠ(基準地震動Ｓｓ)により得られる震度

　  ＊4：設計用震度Ⅰ(弾性設計用地震動Ｓｄ)及び設計用震度Ⅰ(基準地震動Ｓｓ)

　  ＊5：最大応答加速度を1.2倍した震度

　  ＊6：3.6・ＣＩ及び1.2・ＣＶより定めた震度

動 的 震 度
＊4，＊5

静 的 震 度
＊6

適用する地震動等
弾性設計用地震動Ｓｄ

及び静的震度
基準地震動Ｓｓ

モード
＊1

固有
周期
（s）

応答水平震度
＊2

応答水平震度
＊3
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　　各モードに対応する刺激係数

鳥  瞰  図　MS-PD-4

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 11 次

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。

モード
固　有　周　期

（s）

刺  激  係  数＊
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  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次頁以降に示す。

代表的振動モード図
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鳥瞰図 ＭＳ－ＰＤ－４

代表的振動モード図 (1次)

1
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S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 ＭＳ－ＰＤ－４

代表的振動モード図 (2次)

1
2
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S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 ＭＳ－ＰＤ－４

代表的振動モード図 (3次)

1
2
5

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70714860
多角形



固有周期及び設計震度

鳥  瞰  図　MS-PS-7

応答鉛直
震度

応答鉛直
震度

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

注記＊1：固有周期が0.050ｓ以上のモードを示す。0.020ｓ以上0.050ｓ未満のモードに対し

ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。なお，１次固有周期が

0.050s未満である場合は，１次モードのみを示す。

　  ＊2：設計用震度Ⅱ(弾性設計用地震動Ｓｄ)及び設計用震度Ⅱ(基準地震動Ｓｓ)

　  ＊3：最大応答加速度を1.2倍した震度

　  ＊4：3.6・ＣＩ及び1.2・ＣＶより定めた震度

動 的 震 度
＊2，＊3

静 的 震 度
＊4

適用する地震動等
弾性設計用地震動Ｓｄ

及び静的震度
基準地震動Ｓｓ

モード
＊1

固有
周期
（s）

応答水平震度 応答水平震度
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  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次頁以降に示す。

代表的振動モード図

127
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鳥瞰図 ＭＳ－ＰＳ－７

代表的振動モード図 (1次)

1
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S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   

70714860
多角形



4.2  評価結果

　4.2.1　管の応力評価結果

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

クラス１管

疲労評価

計算応力
（MPa）

許容応力
（MPa）

疲労累積係数

 膜＋曲げ　Ｓｐｒｍ(2.25・Ｓｍ) MS-PD-4  400 ST.PIP   221 281 ―

 ねじり　Ｓｔ(0.55・Ｓｍ) MS-PD-4  300 ST.PIP     69  68 ―

 ねじり＋曲げ　Ｓｔ＋Ｓｂ(1.8・Ｓｍ) MS-PD-4  300 ST.PIP    134 225 ―

MS-PD-4   28 TEE 407 375 0.0808

MS-PD-4   28 TEE ― ― 0.0808

 膜＋曲げ　Ｓｐｒｍ(3・Ｓｍ) MS-PD-4  400 ST.PIP   328 375 ―

 ねじり　Ｓｔ(0.73・Ｓｍ) MS-PD-4  300 ST.PIP    112  91 ―

 ねじり＋曲げ　Ｓｔ＋Ｓｂ(2.4・Ｓｍ) MS-PD-4  300 ST.PIP    211 300 ―

MS-PD-4   28 TEE 762 375 0.6307

MS-PD-4   28 TEE ― ― 0.6307

応力評価

ⅢＡＳ

一次
応力

一次＋二次応力　Ｓｎ(3・Ｓｍ)

疲労累積係数　Ｕ＋ＵＳｄ

鳥瞰図
番号

最大応力
評価点

配管要素
名称

ⅣＡＳ

一次
応力

一次＋二次応力　Ｓｎ(3・Ｓｍ)

疲労累積係数　Ｕ＋ＵＳｓ

許容応力
状態

最大応力区分(許容応力)

1
2
9

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   



     評価結果

管の応力評価結果

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

重大事故等クラス２管

疲労評価

計算応力
（MPa）

許容応力
（MPa）

疲労累積係数

 膜＋曲げ　Ｓｐｒｍ(3・Ｓｍ) MS-PD-4  400 ST.PIP   328 375 ―

 ねじり　Ｓｔ(0.73・Ｓｍ) MS-PD-4  300 ST.PIP    112  91 ―

 ねじり＋曲げ　Ｓｔ＋Ｓｂ(2.4・Ｓｍ) MS-PD-4  300 ST.PIP    211 300 ―

MS-PD-4   28 TEE 762 375 0.6307

MS-PD-4   28 TEE ― ― 0.6307

 膜＋曲げ　Ｓｐｒｍ(3・Ｓｍ) MS-PD-4  400 ST.PIP   328 375 ―

 ねじり　Ｓｔ(0.73・Ｓｍ) MS-PD-4  300 ST.PIP    112  91 ―

 ねじり＋曲げ　Ｓｔ＋Ｓｂ(2.4・Ｓｍ) MS-PD-4  300 ST.PIP    211 300 ―

MS-PD-4   28 TEE 762 375 0.6307

MS-PD-4   28 TEE ― ― 0.6307

応力評価
鳥瞰図
番号

最大応力
評価点

配管要素
名称

ⅤＡＳ

一次
応力

一次＋二次応力　Ｓｎ(3・Ｓｍ)

疲労累積係数　Ｕ＋ＵＳｓ

許容応力
状態

最大応力区分(許容応力)

ⅣＡＳ

一次
応力

一次＋二次応力　Ｓｎ(3・Ｓｍ)

疲労累積係数　Ｕ＋ＵＳｓ

1
3
0

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   



下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

クラス２以下の管

疲労評価

計算応力
（MPa）

許容応力
（MPa）

疲労累積係数
ＵＳｄ
ＵＳｓ

一次応力　Ｓｐｒｍ(Ｓｙ
＊
)  MS-PS-7    4 105 197 ―

一次＋二次応力　Ｓｎ(2・Ｓｙ)  MS-PS-7    9 12 394 ―

一次応力　Ｓｐｒｍ(0.9・Ｓｕ)  MS-PD-2  222 163 363 ―

一次＋二次応力　Ｓｎ(2・Ｓｙ)  MS-PD-1  146 302 394 ―

注記＊：オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金については，Ｓｙと1.2・Ｓのうち大きい方とする。

ⅣＡＳ

     評価結果

管の応力評価結果

許容応力
状態

最大応力区分(許容応力)

応力評価

ⅢＡＳ

鳥瞰図
番号

最大応力
評価点

1
3
1

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   



下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

重大事故等クラス２管

疲労評価

計算応力
（MPa）

許容応力
（MPa）

疲労累積係数
ＵＳｓ

一次応力　Ｓｐｒｍ(0.9・Ｓｕ)  MS-PD-2  222 163 363 ―

一次＋二次応力　Ｓｎ(2・Ｓｙ)  MS-PD-1  146 302 394 ―

一次応力　Ｓｐｒｍ(0.9・Ｓｕ)  MS-PD-2  222 163 363 ―

一次＋二次応力　Ｓｎ(2・Ｓｙ)  MS-PD-1  146 302 394 ―
ⅤＡＳ

許容応力
状態

最大応力区分(許容応力)
鳥瞰図
番号

最大応力
評価点

ⅣＡＳ

     評価結果

管の応力評価結果

応力評価

1
3
2

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   



　4.2.2　支持構造物評価結果

下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。

支持構造物評価結果（荷重評価）

SNM-MS-187 メカニカルスナッバ SMS-25×2
＊3

SNO-MS-126 オイルスナッバ SN-40

RE-MS-258 ロッドレストレイント RTS-60

SH-MS-27 スプリングハンガ VSL4B-18×2
＊3

― コンスタントハンガ ―

― リジットハンガ ―

注記＊1：あらかじめ設定した設計上の基準値を許容荷重として実施する評価

　　＊2：計算荷重があらかじめ設定した設計上の基準値を超過した箇所に対して，ＪＥＡＧ４６０１に定める許容限界を満足する範囲内で

新たに設定した設計上の基準値を許容荷重として実施する評価。なお，一次評価を満足する場合は「―」と記載する。

　　＊3：2台の支持装置を用いて同一支持点，同一方向を支持（2本引き）

支持構造物評価結果（応力評価）

ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

GD-MS-12 レストレイント ラグ SGV480 302 0 831 305 69 0 0 組合せ 112 137

― アンカ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

反力(kN) モーメント(kN･m) 応力
分類

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

支持点荷重 評価結果

108

― ―

― ―

評価結果

計算荷重
(kN)

許容荷重(kN)

一次評価
＊1

二次評価
＊2

支持構造物
番号

種類 型式 材質
温度
(℃)

支持構造物
番号

種類 型式 材質
温度
(℃)

 Ⅵ-2-1-12「配
 管及び支持構造
 物の耐震計算に
 ついて」参照

274 750 ―

377 600 ―

597 1080 ―

72

1
3
3

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   



　4.2.3　弁の動的機能維持の評価結果

下表に示すとおり機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下又は機能維持評価用加速度が動作機能確認済加速度以下かつ

計算応力が許容応力以下である。

水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直 評価部位
応力
分類

計算
応力

許容
応力

AV202-1A 主蒸気隔離弁 α（Ｓｓ） 5.7 4.9 10.0 6.2 ― ― ― ― ― ―

RV202-1F 逃がし安全弁
α（Ｓｓ）
β（Ｓｓ）

16.8 5.3 9.6 6.1 20.0 20.0
クーリング
スプール

組合せ 242 305

RV202-1H 逃がし安全弁
α（Ｓｓ）
β（Ｓｓ）

14.2 5.8 9.6 6.1 20.0 20.0
クーリング
スプール

組合せ 207 305

注記＊1：弁に要求される機能に応じて以下を記載する。
α（Ｓｓ）：基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ時に動的機能が要求されるもの
α（Ｓｄ）：弾性設計用地震動Ｓｄ時に動的機能が要求されるもの
β（Ｓｓ）：基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ後に動的機能が要求されるもの
β（Ｓｄ）：弾性設計用地震動Ｓｄ後に動的機能が要求されるもの

　　＊2：機能維持評価用加速度が機能確認済加速度を超過する場合は詳細評価を実施し，機能維持評価用加速度が動作機能確認済加速度以
下かつ計算応力が許容応力以下であることを確認する。なお，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下の場合は「―」と記
載する。

構造強度評価結果
＊2

(MPa)
弁番号 形式

要求

機能
＊1

機能維持評価用
加速度

(×9.8m/s
2
)

機能確認済
加速度

(×9.8m/s
2
)

動作機能確認済

加速度
＊2

(×9.8m/s
2
)

1
3
4

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   



　4.2.4　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

クラス１管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
疲労累積

係数
代
表

1 MS-PD-1   24 196 281 1.43 －   24 362 375 1.03 －   20 0.0580 －

2 MS-PD-2   15 197 281 1.42 －   15 376 375 0.99 －   15 0.0672 －

3 MS-PD-3  100 206 281 1.36 －   12 355 375 1.05 －   12 0.0539 －

4 MS-PD-4  400 221 281 1.27 ○   28 407 375 0.92 ○   28 0.0808 ○

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅢＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価 疲労評価

1
3
5

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   



代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

クラス１管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
疲労累積

係数
代
表

1 MS-PD-1  300 312 375 1.20 －   24 709 375 0.52 －   24 0.5620 －

2 MS-PD-2  100 311 375 1.20 －   15 693 375 0.54 －   15 0.5256 －

3 MS-PD-3  100 286 375 1.31 －   12 726 375 0.51 －   12 0.5354 －

4 MS-PD-4  400 328 375 1.14 ○   28 762 375 0.49 ○   28 0.6307 ○

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅣＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価 疲労評価

1
3
6

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   



代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

重大事故等クラス２管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
疲労累積

係数
代
表

1 MS-PD-1  300 312 375 1.20 －   24 709 375 0.52 －   24 0.5620 －

2 MS-PD-2  100 311 375 1.20 －   15 693 375 0.54 －   15 0.5256 －

3 MS-PD-3  100 286 375 1.31 －   12 726 375 0.51 －   12 0.5354 －

4 MS-PD-4  400 328 375 1.14 ○   28 762 375 0.49 ○   28 0.6307 ○

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅣＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価 疲労評価

1
3
7

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   



代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

重大事故等クラス２管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
疲労累積

係数
代
表

1 MS-PD-1  300 312 375 1.20 －   24 709 375 0.52 －   24 0.5620 －

2 MS-PD-2  100 311 375 1.20 －   15 693 375 0.54 －   15 0.5256 －

3 MS-PD-3  100 286 375 1.31 －   12 726 375 0.51 －   12 0.5354 －

4 MS-PD-4  400 328 375 1.14 ○   28 762 375 0.49 ○   28 0.6307 ○

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅤＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価 疲労評価

1
3
8

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   



代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

クラス２以下の管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
疲労累積

係数
代
表

1  MS-PS-7    4 105 197 1.87 ○    9 12 394 32.83 ― ○

2  MS-PS-9    3 100 197 1.97 －    7 12 394 32.83 ― －

3  MS-PS-10   11 94 197 2.09 －    9 11 394 35.81 ― －

4  MS-PS-12   11 95 197 2.07 －    9 11 394 35.81 ― －

5  MS-PS-15    9 93 197 2.11 －    9 12 394 32.83 ― －

6  MS-PS-17    3 100 197 1.97 －    7 12 394 32.83 ― －

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅢＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価

1
3
9

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   



代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

クラス２以下の管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
疲労累積

係数
代
表

1  MS-PD-1  123 160 363 2.26 －  146 302 394 1.30 ― ○

2  MS-PD-2  222 163 363 2.22 ○  222 224 394 1.75 ― －

3  MS-PD-3  215 162 363 2.24 －  215 212 394 1.85 ― －

4  MS-PD-4  146 144 363 2.52 －  146 284 394 1.38 ― －

5  MS-PS-7    4 130 363 2.79 －    9 28 394 14.07 ― －

6  MS-PS-9    3 123 363 2.95 －    7 29 394 13.58 ― －

7  MS-PS-10   11 95 363 3.82 －    9 22 394 17.90 ― －

8  MS-PS-12   11 96 363 3.78 －    9 22 394 17.90 ― －

9  MS-PS-15    9 119 363 3.05 －    9 28 394 14.07 ― －

10  MS-PS-17    3 123 363 2.95 －    7 29 394 13.58 ― －

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅣＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価

1
4
0

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   



代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

重大事故等クラス２管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
疲労累積

係数
代
表

1  MS-PD-1  123 160 363 2.26 －  146 302 394 1.30 ― ○

2  MS-PD-2  222 163 363 2.22 ○  222 224 394 1.75 ― －

3  MS-PD-3  215 162 363 2.24 －  215 212 394 1.85 ― －

4  MS-PD-4  424 148 363 2.45 －  146 284 394 1.38 ― －

5  MS-PS-6   13 81 363 4.48 －   10 21 394 18.76 ― －

6  MS-PS-7    4 130 363 2.79 －    9 28 394 14.07 ― －

7  MS-PS-8   13 81 363 4.48 －    9 22 394 17.90 ― －

8  MS-PS-9    3 123 363 2.95 －    7 29 394 13.58 ― －

9  MS-PS-10   11 95 363 3.82 －    9 22 394 17.90 ― －

10  MS-PS-11    9 120 363 3.02 －    9 30 394 13.13 ― －

11  MS-PS-12   11 96 363 3.78 －    9 22 394 17.90 ― －

12  MS-PS-13    9 120 363 3.02 －    9 30 394 13.13 ― －

13  MS-PS-14   13 81 363 4.48 －   10 21 394 18.76 ― －

14  MS-PS-15    9 119 363 3.05 －    9 28 394 14.07 ― －

15  MS-PS-16   13 81 363 4.48 －    9 22 394 17.90 ― －

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅣＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価

1
4
1

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   



代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

重大事故等クラス２管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
疲労累積

係数
代
表

16  MS-PS-17    3 123 363 2.95 －    7 29 394 13.58 ― －

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅣＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価

1
4
2

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   



代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

重大事故等クラス２管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
疲労累積

係数
代
表

1  MS-PD-1  123 160 363 2.26 －  146 302 394 1.30 ― ○

2  MS-PD-2  222 163 363 2.22 ○  222 224 394 1.75 ― －

3  MS-PD-3  215 162 363 2.24 －  215 212 394 1.85 ― －

4  MS-PD-4  424 148 363 2.45 －  146 284 394 1.38 ― －

5  MS-PS-6   13 81 363 4.48 －   10 21 394 18.76 ― －

6  MS-PS-7    4 130 363 2.79 －    9 28 394 14.07 ― －

7  MS-PS-8   13 81 363 4.48 －    9 22 394 17.90 ― －

8  MS-PS-9    3 123 363 2.95 －    7 29 394 13.58 ― －

9  MS-PS-10   11 95 363 3.82 －    9 22 394 17.90 ― －

10  MS-PS-11    9 120 363 3.02 －    9 30 394 13.13 ― －

11  MS-PS-12   11 96 363 3.78 －    9 22 394 17.90 ― －

12  MS-PS-13    9 120 363 3.02 －    9 30 394 13.13 ― －

13  MS-PS-14   13 81 363 4.48 －   10 21 394 18.76 ― －

14  MS-PS-15    9 119 363 3.05 －    9 28 394 14.07 ― －

15  MS-PS-16   13 81 363 4.48 －    9 22 394 17.90 ― －

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅤＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価

1
4
3

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0   



代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

重大事故等クラス２管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
疲労累積

係数
代
表

16  MS-PS-17    3 123 363 2.95 －    7 29 394 13.58 ― －

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅤＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価

1
4
4

S2 補 Ⅵ-2-5-3-1-2 R0E



Ⅵ-2-5-4 残留熱除去設備の耐震性についての計算書 

  

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
2
-
5
-
4
 
R
0
 



Ⅵ-2-5-4-1 残留熱除去系の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-5-5 非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備の 

耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-5-5-5 低圧原子炉代替注水系の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-5-5-5-2　管の耐震性についての計算書

（低圧原子炉代替注水系）
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法　添付資料-6　管の耐震性に

　ついての計算書作成の基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づき，低圧原子炉代替

　注水系の管，支持構造物及び弁が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を

　維持できることを説明するものである。

　　計算結果の記載方法は，以下に示すとおりである。

(1) 管

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，全10モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の許

　　容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計

　　算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデル

　　の評価結果を4.2.4に記載する。

(2) 支持構造物

工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点の評価

　  結果を代表として記載する。

(3) 弁

機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要求

　　弁を代表として，弁型式別に評価結果を記載する。
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2. 概略系統図及び鳥瞰図

 2.1　概略系統図

概略系統図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（重大事故等対処設備）

（太破線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（設計基準対象施設）

（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管

　のうち他系統の管であって系統の概略を示すために表

　記する管

　鳥瞰図番号（代表モデル）

　鳥瞰図番号（代表モデル以外）

アンカ

　　[管クラス]

DB1 クラス１管

DB2 クラス２管

DB3 クラス３管

DB4 クラス４管

SA2 　重大事故等クラス２管

SA3 　重大事故等クラス３管

DB1/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス１管

DB2/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス２管

DB3/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス３管

DB4/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス４管
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低圧原子炉代替注水系概略系統図（その１）

低圧原子炉

代替注水槽

原子炉建物屋外

A-低圧原子炉代替

注水ポンプ

B-低圧原子炉代替

注水ポンプ

M

FLSR-F-1

FLSR-F-2 FLSR-F-3

FLSR-F-3

FLSR-R-1

FLSR-F-1A

FLSR-F-2A

低圧原子炉代替

注水系概略系統図

（その２）へ

注記＊1：格納容器代替スプレイ系との兼用範囲である。

　＊2：ペデスタル代替注水系との兼用範囲である。

　＊3：残留熱代替除去系との兼用範囲である。
＊

1
,
＊
2

＊3＊1,＊2

RHR-R-5A

残留熱代替

除去系より

低圧原子炉代替

注水系（可搬型）

接続口（南）

低圧原子炉代替

注水ポンプ格納槽 屋外

[注] 太線範囲の管クラス：SA2

＊1,＊2,

3

S2 補 Ⅵ-2-5-5-5-2 R0   



低圧原子炉代替注水系概略系統図（その２）

原子炉格納容器

A A MM
A-残留熱除去系

熱交換器より

M

R
H
R
-
R
-
5
A

＊
1
,
＊

4
,
＊
5

FLSR-R-3

原子炉建物屋外

FLSR-R-2

原子炉

圧力容器

＊
1
,
＊
5

復水輸送系より

X-31A

B-残留熱除去系

熱交換器より

低圧原子炉代替

注水系概略系統図

（その1）より

＊
2
,
＊

3
,
＊
4

注記＊1：残留熱除去系との兼用範囲である。

　＊2：格納容器代替スプレイ系との兼用範囲である。

　＊3：ペデスタル代替注水系との兼用範囲である。

　＊4：残留熱代替除去系との兼用範囲である。

　＊5：計算結果は残留熱除去系に含めて示す。

RHR-R-11

低圧原子炉代替

注水系（可搬型）

接続口（屋内）

[注] 太線範囲の管クラス：SA2

低圧原子炉代替

注水系（可搬型）

接続口（西）

復水輸送系より

X-31B

N6A N6B

MV222-5BAV222-1BMV222-5A AV222-1A

FLSR-R-1

4

S2 補 Ⅵ-2-5-5-5-2 R0   



 2.2　鳥瞰図

鳥瞰図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(SA)」，設

　計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(DB)」とする。）

（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記載

　範囲の管

（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管のうち他系

　統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管

　質点

アンカ

レストレイント

レストレイント（斜め拘束の場合）

スナッバ

スナッバ（斜め拘束の場合）

ハンガ

リジットハンガ

　拘束点の地震による相対変位量(mm)

　（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，　　　内に変

　位量を記載する。なお，Ｓｓ機能維持の範囲はＳｓ地震動による

　変位量のみを記載する。）

　注：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。

＊

Ｓs

Ｓd

Ｓd

Ｓs

Ｓd

Ｓs
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鳥瞰図 FLSR-R-1(SA)(1/5)

6

S2 補 Ⅵ-2-5-5-5-2 R0   

71459646
多角形



鳥瞰図 FLSR-R-1(SA)(2/5)

7

S2 補 Ⅵ-2-5-5-5-2 R0   

71459646
多角形



鳥瞰図 FLSR-R-1(SA)(3/5)

8

S2 補 Ⅵ-2-5-5-5-2 R0   

71459646
多角形



鳥瞰図 FLSR-R-1(SA)(4/5)

9

S2 補 Ⅵ-2-5-5-5-2 R0   

71459646
多角形



鳥瞰図 FLSR-R-1(SA)(5/5)

1
0

S2 補 Ⅵ-2-5-5-5-2 R0   

71459646
多角形



3. 計算条件

 3.1　計算方法

管の構造強度評価は，基本方針に記載の評価方法に基づき行う。解析コードは

   「ＨＩＳＡＰ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要について

    は，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。
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施設名称 設備名称 系統名称
施設

　分類
＊1 設備分類

＊2 機器等
の区分

耐震
重要度
分類

荷重の組合せ
＊3，＊4 許容応力

状態
＊5

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

ⅤＬ＋Ｓｓ
＊6 ⅤＡＳ

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

ⅤＬ＋Ｓｓ
＊6 ⅤＡＳ

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

ⅤＬ＋Ｓｓ
＊6 ⅤＡＳ

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

ⅤＬ＋Ｓｓ
＊6 ⅤＡＳ

 3.2　荷重の組合せ及び許容応力状態

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。 

原子炉冷却
系統施設

非常用炉心
冷却設備

その他原子炉
注水設備

低圧原子炉
代替注水系

ＳＡ
常設耐震／防止
常設／緩和

重大事故等
クラス２管

―
ⅣＡＳ

原子炉格納
施設

原子炉格納容器
安全設備

低圧原子炉
代替注水系

ＳＡ 常設／緩和

ペデスタル
代替注水系

ＳＡ 常設／緩和

格納容器代替
スプレイ系

ＳＡ
常設耐震／防止
常設／緩和

重大事故等
クラス２管

―

重大事故等
クラス２管

―
ⅣＡＳ

重大事故等
クラス２管

―
ⅣＡＳ

ⅣＡＳ

1
2

S2 補 Ⅵ-2-5-5-5-2 R0   



施設名称 設備名称 系統名称
施設

　分類
＊1 設備分類

＊2 機器等
の区分

耐震
重要度
分類

荷重の組合せ
＊3，＊4 許容応力

状態
＊5

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

ⅤＬ＋Ｓｓ
＊6 ⅤＡＳ

　　＊3：運転状態の添字Ｌは荷重を示す。

　　＊4：許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。

　　＊5：許容応力状態ⅤＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして評価を実施する。

　　＊6：原子炉冷却材圧力バウンダリ及び原子炉格納容器バウンダリを除く設備は必ずしも重大事故等時の荷重の時間履歴を詳細に評価しな
いことから，重大事故等時の最大荷重とＳｓ地震力の組合せを考慮する。

荷重の組合せ及び許容応力状態

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。 

注記＊1：ＳＡは重大事故等対処設備を示す。

　　＊2：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。

原子炉格納
施設

原子炉格納容器
安全設備

残留熱代替
除去系

ＳＡ 常設／緩和
重大事故等
クラス２管

―
ⅣＡＳ

1
3

S2 補 Ⅵ-2-5-5-5-2 R0   



鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　FLSR-R-1

管番号 対応する評価点 許容応力状態
最高使用圧力

(MPa)
最高使用温度

(℃)

ⅢＡＳ ― ―

ⅣＡＳ 3.92  66

ⅤＡＳ 3.92  66

ⅢＡＳ ― ―

ⅣＡＳ 3.92 185

ⅤＡＳ 3.92 185

ⅢＡＳ ― ―

ⅣＡＳ 3.92 185

ⅤＡＳ 3.92 185

ⅢＡＳ ― ―

ⅣＡＳ 3.92  66

ⅤＡＳ 3.92  66

ⅢＡＳ ― ―

ⅣＡＳ 2.45  66

ⅤＡＳ 2.45  66

ⅢＡＳ ― ―

ⅣＡＳ 2.45  66

ⅤＡＳ 2.45  66

ⅢＡＳ ― ―

ⅣＡＳ 2.45  66

ⅤＡＳ 2.45  66

  6  238S～245,246～249

  7   250～251F

  3   171～181A

  4    64～2100,2101～216

  5   217～238S

 3.3　設計条件

   1A～88,89～157

  158～170

  1

  2
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　FLSR-R-1

管番号 対応する評価点
外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料
耐震
重要度
分類

縦弾性係数
(MPa)

  1    1A～88,89～157  216.3   8.2 SUS304TP ― 193667

  2   158～170  216.3   8.2 SUS304TP ― 193667

  3   171～181A  114.3   6.0 SUS304TP ― 193667

  4    64～2100,2101～216  114.3   6.0 SUS304TP ― 193667

  5   217～238S  114.3   6.0 SUS304TP ― 193667

  6  238S～245,246～249  114.3   6.0 SUS304TP ― 193867

  7   250～251F  165.2   7.1 SUS304TP ― 193867

設計条件
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　配管の付加質量

鳥  瞰  図　FLSR-R-1

質量 対応する評価点

  158～170

  171～181A
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フランジ部の質量

鳥  瞰  図　FLSR-R-1

質量 対応する評価点

  13F

 251F

17

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
5
-
5
-
5
-
2
 
R
0
 
 
 

71459646
長方形



　弁部の質量

鳥  瞰  図　FLSR-R-1

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

   88,89  8801,8802

 8804   157～158

  216～217   245～246
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　弁部の寸法

鳥  瞰  図　FLSR-R-1

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

88～8801 8801～8802

8802～8803 8803～8804

8801～89 157～158

216～217 245～246
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　FLSR-R-1

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

1A

8

15

23

29

40

43

51

59

67

76

79

    8803

    8803

90

96

     100

     106

     110

     122

     130

     137

     145

     151

     153

     156

     164

 **  164 **

     173

    181A

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　FLSR-R-1

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

     203

     206

     209

     213

     220

     228

     233

     241

     244

     247

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)

21

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
5
-
5
-
5
-
2
 
R
0
 
 
 

71459646
長方形



 3.4　材料及び許容応力

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓ

SUS304TP  66 ― 188 479 ―

SUS304TP 185 ― 147 408 ―

材    料
 許容応力（MPa）
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　3.5　設計用地震力

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答スペクトル及び

     等価繰返し回数を下表に示す。

なお，設計用床応答スペクトルは，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

     に基づき策定したものを用いる。減衰定数は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に

     記載の減衰定数を用いる。等価繰返し回数は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づ

　　 き策定したものを用いる。

Ｓｄ Ｓｓ

FLSR-R-1 原子炉建物

鳥瞰図 建物・構築物 標高
減衰定数
(％)

等価繰返し回数
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4. 解析結果及び評価

 4.1　固有周期及び設計震度

鳥  瞰  図　FLSR-R-1

応答鉛直

震度
＊2

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

注記＊1：固有周期が0.050ｓ以上のモードを示す。0.020ｓ以上0.050ｓ未満のモードに対し

ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。なお，１次固有周期が

0.050s未満である場合は，１次モードのみを示す。

　  ＊2：設計用床応答スペクトルⅡ(基準地震動Ｓｓ)により得られる震度

　  ＊3：設計用震度Ⅱ(基準地震動Ｓｓ)

　  ＊4：最大応答加速度を1.2倍した震度

動 的 震 度
＊3，＊4

適用する地震動等 基準地震動Ｓｓ

モード
＊1

固有
周期
（s）

応答水平震度
＊2
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　　各モードに対応する刺激係数

鳥  瞰  図　FLSR-R-1

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。

モード
固　有　周　期

（s）

刺  激  係  数＊
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  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次頁以降に示す。

代表的振動モード図
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鳥瞰図 ＦＬＳＲ－Ｒ－１

代表的振動モード図 (1次)
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鳥瞰図 ＦＬＳＲ－Ｒ－１

代表的振動モード図 (2次)
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鳥瞰図 ＦＬＳＲ－Ｒ－１

代表的振動モード図 (3次)
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下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

重大事故等クラス２管

疲労評価

計算応力
（MPa）

許容応力
（MPa）

疲労累積係数
ＵＳｓ

一次応力　Ｓｐｒｍ(0.9・Ｓｕ)  FLSR-R-1  243 190 431 ―

一次＋二次応力　Ｓｎ(2・Ｓｙ)  FLSR-R-1  243 311 376 ―

一次応力　Ｓｐｒｍ(0.9・Ｓｕ)  FLSR-R-1  243 190 431 ―

一次＋二次応力　Ｓｎ(2・Ｓｙ)  FLSR-R-1  243 311 376 ―
ⅤＡＳ

許容応力
状態

最大応力区分(許容応力)
鳥瞰図
番号

最大応力
評価点

ⅣＡＳ

4.2  評価結果

　4.2.1　管の応力評価結果

応力評価

3
0
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　4.2.2　支持構造物評価結果

下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。

支持構造物評価結果（荷重評価）

― メカニカルスナッバ ―

― オイルスナッバ ―

RE-FLSR-70Z ロッドレストレイント RSA-3

― スプリングハンガ ―

― コンスタントハンガ ―

― リジットハンガ ―

注記＊1：あらかじめ設定した設計上の基準値を許容荷重として実施する評価

　　＊2：計算荷重があらかじめ設定した設計上の基準値を超過した箇所に対して，ＪＥＡＧ４６０１に定める許容限界を満足する範囲内で

新たに設定した設計上の基準値を許容荷重として実施する評価。なお，一次評価を満足する場合は「―」と記載する。

支持構造物評価結果（応力評価）

ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

RE-FLSR-73 レストレイント パイプバンド STK400 100 44 14 0 ― ― ― 圧縮 44 129

AN-FLSR-57 アンカ ラグ SUS304 66 23 9 17 10 8 4 組合せ 35 142

反力(kN) モーメント(kN･m) 応力
分類

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

支持点荷重 評価結果

―

― ―

― ―

評価結果

計算荷重
(kN)

許容荷重(kN)

一次評価
＊1

二次評価
＊2

支持構造物
番号

種類 型式 材質
温度
(℃)

支持構造物
番号

種類 型式 材質
温度
(℃)

 Ⅵ-2-1-12「配
 管及び支持構造
 物の耐震計算に
 ついて」参照

― ― ―

― ― ―

19 54 ―

―

3
1
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　4.2.3　弁の動的機能維持の評価結果

下表に示すとおり機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下又は機能維持評価用加速度が動作機能確認済加速度以下かつ

計算応力が許容応力以下である。

水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直 評価部位
応力
分類

計算
応力

許容
応力

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

注記＊1：弁に要求される機能に応じて以下を記載する。
α（Ｓｓ）：基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ時に動的機能が要求されるもの
α（Ｓｄ）：弾性設計用地震動Ｓｄ時に動的機能が要求されるもの
β（Ｓｓ）：基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ後に動的機能が要求されるもの
β（Ｓｄ）：弾性設計用地震動Ｓｄ後に動的機能が要求されるもの

　　＊2：機能維持評価用加速度が機能確認済加速度を超過する場合は詳細評価を実施し，機能維持評価用加速度が動作機能確認済加速度以
下かつ計算応力が許容応力以下であることを確認する。なお，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下の場合は「―」と記
載する。

構造強度評価結果
＊2

(MPa)
弁番号 形式

要求

機能
＊1

機能維持評価用
加速度

(×9.8m/s
2
)

機能確認済
加速度

(×9.8m/s
2
)

動作機能確認済

加速度
＊2

(×9.8m/s
2
)

3
2

S2 補 Ⅵ-2-5-5-5-2 R0   



代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

重大事故等クラス２管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
疲労累積

係数
代
表

1  FLSR-R-1  243 190 431 2.26 ○  243 311 376 1.20 ― ○

2  FLSR-R-2    5 182 431 2.36 －    5 303 376 1.24 ― －

3  FLSR-R-3   27 120 431 3.59 －   27 183 376 2.05 ― －

4  RHR-R-5A  303 107 367 3.42 －  303 138 294 2.13 ― －

5  RHR-R-11  506 58 363 6.25 －  506 62 418 6.74 ― －

6  FLSR-F-1    2 26 431 16.57 －  23N 34 376 11.05 ― －

7  FLSR-F-1A    5 2 431 215.50 －    5 2 376 188.00 ― －

8  FLSR-F-2    2 26 431 16.57 －  23N 34 376 11.05 ― －

9  FLSR-F-2A    5 2 431 215.50 －    5 2 376 188.00 ― －

10  FLSR-F-3   48 86 431 5.01 －   48 100 376 3.76 ― －

  4.2.4　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅣＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価

3
3
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代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

重大事故等クラス２管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
疲労累積

係数
代
表

1  FLSR-R-1  243 190 431 2.26 ○  243 311 376 1.20 ― ○

2  FLSR-R-2    5 182 431 2.36 －    5 303 376 1.24 ― －

3  FLSR-R-3   27 120 431 3.59 －   27 183 376 2.05 ― －

4  RHR-R-5A  303 107 367 3.42 －  303 138 294 2.13 ― －

5  RHR-R-11  506 58 363 6.25 －  506 62 418 6.74 ― －

6  FLSR-F-1    2 26 431 16.57 －  23N 34 376 11.05 ― －

7  FLSR-F-1A    5 2 431 215.50 －    5 2 376 188.00 ― －

8  FLSR-F-2    2 26 431 16.57 －  23N 34 376 11.05 ― －

9  FLSR-F-2A    5 2 431 215.50 －    5 2 376 188.00 ― －

10  FLSR-F-3   48 86 431 5.01 －   48 100 376 3.76 ― －

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅤＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価

3
4
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Ⅵ-2-5-7 原子炉補機冷却設備の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-5-7-1 原子炉補機冷却系及び原子炉補機海水系の 
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Ⅵ-2-5-7-1-3 原子炉補機海水ポンプの耐震性についての計算書
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，原子炉補機海水ポンプが設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能

を維持できることを説明するものである。 

原子炉補機海水ポンプは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備

においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）に分類される。以下，設計基準対象施設及び

重大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

なお，原子炉補機海水ポンプは，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」に記載の立

形ポンプであるため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-2 立形ポンプ

の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

原子炉補機海水ポンプの構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

原動機は原動機取付ボ

ルトでポンプに固定さ

れ，ポンプはポンプ取

付ボルトでポンプベー

スに固定され，ポンプ

ベースは基礎ボルトで

基礎に据え付ける。コ

ラムパイプはサポート

に支持され，サポート

はサポート取付ボルト

でサポートベースに固

定され，サポートベー

スはサポート基礎ボル

トで基礎に据え付け

る。 

ターボ形

（ターボ形立形ポン

プ（海水ポンプ）） 

（単位：mm） 

Ａ～Ａ矢視図

Ｂ～Ｂ矢視図

サポート

サポート取付ボルト

サポートベース

サポート基礎ボルト

（ケミカルアンカ）

サポート基礎ボルト

（ケミカルアンカ）

サポートベース

サポート取付ボルト

サポート

基礎

基礎

コラムパイプ

軸受

原動機

ポンプ

ポンプベース

原動機取付ボルト

ポンプ取付ボルト

基礎ボルト

ロータ

Ｂ

ＡＡ

Ｂ

(単位：ｍｍ) 
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3. 固有値解析及び構造強度評価 

3.1 固有値解析及び構造強度評価方法 

原子炉補機海水ポンプの固有値解析及び構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算

書作成の方法 添付資料-2 立形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の

耐震計算方法に基づき行う。なお，水平方向はスペクトルモーダル解析，鉛直方向は静的解析

を用いて行う。また，水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，ＳＲＳＳ

法を適用する。コラムパイプはサポートに支持されるため，サポート取付ボルト及びサポート

基礎ボルト（以下「サポート部ボルト」という。）について評価を実施する。サポート部ボル

トの耐震計算方法は上記方針によらないため，「3.6 サポート部の計算方法」に基づき実施す

る。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉補機海水ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価

に用いるものを表 3－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－2に示す。 

 

3.2.2 許容応力 

原子炉補機海水ポンプの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 3

－3及び表 3－4のとおりとする。 

 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉補機海水ポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に

用いるものを表 3－5に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－6に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

原子炉補機 

冷却設備 

原子炉補機 

海水ポンプ 
Ｓ クラス外＊

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス３ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。また，クラス３ポンプの支持構造物を含む。 

表 3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

原子炉補機 

冷却設備 

原子炉補機 

海水ポンプ 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

重大事故等 

クラス２ポンプ＊2

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限 

界を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）を示す。 

＊2：重大事故等クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 3－3 許容応力（クラス２，３ポンプ及び重大事故等クラス２ポンプ） 

許容応力状態 

許容限界＊1 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系ス

テンレス鋼及び高ニッケル合

金については上記値と 1.2・Ｓ

との大きい方とする。 

左欄の 1.5 倍の値 Ｓｄ又はＳｓ地震動のみによる疲労解析を行い，疲労累積係

数が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は不要 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

Ｓｓ地震動のみによる疲労解析を行い，疲労累積係数が 

1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は不要 

注記＊1：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

  ＊2：2・Ｓｙを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313 を除く。Ｓｍは 2/3・Ｓｙと読み替える。） 

の簡易弾塑性解析を用いる。 

＊2 

＊2 
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表 3－4 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊ ＊
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表 3－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

コラムパイプ 最高使用温度 40 ― 245 400 ― 

基礎ボルト 周囲環境温度 ― 198 504 205 

ポンプ取付ボルト 最高使用温度 40 ― 205 520 ― 

原動機取付ボルト 周囲環境温度 ― 715 838 ― 

サポート基礎ボルト 最高使用温度 40 ― 205 520 ― 

サポート取付ボルト 最高使用温度 40 ― 205 520 ― 
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表 3－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

コラムパイプ 最高使用温度 40 ― ― 400 ― 

基礎ボルト 周囲環境温度 ― 198 504 205 

ポンプ取付ボルト 最高使用温度 40 ― 205 520 ― 

原動機取付ボルト 周囲環境温度 ― 715 838 ― 

サポート基礎ボルト 最高使用温度 40 ― 205 520 ― 

サポート取付ボルト 最高使用温度 40 ― 205 520 ― 
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3.3 解析モデル及び諸元 

(1) モデル化に際しては，シャフト及びコラムパイプに対して水の付加質量及び排除水体積質

量を考慮する。 

(2) 固有値解析及び構造強度評価に用いる解析モデル及び諸元は，本計算書の【原子炉補機海

水ポンプの耐震性についての計算結果】の機器要目及びその他の機器要目に示す。 

(3) 解析コードは，「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認

等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

3.4 固有周期 

固有値解析の結果を表 3－7，振動モード図を図 3－1 及び図 3－2 に示す。固有周期は，0.05

秒を超えており，柔構造であることを確認した。また，鉛直方向は 2 次モード以降で卓越し，

固有周期は 0.05 秒以下であることを確認した。 

表 3－7 固有値解析結果 

モード＊1 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数＊2 鉛直方向 

刺激係数＊2 NS 方向 EW 方向 

1 次 水平 0.113 -2.618 -2.618 ― 

注記＊1：固有周期が 0.050s 以上のモードを示す。 

＊2：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 
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図 3－1 振動モード（1次モード 水平方向 0.113s） 
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3.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 3－8 及び表 3－9 に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7

「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。また，減衰定数はⅥ-2-1-6「地震

応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

表 3－8 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所及び 
床面高さ(m) 

取水槽 EL 1.1＊1 

固有周期(s) 水平：0.113＊2 鉛直：0.05 以下 

減衰定数(％) 水平：1.0 鉛直：― 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード＊3
固有周期

(s) 

応答水平震度＊4 応答鉛直

震度＊4 

応答水平震度＊5 応答鉛直

震度＊5 NS 方向 EW 方向 NS 方向 EW 方向 

1 次 0.113 6.19 6.74 ― 6.19 6.74 ―

動的震度＊6，＊7 1.41 1.67 1.28 1.41 1.67 1.28 

静的震度＊8 0.58 0.58 0.29 ― ― ―

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1 次固有周期について記載 

＊3：固有周期が 0.050s 以上のモードを示す。なお，0.020s 以上 0.050s 未満のモードに対し

ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊4：設計用床応答スペクトルⅡ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計用床応答スペクトル

により得られる震度

＊5：設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルにより

得られる震度

＊6：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計震度及び設計用震度Ⅱ（基準地震

動Ｓｓ）を上回る設計震度

＊7：最大応答加速度を 1.2 倍した震度 

＊8：3.6・Ｃｉ及び 1.2・ＣＶより定めた震度 
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表 3－9 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び 
床面高さ(m) 

取水槽 EL 1.1＊1 

固有周期(s) 水平：0.113＊2 鉛直：0.05 以下 

減衰定数(％) 水平：1.0 鉛直：― 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード＊3
固有周期

(s) 

応答水平震度 応答鉛直

震度 

応答水平震度＊4 応答鉛直

震度＊4 NS 方向 EW 方向 NS 方向 EW 方向 

1 次 0.113 ― ― ― 6.19 6.74 ―

動的震度＊5，＊6 ― ― ― 1.41 1.67 1.28 

静的震度 ― ― ― ― ― ―

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1 次固有周期について記載 

＊3：固有周期が 0.050s 以上のモードを示す。なお，0.020s 以上 0.050s 未満のモードに対し

ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊4：設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルにより

得られる震度

＊5：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度

＊6：最大応答加速度を 1.2 倍した震度 
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3.6 サポート部の計算方法 

3.6.1 記号の説明 

原子炉補機海水ポンプのサポート部の応力評価に使用する記号を表 3－10 に示す。 

表 3－10 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｓｂｊ サポート部ボルトの軸断面積＊ mm2

Ｃｐ ポンプ振動による震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄｓｊ サポート部ボルトのピッチ円直径＊ mm

ｄｓｊ サポート部ボルトの呼び径＊ mm

Ｆｊ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊ MPa 

Ｆｊ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊ MPa 

Ｆｓｂｊ サポート部ボルトに作用する引張力（1 本当たり）＊ N

ƒｓｓｂｊ せん断力のみを受けるサポート部ボルトの許容せん断応力＊ MPa 

ƒｓｔｏｊ 引張力のみを受けるサポート部ボルトの許容引張応力＊ MPa 

ƒｓｔｓｊ 引張力とせん断力を同時に受けるサポート部ボルトの許容引張

応力＊ 

MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｍｓｊ サポート部ボルトに作用する転倒モーメント＊ N･mm 

ＭｓＣｐｊ ポンプ振動による震度によりサポート部ボルトに作用する転倒

モーメント＊

N･mm 

ｍｓｊ サポート部ボルトに作用するサポート質量＊ kg

ｎｓｊ サポート部ボルトの本数＊ ―

ｎｓｆｊ 評価上引張力を受けるとして期待するサポート部ボルトの本数＊ ― 

Ｑｓｂｊ サポート部ボルトに作用するせん断力＊ N

Ｓｕ，Ｓｕｊ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値＊ MPa 

Ｓｙ，Ｓｙｊ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値＊ MPa 

σｓｂｊ サポート部ボルトに生じる引張応力＊ MPa 

τｓｂｊ サポート部ボルトに生じるせん断応力＊ MPa 

注記＊：添字ｊの意味は，以下のとおりとする。 

ｊ＝1：サポート基礎ボルト 

ｊ＝2：サポート取付ボルト 

＊
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3.6.2 応力の計算方法 

多質点モデルを用いて応答計算を行い，得られた結果により，サポート部ボルトに生じ

る応力を次式で求める。なお，図 3－3 にサポート部の応力計算モデルを示す。 

 

図 3－3 サポート部の応力計算モデル 

(1) 引張応力

サポート基礎ボルトに対する引張力は転倒支点から正比例した力が作用するものと

し，最も厳しい条件として転倒支点から最も離れたボルトについて計算する。 

なお，サポート取付ボルトについては，荷重の発生方向がせん断方向のみのため，

引張応力は発生しない。 

引張力 

Ｆｓｂｊ＝ 

Ｍｓｊ
2
＋(Ｃｖ・ｍｓｊ・g・

Ｄｓｊ

2
)
2
＋ＭｓＣｐｊ＋(Ｃｐ－1)・ｍｓｊ・g・

Ｄｓｊ

2

3
8
・ｎｓｆｊ・Ｄｓｊ

引張応力 

σｓｂｊ＝
Ｆｓｂｊ

Ａｓｂｊ

ここで，サポート部ボルトの軸断面積Ａｓｂｊは次式により求める。 

Ａｓｂｊ＝
π

4
・ｄｓｊ

2

‥‥‥‥‥ (3.6.2.1) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.6.2.2) 

サポート取付ボルト サポート基礎ボルト

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.6.2.3) 
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(2) せん断応力

サポート部ボルトに対するせん断力はボルト全本数で受けるものとして計算する。

せん断応力 

τｓｂｊ＝
Ｑｓｂｊ

ｎｓｊ・Ａｓｂｊ

3.7 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【原子炉補機海水ポンプの耐震性についての計算

結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

3.8 応力の評価

3.8.1 サポート部ボルトの応力評価 

3.6.2 項で求めたサポート部ボルトの引張応力σｓｂｊは次式より求めた許容引張応力 ƒ

ｓｔｓｊ以下であること。ただし，ƒｓｔｏｊは下表による。 

ƒｓｔｓｊ＝Min[1.4・ƒｓｔｏｊ－1.6・τｓｂｊ，ƒｓｔｏｊ]  ············  (3.8.1.1)

せん断応力τｓｂｊはせん断力のみを受けるサポート部ボルトの許容せん断応力 ƒｓｓｂ

ｊ以下であること。ただし，ƒｓｓｂｊは下表による。 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｓｔｏｊ

Ｆｊ

2
・1.5

 Ｆｊ 

2
・1.5

許容せん断応力 

ƒｓｓｂｊ

Ｆｊ

1.5・ 3
・1.5

 Ｆｊ 

1.5・ 3
・1.5

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.6.2.4) 

＊
＊
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4. 機能維持評価

4.1 動的機能維持評価方法 

原子炉補機海水ポンプの地震後の動的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書

作成の方法 添付資料-2 立形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評

価方法に基づき行う。 

原子炉補機海水ポンプは地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及び振動特性で

あるため，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適用する。機能確認

済加速度を表 4－1 に示す。 

表 4－1 機能確認済加速度   (×9.8m/s2) 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

ポンプ 
立形斜流 

ポンプ 

水平 10.0 

鉛直 1.0 

原動機 
立形ころがり 

軸受電動機 

水平 2.5 

鉛直 1.0 
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5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉補機海水ポンプの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許

容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を維持できる

ことを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉補機海水ポンプの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を

維持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【原子炉補機海水ポンプの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ポンプ振動 

による震度 

最高使用 

温度 

(℃) 

周囲環境 

温度 

(℃) 

最高使用圧力 

(MPa) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉補機 

海水ポンプ 
Ｓ 

取水槽 

EL 1.1＊1 
0.113 0.05 以下 

ＣＨ＝1.67＊2

又は＊3 
ＣＶ＝1.28＊2 

ＣＨ＝1.67＊4

又は＊5 
ＣＶ＝1.28＊4 Ｃｐ＝0.06 40 0.98 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）及び静的震度を上回る設計震度

＊3：設計用床応答スペクトルⅡ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計用床応答スペクトルにより得られる震度

＊4：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度

＊5：設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルにより得られる震度 

1.2 機器要目 

(1) ボルト

注記＊1：周囲環境温度で算出

＊2：最高使用温度で算出 

(2) コラムパイプ

部材 
ｍｉ 

(kg) 

Ｄｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ 

Ｍｐ

(N･mm) 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ

(MPa) 

Ｆｉ

(MPa)

Ｆｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
8 8 ― 198＊1 504＊1 205 246 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
12 12 3.263×106 205＊2 520＊2 205 246 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝4） 
8 8 3.263×106 715＊1 838＊1 586 586 

部材 
Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｄｃ 

(mm) 

ｔ 
(mm) 

コラムパイプ ― 
245＊

(厚さ≦ 

16mm) 

400＊

(厚さ≦ 

16mm) 

＊

注記＊：最高使用温度で算出
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(3) サポート部ボルト

注記＊：最高使用温度で算出

部材 
ｍｓｊ 

(kg) 

Ｄｓｊ 

(mm) 

ｄｓｊ 

(mm) 

Ａｓｂｊ 

(mm2) 
ｎｓｊ ｎｓｆｊ 

Ｓｙｊ 

(MPa) 

Ｓｕｊ

(MPa) 

Ｆｊ

(MPa) 

Ｆｊ

(MPa) 

サポート基礎ボルト

（ｊ＝1） 
8 8 205＊ 520＊ 205 246 

サポート取付ボルト

（ｊ＝2） 
4 － 205＊ 520＊ 205 246 

Ｈｐ

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

＊
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1.3 計算数値 

(1) ボルトに作用する力

部材 

Ｍｉ(N･mm) 

ＭＣｐｉ(N･mm) 

Ｆｂｉ(N) Ｑｂｉ(N) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝4） 

(2) コラムパイプに作用する力   (単位：N･mm) 

部材 

Ｍ 

ＭＣｐ 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

コラムパイプ

(3) サポート部ボルトに作用する力

部材 

Ｍｓｊ(N･mm) 

ＭｓＣｐｊ(N･mm) 

Ｆｓｂｊ(N) Ｑｓｂｊ(N) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

サポート基礎ボルト

（ｊ＝1） 

サポート取付ボルト

（ｊ＝2） 
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1.4 結論 

1.4.1 固有周期  (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向 ＴＨ１＝0.113 

鉛直方向 ＴＶ１＝0.05 以下 

1.4.2 ボルトの応力   (単位：MPa)    1.4.3 コラムパイプの応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 部材 材料 

一次一般膜応力 

算出応力 許容応力 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 
コラムパイプ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
σ＝53 Ｓａ＝240 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

引張 σｂ１＝79 ƒｔｓ１＝153＊ σｂ１＝ 79 ƒｔｓ１＝184＊ 基準地震動Ｓｓ σ＝53 Ｓａ＝240 

せん断 τｂ１＝29 ƒｓｂ１＝118 τｂ１＝ 29 ƒｓｂ１＝142 すべて許容応力以下である。 

ポンプ取付ボルト  

（ｉ＝2） 

引張 σｂ２＝66 ƒｔｓ２＝153＊ σｂ２＝ 66 ƒｔｓ２＝184＊

せん断 τｂ２＝20 ƒｓｂ２＝118 τｂ２＝ 20 ƒｓｂ２＝142

原動機取付ボルト 

（ｉ＝4） 

引張 σｂ４＝144 ƒｔｓ４＝440＊ σｂ４＝ 144 ƒｔｓ４＝440＊

せん断 τｂ４＝50 ƒｓｂ４＝338 τｂ４＝ 50 ƒｓｂ４＝338

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓi＝Min[1.4・ƒｔｏi－1.6・τｂｉ，ƒｔｏi]

1.4.4 サポート部ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

サポート基礎ボルト

（ｊ＝1） 

引張 σｓｂ１＝32 ƒｓｔｓ１＝123＊ σｓｂ１＝32 ƒｓｔｓ１＝147＊

せん断 τｓｂ１＝37 ƒｓｓｂ１＝94 τｓｂ１＝37 ƒｓｓｂ１＝113

サポート取付ボルト

（ｊ＝2） 

引張 σｓｂ２＝－ ƒｓｔｓ２＝－ σｓｂ２＝－ ƒｓｔｓ２＝－

せん断 τｓｂ２＝33 ƒｓｓｂ２＝118 τｓｂ２＝33 ƒｓｓｂ２＝142

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｓｔｓｊ＝Min[1.4・ƒｓｔｏｊ－1.6・τｓｂｊ，ƒｓｔｏｊ]
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1.4.5 動的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度

ポンプ
水平方向 1.40 10.0 

鉛直方向 0.93 1.0 

原動機
水平方向 1.40 2.5 

鉛直方向 0.93 1.0 

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度により定まる加速度。なお，水平方向の機能維持評価用加速度はコラム先端（原動機にあっては軸受部）の応答加速度

又は設置床の最大応答加速度のいずれか大きい方とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ 

節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き） 

節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

60 

61 

62 

63 

64 

65 

66 

67 

68 

69 

70 

71 

72 

73 

74 

75 

76 

77 

78 

79 

80 
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(2) 要素の断面性状 

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点 

番号 

材料 

番号 

断面積 

(mm2) 

断面二次 

モーメント

(mm4)

1 1-2 1 4.909×106 

2 2-3 1 4.909×106 

3 3-4 1 1.018×107 

4 4-5 1 1.018×107 

5 5-6 1 1.018×107 

6 6-7 1 1.018×107 

7 7-8 1 4.715×106 

8 8-9 1 4.715×106 

9 9-10 1 4.715×106 

10 10-11 1 1.018×107 

11 11-12 1 1.198×107 

12 12-13 1 1.198×107 

13 13-14 1 1.402×107 

14 14-61 1 8.004×106 

15 15-16 1 8.004×106 

16 16-17 1 8.004×106 

17 17-18 1 1.018×107 

18 18-19 1 4.528×106 

19 19-20 1 4.528×106 

20 20-21 1 4.528×106 

21 21-22 1 4.909×106 

22 22-23 2 3.580×107 

23 23-24 3 4.528×106 

24 24-25 3 2.485×107 

25 25-26 3 2.485×107 

26 26-27 3 1.018×107 

27 28-29 1 3.395×108 

28 29-30 1 1.089×109 

29 30-31 1 1.089×109 

30 31-32 4 8.896×108 

31 32-33 4 8.896×108 

32 33-34 4 8.896×108 

33 34-35 4 8.896×108 

34 35-36 4 8.896×108 

35 36-37 4 8.896×108 

36 37-38 4 8.896×108 

37 38-39 4 8.896×108 

38 39-40 4 8.896×108 

39 40-41 4 8.896×108 

40 41-42 4 8.896×108 



26 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
5
-7
-1
-3
 R
0 

（続き） 

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点 

番号 

材料 

番号 

断面積 

(mm2) 

断面二次 

モーメント

(mm4)

41 42-62 4 8.896×108 

42 43-44 4 8.896×108 

43 44-45 4 8.896×108 

44 45-46 4 8.896×108 

45 46-47 4 8.127×108 

46 47-48 4 8.127×108 

47 48-49 4 9.613×107 

48 50-51 4 9.799×109 

49 51-52 4 9.799×109 

50 52-53 4 9.799×109 

51 53-54 3 3.837×109 

52 54-55 3 3.837×109 

53 55-56 3 3.837×109 

54 56-57 3 2.500×109 

55 58-50 2 5.075×1011 

56 61-15 1 8.004×106 

57 62-43 4 8.896×108 
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(3) ばね結合部の指定 

ばねの両端の節点番号 ばね定数 ばねの方向 

2 30 

6 34 

10 38 

13 41 

17 45 

24 54 

26 56 

47 50 

26 56 

47 50 

29 60 
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(4) 節点の質量 

節点番号 
質量 

(kg) 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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節点番号 
質量 

(kg) 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

60 

61 

62 
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(5) 材料物性値 

材料番号 
温度 

(℃) 

縦弾性係数 

(MPa) 

質量密度 

(kg/mm3) 

ポアソン比 

(－) 
材質 

1 40 1.94×105 0.3 

2 2.01×105 0.3 

3 2.00×105 0.3 

4 40 2.02×105 0.3 
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2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件

機器名称 設備分類 
据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ポンプ振動 

による震度 

最高使用 

温度 

(℃) 

周囲環境 

温度 

(℃) 

最高使用圧力 

(MPa) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉補機 

海水ポンプ 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

取水槽 

EL 1.1＊1 
0.113 0.05 以下 － － 

ＣＨ＝1.67＊2

又は＊3 
ＣＶ＝1.28＊2 Ｃｐ＝0.06 40 0.98 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度

＊3：設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルにより得られる震度 

2.2 機器要目 

(1) ボルト

注記＊1：周囲環境温度で算出

＊2：最高使用温度で算出 

(2) コラムパイプ

部材 
ｍｉ 

(kg) 

Ｄｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ 

Ｍｐ

(N･mm) 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ

(MPa) 

Ｆｉ

(MPa)

Ｆｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
8 8 － 198＊1 504＊1 － 246 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
12 12 3.263×106 205＊2 520＊2 － 246 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝4） 
8 8 3.263×106 715＊1 838＊1 － 586 

部材 
Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｄｃ 

(mm) 

ｔ 
(mm) 

コラムパイプ ― ― 
400＊

(厚さ≦ 

16mm) 

＊

注記＊：最高使用温度で算出
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(3) サポート部ボルト

注記＊：最高使用温度で算出

部材 
ｍｓｊ 

(kg) 

Ｄｓｊ 

(mm) 

ｄｓｊ 

(mm) 

Ａｓｂｊ 

(mm2) 
ｎｓｊ ｎｓｆｊ 

Ｓｙｊ 

(MPa) 

Ｓｕｊ

(MPa) 

Ｆｊ

(MPa) 

Ｆｊ

(MPa) 

サポート基礎ボルト

（ｊ＝1） 
8 8 205＊ 520＊ － 246 

サポート取付ボルト

（ｊ＝2） 
4 － 205＊ 520＊ － 246 

Ｈｐ

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

＊
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2.3 計算数値 

(1) ボルトに作用する力

部材 

Ｍｉ(N･mm) 

ＭＣｐｉ(N･mm) 

Ｆｂｉ(N) Ｑｂｉ(N) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
－ － － 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
－ － － 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝4） 
－ － － 

(2) コラムパイプに作用する力   (単位：N･mm) 

部材 

Ｍ 

ＭＣｐ 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

コラムパイプ － 

(3) サポート部ボルトに作用する力

部材 

Ｍｓｊ(N･mm) 

ＭｓＣｐｊ(N･mm) 

Ｆｓｂｊ(N) Ｑｓｂｊ(N) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

サポート基礎ボルト

（ｊ＝1） 
－ － － 

サポート取付ボルト

（ｊ＝2） 
－ － － 
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2.4 結論 

2.4.1 固有周期 (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向 ＴＨ１＝0.113 

鉛直方向 ＴＶ１＝0.05 以下 

2.4.2 ボルトの応力   (単位：MPa)    2.4.3 コラムパイプの応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 部材 材料 

一次一般膜応力 

算出応力 許容応力 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 
コラムパイプ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
－ － 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

引張 － － σｂ１＝ 79 ƒｔｓ１＝184＊ 基準地震動Ｓｓ σ＝53 Ｓａ＝240 

せん断 － － τｂ１＝ 29 ƒｓｂ１＝142 すべて許容応力以下である。 

ポンプ取付ボルト  

（ｉ＝2） 

引張 － － σｂ２＝ 66 ƒｔｓ２＝184＊

せん断 － － τｂ２＝ 20 ƒｓｂ２＝142

原動機取付ボルト 

（ｉ＝4） 

引張 － － σｂ４＝ 144 ƒｔｓ４＝440＊

せん断 － － τｂ４＝ 50 ƒｓｂ４＝338

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓi＝Min[1.4・ƒｔｏi－1.6・τｂｉ，ƒｔｏi]

2.4.4 サポート部ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

サポート基礎ボルト

（ｊ＝1） 

引張 － － σｓｂ１＝32 ƒｓｔｓ１＝147＊

せん断 － － τｓｂ１＝37 ƒｓｓｂ１＝113

サポート取付ボルト

（ｊ＝2） 

引張 － － σｓｂ２＝－ ƒｓｔｓ２＝－

せん断 － － τｓｂ２＝33 ƒｓｓｂ２＝142

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｓｔｓｊ＝Min[1.4・ƒｓｔｏｊ－1.6・τｓｂｊ，ƒｓｔｏｊ]
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2.4.5 動的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度

ポンプ
水平方向 1.40 10.0 

鉛直方向 0.93 1.0 

原動機
水平方向 1.40 2.5 

鉛直方向 0.93 1.0 

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度により定まる加速度。なお，水平方向の機能維持評価用加速度はコラム先端（原動機にあっては軸受部）の応答加速度

又は設置床の最大応答加速度のいずれか大きい方とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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2.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ 

節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き） 

節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

59 

60 

61 

62 

63 

64 

65 

66 

67 

68 

69 

70 

71 

72 

73 

74 

75 

76 

77 

78 

79 

80 
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(2) 要素の断面性状 

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点 

番号 

材料 

番号 

断面積 

(mm2) 

断面二次 

モーメント

(mm4)

1 1-2 1 4.909×106 

2 2-3 1 4.909×106 

3 3-4 1 1.018×107 

4 4-5 1 1.018×107 

5 5-6 1 1.018×107 

6 6-7 1 1.018×107 

7 7-8 1 4.715×106 

8 8-9 1 4.715×106 

9 9-10 1 4.715×106 

10 10-11 1 1.018×107 

11 11-12 1 1.198×107 

12 12-13 1 1.198×107 

13 13-14 1 1.402×107 

14 14-61 1 8.004×106 

15 15-16 1 8.004×106 

16 16-17 1 8.004×106 

17 17-18 1 1.018×107 

18 18-19 1 4.528×106 

19 19-20 1 4.528×106 

20 20-21 1 4.528×106 

21 21-22 1 4.909×106 

22 22-23 2 3.580×107 

23 23-24 3 4.528×106 

24 24-25 3 2.485×107 

25 25-26 3 2.485×107 

26 26-27 3 1.018×107 

27 28-29 1 3.395×108 

28 29-30 1 1.089×109 

29 30-31 1 1.089×109 

30 31-32 4 8.896×108 

31 32-33 4 8.896×108 

32 33-34 4 8.896×108 

33 34-35 4 8.896×108 

34 35-36 4 8.896×108 

35 36-37 4 8.896×108 

36 37-38 4 8.896×108 

37 38-39 4 8.896×108 

38 39-40 4 8.896×108 

39 40-41 4 8.896×108 

40 41-42 4 8.896×108 
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（続き） 

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点 

番号 

材料 

番号 

断面積 

(mm2) 

断面二次 

モーメント

(mm4)

41 42-62 4 8.896×108 

42 43-44 4 8.896×108 

43 44-45 4 8.896×108 

44 45-46 4 8.896×108 

45 46-47 4 8.127×108 

46 47-48 4 8.127×108 

47 48-49 4 9.613×107 

48 50-51 4 9.799×109 

49 51-52 4 9.799×109 

50 52-53 4 9.799×109 

51 53-54 3 3.837×109 

52 54-55 3 3.837×109 

53 55-56 3 3.837×109 

54 56-57 3 2.500×109 

55 58-50 2 5.075×1011 

56 61-15 1 8.004×106 

57 62-43 4 8.896×108 
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(3) ばね結合部の指定 

ばねの両端の節点番号 ばね定数 ばねの方向 

2 30 

6 34 

10 38 

13 41 

17 45 

24 54 

26 56 

47 50 

26 56 

47 50 

29 60 
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(4) 節点の質量 

節点番号 
質量 

(kg) 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き） 

節点番号 
質量 

(kg) 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

60 

61 

62 
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(5) 材料物性値

材料番号  
温度  

(℃ ) 

縦弾性係数  

(MPa) 

質量密度  

(kg/mm 3) 

ポアソン比  

(－ ) 
材質  

1 40 1.94×105 0.3 

2 2.01×105 0.3 

3 2.00×105 0.3 

4 40 2.02×105 0.3 
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Ⅵ-2-6-5-12 代替注水流量（常設）の耐震性についての計算書 
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持

の設計方針に基づき，代替注水流量（常設）が設計用地震力に対して十分な構造強度を有

し，電気的機能を維持できることを説明するものである。 

代替注水流量（常設）は，超音波パルス送受信器及び流量変換器から構成される。代替

注水流量（常設）の構造図を図 1－1に示す。 

「2. 超音波パルス送受信器（FE2B2-1）」においては，代替注水流量（常設）のうち超

音波パルス送受信器が設計用地震力に対して十分な電気的機能を維持できることを説明す

る。電気的機能維持評価では，機能維持評価用加速度がすべて機能維持確認済加速度以下

であることで評価する。 

「3. 流量変換器（FX2B2-1）」においては，代替注水流量（常設）のうち流量変換器が

設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能を維持できることを説明する。

構造強度評価では，耐震評価上厳しくなる基礎ボルト部について評価を実施する。電気的

機能維持評価では，機能維持評価用加速度がすべて機能維持確認済加速度以下であること

で評価する。 

超音波パルス送受信器及び流量変換器は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要

重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，超音波パルス送受信器

は重大事故等対処設備としての電気的機能維持評価を示す。流量変換器は重大事故等対処

設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

超音波パルス送受信器＊2

Ａ部詳細

名 称 代替注水流量（常設）

個 数 1＊1

注記＊1：対象計器はFE2B2-1,FX2B2-1
＊2：超音波パルス送受信器と流量変換器を合わせて

超音波式流量検出器とする。

出口 入口

指 示

記 録

緊急時対策所

中央制御室

Ａ

流量変換器＊2

図 1－1 代替注水流量（常設）の構造図 
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2. 超音波パルス送受信器（FE2B2-1）

2.1 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している機能維持の設計方針に基

づき，超音波パルス送受信器が設計用地震力に対して十分な電気的機能を維持できることを

説明するものである。 

2.2 一般事項 

2.2.1 構造計画 

超音波パルス送受信器の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，低圧原子炉

代替注水系管にガイド

レールと固定金具と共に

締付バンドで固定する。 

超音波式流量検出器 

（単位：mm） 

90 
4
0
0

 

正面 

低圧原子炉代替注水系管 

検出器 

検出器 

ガイドレール 

側面 

 固定金具 

締付バンド 

φ216.3 

85 
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2.2.2 評価方針 

超音波パルス送受信器の機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて

設定した電気的機能維持の方針に基づき，機能維持評価用加速度が機能確認済加速

度以下であることを，「2.4 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施

する。確認結果を「2.5 評価結果」に示す。 

超音波パルス送受信器の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

なお，超音波パルス送受信器は，小型で軽量であることから十分に剛であるとみ

なせるため，固有周期の計算は省略し，設置位置の最大応答加速度を適用する。 

図 2－1 超音波パルス送受信器の耐震評価フロー 

2.2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０

１・補-1984（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協

会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日

本電気協会）

2.3 評価部位 

超音波パルス送受信器は，低圧原子炉代替注水系管に締付バンドで固定されることか

ら，低圧原子炉代替注水系管が支持している。低圧原子炉代替注水系管の構造強度評価

はⅥ-2-5-5-5-2「管の耐震性についての計算書（低圧原子炉代替注水系）」にて実施し

ているため，本計算書では，低圧原子炉代替注水系管の地震応答解析結果を用いた超音

波パルス送受信器の電気的機能維持評価について示す。 

設計用地震力 

機能維持評価用加速度 

計器の電気的機能維持評価 

固有周期 
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2.4 機能維持評価 

超音波パルス送受信器の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

2.4.1 機能維持評価用加速度 

超音波パルス送受信器は低圧原子炉代替注水系管に締付バンドで固定されること

から，機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

に基づき，基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又は超音波パルス送受信器取付部の

質点に生じる応答加速度のいずれか大きい値とする。機能維持評価用加速度を表 2

－2 及び表 2－3 に示す。 

表 2－2 機能維持評価用加速度（検出器取付箇所の配管に生じる応答加速度） 

 (×9.8m/s2) 

機器名称 
対象機器設置箇所 

(m) 
方向 機能維持評価用加速度 

超音波パルス 

送受信器 

（FE2B2-1） 

低圧原子炉代替注水

系管（FLSR-F-3）

EL 8.5407 

水平 4.00 

鉛直 3.00 

表 2－3 機能維持評価用加速度（基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度） 

(×9.8m/s2) 

機器名称 
対象機器設置箇所 

(m) 
方向 機能維持評価用加速度 

超音波パルス 

送受信器 

（FE2B2-1） 

低圧原子炉代替注水

ポンプ格納槽 

EL 8.2 

（EL 14.7＊） 

水平 1.92 

鉛直 1.50 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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2.4.2 機能確認済加速度 

超音波パルス送受信器の機能確認済加速度には，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方

針」に基づき，同型式の検出器単体のサインビート波加振試験において電気的機能

の健全性を確認した加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 2－4 に示す。 

表 2－4 機能確認済加速度  (×9.8m/s2) 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

超音波パルス送受信器 

（FE2B2-1） 

水平 

鉛直 
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2.5 評価結果 

2.5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

超音波パルス送受信器の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以

下に示す。機能維持評価用加速度は機能確認済加速度以下であり，設計用地震力に

対して電気的機能を維持できることを確認した。 

(1) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【超音波パルス送受信器（FE2B2-1）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備

1.1 電気的機能維持の評価結果 

(×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

超音波パルス送受信器 

（FE2B2-1） 

水平方向 4.00 

鉛直方向 3.00 

注記＊：機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又は 

超音波パルス送受信器取付部の質点に生じる応答加速度のいずれか大きい値とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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3. 流量変換器（FX2B2-1）

3.1 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設

計方針に基づき，流量変換器が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能を維

持できることを説明するものである。 

3.2 一般事項 

3.2.1 構造計画 

流量変換器の構造計画を表 3－1 に示す。 



S2 補 Ⅵ-2-6-5-12 R0 

1
0 

表 3－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボル

トにより計器取付板に固

定され，計器取付板は，

計器取付板取付ボルトに

より計器スタンションに

固定される。 

計器スタンションは，基

礎ボルトで壁に設置す

る。 

超音波式流量検出器 

計器スタンション 

正面 側面

（左右方向） （前後方向）

検出器

計器取付板
取付ボルト

基礎ボルト

(ケミカルアンカ) 

壁 

（単位：㎜） 

計器取付板 

計器
取付ボルト
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3.2.2 評価方針 

流量変換器の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重

の組合せ並びに許容限界に基づき，「3.2.1 構造計画」にて示す流量変換器の部位を踏ま

え「3.3 評価部位」にて設定する箇所において，「3.4 固有周期」にて算出した固有周期

に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「3.5 構造強度評価」

にて示す方法にて確認することで実施する。また，流量変換器の機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9

「機能維持の基本方針」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，機能維持評価用加

速度が機能確認済加速度以下であることを，「3.6 機能維持評価」にて示す方法にて確認

することで実施する。確認結果を「3.7 評価結果」に示す。 

流量変換器の耐震評価フローを図 3－1 に示す。 

図 3－1 流量変換器の耐震評価フロー 

流量変換器の 

電気的機能維持評価 

機能維持評価用加速度 

流量変換器の

構造強度評価 

地震時における応力 

理論式による固有周期 

設計用地震力 

計算モデルの設定 
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3.2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）
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3.2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ mm2

ｂ mm

ＣＨ ― 

ＣＶ ―

ｄ mm

Ｅ MPa 

Ｆ MPa

Ｆ MPa

Ｆｂ N 

ƒｓｂ MPa 

ƒｔｏ MPa 

ƒｔｓ MPa 

g m/s2

ｈ mm 

ｈ２ mm

Ｉ１ 

Ｉ２ 

３ mm

ａ mm

ｂ mm 

ｍ kg

ｎ ―

ｎｆＶ ―

ｎｆＨ ― 

Ｑｂ N

Ｓｕ MPa

Ｓｙ MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) MPa 

ＴＨ ｓ 

ＴＶ ｓ 

π ―

σｂ MPa

τｂ

ボルトの軸断面積

サポート鋼材断面幅（Ｚ方向）

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度

ボルトの呼び径

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値

設計・建設規格 SSB-3133 に定める値

ボルトに作用する引張力（1 本当たり）

せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力

引張力のみを受けるボルトの許容引張応力

引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 

（許容組合せ応力）

重力加速度（＝9.80665）

サポート鋼材断面高さ（Ｙ方向）

取付面から重心までの距離（壁掛形）

断面二次モーメント（水平方向） 

断面二次モーメント（鉛直方向） 

重心と下側ボルト間の距離（壁掛形）

側面（左右）ボルト間の距離（壁掛形）

上下ボルト間の距離（壁掛形） 

計器スタンションの質量

ボルトの本数

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

（前後方向転倒）（壁掛形）

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

（左右方向転倒）（壁掛形） 

ボルトに作用するせん断力

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

水平方向固有周期 

鉛直方向固有周期 

円周率

ボルトに生じる引張応力

ボルトに生じるせん断応力 MPa

*
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3.2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 3－2に示すとおりである。 

表 3－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3.3 評価部位 

流量変換器の耐震評価は，「3.5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳

しくなる基礎ボルトについて実施する。 

流量変換器の耐震評価部位については，表 3－1 の概略構造図に示す。 
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3.4 固有周期 

3.4.1 固有周期の計算方法 

流量変換器の固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 計算モデル

ａ. 計器スタンションの質量は重心に集中するものとする。 

ｂ. 計器スタンションの質量は上下のサポート鋼材それぞれ均等に加わるものとす

る。 

ｃ. 計器スタンションは基礎ボルトで壁面に固定されており，固定端とする。 

ｄ. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

ｅ. 計器スタンションは，図 3－2に示す側面端固定の１質点系振動モデルとして考

える。 

図 3－2 固有周期の計算モデル 

ｍ／2 

b 

h 

ｈ２

ｈ２ 

I１，I２

ｍ／2 

サポート鋼材断面

（Ａ－Ａ矢視）

Ａ

Ａ
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(2) 水平方向固有周期

水平方向固有周期は次式で求める。

ＴＨ ＝ 2・π・
( m／2 )

 1000
・




 ｈ２  

3

 3 ・ E  ・ I１ 
··················· (3.4.1.1)

ここで，Ｉ１は以下とする。 

Ｉ１ ＝ 
1

 12
・ ｂ3 ・ ｈ   ······································ (3.4.1.2)

(3) 鉛直方向固有周期

鉛直方向固有周期は次式で求める。

ＴＶ ＝ 2・π・
( m／2 )

 1000
・




 ｈ２  

3

 3 ・ E  ・ I２ 
··················· (3.4.1.3)

ここで，Ｉ２は以下とする。 

Ｉ２ ＝
1

 12
・ ｂ ・ ｈ 

3   ······································· (3.4.1.4)

3.4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【流量変換器（FX2B2-1）の耐震性につ

いての計算結果】の機器要目に示す。 

3.4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 3－3 に示す。計算の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛

構造であることを確認した。 

表 3－3 固有周期  （単位：s） 

水平 

鉛直 
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3.5 構造強度評価 

3.5.1 構造強度評価方法 

(1) 計器スタンションの質量は重心に集中しているものとする。

(2) 地震力は計器スタンションに対して，水平方向及び鉛直方向から個別に作用させる。

また，水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，絶対値和を適用

する。 

(3) 計器スタンションは基礎ボルトで壁面に固定されており，固定端とする。

(4) 転倒方向は，左右方向及び前後方向について検討する。

(5) 計器スタンションの重心位置については，転倒方向を考慮して，計算条件が厳しくな

る位置に重心位置を設定して耐震性の計算を行うものとする。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

3.5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

流量変換器の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評価に用

いるものを表 3－4 に示す。 

3.5.2.2 許容応力 

流量変換器の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 3－5 のとお

りとする。 

3.5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

流量変換器の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価に用い

るものを表 3－6 に示す。 
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表 3－4 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 流量変換器 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。）

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 3－5 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ
ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

* * 
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表 3－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

基礎ボルト 
SS400 

(径≦16mm) 
周囲環境温度 50 241 394 ― 



22 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
6
-5
-1
2 
R0

3.5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 3－7 に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

に基づき設定する。 

表 3－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

機器名称 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

流量変換器 

低圧原子炉代替注水

ポンプ格納槽 

EL 8.2 

(EL 14.7＊1) 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

― ― 
ＣＨ＝

2.31＊2 

ＣＶ＝

1.80＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 



23 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
6
-5
-1
2 
R0

3.5.4 計算方法 

3.5.4.1 応力の計算方法 

3.5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じ

る引張力とせん断力について計算する。 

図3－3 計算モデル（左右方向転倒） 

図3－4 計算モデル（前後方向転倒） 

ｍ･(ＣＶ＋1)･g  

ｍ･ＣＨ･g

３

ｂ

ｈ２ 

転倒支点となる
ボルト列

引張を受ける
ボルト列

転倒方向
基礎ボルト

（ケミカルアンカ）

転倒支点

転倒支点となる
ボルト列

引張を受ける
ボルト列

ａ

ｍ･(ＣＶ＋1)･g  

ｍ･ＣＨ･g

転倒支点

転倒方向

ｈ
２
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(1) 引張応力

基礎ボルトに対する引張力は，図3－3及び図3－4でそれぞれのボルトを支点とす

る転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものとして計算する。 

引張力 

計算モデル図3－3の場合の引張力 

Ｆｂ１＝ｍ・g・




ＣＨ・ｈ２

 ｎｆＨ・ａ
 ＋

(１＋ＣＶ)・ｈ２

 ｎｆＶ・ｂ
 ······· (3.5.4.1.1.1)

計算モデル図3－4の場合の引張力 

Ｆｂ２＝ｍ・g・




ＣＨ・３＋(１＋ＣＶ)・ｈ２

 ｎｆＶ・ｂ
········· (3.5.4.1.1.2)

Ｆｂ ＝Max（Ｆｂ１，Ｆｂ２） ·························· (3.5.4.1.1.3) 

引張応力 

σｂ＝
Ｆｂ

Ａｂ
 ········································ (3.5.4.1.1.4)

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａｂ＝
π

4
・ｄ2  ···································· (3.5.4.1.1.5)

ただし，Ｆｂが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行

わない。 

(2) せん断応力

基礎ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。

せん断力

Ｑｂ１＝ ｍ・g・ＣＨ  ······························· (3.5.4.1.1.6) 

Ｑｂ２＝ ｍ・g・（1＋ＣＶ） ·························· (3.5.4.1.1.7) 

Ｑｂ  ＝ (Ｑｂ１)2 ＋(Ｑｂ２)2   ····················· (3.5.4.1.1.8) 

せん断応力 

τｂ ＝ 
Ｑｂ

ｎ・Ａｂ
 ·································· (3.5.4.1.1.9)
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3.5.5 計算条件 

3.5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

基礎ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【流量変換器（FX2B2-1）の

耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。
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3.5.6 応力の評価 

3.5.6.1 基礎ボルトの応力評価 

3.5.4.1.1 項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応

力 ƒｔｓ以下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ·············· (3.5.6.1.1)

せん断応力τｂは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下である

こと。ただし，ƒｓｂは下表による。

基準地震動Ｓｓによる

荷重との組合せの場合

許容引張応力

ƒｔｏ 
 Ｆ 

2
・1.5

許容せん断応力

ƒｓｂ 

 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5

＊
＊
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3.6 機能維持評価 

3.6.1 電気的機能維持評価方法 

流量変換器の電気的機能維持評価について以下に示す。 

なお，機能維持評価用加速度はⅥ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づ

き，基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 

流量変換器の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，同形式

の検出器単体の正弦波加振試験において電気的機能の健全性を確認した評価部位の最大加

速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 3－8 に示す。 

表 3－8 機能確認済加速度   (×9.8m/s2) 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

流量変換器 

（FX2B2-1） 

水平 

鉛直 
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3.7 評価結果 

3.7.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

流量変換器の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値

は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能を

維持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【流量変換器（FX2B2-1）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備

1.1 設計条件

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

流量変換器 

（FX2B2-1）

常設耐震／防止 

常設／緩和 

低圧原子炉代替注水 

ポンプ格納槽 EL 8.2 

(EL 14.7＊1) 

― ― ＣＨ＝2.31＊2 ＣＶ＝1.80＊2 50

1.2 機器要目 

部材 
ｍ 

(kg) 

ｈ２ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 
ｎ 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

基礎ボルト 155 
12 

(M12) 
113.1 4 

241 

(径≦16mm) 

394 

(径≦16mm) 

部材
３＊

(mm)
ａ＊

(mm)

ｂ＊

(mm)
ｎｆＶ

＊ ｎｆＨ
＊ 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
97 150 170 2 2 

― 276 ― 左右方向 
97 150 170 2 2 

Ｅ(MPa) ｂ(mm) ｈ(mm) Ｉ１(mm4) Ｉ２(mm4) 

201000 

1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト ― ― 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は左右方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は前後方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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1.4 結論

1.4.1 固有周期    (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向 

鉛直方向

1.4.2 ボルトの応力    (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張 ― ― σｂ＝5 ƒｔｓ＝165＊

せん断 ― ― τｂ＝2 ƒｓｂ＝127 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]

1.4.3 電気的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

流量変換器 

（FX2B2-1） 

水平方向 1.92 

鉛直方向 1.50 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。
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（前後方向）

３

ｂ

ｈ２

ｍ･g

転倒方向

基礎ボルト

（ケミカルアンカ）

（左右方向）

ｈ
２
 

転倒方向

３

ｂ ｍ･g  

ａ

基礎ボルト

（ケミカルアンカ）
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，低圧原子炉代替注水槽水位が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気

的機能を維持できることを説明するものである。 

低圧原子炉代替注水槽水位は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備

及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び

電気的機能維持評価を示す。 

なお，低圧原子炉代替注水槽水位は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」に記載

の直立形計装ラックであるため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-7 

計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

低圧原子炉代替注水槽水位の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボル

トにより計器取付板に固

定され，計器取付板は，

取付板取付ボルトにより

箱形計器スタンションに

固定される。 

箱形計器スタンション

は，チャンネルベースに

箱形計器スタンション取

付ボルトで固定され，チ

ャンネルベースは，基礎

ボルトで基礎に設置す

る。 

差圧式水位検出器 【低圧原子炉代替注水槽水位】 

 

 

（単位：mm） 

ﾁｬﾝﾈﾙ

ﾍﾞｰｽ

正面 側面 

ﾁｬﾝﾈﾙ

ﾍﾞｰｽ
検出器 

取付板取付ボルト 

（長辺方向） 

計器取付板 

箱形計器 
スタンション

箱形 

計器スタンション 

取付ボルト 

ﾁｬﾝﾈﾙﾍﾞｰｽ

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ）

ﾁｬﾝﾈﾙﾍﾞｰｽ

チャンネルベース

ﾁｬﾝﾈﾙﾍﾞｰｽ

床 
（短辺方向） 

計器取付ボルト 
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3. 固有周期

3.1 固有周期の確認 

低圧原子炉代替注水槽水位が設置される箱形スタンションの固有周期は，プラスチックハン

マ等により，当該設備に振動を与え自由減衰振動を振動解析装置により記録解析し，確認する。

試験の結果，剛構造であることを確認した。固有周期の確認結果を表 3－1に示す。 

表 3－1 固有周期 （単位：s） 

低圧原子炉代替注水槽水位 

（LX2B2-1） 

水平 

鉛直 
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4. 構造強度評価

4.1 構造強度評価方法 

低圧原子炉代替注水槽水位の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方

法 添付資料-7 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方

法に基づき行う。 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

低圧原子炉代替注水槽水位の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備

の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

4.2.2 許容応力 

低圧原子炉代替注水槽水位の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表

4－2のとおりとする。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

低圧原子炉代替注水槽水位の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の

評価に用いるものを表 4－3に示す。 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【低圧原子炉代替注水槽水位（LX2B2-1）の耐震

性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 低圧原子炉代替注水槽水位 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。）

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 
ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

* * 
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表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

（径≦16mm） 
周囲環境温度 50 241 394 ― 

取付ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 50 231 394 ― 
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5. 機能維持評価

5.1 電気的機能維持評価方法 

低圧原子炉代替注水槽水位の電気的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作

成の方法 添付資料-7 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価

方法に基づき行う。 

箱形計器スタンションに設置される検出器の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基

本方針」に基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確

認した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1に示す。 

表 5－1 機能確認済加速度 (×9.8m/s2) 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

低圧原子炉代替注水槽水位 

（LX2B2-1） 

水平 

鉛直 
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6. 評価結果

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

低圧原子炉代替注水槽水位の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的

機能を維持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【低圧原子炉代替注水槽水位（LX2B2-1）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備

1.1 設計条件

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 
(℃) 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

低圧原子炉代替注水槽水位 

（LX2B2-1）

常設耐震／防止 

常設／緩和 

低圧原子炉代替注水 

ポンプ格納槽 

EL 0.7＊１ 

― ― ＣＨ＝1.52＊2 ＣＶ＝2.67＊2 50 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ 
Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

360 
12 

（M12） 
113.1 4 

241 

（径≦16mm） 

394 

（径≦16mm） 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

285 
10 

（M10） 
78.54 6 

231 

（16＜径≦40mm） 

394 

（16＜径≦40mm） 

部材 
１ｉ＊

(mm)

２ｉ＊

(mm)
ｎｆｉ＊ 

Ｆｉ 
(MPa) 

Ｆｉ 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

100 130 2 

― 276 ― 短辺方向 

250 310 2 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

110 140 2 

― 276 ― 短辺方向 

195 255 3 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

*
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力   （単位：N） 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
― ― 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
― ― 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力   （単位：MPa） 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
SS400 

引張 ― ― σｂ１＝10 ƒｔｓ１＝165＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝3 ƒｓｂ１＝127 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張 ― ― σｂ２＝11 ƒｔｓ２＝207＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝159 

すべて許容応力以下である。   注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2) 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

低圧原子炉代替注水槽水位
（LX2B2-1） 

水平方向 2.13 

鉛直方向 2.67 
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21


11

ｈ
1 

ｍ１･g  

（
11
≦

21
) 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ）

正面 

（長辺方向） 

チャンネルベース

Ａ Ａ 


21


11

（
11
≦

21
)

側面 

（短辺方向） 

転倒方向 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ）

Ａ～Ａ矢視図 


22


12

取付ボルト 

ｈ
2 

ｍ2･g  

（
12
≦

22
)

Ｂ 


22


12

（
12
≦

22
)

Ｂ～Ｂ矢視図 

正面 

（長辺方向） 

チャンネルベース

側面 

（短辺方向） 

転倒方向 

Ｂ 

取付ボルト 
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1. スクラム排出水容器水位の耐震性についての計算書（LX293-2A）

1.1 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設

計方針に基づき，スクラム排出水容器水位が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電

気的機能を維持できることを説明するものである。 

スクラム排出水容器水位は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。以

下，設計基準対象施設としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

なお，スクラム排出水容器水位は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」に記載

の直立形計器スタンションであるため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付

資料-8 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施す

る。 

1.2 一般事項 

1.2.1 構造計画 

スクラム排出水容器水位の構造計画を表 1－1に示す。
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表 1－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボル

トにより計器取付板に固

定され，計器取付板は，

取付板取付ボルトにより

計器スタンションに固定

される。 

計器スタンションは，基

礎ボルトで床に設置す

る。 

スクラム排出水容器

水位検出器 

【スクラム排出水容器水位】 

（単位：mm） 

（側面方向）

平面

側面

計器

スタンション

検出器

取付板取付ボルト

計器取付板

計器取付ボルト

基礎ボルト

（ケミカルアンカ）

正面

（正面方向）
床
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1.3 固有周期 

1.3.1 固有周期の確認 

スクラム排出水容器水位の固有周期は，プラスチックハンマ等により，当該設備に振動

を与え自由減衰振動を振動解析装置により記録解析し，確認する。試験の結果，剛構造で

あることを確認した。固有周期の確認結果を表 1－2 に示す。 

表 1－2 固有周期 （単位：s） 

スクラム排出水容器水位

（LX293-2A） 

水平 

鉛直 
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1.4 構造強度評価 

1.4.1 構造強度評価方法 

スクラム排出水容器水位の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の

方法 添付資料-8 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載

の耐震計算方法に基づき行う。 

1.4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

1.4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

スクラム排出水容器水位の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設

の評価に用いるものを表 1－3 に示す。 

1.4.2.2 許容応力 

スクラム排出水容器水位の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき

表 1－4 のとおりとする。 

1.4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

スクラム排出水容器水位の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表 1－5 に示す。 

1.4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【スクラム排出水容器水位（LX293-2A）の耐

震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 1－3 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

原子炉非常

停止信号 
スクラム排出水容器水位高 Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 1－4 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊＊
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表 1－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

基礎ボルト 
SS41＊ 

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 50 211 394 ― 

注記＊：SS400 相当 
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1.5 機能維持評価 

1.5.1 電気的機能維持評価方法 

スクラム排出水容器水位の電気的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書

作成の方法 添付資料-8 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方針」

に記載の評価方法に基づき行う。 

計器スタンションに設置される検出器の水平方向の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機

能維持の基本方針」に基づき，同形式の検出器単体のサインビート波加振試験において電

気的機能の健全性を確認した評価部位の最大加速度を適用する。計器スタンションに設置

される検出器の鉛直方向の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づ

き，当該検出器と類似の検出器単体の正弦波加振試験において電気的機能の健全性を確認

した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 1－6 に示す。 

表 1－6 機能確認済加速度 (×9.8m/s2) 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

スクラム排出水容器水位

（LX293-2A） 

水平 

鉛直 
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1.6 評価結果 

1.6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

スクラム排出水容器水位の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能

を維持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【スクラム排出水容器水位（LX293-2A）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

スクラム排出水容器水位

（LX293-2A） 
Ｓ 

原子炉建物 

EL 23.800＊1 
ＣＨ＝1.19＊2 ＣＶ＝1.10＊2 ＣＨ＝1.73＊3 ＣＶ＝2.07＊3 50

1.2 機器要目 

部材 
ｍ 

(kg) 

ｈ１ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 
ｎ 

Ｓｙ 

(MPa)

Ｓｕ 

(MPa)

基礎ボルト 898 
12 

(M12) 
113.1 4 

211 

（40mm＜径≦100mm） 

394 

（40mm＜径≦100mm） 

部材 
１＊

(mm) 

２＊

(mm) 
ｎｆ

＊ 
Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

50 150 2 

211 253 側面方向 側面方向 

31 169 2 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は正面方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は側面方向転倒に対する評価時の要目を示す。

1.3 計算数値

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）

＊
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1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS41 
引張 σｂ＝13 ƒｔｓ＝126＊ σｂ＝21 ƒｔｓ＝152＊

せん断 τｂ＝2 ƒｓｂ＝97 τｂ＝2 ƒｓｂ＝117

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]

1.4.2 電気的機能維持の評価結果   (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

スクラム排出水容器水位

（LX293-2A） 

水平方向 1.44 

鉛直方向 1.73 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 

ｍ･g

（側面方向）（正面方向）

（1≦2）

12

基礎ボルト

（ケミカルアンカ） ｈ
1

（1≦2）

21

基礎ボルト

（ケミカルアンカ）

転倒方向
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2. スクラム排出水容器水位の耐震性についての計算書（LX293-2B）

2.1 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設

計方針に基づき，スクラム排出水容器水位が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電

気的機能を維持できることを説明するものである。 

スクラム排出水容器水位は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。以

下，設計基準対象施設としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

2.2 一般事項 

2.2.1 構造計画 

スクラム排出水容器水位の構造計画を表 2－1に示す。
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボル

トにより計器取付板に固

定され，計器取付板は，

取付板取付ボルトにより

計器スタンションに固定

される。 

計器スタンションは，床

に基礎ボルトと埋込金物

に溶接で設置する。 

スクラム排出水容器

水位検出器 

スクラム排出水容器水位（LX293-2B）

（単位：㎜） 

正面

平面

溶接 
埋込金物 

基礎ボルト

(ケミカルアンカ) 

（正面方向）

床

取付板取付ボルト
計器

スタンション

（側面方向）

側面

検出器

計器取付板

計器取付ボルト
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2.2.2 評価方針 

スクラム排出水容器水位の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した

荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2.1 構造計画」にて示すスクラム排

出水容器水位の部位を踏まえ「2.3 評価部位」にて設定する箇所において，「2.4 固有周

期」で測定した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，

「2.5 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，スクラム排出水

容器水位の機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した電気的機能維

持の方針に基づき，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下であることを，「2.6 機

能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「2.7 評価結果」に

示す。 

スクラム排出水容器水位の耐震評価フローを図 2－1 に示す。

図 2－1 スクラム排出水容器水位の耐震評価フロー 

計器の電気的機能維持評価 

機能維持評価用加速度 

支持構造物の構造強度評価 

地震時における応力 

固有周期 

設計用地震力 
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2.2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-

1984（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）
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2.2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

a 溶接部の有効のど厚 mm

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm2

Ａｗ 溶接部の有効断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ―

ｄ 基礎ボルトの呼び径 mm

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 MPa

Ｆ * 設計・建設規格 SSB-3121.3，SSB-3133 に定める値 MPa

Ｆｂ 基礎ボルトに作用する引張力（1 本当たり） N 

Ｆｂ1 基礎ボルトに作用する引張力（1 本当たり）（正面方向転倒） N 

Ｆｂ2 基礎ボルトに作用する引張力（1 本当たり）（側面方向転倒） N 

Ｆｗ 溶接部に作用する引張力，圧縮力 N 

Ｆｗ1 溶接部に作用する引張力（正面方向転倒） N 

Ｆｗ2 溶接部に作用する圧縮力（正面方向転倒） N 

ƒｓｍ せん断力のみを受ける溶接部の許容せん断応力 MPa 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 

（許容組合せ応力）
MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2

ｈ1 据付面又は取付面から重心までの距離 mm

′ 溶接長さ mm 

1 重心とボルト，溶接間の水平方向距離＊ mm 

2 重心とボルトの水平方向距離＊ mm

ｍ 計器スタンションの質量 kg

ｎｂ 基礎ボルトの本数 ―

ｎｆ 評価上引張力を受けるとして期待する基礎ボルト，溶接数 ―

Ｑｂ 基礎ボルトに作用するせん断力 N 

Ｑｗ 溶接部に作用するせん断力 N

ｓ 溶接脚長 mm
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記号 記号の説明 単位 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

π 円周率 ― 

σ 溶接部に生じる組合せ応力 MPa 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa

σｗ 溶接部に生じる引張応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa

τｗ 溶接部に生じるせん断応力 MPa 

注記＊：１≦２
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2.2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－2に示すとおりである。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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2.3 評価部位 

スクラム排出水容器水位の耐震評価は，「2.5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，

耐震評価上厳しくなる基礎ボルト及び溶接部について実施する。 

スクラム排出水容器水位の耐震評価部位については，表 2－1 の概略構造図に示す。

2.4 固有周期 

2.4.1 基本方針 

スクラム排出水容器水位の固有周期は，構造が同等な計器スタンションに対する振動試

験（自由振動試験）の結果算定された固有周期を使用する。 

2.4.2 固有周期の確認方法 

プラスチックハンマ等により，当該設備に振動を与え自由減衰振動を振動解析装置によ

り記録解析し，固有周期を確認する。スクラム排出水容器水位の外形図を表 2－1 の概略構

造図に示す。 

2.4.3 固有周期の確認結果 

固有周期の確認結果を表 2－3 に示す。試験の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛

構造であることを確認した。 

表 2－3 固有周期   （単位：s） 

水平 0.05 以下 

鉛直 0.05 以下 
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2.5 構造強度評価 

2.5.1 構造強度評価方法 

(1) 計器スタンションの質量は重心に集中しているものとする。

(2) 地震力は計器スタンションに対して，水平方向及び鉛直方向から作用するものとす

る。 

(3) 計器スタンションは基礎ボルト及び溶接により床面に固定されており，固定端とす

る。 

(4) 転倒方向は，計算モデルにおける水平方向及び鉛直方向について検討し，計算書には

結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

(5) 計器スタンションの重心位置については，転倒方向を考慮して，計算条件が厳しくな

る位置に重心位置を設定して耐震性の計算を行うものとする。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

2.5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

2.5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

スクラム排出水容器水位の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設

の評価に用いるものを表 2－4 に示す。 

2.5.2.2 許容応力 

スクラム排出水容器水位の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づ

き表 2－5 のとおりとする。 

2.5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

スクラム排出水容器水位の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表 2－6 に示す。 
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表 2－4 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

原子炉非常

停止信号 
スクラム排出水容器水位高 Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 2－5 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 引張 せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｃ 1.5・ｆｂ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｃ 1.5・ｆｂ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

* * 

* * * * 
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表 2－6 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

基礎ボルト 
SS41＊ 

（40mm＜径≦100mm） 周囲環境温度 50 211 394 ― 

溶接部 
SS41＊ 

（径≦16mm） 
周囲環境温度 50 241 394 ― 

注記＊：SS400 相当 
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2.5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 2－7 に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は， 

Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

表 2－7 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

原子炉建物 

EL 23.800＊1 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

0.05 以下 0.05 以下 ＣＨ＝1.19＊2 ＣＶ＝1.10＊2 ＣＨ＝1.73＊3 ＣＶ＝2.07＊3 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 



25 

S
2 

補
 
Ⅵ
-
2-
6
-5

-4
7 

R0
 

2.5.4 計算方法 

2.5.4.1 応力の計算方法 

2.5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じ

る引張力とせん断力について計算する。 

図2－2 計算モデル（基礎ボルト）（正面方向転倒） 

図2－3 計算モデル（基礎ボルト）（側面方向転倒） 

転倒方向

引張を受ける
ボルト列

（１≦２）

ｍ･(ＣＶ－１)･g 

転倒支点

転倒支点となる
ボルト列

ｍ･ＣＨ･g

２ １ 
２ １ 

ｈ
１
 

基礎ボルト

引張を受ける
ボルト列

転倒支点

１ 

転倒支点となる
溶接部

２ 
１ ２ 

ｈ
１
 

転倒方向

溶接部 
（１≦２）

ｍ･ＣＨ･g 

ｍ･(１-ＣＶ)･g 
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(1) 引張応力

基礎ボルトに対する引張力は，図2－2及び図2－3で基礎ボルト及び溶接部

を支点とする転倒を考え，これを片側の基礎ボルトで受けるものとして計算

する。 

引張力 

正面方向転倒の場合の引張力 

 Ｆｂ１＝ 
ｍ・g・ＣＨ・ｈ１ －ｍ・g ・(１－ＣＶ)・１ 

ｎf・(１＋２)
···· (2.5.4.1.1.1)

側面方向転倒の場合の引張力 

 Ｆｂ２＝ 
ｍ・g・ＣＨ・ｈ１ －ｍ・g ・(１－ＣＶ)・２ 

ｎf・(１＋２)
···· (2.5.4.1.1.2)

 Ｆｂ  ＝ Max（Ｆｂ１，Ｆｂ２） ···························· (2.5.4.1.1.3) 

引張応力 

σｂ ＝ 
Ｆｂ

Ａｂ
·········································· (2.5.4.1.1.4)

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

 Ａｂ ＝ 
π

4
・ｄ2  ······································· (2.5.4.1.1.5)

(2) せん断応力

基礎ボルトに対するせん断力は，基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。

せん断力 

 Ｑｂ ＝ ｍ・g・ＣＨ  ··································· (2.5.4.1.1.6) 

せん断応力 

τｂ＝
Ｑｂ

ｎｂ・Ａｂ
······································ (2.5.4.1.1.7)
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2.5.4.1.2 溶接部の計算方法 

溶接部の応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引

張力（圧縮力）とせん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2－4 計算モデル（溶接部）（正面方向転倒）（引張力） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2－5 計算モデル（溶接部）（正面方向転倒）（圧縮力） 

  

 

引張を受ける 

ボルト列 

転倒支点 
１ 

転倒支点となる 

溶接部 

２ 

１ ２ 

ｈ
１
 

転倒方向 

溶接部 

 

（１≦２） 

ｍ･ＣＨ･g 

ｍ･(１＋ＣＶ)･g 

 

転倒支点となる 

ボルト列 

ｍ･ＣＨ･g 

転倒支点 
１ 

引張を受ける 

溶接部 

２ 

１ ２ 

ｍ･(ＣＶ  －１)･g 

ｈ
１
 

転倒方向 

溶接部 

 

（１≦２） 
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(1) 引張応力（圧縮応力）

溶接部に対する引張力（圧縮力）は，図2－4及び図2－5で基礎ボルト及び

溶接部を支点とする転倒を考え，これを片側の溶接部で受けるものとして計

算する。 

引張力（圧縮力） 

正面方向転倒の場合の引張力 

Ｆｗ１ ＝ 
ｍ・g・ＣＨ・ｈ１ －ｍ・g ・(１－ＣＶ)・２ 

(１＋２)
 ···· (2.5.4.1.2.1)

正面方向転倒の場合の圧縮力 

Ｆｗ２ ＝ 
ｍ・ＣＨ・ｈ１・g 

(１＋２)
 ＋ｍ・（１＋ＣＶ）・g  ········ (2.5.4.1.2.2) 

Ｆｗ  ＝ Max（Ｆｗ１，Ｆｗ２） ···························· (2.5.4.1.2.3) 

引張応力（圧縮応力） 

σｗ ＝ 
Ｆｗ

Ａｗ
········································ (2.5.4.1.2.4)

ここで，溶接部の有効断面積Ａｗは次式により求める。 

Ａｗ ＝ ａ・′  ······································ (2.5.4.1.2.5) 

ただし，溶接部の有効のど厚ａは次式により求める。 

ａ ＝ 0.7・ｓ ········································ (2.5.4.1.2.6) 
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(2) せん断応力

溶接部に対するせん断力は，溶接部全数で受けるものとして計算する。

せん断力

 Ｑｗ ＝ ｍ・g・ＣＨ  ··································· (2.5.4.1.2.7) 

せん断応力 

τｗ ＝ 
 Ｑｗ

 Ａｗ
······································ (2.5.4.1.2.8)

(3) 組合せ応力

溶接に対する組合せ応力は，各応力を足し合わせたものとして計算する。

σ ＝  (σｗ)2 + (τｗ)2   ·························· (2.5.4.1.2.9) 
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2.5.5 計算条件 

2.5.5.1 基礎ボルト及び溶接部の応力計算条件 

基礎ボルト及び溶接部の応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【スクラム排出

水容器水位（LX293-2B）の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示

す。
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2.5.6 応力の評価 

2.5.6.1 基礎ボルトの応力評価 

2.5.4.1.1 項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応力

ƒｔｓ以下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ················· (2.5.6.1.1)

せん断応力τｂは，せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下で

あること。ただし，ƒｓｂは下表による。

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 
 Ｆ 

2
・1.5

 Ｆ 

2
・1.5

許容せん断応力 

ƒｓｂ 
 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5

 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5

＊
＊
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2.5.6.2 溶接部の応力評価 

2.5.4.1.2 項で求めた溶接部にかかる応力は，許容応力 ƒｓｍ以下であるこ

と。ただし，ƒｓｍは下表による。

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容せん断応力 

ƒｓｍ 
 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5

 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5

＊
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2.6 機能維持評価 

2.6.1 電気的機能維持評価方法 

スクラム排出水容器水位の電気的機能維持評価について以下に示す。

なお，機能維持評価用加速度はⅥ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づ

き，基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 

計器スタンションに設置される検出器の水平方向の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機

能維持の基本方針」に基づき，同形式の検出器単体のサインビート波加振試験において電

気的機能の健全性を確認した評価部位の最大加速度を適用する。計器スタンションに設置

される検出器の鉛直方向の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づ

き，当該検出器と類似の検出器単体の正弦波加振試験において電気的機能の健全性を確認

した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 2－8 に示す。 

表 2－8 機能確認済加速度  (×9.8m/s2) 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

スクラム排出水容器水位

（LX293-2B） 

水平 

鉛直 
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2.7 評価結果 

2.7.1 設計基準対象施設としての評価結果 

スクラム排出水容器水位の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能

を維持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【スクラム排出水容器水位（LX293-2B）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

スクラム排出水容器水位

（LX293-2B） 
Ｓ 

原子炉建物 

EL 23.800＊1 
0.05 以下 0.05 以下 ＣＨ＝1.19＊2 ＣＶ＝1.10＊2 ＣＨ＝1.73＊3 ＣＶ＝2.07＊3 50

1.2 機器要目 

部材 
ｍ 

(kg) 

ｈ1 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

ｓ 

(mm) 

ａ 

(mm)

′
(mm)

Ａｂ 

(mm2) 

Ａｗ

(mm2) 
ｎｂ 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

基礎ボルト 898 
12 

(M12) 
― ― ― 113.1 ― 2 

211 

（40mm＜径≦100mm） 

394 

（40mm＜径≦100mm） 

溶接部 898 ― 6.3 4.4 210 ― 926.1 ― 
241 

（径≦16mm） 

394 

（径≦16mm） 

部材
１＊

(mm)

２＊

(mm)
ｎｆ

＊ 
Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

75 150 2 

211 253 側面方向 側面方向 

31 169 1 

溶接部 75 150 1 241 276 正面方向 正面方向 

注記＊：基礎ボルトの機器要目における上段は正面方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は側面方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

溶接部の機器要目は正面方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 基礎ボルトに作用する力 (単位：N)

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

1.3.2 溶接部に作用する力 (単位：N)

部材 

Ｆｗ Ｑｗ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

溶接部 

1.4 結論

1.4.1 基礎ボルト及び溶接部の応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS41 
引張 σｂ＝26 ƒｔｓ＝126＊ σｂ＝41 ƒｔｓ＝152＊

せん断 τｂ＝3 ƒｓｂ＝97 τｂ＝4 ƒｓｂ＝117 

溶接部 SS41 

引張 σｗ＝4 

ƒｓｍ＝139

σｗ＝6 

ƒｓｍ＝159 せん断 τｗ＝1 τｗ＝1 

組合せ σ＝4 σ＝6 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]
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1.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

スクラム排出水容器水位

（LX293-2B） 

水平方向 1.44 

鉛直方向 1.73 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。



（１≦２）

２ １ 

転倒方向

ｍ･(ＣＶ－1)･g 

２ １ 

ｈ
１
 基礎ボルト

（ケミカルアンカ）

側面方向

１ ２ 

（１≦２）
１ ２ 

ｍ･(ＣＶ  －1)･g 

ｈ
１
 

転倒方向

１ ２ 

（１≦２）
正面方向

１ ２ 

ｈ
１
 

転倒方向

溶接部

ｍ･(1＋ＣＶ)･g 

溶接部

正面方向
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3. スクラム排出水容器水位の耐震性についての計算書（LX293-2C，D）

3.1 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設

計方針に基づき，スクラム排出水容器水位が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電

気的機能を維持できることを説明するものである。 

スクラム排出水容器水位は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。以

下，設計基準対象施設としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

3.2 一般事項 

3.2.1 構造計画 

スクラム排出水容器水位の構造計画を表 3－1に示す。
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表 3－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボル

トにより計器取付板に固

定され，計器取付板は，

取付板取付ボルトにより

計器スタンションに固定

される。 

計器スタンションは，溶

接にて床に埋め込まれた

埋込金物に設置する。 

スクラム排出水容器

水位検出器 

スクラム排出水容器水位

（LX293-2C） 

スクラム排出水容器水位

（LX293-2D） 

たて 

横 

高さ 

（単位：㎜） 

平面

正面

（正面方向）床

高
さ

横

溶接 

埋込金物 

計器

スタンション

側面

検出器
たて 計器取付ボルト

計器取付板

取付板取付ボルト

（側面方向）
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3.2.2 評価方針 

スクラム排出水容器水位の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した

荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3.2.1 構造計画」にて示すスクラム排

出水容器水位の部位を踏まえ「3.3 評価部位」にて設定する箇所において，「3.4 固有周

期」で測定した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，

「3.5 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，スクラム排出水

容器水位の機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した電気的機能維

持の方針に基づき，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下であることを，「3.6 機

能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「3.7 評価結果」に

示す。 

スクラム排出水容器水位の耐震評価フローを図 3－1 に示す。

図 3－1 スクラム排出水容器水位の耐震評価フロー 

計器の電気的機能維持評価 

機能維持評価用加速度 

支持構造物の構造強度評価 

地震時における応力 

固有周期 

設計用地震力 



41 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
6
-5
-4
7 
R0

3.2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-

1984（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気

協会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下

「設計・建設規格」という。）
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3.2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

a 溶接部の有効のど厚 mm 

Ａｗ 溶接部の有効断面積 mm2 

Ａｗｘ 溶接部のＦｘに対する有効断面積 mm2 

Ａｗｚ 溶接部のＦｚに対する有効断面積 mm2 

ｂ１，ｂ２ 溶接の有効長さ（Ｚ方向） mm 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 MPa 

Ｆ *  設計・建設規格 SSB-3121.3，SSB-3133.3に定める値 MPa 

Ｆｘ 溶接部に作用する力（Ｘ方向） N 

Ｆｙ 溶接部に作用する力（Ｙ方向）（引張力，圧縮力） N 

Ｆｙ１ 溶接部に作用する力（Ｙ方向）（引張力）（鉛直方向転倒） N 

Ｆｙ２ 溶接部に作用する力（Ｙ方向）（圧縮力）（鉛直方向転倒） N 

Ｆｚ 溶接部に作用する力（Ｚ方向） N 

ƒｓｍ せん断力のみを受ける溶接部の許容せん断応力 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈ１，ｈ２ 溶接の有効長さ（Ｘ方向） mm 

 据付面から重心までの距離 mm 

ｍ 計器スタンションの質量 kg 

ｓ 溶接脚長 mm 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

Ｚｐ 溶接全断面におけるねじり断面係数 mm3 

Ｚｘ 溶接全断面におけるＸ軸方向の断面係数 mm3 

Ｚｚ 溶接全断面におけるＺ軸方向の断面係数 mm3 

π 円周率 ― 

σｂ 溶接部に生じる曲げ応力 MPa 

σｔ 溶接部に生じる引張応力（圧縮応力） MPa 

σｗ 溶接部に生じる組合せ応力 MPa 

τ 溶接部に生じるせん断応力 MPa 
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3.2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 3－2に示すとおりである。 

表 3－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降

伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値

とする。 
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3.3 評価部位 

スクラム排出水容器水位の耐震評価は，「3.5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，

耐震評価上厳しくなる溶接部について実施する。 

スクラム排出水容器水位の耐震評価部位については，表 3－1 の概略構造図に示す。

3.4 固有周期 

3.4.1 基本方針 

スクラム排出水容器水位の固有周期は，構造が同等な計器スタンションに対する振動試

験（自由振動試験）の結果算定された固有周期を使用する。 

3.4.2 固有周期の確認方法 

プラスチックハンマ等により，当該設備に振動を与え自由減衰振動を振動解析装置によ

り記録解析し，固有周期を確認する。スクラム排出水容器水位の外形図を表 3－1 の概略構

造図に示す。 

3.4.3 固有周期の確認結果 

固有周期の確認結果を表 3－3 に示す。試験の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛

構造であることを確認した。 

表 3－3 固有周期         （単位：s） 

水平 0.05 以下 

鉛直 0.05 以下 



45 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
6
-5
-4
7 
R0

3.5 構造強度評価 

3.5.1 構造強度評価方法 

(1) 計器スタンションの質量は重心に集中しているものとする。

(2) 地震力は計器スタンションに対して，水平方向及び鉛直方向から作用するものとす

る。 

(3) 計器スタンションは溶接により埋込金物に固定されており，固定端とする。

(4) 転倒方向は，計算モデルにおける正面方向及び側面方向について検討し，計算書には

結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

(5) 計器スタンションの重心位置については，転倒方向を考慮して，計算条件が厳しくな

る位置に重心位置を設定して耐震性の計算を行うものとする。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

3.5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

スクラム排出水容器水位の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設

の評価に用いるものを表 3－4 に示す。 

3.5.2.2 許容応力 

スクラム排出水容器水位の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づ

き表 3－5 のとおりとする。 

3.5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

スクラム排出水容器水位の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表 3－6 に示す。 
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表 3－4 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

原子炉非常

停止信号 
スクラム排出水容器水位高 Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 3－5 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2，＊3

（溶接部） 

一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｃ 1.5・ｆｂ

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｃ 1.5・ｆｂ

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊3：すみ肉溶接部の許容応力は母材の許容せん断応力とする。 

* * 

* * 
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表 3－6 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

溶接部 
SS41＊ 

（径≦16mm） 
周囲環境温度 50 241 394 ― 

注記＊：SS400 相当 
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3.5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 3－7 に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は， 

Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。

表 3－7 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

原子炉建物 

EL 23.800＊1 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

0.05 以下 0.05 以下 ＣＨ＝1.19＊2 ＣＶ＝1.10＊2 ＣＨ＝1.73＊3 ＣＶ＝2.07＊3 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 
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3.5.4 計算方法 

3.5.4.1 応力の計算方法 

3.5.4.1.1 溶接部の計算方法 

溶接部の応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引

張（圧縮）力と曲げ応力とせん断力と組合せ応力について計算する。 

図 3－2 計算モデル（溶接部） 

ｈ１ 

X 

ｂ
１

 

ｂ
２Z 

ｈ２ 

：力を受けると仮定する溶接部 

：力を受けると仮定しない溶接部 （正面方向）

X 

Y Y 

Z 

（側面方向）

溶接部 

Ｆｙ

Y 

X Z 

Ｆｘ 
Ｆｚ
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(1) 引張応力（圧縮応力）

溶接部に対する引張応力（圧縮応力）は，全溶接断面積で受けるものとして計算する。

鉛直方向反力（引張力） 

 Ｆｙ１ ＝ ｍ・（ＣＶ－１）・g  ································· (3.5.4.1.1.1) 

鉛直方向反力（圧縮力） 

 Ｆｙ２ ＝ ｍ・（１＋ＣＶ）・g ·································· (3.5.4.1.1.2)

引張力（圧縮力） 

 Ｆｙ ＝ Max（Ｆｙ１，Ｆｙ２） ·································· (3.5.4.1.1.3) 

引張応力（圧縮応力） 

 σｔ ＝ 
Ｆｙ

Ａｗ
 ··············································· (3.5.4.1.1.4)

ここで，引張力（圧縮力）を受ける溶接部の有効断面積Ａｗは，次式により求める。 

 Ａｗ  ＝ ａ ・ （ｈ１＋ｈ２＋ｂ１＋ｂ２） ······················· (3.5.4.1.1.5) 

ただし，ｈ１，ｈ２，ｂ１，ｂ２ は各溶接部における溶接長さを示し，溶接部の有効のど厚ａは

次式により求める。 

ａ ＝ 0.7・ｓ  ············································· (3.5.4.1.1.6) 
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(2) せん断応力

溶接部に対するせん断応力は，各方向の有効せん断面積で受けるものとして計算する。

せん断力 

 Ｆｘ ＝ ｍ・ＣＨ ・g  ········································ (3.5.4.1.1.7) 

 Ｆｚ ＝ ｍ・ＣＨ ・g  ········································ (3.5.4.1.1.8) 

せん断応力 

 τ ＝ Max 






 
 Ｆｘ

 Ａｗｘ
，

Ｆｚ

Ａｗｚ
····························· (3.5.4.1.1.9)

ここで，Ａｗｘ，Ａｗｚはせん断力を受ける各方向の有効断面積，Ｚｐは溶接断面におけるねじ

り断面係数を示す。 

Ａｗｘ，Ａｗｚは，次式により求める。 

 Ａｗｘ ＝ ａ・(ｈ１＋ｈ２)  ·································· (3.5.4.1.1.10) 

 Ａｗｚ ＝ ａ・(ｂ１＋ｂ２)  ·································· (3.5.4.1.1.11) 

(3) 曲げ応力

溶接部に対する曲げモーメントは，図 3－2 でＸ軸方向，Ｚ軸方向に対する曲げモーメントを

最も外側の溶接部で受けるものとして計算する。 

水平方向反力 

 Ｆｘ ＝ Ｆｚ ＝  ｍ・ＣＨ・g  ······························· (3.5.4.1.1.12) 

曲げ応力 

σｂ ＝ Max 




 

Ｆｘ・
Ｚｘ

 ，
Ｆｚ・
Ｚｚ

 ··························· (3.5.4.1.1.13)

Ｚｘ，Ｚｚは溶接断面のＸ軸及びＺ軸に関する断面係数を示す。 

(4) 組合せ応力

溶接に対する組合せ応力は，各応力を足し合わせたものとして計算する。

組合せ応力 

σｗ ＝ ( )σｔ + σｂ
2 + τ 

2  ····························· (3.5.4.1.1.14) 
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3.5.5 計算条件 

3.5.5.1 溶接部の応力計算条件 

溶接部の応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【スクラム排出水容器水位

（LX293-2C）の耐震性についての計算結果】，【スクラム排出水容器水位（LX293-2D）

の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。

3.5.6 応力の評価 

3.5.6.1 溶接部の応力評価 

3.5.4.1.1 項で求めた溶接部に発生する応力は，許容せん断応力 ƒｓｍ以下であ

ること。 

ただし，ƒｓｍは下表による。

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容せん断応力 

ƒｓｍ 
 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5

 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5

＊
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3.6 機能維持評価 

3.6.1 電気的機能維持評価方法 

スクラム排出水容器水位の電気的機能維持評価について以下に示す。

なお，機能維持評価用加速度はⅥ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づ

き，基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 

計器スタンションに設置される検出器の水平方向の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機

能維持の基本方針」に基づき，同形式の検出器単体のサインビート波加振試験において電

気的機能の健全性を確認した評価部位の最大加速度を適用する。計器スタンションに設置

される検出器の鉛直方向の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づ

き，当該検出器と類似の検出器単体の正弦波加振試験において電気的機能の健全性を確認

した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 3－8 に示す。 

表 3－8 機能確認済加速度 (×9.8m/s2) 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

スクラム排出水容器水位

（LX293-2C） 

水平 

鉛直 

スクラム排出水容器水位

（LX293-2D） 

水平 

鉛直 



55 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
6
-5
-4
7 
R0

3.7 評価結果 

3.7.1 設計基準対象施設としての評価結果 

スクラム排出水容器水位の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能

を維持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【スクラム排出水容器水位（LX293-2C）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

スクラム排出水容器水位

（LX293-2C） 
Ｓ 

原子炉建物 

EL 23.800＊1 
0.05 以下 0.05 以下 ＣＨ＝1.19＊2 ＣＶ＝1.10＊2 ＣＨ＝1.73＊3 ＣＶ＝2.07＊3 50

1.2 機器要目 

部材 
ｍ 

(kg) 

ｈ１ 

(mm) 

ｈ２ 

(mm) 

ｂ１ 

(mm) 

ｂ２ 

(mm) 

ｓ 

(mm) 

ａ 

(mm)

  
(mm)

Ａｗ 

(mm2) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

溶接部 250 250 250 250 6.3 4.4 898 4.410×103 
241 

（径≦16mm） 

394 

（径≦16mm） 

部材
Ｚｘ 

(mm3)

Ｚｚ

(mm3)

Ａｗｘ 

(mm2) 

Ａｗｚ 

(mm2) 

Ｆ 

(MPa) 
Ｆ *

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

溶接部 241 276 
正面方向， 

側面方向 

正面方向， 

側面方向 

1.3 計算数値 

1.3.1 溶接部に作用する力    (単位：N)

部材 

Ｆｙ Ｆｘ Ｆｚ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

溶接部 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 
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1.4 結論

1.4.1 溶接部の応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

溶接部 SS41 

引張 σｔ＝1 ƒｓｍ＝139 σｔ＝1 ƒｓｍ＝159 

曲げ σｂ＝2 ƒｓｍ＝139 σｂ＝3 ƒｓｍ＝159 

せん断 τ＝1 ƒｓｍ＝139 τ＝1 ƒｓｍ＝159 

組合せ σｗ＝2 ƒｓｍ＝139 σｗ＝3 ƒｓｍ＝159 

すべて許容応力以下である。 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

スクラム排出水容器水位

（LX293-2C） 

水平方向 1.44 

鉛直方向 1.73 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 

（正面方向）

X 

Y Y 

Z 

（側面方向）

ℓ
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【スクラム排出水容器水位（LX293-2D）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

スクラム排出水容器水位

（LX293-2D） 
Ｓ 

原子炉建物 

EL 23.800＊1 
0.05 以下 0.05 以下 ＣＨ＝1.19＊2 ＣＶ＝1.10＊2 ＣＨ＝1.73＊3 ＣＶ＝2.07＊3 50

1.2 機器要目 

部材 
ｍ 

(kg) 

ｈ１ 

(mm) 

ｈ２ 

(mm) 

ｂ１ 

(mm) 

ｂ２ 

(mm) 

ｓ 

(mm) 

ａ 

(mm)

  
(mm)

Ａｗ 

(mm2) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

溶接部 250 250 250 250 6.3 4.4 898 4.410×103 
241 

（径≦16mm） 

394 

（径≦16mm） 

部材
Ｚｘ 

(mm3)

Ｚｚ

(mm3)

Ａｗｘ 

(mm2) 

Ａｗｚ 

(mm2) 

Ｆ 

(MPa) 
Ｆ *

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

溶接部 241 276 
正面方向， 

側面方向 

正面方向， 

側面方向 

1.3 計算数値 

1.3.1 溶接部に作用する力    (単位：N)

部材 

Ｆｙ Ｆｘ Ｆｚ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

溶接部 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 
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1.4 結論

1.4.1 溶接部の応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

溶接部 SS41 

引張 σｔ＝1 ƒｓｍ＝139 σｔ＝1 ƒｓｍ＝159 

曲げ σｂ＝2 ƒｓｍ＝139 σｂ＝3 ƒｓｍ＝159 

せん断 τ＝1 ƒｓｍ＝139 τ＝1 ƒｓｍ＝159 

組合せ σｗ＝2 ƒｓｍ＝139 σｗ＝3 ƒｓｍ＝159 

すべて許容応力以下である。 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

スクラム排出水容器水位

（LX293-2D） 

水平方向 1.44 

鉛直方向 1.73 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 

（正面方向）

X 

Y Y 

Z 

（側面方向）

ℓ
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4. スクラム排出水容器水位の耐震性についての計算書（LS293-3A，B）

4.1 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設

計方針に基づき，スクラム排出水容器水位が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電

気的機能を維持できることを説明するものである。 

スクラム排出水容器水位は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。以

下，設計基準対象施設としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

4.2 一般事項 

4.2.1 構造計画 

スクラム排出水容器水位の構造計画を表 4－1に示す。
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表 4－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，サポート鋼材

に計器取付ボルトにより

固定する。 

サポート鋼材は，基礎ボ

ルトにより天井及び壁に

設置する。また，サポー

ト鋼材は，天井に設置さ

れた埋込金物への溶接に

より設置する。 

スクラム排出水容器

水位検出器 

スクラム排出水容器水位（LS293-3A，B）

サポート鋼材

（溝形鋼）
検出器

計器取付

ボルト

基礎ボルト
（ケミカルアンカ）

横 

サポート鋼材

（角形鋼）

（天井）

（天井）
埋込金物

（天井）

高
さ

（正面図）

溶接

（側面図）

（
壁
）
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表 4－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

スクラム排出水容器水位（LS293-3A，B）

対象計器 たて 横 高さ 

LS293-3A 

LS293-3B 

基礎ボルト
（ケミカルアンカ）

サポート鋼材

（角形鋼）

サポート鋼材

（山形鋼）

（Ｚ形鋼）

埋込金物

た
て

（上面図）

溶接

（単位：mm） 

（壁）
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4.2.2 評価方針 

スクラム排出水容器水位の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した

荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「4.2.1 構造計画」にて示すスクラム排

出水容器水位の部位を踏まえ「4.3 評価部位」にて設定する箇所において，「4.4 固有周

期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，

「4.5 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，スクラム排出水

容器水位の機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した電気的機能維

持の方針に基づき，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下であることを，「4.6 機

能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「4.7 評価結果」に

示す。 

スクラム排出水容器水位の耐震評価フローを図 4－1 に示す。

図 4－1 スクラム排出水容器水位の耐震評価フロー 

設計用地震力

解析モデル設定

固有値解析

地震時における応力

スクラム排出水容器水位の

構造強度評価

地震応答解析

スクラム排出水容器水位の

機能維持評価

機能維持評価用加速度
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4.2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-

1984（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気

協会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下

「設計・建設規格」という。）
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4.2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

ａ 

Ａｂ

Ａｗ

Ａｗｘ

Ａｗｚ

ｂ１，ｂ２ 

ＣＨ

ＣＶ

ｄ 

Ｆ 

Ｆ 

Ｆｂ 

Ｆｘ 

Ｆｙ 

Ｆｚ 

ƒｓｍ

ƒｓｂ

ƒｔｏ

ƒｔｓ

g 

ｈ１，ｈ２， 

ｈ３，ｈ４ 

Ｍｘ 

Ｍｙ 

Ｍｚ 

Ｑｂ

ｓ 

Ｓｕ 

Ｓｙ

Ｓｙ(ＲＴ) 

Ｗ 

Ｚｐ

Ｚｘ

Ｚｚ 

溶接部の有効のど厚 

基礎ボルトの軸断面積 

溶接部の有効断面積 

溶接部のＦｘに対する有効断面積 

溶接部のＦｚに対する有効断面積 

溶接の有効長さ（ｘ方向） 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

基礎ボルトの呼び径 

設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 

設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 

基礎ボルトに作用する引張力 

サポート基礎部に作用する力（ｘ方向）

サポート基礎部に作用する力（ｙ方向）

サポート基礎部に作用する力（ｚ方向）

溶接部の許容せん断応力 

せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 

（許容組合せ応力） 

重力加速度（＝9.80665） 

溶接の有効長さ（ｚ方向） 

サポート基礎部に作用するモーメント（ｘ軸周り）

サポート基礎部に作用するモーメント（ｙ軸周り）

サポート基礎部に作用するモーメント（ｚ軸周り）

基礎ボルトに作用するせん断力 

溶接脚長 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

計器の荷重 

溶接全断面におけるねじり断面係数 

溶接全断面におけるｘ軸方向の断面係数 

溶接全断面におけるｚ軸方向の断面係数 

mm 

mm2

mm2

mm2

mm2

mm 

― 

― 

mm 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2

mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

mm3 

mm3 

mm3 

＊
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記号 記号の説明 単位 

π 

σｂ 

τｂ 

σｗｔ 

σｗｂ 

σｗ 

τｗ 

円周率 

基礎ボルトに生じる引張応力 

基礎ボルトに生じるせん断応力 

溶接部に生じる引張応力（圧縮応力） 

溶接部に生じる曲げ応力 

溶接部に生じる組合せ応力 

溶接部に生じるせん断応力 

― 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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4.2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 4－2に示すとおりである。 

表 4－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目＊3 四捨五入 有効数字 4桁＊2，＊3 

力 N 有効数字 5桁目＊3 四捨五入 有効数字 4桁＊2，＊3 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊4 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：計算機プログラム固有の桁処理により算出値が有効数字 4 桁以下となる場合は，

計算機プログラム保有の最大桁数表示とする。 

＊4：設計・建設規格  付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降

伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値

とする。 
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4.3 評価部位 

スクラム排出水容器水位の耐震評価は，「4.5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，

耐震評価上厳しくなる基礎ボルト部及び溶接部について実施する。スクラム排出水容器水位の

耐震評価部位については，表 4－1の概略構造図に示す。 
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4.4 固有周期 

4.4.1 固有値解析方法 

スクラム排出水容器水位の固有値解析方法を以下に示す。

(1) スクラム排出水容器水位は，「4.4.2 解析モデル及び諸元」に示す三次元はりモデル

として考える。 

4.4.2 解析モデル及び諸元 

スクラム排出水容器水位の解析モデルを図 4－2 に，解析モデルの概要を以下に示す。

また，機器の諸元を本計算書の【スクラム排出水容器水位（LS293-3A，B）の耐震性につ

いての計算結果】のその他の機器要目に示す。 

(1) スクラム排出水容器水位の計器の質量は，それぞれの重心に集中するものとする。

(2) スクラム排出水容器水位の計器の重心位置については，計算条件が厳しくなる位置に

重心位置を設定するものとする。 

(3) 拘束条件は，溶接部は完全拘束とし，基礎ボルト部は並進方向を固定する。なお，基

礎ボルト部は剛体として評価する。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

(5) 解析コードは，「ＮＳＡＦＥ」を使用し，固有値及び荷重を求める。

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計

算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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図 4－2 解析モデル（LS293-3A，B） 

検出器荷重点

剛性の高い梁要素

サポート鋼材
（溝形鋼）

サポート鋼材
（角形鋼）

支持点（11 か所）

（基礎ボルト部）

支持点（1 か所） 
（溶接部）
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4.4.3 固有値解析結果 

固有値解析の結果を表 4－3，振動モード図を図 4－3 に示す。固有周期は，0.05 秒以下

であり，剛構造であることを確認した。 

表 4－3 固有値解析結果 

機器番号 モード 卓越方向 
固有周期

(s) 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｙ方向 

LS293-3A，B 1 次 水平 ― ― ― 

図 4－3 振動モード（LS293-3A，B）（1 次モード 水平方向      ｓ） 
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4.5 構造強度評価 

4.5.1 構造強度評価方法 

4.4.2 項(1)～(5)のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は，スクラム排出水容器水位に対して，水平方向及び鉛直方向から作用するも

のとする。また，水平方向及び鉛直方向の組合せには，絶対値和を適用する。 

4.5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

スクラム排出水容器水位の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設

の評価に用いるものを表 4－4 に示す。 

4.5.2.2 許容応力 

スクラム排出水容器水位の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき

表 4－5 のとおりとする。 

4.5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

スクラム排出水容器水位の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表 4－6 に示す。



7
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S2 補 Ⅵ-2-6-5-47 R0 

表 4－4 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

原子炉非常

停止信号 
スクラム排出水容器水位高 Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 4－5 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 引張 せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｃ 1.5・ｆｂ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｃ 1.5・ｆｂ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊＊ ＊＊ ＊ ＊
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表 4－6 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

基礎ボルト 

（LS293-3A，B） 

SS41＊ 

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 50 211 394 ― 

基礎ボルト 

（LS293-3A，B） 

SS400 

（径≦16mm） 
周囲環境温度 50 241 394 ― 

溶接部 

（LS293-3A，B） 

SS41＊ 

（径≦16mm） 
周囲環境温度 50 241 394 ― 

注記＊：SS400 相当 
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4.5.3 設計用地震力 

耐震評価に用いる設計用地震力を表 4－7 に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-

1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。

表 4－7 設計用地震力（設計基準対象施設） 

機器名称

据付場所

及び

床面高さ

(m) 

固有周期

(s) 

弾性設計用

地震動Ｓｄ

又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

水平

方向

鉛直

方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

スクラム

排出水容器 

水位 

（LS293-3A） 

原子炉建物 

EL 23.800 

（EL 30.500＊1） 

0.05 

以下 

ＣＨ＝ 

1.92＊2 

ＣＶ＝ 

1.25＊2 

ＣＨ＝ 

2.33＊3 

ＣＶ＝ 

2.31＊3 

スクラム

排出水容器 

水位 

（LS293-3B） 

原子炉建物 

EL 23.800 

（EL 30.500＊1） 

0.05 

以下 

ＣＨ＝ 

1.92＊2 

ＣＶ＝ 

1.25＊2 

ＣＨ＝ 

2.33＊3 

ＣＶ＝ 

2.31＊3 

注記＊1：基準床レベルを示す。

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 
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4.5.4 計算方法 

4.5.4.1 応力の計算方法 

4.5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は，三次元はりモデルによる個別解析から基礎ボルト 1 本当

たりの発生力を求めて，その結果を用いて手計算にて計算する。 

図 4－4 計算モデル（基礎ボルト）（LS293-3A，B） 

基礎ボルト
（ケミカルアンカ）

Y 

X 

Y 

Z 

●：サポート評価点
：検出器荷重点

【凡例】
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個別解析によって得られた基礎ボルト部の評価点の最大発生力を表 4－8 及び

表 4－9 に示す。 

表 4－8 サポート発生反力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） 

対象機器 
材質 

ボルトサイズ 

反力(N) 

Ｆｂ Ｑｂ 

LS293-3A，B 

SS41 

M12 

SS400 

M12 

SS400 

M16 

表4－9 サポート発生反力（基準地震動Ｓｓ） 

対象機器 
材質 

ボルトサイズ 

反力(N) 

Ｆｂ Ｑｂ 

LS293-3A，B 

SS41 

M12 

SS400 

M12 

SS400 

M16 

(1) 引張応力

基礎ボルト（1本当たり）に対する引張応力は，下式により計算する。

引張応力 

ｂ

ｂ
ｂ

Ａ

Ｆ
＝σ ･･････････････････････････････････････････････ (4.5.4.1.1.1)

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

 Ａｂ＝ 
π

4
・ｄ2  ･････････････････････････････････････････ (4.5.4.1.1.2) 

(2) せん断応力

基礎ボルト（1本当たり）に対するせん断応力は，下式により計算する。

せん断応力 

ｂ

ｂ
ｂ

Ａ

Ｑ
＝τ  ･･･････････････････････････････････････････････(4.5.4.1.1.3) 
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4.5.4.1.2 溶接部の応力 

溶接部の応力は，三次元はりモデルによる個別解析から溶接部の内力を求め

て，その結果を用いて手計算にて計算する。 

図 4－5 計算モデル（溶接部）（LS293-3A，B）

ｘ ｚ 

ｙ 
ＦｘＦｚ

Ｆｙ

Ｍｚ

Ｍｙ

Ｍｘ

溶接部評価点

検出器荷重点

Z 

X 

ｂ２

：力を受けると仮定する溶接部 

：力を受けると仮定しない溶接部 

ｈ
３
 

ｂ１

ｈ
２
 

ｈ
１
 

ｈ
４
 

X 

Y 
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個別解析によって得られた溶接部の評価点の最大反力とモーメントを表 4－

10，表 4－11 に示す。 

表4－10 サポート発生反力，モーメント（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度）

対象機器 
反力(N) モーメント(N･mm)

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

LS293-3A，B 

表4－11 サポート発生反力，モーメント（基準地震動Ｓｓ）

対象機器 
反力(N) モーメント(N･mm)

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

LS293-3A，B 
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(1) 引張応力（圧縮応力）

溶接部に対する引張応力（圧縮応力）は，全溶接断面積で受けるものとして計算する。

引張応力（圧縮応力）

σｗｔ ＝ 
|Ｆｙ|

Ａｗ
･････････････････････････････････････････････ (4.5.4.1.2.1) 

ここで，引張力(圧縮力)を受ける溶接部の有効断面積Ａｗは，次式により求める。 

 Ａｗ  ＝ ａ ・ （ｈ１＋ｈ２＋ｈ３＋ｈ４＋ｂ１＋ｂ２）･･･････････････ (4.5.4.1.2.2) 

ただし，ｈ１，ｈ２，ｈ３，ｈ４，ｂ１，ｂ２は各溶接部における溶接長さを示し，溶接部の有効

のど厚ａは，次式により求める。 

 ａ ＝ 0.7・ｓ ･･･････････････････････････････････････････････ (4.5.4.1.2.3) 

(2) せん断応力

溶接部に対するせん断応力は，各方向の有効せん断面積で受けるものとして計算する。

せん断応力

τｗ ＝  (
Ｆｘ

Ａｗｘ
 ＋

Ｍｙ

Ｚｐ
) 2 ＋(

Ｆz

Ａｗｚ
 ＋

Ｍｙ

Ｚｐ
) 2 ･･･････････････ (4.5.4.1.2.4) 

ここで，Ａｗｙ，Ａｗｚはせん断力を受ける各方向の有効断面積，Ｚｐは溶接断面におけるねじ

り断面係数を示す。

Ａｗｘ，Ａｗｚは，次式により求める。 

 Ａｗｘ  ＝ ａ ・ （ｂ１＋ｂ２）･･････････････････････････････････ (4.5.4.1.2.5) 

 Ａｗｚ  ＝ ａ ・ （ｈ１＋ｈ２＋ｈ３＋ｈ４）････････････････････････ (4.5.4.1.2.6) 

(3) 曲げ応力

溶接部に対する曲げモーメントは，図4－5でｘ軸方向，ｚ軸方向に対する曲げモーメントを最

も外側の溶接部で受けるものとして計算する。 

曲げ応力 

σｗｂ ＝  
Ｍｘ

Ｚｘ
   ＋ 

Ｍｚ

 Ｚｚ
 ･････････････････････････････････････ (4.5.4.1.2.7） 

ここで，Ｚｘ，Ｚｚは溶接断面のｘ軸及びｚ軸に関する断面係数を示す。 

(4) 組合せ応力

溶接に対する組合せ応力は，各応力を足し合わせたものとして計算する。

  σｗ ＝ (σｗｔ＋σｗｂ)2＋τｗ
2 ･････････････････････････････ (4.5.4.1.2.8) 
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4.5.5 計算条件 

4.5.5.1 基礎ボルト及び溶接部の応力計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【スクラム排出水容器水位（LS293-3A， 

B）の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。

4.5.6 応力の評価 

4.5.6.1 基礎ボルトの応力評価 

4.5.4.1.1項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応力ƒｔｓ

以下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。

 ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ･･･････････････････････ (4.5.6.1.1)

せん断応力τｂは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下である

こと。ただし，ƒｓｂは下表による。

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度による

荷重との組合せの場合

基準地震動Ｓｓによる

荷重との組合せの場合

許容引張応力

ƒｔｏ 
Ｆ

2
・1.5

 Ｆ 

2
・1.5

許容せん断応力

ƒｓｂ 
Ｆ

1.5・ 3
・1.5

 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5

4.5.6.2 溶接部の応力評価 

4.5.4.1.2項で求めた溶接部に発生する応力は，許容応力ƒｓｍ以下であること。ただ

し，ƒｓｍは下表による。

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度による

荷重との組合せの場合

基準地震動Ｓｓによる

荷重との組合せの場合

許容せん断応力

ƒｓｍ 
 Ｆ

1.5・ 3
・1.5

 Ｆ

1.5・ 3
・1.5

＊
＊

＊
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4.6 機能維持評価 

4.6.1 電気的機能維持評価方法 

スクラム排出水容器水位の電気的機能維持評価について以下に示す。

なお，機能維持評価用加速度はⅥ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づ

き，基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 

スクラム排出水容器水位の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基

づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評

価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 4－12 に示す。 

表 4－12 機能確認済加速度 (×9.8m/s2) 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

スクラム排出水容器水位

（LS293-3A） 

水平 

鉛直 

スクラム排出水容器水位

（LS293-3B） 

水平 

鉛直 
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4.7 評価結果 

4.7.1 設計基準対象施設としての評価結果 

スクラム排出水容器水位の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能

を維持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【スクラム排出水容器水位（LS293-3A， B）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

スクラム排出水容器水位

（LS293-3A，B）
Ｓ 

原子炉建物 

EL 23.800

（EL 30.500＊1） 

0.05 以下 ＣＨ＝1.92＊2 ＣＶ＝1.25＊2 ＣＨ＝2.33＊3 ＣＶ＝2.31＊3 50

1.2 機器要目  

部材 
Ｗ 

(N) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

基礎ボルト

（SS41） 

211 

（40mm≦径＜100mm） 

394 

（40mm≦径＜100mm） 
211 253 

基礎ボルト

（SS400）

241 

（径≦16mm） 

394 

（径≦16mm） 
241 276 

基礎ボルト

（SS400）

241 

（径≦16mm） 

394 

（径≦16mm） 
241 276 

部材 
Ｗ 

(N) 
s

(mm) 

a

(mm) 

ｈ１ 

(mm) 

ｈ２ 

(mm) 

ｈ３ 

(mm) 

ｈ４ 

(mm) 

ｂ１  

(mm) 

ｂ２  

(mm) 

Ａｗ

(mm2) 

Ａｗｘ

(mm2) 

Ａｗｚ

(mm2) 

Ｚｘ

(mm3) 

Ｚｚ

(mm3) 

Ｚｐ

(mm3) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｆ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

溶接部 
241 

（径≦16mm） 

394 

（径≦16mm） 
241 276 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊
 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 基礎ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（M12）（SS41） 

基礎ボルト 

（M12）（SS400） 

基礎ボルト 

（M16）（SS400） 

1.3.2 溶接部に作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

溶接部 

1.3.3 溶接部に作用するモーメント  (単位：N･mm) 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

溶接部 
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1.4 結論

1.4.1 基礎ボルトの応力    (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（M12） 
SS41 

引張 σｂ＝43 ƒｔｓ＝126＊ σｂ＝54 ƒｔｓ＝152＊

せん断 τｂ＝21 ƒｓｂ＝97 τｂ＝26 ƒｓｂ＝117

基礎ボルト 

（M12） 
SS400 

引張 σｂ＝23 ƒｔｓ＝144＊ σｂ＝29 ƒｔｓ＝165＊ 

せん断 τｂ＝16 ƒｓｂ＝111 τｂ＝20 ƒｓｂ＝127 

基礎ボルト 

（M16） 
SS400 

引張 σｂ＝18 ƒｔｓ＝144＊ σｂ＝23 ƒｔｓ＝165＊ 

せん断 τｂ＝10 ƒｓｂ＝111 τｂ＝13 ƒｓｂ＝127 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]

1.4.2 溶接部の応力     (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

溶接部 SS41 

引張（圧縮） σｗｔ＝2 ƒｓｍ＝139 σｗｔ＝2 ƒｓｍ＝159

せん断 τｗ＝2 ƒｓｍ＝139 τｗ＝3 ƒｓｍ＝159

曲げ σｗｂ＝3 ƒｓｍ＝139 σｗｂ＝3 ƒｓｍ＝159

組合せ σｗ＝4 ƒｓｍ＝139 σｗ＝5 ƒｓｍ＝159

すべて許容応力以下である。 

1.4.3 電気的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2)
機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

スクラム排出水容器水位

（LS293-3A） 

水平方向 1.95 

鉛直方向 1.94 

スクラム排出水容器水位

（LS293-3B） 

水平方向 1.95 

鉛直方向 1.94 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

項目 記号 単位 
入力値 

（LS293-3A） 

材質 ― ― 

SS41 

SS400 

STKR41 

STKR400 

質量 ｍ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 50 

縦弾性係数 Ｅ MPa 

201000(SS41) 

201000(SS400) 

201000(STKR41) 

201000(STKR400) 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 

節点数 ― 個 

基礎ボルト
（ケミカルアンカ）

Y 

X 

Y 

Z 

●：サポート評価点
：検出器荷重点

【凡例】

溶接部
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5. スクラム排出水容器水位の耐震性についての計算書（LS293-3C，D）

5.1 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設

計方針に基づき，スクラム排出水容器水位が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電

気的機能を維持できることを説明するものである。 

スクラム排出水容器水位は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。以

下，設計基準対象施設としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

5.2 一般事項 

5.2.1 構造計画 

スクラム排出水容器水位の構造計画を表 5－1に示す。
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0 

表 5－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，サポート鋼材

に計器取付ボルトにより

固定する。 

サポート鋼材は，基礎ボ

ルト及び壁に設置された

埋込金物への溶接により

壁に設置する。 

スクラム排出水容器

水位検出器 

スクラム排出水容器水位（LS293-3C，D）

対象計器 たて 横 高さ 

LS293-3C 

LS293-3D 

（壁） 

横 
基礎ボルト

（ケミカルアンカ）

埋込金物

検出器サポート鋼材

（溝形鋼）

サポート鋼材

（角形鋼）

計器取付

ボルト

溶接

溶接

高
さ
 

た
て
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5.2.2 評価方針 

スクラム排出水容器水位の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した

荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「5.2.1 構造計画」にて示すスクラム排

出水容器水位の部位を踏まえ「5.3 評価部位」にて設定する箇所において，「5.4 固有周

期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，

「5.5 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，スクラム排出水

容器水位の機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した電気的機能維

持の方針に基づき，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下であることを，「5.6 機

能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5.7 評価結果」に

示す。 

スクラム排出水容器水位の耐震評価フローを図 5－1 に示す。

図 5－1 スクラム排出水容器水位の耐震評価フロー 

設計用地震力

解析モデル設定

固有値解析

地震時における応力

スクラム排出水容器水位の

構造強度評価

地震応答解析

スクラム排出水容器水位の

機能維持評価

機能維持評価用加速度
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5.2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-

1984（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気

協会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下

「設計・建設規格」という。）
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5.2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

ａ 

Ａｂ

Ａｗ

ｂ 

ＣＨ

ＣＶ

ｄ 

Ｆ 

Ｆ 

Ｆｂ 

ƒｓｍ

ƒｓｂ

ƒｔｏ

ƒｔｓ

g 

ｈ 

Ｑｂ

ｓ 

Ｓｕ 

Ｓｙ

Ｓｙ(ＲＴ) 

Ｗ 

π 

σｂ 

τｂ 

σｗｔ 

σｗ 

τｗ 

溶接部の有効のど厚 

基礎ボルトの軸断面積 

溶接部の有効断面積 

溶接の有効長さ（ｚ方向） 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

基礎ボルトの呼び径 

設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 

設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 

基礎ボルト又は溶接部に作用する引張力 

溶接部の許容せん断応力 

せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 

（許容組合せ応力） 

重力加速度（＝9.80665） 

溶接の有効長さ（ｙ方向） 

基礎ボルト又は溶接部に作用するせん断力 

溶接脚長 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

計器の荷重 

円周率 

基礎ボルトに生じる引張応力 

基礎ボルトに生じるせん断応力 

溶接部に生じる引張応力（圧縮応力） 

溶接部に生じる組合せ応力 

溶接部に生じるせん断応力 

mm 

mm2

mm2

mm 

― 

― 

mm 

MPa 

MPa 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2

mm 

N 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

― 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

＊
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5.2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 5－2に示すとおりである。 

表 5－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目＊3 四捨五入 有効数字 4桁＊2，＊3 

力 N 有効数字 5桁目＊3 四捨五入 有効数字 4桁＊2，＊3 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊4 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：計算機プログラム固有の桁処理により算出値が有効数字 4 桁以下となる場合は，

計算機プログラム保有の最大桁数表示とする。 

＊4：設計・建設規格  付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降

伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値

とする。 
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5.3 評価部位 

スクラム排出水容器水位の耐震評価は，「5.5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，

耐震評価上厳しくなる基礎ボルト部及び溶接部について実施する。スクラム排出水容器水位の

耐震評価部位については，表 5－1の概略構造図に示す。 
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5.4 固有周期 

5.4.1 固有値解析方法 

スクラム排出水容器水位の固有値解析方法を以下に示す。

(1) スクラム排出水容器水位は，「5.4.2 解析モデル及び諸元」に示す三次元はりモデル

として考える。 

5.4.2 解析モデル及び諸元 

スクラム排出水容器水位の解析モデルを図 5－2 に，解析モデルの概要を以下に示す。

また，機器の諸元を本計算書の【スクラム排出水容器水位（LS293-3C，D）の耐震性につ

いての計算結果】のその他の機器要目に示す。 

(1) スクラム排出水容器水位の計器の質量は，それぞれの重心に集中するものとする。

(2) スクラム排出水容器水位の計器の重心位置については，計算条件が厳しくなる位置に

重心位置を設定するものとする。 

(3) 拘束条件は，溶接部は完全拘束とし，基礎ボルト部は並進方向を固定する。なお，基

礎ボルト部は剛体として評価する。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

(5) 解析コードは，「ＮＳＡＦＥ」を使用し，固有値及び荷重を求める。

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計

算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

図 5－2 解析モデル（LS293-3C，D） 

検出器荷重点

支持点

（基礎ボルト及び溶接部）

サポート鋼材

（角形鋼）

支持点

（基礎ボルト部）

サポート鋼材

（溝形鋼）

剛性の高い梁要素

サポート鋼材

（角形鋼）
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5.4.3 固有値解析結果 

固有値解析の結果を表 5－3，振動モード図を図 5－3 に示す。固有周期は，0.05 秒以下

であり，剛構造であることを確認した。

表 5－3 固有値解析結果 

機器番号 モード 卓越方向 
固有周期

(s) 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｙ方向 

LS293-3C，D 1 次 鉛直 ― ― ― 

図 5－3 振動モード（LS293-3C，D）（1 次モード 鉛直方向      ｓ） 
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5.5 構造強度評価 

5.5.1 構造強度評価方法 

5.4.2 項(1)～(5)のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は，スクラム排出水容器水位に対して，水平方向及び鉛直方向から作用するも

のとする。また，水平方向及び鉛直方向の組合せには，絶対値和を適用する。 

5.5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

スクラム排出水容器水位の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設

の評価に用いるものを表 5－4 に示す。 

5.5.2.2 許容応力 

スクラム排出水容器水位の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき

表 5－5 のとおりとする。 

5.5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

スクラム排出水容器水位の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表 5－6 に示す。
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表 5－4 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

原子炉非常

停止信号 
スクラム排出水容器水位高 Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 5－5 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 引張 せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｃ 1.5・ｆｂ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｃ 1.5・ｆｂ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊＊ ＊＊ ＊ ＊
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表 5－6 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

基礎ボルト 

（LS293-3C，D） 

SS41＊ 

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 50 211 394 ― 

溶接部 

（LS293-3C，D） 

SS41＊ 

（径≦16mm） 
周囲環境温度 50 241 394 ― 

注記＊：SS400 相当 
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5.5.3 設計用地震力 

耐震評価に用いる設計用地震力を表 5－7 に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-

1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。

表 5－7 設計用地震力（設計基準対象施設） 

機器名称

据付場所

及び

床面高さ

(m) 

固有周期

(s) 

弾性設計用

地震動Ｓｄ

又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

水平

方向

鉛直

方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

スクラム

排出水容器 

水位 

（LS293-3C） 

原子炉建物 

EL 23.800 

（EL 30.500＊1） 

0.05 

以下 

ＣＨ＝ 

1.92＊2 

ＣＶ＝ 

1.25＊2 

ＣＨ＝ 

2.33＊3 

ＣＶ＝ 

2.31＊3 

スクラム

排出水容器 

水位 

（LS293-3D） 

原子炉建物 

EL 23.800 

（EL 30.500＊1） 

0.05 

以下 

ＣＨ＝ 

1.92＊2 

ＣＶ＝ 

1.25＊2 

ＣＨ＝ 

2.33＊3 

ＣＶ＝ 

2.31＊3 

注記＊1：基準床レベルを示す。

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 
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5.5.4 計算方法 

5.5.4.1 応力の計算方法 

5.5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は，三次元はりモデルによる個別解析から基礎ボルト 1 本当

たりの発生力を求めて，その結果を用いて手計算にて計算する。 

図 5－4 計算モデル（基礎ボルト）（LS293-3C，D） 

Z 

Y Y 

X 

基礎ボルト
（ケミカルアンカ）

●：サポート評価点
：検出器荷重点

【凡例】
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個別解析によって得られた基礎ボルト部の評価点の最大発生力を表 5－8 及び

表 5－9 に示す。 

表5－8 サポート発生反力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） 

対象機器 
材質 

ボルトサイズ 

反力(N) 

Ｆｂ Ｑｂ 

LS293-3C，D 
SS41 

M12 

表5－9 サポート発生反力（基準地震動Ｓｓ） 

対象機器 
材質 

ボルトサイズ 

反力(N) 

Ｆｂ Ｑｂ 

LS293-3C，D 
SS41 

M12 

(1) 引張応力

基礎ボルト（1本当たり）に対する引張応力は，下式により計算する。

引張応力 

ｂ

ｂ
ｂ

Ａ

Ｆ
＝σ ･･････････････････････････････････････････････ (5.5.4.1.1.1)

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

 Ａｂ＝ 
π

4
・ｄ2  ･････････････････････････････････････････ (5.5.4.1.1.2) 

(2) せん断応力

基礎ボルト（1本当たり）に対するせん断応力は，下式により計算する。

せん断応力 

ｂ

ｂ
ｂ

Ａ

Ｑ
＝τ  ･･･････････････････････････････････････････････(5.5.4.1.1.3) 
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5.5.4.1.2 溶接部の応力 

溶接部の応力は，三次元はりモデルによる個別解析から溶接部の内力を求め

て，その結果を用いて手計算にて計算する。 

図 5－5 計算モデル（溶接部）（LS293-3C，D） 

X 

Y 

Z 

Y 

検出器荷重点

Ｆｂ 

ｂ 

：力を受けると仮定する溶接部

：力を受けると仮定しない溶接部

ｈ
 Ｑｂ

サポート評価点

溶接



106 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
6
-5
-4
7 
R0
 

個別解析によって得られた溶接部の評価点の最大反力を表 5－10 及び表 5－11

に示す。 

表5－10 サポート発生反力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度）

対象機器 

反力(N) 

Ｆｂ Ｑｂ 

LS293-3C，D 

表5－11 サポート発生反力（基準地震動Ｓｓ）

対象機器 

反力(N) 

Ｆｂ Ｑｂ 

LS293-3C，D 
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(1) 引張応力（圧縮応力）

溶接部に対する引張応力（圧縮応力）は，溶接部の有効断面積で受けるものとして計算する。 

引張応力（圧縮応力）

σｗｔ ＝ 
|Ｆb|

Ａｗ
･･････････････････････････････････････････････ (5.5.4.1.2.1) 

ここで，引張力（圧縮力）を受ける溶接部の有効断面積Ａｗは，次式により求める。 

 Ａｗ  ＝ ａ ・ （ｈ＋ｂ）･･････････････････････････････････････ (5.5.4.1.2.2) 

ただし，ｈ，ｂは各溶接部における溶接長さを示し，溶接部の有効のど厚ａは，次式により求

める。 

ａ ＝ 0.7・ｓ ････････････････････････････････････････････････ (5.5.4.1.2.3) 

(2) せん断応力

溶接部に対するせん断応力は，溶接部の有効断面積Ａｗで受けるものとして計算する。

せん断応力

τｗ ＝ 
Ｑｂ

Ａｗ
･･････････････････････････････････････････････････ (5.5.4.1.2.4) 

(3) 組合せ応力

溶接に対する組合せ応力は，各応力を足し合わせたものとして計算する。

  σｗ ＝ (σｗｔ)2＋τｗ
2 ･･･････････････････････････････････  (5.5.4.1.2.5) 
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5.5.5 計算条件 

5.5.5.1 基礎ボルト及び溶接部の応力計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【スクラム排出水容器水位（LS293-3C， 

D）の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。

5.5.6 応力の評価 

5.5.6.1 基礎ボルトの応力評価 

5.5.4.1.1項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応力ƒｔｓ

以下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。

 ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ･･･････････････････････ (5.5.6.1.1)

せん断応力τｂは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下である

こと。ただし，ƒｓｂは下表による。

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度による

荷重との組合せの場合

基準地震動Ｓｓによる

荷重との組合せの場合

許容引張応力

ƒｔｏ 
Ｆ

2
・1.5

 Ｆ 

2
・1.5

許容せん断応力

ƒｓｂ 
Ｆ

1.5・ 3
・1.5

 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5

5.5.6.2 溶接部の応力評価 

5.5.4.1.2項で求めた溶接部に発生する応力は，許容応力ƒｓｍ以下であること。ただ

し，ƒｓｍは下表による。

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度による

荷重との組合せの場合

基準地震動Ｓｓによる

荷重との組合せの場合

許容せん断応力

ƒｓｍ 
 Ｆ

1.5・ 3
・1.5

 Ｆ

1.5・ 3
・1.5

＊
＊

＊
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5.6 機能維持評価 

5.6.1 電気的機能維持評価方法 

スクラム排出水容器水位の電気的機能維持評価について以下に示す。

なお，機能維持評価用加速度はⅥ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づ

き，基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 

スクラム排出水容器水位の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基

づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評

価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－12 に示す。 

表 5－12 機能確認済加速度 (×9.8m/s2) 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

スクラム排出水容器水位

（LS293-3C） 

水平 

鉛直 

スクラム排出水容器水位

（LS293-3D） 

水平 

鉛直 
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5.7 評価結果 

5.7.1 設計基準対象施設としての評価結果 

スクラム排出水容器水位の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能

を維持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【スクラム排出水容器水位（LS293-3C， D）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

スクラム排出水容器水位

（LS293-3C，D）
Ｓ 

原子炉建物 

EL 23.800

（EL 30.500＊1） 

0.05 以下 ＣＨ＝1.92＊2 ＣＶ＝1.25＊2 ＣＨ＝2.33＊3 ＣＶ＝2.31＊3 50

1.2 機器要目  

部材 
Ｗ 

(N) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

基礎ボルト 
211 

（40mm≦径＜100mm） 

394 

（40mm≦径＜100mm） 
211 253 

部材 
Ｗ 

(N) 
s

(mm) 

a

(mm) 

ｈ 

(mm) 

ｂ 

(mm) 

Ａｗ

(mm2) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｆ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

溶接部 
241 

（径≦16mm） 

394 

（径≦16mm） 
241 276 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 基礎ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

1.3.2 溶接部に作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

溶接部 
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1.4 結論

1.4.1 基礎ボルトの応力     (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS41 
引張 σｂ＝101 ƒｔｓ＝126＊ σｂ＝134 ƒｔｓ＝152＊

せん断 τｂ＝15 ƒｓｂ＝97 τｂ＝21 ƒｓｂ＝117

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]

1.4.2 溶接部の応力     (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

溶接部 SS41 

引張（圧縮） σｗｔ＝4 ƒｓｍ＝139 σｗｔ＝6 ƒｓｍ＝159

せん断 τｗ＝2 ƒｓｍ＝139 τｗ＝2 ƒｓｍ＝159

組合せ σｗ＝5 ƒｓｍ＝139 σｗ＝6 ƒｓｍ＝159

すべて許容応力以下である。 

1.4.3 電気的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2)
機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

スクラム排出水容器水位

（LS293-3C） 

水平方向 1.95 

鉛直方向 1.94 

スクラム排出水容器水位

（LS293-3D） 

水平方向 1.95 

鉛直方向 1.94 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。
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1.5 その他の機器要目 

項目 記号 単位 
入力値 

（LS293-3C） 

材質 ― ― 
SS41 

STKR41 

質量 ｍ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 50 

縦弾性係数 Ｅ MPa 
201000(SS41) 

201000(STKR41) 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 

節点数 ― 個 

Z 

Y Y 

X 

サポート評価点
（基礎ボルト）

サポート評価点
（溶接部）

検出器荷重点
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Ⅵ-2-6-5-49 主蒸気管トンネル温度の耐震性についての計算書
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，主蒸気管トンネル温度が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機

能を維持できることを説明するものである。 

主蒸気管トンネル温度は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。以下，設

計基準対象施設としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

主蒸気管トンネル温度の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボル

トによりサポート鋼材に

固定する。 

サポート鋼材は，基礎ボ

ルトにより天井に設置す

る。 

主蒸気管トンネル温度

検出器 

主蒸気管トンネル温度（TE202-4A，B，C，D） 

対象機器 TE202-4A TE202-4B TE202-4C TE202-4D 

縦 

横 

高さ 

（単位：mm） 

基礎ボルト

（ケミカルアンカ）

（天井）

高
さ

縦

横

サポート鋼材
（山形鋼）

検出器
計器取付
ボルト
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボル

トによりサポート鋼材に

固定する。 

サポート鋼材は，基礎ボ

ルトにより壁に設置す

る。 

主蒸気管トンネル温度

検出器 

主蒸気管トンネル温度（TE202-5A，B，C，D，TE202-7A，B，C，D） 

基礎ボルト

（メカニカルアンカ）

高
さ

横

縦 （壁）
サポート鋼材
（山形鋼）

検出器

計器取付
ボルト
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

対象機器 TE202-5A TE202-5B TE202-5C TE202-5D 

縦 

横 

高さ 

対象機器 TE202-7A TE202-7B TE202-7C TE202-7D 

縦 

横 

高さ 

（単位：mm） 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボル

トによりサポート鋼材に

固定する。 

サポート鋼材は，基礎ボ

ルトにより天井に設置す

る。 

主蒸気管トンネル温度

検出器 

主蒸気管トンネル温度（TE202-6A） 

サポート鋼材
（山形鋼）

検出器

基礎ボルト

（ケミカルアンカ）

（天井）

計器取付
ボルト

（単位：mm） 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボル

トによりサポート鋼材に

固定する。 

サポート鋼材は，基礎ボ

ルトにより天井に設置す

る。 

主蒸気管トンネル温度

検出器 

主蒸気管トンネル温度（TE202-6B） 

サポート鋼材
（山形鋼）

検出器

基礎ボルト

（ケミカルアンカ） （天井）

計器取付
ボルト

（単位：mm） 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボル

トによりサポート鋼材に

固定する。 

サポート鋼材は，基礎ボ

ルトにより天井に設置す

る。 

主蒸気管トンネル温度

検出器 

主蒸気管トンネル温度（TE202-6C） 

サポート鋼材
（山形鋼）

検出器

基礎ボルト

（ケミカルアンカ）

（天井）

計器取付
ボルト

（単位：mm） 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボル

トによりサポート鋼材に

固定する。 

サポート鋼材は，基礎ボ

ルトにより天井に設置す

る。 

主蒸気管トンネル温度

検出器 

主蒸気管トンネル温度（TE202-6D） 

サポート鋼材
（山形鋼）

検出器

基礎ボルト

（ケミカルアンカ）

（天井）

（単位：mm） 

計器取付
ボルト
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2.2 評価方針 

主蒸気管トンネル温度の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及

び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す主蒸気管トンネル温度の

部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で算出した固有

周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」

にて示す方法にて確認することで実施する。また，主蒸気管トンネル温度の機能維持評価は，

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，機能維持評価

用加速度が機能確認済加速度以下であることを，「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確認

することで実施する。確認結果を「7. 評価結果」に示す。 

主蒸気管トンネル温度の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

図 2－1 主蒸気管トンネル温度の耐震評価フロー 

設計用地震力

解析モデル設定

固有値解析

地震時における応力

主蒸気管トンネル温度の構造強度評価

地震応答解析

機能維持評価用加速度

主蒸気管トンネル温度の機能維持評価
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ 

ＣＨ

ＣＶ

ｄ 

Ｆ 

Ｆ 

Ｆｂ

ƒｓｂ

ƒｔｏ

ƒｔｓ

g 

Ｑｂ 

Ｓｕ 

Ｓｙ

Ｓｙ(ＲＴ) 

Ｗ

Ｗ１

Ｗ２

π 

σｂ 

τｂ 

基礎ボルトの軸断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

基礎ボルトの呼び径 

設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 

設計・建設規格 SSB-3133に定める値 

基礎ボルトに作用する引張力 

せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力

（許容組合せ応力） 

重力加速度（＝9.80665） 

基礎ボルトに作用するせん断力（1本当たり） 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

検出器の荷重 

検出器の荷重 

電線管類の荷重 

円周率 

基礎ボルトに生じる引張応力 

基礎ボルトに生じるせん断応力 

mm2 

― 

― 

mm 

MPa 

MPa 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

― 

MPa 

MPa 

＊
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－2に示すとおりである。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目＊3 四捨五入 有効数字 4桁＊2，＊3 

力 N 有効数字 5桁目＊3 四捨五入 有効数字 4桁＊2，＊3 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊4 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：計算機プログラム固有の桁処理により算出値が有効数字 4 桁以下となる場合は，

計算機プログラム保有の最大桁数表示とする。 

＊4：設計・建設規格  付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降

伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値

とする。 
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3. 評価部位

主蒸気管トンネル温度の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評

価上厳しくなる基礎ボルト部について実施する。主蒸気管トンネル温度の耐震評価部位について

は，表 2－1の概略構造図に示す。 
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4. 固有周期

4.1 固有値解析方法 

主蒸気管トンネル温度の固有値解析方法を以下に示す。 

(1) 主蒸気管トンネル温度は，「4.2 解析モデル及び諸元」に示す三次元はりモデルとして考

える。 

4.2 解析モデル及び諸元 

主蒸気管トンネル温度の解析モデルを図 4－1，図 4－2，図 4－3，図 4－4，図 4－5 及び図

4－6 に，解析モデルの概要を以下に示す。また，機器の諸元を本計算書の【主蒸気管トンネ

ル温度（TE202-4A）の耐震性についての計算結果】，【主蒸気管トンネル温度（TE202-4B）の耐

震性についての計算結果】，【主蒸気管トンネル温度（TE202-4C）の耐震性についての計算結

果】，【主蒸気管トンネル温度（TE202-4D）の耐震性についての計算結果】，【主蒸気管トンネル

温度（TE202-5A）の耐震性についての計算結果】，【主蒸気管トンネル温度（TE202-5B）の耐震

性についての計算結果】，【主蒸気管トンネル温度（TE202-5C）の耐震性についての計算結

果】，【主蒸気管トンネル温度（TE202-5D）の耐震性についての計算結果】，【主蒸気管トンネル

温度（TE202-6A）の耐震性についての計算結果】，【主蒸気管トンネル温度（TE202-6B）の耐震

性についての計算結果】，【主蒸気管トンネル温度（TE202-6C）の耐震性についての計算結

果】，【主蒸気管トンネル温度（TE202-6D）の耐震性についての計算結果】，【主蒸気管トンネル

温度（TE202-7A）の耐震性についての計算結果】，【主蒸気管トンネル温度（TE202-7B）の耐震

性についての計算結果】，【主蒸気管トンネル温度（TE202-7C）の耐震性についての計算結

果】，【主蒸気管トンネル温度（TE202-7D）の耐震性についての計算結果】のその他の機器要目

に示す。 

(1) 主蒸気管トンネル温度の検出器及び電線管類の質量は，それぞれの重心に集中するものと

する。 

(2) 主蒸気管トンネル温度の検出器及び電線管類の重心位置については，計算条件が厳しくな

る位置に重心位置を設定するものとする。 

(3) 拘束条件は，基礎部の並進方向を固定する。なお，基礎ボルト部は剛体として評価する。

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

(5) 解析コードは，「ＮＳＡＦＥ」を使用し，固有値及び荷重を求める。

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機

プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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図 4－1 解析モデル（TE202-4A，B，C，D）

図 4－2 解析モデル（TE202-5A，B，C，D，TE202-7A，B，C，D） 

支持点
（基礎ボルト）

サポート鋼材
（山形鋼）

検出器荷重点

剛性の高い梁要素

（単位：mm） 

X Z 

Y 

支持点
（基礎ボルト） サポート鋼材

（山形鋼）

検出器荷重点

剛性の高い梁要素

（単位：mm） 

X Z 

Y 
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図4－3 解析モデル（TE202-6A） 

図4－4 解析モデル（TE202-6B） 

支持点
（基礎ボルト）

（単位：mm） 

X Z 

Y 

サポート鋼材
（角形鋼）

サポート鋼材
（角形鋼）

サポート鋼材
（角形鋼）

サポート鋼材
（山形鋼）

検出器荷重点

電線管類荷重点

剛性の高い梁要素

支持点
（基礎ボルト）

（単位：mm） 

X Z 

Y 

サポート鋼材
（角形鋼）

サポート鋼材
（角形鋼）

サポート鋼材
（角形鋼）

サポート鋼材
（山形鋼）

検出器荷重点

電線管類荷重点

剛性の高い梁要素
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図4－5 解析モデル（TE202-6C） 

図4－6 解析モデル（TE202-6D） 

支持点
（基礎ボルト）

（単位：mm） 

X Z 

Y 

サポート鋼材
（角形鋼）

サポート鋼材
（角形鋼）

サポート鋼材
（角形鋼）

サポート鋼材
（山形鋼）

検出器荷重点

電線管類荷重点

剛性の高い梁要素

支持点
（基礎ボルト）

（単位：mm） 

X Z 

Y 

サポート鋼材
（角形鋼）

サポート鋼材
（角形鋼）

サポート鋼材
（角形鋼）

サポート鋼材
（山形鋼）

電線管類荷重点

検出器荷重点

剛性の高い梁要素
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4.3 固有値解析結果 

固有値解析結果を表 4－1，振動モード図を図 4－7，図 4－8，図 4－9，図 4－10，図 4－11

及び図 4－12 に示す。固有周期は 0.05 秒以下であり，剛構造であることを確認した。 

表 4－1 固有値解析結果 

機器番号 モード 卓越方向 
固有周期

(s) 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｚ方向 

TE202-4A 1 次 水平 ― ― ― 

TE202-4B 1 次 水平 ― ― ― 

TE202-4C 1 次 水平 ― ― ― 

TE202-4D 1 次 水平 ― ― ― 

TE202-5A 1 次 鉛直 ― ― ― 

TE202-5B 1 次 鉛直 ― ― ― 

TE202-5C 1 次 鉛直 ― ― ― 

TE202-5D 1 次 鉛直 ― ― ― 

TE202-6A 1 次 水平 ― ― ― 

TE202-6B 1 次 水平 ― ― ― 

TE202-6C 1 次 鉛直 ― ― ― 

TE202-6D 1 次 水平 ― ― ― 

TE202-7A 1 次 鉛直 ― ― ― 

TE202-7B 1 次 鉛直 ― ― ― 

TE202-7C 1 次 鉛直 ― ― ― 

TE202-7D 1 次 鉛直 ― ― ― 
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図 4－7 振動モード（TE202-4A，B，C，D）（1次モード 水平方向 
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図 4－8 振動モード（TE202-5A，B，C，D，TE202-7A，B，C，D）（1 次モード 鉛直方向 
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図 4－9 振動モード（TE202-6A）（1次モード 水平方向 
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図 4－10 振動モード（TE202-6B）（1次モード 水平方向 
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図 4－11 振動モード（TE202-6C）（1次モード 鉛直方向 
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図 4－12 振動モード（TE202-6D）（1次モード 水平方向 
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5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

4.2 項(1)～(5)のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は，主蒸気管トンネル温度に対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用させる。

また，水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，絶対値和を適用す

る。 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

主蒸気管トンネル温度の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価

に用いるものを表 5－1に示す。 

5.2.2 許容応力 

主蒸気管トンネル温度の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 5－

2 のとおりとする。 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

主蒸気管トンネル温度の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に

用いるものを表 5－3 に示す。



2
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御

系統施設 

工学的安全

施設等の起

動信号 

主蒸気隔離弁 
主蒸気管トン

ネル温度高
Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。  
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表 5－2 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

＊ ＊
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表 5－3 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

基礎ボルト 
SS41＊

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 60 208 389 ― 

基礎ボルト 
SS400 相当 

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 60 208 389 ― 

基礎ボルト 
SS400 

（径≦16mm） 
周囲環境温度 60 237 389 ― 

注記＊：SS400 相当 
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5.3 設計用地震力 

耐震評価に用いる設計用地震力を表 5－4 に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基

づき設定する。 

表 5－4 設計用地震力（設計基準対象施設） 

機器名称

据付場所

及び

床面高さ

(m) 

固有周期

(s) 

弾性設計用

地震動Ｓｄ

又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

水平

方向

鉛直

方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

主蒸気管 

トンネル温度

（TE202-4A） 

原子炉建物 

EL 19.500 

（EL 23.800＊1） 

0.05 

以下 

ＣＨ＝ 

1.19＊2 

ＣＶ＝ 

1.10＊2 

ＣＨ＝ 

1.73＊3 

ＣＶ＝ 

2.07＊3 

主蒸気管 

トンネル温度

（TE202-4B） 

原子炉建物 

EL 19.500 

（EL 23.800＊1） 

0.05 

以下 

ＣＨ＝ 

1.19＊2 

ＣＶ＝ 

1.10＊2 

ＣＨ＝ 

1.73＊3 

ＣＶ＝ 

2.07＊3 

主蒸気管 

トンネル温度

（TE202-4C） 

原子炉建物 

EL 19.500 

（EL 23.800＊1） 

0.05 

以下 

ＣＨ＝ 

1.19＊2 

ＣＶ＝ 

1.10＊2 

ＣＨ＝ 

1.73＊3 

ＣＶ＝ 

2.07＊3 

主蒸気管 

トンネル温度

（TE202-4D） 

原子炉建物 

EL 19.500 

（EL 23.800＊1） 

0.05 

以下 

ＣＨ＝ 

1.19＊2 

ＣＶ＝ 

1.10＊2 

ＣＨ＝ 

1.73＊3 

ＣＶ＝ 

2.07＊3 

主蒸気管 

トンネル温度

（TE202-5A） 

原子炉建物 

EL 19.500 

（EL 23.800＊1） 

0.05 

以下 

ＣＨ＝ 

1.19＊2 

ＣＶ＝ 

1.10＊2 

ＣＨ＝ 

1.73＊3 

ＣＶ＝ 

2.07＊3 

主蒸気管 

トンネル温度

（TE202-5B） 

原子炉建物 

EL 19.500 

（EL 23.800＊1） 

0.05 

以下 

ＣＨ＝ 

1.19＊2 

ＣＶ＝ 

1.10＊2 

ＣＨ＝ 

1.73＊3 

ＣＶ＝ 

2.07＊3 

主蒸気管 

トンネル温度

（TE202-5C） 

原子炉建物 

EL 19.500 

（EL 23.800＊1） 

0.05 

以下 

ＣＨ＝ 

1.19＊2 

ＣＶ＝ 

1.10＊2 

ＣＨ＝ 

1.73＊3 

ＣＶ＝ 

2.07＊3 

主蒸気管 

トンネル温度

（TE202-5D） 

原子炉建物 

EL 19.500 

（EL 23.800＊1） 

0.05 

以下 

ＣＨ＝ 

1.19＊2 

ＣＶ＝ 

1.10＊2 

ＣＨ＝ 

1.73＊3 

ＣＶ＝ 

2.07＊3 
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表 5－4 設計用地震力（設計基準対象施設） 

機器名称

据付場所

及び

床面高さ

(m) 

固有周期

(s) 

弾性設計用

地震動Ｓｄ

又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

水平

方向

鉛直

方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

主蒸気管 

トンネル温度

（TE202-6A） 

原子炉建物 

EL 19.500 

（EL 23.800＊1） 

0.05 

以下 

ＣＨ＝ 

1.19＊2 

ＣＶ＝ 

1.10＊2 

ＣＨ＝ 

1.73＊3 

ＣＶ＝ 

2.07＊3 

主蒸気管 

トンネル温度

（TE202-6B） 

原子炉建物 

EL 19.500 

（EL 23.800＊1） 

0.05 

以下 

ＣＨ＝ 

1.19＊2 

ＣＶ＝ 

1.10＊2 

ＣＨ＝ 

1.73＊3 

ＣＶ＝ 

2.07＊3 

主蒸気管 

トンネル温度

（TE202-6C） 

原子炉建物 

EL 19.500 

（EL 23.800＊1） 

0.05 

以下 

ＣＨ＝ 

1.19＊2 

ＣＶ＝ 

1.10＊2 

ＣＨ＝ 

1.73＊3 

ＣＶ＝ 

2.07＊3 

主蒸気管 

トンネル温度

（TE202-6D） 

原子炉建物 

EL 19.500 

（EL 23.800＊1） 

0.05 

以下 

ＣＨ＝ 

1.19＊2 

ＣＶ＝ 

1.10＊2 

ＣＨ＝ 

1.73＊3 

ＣＶ＝ 

2.07＊3 

主蒸気管 

トンネル温度

（TE202-7A） 

原子炉建物 

EL 19.500 

（EL 23.800＊1） 

0.05 

以下 

ＣＨ＝ 

1.19＊2 

ＣＶ＝ 

1.10＊2 

ＣＨ＝ 

1.73＊3 

ＣＶ＝ 

2.07＊3 

主蒸気管 

トンネル温度

（TE202-7B） 

原子炉建物 

EL 19.500 

（EL 23.800＊1） 

0.05 

以下 

ＣＨ＝ 

1.19＊2 

ＣＶ＝ 

1.10＊2 

ＣＨ＝ 

1.73＊3 

ＣＶ＝ 

2.07＊3 

主蒸気管 

トンネル温度

（TE202-7C） 

原子炉建物 

EL 19.500 

（EL 23.800＊1） 

0.05 

以下 

ＣＨ＝ 

1.19＊2 

ＣＶ＝ 

1.10＊2 

ＣＨ＝ 

1.73＊3 

ＣＶ＝ 

2.07＊3 

主蒸気管 

トンネル温度

（TE202-7D） 

原子炉建物 

EL 19.500 

（EL 23.800＊1） 

0.05 

以下 

ＣＨ＝ 

1.19＊2 

ＣＶ＝ 

1.10＊2 

ＣＨ＝ 

1.73＊3 

ＣＶ＝ 

2.07＊3 

注記＊1：基準床レベルを示す。

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 基礎ボルトの応力 

基礎ボルトの応力は，三次元はりモデルによる個別解析から基礎ボルト 1 本当たり

の発生力を求めて，その結果を用いて手計算にて計算する。 

図 5－1 計算モデル（TE202-4A，B，C，D） 

Y 

X 
Z 

Y 

Ａ Ａ

サポート評価点

基礎ボルト

（ケミカルアンカ）

Ａ－Ａ矢視図

検出器荷重点
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図 5－2 計算モデル（TE202-5A，B，C，D，TE202-7A，B，C，D） 

Y 

Z X 

Y 

基礎ボルト

（メカニカルアンカ）

サポート評価点

検出器荷重点
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図 5－3 計算モデル（TE202-6A） 

Z 

Y 

X 

Y 

検出器荷重点

電線管類荷重点

基礎ボルト

（ケミカルアンカ）

サポート評価点
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図 5－4 計算モデル（TE202-6B） 

Z 

Y 

X 

Y 

検出器荷重点電線管類荷重点

基礎ボルト

（ケミカルアンカ）

サポート評価点
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図 5－5 計算モデル（TE202-6C） 

Z 

Y 

X 

Y 

検出器荷重点電線管類荷重点

基礎ボルト

（ケミカルアンカ）

サポート評価点
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図 5－6 計算モデル（TE202-6D） 

個別解析によって得られた基礎ボルト部の評価点の最大発生力を 

表 5－5 に示す。 

Z 

Y 

X 

Y 

検出器荷重点

電線管類荷重点

基礎ボルト

（ケミカルアンカ）

サポート評価点
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表5－5 サポート発生反力

対象機器 

反力(N) 

（弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度） 

反力(N) 

（基準地震動Ｓｓ） 

Ｆｂ Ｑｂ Ｆｂ Ｑｂ 

TE202-4A 

TE202-4B 

TE202-4C 

TE202-4D 

TE202-5A 

TE202-5B 

TE202-5C 

TE202-5D 

TE202-6A 

TE202-6B 

TE202-6C 

TE202-6D 

TE202-7A 

TE202-7B 

TE202-7C 

TE202-7D 
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(1) 引張応力

基礎ボルト（1本当たり）に対する引張応力は，下式により計算する。

引張応力 

σｂ ＝ 
Ｆｂ

Ａｂ
･･･････････････････････････････････････････  (5.4.1.1.1)

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

 Ａｂ＝ 
π

4
・ｄ2  ･･･････････････････････････････････････････  (5.4.1.1.2) 

(2) せん断応力

基礎ボルト（1本当たり）に対するせん断応力は，下式により計算する。

せん断応力 

τｂ ＝ 
Ｑｂ

Ａｂ
 ･･････････････････････････････････････････････  (5.4.1.1.3) 



39 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
6
-5
-4
9 
R0
 

5.5 計算条件 

5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【主蒸気管トンネル温度（TE202-4A）の耐震

性についての計算結果】，【主蒸気管トンネル温度（TE202-4B）の耐震性についての計算結

果】，【主蒸気管トンネル温度（TE202-4C）の耐震性についての計算結果】，【主蒸気管トン

ネル温度（TE202-4D）の耐震性についての計算結果】，【主蒸気管トンネル温度（TE202-5A）

の耐震性についての計算結果】，【主蒸気管トンネル温度（TE202-5B）の耐震性についての

計算結果】，【主蒸気管トンネル温度（TE202-5C）の耐震性についての計算結果】，【主蒸気

管トンネル温度（TE202-5D）の耐震性についての計算結果】，【主蒸気管トンネル温度

（TE202-6A）の耐震性についての計算結果】，【主蒸気管トンネル温度（TE202-6B）の耐震

性についての計算結果】，【主蒸気管トンネル温度（TE202-6C）の耐震性についての計算結

果】，【主蒸気管トンネル温度（TE202-6D）の耐震性についての計算結果】，【主蒸気管トン

ネル温度（TE202-7A）の耐震性についての計算結果】，【主蒸気管トンネル温度（TE202-7B）

の耐震性についての計算結果】，【主蒸気管トンネル温度（TE202-7C）の耐震性についての

計算結果】，【主蒸気管トンネル温度（TE202-7D）の耐震性についての計算結果】の設計条

件及び機器要目に示す。 

5.6 応力の評価 

5.6.1 基礎ボルトの応力評価 

5.4.1項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応力ƒｔｓ以下であ

ること。ただし，ƒｔｏは下表による。

 ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ････････････････････････ (5.6.1.1)

せん断応力τｂは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下であるこ

と。ただし，ƒｓｂは下表による。

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度による

荷重との組合せの場合

基準地震動Ｓｓによる

荷重との組合せの場合

許容引張応力

ƒｔｏ 
Ｆ

2
・1.5

 Ｆ 

2
・1.5

許容せん断応力

ƒｓｂ 

Ｆ

1.5・ 3
・1.5

 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5

＊
＊
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6. 機能維持評価

6.1 電気的機能維持評価方法 

主蒸気管トンネル温度の電気的機能維持評価について以下に示す。 

なお，機能維持評価用加速度はⅥ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，

基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 

主蒸気管トンネル温度の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，

当該器具と類似の器具単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部

位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 6－1 に示す。 

表 6－1 機能確認済加速度 (×9.8m/s2) 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-4A） 

水平 

鉛直 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-4B） 

水平 

鉛直 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-4C） 

水平 

鉛直 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-4D） 

水平 

鉛直 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-5A） 

水平 

鉛直 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-5B） 

水平 

鉛直 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-5C） 

水平 

鉛直 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-5D） 

水平 

鉛直 
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表 6－1 機能確認済加速度 (×9.8m/s2) 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-6A） 

水平 

鉛直 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-6B） 

水平 

鉛直 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-6C） 

水平 

鉛直 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-6D） 

水平 

鉛直 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-7A） 

水平 

鉛直 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-7B） 

水平 

鉛直 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-7C） 

水平 

鉛直 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-7D） 

水平 

鉛直 
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7. 評価結果

7.1 設計基準対象施設としての評価結果 

主蒸気管トンネル温度の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許

容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能を維持でき

ることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【主蒸気管トンネル温度（TE202-4A）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-4A） 
Ｓ 

原子炉建物 

EL 19.500

（EL 23.800＊1） 

0.05 以下 ＣＨ＝1.19＊2 ＣＶ＝1.10＊2 ＣＨ＝1.73＊3 ＣＶ＝2.07＊3 60

1.2 機器要目 

部材 
Ｗ 

(N) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

基礎ボルト 
208 

（40mm＜径≦100mm） 

389 

（40mm＜径≦100mm） 
208 249 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 基礎ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

1.4 結論

1.4.1 基礎ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS41 
引張 σｂ＝2 ƒｔｓ＝124＊ σｂ＝3 ƒｔｓ＝149＊

せん断 τｂ＝1 ƒｓｂ＝96 τｂ＝1 ƒｓｂ＝115

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]

1.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-4A） 

水平方向 1.44 

鉛直方向 1.73 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

項目 記号 単位 
入力値 

（TE202-4A） 

材質 ― ― SS41 

質量 ｍ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 60 

縦弾性係数 Ｅ MPa 200600 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 

節点数 ― 個 

Y 

X 
Z 

Y 

Ａ Ａ

サポート評価点

基礎ボルト
（ケミカルアンカ）

Ａ－Ａ矢視図
検出器荷重点
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【主蒸気管トンネル温度（TE202-4B）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-4B） 
Ｓ 

原子炉建物 

EL 19.500

（EL 23.800＊1） 

0.05 以下 ＣＨ＝1.19＊2 ＣＶ＝1.10＊2 ＣＨ＝1.73＊3 ＣＶ＝2.07＊3 60

1.2 機器要目 

部材 
Ｗ 

(N) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ

(MPa) 

Ｆ

(MPa) 

基礎ボルト 
208 

（40mm＜径≦100mm） 

389 

（40mm＜径≦100mm） 
208 249 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 基礎ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

1.4 結論

1.4.1 基礎ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS41 
引張 σｂ＝2 ƒｔｓ＝124＊ σｂ＝3 ƒｔｓ＝149＊

せん断 τｂ＝1 ƒｓｂ＝96 τｂ＝1 ƒｓｂ＝115

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]

1.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-4B） 

水平方向 1.44 

鉛直方向 1.73 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

項目 記号 単位 
入力値 

（TE202-4B） 

材質 ― ― SS41 

質量 ｍ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 60 

縦弾性係数 Ｅ MPa 200600 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 

節点数 ― 個 

Y 

X 
Z 

Y 

Ａ Ａ

サポート評価点

基礎ボルト
（ケミカルアンカ）

Ａ－Ａ矢視図
検出器荷重点
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【主蒸気管トンネル温度（TE202-4C）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-4C） 
Ｓ 

原子炉建物 

EL 19.500

（EL 23.800＊1） 

0.05 以下 ＣＨ＝1.19＊2 ＣＶ＝1.10＊2 ＣＨ＝1.73＊3 ＣＶ＝2.07＊3 60

1.2 機器要目 

部材 
Ｗ 

(N) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ

(MPa) 

Ｆ

(MPa) 

基礎ボルト 
208 

（40mm＜径≦100mm） 

389 

（40mm＜径≦100mm） 
208 249 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 基礎ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

1.4 結論

1.4.1 基礎ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS41 
引張 σｂ＝2 ƒｔｓ＝124＊ σｂ＝3 ƒｔｓ＝149＊

せん断 τｂ＝1 ƒｓｂ＝96 τｂ＝1 ƒｓｂ＝115

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]

1.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-4C） 

水平方向 1.44 

鉛直方向 1.73 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

項目 記号 単位 
入力値 

（TE202-4C） 

材質 ― ― SS41 

質量 ｍ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 60 

縦弾性係数 Ｅ MPa 200600 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 

節点数 ― 個 

Y 

X 
Z 

Y 

Ａ Ａ

サポート評価点

基礎ボルト
（ケミカルアンカ）

Ａ－Ａ矢視図
検出器荷重点
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【主蒸気管トンネル温度（TE202-4D）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-4D） 
Ｓ 

原子炉建物 

EL 19.500

（EL 23.800＊1） 

0.05 以下 ＣＨ＝1.19＊2 ＣＶ＝1.10＊2 ＣＨ＝1.73＊3 ＣＶ＝2.07＊3 60

1.2 機器要目 

部材 
Ｗ 

(N) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ

(MPa) 

Ｆ

(MPa) 

基礎ボルト 
208 

（40mm＜径≦100mm） 

389 

（40mm＜径≦100mm） 
208 249 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 基礎ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

1.4 結論

1.4.1 基礎ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS41 
引張 σｂ＝2 ƒｔｓ＝124＊ σｂ＝3 ƒｔｓ＝149＊

せん断 τｂ＝1 ƒｓｂ＝96 τｂ＝1 ƒｓｂ＝115

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]

1.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-4D） 

水平方向 1.44 

鉛直方向 1.73 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

項目 記号 単位 
入力値 

（TE202-4D） 

材質 ― ― SS41 

質量 ｍ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 60 

縦弾性係数 Ｅ MPa 200600 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 

節点数 ― 個 

Y 

X 
Z 

Y 

Ａ Ａ

サポート評価点

基礎ボルト
（ケミカルアンカ）

Ａ－Ａ矢視図
検出器荷重点
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【主蒸気管トンネル温度（TE202-5A）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-5A） 
Ｓ 

原子炉建物 

EL 19.500

（EL 23.800＊1） 

0.05 以下 ＣＨ＝1.19＊2 ＣＶ＝1.10＊2 ＣＨ＝1.73＊3 ＣＶ＝2.07＊3 60

1.2 機器要目 

部材 
Ｗ 

(N) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ

(MPa) 

Ｆ

(MPa) 

基礎ボルト 
208 

（40mm＜径≦100mm） 

389 

（40mm＜径≦100mm） 
208 249 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 基礎ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

1.4 結論

1.4.1 基礎ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
SS400 

相当 

引張 σｂ＝1 ƒｔｓ＝124＊ σｂ＝2 ƒｔｓ＝149＊

せん断 τｂ＝1 ƒｓｂ＝96 τｂ＝1 ƒｓｂ＝115

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]

1.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-5A） 

水平方向 1.44 

鉛直方向 1.73 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

項目 記号 単位 
入力値 

（TE202-5A） 

材質 ― ― SS41 

質量 ｍ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 60 

縦弾性係数 Ｅ MPa 200600 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 

節点数 ― 個 

Y 

Z X 

Y 

基礎ボルト
（メカニカルアンカ）

サポート評価点

検出器荷重点



5
8 

S2 補 Ⅵ-2-6-5-49 R0 

【主蒸気管トンネル温度（TE202-5B）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-5B） 
Ｓ 

原子炉建物 

EL 19.500

（EL 23.800＊1） 

0.05 以下 ＣＨ＝1.19＊2 ＣＶ＝1.10＊2 ＣＨ＝1.73＊3 ＣＶ＝2.07＊3 60

1.2 機器要目 

部材 
Ｗ 

(N) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

基礎ボルト 
208 

（40mm＜径≦100mm） 

389 

（40mm＜径≦100mm） 
208 249 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 基礎ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

1.4 結論

1.4.1 基礎ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
SS400 

相当 

引張 σｂ＝1 ƒｔｓ＝124＊ σｂ＝2 ƒｔｓ＝149＊

せん断 τｂ＝1 ƒｓｂ＝96 τｂ＝1 ƒｓｂ＝115

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]

1.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-5B） 

水平方向 1.44 

鉛直方向 1.73 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

項目 記号 単位 
入力値 

（TE202-5B） 

材質 ― ― SS41 

質量 ｍ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 60 

縦弾性係数 Ｅ MPa 200600 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 

節点数 ― 個 

X 

Y 

基礎ボルト
（メカニカルアンカ）

サポート評価点

検出器荷重点

Y 

Z 
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【主蒸気管トンネル温度（TE202-5C）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-5C） 
Ｓ 

原子炉建物 

EL 19.500

（EL 23.800＊1） 

0.05 以下 ＣＨ＝1.19＊2 ＣＶ＝1.10＊2 ＣＨ＝1.73＊3 ＣＶ＝2.07＊3 60

1.2 機器要目 

部材 
Ｗ 

(N) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

基礎ボルト 
208 

（40mm＜径≦100mm） 

389 

（40mm＜径≦100mm） 
208 249 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 基礎ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

1.4 結論

1.4.1 基礎ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
SS400 

相当 

引張 σｂ＝1 ƒｔｓ＝124＊ σｂ＝2 ƒｔｓ＝149＊

せん断 τｂ＝1 ƒｓｂ＝96 τｂ＝1 ƒｓｂ＝115

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]

1.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-5C） 

水平方向 1.44 

鉛直方向 1.73 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

項目 記号 単位 
入力値 

（TE202-5C） 

材質 ― ― SS41 

質量 ｍ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 60 

縦弾性係数 Ｅ MPa 200600 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 

節点数 ― 個 

X 

Y 

基礎ボルト
（メカニカルアンカ）

サポート評価点

検出器荷重点

Y 

Z 
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【主蒸気管トンネル温度（TE202-5D）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-5D） 
Ｓ 

原子炉建物 

EL 19.500

（EL 23.800＊1） 

0.05 以下 ＣＨ＝1.19＊2 ＣＶ＝1.10＊2 ＣＨ＝1.73＊3 ＣＶ＝2.07＊3 60

1.2 機器要目 

部材 
Ｗ 

(N) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

基礎ボルト 
208 

（40mm＜径≦100mm） 

389 

（40mm＜径≦100mm） 
208 249 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 基礎ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

1.4 結論

1.4.1 基礎ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
SS400 

相当 

引張 σｂ＝1 ƒｔｓ＝124＊ σｂ＝2 ƒｔｓ＝149＊

せん断 τｂ＝1 ƒｓｂ＝96 τｂ＝1 ƒｓｂ＝115

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]

1.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-5D） 

水平方向 1.44 

鉛直方向 1.73 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

項目 記号 単位 
入力値 

（TE202-5D） 

材質 ― ― SS41 

質量 ｍ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 60 

縦弾性係数 Ｅ MPa 200600 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 

節点数 ― 個 

X 

Y 

基礎ボルト
（メカニカルアンカ）

サポート評価点

検出器荷重点

Y 

Z 
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【主蒸気管トンネル温度（TE202-6A）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-6A） 
Ｓ 

原子炉建物 

EL 19.500

（EL 23.800＊1） 

0.05 以下 ＣＨ＝1.19＊2 ＣＶ＝1.10＊2 ＣＨ＝1.73＊3 ＣＶ＝2.07＊3 60

1.2 機器要目 

部材 
Ｗ1 

(N) 

Ｗ2 

(N) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

基礎ボルト 
237 

（径≦16mm） 

389 

（径≦16mm） 
237 272 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 基礎ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

1.4 結論

1.4.1 基礎ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張 σｂ＝9 ƒｔｓ＝142＊ σｂ＝12 ƒｔｓ＝163＊

せん断 τｂ＝1 ƒｓｂ＝109 τｂ＝1 ƒｓｂ＝125

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]

1.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-6A） 

水平方向 1.44 

鉛直方向 1.73 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

項目 記号 単位 
入力値 

（TE202-6A） 

材質 ― ― STKR400 

質量 ｍ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 60 

縦弾性係数 Ｅ MPa 200600 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 

節点数 ― 個 

Z 

Y 

X 

Y 

検出器荷重点

電線管類荷重点

基礎ボルト
（ケミカルアンカ）

サポート評価点
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【主蒸気管トンネル温度（TE202-6B）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-6B） 
Ｓ 

原子炉建物 

EL 19.500

（EL 23.800＊1） 

0.05 以下 ＣＨ＝1.19＊2 ＣＶ＝1.10＊2 ＣＨ＝1.73＊3 ＣＶ＝2.07＊3 60

1.2 機器要目 

部材 
Ｗ1 

(N) 

Ｗ2 

(N) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

基礎ボルト 
237 

（径≦16mm） 

389 

（径≦16mm） 
237 272 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 基礎ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

1.4 結論

1.4.1 基礎ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張 σｂ＝9 ƒｔｓ＝142＊ σｂ＝12 ƒｔｓ＝163＊

せん断 τｂ＝1 ƒｓｂ＝109 τｂ＝1 ƒｓｂ＝125

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]

1.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-6B） 

水平方向 1.44 

鉛直方向 1.73 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

項目 記号 単位 
入力値 

（TE202-6B） 

材質 ― ― STKR400 

質量 ｍ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 60 

縦弾性係数 Ｅ MPa 200600 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 

節点数 ― 個 

Z 

Y 

X 

Y 

検出器荷重点電線管類荷重点

基礎ボルト
（ケミカルアンカ）

サポート評価点
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【主蒸気管トンネル温度（TE202-6C）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-6C） 
Ｓ 

原子炉建物 

EL 19.500

（EL 23.800＊1） 

0.05 以下 ＣＨ＝1.19＊2 ＣＶ＝1.10＊2 ＣＨ＝1.73＊3 ＣＶ＝2.07＊3 60

1.2 機器要目 

部材 
Ｗ1 

(N) 

Ｗ2 

(N) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

基礎ボルト 
237 

（径≦16mm） 

389 

（径≦16mm） 
237 272 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 基礎ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

1.4 結論

1.4.1 基礎ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張 σｂ＝9 ƒｔｓ＝142＊ σｂ＝13 ƒｔｓ＝163＊

せん断 τｂ＝1 ƒｓｂ＝109 τｂ＝1 ƒｓｂ＝125

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]

1.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-6C） 

水平方向 1.44 

鉛直方向 1.73 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

項目 記号 単位 
入力値 

（TE202-6C） 

材質 ― ― STKR400 

質量 ｍ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 60 

縦弾性係数 Ｅ MPa 200600 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 

節点数 ― 個 

Z 

Y 

X 

Y 

検出器荷重点電線管類荷重点

基礎ボルト
（ケミカルアンカ）

サポート評価点
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【主蒸気管トンネル温度（TE202-6D）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-6D） 
Ｓ 

原子炉建物 

EL 19.500

（EL 23.800＊1） 

0.05 以下 ＣＨ＝1.19＊2 ＣＶ＝1.10＊2 ＣＨ＝1.73＊3 ＣＶ＝2.07＊3 60

1.2 機器要目 

部材 
Ｗ1 

(N) 

Ｗ2 

(N) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

基礎ボルト 
237 

（径≦16mm） 

389 

（径≦16mm） 
237 272 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 基礎ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

1.4 結論

1.4.1 基礎ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張 σｂ＝9 ƒｔｓ＝142＊ σｂ＝13 ƒｔｓ＝163＊

せん断 τｂ＝1 ƒｓｂ＝109 τｂ＝1 ƒｓｂ＝125

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]

1.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-6D） 

水平方向 1.44 

鉛直方向 1.73 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

項目 記号 単位 
入力値 

（TE202-6D） 

材質 ― ― STKR400 

質量 ｍ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 60 

縦弾性係数 Ｅ MPa 200600 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 

節点数 ― 個 

Z 

Y 

X 

Y 

検出器荷重点

電線管類荷重点

基礎ボルト
（ケミカルアンカ）

サポート評価点
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【主蒸気管トンネル温度（TE202-7A）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-7A） 
Ｓ 

原子炉建物 

EL 19.500

（EL 23.800＊1） 

0.05 以下 ＣＨ＝1.19＊2 ＣＶ＝1.10＊2 ＣＨ＝1.73＊3 ＣＶ＝2.07＊3 60

1.2 機器要目 

部材 
Ｗ 

(N) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

基礎ボルト 
208 

（40mm＜径≦100mm） 

389 

（40mm＜径≦100mm） 
208 249 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 基礎ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

1.4 結論

1.4.1 基礎ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
SS400 

相当 

引張 σｂ＝1 ƒｔｓ＝124＊ σｂ＝2 ƒｔｓ＝149＊

せん断 τｂ＝1 ƒｓｂ＝96 τｂ＝1 ƒｓｂ＝115

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]

1.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-7A） 

水平方向 1.44 

鉛直方向 1.73 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

項目 記号 単位 
入力値 

（TE202-7A） 

材質 ― ― SS41 

質量 ｍ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 60 

縦弾性係数 Ｅ MPa 200600 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 

節点数 ― 個 

X 

Y 

基礎ボルト
（メカニカルアンカ）

サポート評価点

検出器荷重点

Y 

Z 
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【主蒸気管トンネル温度（TE202-7B）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-7B） 
Ｓ 

原子炉建物 

EL 19.500

（EL 23.800＊1） 

0.05 以下 ＣＨ＝1.19＊2 ＣＶ＝1.10＊2 ＣＨ＝1.73＊3 ＣＶ＝2.07＊3 60

1.2 機器要目 

部材 
Ｗ 

(N) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

基礎ボルト 
208 

（40mm＜径≦100mm） 

389 

（40mm＜径≦100mm） 
208 249 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 基礎ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

1.4 結論

1.4.1 基礎ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
SS400 

相当 

引張 σｂ＝1 ƒｔｓ＝124＊ σｂ＝2 ƒｔｓ＝149＊

せん断 τｂ＝1 ƒｓｂ＝96 τｂ＝1 ƒｓｂ＝115

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]

1.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-7B） 

水平方向 1.44 

鉛直方向 1.73 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

項目 記号 単位 
入力値 

（TE202-7B） 

材質 ― ― SS41 

質量 ｍ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 60 

縦弾性係数 Ｅ MPa 200600 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 

節点数 ― 個 

X 

Y 

基礎ボルト
（メカニカルアンカ）

サポート評価点

検出器荷重点

Y 

Z 
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【主蒸気管トンネル温度（TE202-7C）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-7C） 
Ｓ 

原子炉建物 

EL 19.500

（EL 23.800＊1） 

0.05 以下 ＣＨ＝1.19＊2 ＣＶ＝1.10＊2 ＣＨ＝1.73＊3 ＣＶ＝2.07＊3 60

1.2 機器要目 

部材 
Ｗ 

(N) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

基礎ボルト 
208 

（40mm＜径≦100mm） 

389 

（40mm＜径≦100mm） 
208 249 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 基礎ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

1.4 結論

1.4.1 基礎ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
SS400 

相当 

引張 σｂ＝1 ƒｔｓ＝124＊ σｂ＝2 ƒｔｓ＝149＊

せん断 τｂ＝1 ƒｓｂ＝96 τｂ＝1 ƒｓｂ＝115

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]

1.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-7C） 

水平方向 1.44 

鉛直方向 1.73 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

項目 記号 単位 
入力値 

（TE202-7C） 

材質 ― ― SS41 

質量 ｍ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 60 

縦弾性係数 Ｅ MPa 200600 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 

節点数 ― 個 

X 

Y 

基礎ボルト
（メカニカルアンカ）

サポート評価点

検出器荷重点

Y 

Z 
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【主蒸気管トンネル温度（TE202-7D）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-7D） 
Ｓ 

原子炉建物 

EL 19.500

（EL 23.800＊1） 

0.05 以下 ＣＨ＝1.19＊2 ＣＶ＝1.10＊2 ＣＨ＝1.73＊3 ＣＶ＝2.07＊3 60

1.2 機器要目 

部材 
Ｗ 

(N) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

基礎ボルト 
208 

（40mm＜径≦100mm） 

389 

（40mm＜径≦100mm） 
208 249 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 基礎ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

1.4 結論

1.4.1 基礎ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
SS400 

相当 

引張 σｂ＝1 ƒｔｓ＝124＊ σｂ＝2 ƒｔｓ＝149＊

せん断 τｂ＝1 ƒｓｂ＝96 τｂ＝1 ƒｓｂ＝115

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]

1.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

主蒸気管トンネル温度 

（TE202-7D） 

水平方向 1.44 

鉛直方向 1.73 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

項目 記号 単位 
入力値 

（TE202-7D） 

材質 ― ― SS41 

質量 ｍ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 60 

縦弾性係数 Ｅ MPa 200600 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 

節点数 ― 個 

X 

Y 

基礎ボルト
（メカニカルアンカ）

サポート評価点

検出器荷重点

Y 

Z 
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している機能維持の設計方針に基づ

き，スクラバ容器温度が設計用地震力に対して十分な電気的機能を維持できることを説明するも

のである。 

スクラバ容器温度は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設

重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての電気的機能維持評価を示

す。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

スクラバ容器温度の構造計画を表 2－1に示す。
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，スクラバ容器

に直接取り付けられた熱

電対座にボルトを用いて

固定する。 

熱電対 

（単位：mm） 

検出器

ボルト

熱電対座

（側面方向）

（正面方向）

熱電対座

スクラバ容器
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2.2 評価方針 

スクラバ容器温度の機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した

電気的機能維持の方針に基づき，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下である

ことを，「4. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を

「5. 評価結果」に示す。 

スクラバ容器温度の耐震評価フローを図 2－1 に示す。

図 2－1 スクラバ容器温度の耐震評価フロー 

2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-

1984（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気

協会）

3. 評価部位

スクラバ容器温度は，スクラバ容器に直接取り付けられた熱電対座に挿入され固定され

ることから，スクラバ容器が支持している。スクラバ容器の構造強度評価はⅥ-2-9-4-7-

1-2「第 1 ベントフィルタ スクラバ容器の耐震性についての計算書」にて実施しているた

め，本計算書では，スクラバ容器の地震応答解析結果を用いたスクラバ容器温度の電気的

機能維持評価について示す。 

設計用地震力 

機能維持評価用加速度 

計器の電気的機能維持評価 
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4. 機能維持評価

スクラバ容器温度の電気的機能維持評価について，以下に示す。

 4.1 機能維持評価用加速度 

スクラバ容器温度はスクラバ容器に直接取り付けられた熱電対座に挿入され固定され

ることから，機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方

針」に基づき，設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度により定まる加速度

とする。機能維持評価用加速度を表 4－1 に示す。 

表 4－1 機能維持評価用加速度   (×9.8m/s2) 

機器名称 
対象機器設置箇所 

(m) 
方向 機能維持評価用加速度 

スクラバ容器温度
第 1 ベントフィルタ格納槽 

EL 2.7＊ 

水平 2.40 

鉛直 3.98 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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4.2 機能確認済加速度 

スクラバ容器温度の機能確認済加速度には，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づ

き，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において電気的機能の健全性を確認した加速

度を適用する。 

機能確認済加速度を表 4－2 に示す。 

表 4－2 機能確認済加速度   (×9.8m/s2) 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

スクラバ容器温度

水平 

鉛直 
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5. 評価結果

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

スクラバ容器温度の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示

す。機能維持評価用加速度は機能確認済加速度以下であり，設計用地震力に対して電気

的機能が維持されていることを確認した。 

(1) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【スクラバ容器温度の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備

1.1 電気的機能維持の評価結果 

  (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

スクラバ容器温度
水平方向 2.40 

鉛直方向 3.98 

注記＊：機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回

る設計震度により定まる加速度とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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Ⅵ-2-6-7-1-6 低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力の 

耐震性についての計算書



S2
 補

 Ⅵ
-2
-6

-7
-1
-6
 R
0 

目  次 

1. 概要 ···································································· 1 

2. 一般事項 ································································ 1 

2.1 構造計画 ······························································ 1 

3. 固有周期 ································································ 3 

3.1 固有周期の確認 ························································ 3 

4. 構造強度評価 ···························································· 4 

4.1 構造強度評価方法 ······················································ 4 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 ··············································· 4 

4.3 計算条件 ······························································ 4 

5. 機能維持評価 ···························································· 8 

5.1 電気的機能維持評価方法 ················································ 8 

6. 評価結果 ································································ 9 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果  ····································· 9 



S2
 補

 Ⅵ
-2
-6

-7
-1
-6
 R
0 

1 

1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力が設計用地震力に対して十分な構造強度を有

し，電気的機能を維持できることを説明するものである。 

低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故

防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度

評価及び電気的機能維持評価を示す。 

なお，低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方

法」に記載の直立形計器スタンションであるため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方

法 添付資料-8 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を

実施する。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボル

トにより計器取付板に固

定され，計器取付板は，

取付板取付ボルトにより

計器スタンションに固定

される。 

計器スタンションは，基

礎ボルトで基礎に設置す

る。 

弾性圧力検出器 【低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力】 

機器名称 
低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力 

（PX2B2-1A） 

低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力 

（PX2B2-1B） 

たて 

横 

高さ 

（単位：mm） 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ） 

正面 側面 

計器 

スタンション 

検出器 

取付板取付ボルト 

計器取付板 

計器取付ボルト 

高
さ

 

横 たて 

床 
（正面方向） （側面方向） 

平面 
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3. 固有周期

3.1 固有周期の確認 

低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力の固有周期は，プラスチックハンマ等により，当該設備

に振動を与え自由減衰振動を振動解析装置により記録解析し，確認する。試験の結果，剛構造

であることを確認した。固有周期の確認結果を表 3－1に示す。 

表 3－1 固有周期      （単位：s）

低圧原子炉代替注水ポンプ

出口圧力 

（PX2B2-1A） 

水平 

鉛直 

低圧原子炉代替注水ポンプ

出口圧力 

（PX2B2-1B） 

水平 

鉛直 
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4. 構造強度評価

4.1 構造強度評価方法 

低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書

作成の方法 添付資料-8 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記

載の耐震計算方法に基づき行う。 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等

対処設備の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

4.2.2 許容応力 

低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

基づき表 4－2のとおりとする。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対

処設備の評価に用いるものを表 4－3に示す。 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力（PX2B2-

1A）の耐震性についての計算結果】，【低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力（PX2B2-1B）の耐震

性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。）

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊ ＊
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表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

(径≦16mm) 
周囲環境温度 50 241 394 ― 
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5. 機能維持評価

5.1 電気的機能維持評価方法 

低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力の電気的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の

計算書作成の方法 添付資料-8 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方

針」に記載の評価方法に基づき行う。 

計器スタンションに設置される検出器の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方

針」に基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認し

た評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1に示す。 

表 5－1 機能確認済加速度 (×9.8m/s2) 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力 

（PX2B2-1A） 

水平 

鉛直 

低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力 

（PX2B2-1B） 

水平 

鉛直 
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6. 評価結果

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を

以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有

し，電気的機能を維持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。



10
 

S2 補 Ⅵ-2-6-7-1-6 R0 

【低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力（ PX2B2-1A）の耐震性についての計算結果】  

1. 重大事故等対処設備

1.1 設計条件

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

低圧原子炉代替注水ポンプ

出口圧力 

（PX2B2-1A） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

低圧原子炉代替注水ポンプ

格納槽 

EL 0.7＊1 

― ― ＣＨ＝1.52＊2 ＣＶ＝2.67＊2 50 

1.2 機器要目 

部材 
ｍ 
(kg) 

ｈ１ 
(mm) 

ｄ 
(mm) 

Ａｂ 
(mm2) ｎ 

Ｓｙ 
(MPa) 

Ｓｕ 
(MPa) 

基礎ボルト 668
12 

(M12)
113.1 4

241 

（径≦16mm）

394 

（径≦16mm）

部材 
１

＊

(mm) 

２
＊

(mm) 
ｎｆ＊ 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
50 150 2  

―  276 ―  側面方向 

27 173 2  

1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力   (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト ―  ―  

＊
 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は正面方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は側面方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張 ― ― σｂ＝11 ƒｔｓ＝165＊ 

せん断 ― ― τｂ＝2 ƒｓｂ＝127 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ] 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2) 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

低圧原子炉代替注水ポンプ

出口圧力 

（PX2B2-1A） 

水平方向 2.13 

鉛直方向 2.67 

（1≦2）

1 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ）

2 

（正面方向） 

（1≦2）

転倒方向 

2 

ｍ･g 

（側面方向） 

ｈ
1 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ）

1 
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【低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力（ PX2B2-1B）の耐震性についての計算結果】  

1. 重大事故等対処設備

1.1 設計条件

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

低圧原子炉代替注水ポンプ

出口圧力 

（PX2B2-1B） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

低圧原子炉代替注水ポンプ

格納槽 

EL 0.7＊1 

― ― ＣＨ＝1.52＊2 ＣＶ＝2.67＊2 50 

1.2 機器要目 

部材 
ｍ 
(kg) 

ｈ１ 
(mm) 

ｄ 
(mm) 

Ａｂ 
(mm2) ｎ 

Ｓｙ 
(MPa) 

Ｓｕ 
(MPa) 

基礎ボルト 668
12 

(M12)
113.1 4

241 

（径≦16mm）

394 

（径≦16mm）

部材 
１

＊

(mm) 

２
＊

(mm) 
ｎｆ＊ 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
50 150 2  

―  276 ―  側面方向 

27 173 2  

1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力   (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト ― ― 

＊
 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は正面方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は側面方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張 ― ― σｂ＝11 ƒｔｓ＝165＊ 

せん断 ― ― τｂ＝2 ƒｓｂ＝127 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ] 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2) 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

低圧原子炉代替注水ポンプ

出口圧力 

（PX2B2-1B） 

水平方向 2.13 

鉛直方向 2.67 

（1≦2）

1 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ）

2 

（正面方向） 

（1≦2）

転倒方向 

2 

ｍ･g 

（側面方向） 

ｈ
1 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ）

1 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，緊急時対策所 衛星電話設備用ラックが設計用地震力に対して十分な構造強度を

有し，電気的機能を維持できることを説明するものである。 

緊急時対策所 衛星電話設備用ラックは，設計基準対象施設においてはＣクラス施設に，重大

事故等対処設備においては，常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備及び常

設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的

機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

緊急時対策所 衛星電話設備用ラックの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

緊急時対策所 衛星電話

設備用ラックは，基礎ボ

ルトにて基礎に設置す

る。 

直立形 

（鋼材及び鋼板を組み

合わせた自立開放型の

ラック） 

【緊急時対策所 衛星電話設備用ラック】 

（単位：mm） 

  

（長辺方向） 

正面 側面 

（短辺方向） 

床 

緊急時対策所  

衛星電話設備用ラック 

900 

1
80
2
.3

 

基礎ボルト 
(ケミカルアンカ) 

800 
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2.2 評価方針 

緊急時対策所 衛星電話設備用ラックの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて

設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す緊急時対

策所 衛星電話設備用ラックの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 

固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まること

を，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，緊急時対策所 衛

星電話設備用ラックの機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した電気的

機能維持の方針に基づき，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下であることを，「6. 

機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「7. 評価結果」に示

す。 

緊急時対策所 衛星電話設備用ラックの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 緊急時対策所 衛星電話設備用ラックの耐震評価フロー 

 

 

設計用地震力 

解析モデル設定 

固有値解析 

地震時における応力 

支持構造物の構造強度評価 緊急時対策所 衛星電話設備用 

ラックの電気的機能維持評価 

機能維持評価用加速度 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協 

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設 

計・建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ ボルトの軸断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄ ボルトの呼び径 mm 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 MPa 

Ｆ  設計・建設規格 SSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｂ ボルトに作用する引張力（1本当たり） N 

ƒｓｂ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力（許容組

合せ応力） 

MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈ 据付面から重心までの距離 mm 

１ 重心とボルト間の水平方向距離＊ mm 

２ 重心とボルト間の水平方向距離＊ mm 

ｍ 質量 kg 

ｎ ボルトの本数 ― 

ｎｆ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 ― 

Ｑｂ ボルトに作用するせん断力 N 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

π 円周率 ― 

σｂ ボルトに生じる引張応力 MPa 

τｂ ボルトに生じるせん断応力 MPa 

注記＊：１≦２ 

＊  
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－2に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位 

緊急時対策所 衛星電話設備用ラックの耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に

基づき，耐震評価上厳しくなる基礎ボルトについて実施する。 

緊急時対策所 衛星電話設備用ラックの耐震評価部位については，表 2－1の概略構造図に示

す。 

 

4. 固有周期 

4.1 固有値解析方法 

緊急時対策所 衛星電話設備用ラックの固有値解析方法を以下に示す。 

(1) 緊急時対策所 衛星電話設備用ラックは，「4.2 解析モデル及び諸元」に示す三次元はり

モデル及びシェルモデルとして考える。 

 

4.2 解析モデル及び諸元 

緊急時対策所 衛星電話設備用ラックの解析モデルを図 4－1に，解析モデルの概要を以下

に示す。また，機器の諸元を本計算書の【緊急時対策所 衛星電話設備用ラックの耐震性につ

いての計算結果】のその他の機器要目に示す。 

(1) 緊急時対策所 衛星電話設備用ラックの鋼板及びウェブはシェル要素でモデル化し，フレ

ーム及びフランジははり要素でモデル化する。 

(2) 緊急時対策所 衛星電話設備用ラックのラック内機器質量は，各鋼板に密度として付与す

る。 

(3) 拘束条件は，基礎部の並進方向と，ボルト軸直角 2方向の回転方向を拘束する。なお，基

礎ボルト部は剛体として評価する。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

(5) 解析コードは，「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，固有値を求める。なお，評価に用い

る解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コ

ード）の概要」に示す。 
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図4－1 解析モデル 

4.3 固有値解析結果 

固有値解析の結果を表 4－1，振動モード図を図 4－2に示す。固有周期は，0.05秒以下であ

り，剛構造であることを確認した。 

表 4－1 固有値解析結果 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｙ方向 

1次 水平 ― ― ― 

要素数：2623 

節点数：2533 
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図 4－2 振動モード (1次モード 水平方向 s) 

：変形前 

：変形後 

凡例 
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) 緊急時対策所 衛星電話設備用ラックの質量は重心に集中しているものとする。 

(2) 地震力は緊急時対策所 衛星電話設備用ラックに対して，水平方向及び鉛直方向から作用

するものとする。 

(3) 緊急時対策所 衛星電話設備用ラックは基礎ボルトで基礎に固定されており，固定端とす

る。 

(4) 転倒方向は，長辺方向及び短辺方向について検討し，計算書には結果の厳しい方（許容値

／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

(5) 緊急時対策所 衛星電話設備用ラックの重心位置については，転倒方向を考慮して，計算

条件が厳しくなる位置に重心位置を設定して耐震性の計算を行うものとする。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

緊急時対策所 衛星電話設備用ラックの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故

等対処設備の評価に用いるものを表 5－1に示す。 

 

5.2.2 許容応力 

緊急時対策所 衛星電話設備用ラックの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に基づき表 5－2のとおりとする。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

緊急時対策所 衛星電話設備用ラックの使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等

対処設備の評価に用いるものを表 5－3に示す。 
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

その他の計測

制御系統施設 

緊急時対策所  

衛星電話設備用ラック 

常設／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 5－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

＊
 

＊
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表 5－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

(40mm＜径≦100mm) 
周囲環境温度 50 211 394 ― 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－4に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基

づき設定する。 

表 5－4 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

緊急時対策所 

EL 50.25＊1 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

― ― ＣＨ＝2.21＊2 ＣＶ＝1.38＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引張

力とせん断力について計算する。 

 

 
 

図5－1 計算モデル（短辺方向転倒） 

 

 
 

図5－2 計算モデル（長辺方向転倒） 

転倒支点となる 

ボルト列 

転倒方向 

2 転倒支点 

ｈ
 

引張を受ける 

ボルト列 

2 

（1＝0） 

ｍ･(ＣＶ－1)･g  

ｍ･ＣＨ･g 

（1＝0） 

2 

転倒方向 

転倒支点 

ｈ
 

転倒支点となる 

ボルト列 

引張を受ける 

ボルト列 

2 

ｍ･(ＣＶ－1)･g  

ｍ･Ｃ
Ｈ
･g 
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(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は，図5－1及び図5－2でそれぞれのボルトを支点とす

る転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものとして計算する。 

引張力 

Ｆｂ ＝
ｍ・g・ＣＨ・ｈ＋ｍ・g・(ＣＶ－1)・2 

 ｎf・(1＋2)
  

 ···························· (5.4.1.1.1) 

引張応力 

σｂ ＝
Ｆｂ

Ａｂ
  ········································ (5.4.1.1.2) 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａｂ ＝
π

4
・ｄ 2  ···································· (5.4.1.1.3) 

 

(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

Ｑｂ ＝ ｍ・g・ＣＨ  ································ (5.4.1.1.4) 

 

せん断応力 

τｂ ＝
Ｑｂ

ｎ・Ａｂ
  ···································· (5.4.1.1.5) 
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5.5 計算条件 

5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

基礎ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【緊急時対策所 衛星電話設備

用ラックの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 



 

 18 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-6
-
7-
3-
1-
5 
R0

 

5.6 応力の評価 

5.6.1 ボルトの応力評価 

5.4.1項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応力 ƒｔｓ以下であ

ること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ···················· (5.6.1.1) 

 

せん断応力τｂは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下であるこ

と。ただし，ƒｓｂは下表による。 

 

 

 
基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 

 Ｆ  

2
・1.5 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 

 Ｆ  

1.5・ 3
・1.5 

 

 

 

 

 

 

 

＊
 

＊
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6. 機能維持評価

6.1 電気的機能維持評価方法 

緊急時対策所 衛星電話設備用ラックの電気的機能維持評価について以下に示す。 

なお，機能維持評価用加速度はⅥ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，

基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 

緊急時対策所 衛星電話設備用ラックの機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方

針」に基づき，同形式の器具単体のサインビート波加振試験において電気的機能の健全性を確

認した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 6－1に示す。 

表 6－1 機能確認済加速度   (×9.8m/s2) 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

緊急時対策所 衛星電話設備用ラック 

水平 

鉛直 
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7. 評価結果

7.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

緊急時対策所 衛星電話設備用ラックの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果

を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有

し，電気的機能を維持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【緊急時対策所 衛星電話設備用ラックの耐震性についての計算結果】  

1. 重大事故等対処設備

1.1 設計条件

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

緊急時対策所  

衛星電話設備用ラック

常設／防止 

常設／緩和 

緊急時対策所 

EL 50.25＊１ 
― ― ＣＨ＝2.21＊2 ＣＶ＝1.38＊2 50 

1.2 機器要目 

部材 
ｍ 
(kg) 

ｈ 
(mm) 

ｄ 
(mm) 

Ａｂ 
(mm2) 

ｎ 
Ｓｙ 
(MPa) 

Ｓｕ 
(MPa) 

基礎ボルト 1802.3＊1 16 

（M16） 
201.1 12 

211 

(40mm＜径≦100mm) 

394 

(40mm＜径≦100mm) 

部材 
１＊2

(mm)

２＊2

(mm)
ｎｆ＊2 

Ｆ 
(MPa) 

Ｆ 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 

0＊1 750＊1 2 

― 253 ― 短辺方向 

0＊1 790＊1 2 

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。 

＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力   (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト ― ― 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張 ― ― σｂ＝55 ƒｔｓ＝152＊ 

せん断 ― ― τｂ＝4 ƒｓｂ＝117 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ] 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

緊急時対策所  
衛星電話設備用ラック 

水平方向 1.83 

鉛直方向 1.16 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

項目 記号 単位 入力値 

材質(SS400) 

縦弾性係数 Ｅ MPa 2.01×105 

ポアソン比 ν ― 0.3 

材質(STKR400) 

縦弾性係数 Ｅ MPa 2.01×105 

ポアソン比 ν ― 0.3 

温度条件（周囲環境温度） T ℃ 50 

質量 m kg 

要素数 ― 個 2623 

節点数 ― 個 2533 
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２

ｈ
 

正面

(長辺方向)

側面

(短辺方向)

転倒方向

基礎ボルト

(ケミカルアンカ)

A～A 矢視図 

（１＝0）

A

ｍ･g 

A

２

（１＝0）

基礎ボルト 
（ケミカルアンカ）
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Ⅵ-2-6-7-3-2-5 緊急時対策所 無線通信設備用ラックの 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，緊急時対策所 無線通信設備用ラックが設計用地震力に対して十分な構造強度を

有し，電気的機能を維持できることを説明するものである。 

緊急時対策所 無線通信設備用ラックは，設計基準対象施設においてはＣクラス施設に，重大

事故等対処設備においては，常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備及び常

設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的

機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

緊急時対策所 無線通信設備用ラックの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

緊急時対策所 無線通信

設備用ラックは，基礎ボ

ルトにて基礎に設置す

る。 

直立形 

（鋼材及び鋼板を組み

合わせた自立開放型の

ラック） 

【緊急時対策所 無線通信設備用ラック】 

（単位：mm） 

  

（長辺方向） 

正面 側面 

（短辺方向） 

床 

緊急時対策所  

無線通信設備用ラック 

900 800 

1
80
2
.3
 

基礎ボルト 

(ケミカルアンカ) 
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2.2 評価方針 

緊急時対策所 無線通信設備用ラックの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて

設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す緊急時対

策所 無線通信設備用ラックの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 

固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まること

を，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，緊急時対策所 無

線通信設備用ラックの機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した電気的

機能維持の方針に基づき，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下であることを，「6. 

機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「7. 評価結果」に示

す。 

緊急時対策所 無線通信設備用ラックの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 緊急時対策所 無線通信設備用ラックの耐震評価フロー 

 

 

設計用地震力 

解析モデル設定 

固有値解析 

地震時における応力 

支持構造物の構造強度評価 緊急時対策所 無線通信設備用 

ラックの電気的機能維持評価 

機能維持評価用加速度 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協 

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設 

計・建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ ボルトの軸断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄ ボルトの呼び径 mm 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 MPa 

Ｆ  設計・建設規格 SSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｂ ボルトに作用する引張力（1本当たり） N 

ƒｓｂ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力（許容組

合せ応力） 

MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈ 据付面から重心までの距離 mm 

１ 重心とボルト間の水平方向距離＊ mm 

２ 重心とボルト間の水平方向距離＊ mm 

ｍ 質量 kg 

ｎ ボルトの本数 ― 

ｎｆ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 ― 

Ｑｂ ボルトに作用するせん断力 N 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

π 円周率 ― 

σｂ ボルトに生じる引張応力 MPa 

τｂ ボルトに生じるせん断応力 MPa 

注記＊：１≦２ 

＊  
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－2に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 

 



 

 7 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-6
-
7-
3-
2-
5 
R0

 

3. 評価部位 

緊急時対策所 無線通信設備用ラックの耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に

基づき，耐震評価上厳しくなる基礎ボルトについて実施する。 

緊急時対策所 無線通信設備用ラックの耐震評価部位については，表 2－1の概略構造図に示

す。 

 

4. 固有周期 

4.1 固有値解析方法 

緊急時対策所 無線通信設備用ラックの固有値解析方法を以下に示す。 

(1) 緊急時対策所 無線通信設備用ラックは，「4.2 解析モデル及び諸元」に示す三次元はり

モデル及びシェルモデルとして考える。 

 

4.2 解析モデル及び諸元 

緊急時対策所 無線通信設備用ラックの解析モデルを図 4－1に，解析モデルの概要を以下

に示す。また，機器の諸元を本計算書の【緊急時対策所 無線通信設備用ラックの耐震性につ

いての計算結果】のその他の機器要目に示す。 

(1) 緊急時対策所 無線通信設備用ラックの鋼板及びウェブはシェル要素でモデル化し，フレ

ーム及びフランジははり要素でモデル化する。 

(2) 緊急時対策所 無線通信設備用ラックのラック内機器質量は，各鋼板に密度として付与す

る。 

(3) 拘束条件は，基礎部の並進方向と，ボルト軸直角 2方向の回転方向を拘束する。なお、基

礎ボルト部は剛体として評価する。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

(5) 解析コードは，「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，固有値を求める。なお，評価に用い

る解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コ

ード）の概要」に示す。 
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図4－1 解析モデル 

4.3 固有値解析結果 

固有値解析の結果を表 4－1，振動モード図を図 4－2に示す。固有周期は，0.05秒以下であ

り，剛構造であることを確認した。 

表 4－1 固有値解析結果 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｙ方向 

1次 水平 ― ― ― 

要素数：1855 

節点数：1805 
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図 4－2 振動モード (1次モード 水平方向 s) 

：変形前 

：変形後 

凡例 
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) 緊急時対策所 無線通信設備用ラックの質量は重心に集中しているものとする。 

(2) 地震力は緊急時対策所 無線通信設備用ラックに対して，水平方向及び鉛直方向から作用

するものとする。 

(3) 緊急時対策所 無線通信設備用ラックは基礎ボルトで基礎に固定されており，固定端とす

る。 

(4) 転倒方向は，長辺方向及び短辺方向について検討し，計算書には結果の厳しい方（許容値

／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

(5) 緊急時対策所 無線通信設備用ラックの重心位置については，転倒方向を考慮して，計算

条件が厳しくなる位置に重心位置を設定して耐震性の計算を行うものとする。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

緊急時対策所 無線通信設備用ラックの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故

等対処設備の評価に用いるものを表 5－1に示す。 

 

5.2.2 許容応力 

緊急時対策所 無線通信設備用ラックの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に基づき表 5－2のとおりとする。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

緊急時対策所 無線通信設備用ラックの使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等

対処設備の評価に用いるものを表 5－3に示す。 
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

その他の計測

制御系統施設 

緊急時対策所  

無線通信設備用ラック 

常設／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 5－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

＊
 

＊
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表 5－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

(40mm＜径≦100mm) 
周囲環境温度 50 211 394 ― 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－4に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基

づき設定する。 

表 5－4 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

緊急時対策所 

EL 50.25＊1 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

― ― ＣＨ＝2.21＊2 ＣＶ＝1.38＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引張

力とせん断力について計算する。 

図5－1 計算モデル（短辺方向転倒） 

図5－2 計算モデル（長辺方向転倒） 

引張を受ける 

ボルト列 

2転倒支点 

ｈ
 

転倒支点となる 

ボルト列 

2

（1＝0）

転倒方向 

ｍ･(ＣＶ－1)･g 

ｍ･ＣＨ･g 

（1＝0）

2

ｍ･ＣＨ･g 

転倒支点 

転倒支点となる 

ボルト列 

引張を受ける 

ボルト列 

2

ｍ･(ＣＶ－1)･g 

転倒方向 

ｈ
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(1) 引張応力

基礎ボルトに対する引張力は，図5－1及び図5－2でそれぞれのボルトを支点とす

る転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものとして計算する。 

引張力 

Ｆｂ ＝
ｍ・g・ＣＨ・ｈ＋ｍ・g・(ＣＶ－1)・2

 ｎf・(1＋2)

 ···························· (5.4.1.1.1)

引張応力 

σｂ ＝
Ｆｂ

Ａｂ
········································ (5.4.1.1.2)

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａｂ ＝
π

4
・ｄ 2 ···································· (5.4.1.1.3)

(2) せん断応力

基礎ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。

せん断力

Ｑｂ ＝ ｍ・g・ＣＨ  ································ (5.4.1.1.4) 

せん断応力 

τｂ ＝
Ｑｂ

ｎ・Ａｂ
···································· (5.4.1.1.5)
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5.5 計算条件 

5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

基礎ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【緊急時対策所 無線通信設備

用ラックの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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5.6 応力の評価 

5.6.1 ボルトの応力評価 

5.4.1項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応力 ƒｔｓ以下であ

ること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ···················· (5.6.1.1) 

せん断応力τｂは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下であるこ

と。ただし，ƒｓｂは下表による。 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 

 Ｆ 

2
・1.5

許容せん断応力 

ƒｓｂ 

 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5

＊
 

＊
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6. 機能維持評価

6.1 電気的機能維持評価方法 

緊急時対策所 無線通信設備用ラックの電気的機能維持評価について以下に示す。 

なお，機能維持評価用加速度はⅥ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，

基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 

緊急時対策所 無線通信設備用ラックの機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方

針」に基づき，同形式の器具単体のサインビート波加振試験において電気的機能の健全性を確

認した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 6－1に示す。 

表 6－1 機能確認済加速度   (×9.8m/s2) 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

緊急時対策所 無線通信設備用ラック 

水平 

鉛直 
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7. 評価結果

7.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

緊急時対策所 無線通信設備用ラックの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果

を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有

し，電気的機能を維持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【緊急時対策所 無線通信設備用ラックの耐震性についての計算結果】  

1. 重大事故等対処設備

1.1 設計条件

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

緊急時対策所  

無線通信設備用ラック

常設／防止 

常設／緩和 

緊急時対策所 

EL 50.25＊１ 
― ― ＣＨ＝2.21＊2 ＣＶ＝1.38＊2 50 

1.2 機器要目 

部材 
ｍ 
(kg) 

ｈ 
(mm) 

ｄ 
(mm) 

Ａｂ 
(mm2) 

ｎ 
Ｓｙ 
(MPa) 

Ｓｕ 
(MPa) 

基礎ボルト 1802.3＊1 16 

（M16） 
201.1 12 

211 

(40mm＜径≦100mm) 

394 

(40mm＜径≦100mm) 

部材 
１＊2

(mm)

２＊2

(mm)
ｎｆ＊2 

Ｆ 
(MPa) 

Ｆ 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 

0＊1 750＊1 2 

― 253 ― 短辺方向 

0＊1 790＊1 2 

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。 

＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力   (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト ― ― 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張 ― ― σｂ＝43 ƒｔｓ＝152＊ 

せん断 ― ― τｂ＝3 ƒｓｂ＝117 

すべて許容応力以下である。  注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ] 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

緊急時対策所  
無線通信設備用ラック 

水平方向 1.83 

鉛直方向 1.16 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

項目 記号 単位 入力値 

材質(SS400) 

縦弾性係数 Ｅ MPa 2.01×105 

ポアソン比 ν ― 0.3 

材質(STKR400) 

縦弾性係数 Ｅ MPa 2.01×105 

ポアソン比 ν ― 0.3 

温度条件（周囲環境温度） T ℃ 50 

質量 m kg 

要素数 ― 個 1855 

節点数 ― 個 1805 
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2

（1＝0）

（短辺方向） 

Ａ 

2

（1＝0）

Ａ

ｈ
 

（長辺方向） 

転倒方向 

ｍ･g 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ）

Ａ～Ａ矢視図

ｈ

基礎ボルト

(ケミカルアンカ)
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」及びⅥ-2-1-9「機能維

持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，サプレッションチェンバアク

セスハッチ（以下「アクセスハッチ」という。）が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し

ていることを説明するものである。 

アクセスハッチは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備にお

いては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，設計基

準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

アクセスハッチの構造計画を表 2－1に示す。
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

アクセスハッチは，サプレッ

ションチェンバに支持され

る。 

アクセスハッチに作用する水

平及び鉛直方向荷重は，サプ

レッションチェンバ及びサプ

レッションチェンバサポート

を介して原子炉建物基礎スラ

ブに伝達される。 

アクセスハッチは，内径

   mm，板厚   mmのスリー

ブ，板厚 mmのふた板，フ

ランジ及び板厚 mmの補強

リブにより構成される鋼製構

造物である。 

（単位：mm） 

アクセスハッチ

サプレッションチェンバ

Ａ 

原子炉建物基礎スラブ 

サプレッションチェンバ

サポート

φ

ふた板 

フランジ

スリーブ

補強リブ 

Ａ部詳細図 
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2.2 評価方針 

アクセスハッチの応力評価は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」及

びⅥ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基

づき，「2.1 構造計画」にて示すアクセスハッチの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定

する箇所において，「4. 固有周期」にて算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力

等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施

する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

アクセスハッチの耐震評価フローを図 2－1に示す。

図 2－1 アクセスハッチの耐震評価フロー 

解析及び理論式による固有周期 

設計用地震力 

地震時における応力 

応力解析又は理論式による応力計算 

計算モデルの設定 

Ⅵ-2-9-2-2「サプレッションチェンバの

耐震性についての計算書」において算出

された応力 

アクセスハッチの構造強度評価
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ⅾ１ アクセスハッチの内径 mm 

Ⅾ２ ボルト円の直径 mm 

Ⅾ３ フランジの直径 mm 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

ＦＸ 荷重（スリーブ軸方向） N 

ＦＹ 荷重（サプレッションチェンバ胴軸方向） N 

ＦＺ 荷重（サプレッションチェンバ胴周方向） N 

ＫＣ ばね定数（サプレッションチェンバ胴周方向） N/mm 

ＫＬ ばね定数（サプレッションチェンバ胴軸方向） N/mm 

ＫＲ ばね定数（スリーブ軸方向） N/mm 

１ アクセスハッチの長さ mm 

２ 補強リブの長さ mm 

３ 補強リブの長さ mm 

ｍ 質量 kg 

ＰＤｉ 内圧 kPa 

ＰＤｉ１ 内圧（最高使用圧力） kPa 

ＰＤｉ２ 内圧（冷却材喪失事故後の最大内圧） kPa 

ＰＤо 外圧 kPa 

Ｒ 半径 mm 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 3 に定める値 MPa 

Ｓｍ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 1 に定める値 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

ｔ１ スリーブの厚さ mm 

ｔ２ サプレッションチェンバ胴の厚さ mm 

ｔ３ ふた板の厚さ mm 

ｔ４ 補強リブの厚さ mm 

Ｔ 温度 ℃ 

ＴＣ 固有周期（サプレッションチェンバ胴周方向） s 

ＴＬ 固有周期（サプレッションチェンバ胴軸方向） s 

ＴＲ 固有周期（スリーブ軸方向） s 

ＴＳＡＬ 温度（ＳＡ後長期温度） ℃ 



6 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-9
-2
-9
 R
0 

記号 記号の説明 単位 

ＴＳＡＬＬ 温度（ＳＡ後長々期温度） ℃ 

 Ｗ 死荷重 N 

Ｚ 断面係数 mm3 

ν ポアソン比 ― 

 π 円周率 ― 

σ スリーブの軸方向応力 MPa 

σｔ スリーブの周方向応力 MPa 

τ スリーブのせん断応力 MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりとする。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

ばね定数 N/mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊1 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

圧力 kPa ― ― 整数位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊2 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

ポアソン比 ― ― ― 小数点以下第 1位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊2：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容引張応力，引張

強さ及び降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位

までの値とする。 
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3. 評価部位

アクセスハッチの形状及び主要寸法を図 3－1に，使用材料及び評価部位を表 3－1に示す。

Ｄ１＝ Ｄ２＝ Ｄ３＝ Ｒ＝

１  ＝ ２  ＝ ３  ＝

ｔ１＝ ｔ２＝ ｔ３＝ ｔ４＝

（単位：mm） 

図 3－1 アクセスハッチの形状及び主要寸法 

表 3－1 使用材料表 

評価部位 使用材料 備考 

ふた板 SGV49 SGV480相当 

フランジ SGV49 SGV480相当 

ボルト SNCM439 

スリーブ SGV49 SGV480相当 

サプレッションチェンバ胴 SPV50 SPV490相当 

補強リブ SPV490 

ｔ１ 

Ｄ２ 

Ｄ３ 

１
ｔ

３
 

２

ｔ４ 

Ｄ１ 

Ｒ 

ふた板 

フランジ

サプレッションチェンバ胴

スリーブ

補強リブ 

ボルト 
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4. 固有周期

4.1 固有周期の計算方法 

アクセスハッチの固有周期の計算方法を以下に示す。

(1) 固有周期の計算モデル

a. 図 4－1のような荷重－変位関係からばね定数を算出し，ハッチ全体を集中質量として

扱う場合の固有周期を算出する。 

b. アクセスハッチは，サプレッションチェンバ胴に取り付けられており，地震時の振れ

止めとしてスリーブ―サプレッションチェンバ胴間に補強リブを設置している。アクセ 

スハッチより加わる荷重（以下「外荷重」という。）によってアクセスハッチ，補強リブ

及びアクセスハッチ取付部の各々に生じる変形を考える。変形モードは外荷重がスリー 

ブ先端に作用した場合の軸方向荷重又は曲げモーメントによる変形を考慮する。 

c. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

アクセスハッチは，図 4－1 に示すように，外荷重によってアクセスハッチ，補強リブ

及びアクセスハッチ取付部の各々に生じる変形及び集中質量を考慮する。 

図 4－1 固有周期の計算モデル（外荷重による変形モデル） 

外荷重 

アクセスハッチ
補強リブ 

サプレッションチェンバ胴
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(2) 外荷重による変形を求める解析モデル

外荷重によってアクセスハッチ，補強リブ及びアクセスハッチ取付部に生じる変形を精

緻に評価するため，以下に示す有限要素解析手法を適用する。 

a. サプレッションチェンバ及びアクセスハッチの解析モデルは，3次元シェル要素により

モデル化した有限要素解析手法を適用する。解析モデルは，構造及び荷重の伝達経路を

考慮し，サプレッションチェンバを構成する 16 セグメントの円筒胴のうち，アクセスハ

ッチが設置されるサプレッションチェンバ胴の 1 セグメントの範囲についてモデル化す

る。解析モデルを図 4－2に，機器の諸元を表 4－1示す。 

b. アクセスハッチの外荷重として，スリーブ軸方向の並進荷重及びスリーブ軸直角方向

の並進荷重（サプレッションチェンバ胴軸方向，サプレッションチェンバ胴周方向）を 

アクセスハッチ先端に単位荷重として負荷する。

c. 拘束条件は，解析モデルのサプレッションチェンバ胴両端部を固定条件（並進 3方向

及び 3軸回り回転を拘束）とする。 

d. 解析コードは「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，各方向のばね定数を求める。

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算 

機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

表 4－1 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 

アクセスハッチ ― ― SGV49＊1 

サプレッションチェンバ胴 ― ― SPV50＊2 

補強リブ ― ― SPV490 

温度条件 Ｔ ℃ 104 

縦弾性係数 Ｅ MPa 198000 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― ― 

節点数 ― ― 

注記＊1：SGV480 相当 

  ＊2：SPV490 相当 
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図 4－2 解析モデル（外荷重による変形を求めるモデル） 
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(3) 軸方向ばね定数

外荷重によってアクセスハッチ，補強リブ及びアクセスハッチ取付部に生じる変形モデ

ルを仮定した軸方向ばね定数は，図 4－2 に示す解析モデルを用いて荷重と変位の関係によ

り求める。スリーブ軸方向（鉛直方向）ばね定数をＫＲとし，その値を表 4－2 に示す。 

(4) 軸直角方向ばね定数

外荷重によってアクセスハッチ，補強リブ及びアクセスハッチ取付部に生じる変形モデ

ルを仮定した軸直角方向ばね定数は，図 4－2 に示す解析モデルを用いて荷重と変位の関係

により求める。スリーブ軸直角方向（水平方向：サプレッションチェンバ胴周方向）ばね

定数をＫＣ，スリーブ軸直角方向（水平方向：サプレッションチェンバ胴軸方向）ばね定

数をＫＬとし，その値を表 4－2に示す。 

(5) 軸方向の固有周期

スリーブ軸方向（鉛直方向）の固有周期は次式で求める。




Ｒ

Ｒ

2 π
Ｔ =

1000 Ｋ

ｍ

········································ （4.1.1）

(6) 軸直角方向の固有周期

軸直角方向の固有周期は次式で求める。

スリーブ軸直角方向（水平方向：サプレッションチェンバ胴周方向）




Ｃ

Ｃ

2 π
Ｔ =

1000 Ｋ

ｍ

········································ （4.1.2）

スリーブ軸直角方向（水平方向：サプレッションチェンバ胴軸方向）




Ｌ

Ｌ

2 π
Ｔ =

1000 Ｋ

ｍ

········································ （4.1.3）

4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件を表 4－2に示す。 

表 4－2 固有周期の計算に用いる計算条件 

記号 単位 値 

ＫＲ N/mm 

ＫＣ N/mm 

ＫＬ N/mm 

ｍ kg 
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4.3 固有周期の計算結果 

(1) 設計基準対象施設としての固有周期

設計基準対象施設における固有周期を表 4－3 に示す。固有周期は 0.05 秒以下であり，

剛構造であることを確認した。 

表 4－3 固有周期（設計基準対象施設） 

卓越方向 
固有周期 

(s) 

鉛直＊1 

水平＊2 

水平＊3 

注記＊1：スリーブ軸方向（鉛直方向）を示す。 

  ＊2：スリーブ軸直角方向（サプレッションチェンバ胴周方向）を示す。 

＊3：スリーブ軸直角方向（サプレッションチェンバ胴軸方向）を示す。 

(2) 重大事故等対処設備としての固有周期

重大事故等対処設備における固有周期を表 4－4に示す。固有周期は 0.05秒以下であり，

剛構造であることを確認した。 

表 4－4 固有周期（重大事故等対処設備） 

卓越方向 
固有周期 

(s) 

鉛直＊1 

水平＊2 

水平＊3 

注記＊1：スリーブ軸方向（鉛直方向）を示す。 

  ＊2：スリーブ軸直角方向（サプレッションチェンバ胴周方向）を示す。 

＊3：スリーブ軸直角方向（サプレッションチェンバ胴軸方向）を示す。 
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5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

(1) アクセスハッチはサプレッションチェンバに支持され，また地震時の振れ止めとしてス

リーブ―サプレッションチェンバ胴間に補強リブが設置された構造であり，アクセスハッ

チの鉛直方向荷重及び水平方向荷重はサプレッションチェンバ及びサプレッションチェン

バサポートを介して原子炉建物基礎スラブに伝達される。 

アクセスハッチの耐震評価として，Ⅵ-2-9-2-2「サプレッションチェンバの耐震性につ

いての計算書」に示すサプレッションチェンバの地震応答解析で求めた加速度を用いて，

構造強度評価を行う。応力の算出には，理論式及び 3 次元シェル要素によりモデル化した

有限要素解析手法を用いる。 

(2) 地震力は，アクセスハッチに対して水平 2 方向及び鉛直方向から個別に作用させる。水

平 2方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せは，「5.4 計算方法」に示す。 

(3) 構造強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。

(4) 概略構造図を表 2－1 に示す。

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

アクセスハッチの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，設計基準対象施設の評価に

用いるものを表 5－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－2に示す。 

詳細な荷重の組合せは，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」に従

い，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷重の組合せは，組み合

わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定する。 

5.2.2 許容応力 

アクセスハッチの許容応力はⅥ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 5－3 及び表

5－4に示すとおりとする。 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

アクセスハッチの使用材料の許容応力評価条件のうち，設計基準対象施設の評価に用

いるものを表 5－5に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－6に示す。 
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表5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 
機器等 

の区分＊1 
荷重の組合せ＊2 

許容応力 

状態 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納 

容器 

アクセス

ハッチ
Ｓ 

クラスＭＣ

容器

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ* 

(10) 

(11) ＊3

(14) 

(16) 

ⅢＡＳ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 

(12) 

(13) ＊3

(15) 

ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*＊4 (17) ⅣＡＳ 

注記＊1：補強リブに対しては，クラスＭＣ支持構造物の荷重の組合せ及び許容限界を準用する。 

＊2：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－2の荷重の組合せのNo.を示す。 

 ＊3：運転状態Ⅰによる燃料交換時の活荷重は，アクセスハッチに作用しないことから，荷重の組合せとして考慮せず評価しない。 

 ＊4：原子炉格納容器は冷却材喪失事故後の最終障壁となることから，構造全体としての安全裕度を確認する意味で，冷却材喪失事故後の最 

大内圧との組合せを考慮する。 
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表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 
機器等 

の区分＊2 
荷重の組合せ＊3 

許容応力 

状態＊4 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納 

容器 

アクセス

ハッチ

常設耐震／防止 

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容器

Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ＊5 （Ⅴ（Ｌ）-1） ⅤＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ （Ⅴ（ＬＬ）-1） ⅤＡＳ 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2： 補強リブに対しては，重大事故等クラス２支持構造物（クラスＭＣ支持構造物）の荷重の組合せ及び許容限界を準用する。 

＊3：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－3の荷重の組合せのNo.を示す。 

＊4：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 

＊5：重大事故等後の最高内圧と最高温度との組合せを考慮する。 
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表5－3 許容応力＊1（クラスＭＣ容器及び重大事故等クラス２容器） 

応力分類 

許容 

応力状態 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ

Ｓｙと0.6・Ｓｕの小さい方。ただし，オーステナイト系ス

テンレス鋼及び高ニッケル合金については1.2・Ｓとす

る。 

左欄の 

α倍の値＊2 
3・Ｓ＊3 

Ｓｄ又はＳｓ地

震動のみによる

応力振幅につい

て評価する。 

＊4，＊5

Ｓｄ又はＳｓ地震

動のみによる疲労

解析を行い，運転

状態Ⅰ，Ⅱにおけ

る疲労累積係数と

の和が 1.0以下で

あること。

ⅣＡＳ

構造上の連続な部分は0.6・Ｓｕ，不連続な部分はＳｙと

0.6・Ｓｕの小さい方。ただし，オーステナイト系ステン

レス鋼及び高ニッケル合金については，構造上の連続な部

分は2・Ｓと0.6・Ｓｕの小さい方，不連続な部分は1.2・

Ｓとする。 

左欄の 

α倍の値＊2 

ⅤＡＳ＊6 

注記＊1：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

  ＊2：設計・建設規格 PVB-3111に準じる場合は，純曲げによる全断面降伏荷重と初期降伏荷重の比又は1.5のいずれか小さい方 

 の値(α)を用いる。 

＊3：3・Ｓを超えるときは弾塑性解析を行うこと。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313を除く。また，ＳｍはＳと 

読み替える。）の簡易弾塑性解析を用いることができる。 

＊4：設計・建設規格 PVB-3140(6)を満たすときは疲労解析不要。 

ただし，PVB-3140(6)の「応力の全振幅」は「Ｓｄ又はＳｓ地震動による応力の全振幅」と読み替える。 

＊5：運転状態Ⅰ，Ⅱにおいて，疲労解析を要しない場合は，地震動のみによる疲労累積係数が1.0以下であること。 

＊6：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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表5－4 許容応力（クラスＭＣ支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2，＊3

（ボルト等以外）

一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 支圧 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｃ 1.5・ｆｂ 1.5・ｆｐ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ

＊

1.5・ｆｓ

＊

1.5・ｆｃ

＊

1.5・ｆｂ

＊

1.5・ｆｐ

＊

ⅤＡＳ＊4 

注記＊1：鋼構造設計規準（日本建築学会2005改定）等の幅厚比の制限を満足させる。 

＊2：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊3：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は 

評価を省略する。 

＊4：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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表5－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

アクセスハッチ SGV49＊1 周囲環境温度 104 131 237 430 ― 

サプレッションチェンバ胴 SPV50＊2 
周囲環境温度 104 167 459 562 ― 

補強リブ SPV490 

注記＊1：SGV480相当 

  ＊2：SPV490相当 

表5－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

アクセスハッチ SGV49＊1 
周囲環境温度 200＊2 131 226 422 ― 

周囲環境温度 70＊3 131 248 453 ― 

サプレッションチェンバ胴 SPV50＊4 
周囲環境温度 200＊2 167 417 545 ― 

周囲環境温度 70＊3 167 478 581 ― 

補強リブ SPV490 
周囲環境温度 200＊2 167 417 545 ― 

周囲環境温度 70＊3 167 478 581 ― 

注記＊1：SGV480相当 

＊2：ＳＡ後長期温度 

  ＊3：ＳＡ後長々期温度 

＊4：SPV490相当 
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5.2.4 設計荷重 

(1) 設計基準対象施設としての設計荷重

設計基準対象施設としての設計荷重である，圧力，最高使用温度，死荷重及び水力学

的動荷重は，以下のとおりとする。 

a. 圧力及び最高使用温度

内圧（最高使用圧力）ＰＤｉ１      427 kPa 

内圧（冷却材喪失事故後の最大内圧）ＰＤｉ２ 209 kPa 

外圧ＰＤо 14 kPa 

温度（最高使用温度）Ｔ 104 ℃ 

b. 死荷重

アクセスハッチの自重を死荷重とする。

死荷重Ｗ  N 

設計基準対象施設の評価におけるサプレッションチェンバの水位は，H.W.L.（EL 

mm）に対して保守的な条件として以下のとおりとする。

水位 EL  mm 

c. 逃がし安全弁作動時の荷重

逃がし安全弁作動時，排気管内の気体がクエンチャからサプレッションプール水中

に放出される際，サプレッションチェンバに対して，参照図書(1)に示す圧力振動荷重

が作用する。荷重の大きさは下記のとおりである。 

 kPa 最大正圧     

最大負圧      kPa 
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(2) 重大事故等対処設備としての設計荷重

重大事故等対処設備としての設計荷重である，評価圧力，評価温度，死荷重及び水力

学的動荷重は，以下のとおりとする。 

a. 評価圧力及び評価温度

重大事故等対処設備の評価における圧力及び温度は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の

設計条件に関する説明書」より，以下のとおりとする。 

内圧ＰＳＡＬ  660 kPa（ＳＡ後長期） 

内圧ＰＳＡＬＬ 380 kPa（ＳＡ後長々期） 

温度ＴＳＡＬ  200 ℃ （ＳＡ後長期） 

温度ＴＳＡＬＬ  70 ℃ （ＳＡ後長々期） 

b. 死荷重

アクセスハッチの自重を死荷重とする。

死荷重Ｗ  N 

重大事故等対処設備の評価におけるサプレッションチェンバの水位は，以下のとお

りとする。 

水位    EL   　 mm 

c. チャギング荷重

サプレッションチェンバに対して，低流量蒸気凝縮時には，参照図書(1)に示すチャ

ギング荷重が作用する。荷重の大きさは以下のとおりである。 

最大正圧  kPa 

最大負圧  kPa 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－7及び表 5－8に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，以下のよ

うに設定する。 

(1) 水平方向設計震度

Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」により求めた地震力を上回る地震力と，

Ⅵ-2-9-2-2「サプレッションチェンバの耐震性についての計算書」に示すサプレッションチ

ェンバの解析モデルによる地震応答解析により求めた応答加速度を上回る加速度に基づく地

震力の大きい方の地震力を設定する。 

(2) 鉛直方向設計震度

Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」により求めた地震力を上回る地震力と，

Ⅵ-2-9-2-2「サプレッションチェンバの耐震性についての計算書」に示すサプレッションチ

ェンバの解析モデルによる地震応答解析により求めた応答加速度を上回る加速度に基づく地

震力の大きい方の地震力を設定する。 

表 5－7 設計用地震力（設計基準対象施設） 

注記＊1：Ⅵ-2-9-2-2「サプレッションチェンバの耐震性についての計算書」に示すサプレッショ

ンチェンバの解析モデルによる地震応答解析により求めた応答加速度を基に設計震度を

設定する。 

＊2：設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）に対するサプレッションチェンバ

の地震応答解析により求めた応答加速度を上回る加速度に基づく震度 

＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）に対するサプレッションチェンバの地震

応答解析により求めた応答加速度を上回る加速度に基づく震度 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建物 

EL ＊1
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表 5－8 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

注記＊1：Ⅵ-2-9-2-2「サプレッションチェンバの耐震性についての計算書」に示すサプレッショ

ンチェンバの解析モデルによる地震応答解析により求めた応答加速度を基に設計震度を

設定する。 

＊2：設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）に対するサプレッションチェンバ

の地震応答解析により求めた応答加速度を上回る加速度に基づく震度 

＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）に対するサプレッションチェンバの地震

応答解析により求めた応答加速度を上回る加速度に基づく震度 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建物 

EL ＊1
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5.4 計算方法 

アクセスハッチの応力評価点は，アクセスハッチを構成する部材の形状及び荷重伝達経路

を考慮し，発生応力が大きくなる部位を選定する。選定した応力評価点を表 5－9及び図 5－1

に示し，応力の計算方法を以下に示す。 

表 5－9 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１＊ ふた板中央部 

Ｐ２＊ フランジ

Ｐ３＊ ボルト 

Ｐ４ 
アクセスハッチスリーブ

（Ｐ４－Ａ，Ｐ４－Ｂ） 

Ｐ５ 
アクセスハッチ本体とサプレッションチェンバ胴との

結合部（Ｐ５－Ａ～Ｐ５－Ｃ） 

Ｐ６ アクセスハッチスリーブと補強リブとの結合部

Ｐ７ 補強リブとサプレッションチェンバ胴との結合部 

Ｐ８ 補強リブ 

注記＊：応力評価点Ｐ１～Ｐ３については，地震荷重は荷重値が小さく 

無視できるので評価は行わない。 
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Ａ－Ａ矢視図 

図 5－1 アクセスハッチの応力評価点 
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(1) 設計基準対象施設としての応力計算方法

a. アクセスハッチスリーブ（応力評価点Ｐ４）

応力評価点Ｐ４の応力は，圧力による応力及びアクセスハッチに作用する荷重による

応力を考慮する。 

(a) 圧力による応力

「5.2.4 設計荷重」に示す評価圧力による応力の計算式を以下に示す。

内圧による周方向応力 

１

１

Ｄｉ
ｔ
(Ｐ /1000)・Ｄ

σ ＝
2・ｔ

 ································· （5.4.1）

内圧による軸方向応力 

１

１

Ｄｉ(Ｐ /1000)・Ｄ
σ＝

4・ｔ
································· （5.4.2）

外圧による周方向応力 

１ １

１

Ｄ
ｔ

о(Ｐ /1000)・(Ｄ +2・ｔ )
σ ＝-

2・ｔ
······················ （5.4.3）

外圧による軸方向応力 

１ １

１

Ｄо(Ｐ /1000)・(Ｄ +2・ｔ )
σ＝-

4・ｔ
 ······················· （5.4.4）

(b) アクセスハッチに作用する荷重による応力

アクセスハッチに作用する荷重による応力は，「5.2.4 設計荷重」に示す死荷重Ｗ

及び「5.3 設計用地震力」に示す設計震度（ＣＨ，ＣＶ）を用いて，以下の計算式で計

算する。 

なお，水平 2 方向及び鉛直方向の設計用地震力による応力は，絶対値和により組み

合わせる。 

イ. 死荷重による応力

軸方向応力

 
Ｗ

σ ＝
Ａ

·············································· （5.4.5）

ここで， 

  １ １ １
2 2π

Ａ＝ （Ｄ +2・ ｔ -Ｄ
4

・ ）  ··························· （5.4.6）
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ロ. 水平地震荷重による応力

せん断応力

 
ＨＷ

τ＝
・Ｃ

Ａ
 ·········································· （5.4.7）

曲げ応力 

 
１ ＨＷ

σ
・

±
・Ｃ

＝
Ｚ

 ··································· （5.4.8）

ここで， 

 
 １ １ １

１ １

4 4（Ｄ +2 ）-Ｄπ
Ｚ ・＝

32 Ｄ +

ｔ

2

・

・ｔ
 ·························· （5.4.9）

ハ. 鉛直地震荷重による応力

軸方向応力

 
ＶＷ

σ ±
・Ｃ

＝
Ａ

······································· （5.4.10）
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b. アクセスハッチ本体とサプレッションチェンバ胴との結合部（応力評価点Ｐ５）

応力評価点Ｐ５は，サプレッションチェンバ胴に作用する荷重による応力及びアクセ

スハッチに作用する荷重による応力を考慮する。

(a) サプレッションチェンバ胴に作用する荷重による応力

応力計算方法は，Ⅵ-2-9-2-2「サプレッションチェンバの耐震性についての計算書」

に示すとおりである。なお，水平 2 方向及び鉛直方向の設計震度による応力は，ＳＲ

ＳＳ法により組み合わせる。 

(b) アクセスハッチに作用する荷重による応力

応力計算方法は，「5.2.4 設計荷重」に示す死荷重Ｗ及び「5.3 設計用地震力」に

示す設計震度（ＣＨ，ＣＶ）を考慮し，図 4－2に示す解析モデルにて応力を算出する。 

応力評価点Ｐ５に作用する荷重を表 5－10 に示す。なお，水平 2 方向及び鉛直方向

の設計震度による応力は，ＳＲＳＳ法により組み合わせる。 

表 5－10 応力評価点Ｐ５に作用する荷重 

荷重の種類＊ 死荷重 地震荷重 

ＦＸ Ｗ Ｗ・ＣＶ

ＦＹ ― Ｗ・ＣＨ

ＦＺ ― Ｗ・ＣＨ

注記＊：図 4－2に示す荷重の記号による。 

アクセスハッチに作用する荷重による応力は，図 4－2 に示す解析モデルから得られ

る，単位荷重によりアクセスハッチ本体とサプレッションチェンバ胴との結合部に生

じる応力に，表 5－10に示す荷重による荷重比を乗じて計算する。 
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c. アクセスハッチスリーブと補強リブとの結合部（応力評価点Ｐ６）

応力評価点Ｐ６の応力は，圧力による応力及びアクセスハッチに作用する荷重による

応力を考慮する。 

(a) 圧力による応力

「5.2.4 設計荷重」に示す評価圧力による応力は，（5.4.1）式～（5.4.4）式によ

り算出する。 

(b) アクセスハッチに作用する荷重による応力

アクセスハッチに作用する荷重による応力は，応力評価点Ｐ５と同様の方法で算出

する。 

d. 補強リブとサプレッションチェンバ胴との結合部（応力評価点Ｐ７）

応力評価点Ｐ７は，サプレッションチェンバ胴に作用する荷重による応力及びアクセ

スハッチに作用する荷重による応力を考慮する。

(a) サプレッションチェンバ胴に作用する荷重による応力

サプレッションチェンバ胴に作用する荷重による応力は，応力評価点Ｐ５と同様の

方法で算出する。 

(b) アクセスハッチに作用する荷重による応力

アクセスハッチに作用する荷重による応力は，応力評価点Ｐ５と同様の方法で算出

する。 

e. 補強リブ（応力評価点Ｐ８）

応力評価点Ｐ８は，アクセスハッチに作用する荷重による応力を考慮する。

(a) アクセスハッチに作用する荷重による応力

アクセスハッチに作用する荷重による応力は，応力評価点Ｐ５と同様の方法で算出

する。 

(2) 重大事故等対処設備としての応力計算方法

重大事故等対処設備としての応力計算方法は設計基準対象施設と同じとする。
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5.5 計算条件 

応力計算に用いる荷重を，「5.2 荷重の組合せ及び許容応力」及び「5.3 設計用地震力」

に示す。 

5.6 応力の評価 

「5.4 計算方法」で求めた応力が表 5－3 及び表 5－4 に示す許容応力以下であること。た

だし，組合せ応力は許容引張応力以下であること。 
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6. 評価結果

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

アクセスハッチの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限

界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を表 6－1及び表 6－2に示す。

表中の「荷重の組合せ」欄には，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」

における表 5－2の荷重の組合せの No.を記載する。 

なお，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」の 5.3 項にて，設計・建

設規格 PVB-3140(6)を満たすことを確認しているため，一次＋二次＋ピーク応力強さの評

価は不要である。 
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表 6－1 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ*）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅢＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

アクセスハッチ

Ｐ４－Ａ アクセスハッチスリーブ

一次一般膜応力 8 237 〇 (14) 

一次膜応力＋一次曲げ応力 8 356 〇 (14) 

一次＋二次応力 14 393 〇 (14) 

Ｐ４－Ｂ アクセスハッチスリーブ

一次一般膜応力 8 237 〇 (14) 

一次膜応力＋一次曲げ応力 8 356 〇 (14) 

一次＋二次応力 14 393 〇 (14) 

Ｐ５－Ａ 

アクセスハッチ本体と

サプレッションチェンバ

胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 86 505 〇 (14) 

一次＋二次応力 149 501 〇 (14) 

Ｐ５－Ｂ 

アクセスハッチ本体と

サプレッションチェンバ

胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 78 505 〇 (14) 

一次＋二次応力 143 501 〇 (14) 

Ｐ５－Ｃ 

アクセスハッチ本体と

サプレッションチェンバ

胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 75 505 〇 (14) 

一次＋二次応力 143 501 〇 (14)
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表 6－1 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ*）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅢＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

アクセスハッチ

Ｐ６ 
アクセスハッチスリーブ

と補強リブとの結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 13 356 〇 (14) 

一次＋二次応力 36 393 〇 (14) 

Ｐ７ 
補強リブとサプレッショ

ンチェンバ胴との結合部

一次膜応力＋一次曲げ応力 86 505 〇 (14) 

一次＋二次応力 227 501 〇 (14) 

Ｐ８ 補強リブ 組合せ応力 39 393 〇 (14)
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表 6－2(1) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

アクセスハッチ

Ｐ４－Ａ アクセスハッチスリーブ

一次一般膜応力 14 258 〇 (15) 

一次膜応力＋一次曲げ応力 14 387 〇 (15) 

一次＋二次応力 26 393 〇 (15) 

Ｐ４－Ｂ アクセスハッチスリーブ

一次一般膜応力 14 258 〇 (15) 

一次膜応力＋一次曲げ応力 14 387 〇 (15) 

一次＋二次応力 26 393 〇 (15) 

Ｐ５－Ａ 

アクセスハッチ本体と

サプレッションチェンバ

胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 156 505 〇 (15) 

一次＋二次応力 308 501 〇 (15) 

Ｐ５－Ｂ 

アクセスハッチ本体と

サプレッションチェンバ

胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 139 505 〇 (15) 

一次＋二次応力 298 501 〇 (15) 

Ｐ５－Ｃ 

アクセスハッチ本体と

サプレッションチェンバ

胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 132 505 〇 (15) 

一次＋二次応力 296 501 〇 (15)
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表 6－2(1) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ）（その 2） 

 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

アクセスハッチ 

Ｐ６ 
アクセスハッチスリーブ 

と補強リブとの結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 21 387 〇 (15)  

一次＋二次応力 74 393 〇 (15)  

Ｐ７ 
補強リブとサプレッショ

ンチェンバ胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 156 505 〇 (15)  

一次＋二次応力 480 501 〇 (15)  

Ｐ８ 補強リブ 組合せ応力 81 393 〇 (15)  
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表 6－2(2) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

アクセスハッチ

Ｐ４－Ａ アクセスハッチスリーブ

一次一般膜応力 9 258 〇 (17) 

一次膜応力＋一次曲げ応力 9 387 〇 (17) 

一次＋二次応力 14 393 〇 (17) 

Ｐ４－Ｂ アクセスハッチスリーブ

一次一般膜応力 9 258 〇 (17) 

一次膜応力＋一次曲げ応力 9 387 〇 (17) 

一次＋二次応力 14 393 〇 (17) 

Ｐ５－Ａ 

アクセスハッチ本体と

サプレッションチェンバ

胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 135 505 〇 (17) 

一次＋二次応力 149 501 〇 (17) 

Ｐ５－Ｂ 

アクセスハッチ本体と

サプレッションチェンバ

胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 127 505 〇 (17) 

一次＋二次応力 143 501 〇 (17) 

Ｐ５－Ｃ 

アクセスハッチ本体と

サプレッションチェンバ

胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 124 505 〇 (17) 

一次＋二次応力 143 501 〇 (17)



37 

S2 補 Ⅵ-2-9-2-9 R0 

表 6－2(2) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

アクセスハッチ

Ｐ６ 
アクセスハッチスリーブ

と補強リブとの結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 16 387 〇 (17) 

一次＋二次応力 36 393 〇 (17) 

Ｐ７ 
補強リブとサプレッショ

ンチェンバ胴との結合部

一次膜応力＋一次曲げ応力 135 505 〇 (17) 

一次＋二次応力 227 501 〇 (17) 

Ｐ８ 補強リブ 組合せ応力 39 393 〇 (17)



38 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-9
-2
-9
 R
0 

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

アクセスハッチの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確

認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価結果を表 6－3に示す。

表中の「荷重の組合せ」欄には，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」

における表 5－3の荷重の組合せの No.を記載する。 

なお，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」の 5.3 項にて，設計・建

設規格 PVB-3140(6)を満たすことを確認しているため，一次＋二次＋ピーク応力強さの評

価は不要である。 
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表 6－3(1) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 荷重の組合せ 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

アクセスハッチ

Ｐ４－Ａ 
アクセスハッチ

スリーブ

一次一般膜応力 13 253 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1） 

一次膜応力＋一次曲げ応力 13 379 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1） 

一次＋二次応力 14 393 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1） 

Ｐ４－Ｂ 
アクセスハッチ

スリーブ

一次一般膜応力 13 253 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1） 

一次膜応力＋一次曲げ応力 13 379 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1） 

一次＋二次応力 14 393 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1） 

Ｐ５－Ａ 

アクセスハッチ本体と

サプレッションチェンバ

胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 318 490 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1） 

一次＋二次応力 149 501 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1） 

Ｐ５－Ｂ 

アクセスハッチ本体と

サプレッションチェンバ

胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 310 490 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1） 

一次＋二次応力 143 501 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1） 

Ｐ５－Ｃ 

アクセスハッチ本体と

サプレッションチェンバ

胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 307 490 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1） 

一次＋二次応力 143 501 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1）
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表 6－3(1) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 荷重の組合せ 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

アクセスハッチ

Ｐ６ 
アクセスハッチスリーブ

と補強リブとの結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 23 379 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1） 

一次＋二次応力 36 393 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1） 

Ｐ７ 
補強リブとサプレッショ

ンチェンバ胴との結合部

一次膜応力＋一次曲げ応力 318 490 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1） 

一次＋二次応力 227 501 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1） 

Ｐ８ 補強リブ 組合せ応力 39 381 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1）
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表 6－3(2) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 荷重の組合せ 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

アクセスハッチ

Ｐ４－Ａ 
アクセスハッチ

スリーブ

一次一般膜応力 17 272 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1） 

一次膜応力＋一次曲げ応力 17 408 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1） 

一次＋二次応力 26 393 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1） 

Ｐ４－Ｂ 
アクセスハッチ

スリーブ

一次一般膜応力 17 272 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1） 

一次膜応力＋一次曲げ応力 17 408 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1） 

一次＋二次応力 26 393 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1） 

Ｐ５－Ａ 

アクセスハッチ本体と

サプレッションチェンバ

胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 262 523 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1） 

一次＋二次応力 308 501 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1） 

Ｐ５－Ｂ 

アクセスハッチ本体と

サプレッションチェンバ

胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 245 523 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1） 

一次＋二次応力 298 501 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1） 

Ｐ５－Ｃ 

アクセスハッチ本体と

サプレッションチェンバ

胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 238 523 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1） 

一次＋二次応力 296 501 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1）
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表 6－3(2) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 荷重の組合せ 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

アクセスハッチ

Ｐ６ 
アクセスハッチスリーブ

と補強リブとの結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 27 408 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1） 

一次＋二次応力 74 393 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1） 

Ｐ７ 
補強リブとサプレッショ

ンチェンバ胴との結合部

一次膜応力＋一次曲げ応力 262 523 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1） 

一次＋二次応力 480 501 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1） 

Ｐ８ 補強リブ 組合せ応力 81 407 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1）
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7. 参照図書

(1) 島根原子力発電所第２号機 第２回工事計画認可申請書

Ⅳ-3-5-13「サプレッションチェンバの強度計算書」
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」及びⅥ-2-1-9「機能維

持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，配管貫通部が設計用地震力に

対して十分な構造強度を有していることを説明するものである。 

表 2－1 に示す貫通部形式のうち，形式 1 は管口径が大きく反力の大きい配管類の貫通部に用

いている。この形式の貫通部は，原子炉格納容器外側で原子炉建物にアンカされ，ベローズに

よって原子炉建物と原子炉格納容器の相対変位を吸収する構造となっている。このため，貫通

部への反力は極めて小さい。したがって，貫通部の構造強度評価は省略する。 

形式 2 及び形式 3 の貫通部は配管の反力が直接作用する。したがって，貫通部の構造強度評

価を実施する。本計算書では，ドライウェル及びサプレッションチェンバそれぞれにおいて，

口径が大きく，荷重の大きくなる X-81 及び X-241 を代表貫通部として構造強度評価を実施す

る。 

小口径の配管は，貫通部に加わる反力は小さいため，貫通部の構造強度評価は省略する。 

配管貫通部は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備において

は常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，設計基準対

象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

なお，本計算書においては，新規制対応工認対象となる設計用地震力による荷重及び重大事

故等時の荷重に対する評価について記載するものとし，前述の荷重を除く荷重による配管貫通

部の評価は，昭和 59 年 9 月 17 日付け 59 資庁第 8283 号にて認可された工事計画の添付書類

（参照図書(1)）による（以下「既工認」という。）。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

配管貫通部の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

配管貫通部は，原子炉格納容

器（ドライウェル又はサプレ

ッションチェンバ）に支持さ

れる。 

配管貫通部は，原子炉格納容

器と一体構造となっており，

ドライウェルの配管貫通部に

加わる地震荷重はドライウェ

ルより原子炉建物を介して，

サプレッションチェンバの配

管貫通部に加わる地震荷重は

サプレッションチェンバを介

して原子炉建物基礎スラブに

伝達される。 

配管貫通部は，鋼製のスリー

ブが原子炉格納容器に溶接支

持される構造である。 

形式 1 にベローズ，形式 1 と

形式 2 に端板を備える。 

 

スリーブ

配管貫通部(X-241) 

原子炉格納容器 
（ドライウェル）

配管貫通部 拡大図 

原子炉格納容器 
（サプレッションチェンバ）

原子炉格納容器 

ベローズ 

端板 

端板 

スリーブ

原子炉格納容器 
スリーブ

原子炉格納容器 

形式 1 

形式 2 

形式 3 

配管貫通部(X-81) 

原子炉建物基礎スラブ 
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2.2 評価方針 

配管貫通部の応力評価は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」及びⅥ-

2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，

「2.1 構造計画」にて示す配管貫通部の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所に

作用する設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて

示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

配管貫通部の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

注記＊1：スリーブ取付部の耐震評価フローを示す。 

＊2：スリーブの耐震評価フローを示す。 

図 2－1 配管貫通部の耐震評価フロー 

計算モデルの設定 

Ⅵ-2-9-4-5-1-1「管の耐震性についての

計算書（非常用ガス処理系）」の地震応答

解析に基づき算出された配管荷重 

Ⅵ-2-9-2-1「ドライウェルの耐震性につ

いての計算書」又はⅥ-2-9-2-2「サプレ

ッションチェンバの耐震性についての計

算書」において計算された応力 

理論式による応力計算 

地震時における応力 

配管貫通部の構造強度評価 

＊1 ＊1，＊2 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）
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2.4 記号の説明 

  

記号 記号の説明 単位 

 ｄ1 配管貫通部 X-81のスリーブ外径 mm 

 ｄ2 配管貫通部 X-241のスリーブ外径 mm 

 ＭＣ モーメント（周方向） N･mm 

 ＭＬ モーメント（軸方向） N･mm 

 Ｐ 軸力 N 

 Ｒ1 ドライウェル胴の半径 mm 

 Ｒ2 サプレッションチェンバの半径 mm 

 Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 3に定める値 MPa 

 Ｓｍ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 1に定める値 MPa 

 Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 MPa 

 Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 MPa 

 Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

 ｔ1 配管貫通部 X-81のスリーブ厚さ mm 

 ｔ2 配管貫通部 X-241のスリーブ厚さ mm 

 Ｔ1 ドライウェル胴の板厚 mm 

 Ｔ2 サプレッションチェンバの板厚 mm 

 ＴＳＡＬ 温度（ＳＡ後長期温度） ℃ 

 ＴＳＡＬＬ 温度（ＳＡ後長々期温度） ℃ 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりとする。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

圧力 kPa ― ― 整数位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

    ＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位

代表とした配管貫通部 X-81 及び X-241 の形状及び主要寸法を図 3－1 及び表 3－1 に，使用材

料及び使用部位を表 3－2 に示す。 

① スリーブ ② 原子炉格納容器

図 3－1(1) 配管貫通部 X-81 の形状及び主要寸法 

表 3－1(1) 配管貫通部 X-81 の主要寸法（単位：mm） 

貫通部 

番号
形式 ｄ１ ｔ１ Ｔ１ Ｒ１

X-81 3 

ｄ
１
 

ｔ
１
 

1 

2 
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① スリーブ ② 原子炉格納容器

図 3－1(2) 配管貫通部 X-241 の形状及び主要寸法 

表 3－1(2) 配管貫通部 X-241 の主要寸法（単位：mm） 

貫通部 

番号
形式 ｄ２ ｔ２ Ｔ２ Ｒ２

X-241 3 

ｔ２ 

ｄ２ 

1 

2 
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表 3－2 使用材料表 

評価部位 使用材料 備考 

原子炉格納容器 SPV50 SPV490 相当 

スリーブ STS42 STS410 相当 
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4. 固有周期

配管貫通部の耐震評価は，ドライウェル又はサプレッションチェンバに作用する荷重と配管

荷重を用いて実施する。 

 ドライウェルに作用する荷重は，Ⅵ-2-2-1「炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並

びに原子炉本体の基礎の地震応答計算書」にて原子炉格納容器の固有周期を踏まえて計算した

設計用地震力を用いることから，本計算書では固有周期の計算は実施しない。 

サプレッションチェンバに作用する荷重は，Ⅵ-2-9-2-2「サプレッションチェンバの耐震性

についての計算書」にてサプレッションチェンバ及びサプレッションチェンバサポートの固有

周期を踏まえて計算した設計用地震力を用いることから，本計算書では固有周期の計算は実施

しない。 

配管荷重は，Ⅵ-2-9-4-5-1-1「管の耐震性についての計算書（非常用ガス処理系）」に示す管

の固有周期に基づく地震応答解析で計算した荷重を用いて評価をするため，本計算書では配管

貫通部の固有周期の計算は実施しない。 
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5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

(1) 配管貫通部は，スリーブが原子炉格納容器に支持された構造であり，ドライウェルの配

管貫通部に加わる地震荷重はドライウェルより原子炉建物を介して，サプレッションチェ

ンバの配管貫通部に加わる地震荷重はサプレッションチェンバを介して原子炉建物基礎ス

ラブに伝達される。

配管貫通部の耐震評価として，配管貫通部に作用する自重，圧力荷重，水力学的動荷重，

Ⅵ-2-9-2-1「ドライウェルの耐震性についての計算書」又はⅥ-2-9-2-2「サプレッション

チェンバの耐震性についての計算書」において計算された応力及びⅥ-2-9-4-5-1-1「管の

耐震性についての計算書（非常用ガス処理系）」において計算された配管荷重を用いて，参

照図書(1)に示す既工認の手法に従い構造強度評価を行う。 

(2) 地震力は，貫通部に対して水平 2 方向及び鉛直方向から個別に作用させる。水平 2 方向

及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せは，「5.4.2 応力計算方法」に示す。 

(3) 構造強度評価に用いる寸法は，公称値を使用する。

(4) 概略構造図を表 2－1 に示す。

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

配管貫通部の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，設計基準対象施設の評価に用い

るものを表 5－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－2に示す。 

詳細な荷重の組合せは，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」に従

い，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷重の組合せは，組み合

わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定する。 

5.2.2 許容応力 

配管貫通部の許容応力はⅥ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，表 5－3 に示すと

おりとする。 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

配管貫通部の使用材料の許容応力評価条件のうち，設計基準対象施設の評価に用いる

ものを表 5－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－5 に示す。 
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表5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊1 

許容応力 

状態 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納 

容器 
配管貫通部 Ｓ 

クラスＭＣ

容器

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ*

(10) 

(11) 

(14) 

(16) 

ⅢＡＳ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 

(12) 

(13) 

(15) 

ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*＊2 (17) ⅣＡＳ 

注記＊1：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－2の荷重の組合せのNo.を示す。 

＊2：原子炉格納容器は冷却材喪失事故後の最終障壁となることから，構造体全体としての安全裕度を確認する意味で，冷却材喪失事故後の最 

大内圧との組合せを考慮する。 
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表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊2 

許容応力 

状態＊3 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納

容器 
配管貫通部 

常設耐震／防止

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容器

Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ＊4 （Ⅴ（Ｌ）-1） ⅤＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ （Ⅴ（ＬＬ）-1） ⅤＡＳ 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。

＊2：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－3の荷重の組合せのNo.を示す。 

＊3：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 

＊4：重大事故等後の最高内圧と最高温度との組合せを考慮する。
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表5－3 クラスＭＣ容器及び重大事故等クラス２容器の許容応力＊1 

応力分類 

許容 

応力状態 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ

Ｓｙと0.6・Ｓｕの小さい方。ただし，オーステナイト系ス

テンレス鋼及び高ニッケル合金については1.2・Ｓとす

る。 

左欄の 

α倍の値＊2 
3・Ｓ＊3

Ｓｄ又はＳｓ地

震動のみによる

応力振幅につい

て評価する。 

＊4，＊5 

Ｓｄ又はＳｓ地震

動のみによる疲労

解析を行い，運転

状態Ⅰ，Ⅱにおけ

る疲労累積係数と

の和が1.0以下で

あること。

ⅣＡＳ
構造上の連続な部分は0.6・Ｓｕ，不連続な部分はＳｙと

0.6・Ｓｕの小さい方。ただし，オーステナイト系ステン

レス鋼及び高ニッケル合金については，構造上の連続な部

分は2・Ｓと0.6・Ｓｕの小さい方，不連続な部分は1.2・

Ｓとする。 

左欄の 

α倍の値＊2 

ⅤＡＳ＊6 

注記＊1：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊2：設計・建設規格 PVB-3111に準じる場合は，純曲げによる全断面降伏荷重と初期降伏荷重の比又は1.5のいずれか小さい方

の値(α)を用いる。 

＊3：3・Ｓを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313を除く。また，ＳｍはＳと読み 

替える。）の簡易弾塑性解析を用いる。 

＊4：設計・建設規格 PVB-3140(6)を満たすときは疲労解析不要。 

ただし，PVB-3140(6)の「応力の全振幅」は「Ｓｄ又はＳｓ地震動による応力の全振幅」と読み替える。 

＊5：運転状態Ⅰ，Ⅱにおいて疲労解析を要しない場合は，地震動のみによる疲労累積係数が1.0以下とする。 

＊6：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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表5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 貫通部番号 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

原子炉格納容器 X-81 SPV50＊1 周囲環境温度 171 167 429 550 ― 

原子炉格納容器 X-241 SPV50＊1 周囲環境温度 104 167 459 562 ― 

スリーブ X-81 STS42＊2 周囲環境温度 171 114 211 404 ― 

スリーブ X-241 STS42＊2 周囲環境温度 104 114 219 404 ― 

注記＊1：SPV490 相当 

  ＊2：STS410 相当 
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表5－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 貫通部番号 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

原子炉格納容器 X-81 SPV50＊1 

周囲環境温度 200＊2 167 417 545 ― 

周囲環境温度 70＊3 167 478 581 ― 

原子炉格納容器 X-241 SPV50＊1 

周囲環境温度 200＊2 167 417 545 ― 

周囲環境温度 70＊3 167 478 581 ― 

スリーブ X-81 STS42＊4 

周囲環境温度 200＊2 114 207 404 ― 

周囲環境温度 70＊3 114 229 407 ― 

スリーブ X-241 STS42＊4 

周囲環境温度 200＊2 114 207 404 ― 

周囲環境温度 70＊3 114 229 407 ― 

注記＊1：SPV490 相当 

    ＊2：ＳＡ後長期温度 

    ＊3：ＳＡ後長々期温度 

  ＊4：STS410 相当 
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5.2.4 設計荷重 

(1) 設計基準対象施設としての設計荷重

設計基準対象施設としての設計荷重である，圧力，最高使用温度，死荷重，活荷重及

び水力学的動荷重は，以下のとおりとする。 

a. 圧力及び最高使用温度

内圧 ドライウェル（冷却材喪失事故後の最大内圧） 327kPa 

内圧 サプレッションチェンバ（冷却材喪失事故後の最大内圧） 209kPa

外圧 ドライウェル 14kPa

外圧 サプレッションチェンバ  14kPa 

温度 ドライウェル（最高使用温度） 171℃ 

温度 サプレッションチェンバ（最高使用温度） 104℃ 

b. 死荷重

(a) ドライウェル

ドライウェルの自重による鉛直荷重は，Ⅵ-2-9-2-1「ドライウェルの耐震性につ

いての計算書」に示すとおりである。 

(b) サプレッションチェンバ

サプレッションチェンバの自重による鉛直荷重は，Ⅵ-2-9-2-2「サプレッション

チェンバの耐震性についての計算書」に示すとおりである。

なお，設計基準対象施設の評価におけるサプレッションチェンバの水位は，

H.W.L.(EL    mm)に対する保守的な条件として，重大事故等対処設備の評価にお

ける水位を用い，以下のとおりとする。 

水位 EL 　　 mm 

c. 活荷重

活荷重は，Ⅵ-2-9-2-1「ドライウェルの耐震性についての計算書」に示すとおりで

ある。 

d. 逃がし安全弁作動時の荷重

逃がし安全弁作動時の荷重は，Ⅵ-2-9-2-2「サプレッションチェンバの耐震性につ

いての計算書」に示すとおりである。 
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(2) 重大事故等対処設備としての設計荷重

重大事故等対処設備としての設計荷重である，評価圧力，評価温度，死荷重及び水力

学的動荷重は，以下のとおりとする。 

a. 評価圧力及び評価温度

重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設

の設計条件に関する説明書」に従い，以下のとおりとする。 

内圧ＰＳＡＬ 660kPa（ＳＡ後長期） 

内圧ＰＳＡＬＬ 380kPa（ＳＡ後長々期） 

温度ＴＳＡＬ 200℃ （ＳＡ後長期） 

温度ＴＳＡＬＬ 70℃ （ＳＡ後長々期） 

b. 死荷重

重大事故等対処設備としてのドライウェル又はサプレッションチェンバの死荷重は，

設計基準対象施設としての荷重と同じであるため，「5.2.4 設計荷重」の(1)に示すと

おりである。 

c. チャギング荷重

チャギング荷重は，Ⅵ-2-9-2-2「サプレッションチェンバの耐震性についての計算

書」に示すとおりである。 

(3) 配管荷重

図 3－1 の配管貫通部に作用する配管荷重による設計荷重を表 5－6 及び表 5－7 に示す。

配管貫通部の荷重作用方向を図 5－1 に示す。 

なお，表 5－6 及び表 5－7 の設計荷重は，Ⅵ-2-9-4-5-1-1「管の耐震性についての計

算書（非常用ガス処理系）」に示す地震応答解析で計算した配管貫通部に生じる荷重を上

回る荷重である。 



19 

S2 補 Ⅵ-2-9-2-11 R0 

表 5－6 配管貫通部の設計荷重（設計基準対象施設） 

貫通部番号 

評価圧力 

(kPa) 地震荷重 

死荷重 地震荷重 

軸力(N) モーメント(N・mm) 軸力(N) モーメント(N・mm)

内圧 外圧 Ｐ ＭＣ ＭＬ Ｐ ＭＣ ＭＬ 

X-81 327 14 
地震荷重Ｓｄ*作用時 

地震荷重Ｓｓ作用時 

X-241 209 14 
地震荷重Ｓｄ*作用時 

地震荷重Ｓｓ作用時 

表 5－7 配管貫通部の設計荷重（重大事故等対処設備） 

貫通部番号 

評価圧力 

(kPa) 地震荷重 

死荷重 地震荷重 

軸力(N) モーメント(N・mm) 軸力(N) モーメント(N・mm)

内圧 外圧 Ｐ ＭＣ ＭＬ Ｐ ＭＣ ＭＬ 

X-81
660 

－ 
地震荷重Ｓｄ作用時 

380 地震荷重Ｓｓ作用時 

X-241
660 

－ 
地震荷重Ｓｄ作用時 

380 地震荷重Ｓｓ作用時 
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図 5－1 配管貫通部の荷重作用方向 

5.3 設計用地震力 

(1) ドライウェル

ドライウェルに作用する設計用地震力は，Ⅵ-2-9-2-1「ドライウェルの耐震性について

の計算書」に示すとおりである。 

(2) サプレッションチェンバ

サプレッションチェンバに作用する設計用地震力は，Ⅵ-2-9-2-2「サプレッションチェ

ンバの耐震性についての計算書」に示すとおりである。

(3) 配管荷重

評価に用いる設計用地震力は，「5.2.4 設計荷重」の(3)に示す配管の地震応答解析で計

算された荷重を上回る荷重を用いる。 

配管貫通部 

原子炉格納容器 

ＭＣ 

ＭＬ 

Ｐ 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力評価点 

配管貫通部の応力評価点は，配管貫通部を構成する部材の形状及び荷重伝達経路を考

慮し，発生応力が大きくなる部位を選定する。選定した応力評価点を表 5－8及び図 5－2

に示す。 

表 5－8 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ 
X-81 原子炉格納容器とスリーブとの結合部

（Ｐ１－Ａ，Ｐ１－Ｂ） 

Ｐ２ 
X-241 原子炉格納容器とスリーブとの結合部

（Ｐ２－Ａ，Ｐ２－Ｂ） 

Ｐ３ 
X-81 スリーブ

（Ｐ３－Ａ，Ｐ３－Ｂ） 

Ｐ４ 
X-241 スリーブ

（Ｐ４－Ａ，Ｐ４－Ｂ） 
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図 5－2(1) 配管貫通部 X-81 の応力評価点 

図 5－2(2) 配管貫通部 X-241 の応力評価点 

Ｐ１ 

 Ａ 

スリーブ原子炉格納容器 

原子炉格納容器 

スリーブ

Ｐ１ 

 Ｂ 

Ｐ１ 

 Ａ 

Ｐ２ 

 Ｂ 

Ｐ２ 

 Ａ 

Ｐ２ 

 Ｂ 

Ｐ３ 

 Ａ 

Ｐ３ 

 Ａ 

Ｐ３ 

 Ｂ 

Ｐ４ 

   Ａ 

Ｐ４ 

   Ｂ 

Ｐ４ 

 Ｂ 

：応力評価点 

：応力評価点 
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5.4.2 応力計算方法 

配管貫通部の応力計算方法について以下に示す。 

(1) 設計基準対象施設としての応力計算

応力計算方法は既工認から変更は無く，参照図書(1)に示すとおりである。

a. 応力評価点Ｐ１，Ｐ２に生じる応力

応力評価点Ｐ１，Ｐ２の応力は，配管貫通部に作用する荷重（表 5－6）による応力

と，Ⅵ-2-9-2-1「ドライウェルの耐震性についての計算書」又はⅥ-2-9-2-2「サプレ

ッションチェンバの耐震性についての計算書」において算出された応力を組み合わせ

ることで算出する。なお，配管貫通部に作用する荷重による応力については，引用文

献(1)に示す方法により計算するものとし，水平 2 方向及び鉛直方向の動的地震力によ

る応力は，絶対値和により組み合わせる。 

以下に配管貫通部に作用する荷重による応力の計算方法を示す。ここで使用する記

号は全て引用文献(1)に従う。 

(a) 計算モデル

応力計算に用いる計算モデルを，図 5－3 に示す。

 

（単位：mm） 

図 5－3 計算モデル 

配管貫通部 

原子炉格納容器 

ＭＣ 

ＭＬ 

Ｒi：貫通部中心までの原子炉格納容器内半径＝ (X-81)， (X-241) 

ｒＯ：スリーブ外半径＝ (X-81)， (X-241) 

   (X-81)，ＴＯ：原子炉格納容器厚さ＝

ｔＯ：スリーブ厚さ＝ (X-81)，

 　　 (X-241) 

( X-241)

Ｐ１ 

 Ｂ 

Ｐ２ 

   Ｂ 

Ｐ２ 

   Ａ 

Ｐ１ 

 Ａ 

Ｐ 

：応力評価点 
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(b) パラメータ

応力計算に用いるパラメータを，以下に示す。

イ. X-81 のパラメータ

X-81 のシェルパラメータは以下のとおりとする。

2m i
TR R= + = mm 

o

m

rU
R T

= =
⋅

X-81 のアタッチメントパラメータは以下のとおりとする。

2m o
tr r= − =

mr
t

ϒ = =

T
t

ρ = =

ロ. X-241 のパラメータ

X-241 のシェルパラメータは以下のとおりとする。

2m i
TR R= + = mm 

 γ = =

X-241 のアタッチメントパラメータは以下のとおりとする。

0.875 o

m

r
R

β ⋅
= =

mR

T
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(c) 応力計算

単位荷重による応力を以下に示す。

応力評価点Ｐ１，Ｐ２に生じる応力は，以下に示す単位荷重による応力と配管貫

通部に作用する荷重（表 5－6）により算出する。 

イ. 応力評価点Ｐ１に生じる応力(X-81)

単位軸方向荷重Ｐによる応力を表 5－9 に示す。

Ｐ＝1.000×103N

表 5－9 単位軸方向荷重Ｐによる応力(X-81) 

方向 応力評価点 図の番号 図からの読取値 
応力計算 

(MPa) 

単位モーメント荷重ＭＣによる応力を表 5－10 に示す。 

ＭＣ＝1.000×106N・mm 

表 5－10 単位モーメント荷重ＭＣによる応力(X-81) 

方

向 

応力 

評価

点 

図の番号 図からの読取値 
応力計算 

(MPa) 
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単位モーメント荷重ＭＬによる応力を表 5－11 に示す。 

ＭＬ＝1.000×106N・mm 

表 5－11 単位モーメント荷重ＭＬによる応力(X-81) 

方

向 

応力 

評価

点 

図の番号 図からの読取値 
応力計算 

(MPa) 

ロ. 応力評価点Ｐ２に生じる応力(X-241)

単位軸方向荷重Ｐによる応力を表 5－12 に示す。

Ｐ＝1.000×103N

表 5－12 単位軸方向荷重Ｐによる応力(X-241) 

方向 応力評価点 図の番号 図からの読取値 
応力計算 

(MPa) 
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単位モーメント荷重ＭＣによる応力を表 5－13 に示す。 

ＭＣ＝1.000×106N・mm 

表 5－13 単位モーメント荷重ＭＣによる応力(X-241) 

方

向 

応力 

評価点 
図の番号 図からの読取値 

応力計算 

(MPa) 

単位モーメント荷重ＭＬによる応力を表 5－14 に示す。 

ＭＬ＝1.000×106N・mm 

表 5－14 単位モーメント荷重ＭＬによる応力(X-241) 

方

向 

応力 

評価点 
図の番号 図からの読取値 

応力計算 

(MPa) 

b. 応力評価点Ｐ３，Ｐ４に生じる応力

応力評価点Ｐ３，Ｐ４の応力は，配管貫通部に作用する荷重（表 5－6）とスリーブ

の断面性能により，参照図書(1)に示すとおり算出する。なお，水平 2 方向及び鉛直方

向の動的地震力による応力は，絶対値和により組み合わせる。 
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(2) 重大事故等対処設備としての応力計算

応力計算方法は，設計基準対象施設と同じとする。

a. 応力評価点Ｐ１，Ｐ２に生じる応力

応力評価点Ｐ１，Ｐ２の応力は，配管貫通部に作用する荷重（表 5－7）による応力

と，Ⅵ-2-9-2-1「ドライウェルの耐震性についての計算書」又はⅥ-2-9-2-2「サプレ

ッションチェンバの耐震性についての計算書」において算出された応力を組み合わせ

ることで算出する。なお，配管貫通部に作用する荷重による応力の計算モデル，パラ

メータ及び単位荷重による応力は，「5.4.2 応力計算方法」の(1)に示す設計基準対象

施設と同じとし，水平 2 方向及び鉛直方向の動的地震力による応力は，絶対値和によ

り組み合わせる。 

b. 応力評価点Ｐ３，Ｐ４に生じる応力

応力評価点Ｐ３，Ｐ４の応力は，配管貫通部に作用する荷重（表 5－7）とスリーブ

の断面性能により，参照図書(1)に示すとおり算出する。なお，水平 2 方向及び鉛直方

向の動的地震力による応力は，絶対値和により組み合わせる。 

5.5 計算条件 

応力計算に用いる荷重を，「5.2 荷重の組合せ及び許容応力」及び「5.3 設計用地震力」

に示す。 

5.6 応力の評価 

「5.4 計算方法」で求めた応力が表 5－3 で定める許容応力以下であること。ただし，一

次＋二次応力が許容値を満足しない場合は，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313 を除く。

また，ＳｍはＳと読み替える。）に基づいて疲労評価を行い，疲労累積係数が 1.0 以下である

こと。 



29 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
9
-2
-1
1 
R0
 

6. 評価結果

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

配管貫通部の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を

満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価結果を表 6－1 及び表 6－2 に示す。

表中の「荷重の組合せ」欄には，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」

における表 5－2 の荷重の組合せの No.を記載する。 

なお，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」の 5.3 項にて，設計・建

設規格 PVB-3140(6)を満たすことを確認しているため，一次＋二次＋ピーク応力強さの評

価は不要である。 
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表 6－1 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ*）（その 1）

注記＊：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表 5－2 の荷重の組合せの No.を示す。 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅢＡＳ 

判定 荷重の組合せ＊ 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

配管貫通部 

Ｐ１－Ａ 
X-81 原子炉格納容器

とスリーブとの結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 101 495 ○ (11) 

一次＋二次応力 260 501 ○ (11) 

Ｐ１－Ｂ 
X-81 原子炉格納容器

とスリーブとの結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 103 495 ○ (11) 

一次＋二次応力 284 501 ○ (11) 

Ｐ２－Ａ 
X-241 原子炉格納容器

とスリーブとの結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 58 505 ○ (14) 

一次＋二次応力 178 501 ○ (14) 

Ｐ２－Ｂ 
X-241 原子炉格納容器

とスリーブとの結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 56 505 ○ (14) 

一次＋二次応力 148 501 ○ (14)
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表 6－1 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ*）（その 2）

注記＊：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表 5－2 の荷重の組合せの No.を示す。 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅢＡＳ 

判定 荷重の組合せ＊ 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

配管貫通部 

Ｐ３－Ａ X-81 スリーブ

一次一般膜応力 11 211 ○ (10) 

一次膜応力＋一次曲げ応力 11 316 ○ (10) 

一次＋二次応力 18 342 ○ (10) 

Ｐ３－Ｂ X-81 スリーブ

一次一般膜応力 15 211 ○ (10) 

一次膜応力＋一次曲げ応力 15 316 ○ (10) 

一次＋二次応力 26 342 ○ (10) 

Ｐ４－Ａ X-241 スリーブ

一次一般膜応力 11 219 ○ (10) 

一次膜応力＋一次曲げ応力 11 329 ○ (10) 

一次＋二次応力 16 342 ○ (10) 

Ｐ４－Ｂ X-241 スリーブ

一次一般膜応力 10 219 ○ (10) 

一次膜応力＋一次曲げ応力 10 329 ○ (10) 

一次＋二次応力 14 342 ○ (10)
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表 6－2(1) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ）（その 1） 

注記＊：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表 5－2 の荷重の組合せの No.を示す。 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 荷重の組合せ＊ 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

配管貫通部 

Ｐ１－Ａ 
X-81 原子炉格納容器

とスリーブとの結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 131 495 ○ (13) 

一次＋二次応力 382 501 ○ (13) 

Ｐ１－Ｂ 
X-81 原子炉格納容器

とスリーブとの結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 132 495 ○ (13) 

一次＋二次応力 402 501 ○ (13) 

Ｐ２－Ａ 
X-241 原子炉格納容器

とスリーブとの結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 92 505 ○ (15) 

一次＋二次応力 298 501 ○ (15) 

Ｐ２－Ｂ 
X-241 原子炉格納容器

とスリーブとの結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 89 505 ○ (15) 

一次＋二次応力 250 501 ○ (15)
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表 6－2(1) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ）（その 2） 

注記＊：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表 5－2 の荷重の組合せの No.を示す。 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 荷重の組合せ＊ 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

配管貫通部 

Ｐ３－Ａ X-81 スリーブ

一次一般膜応力 13 242 ○ (12) 

一次膜応力＋一次曲げ応力 13 363 ○ (12) 

一次＋二次応力 22 342 ○ (12) 

Ｐ３－Ｂ X-81 スリーブ

一次一般膜応力 17 242 ○ (12) 

一次膜応力＋一次曲げ応力 17 363 ○ (12) 

一次＋二次応力 30 342 ○ (12) 

Ｐ４－Ａ X-241 スリーブ

一次一般膜応力 17 242 ○ (12) 

一次膜応力＋一次曲げ応力 17 364 ○ (12) 

一次＋二次応力 28 342 ○ (12) 

Ｐ４－Ｂ X-241 スリーブ

一次一般膜応力 15 242 ○ (12) 

一次膜応力＋一次曲げ応力 15 364 ○ (12) 

一次＋二次応力 24 342 ○ (12)
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表 6－2(2) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*）（その 1）

注記＊：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表 5－2 の荷重の組合せの No.を示す。 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 荷重の組合せ＊ 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

配管貫通部 

Ｐ１－Ａ 
X-81 原子炉格納容器

とスリーブとの結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 216 495 ○ (17) 

一次＋二次応力 228 501 ○ (17) 

Ｐ１－Ｂ 
X-81 原子炉格納容器

とスリーブとの結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 216 495 ○ (17) 

一次＋二次応力 252 501 ○ (17) 

Ｐ２－Ａ 
X-241 原子炉格納容器

とスリーブとの結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 81 505 ○ (17) 

一次＋二次応力 178 501 ○ (17) 

Ｐ２－Ｂ 
X-241 原子炉格納容器

とスリーブとの結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 80 505 ○ (17) 

一次＋二次応力 148 501 ○ (17)
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表 6－2(2) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*）（その 2）

注記＊：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表 5－2 の荷重の組合せの No.を示す。 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 荷重の組合せ＊ 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

配管貫通部 

Ｐ３－Ａ X-81 スリーブ

一次一般膜応力 12 242 ○ (17) 

一次膜応力＋一次曲げ応力 12 363 ○ (17) 

一次＋二次応力 18 342 ○ (17) 

Ｐ３－Ｂ X-81 スリーブ

一次一般膜応力 16 242 ○ (17) 

一次膜応力＋一次曲げ応力 16 363 ○ (17) 

一次＋二次応力 26 342 ○ (17) 

Ｐ４－Ａ X-241 スリーブ

一次一般膜応力 11 242 ○ (17) 

一次膜応力＋一次曲げ応力 11 364 ○ (17) 

一次＋二次応力 16 342 ○ (17) 

Ｐ４－Ｂ X-241 スリーブ

一次一般膜応力 10 242 ○ (17) 

一次膜応力＋一次曲げ応力 10 364 ○ (17) 

一次＋二次応力 14 342 ○ (17)



36 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
9
-2
-1
1 
R0
 

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

配管貫通部の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は

許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認し

た。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価結果を表 6－3 に示す。

表中の「荷重の組合せ」欄には，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」

における表 5－3 の荷重の組合せの No.を記載する。 

なお，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」の 5.3 項にて，設計・建

設規格 PVB-3140(6)を満たすことを確認しているため，一次＋二次＋ピーク応力強さの評

価は不要である。 
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表 6－3(1) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ）（その 1） 

注記＊：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表 5－3 の荷重の組合せの No.を示す。 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 荷重の組合せ＊ 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

配管貫通部 

Ｐ１－Ａ 
X-81 原子炉格納容器

とスリーブとの結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 363 490 ○ （Ⅴ（Ｌ）-1） 

一次＋二次応力 228 501 ○ （Ⅴ（Ｌ）-1） 

Ｐ１－Ｂ 
X-81 原子炉格納容器

とスリーブとの結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 363 490 ○ （Ⅴ（Ｌ）-1） 

一次＋二次応力 252 501 ○ （Ⅴ（Ｌ）-1） 

Ｐ２－Ａ 
X-241 原子炉格納容器

とスリーブとの結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 205 490 ○ （Ⅴ（Ｌ）-1） 

一次＋二次応力 178 501 ○ （Ⅴ（Ｌ）-1） 

Ｐ２－Ｂ 
X-241 原子炉格納容器

とスリーブとの結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 201 490 ○ （Ⅴ（Ｌ）-1） 

一次＋二次応力 148 501 ○ （Ⅴ（Ｌ）-1） 
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表 6－3(1) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ）（その 2） 

注記＊：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表 5－3 の荷重の組合せの No.を示す。 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 荷重の組合せ＊ 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

配管貫通部 

Ｐ３－Ａ X-81 スリーブ

一次一般膜応力 13 242 ○ （Ⅴ（Ｌ）-1） 

一次膜応力＋一次曲げ応力 13 363 ○ （Ⅴ（Ｌ）-1） 

一次＋二次応力 18 342 ○ （Ⅴ（Ｌ）-1） 

Ｐ３－Ｂ X-81 スリーブ

一次一般膜応力 17 242 ○ （Ⅴ（Ｌ）-1） 

一次膜応力＋一次曲げ応力 17 363 ○ （Ⅴ（Ｌ）-1） 

一次＋二次応力 26 342 ○ （Ⅴ（Ｌ）-1） 

Ｐ４－Ａ X-241 スリーブ

一次一般膜応力 13 242 ○ （Ⅴ（Ｌ）-1） 

一次膜応力＋一次曲げ応力 13 363 ○ （Ⅴ（Ｌ）-1） 

一次＋二次応力 16 342 ○ （Ⅴ（Ｌ）-1） 

Ｐ４－Ｂ X-241 スリーブ

一次一般膜応力 12 242 ○ （Ⅴ（Ｌ）-1） 

一次膜応力＋一次曲げ応力 12 363 ○ （Ⅴ（Ｌ）-1） 

一次＋二次応力 14 342 ○ （Ⅴ（Ｌ）-1） 
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表 6－3(2) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ）（その 1） 

注記＊：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表 5－3 の荷重の組合せの No.を示す。 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 荷重の組合せ＊ 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

配管貫通部 

Ｐ１－Ａ 
X-81 原子炉格納容器

とスリーブとの結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 263 523 ○ （Ⅴ（ＬＬ）-1） 

一次＋二次応力 314 501 ○ （Ⅴ（ＬＬ）-1） 

Ｐ１－Ｂ 
X-81 原子炉格納容器

とスリーブとの結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 262 523 ○ （Ⅴ（ＬＬ）-1） 

一次＋二次応力 336 501 ○ （Ⅴ（ＬＬ）-1） 

Ｐ２－Ａ 
X-241 原子炉格納容器

とスリーブとの結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 153 523 ○ （Ⅴ（ＬＬ）-1） 

一次＋二次応力 298 501 ○ （Ⅴ（ＬＬ）-1） 

Ｐ２－Ｂ 
X-241 原子炉格納容器

とスリーブとの結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 152 523 ○ （Ⅴ（ＬＬ）-1） 

一次＋二次応力 250 501 ○ （Ⅴ（ＬＬ）-1） 
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表 6－3(2) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ）（その 2） 

注記＊：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表 5－3 の荷重の組合せの No.を示す。 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 荷重の組合せ＊ 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

配管貫通部 

Ｐ３－Ａ X-81 スリーブ

一次一般膜応力 14 244 ○ （Ⅴ（ＬＬ）-1） 

一次膜応力＋一次曲げ応力 14 366 ○ （Ⅴ（ＬＬ）-1） 

一次＋二次応力 22 342 ○ （Ⅴ（ＬＬ）-1） 

Ｐ３－Ｂ X-81 スリーブ

一次一般膜応力 18 244 ○ （Ⅴ（ＬＬ）-1） 

一次膜応力＋一次曲げ応力 18 366 ○ （Ⅴ（ＬＬ）-1） 

一次＋二次応力 30 342 ○ （Ⅴ（ＬＬ）-1） 

Ｐ４－Ａ X-241 スリーブ

一次一般膜応力 18 244 ○ （Ⅴ（ＬＬ）-1） 

一次膜応力＋一次曲げ応力 18 366 ○ （Ⅴ（ＬＬ）-1） 

一次＋二次応力 28 342 ○ （Ⅴ（ＬＬ）-1） 

Ｐ４－Ｂ X-241 スリーブ

一次一般膜応力 16 244 ○ （Ⅴ（ＬＬ）-1） 

一次膜応力＋一次曲げ応力 16 366 ○ （Ⅴ（ＬＬ）-1） 

一次＋二次応力 24 342 ○ （Ⅴ（ＬＬ）-1） 
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」及びⅥ-2-1-9「機能維

持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，ドライウェルスプレイ管が設

計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明するものである。 

ドライウェルスプレイ管は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処

設備においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）に分類される。以下，設計基準対象施

設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

なお，本計算書においては，新規制対応工認対象となる設計用地震力及び重大事故等時に対

する評価について記載するものとし，ジェット力によるドライウェルスプレイ管の評価は，昭

和 59 年 9 月 17 日付け 59 資庁第 8283 号にて認可された工事計画の添付書類（参照図書(1)）に

よる（以下「既工認」という。）。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

ドライウェルスプレイ管の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

上部スプレイ管は，上部スプ

レイ管サポートと一体構造で

あり，ドライウェル全周で支

持される。上部スプレイ管案

内管は，ドライウェルに支持

された配管サポート及び原子

炉格納容器貫通部（以下「貫

通部」という。）に支持され

る。下部スプレイ管は，ドラ

イウェル周方向に設置された

下部スプレイ管サポートに支

持される。下部スプレイ管案

内管は，貫通部に支持され

る。上部スプレイ管案内管に

作用する水平及び鉛直方向地

震荷重は，配管サポート及び

貫通部を介してドライウェル

に伝達される。下部スプレイ

管及び下部スプレイ管案内管

に作用する水平及び鉛直方向

地震荷重は，下部スプレイ管

サポート及び貫通部を介して

ドライウェルに伝達される。 

スプレイ管は，外径 267.4mm

及び厚さ 15.1mm のパイプで作

られ，上部スプレイ管は直径

約 16.9m，下部スプレイ管は

直径 22.2m の円環構造であ

る。 

スプレイ管案内管は，外径

355.6mm 及び厚さ 19.0mm のパ

イプで作られ，スプレイ管と

貫通部をつなぐ構造である。 

（単位：mm） 

上部スプレイ管 

下部スプレイ管 

Ｂ 
φ16890 

φ22200 

Ａ 

ドライウェル 

スプレイ管断面

Ｃ－Ｃ矢視 

管継手 

スプレイ管案内管
スプレイ管

Ｃ

Ｃ

貫通部 

Ａ部詳細図 

ドライウェル 

配管サポート 

上部スプレイ管案内管 

上部スプレイ管サポート 

Ｂ部詳細図 

貫通部 

355.6 
19.0 

下部スプレイ管 

案内管 

ＣＣ

ドライウェル 

下部スプレイ管 

サポート
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2.2 評価方針 

ドライウェルスプレイ管の応力評価は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説

明書」及びⅥ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容

限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示すドライウェルスプレイ管の部位を踏まえ「3. 評

価部位」にて設定する箇所に作用する設計用地震力による応力等が許容限界内に収まること

を，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認

結果を「5. 評価結果」に示す。 

ドライウェルスプレイ管の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

図 2－1 ドライウェルスプレイ管の耐震評価フロー 

2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987 （（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版

（（社）日本電気協会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）

解析モデルの設定 

固有値解析 

設計用地震力 

ドライウェルスプレイ管の構造強度評価 

地震応答解析 

地震時における応力 

理論式による応力計算 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ1 上部スプレイ管案内管サポートの評価部位の断面積 mm2 

Ａ2 下部スプレイ管サポートの評価部位の断面積 mm2 

Ｃｉ 地震層せん断力係数 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄ1 下部スプレイ管の直径 mm 

Ｄ2 スプレイ管案内管の直径 mm 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

ＦＸ ドライウェル周方向（管軸方向）の反力 kN 

ＦＹ 管軸直角方向の反力 kN 

ＦＺ 鉛直方向の反力 kN 

Ｌ 下部スプレイ管サポートに作用するモーメントアーム mm 

ｍ1 下部スプレイ管の質量 kg/m 

ｍ2 スプレイ管案内管の質量 kg/m 

ＭＸ 管軸回りのモーメント kN・m 

ＭＹ 管軸直角回りのモーメント kN・m 

ＭＺ 鉛直軸回りのモーメント kN・m 

Ｒ ドライウェル上部半球胴部の半径 mm 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 に定める値 MPa 

Ｓｍ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 1 に定める値 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 MPa 

ｔ1 下部スプレイ管の厚さ mm 

ｔ2 スプレイ管案内管の厚さ mm 

Ｔ 温度 ℃ 

ＴＳＡＤ 温度（ＳＡ後温度） ℃ 

Ｚ 下部スプレイ管サポートの断面係数 mm3 

ν ポアソン比 ― 

σ 組合せ応力 MPa 

σb 曲げ応力 MPa 

τ せん断応力 MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりとする。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

刺激係数 ― 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

圧力 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg/m 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁 

荷重 N/m 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

ポアソン比 ― ― ― 小数点以下第 1 位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊2 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値とす

る。 
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3. 評価部位

ドライウェルスプレイ管の形状及び主要寸法を図 3－1 に，使用材料及び評価部位を表 3－1

に示す。 

（単位：mm） 

図 3－1 ドライウェルスプレイ管の形状及び主要寸法（その 1） 

ドライウェル Ｄ部 
下部スプレイ管 

上部スプレイ管 

Ｃ部 

上部スプレイ管サポート 

Ａ部 

Ｂ部 

下部スプレイ管サポート 

Ｂ部詳細図 

ドライウェル 

下部スプレイ管 

下部スプレイ管サポート 

Ａ部詳細図 

上部スプレイ管 

ドライウェル 

上部スプレイ管サポート 
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（単位：mm） 

図 3－1 ドライウェルスプレイ管の形状及び主要寸法（その 2） 

Ｄ1 ＝267.4

Ｄ2 ＝355.6 

ｔ1 ＝15.1 

ｔ2 ＝19.0 

下部スプレイ管断面 

635 

Ｄ2 
ｔ2 

EL 

EL 

1
36
0 

下部スプレイ管案内管 

Ｄ部詳細図 

ドライウェル 

EL 28192 

EL 29392 

1
20
0 

上部スプレイ管案内管 

配管サポート 

EL 

Ｃ部詳細図 
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表 3－1 使用材料表 

評価部位 使用材料 備考 

ドライウェルスプレイ管 

及びスプレイ管案内管 
STS42 STS410 相当 

配管サポート SGV49 SGV480 相当 
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4. 地震応答解析及び構造強度評価

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) ドライウェルスプレイ管に作用する地震力は，水平及び鉛直の固有周期に応じた応答加

速度に基づき算出する。ドライウェルスプレイ管の耐震評価として，Ⅵ-2-1-7「設計用床

応答スペクトルの作成方針」により求めた地震力を用いて，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計

算書作成の方法 添付資料-6 管の耐震性についての計算書作成の基本方針」及び 

Ⅵ-2-1-12「配管及び支持構造物の耐震計算について」にて示す方法に従い，構造強度評価

を行う。 

(2) 地震力は，ドライウェルスプレイ管に対して水平 2 方向及び鉛直方向から個別に作用さ

せる。 

また，水平 2 方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，絶対値和を適用

する。ただし，下部スプレイ管サポートの水平 2 方向及び鉛直方向の動的地震力による荷

重の組合せには，ＳＲＳＳ法を適用する。 

(3) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

(4) 概略構造図を表 2－1 に示す。

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

ドライウェルスプレイ管の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表 4－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2 に示

す。 

詳細な荷重の組合せは，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷

重の組合せは，組み合わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定す

る。 

4.2.2 許容応力 

ドライウェルスプレイ管の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき 

表 4－3 及び表 4－4 に示す。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

ドライウェルスプレイ管の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評

価に用いるものを表4－5に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－6に示す。 
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表4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉格納 

施設 

圧力低減設備 

その他の安全設備 

ドライウェル 

スプレイ管
Ｓ クラス２管

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

表4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉格納 

施設 

圧力低減設備 

その他の安全設備 

ドライウェル 

スプレイ管

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

重大事故等 

クラス２管
Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ ⅤＡＳ＊2 

原子炉冷却 

系統施設 
残留熱除去設備 

ドライウェル 

スプレイ管

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

重大事故等 

クラス２管
Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ ⅤＡＳ＊2 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）を示す。

  ＊2：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。
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表4－3 許容応力＊1（クラス２管及び重大事故等クラス２管） 

応力分類 

許容 

応力状態 

一次応力 

（曲げ応力を含む） 
一次＋二次応力 一次＋二次＋ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙ 

ただし，オーステナイト系ステンレス鋼及び高

ニッケル合金については上記の値と1.2・Ｓのう

ち大きい方とする。 

＊2 

Ｓｄ又はＳｓ地震動のみによる疲労解析を行い，疲労累積係数が1.0以下である

こと。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が2・Ｓｙ以下であれば疲労

解析は不要 

ⅣＡＳ 

0.9・Ｓｕ

ⅤＡＳ＊3 

注記＊1：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊2：2・Ｓｙを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PPB-3536(1)，(2)，(4)及び(5)（ただし，Ｓｍは2/3・Ｓｙと 

読み替える。）の簡易弾塑性解析を用いる。 

＊3：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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表 4－4 許容応力（クラス２支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物）

許容応力 

状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等以外） 

一次応力 一次＋二次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 支圧 
引張 

／圧縮 
せん断 曲げ 支圧 座屈 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｃ 1.5・ｆｂ 1.5・ｆｐ 3・ｆｔ 

＊3 

3・ｆｓ

＊4

3・ｆｂ 1.5・ｆｐ 

1.5・ｆｂ

1.5・ｆｓ

又は 

1.5・ｆｃ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ ＊ 1.5・ｆｓ ＊ 1.5・ｆｃ ＊ 1.5・ｆｂ ＊ 1.5・ｆｐ ＊

1.5・ｆｐ ＊

ⅤＡＳ＊5 1.5・ｆｔ ＊ 1.5・ｆｓ ＊ 1.5・ｆｃ ＊ 1.5・ｆｂ ＊ 1.5・ｆｐ ＊

注記＊1：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊2：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊3：すみ肉溶接部にあっては，最大応力に対して1.5・ｆｓとする。 

＊4：設計・建設規格 SSB-3121.1(4)により求めたｆｂとする。 

＊5：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 

Ｓｄ又はＳｓ地震動のみによる 

応力振幅について評価する。 
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表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｍ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

ドライウェルスプレイ管 

及びスプレイ管案内管 
STS42＊1 

周囲環境

温度 
171 ― 211 404 ― 

配管サポート SGV49＊2 
周囲環境

温度 
171 ― 229 423 ― 

注記＊1：STS410 相当 

＊2：SGV480 相当 

表 4－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｍ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

ドライウェルスプレイ管 

及びスプレイ管案内管 
STS42＊1 

周囲環境

温度 
200 ― 207 404 ― 

配管サポート SGV49＊2 
周囲環境

温度 
200 ― 226 422 ― 

注記＊1：STS410 相当 

＊2：SGV480 相当 



14 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
9
-4
-4
-1
-1
 R
0 

4.2.4 設計荷重 

(1) 設計基準対象施設としての設計荷重

設計基準対象施設としての設計荷重である，最高使用圧力，最高使用温度及び死荷重

は，既工認（参照図書(1)）からの変更はなく，次のとおりである。 

a. 最高使用圧力及び最高使用温度

圧力 3.92MPa

温度 171℃

b. 死荷重

ドライウェルスプレイ管＊1　　　　　　　　　　　N/m 

スプレイ管案内管＊2　　　　　　　　　　　　　　N/m 

注記＊1：管内保有水及びノズルの重量を含めた自重を死荷重とする。 

＊2：管内保有水の重量を含めた自重を死荷重とする。 

(2) 重大事故等対処設備としての設計荷重

重大事故等対処設備としての設計荷重である，評価圧力，評価温度及び死荷重は，以

下のとおりとする。 

a. 評価圧力及び評価温度

圧力ＰＳＡＤ 3.92MPa

温度ＴＳＡＤ 200℃

b. 死荷重

ドライウェルスプレイ管＊1　　　　　　　　　　　　　　　　N/m 

スプレイ管案内管＊2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N/m 

注記＊1：管内保有水及びノズルの重量を含めた自重を死荷重とする。 

＊2：管内保有水の重量を含めた自重を死荷重とする。 
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4.3 解析モデル及び諸元 

(1) 設計基準対象施設としての解析モデル及び諸元

設計基準対象施設としての評価は，ドライウェルスプレイ管質量及び内部水質量を考慮

して固有値解析及び構造強度評価を実施する。動的解析手法としては，スペクトルモーダ

ル解析法を用いる。

解析モデルの概要を以下に示す。

a. ドライウェルスプレイ管は，3次元はり要素による有限要素解析手法を適用する。解析

モデルを図 4－1 及び図 4－2 に，解析モデルの諸元について表 4－7 及び表 4－8 に示

す。 

b. 

c. 

d. 解析コードは「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用する。なお，評価に用いる解析コー

ドの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）

の概要」に示す。

(2) 重大事故等対処設備としての解析モデル及び諸元

重大事故等対処設備としてのドライウェルスプレイ管の解析モデル及び諸元は，設計基

準対象施設と同じとする。 
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図 4－1 上部スプレイ管案内管の解析モデル 

図 4－2 下部スプレイ管及び下部スプレイ管案内管の解析モデル 
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表 4－7 上部スプレイ管案内管の解析モデルの諸元 

項目 記号 単位 入力値 

質量 ｍ2 kg/m 

温度条件 Ｔ ℃ 171 

縦弾性係数 Ｅ MPa 193000 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― ― 

節点数 ― ― 

表 4－8 下部スプレイ管及び下部スプレイ管案内管の解析モデルの諸元 

項目 記号 単位 入力値 

質量 
下部スプレイ管 ｍ1 kg/m 

下部スプレイ管案内管 ｍ2 kg/m 

温度条件 Ｔ ℃ 171 

縦弾性係数 Ｅ MPa 193000 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― ― 

節点数 ― ― 
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4.4 固有周期 

(1) 設計基準対象施設としての固有周期

設計基準対象施設における上部スプレイ管案内管の固有周期を表 4－9 に，振動モード図

を図 4－3 に示す。上部スプレイ管案内管の固有周期は 0.05 秒以下であり，剛構造である

ことを確認した。 

設計基準対象施設における下部スプレイ管及び下部スプレイ管案内管の固有周期を 

表 4－10 に，振動モード図を代表して図 4－4 に示す。下部スプレイ管及び下部スプレイ管

案内管の固有周期は 0.05 秒を超えており，柔構造であることを確認した。 

表 4－9 上部スプレイ管案内管の固有周期（設計基準対象施設） 

モード 卓越方向 
固有周期 

(s) 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｙ方向 

1 次 水平／鉛直 ― ― ― 

表 4－10 下部スプレイ管及び下部スプレイ管案内管の固有周期 

（設計基準対象施設） 

モード
固有周期 

(s) 

刺激係数＊ 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1 次 

2 次 

3 次 

4 次 

5 次 

6 次 

7 次 

8 次 

9 次 

10 次 

11 次 

12 次 

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 
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図 4－3 上部スプレイ管案内管の振動モード図（設計基準対象施設） 

図 4－4 下部スプレイ管及び下部スプレイ管案内管の振動モード図（設計基準対象施設） 
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(2) 重大事故等対処設備としての固有周期

重大事故等対処設備における上部スプレイ管案内管の固有周期を表 4－11 に，振動モー

ド図を図 4－5 に示す。上部スプレイ管案内管の固有周期は 0.05 秒以下であり，剛構造で

あることを確認した。 

重大事故等対処設備における下部スプレイ管及び下部スプレイ管案内管の固有周期を 

表 4－12 に，振動モード図を代表して図 4－6 に示す。下部スプレイ管及び下部スプレイ管

案内管の固有周期は 0.05 秒を超えており，柔構造であることを確認した。 

表 4－11 上部スプレイ管案内管の固有周期（重大事故等対処設備） 

モード 卓越方向 
固有周期 

(s) 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｙ方向 

1 次 水平／鉛直 ― ― ― 

表 4－12 下部スプレイ管及び下部スプレイ管案内管の固有周期 

（重大事故等対処設備） 

モード
固有周期 

(s) 

刺激係数＊ 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1 次 

2 次 

3 次 

4 次 

5 次 

6 次 

7 次 

8 次 

9 次 

10 次 

11 次 

12 次 

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 
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図 4－5 上部スプレイ管案内管の振動モード図（重大事故等対処設備） 

図 4－6 下部スプレイ管及び下部スプレイ管案内管の振動モード図（重大事故等対処設備） 
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4.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 4－13，表 4－14，表 4－15，表 4－16 に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は， 

Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。また，減衰定数は 

Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

(1) 設計基準対象施設としての設計用地震力

設計基準対象施設としてドライウェルスプレイ管の応力計算に用いる設計用地震力を

表 4－13 及び表 4－14 に示す。 

(2) 重大事故等対処設備としての設計用地震力

重大事故等対処設備としてドライウェルスプレイ管の応力計算に用いる設計用地震力を

表 4－15 及び表 4－16 に示す。 

表 4－13 設計用地震力（設計基準対象施設）：上部スプレイ管案内管 

据付場所及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉格納容器 

　EL 　　 　 
0.05 以下 0.05 以下 

＊1 ＊1 ＊2 ＊2

注記＊1：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）及び静的震度を上回る設計震度 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
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表 4－14 設計用地震力（設計基準対象施設）：下部スプレイ管 

据付場所及び 

設置高さ(m) 
原子炉格納容器 EL 

減衰定数(％) 水平：2.0＊1 鉛直：2.0＊1 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード
固有周期 

(s) 

応答水平震度＊2 
応答鉛直 

震度＊2 
応答水平震度＊3 

応答鉛直 

震度＊3 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1 次 

2 次 

3 次 

4 次 

5 次 

6 次 

7 次 

8 次 

9 次 

10 次 

11 次 

12 次 

動的地震力＊4，＊5

静的地震力＊6 ― ― ― 

注記＊1：ドライウェルスプレイ管は配管に区分されるため，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」

に記載の配管の減衰定数を用いる。 

＊2：設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計用床応答スペクトル

により得られる震度 

＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルにより

得られる震度 

＊4：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計震度及び設計用震度Ⅰ（基準地震

動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊5：最大応答加速度を 1.2 倍した震度 

＊6：静的震度（3.6・Ｃｉ及び 1.2・ＣＶ）を上回る設計震度を示す。 
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表 4－15 設計用地震力（重大事故等対処設備）：上部スプレイ管案内管 

据付場所及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉格納容器 

EL  　　
0.05 以下 0.05 以下 ― ― 

＊ ＊

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
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表 4－16 設計用地震力（重大事故等対処設備）：下部スプレイ管 

据付場所及び 

設置高さ(m) 
原子炉格納容器 EL 

減衰定数(％) 水平：2.0＊1 鉛直：2.0＊1 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード
固有周期 

(s) 

応答水平震度 
応答鉛直 

震度 
応答水平震度＊2 

応答鉛直 

震度＊2 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1 次 ― ― ― 

2 次 ― ― ― 

3 次 ― ― ― 

4 次 ― ― ― 

5 次 ― ― ― 

6 次 ― ― ― 

7 次 ― ― ― 

8 次 ― ― ― 

9 次 ― ― ― 

10 次 ― ― ― 

11 次 ― ― ― 

12 次 ― ― ― 

動的地震力＊3，＊4 ― ― ― 

静的地震力 ― ― ― ― ― ― 

注記＊1：ドライウェルスプレイ管は配管に区分されるため，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」

に記載の配管の減衰定数を用いる。 

＊2：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルにより

得られる震度 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊4：最大応答加速度を 1.2 倍した震度 
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4.6 計算方法 

4.6.1 応力評価点 

ドライウェルスプレイ管の応力評価点は，ドライウェルスプレイ管を構成する各部材

において，発生応力が最も大きくなる箇所とする。選定した応力評価点を表 4－17， 

図 4－7 及び図 4－8 に示す。 

各評価点は「4.3 解析モデル及び諸元」に示す解析から得られた荷重を用いて評価す

る。 

表 4－17 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ 上部スプレイ管案内管 

Ｐ２ 上部スプレイ管ティー部 

Ｐ３ 上部スプレイ管案内管サポート 

Ｐ４ 下部スプレイ管 

Ｐ５ 下部スプレイ管案内管 

Ｐ６ 下部スプレイ管ティー部 

Ｐ７ 下部スプレイ管サポート 

図 4－7 上部スプレイ管案内管の応力評価点 

P3 

P1 

P2 
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0 図 4－8 下部スプレイ管及び下部スプレイ管案内管の応力評価点 

4.6.2 応力の計算方法 

ドライウェルスプレイ管の応力計算方法について，以下に示す。 

(1) 設計基準対象施設としての応力計算

a. 応力評価点Ｐ１，Ｐ２，Ｐ４，Ｐ５及びＰ６

応力評価点Ｐ１，Ｐ２，Ｐ４，Ｐ５及びＰ６に発生する応力は，「2.3 適用規格・

基準等」に従い算出する。 

b. 応力評価点Ｐ３及びＰ７

応力評価点Ｐ３及びＰ７に発生する応力は，「4.3 解析モデル及び諸元」に示す解

析から得られたドライウェル周方向（管軸方向）の反力ＦＸ及び鉛直方向の反力ＦＺを

用いて，以下の計算式に従い算出する。 

応力評価点Ｐ３（上部スプレイ管案内管サポート） 

1

1000Ⅹτ
Ａ

Ｆ ×= ········································ （4.6.1）

応力評価点Ｐ７（下部スプレイ管サポート） 

Z

2

) 1000Ⅹτ
Ｆ

Ａ

( Ｆ+ ×=  ·································· （4.6.2）

1000Ｘ(Ｆ Ｌ)

Ｚ
bσ × ×= ································· （4.6.3）

2 23bσ σ τ= + ×   ····································· （4.6.4）

P7 P6 P4 

P5 
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(2) 重大事故等対処設備としての応力計算

重大事故等対処設備としての応力計算方法は，設計基準対象施設と同じとする。

4.7 計算条件 

応力解析に用いる荷重は，「4.2 荷重の組合せ及び許容応力」及び「4.5 設計用地震力」

に示す。 

4.8 応力の評価 

「4.6 計算方法」で求めた応力が表 4－3 及び表 4－4 で定めた許容応力以下であること。

ただし，組合せ応力は許容引張応力以下であること。また，一次＋二次応力が許容値を満足

しない場合は，設計・建設規格 PPB-3536(1)，(2)，(4)及び(5)（Ｓｍは 2/3・Ｓｙと読み替

える。）に基づいて疲労評価を行い，疲労累積係数が 1.0 以下であること。 
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5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

ドライウェルスプレイ管の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値

は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認

した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を表 5－1 及び表 5－2 に示す。

(2) 支持構造物評価結果（ドライウェルスプレイ管支持構造物）

支持構造物評価の結果を表 5－3 に示す。
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表 5－1 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ*）

評価対象設備 応力評価点 応力分類 

ⅢＡＳ 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

ドライウェル

スプレイ管

Ｐ１ 上部スプレイ管案内管 
一次応力 37 211 ○ 

一次＋二次応力 26 422 ○ 

Ｐ２ 上部スプレイ管ティー部 
一次応力 57 211 ○ 

一次＋二次応力 68 422 ○ 

Ｐ４ 下部スプレイ管 
一次応力 42 211 ○ 

一次＋二次応力 42 422 ○ 

Ｐ５ 下部スプレイ管案内管 
一次応力 78 211 ○ 

一次＋二次応力 112 422 ○ 

Ｐ６ 下部スプレイ管ティー部 
一次応力 50 211 ○ 

一次＋二次応力 54 422 ○ 
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表 5－2 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ） 

評価対象設備 応力評価点 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

ドライウェル

スプレイ管

Ｐ１ 上部スプレイ管案内管 
一次応力 37 363 ○ 

一次＋二次応力 26 422 ○ 

Ｐ２ 上部スプレイ管ティー部 
一次応力 57 363 ○ 

一次＋二次応力 68 422 ○ 

Ｐ４ 下部スプレイ管 
一次応力 42 363 ○ 

一次＋二次応力 42 422 ○ 

Ｐ５ 下部スプレイ管案内管 
一次応力 78 363 ○ 

一次＋二次応力 112 422 ○ 

Ｐ６ 下部スプレイ管ティー部 
一次応力 50 363 ○ 

一次＋二次応力 54 422 ○ 
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表 5－3 支持構造物評価結果 

応力評価点 型式 材質 
温度 

(℃) 

支持点荷重 評価結果 

反力 (kN) モーメント (kN・m) 応力 

分類 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) ＦＸ
＊1 ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ 

Ｐ３ 
上部スプレイ管案内管 

サポート
プレート SGV49＊2 171 39 ― ― ― ― ― せん断 6 132 

Ｐ７ 下部スプレイ管サポート プレート SGV49＊2 171 34 ― 25 ― ― ― 組合せ 206 229 

注記＊1：ドライウェル周方向（管軸方向）反力を示す。 

＊2：SGV480 相当 
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5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

ドライウェルスプレイ管の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有している

ことを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を表 5－4 に示す。

(2) 支持構造物評価結果（ドライウェルスプレイ管支持構造物）

支持構造物評価の結果を表 5－5 に示す。
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表 5－4 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ） 

評価対象設備 応力評価点 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

ドライウェル

スプレイ管

Ｐ１ 上部スプレイ管案内管 
一次応力 37 363 ○ 

一次＋二次応力 26 414 ○ 

Ｐ２ 上部スプレイ管ティー部 
一次応力 57 363 ○ 

一次＋二次応力 68 414 ○ 

Ｐ４ 下部スプレイ管 
一次応力 42 363 ○ 

一次＋二次応力 42 414 ○ 

Ｐ５ 下部スプレイ管案内管 
一次応力 78 363 ○ 

一次＋二次応力 112 414 ○ 

Ｐ６ 下部スプレイ管ティー部 
一次応力 50 363 ○ 

一次＋二次応力 54 414 ○ 
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表 5－5 支持構造物評価結果 

応力評価点 型式 材質 
温度 

(℃) 

支持点荷重 評価結果 

反力 (kN) モーメント (kN・m) 応力 

分類 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) ＦＸ
＊1 ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ 

Ｐ３ 
上部スプレイ管案内管 

サポート
プレート SGV49＊2 200 78 ― ― ― ― ― せん断 11 260 

Ｐ７ 下部スプレイ管サポート プレート SGV49＊2 200 67 ― 33 ― ― ― 組合せ 405 452 

注記＊1：ドライウェル周方向（管軸方向）反力を示す。 

＊2：SGV480 相当 
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6. 参照図書

(1) 島根原子力発電所第２号機 第２回工事計画認可申請書

Ⅳ-3-5-18「ドライウェルスプレイ管の強度計算書」
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Ⅵ-2-9-4-4-1-2 サプレッションチェンバスプレイ管の 

耐震性についての計算書
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」及びⅥ-2-1-9「機能維

持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，サプレッションチェンバスプ

レイ管が設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明するものである。

サプレッションチェンバスプレイ管は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大

事故等対処設備においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）に分類される。以下，設計

基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

なお，本計算書においては，新規制対応工認対象となる設計用地震力及び重大事故等時に対

する評価について記載するものとし，前述の荷重を除く荷重によるサプレッションチェンバス

プレイ管の評価は，昭和 59 年 9 月 17 日付け 59 資庁第 8283 号にて認可された工事計画の添付

書類（参照図書(1)）による（以下「既工認」という。）。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

サプレッションチェンバスプレイ管の構造計画を表 2－1に示す。
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

サプレッションチェンバスプ

レイ管は，スプレイ管及びス

プレイ管案内管で構成され，

スプレイ管はサプレッション

チェンバの補強リングに，ス

プレイ管案内管はサプレッシ

ョンチェンバ貫通部に支持さ

れる。 

サプレッションチェンバスプ

レイ管に作用する水平及び鉛

直方向地震荷重は，スプレイ

管サポート及びサプレッショ

ンチェンバ貫通部を介してサ

プレッションチェンバに伝達

される。 

スプレイ管は，外径 114.3mm

及び厚さ 6.0mm のパイプで作

られ，直径約 37.9m の円環構

造である。 

スプレイ管案内管は，外径

114.3mm 及び厚さ 6.0mm のパ

イプで作られ，スプレイ管と

サプレッションチェンバ貫通

部をつなぐ構造である。 

 

 

（単位：mm） 

Ｂ

Ｃ Ｃ

Ｂ

サプレッションチェンバ

サプレッションチェンバ貫通部

スプレイ管サポート

Ｂ－Ｂ矢視図 

6.0 

管断面 

114.3 

37860 

A

スプレイ管 補強リング 

補強リング スプレイ管案内管

Ａ部詳細図 

補強リング 

Ｃ部詳細図 

管継手 

スプレイ管案内管

スプレイ管
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2.2 評価方針 

サプレッションチェンバスプレイ管の応力評価は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件

に関する説明書」及びⅥ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ

並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示すサプレッションチェンバスプレイ管の

部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所に作用する設計用地震力による応力等が許

容限界内に収まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認する

ことで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

サプレッションチェンバスプレイ管の耐震評価フローを図 2－1 に示す。

 

 

 

図 2－1 サプレッションチェンバスプレイ管の耐震評価フロー 

2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987 （（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版

（（社）日本電気協会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）

解析モデルの設定 

固有値解析 

設計用地震力 

サプレッションチェンバスプレイ管の構造強度評価

地震応答解析 

地震時における応力 

理論式による応力計算 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ スプレイ管サポートの取付溶接部の断面積 mm2 

Ｃｉ 地震層せん断力係数 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄ スプレイ管の直径 mm 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｋｅ 弾塑性解析に用いる繰返しピーク応力強さの補正係数 ― 

ＦＸ 管軸方向の反力 kN 

ＦＹ 管軸直角方向の反力 kN 

ＦＺ 鉛直方向の反力 kN 

ｍ０ 機器質量 kg 

ｍ１ 水質量 kg 

ＭＸ 管軸回りのモーメント kN・m 

ＭＹ 管軸直角回りのモーメント kN・m 

ＭＺ 鉛直軸回りのモーメント kN・m 

Ｎａ 地震時の許容繰返し回数 ― 

Ｎｃ 地震時の実際の繰返し回数 ― 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 に定める値 MPa 

Ｓ 繰返しピーク応力強さ MPa 

Ｓ′ 補正繰返しピーク応力強さ MPa 

Ｓｍ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 1 に定める値 MPa 

Ｓｎ 地震動による応力振幅 MPa 

Ｓｐ 地震荷重のみにおける一次＋二次＋ピーク応力の応力差範囲 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

ｔ スプレイ管の厚さ mm 

Ｔ 温度 ℃ 

ＴＳＡＤ 温度（ＳＡ後温度） ℃ 

ν ポアソン比 ― 

ρ 水密度 kg/mm3 

τ せん断応力 MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりとする。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

刺激係数 ― 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

圧力 MPa 小数点以下第 3 位 四捨五入 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

密度 kg/mm3 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

荷重 N/m 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

ポアソン比 ― ― ― 小数点以下第 1 位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊2 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位

サプレッションチェンバスプレイ管の形状及び主要寸法を図 3－1 に，使用材料及び評価部位

を表 3－1 に示す。 

（単位：mm） 

図 3－1 サプレッションチェンバスプレイ管の形状及び主要寸法 

表 3－1 使用材料表 

使用部位 使用材料 備考 

スプレイ管及びスプレイ管案内管 STS42 STS410 相当 

スプレイ管サポート
SGV49 

SUS304 

SGV480 相当 

― 

Ｂ 

スプレイ管案内管

ＡＡ

スプレイ管

Ｄ 

37860 

サプレッションチェンバ

Ｄ＝114.3 

ｔ＝6.0 

補強リング 

ｔ 

管断面 

断面Ａ－Ａ 

Ｂ部詳細図 

補強リング スプレイ管

スプレイ管サポート
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4. 地震応答解析及び構造強度評価

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) サプレッションチェンバスプレイ管に作用する地震力は，水平及び鉛直方向の固有周期

に応じた応答加速度に基づき算出する。 

サプレッションチェンバスプレイ管の耐震評価として，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペク

トルの作成方針」により求めた地震力を用いて，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の

方法 添付資料-6 管の耐震性についての計算書作成の基本方針」及びⅥ-2-1-12「配管及

び支持構造物の耐震計算について」にて示す方法に従い，構造強度評価を行う。 

(2) 地震力は，サプレッションチェンバスプレイ管に対して水平 2 方向及び鉛直方向から個

別に作用させる。水平 2 方向及び鉛直方向の設計用地震力による荷重の組合せには，ＳＲ

ＳＳ法を適用する。 

(3) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

(4) 概略構造図を表 2－1 に示す。

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

サプレッションチェンバスプレイ管の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，設計基

準対象施設の評価に用いるものを表 4－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを 

表 4－2 に示す。 

詳細な荷重の組合せは，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷

重の組合せは，組み合わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定す

る。 

4.2.2 許容応力 

サプレッションチェンバスプレイ管の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に基づき表 4－3 及び表 4－4 に示す。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

サプレッションチェンバスプレイ管の使用材料の許容応力評価条件のうち，設計基準

対象施設の評価に用いるものを表 4－5 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを 

表 4－6 に示す。 
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表4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉格納 

施設 

圧力低減設備 

その他の安全設備 

サプレッション

チェンバスプレイ管
Ｓ クラス２管

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

表4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉格納 

施設 

圧力低減設備 

その他の安全設備 

サプレッション

チェンバスプレイ管

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

重大事故等 

クラス２管
Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ ⅤＡＳ＊2 

原子炉冷却 

系統施設 
残留熱除去設備 

サプレッション

チェンバスプレイ管

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

重大事故等 

クラス２管
Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ ⅤＡＳ＊2 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）を示す。

  ＊2：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。
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表4－3 許容応力＊1（クラス２管及び重大事故等クラス２管） 

応力分類 

許容 

応力状態 

一次応力 

（曲げ応力を含む） 
一次＋二次応力 一次＋二次＋ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙ 

ただし，オーステナイト系ステンレス鋼及び高

ニッケル合金については上記の値と1.2・Ｓのう

ち大きい方とする。 

＊2 

Ｓｄ又はＳｓ地震動のみによる疲労解析を行い，疲労累積係数が1.0以下である

こと。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が2・Ｓｙ以下であれば疲労

解析は不要。 

ⅣＡＳ 

0.9・Ｓｕ

ⅤＡＳ＊3 

注記＊1：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊2：2・Ｓｙを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PPB-3536(1)，(2)，(4)及び(5)（ただし，Ｓｍは2/3・Ｓｙと読み

替える。）の簡易弾塑性解析を用いる。 

＊3：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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表 4－4 許容応力（クラス２支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力 

状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外） 

一次応力 一次＋二次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 支圧 
引張 

／圧縮 
せん断 曲げ 支圧 座屈 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｃ 1.5・ｆｂ 1.5・ｆｐ 3・ｆｔ 

＊3 

3・ｆｓ 

 

＊4 

3・ｆｂ 

 

1.5・ｆｐ 

1.5・ｆｂ 

1.5・ｆｓ 

又は 

1.5・ｆｃ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ ＊ 1.5・ｆｓ ＊ 1.5・ｆｃ ＊ 1.5・ｆｂ ＊ 1.5・ｆｐ ＊ 
 

1.5・ｆｐ ＊ 

ⅤＡＳ＊5 1.5・ｆｔ ＊ 1.5・ｆｓ ＊ 1.5・ｆｃ ＊ 1.5・ｆｂ ＊ 1.5・ｆｐ ＊ 

注：ｆｔ ＊，ｆｓ ＊，ｆｃ ＊，ｆｂ ＊，ｆｐ ＊は，ｆｔ，ｆｓ，ｆｃ，ｆｂ，ｆｐの値を算出する際に設計・建設規格 付録材料図表Part5表8に規定

する値とあるのを設計・建設規格 付録材料図表Part5表8に規定する値の1.2倍の値と読み替えて計算した値 

注記＊1：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊2：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊3：すみ肉溶接部にあっては，最大応力に対して1.5・ｆｓとする。 

＊4：設計・建設規格 SSB-3121.1(4)により求めたｆｂとする。 

＊5：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 

  

Ｓｄ又はＳｓ地震動のみによる 

応力振幅について評価する。 
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表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｍ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

スプレイ管及びスプレイ管案内管 STS42＊1 周囲環境温度 104 ― 219 404 ― ― 

スプレイ管サポート SUS304＊2 周囲環境温度 104 ― 169 439 ― 205 

注記＊1：STS410 相当 

＊2：許容応力が低く算出される SUS304 を評価に用いる。 

表 4－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｍ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

スプレイ管及びスプレイ管案内管 STS42＊1 周囲環境温度 200 ― 207 404 ― ― 

スプレイ管サポート SUS304＊2 周囲環境温度 200 ― 144 402 ― 205 

注記＊1：STS410 相当 

＊2：許容応力が低く算出される SUS304 を評価に用いる。 
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4.2.4 設計荷重 

(1) 設計基準対象施設としての設計荷重

設計基準対象施設としての設計荷重である，最高使用圧力，最高使用温度及び死荷重

は，既工認（参照図書(1)）からの変更はなく，次のとおりである。 

a. 最高使用圧力及び最高使用温度

圧力ＰＤ 3.92MPa

温度Ｔ 104℃

b. 死荷重

死荷重＊                            N/m 

注記＊：管内保有水及びノズルの重量を含めた自重を死荷重とする。 

(2) 重大事故等対処設備としての設計荷重

重大事故等対処設備としての設計荷重である，評価圧力，評価温度及び死荷重は，以

下のとおりとする。 

a. 評価圧力及び評価温度

圧力ＰＳＡＤ 3.92MPa

温度ＴＳＡＤ 200℃

b. 死荷重

死荷重＊                            N/m 

注記＊：管内保有水及びノズルの重量を含めた自重を死荷重とする。 
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4.3 解析モデル及び諸元 

(1) 設計基準対象施設としての解析モデル及び諸元

設計基準対象施設としての評価は，3次元はり要素による有限要素解析手法を適用し，固

有値解析及び構造強度評価を実施する。動的解析手法としては，スペクトルモーダル解析

法を用いる。 

解析モデルの概要を以下に示す。 

a. サプレッションチェンバスプレイ管は，サプレッションチェンバに支持されているこ

とから，サプレッションチェンバの応答を考慮した解析モデルとする。解析モデルは，

Ⅵ-2-9-2-2「サプレッションチェンバの耐震性についての計算書」の 4.3 項に示すサ

プレッションチェンバ全体の地震応答解析モデルからストレーナ部を除いた解析モデ

ルに，サプレッションチェンバスプレイ管の解析モデルを結合したものである。解析

モデルを図 4－1 及び図 4－2 に，解析モデルの諸元を表 4－7に示す。

b. サプレッションチェンバ全体の地震応答解析モデルの概要については，Ⅵ-2-9-2-2

「サプレッションチェンバの耐震性についての計算書」の 4.3 項に示す。

サプレッションチェンバスプレイ管の地震応答解析モデルにおけるサプレッションチ

ェンバ部分は，Ⅵ-2-9-2-2「サプレッションチェンバの耐震性についての計算書」と

同様に，サプレッションチェンバ内部水の質量が，水平方向と鉛直方向で地震時の有

効質量が異なることを考慮し，水平方向動的地震荷重を考慮するための地震応答解析

モデル（内部水有効質量モデル）並びにそれ以外の地震荷重を考慮するための地震応

答解析モデル（内部水全質量モデル）の 2 種類を用いる。内部水有効質量モデルでは，

仮想質量法により算定した内部水の有効質量を，Guyan 縮約法を用いて縮約し，サプ

レッションチェンバの各質点に付加する。また，内部水全質量モデルでは，内部水の

全質量を内部水重心位置に設置したはり要素に等分布質量で設定する。 

c. サプレッションチェンバスプレイ管とサプレッションチェンバの結合条件は，以下と

する。

d. 解析コードは「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用する。なお，評価に用いる解析コー

ドの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）

の概要」に示す。

(2) 重大事故等対処設備としての解析モデル及び諸元

重大事故等対処設備としてのサプレッションチェンバスプレイ管の解析モデル及び諸元

は，設計基準対象施設と同じとする。 
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図 4－1 解析モデル（その 1：全体図） 
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図 4－2 解析モデル（その 2：サプレッションチェンバスプレイ管部） 
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表 4－7(1) 解析モデルの諸元（内部水有効質量モデル） 

項目 記号 単位 入力値 

材質 

サプレッションチェンバ胴 ― ― SPV50＊1 

サプレッションチェンバサポート，

補強リング 
― ― SGV49＊2 

スプレイ管及びスプレイ管案内管 ― ― STS42＊3 

機器質量 ｍ０ kg 

水密度 ρ kg/mm3 

温度条件 Ｔ ℃ 104 

縦弾性係数 Ｅ MPa 198000 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― ― 

節点数 ― ― 

注記＊1：SPV490 相当 

＊2：SGV480 相当 

＊3：STS410 相当 

表 4－7(2) 解析モデルの諸元（内部水全質量モデル） 

項目 記号 単位 入力値 

材質 

サプレッションチェンバ胴 ― ― SPV50＊1 

サプレッションチェンバサポート，

補強リング 
― ― SGV49＊2 

スプレイ管及びスプレイ管案内管 ― ― STS42＊3 

質量 
機器質量 ｍ０ kg 

水質量 ｍ１ kg 

温度条件 Ｔ ℃ 104 

縦弾性係数 Ｅ MPa 198000 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― ― 

節点数 ― ― 

注記＊1：SPV490 相当 

＊2：SGV480 相当 

＊3：STS410 相当 
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4.4 固有周期 

(1) 設計基準対象施設としての固有周期

設計基準対象施設における固有周期を表 4－8 に，振動モード図を代表して図 4－3 に示

す。固有周期は 0.05 秒を超えており，柔構造であることを確認した。 

表 4－8(1) 固有周期（設計基準対象施設）（解析モデル：内部水有効質量モデル） 

モード
固有周期 

(s) 

刺激係数＊ 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1 次 

2 次 

3 次 

4 次 

5 次 

6 次 

7 次 

8 次 

23 次 

24 次 

58 次 

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 

表 4－8(2) 固有周期（設計基準対象施設）（解析モデル：内部水全質量モデル） 

モード
固有周期 

(s) 

刺激係数＊ 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1 次 

2 次 

3 次 

4 次 

5 次 

6 次 

7 次 

8 次 

61 次 

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 
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(a) 解析モデル：内部水有効質量モデル（黒線：変形後，赤線：変形前）

(b) 解析モデル：内部水全質量モデル（黒線：変形後，赤線：変形前）

図 4－3 振動モード図（設計基準対象施設） 
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(2) 重大事故等対処設備としての固有周期

重大事故等対処設備における固有周期を表 4－9 に，振動モード図を代表して図 4－4 に

示す。固有周期は 0.05 秒を超えており，柔構造であることを確認した。 

表 4－9(1) 固有周期（重大事故等対処設備）（解析モデル：内部水有効質量モデル） 

モード
固有周期 

(s) 

刺激係数＊ 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1 次 

2 次 

3 次 

4 次 

5 次 

6 次 

7 次 

8 次 

23 次 

24 次 

58 次 

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 

表 4－9(2) 固有周期（重大事故等対処設備）（解析モデル：内部水全質量モデル） 

モード
固有周期 

(s) 

刺激係数＊ 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1 次 

2 次 

3 次 

4 次 

5 次 

6 次 

7 次 

8 次 

61 次 

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 
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(a) 解析モデル：内部水有効質量モデル（黒線：変形後，赤線：変形前）

(b) 解析モデル：内部水全質量モデル（黒線：変形後，赤線：変形前）

図 4－4 振動モード図（重大事故等対処設備） 
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4.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 4－10 及び表 4－11 に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は， 

Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。また，減衰定数は 

Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

(1) 設計基準対象施設としての設計用地震力

設計基準対象施設としてサプレッションチェンバスプレイ管の応力計算に用いる設計用

地震力を表 4－10 に示す。 

(2) 重大事故等対処設備としての設計用地震力

重大事故等対処設備としてサプレッションチェンバスプレイ管の応力計算に用いる設計

用地震力を表 4－11 に示す。 
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表 4－10(1) 設計用地震力（設計基準対象施設）（解析モデル：内部水有効質量モデル） 

据付場所及び 

設置高さ(m) 
原子炉建物 EL 

減衰定数(％) 水平：0.5＊1 鉛直：― 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード
固有周期 

(s) 

応答水平震度＊2 
応答鉛直 

震度 
応答水平震度＊3 

応答鉛直 

震度 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1 次 ― ― 

2 次 ― ― 

3 次 ― ― 

4 次 ― ― 

5 次 ― ― 

6 次 ― ― 

7 次 ― ― 

8 次 ― ― 

23 次 ― ― 

24 次 ― ― 

58 次 ― ― 

動的地震力＊4，＊5 ― ― 

静的地震力 ― ― ― ― ― ― 

注記＊1：サプレッションチェンバスプレイ管は配管に区分されるため，Ⅵ-2-1-6「地震応答解

析の基本方針」に記載の配管の減衰定数を用いる。 

＊2：設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計用床応答スペクト

ルにより得られる震度

＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルによ

り得られる震度 

＊4：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計震度及び設計用震度Ⅰ（基準地

震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊5：最大応答加速度を 1.2 倍した震度 
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表 4－10(2) 設計用地震力（設計基準対象施設）（解析モデル：内部水全質量モデル） 

据付場所及び 

設置高さ(m) 
原子炉建物 EL 

減衰定数(％) 水平：― 鉛直：0.5＊1 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード
固有周期 

(s) 

応答水平震度 
応答鉛直 

震度＊2 
応答水平震度 

応答鉛直 

震度＊3 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1 次 ― ― ― ― 

2 次 ― ― ― ― 

3 次 ― ― ― ― 

4 次 ― ― ― ― 

5 次 ― ― ― ― 

6 次 ― ― ― ― 

7 次 ― ― ― ― 

8 次 ― ― ― ― 

61 次 ― ― ― ― 

動的地震力＊4，＊5 ― ― ― ― 

静的地震力＊6 ― ― ― 

注記＊1：サプレッションチェンバスプレイ管は配管に区分されるため，Ⅵ-2-1-6「地震応答解

析の基本方針」に記載の配管の減衰定数を用いる。 

＊2：設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計用床応答スペクト

ルにより得られる震度

＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルによ

り得られる震度 

＊4：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計震度及び設計用震度Ⅰ（基準地

震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊5：最大応答加速度を 1.2 倍した震度 

＊6：静的震度（3.6・Ｃｉ及び 1.2・ＣＶ）を上回る設計震度を示す。 
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表 4－11(1) 設計用地震力（重大事故等対処設備）（解析モデル：内部水有効質量モデル） 

据付場所及び 

設置高さ(m) 
原子炉建物 EL 

減衰定数(％) 水平：0.5＊1 鉛直：― 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード
固有周期 

(s) 

応答水平震度 
応答鉛直 

震度 
応答水平震度＊2 

応答鉛直 

震度 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1 次 ― ― ― ― 

2 次 ― ― ― ― 

3 次 ― ― ― ― 

4 次 ― ― ― ― 

5 次 ― ― ― ― 

6 次 ― ― ― ― 

7 次 ― ― ― ― 

8 次 ― ― ― ― 

23 次 ― ― ― ― 

24 次 ― ― ― ― 

58 次 ― ― ― ― 

動的地震力＊3，＊4 ― ― ― ― 

静的地震力 ― ― ― ― ― ― 

注記＊1：サプレッションチェンバスプレイ管は配管に区分されるため，Ⅵ-2-1-6「地震応答解

析の基本方針」に記載の配管の減衰定数を用いる。 

＊2：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルによ

り得られる震度 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊4：最大応答加速度を 1.2 倍した震度 
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表 4－11(2) 設計用地震力（重大事故等対処設備）（解析モデル：内部水全質量モデル） 

据付場所及び 

設置高さ(m) 
原子炉建物 EL 

減衰定数(％) 水平：― 鉛直：0.5＊1 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード
固有周期 

(s) 

応答水平震度 
応答鉛直 

震度 
応答水平震度 

応答鉛直 

震度＊2 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1 次 ― ― ― ― ― 

2 次 ― ― ― ― ― 

3 次 ― ― ― ― ― 

4 次 ― ― ― ― ― 

5 次 ― ― ― ― ― 

6 次 ― ― ― ― ― 

7 次 ― ― ― ― ― 

8 次 ― ― ― ― ― 

61 次 ― ― ― ― ― 

動的地震力＊3，＊4 ― ― ― ― ― 

静的地震力 ― ― ― ― ― ― 

注記＊1：サプレッションチェンバスプレイ管は配管に区分されるため，Ⅵ-2-1-6「地震応答解

析の基本方針」に記載の配管の減衰定数を用いる。 

＊2：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルによ

り得られる震度 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊4：最大応答加速度を 1.2 倍した震度 
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4.6 計算方法 

4.6.1 応力評価方法 

サプレッションチェンバスプレイ管の応力評価点は，サプレッションチェンバスプレ

イ管を構成する各部材において，発生応力が最も大きくなる箇所とする。選定した応力

評価点を表 4－12 及び図 4－5 に示す。 

各評価点は「4.3 解析モデル及び諸元」に示す解析から得られた荷重を用いて評価す

る。 

応力評価点 P1～P4 の応力計算方法は既工認から変更はなく，参照図書(1)に示すとお

りである。既工認から新たに追加した応力評価点 P5 の応力計算方法は，「4.6.2 スプレ

イ管サポート（応力評価点 P5）」に示すとおりである。

表 4－12 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

P1 スプレイ管

P2 スプレイ管えび状の管部

P3 スプレイ管ティー部

P4 スプレイ管案内管

P5 スプレイ管サポート

図 4－5 サプレッションチェンバスプレイ管の応力評価点 

P4 

P1 P2 

P5 

P3 
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4.6.2 スプレイ管サポート（応力評価点 P5） 

スプレイ管サポート（応力評価点 P5）は，図 4－6に示すスプレイ管サポートの取付溶

接部に対し，図 4－1 に示す解析モデルから算出されたスプレイ管軸方向の反力ＦＸによ

り生じる応力を計算する。応力の計算式を以下に示す。 

Ⅹτ＝
Ｆ

Ａ
 ··············································· （4.6.1）

ここに，Ａ＝ mm2 

 

図 4－6 スプレイ管サポートの計算モデル 

4.7 計算条件 

応力解析に用いる荷重は，「4.2 荷重の組合せ及び許容応力」及び「4.5 設計用地震力」

に示す。 

4.8 応力の評価 

「4.6 計算方法」で求めた応力が表 4－3 及び表 4－4 で定めた許容応力以下であること。

ただし，組合せ応力は許容引張応力以下であること。また，一次＋二次応力が許容値を満足

しない場合は，設計・建設規格 PPB-3536(1)，(2)，(4)及び(5)（Ｓｍは 2/3・Ｓｙと読み替

える。）に基づいて疲労評価を行い，疲労累積係数が 1.0 以下であること。 

補強リング 

スプレイ管

スプレイ管サポート

ＦＸ 

スプレイ管サポートの取付溶接部 Ａ－Ａ矢視図 

ＡＡ
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5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

サプレッションチェンバスプレイ管の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有している

ことを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を表 5－1 及び表 5－2 に示す。

(2) 疲労評価結果

疲労評価の結果を表 5－3 に示す。

(3) 支持構造物評価結果（サプレッションチェンバスプレイ管支持構造物）

支持構造物評価の結果を表 5－4 に示す。
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表 5－1 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ*）

評価対象設備 応力評価点 応力分類 

ⅢＡＳ 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

サプレッションチェンバ

スプレイ管

P1 スプレイ管
一次応力 199 219 ○ 

一次＋二次応力 330 439 ○ 

P2 スプレイ管えび状の管部
一次応力 157 219 ○ 

一次＋二次応力 250 439 ○ 

P3 スプレイ管ティー部
一次応力 154 219 ○ 

一次＋二次応力 212 439 ○ 

P4 スプレイ管案内管
一次応力 158 219 ○ 

一次＋二次応力 224 439 ○ 
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表 5－2 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ） 

評価対象設備 応力評価点 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

サプレッションチェンバ

スプレイ管

P1 スプレイ管

一次応力 291 364 ○ 

一次＋二次応力 514 439 ×＊ 

疲労評価 0.040 1.0 ○ 単位なし 

P2 スプレイ管えび状の管部
一次応力 234 364 ○ 

一次＋二次応力 404 439 ○ 

P3 スプレイ管ティー部
一次応力 221 364 ○ 

一次＋二次応力 346 439 ○ 

P4 スプレイ管案内管
一次応力 239 364 ○ 

一次＋二次応力 386 439 ○ 

注記＊：P1 の一次＋二次応力評価は許容値を満足しないが，設計・建設規格 PPB-3536(1)，(2)，(4)及び(5)に基づいて疲労評価を行い，十分な 

構造強度を有していることを確認した。 
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表 5－3 許容応力状態ⅣＡＳに対する疲労評価結果 

評価部位 
Ｓｎ

(MPa) 
Ｋｅ 

Ｓｐ

(MPa) 

Ｓ

(MPa) 

Ｓ′＊ 

(MPa) 

Ｎａ

(回) 

Ｎｃ

(回) 

疲労累積係数 

Ｎｃ/Ｎａ 

P1 514 0.040 

注記＊：Ｓに（2.07×105 /Ｅ）を乗じた値である。 

Ｅ＝1.98×105 MPa 

表 5－4 支持構造物評価結果 

応力評価点 型式 材質 
温度 

(℃) 

支持点荷重 評価結果 

反力 (kN) モーメント (kN・m) 応力 

分類 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) ＦＸ
＊ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ 

P5 スプレイ管サポート プレート SUS304 104 150 ― ― ― ― ― せん断 96 118 

注記＊：サプレッションチェンバ周方向（配管軸方向）反力を示す。 
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5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

サプレッションチェンバスプレイ管の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果

を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を

有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を表 5－5 に示す。

(2) 疲労評価結果

疲労評価の結果を表 5－6 に示す。

(3) 支持構造物評価結果（サプレッションチェンバスプレイ管支持構造物）

支持構造物評価の結果を表 5－7 に示す。
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表 5－5 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ） 

評価対象設備 応力評価点 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

サプレッションチェンバ

スプレイ管

P1 スプレイ管

一次応力 291 363 ○ 

一次＋二次応力 514 414 ×＊ 

疲労評価 0.056 1.0 ○ 単位なし 

P2 スプレイ管えび状の管部
一次応力 234 363 ○ 

一次＋二次応力 404 414 ○ 

P3 スプレイ管ティー部
一次応力 221 363 ○ 

一次＋二次応力 346 414 ○ 

P4 スプレイ管案内管
一次応力 239 363 ○ 

一次＋二次応力 386 414 ○ 

注記＊：P1 の一次＋二次応力評価は許容値を満足しないが，設計・建設規格 PPB-3536(1)，(2)，(4)及び(5)に基づいて疲労評価を行い，十分な 

構造強度を有していることを確認した。 
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表 5－6 許容応力状態ⅤＡＳに対する疲労評価結果 

評価部位 
Ｓｎ

(MPa) 
Ｋｅ 

Ｓｐ

(MPa) 

Ｓ

(MPa) 

Ｓ′＊ 

(MPa) 

Ｎａ

(回) 

Ｎｃ

(回) 

疲労累積係数 

Ｎｃ/Ｎａ 

P1 514 0.056 

注記＊：Ｓに（2.07×105 /Ｅ）を乗じた値である。 

Ｅ＝1.91×105 MPa 

表 5－7 支持構造物評価結果 

応力評価点 型式 材質 
温度 

(℃) 

支持点荷重 評価結果 

反力 (kN) モーメント (kN・m) 応力 

分類 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) ＦＸ
＊ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ 

P5 スプレイ管サポート プレート SUS304 200 150 ― ― ― ― ― せん断 96 112 

注記＊：サプレッションチェンバ周方向（配管軸方向）反力を示す。 
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6. 参照図書

(1) 島根原子力発電所第２号機 第２回工事計画認可申請書

Ⅳ-3-5-19「サプレッションチェンバスプレイ管の強度計算書」
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Ⅵ-2-10 その他発電用原子炉の附属施設の耐震性に関する説明書 
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Ⅵ-2-10-1-2 非常用発電装置の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-10-1-2-1-8 非常用ディーゼル発電設備B-ディーゼル燃料 

貯蔵タンクの耐震性についての計算書 
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づ

き，非常用ディーゼル発電設備B-ディーゼル燃料貯蔵タンク（以下「B-ディーゼル燃料貯蔵タ

ンク」という。）が設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明するものであ

る。 

B-ディーゼル燃料貯蔵タンクは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等

対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。

以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

2. 一般事項

 2.1 構造計画 

B-ディーゼル燃料貯蔵タンクの構造計画を表 2－1 に示す。

1 



S2 補 Ⅵ-2-10-1-2-1-8 R0 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

胴を 5 個の脚で支持し，

脚を基礎ボルトで基礎に

据え付ける。 

横置円筒形 

（両端に鏡板を有する

横置一胴円筒形容器） 

2 

（単位：mm） 

基礎ボルト 

脚 

φ
33

00
 

胴板 

13700 

鏡板 鏡板 

基礎 
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 2.2 評価方針 

B-ディーゼル燃料貯蔵タンクの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定し

た荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す B-ディーゼル

燃料貯蔵タンクの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析モ

デル及び諸元」及び「4.4 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力

等が許容限界内に収まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確

認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

B-ディーゼル燃料貯蔵タンクの耐震評価フローを図 2－1に示す。
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図 2－1 B-ディーゼル燃料貯蔵タンクの耐震評価フロー

4 

解析モデル設定 

はり要素モデルによる固有値解析 

地震応答解析 

設計用地震力 

地震時における応力 

B-ディーゼル燃料貯蔵タンクの構造強度評価
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm2 

Ａｓ 脚の断面積 mm2 

Ａｓ１ 脚の長手方向に対する有効せん断断面積 mm2 

Ａｓ２ 脚の横方向に対する有効せん断断面積 mm2 

Ａｓ３ 脚の長手方向に対するせん断断面積 mm2 

Ａｓ４ 脚の横方向に対するせん断断面積 mm2 

ａ 脚底板の長手方向幅 mm 

ｂ 脚底板の横方向幅 mm 

Ｃ１ 脚の胴付け根部のアタッチメントの幅の2分の1 

（胴の横方向） 

mm 

Ｃ２ 脚の胴付け根部のアタッチメントの幅の2分の1 

（胴の長手方向） 

mm 

Ｃｃｊ 周方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得ら

れる値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

― 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

Ｃｊ 軸方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得ら

れる値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

ｄ 基礎ボルトの呼び径 mm 

ｄ１ 脚底板端面から基礎ボルト中心までの長手方向の距離 mm 

ｄ２ 脚底板端面から基礎ボルト（外側）中心までの横方向の距離 mm 

ｄ３ 脚底板端面から基礎ボルト（内側）中心までの横方向の距離 mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

Ｅｓ 脚の縦弾性係数 MPa 

ｅ 脚中心から偏心荷重作用点までの距離 mm 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｂ 基礎ボルトに作用する引張力 N 

Ｆｃ 横方向地震により胴に生じるせん断力 N 

Ｆｃ１ 横方向地震により脚底面に生じるせん断力 N 

Ｆ 長手方向地震により胴に生じる鉛直荷重 N 

Ｆ１ 長手方向地震により胴に生じる引張荷重 N 

Ｆ２ 長手方向地震により脚付け根部に生じるせん断力 N 

Ｆ３ 長手方向地震により脚底面に生じるせん断力 N 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｍ 脚の許容引張応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力

（許容組合せ応力） 

MPa 

6 

＊
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記号 記号の説明 単位 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｈ 水頭 mm 

ｈ１ 基礎から脚の胴付け根部までの高さ mm 

ｈ２ 基礎から胴の中心までの高さ mm 

Ｉｓｘ 脚の長手方向軸に対する断面二次モーメント mm4 

Ｉｓｙ 脚の横方向軸に対する断面二次モーメント mm4 

Ｊｓ 脚のねじりモーメント係数 mm4 

ｊ１ 荷重分布で分割する荷重の数 ― 

Ｋ１ｊ，Ｋ２ｊ 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの補正係数（ｊ＝

1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

― 

Ｋｃｊ，Ｋｊ 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの補正係数（ｊ＝

1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

― 

０ 脚中心間距離 mm 

ｉ 第1脚より各荷重までの距離（ここで第2脚側の距離は正，その

反対側は負とする。）（ｉ＝1，2，3…ｊ１） 

mm 

ｗ 当板における脚のとりつかない部分の長手方向長さ mm 

Ｍ 脚底板に作用するモーメント N･mm 

Ｍ１ 脚付け根部における胴の運転時質量によるモーメント N･mm 

Ｍ１１ 長手方向地震により胴に生じる曲げモーメント N･mm 

Ｍ１２ 横方向地震により胴に生じる曲げモーメント N･mm 

Ｍ１３ 横方向地震により胴に生じるねじりモーメント N･mm 

Ｍ１４ 運転時質量により脚に生じるモーメント N･mm 

Ｍ３ 横方向地震により脚付け根部に生じるねじりモーメント N･mm 

Ｍｃ 横方向地震により胴の脚付け根部に生じるモーメント N･mm 

Ｍｃ１ 横方向地震により脚底面に生じるモーメント N･mm 

Ｍ 長手方向地震により脚付け根部に生じるモーメント N･mm 

Ｍ１ 長手方向地震により脚底面に生じるモーメント N･mm 

Ｍｘ 胴に生じる軸方向の曲げモーメント N･mm/mm 

Ｍφ 胴に生じる周方向の曲げモーメント N･mm/mm 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｍｉ 容器各部の質量（ｉ＝1，2，3･･･ｊ１） kg 

ｍｓ１ 第1脚の質量 kg 

ｍｓ２ 第2脚の質量 kg 

ｍｓ３ 第3脚の質量 kg 

ｍｓ４ 第4脚の質量 kg 

ｍｓ５ 第5脚の質量 kg 

Ｎｘ 胴に生じる軸方向の膜力 N/mm 

Ｎφ 胴に生じる周方向の膜力 N/mm 

ｎ 脚1個当たりの基礎ボルトの本数 ― 
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記号 記号の説明 単位 

ｎ１ 長手方向及び鉛直方向地震時に引張を受ける基礎ボルトの本数 ― 

ｎ２ 横方向及び鉛直方向地震時に引張を受ける基礎ボルトの本数 ― 

Ｐ 運転時質量により胴の脚付け根部に生じる反力 N 

Ｐｅ 鉛直方向地震により胴の脚付け根部に生じる反力 N 

Ｐ 長手方向地震により胴の脚付け根部に作用する鉛直荷重 N 

Ｐ１ 長手方向地震により脚底面に生じる鉛直荷重 N 

Ｐｓ 長手方向及び鉛直方向地震により脚底部に作用する鉛直荷重 N 

Ｐｓ１ 横方向及び鉛直方向地震により脚底部に作用する鉛直荷重 N 

Ｒ１ 運転時質量により脚の受ける荷重 N 

ｒ０ 脚付け根部における胴の外半径 mm 

ｒｍ 脚付け根部における胴の平均半径 mm 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

ｓ 基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比 ― 

Ｔ１ 長手方向固有周期 ｓ 

Ｔ２ 横方向固有周期 ｓ 

Ｔ３ 鉛直方向固有周期 ｓ 

ｔ 胴板の厚さ mm 

ｔｅ 脚付け根部における胴の有効板厚 mm 

Ｘｎ 基礎が圧縮力を受ける幅 mm 

Ｚ 引用文献(1)による胴の断面係数 mm3 

Ｚｓｐ 脚のねじり断面係数 mm3 

Ｚｓｘ 脚の長手方向軸に対する断面係数 mm3 

Ｚｓｙ 脚の横方向軸に対する断面係数 mm3 

β，β１，β2 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータ ― 

γ 引用文献(2)によるシェルパラメータ ― 

θ 引用文献(1)による胴の有効範囲角の2分の1 rad 

θ０ 胴の脚端部より鉛直軸までの角度 rad 

θｗ 胴の脚端部より当板端部までの角度 rad 

π 円周率 ― 

ρ 液体の密度（＝比重×10-6） kg/mm3 

σ０ 胴の組合せ一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ０ｃ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次一般膜応

力 

MPa 
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記号 記号の説明 単位 

σ０ｃｘ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次一般 

膜応力の和 

MPa 

σ０ｃφ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の周方向一次一般

膜応力の和 

MPa 

σ０ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次一

般膜応力 

MPa 

σ０ｘ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次一

般膜応力の和 

MPa 

σ０φ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の周方向一次一

般膜応力の和 

MPa 

σ１ 胴の組合せ一次応力の最大値 MPa 

σ１ｃ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次応力 MPa 

σ１ｃｘ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次応力

の和 

MPa 

σ１ｃφ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の周方向一次応力

の和 

MPa 

σ１ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次応

力 

MPa 

σ１ｘ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次応力の

和 

MPa 

σ１φ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の周方向一次応力の

和 

MPa 

σ２ 地震動のみによる胴の組合せ一次応力と二次応力の和の変動値

の最大値 

MPa 

σ２ｃ 横方向及び鉛直方向地震のみによる胴の組合せ一次応力と二次

応力の和 

MPa 

σ２ｃｘ 横方向及び鉛直方向地震のみによる胴の軸方向一次応力と二次

応力の和 

MPa 

σ２ｃφ 横方向及び鉛直方向地震のみによる胴の周方向一次応力と二次

応力の和 

MPa 

σ２ 長手方向及び鉛直方向地震のみによる胴の組合せ一次応力と二

次応力の和 

MPa 

σ２ｘ 長手方向及び鉛直方向地震のみによる胴の軸方向一次応力と二

次応力の和 

MPa 

σ２φ 長手方向及び鉛直方向地震のみによる胴の周方向一次応力と二

次応力の和 

MPa 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

σｂ１ 長手方向及び鉛直方向地震により基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｂ２ 横方向及び鉛直方向地震により基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｓ 脚の組合せ応力の最大値 MPa 

σｓｃ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の脚の組合せ応力 MPa 

σｓ 鉛直方向と長手方向地震が作用した場合の脚の組合せ応力 MPa 

σｓ１ 運転時質量により脚に生じる圧縮応力 MPa 
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記号 記号の説明 単位 

σｓ２ 長手方向地震により脚に生じる曲げ及び圧縮応力の和 MPa 

σｓ３ 横方向地震により脚に生じる曲げ応力 MPa 

σｓ４ 鉛直方向地震により脚に生じる圧縮応力 MPa 

σｘ１ 内圧又は静水頭により胴に生じる軸方向一次応力 MPa 

σｘ２ 運転時質量による長手方向曲げモーメントにより胴の脚付け根

部に生じる軸方向一次応力 

MPa 

σｘ２１ 長手方向地震により生じる長手方向曲げモーメント及び鉛直荷

重による応力 

MPa 

σｘ２２ 横方向地震により生じる横方向曲げモーメント及びねじりモー

メントによる応力

MPa 

σｘ３ 運転時質量により胴の脚付け根部に生じる軸方向一次応力 MPa 

σｘ４１，σｘ４２ 長手方向地震により胴の脚付け根部に生じる軸方向一次応力の

和及び二次応力の和 

MPa 

σｘ４１１，σｘ４２１ 長手方向地震による曲げモーメントにより胴の脚付け根部に生

じる軸方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σｘ４１２，σｘ４２２ 長手方向地震による鉛直荷重により胴の脚付け根部に生じる軸

方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σｘ４１３ 長手方向地震による水平方向荷重により胴に生じる軸方向一次応力 MPa 

σｘ５１，σｘ５２ 横方向地震による曲げモーメントにより胴の脚付け根部に生じ

る軸方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σｘ６ 鉛直方向地震による長手方向曲げモーメントにより胴の脚付け根

部に生じる軸方向一次応力 

MPa 

σｘ７１，σｘ７２ 鉛直方向地震により胴の脚付け根部に生じる軸方向一次応力及

び二次応力 

MPa 

σφ１ 内圧又は静水頭により胴に生じる周方向一次応力 MPa 

σφ２ 静水頭に鉛直地震力が加わり胴に生じる周方向一次応力 MPa 

σφ３ 運転時質量により胴の脚付け根部に生じる周方向一次応力 MPa 

σφ４１，σφ４２ 長手方向地震により胴の脚付け根部に生じる周方向一次応力の

和及び二次応力の和 

MPa 

σφ４１１，σφ４２１ 長手方向地震による曲げモーメントにより胴の脚付け根部に生

じる周方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σφ４１２，σφ４２２ 長手方向地震による鉛直荷重により胴の脚付け根部に生じる周

方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σφ５１，σφ５２ 横方向地震による曲げモーメントにより胴の脚付け根部に生じ

る周方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σφ７１，σφ７２ 鉛直方向地震により胴の脚付け根部に生じる周方向一次応力及

び二次応力 

MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 

τｂ１ 長手方向地震により基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｂ２ 横方向地震により基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｃ 横方向地震によるせん断力により胴の脚付け根部に生じるせん

断応力 

MPa 
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記号 記号の説明 単位 

τｃ１ 横方向地震による胴のねじりモーメントにより胴の脚付け根部

に生じるせん断応力 

MPa 

τｃ２ 横方向地震による脚のねじりモーメントにより胴の脚付け根部

に生じるせん断応力 

MPa 

τ 長手方向地震による長手方向のせん断力により胴の脚付け根部

に生じるせん断応力 

MPa 

τ１ 長手方向地震による鉛直方向のせん断力により胴の脚付け根部

に生じるせん断応力 

MPa 

τｓ２ 長手方向地震により生じるせん断応力 MPa 

τｓ３ 横方向地震により生じるせん断応力 MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりである。

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

比重 ― 小数点以下第 3 位 四捨五入 小数点以下第 2 位 

質量 kg ― ― 整数位＊1 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

角度 rad 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

注 ＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値と 

する。
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3. 評価部位

B-ディーゼル燃料貯蔵タンクの耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に

示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる胴，脚及び基礎ボルトについて実施する。B-ディー

ゼル燃料貯蔵タンクの耐震評価部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 

4. 地震応答解析及び構造強度評価

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 「4.3.1 はり要素モデル」に示す解析モデルにより固有周期を求める。

(2) 「4.3.1 はり要素モデル」に示す解析モデルにより求めた地震時の評価荷重（各部の反

力及びモーメント）をもとに，脚，基礎ボルト及び胴の応力評価を行う。 

(3) 地震力は，B-ディーゼル燃料貯蔵タンクに対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用

するものとし，応力の算出において組み合わせるものとする。ここで，水平方向地震力は

胴の長手方向に作用する場合と胴の横方向に作用する場合を考慮する。また，水平方向及

び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，絶対値和を用いる。 

(4) 脚は同形状であるため，作用する荷重の大きい脚についての評価を計算書に記載する。

(5) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

 4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

B-ディーゼル燃料貯蔵タンクの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施

設の評価に用いるものを表4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－2に

示す。 

4.2.2 許容応力 

B-ディーゼル燃料貯蔵タンクの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づ

き表 4－3 及び表 4－4 に示す。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

B-ディーゼル燃料貯蔵タンクの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設

の評価に用いるものを表 4－5 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－6 に

示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源 

設備 

非常用発電 

装置 
B-ディーゼル燃料貯蔵タンク Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス２，３容器及びクラス２，３支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源 

設備 

非常用発電 

装置 
B-ディーゼル燃料貯蔵タンク

常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ

ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界を

用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器及び重大事故等クラス２支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

1
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表 4－3 許容応力（クラス２，３容器及び重大事故等クラス２容器） 

許容応力状態 

許容限界 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方。 

ただし，オーステナイト系 

ステンレス鋼及び高ニッケル合

金については上記値と 

1.2・Ｓのうち大きい方とする。 

左欄の 1.5 倍の値 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみに

よる疲労解析を行い，疲労累積係数が 1.0 以下で

あること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動

値が 2・Ｓｙ以下であれば疲労解析は不要 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労

累積係数が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動

値が 2・Ｓｙ以下であれば疲労解析は不要 

注記＊：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊ 

1
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表 4－4 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張 引張 せん断 

ⅢＡＳ 1.5・fｔ 1.5・fｔ 1.5・fｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・fｔ 1.5・fｔ 1.5・fｓ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を 

省略する。 

1
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表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴板 
SM400C 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
最高使用温度 40 ― 235 400 ― 

脚 
SM400A 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 

基礎ボルト 
SNB7 

（径≦63mm） 
周囲環境温度 50 ― 715 838 ― 

表 4－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴板 
SM400C 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
最高使用温度 40 ― 235 400 ― 

脚 
SM400A 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 

基礎ボルト 
SNB7 

（径≦63mm） 
周囲環境温度 50 ― 715 838 ― 

1
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4.3 解析モデル及び諸元 

4.3.1 はり要素モデル  

B-ディーゼル燃料貯蔵タンクのはり要素での解析モデルを図 4－1 に，解析モデルの

概要を以下に示す。また，機器の諸元を本計算書の【B-ディーゼル燃料貯蔵タンクの耐

震性についての計算結果】の機器要目及びその他の機器要目に示す。 

(1) B-ディーゼル燃料貯蔵タンクの胴及び脚をはり要素でモデル化したＦＥＭモデルを用

いる。 

(4) 解析コードは，「ＳＡＰ－Ⅳ」を使用し，固有値と各要素に発生する荷重及びモーメ

ントを求める。なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要について

は，Ⅵ－5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

図 4－1 B-ディーゼル燃料貯蔵タンクはり要素モデル 

18 
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4.4 固有周期 

はり要素モデルでの固有値解析の結果を表 4－7，振動モード図を図 4－2に示す。固有周期

は，0.05 秒以下であり，剛構造であることを確認した。 

表 4－7 固有値解析結果 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｙ方向 

1 次 水平 ― ― ― 

図 4－2 振動モード図（１次モード） 
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 4.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 4－8 及び表 4－9 に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は， 

Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

表 4－8 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

B-ディーゼル燃料
貯蔵タンク格納槽

EL 9.350＊1

ＣＨ＝1.06＊2 ＣＶ＝0.90＊2 ＣＨ＝1.82＊3 ＣＶ＝1.54＊3 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）及び静的震度を上回る設計震度 
＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

表 4－9 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

B-ディーゼル燃料
貯蔵タンク格納槽

EL 9.350＊1

― ― ＣＨ＝1.82＊2 ＣＶ＝1.54＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
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4.6 計算方法 

4.6.1 応力の計算方法 

4.6.1.1 胴の計算方法 

(1) 静水頭による応力（鉛直方向地震時を含む。）

´ g ｉ
φ１

・
＝
ρ ・Ｈ・Ｄ

σ
2・ｔ

····································· (4.6.1.1.1)

´ g ｉ Ｖ 
φ２

・ ・Ｃ
＝
ρ ・Ｈ・Ｄ

σ
2・ｔ

 ······························ (4.6.1.1.2)

´ g ｉ
１ｘ

・
＝
ρ ・Ｈ・Ｄ

σ
4・ｔ ···································· (4.6.1.1.3)

(2) 運転時質量及び鉛直方向地震により生じる長手方向曲げモーメントによる応力

脚付け根部における曲げモーメントＭ１は「4.3.1 はり要素モデル」に示す解析

による計算で求める。 

解析による計算で求めた曲げモーメントＭ１により胴の脚付け根部に生じる応力は

次のように求める。 

引用文献(1)によれば，この曲げモーメントＭ１は胴の断面に対して一様に作用す

るものではなく，脚取付部において円周方向の曲げモーメントに置き換えられ，胴

の局部変形を生じさせようとする。 

長手方向の曲げモーメントによる胴の応力の影響範囲を脚上
０θ

6
の点とすると長

手方向曲げモーメントに対する胴の有効断面積は図 4－3 に 2・θで示される円殻で

ある。 

したがって，運転時質量による応力は次式で求める。 

１

２ｘ
Ｍ

＝σ
Ｚ  

 ·············································· (4.6.1.1.4)

また，鉛直方向地震による応力は次式で求める。 

= １

６ｘ Ｖ
Ｍ

σ ・Ｃ
Ｚ

 ········································· (4.6.1.1.5)

ここで， 

ｉ ｅ
ｍ

Ｄ ＋ｔ
ｒ ＝

2
 ·········································· (4.6.1.1.6)

 
 
 

2

2 
ｍ ｅ

θ＋sinθ・cosθ－2・sinθ／θ
Ｚ＝ｒ ・ｔ ・ 

(sinθ／θ)－cosθ ········· (4.6.1.1.7)
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有効範囲w
2

w
2

非有効範囲

θ0

2･θ

ｔ
eθ0

6θw

ｒm

図 4－3 脚付け根部の有効範囲 

(3) 長手方向地震により生じる長手方向曲げモーメント及び鉛直方向荷重による応力

長手方向地震が作用した場合に胴に生じる曲げモーメントＭ１１及び鉛直荷重Ｆは，

「4.3.1 はり要素モデル」に示す解析による計算で求める。このとき，胴に生じる

応力は次式で求める。 

１１

２１ｘ
Ｍ

σ ＝
Ｚ

············································· (4.6.1.1.8)


１

ｉ

2・Ｆ
τ ＝

π・(Ｄ ＋ｔ)・ｔ
·································· (4.6.1.1.9)

(4) 横方向地震により生じる横方向曲げモーメント及びねじりモーメントによる応力

横方向地震が作用した場合に胴に生じる曲げモーメントＭ１２及びねじりモーメン

トＭ１３は，「4.3.1 はり要素モデル」に示す解析による計算で求める。このとき，

胴に生じる応力は次式で求める。 

１２

２２ｘ
2

ｉ

4・Ｍ
σ ＝

π・(Ｄ ＋ｔ)・ｔ
································ (4.6.1.1.10)

１３

１ｃ
2

ｉ

2・Ｍ
τ ＝

π・(Ｄ ＋ｔ)・ｔ
································· (4.6.1.1.11)

(5) 運転時質量及び鉛直方向地震による脚付け根部の応力

胴の脚付け根部には脚反力による周方向応力及び軸方向応力が生じる。胴の脚付

け根部に作用する反力Ｒ１は「4.3.1 はり要素モデル」に示す解析による計算で求

める。 

胴の脚付け根部に作用する反力は次のように求める。 

運転時質量による反力は， 

１Ｐ＝Ｒ   ················································ (4.6.1.1.12)

鉛直方向地震による反力は， 

⋅ １ｅ ＶＰ ＝Ｃ Ｒ   ··········································· (4.6.1.1.13)
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この反力Ｐ及びＰｅにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，引用文献(2)

により次のように求める。 

脚が胴に及ぼす力の関係を図 4－4に示す。 

図 4－4 脚が胴に及ぼす力の関係 

ここで，シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβは以下のように定

義する。 

γ ｍ

ｅ

ｒ
＝
ｔ

 ················································· (4.6.1.1.14)

β １

１

ｍ

Ｃ
＝
ｒ

 ················································ (4.6.1.1.15)

β ２

２

ｍ

Ｃ
＝
ｒ

··············································· (4.6.1.1.16)

4≧β１／β２≧1 のとき 

( )ββ β β
β

   ⋅ ⋅ ⋅  
  

１

１ １ ２

２

ｊ
１

＝１－ －１ １－Ｋ
３

  ··················· (4.6.1.1.17)

ただし，β≦0.5 

1/4≦β１／β２＜1 のとき 

( )ββ β β
β

   ⋅ ⋅ ⋅  
  

１

２ １ ２

２

ｊ
４

＝１－ １－ １－Ｋ
３

  ··················· (4.6.1.1.18)

ただし，β≦0.5 

シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引用文献(2)の図よ

り値（以下＊を付記するもの）を求めることにより応力は次式で求める。 

反力Ｐによる応力は， 

一次応力 

σ
     ⋅   ⋅  

３

＊

φ
φ

ｍ ｅ
ｍ

Ｎ Ｐ
＝

Ｐ ｒ ｔ
ｒ

································ (4.6.1.1.19)

ｔ 
ｒｍ 

Ｍ

Ｐ，Ｐｅ 

Ｍｃ 

2･Ｃ２ 

2･Ｃ1 
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σ
     ⋅   ⋅  

３

＊

ｘ
ｘ

ｍ ｅ
ｍ

Ｎ Ｐ
＝

Ｐ ｒ ｔ
ｒ

································ (4.6.1.1.20)

反力Ｐｅにおける応力は， 

一次応力 

σ
     ⋅   ⋅  

７１

＊

φ ｅ
φ

ｅ ｍ ｅ
ｍ

Ｎ Ｐ
＝

Ｐ ｒ ｔ
ｒ

······························ (4.6.1.1.21)

σ
     ⋅   ⋅  

７１

＊

ｘ ｅ
ｘ

ｅ ｍ ｅ
ｍ

Ｎ Ｐ
＝

Ｐ ｒ ｔ
ｒ

······························ (4.6.1.1.22)

二次応力 

σ ⋅   ⋅   
   

７２

＊
φ ｅ

φ
２

ｅ ｅ

Ｍ ６Ｐ
＝

Ｐ ｔ
·································· (4.6.1.1.23)

σ ⋅   ⋅   
   

７２

＊
ｘ ｅ

ｘ
２

ｅ ｅ

Ｍ ６Ｐ
＝

Ｐ ｔ
·································· (4.6.1.1.24)

(6) 長手方向地震による脚付け根部の応力

長手方向地震により脚付け根部に生じる曲げモーメントＭ及び鉛直荷重Ｐは

「4.3.1 はり要素モデル」に示す解析による計算で求める。 

曲げモーメントＭと鉛直荷重Ｐより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，シ

ェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引用文献(2)の図より値

（以下＊を付記するもの）を求めることにより次式で求める。 

ここで，シェルパラメータγ及びＰの場合のアタッチメントパラメータβは(5)

と同じであるが，Ｍの場合のアタッチメントパラメータβは次式による。 

ただし，二次応力を求める場合は更にＫｊを乗じた値とする。 

β β β⋅ ２
１ ２

３＝   ············································ (4.6.1.1.25)

ただし，β≦0.5 

曲げモーメントＭにより生じる応力は次式で求める。 

一次応力 

σ
β

β

 
   ⋅ ⋅   ⋅ ⋅  ⋅ 





４１１ １

＊

φ
φ

２
ｍ ｅ

２
ｍ

Ｎ Ｍ
＝ Ｃ

Ｍ ｒ ｔ
（ｒ ）

 ················· (4.6.1.1.26)

σ
β

β

 
   ⋅ ⋅   ⋅ ⋅  ⋅ 





４１１ ２

＊

ｘ
ｘ

２
ｍ ｅ

２
ｍ

Ｎ Ｍ
＝ Ｃ

Ｍ ｒ ｔ
（ｒ ）

 ················· (4.6.1.1.27)

二次応力 
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σ
ββ

 
 ⋅  ⋅   ⋅ ⋅  ⋅ 




４２１

＊

φ
φ

２
ｍ ｅ

ｍ

Ｍ ６Ｍ
＝

Ｍ ｒ ｔ
（ｒ ）

 ······················ (4.6.1.1.28)

σ
ββ

 
 ⋅  ⋅   ⋅ ⋅  ⋅ 




４２１

＊

ｘ
ｘ

２
ｍ ｅ

ｍ

Ｍ ６Ｍ
＝

Ｍ ｒ ｔ
（ｒ ）

····················· (4.6.1.1.29)

鉛直荷重Ｐにより生じる応力は次式で求める。 

一次応力 

σ
     ⋅   ⋅  




４１２

＊

φ
φ

ｍ ｅ
ｍ

Ｎ Ｐ
＝

Ｐ ｒ ｔ
ｒ

 ······························ (4.6.1.1.30)

σ
     ⋅   ⋅  




４１２

＊

ｘ
ｘ

ｍ ｅ
ｍ

Ｎ Ｐ
＝

Ｐ ｒ ｔ
ｒ

 ······························ (4.6.1.1.31)

二次応力 

σ ⋅   ⋅   
   




４２２

＊
φ

φ
２

ｅ

Ｍ ６Ｐ
＝

Ｐ ｔ
 ·································· (4.6.1.1.32)

σ ⋅   ⋅   
   




４２２

＊
ｘ

ｘ
２

ｅ

Ｍ ６Ｐ
＝

Ｐ ｔ
 ·································· (4.6.1.1.33)

長手方向地震により胴に生じる引張荷重Ｆ１は「4.3.1 はり要素モデル」に示す

解析による計算で求める。 

このとき胴に生じる引張応力は次式で求める。 

１
４１３ｘ

ｉ

Ｆ
σ ＝

π・(Ｄ ＋ｔ)・ｔ
 ······························· (4.6.1.1.34)

したがって，曲げモーメントＭ，鉛直荷重Ｐ及び引張荷重Ｆ１により生じる胴の

応力は次式で求める。 

一次応力 

４１ ４１１ ４１２φ φ φσ ＝σ ＋σ  ·································· (4.6.1.1.35)

４１ ４１１ ４１２ ４１３ｘ ｘ ｘ ｘσ ＝σ ＋σ ＋σ  ·························· (4.6.1.1.36)

二次応力 

４２ ４２１ ４２２φ φ φσ ＝σ ＋σ  ·································· (4.6.1.1.37)

４２ ４２１ ４２２ｘ ｘ ｘσ ＝σ ＋σ   ·································· (4.6.1.1.38) 

また，長手方向地震が作用した場合，脚付け根部に生じるせん断力Ｆ２は「4.3.1 

はり要素モデル」に示す解析による計算で求める。 

脚付け根部に生じるせん断応力は次式で求める。 




２

２

Ｆ
τ＝

4・Ｃ ・ｔ
 ········································· (4.6.1.1.39)
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(7) 横方向地震による脚付け根部の応力

横方向地震が作用した場合，脚の付け根部に生じる曲げモーメントＭｃは「4.3.1

はり要素モデル」に示す解析による計算で求める。 

この曲げモーメントＭｃにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，シェル

パラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引用文献(2)の図より値（以

下＊を付記するもの）を求めることにより次式で求める。 

ここで，シェルパラメータγは(5)と同じであるが，アタッチメントパラメータβ

は次式による。 

ただし，二次応力を求める場合は更にＫｃｊを乗じた値とする。 

β β β⋅２
１ ２

３＝   ············································ (4.6.1.1.40)

ただし，β≦0.5 

したがって，応力は次式で求める。 

一次応力 

( )
σ

β
β

 
   ⋅ ⋅   ⋅ ⋅  ⋅ 

１
２

２

＊

φ ｃ
φ５１ ｃ

ｃ ｍ ｅ

ｍ

Ｎ Ｍ
＝ Ｃ

Ｍ ｒ ｔ
ｒ

················ (4.6.1.1.41)

( )
σ

β
β

 
   ⋅ ⋅   ⋅ ⋅  ⋅ 

２
２

２

＊

ｘ ｃ
ｘ５１ ｃ

ｃ ｍ ｅ

ｍ

Ｎ Ｍ
＝ Ｃ

Ｍ ｒ ｔ
ｒ

················ (4.6.1.1.42)

二次応力 

( )
σ

β
β

 
 ⋅  ⋅   ⋅ ⋅  ⋅ 

２

＊

φ ｃ
φ５２

ｃ ｍ ｅ
ｍ

Ｍ ６Ｍ
＝

Ｍ ｒ ｔ
ｒ

 ······················ (4.6.1.1.43)

( )
σ

β
β

 
 ⋅  ⋅   ⋅ ⋅  ⋅ 

２

＊

ｘ ｃ
ｘ５２

ｃ ｍ ｅ
ｍ

Ｍ ６Ｍ
＝

Ｍ ｒ ｔ
ｒ

 ······················ (4.6.1.1.44)

また，胴の脚付け根部に生じるせん断荷重Ｆｃ及び胴の脚付け根部に生じるねじ

りモーメントＭ３は，「4.3.1 はり要素モデル」に示す解析による計算で求める。 

せん断荷重により脚付け根部に生じるせん断応力は次式で求める。 

１

ｃ
ｃ

Ｆ
τ ＝

4・Ｃ ・ｔ
 ········································ (4.6.1.1.45)

ねじりモーメントにより脚付け根部に生じるせん断応力は次式で求める。 

３

２

１ ２

ｃ
２

, 

Ｍ
τ ＝

2・π・Min(Ｃ Ｃ )・ｔ
·························· (4.6.1.1.46)

(8) 組合せ応力

(1)～(7)によって求めた脚付け根部に生じる胴の応力は以下のように組み合わせ

る。 
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a. 一次一般膜応力

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合

{ }     ０ ０ ０ ０ ０ １
２ ２

φ ｘ φ ｘ
1

σ ＝ ・(σ ＋σ )＋ (σ －σ )＋4・τ
2

 ······························ (4.6.1.1.47)

ここで， 

０ １ ２φ φ φσ ＝σ ＋σ   ···································· (4.6.1.1.48)

０ １ ２ ６ ４１３ ２１ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ ｘσ ＝σ ＋σ ＋σ ＋σ ＋σ  ··············· (4.6.1.1.49)

鉛直方向と横方向地震が作用した場合 

{ }０ ０ ０ ０ ０ １
２ ２

ｃ ｃφ ｃｘ ｃφ ｃｘ ｃ
1

σ ＝ ・(σ ＋σ )＋ (σ －σ )＋4・τ
2

 ······························ (4.6.1.1.50)

ここで， 

０ １ ２ｃφ φ φσ ＝σ ＋σ   ···································· (4.6.1.1.51) 

０ １ ２ ６ ２２ｃｘ ｘ ｘ ｘ ｘσ ＝σ ＋σ ＋σ ＋σ   ······················ (4.6.1.1.52) 

したがって，胴に生じる一次一般膜応力の最大値は，  

σ０＝Max｛長手方向地震時応力(σ０)，横方向地震時応力(σ０ｃ)｝ 

 ······························ (4.6.1.1.53)

とする。 

b. 一次応力

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合

{ }      １ １ １ １ １ １
２ ２

φ ｘ φ ｘ
1

σ ＝ ・(σ ＋σ )＋ (σ －σ )＋4・(τ ＋τ )
2

 ······························ (4.6.1.1.54)

ここで， 

１ １ ２ ３ ４１ ７１φ φ φ φ φ φσ ＝σ ＋σ ＋σ ＋σ ＋σ   ················ (4.6.1.1.55) 

１ ｘ １ ２ ３ ４１ ６ ７１ ２１ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ ｘσ ＝σ ＋σ ＋σ ＋σ ＋σ ＋σ ＋σ   

 ······························ (4.6.1.1.56)

鉛直方向と横方向地震が作用した場合 

{ }１ １ １ １ １ １ ２
２ ２

ｃ ｃφ ｃｘ ｃφ ｃｘ ｃ ｃ ｃ
1

σ ＝ ・(σ ＋σ )＋ (σ －σ )＋4・(τ ＋τ ＋τ )
2

 ······························ (4.6.1.1.57)

ここで， 

１ １ ２ ３ ５１ ７１ｃφ φ φ φ φ φσ ＝σ ＋σ ＋σ ＋σ ＋σ   ··············· (4.6.1.1.58)

１ １ ２ ３ ５１ ６ ７１ ２２ｃｘ ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ ｘσ ＝σ ＋σ ＋σ ＋σ ＋σ ＋σ ＋σ   

 ······························ (4.6.1.1.59)

したがって，胴に生じる一次応力の最大値は，  

σ１＝Max｛長手方向地震時応力(σ１)，横方向地震時応力(σ１ｃ)｝ 

 ······························ (4.6.1.1.60)
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とする。 

 

c. 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値 

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合の変動値 

      ２ ２ ２ ２ ２ １
２ ２

φ ｘ φ ｘσ ＝(σ ＋σ )＋ (σ －σ )＋4・(τ＋τ )  

 ······························ (4.6.1.1.61) 

 

ここで， 

２ ２ ４１ ４２ ７１ ７２φ φ φ φ φ φσ ＝σ ＋σ ＋σ ＋σ ＋σ   

 ······························ (4.6.1.1.62) 

２ ４１ ４２ ２１ ６ ７１ ７２ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ ｘσ ＝σ ＋σ ＋σ ＋σ ＋σ ＋σ   

 ······························ (4.6.1.1.63) 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合の変動値 

２ ２ ２ ２ ２ １ ２
２ ２

ｃ ｃφ ｃｘ ｃφ ｃｘ ｃ ｃ ｃσ ＝(σ ＋σ )＋ (σ －σ )＋4・(τ ＋τ ＋τ )  

 ······························ (4.6.1.1.64) 

ここで， 

２ ２ ５１ ５２ ７１ ７２ｃφ φ φ φ φ φσ ＝σ ＋σ ＋σ ＋σ ＋σ   

 ······························ (4.6.1.1.65) 

２ ５１ ５２ ２２ ６ ７１ ７２ｃｘ ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ ｘσ ＝σ ＋σ ＋σ ＋σ ＋σ ＋σ   

 ······························ (4.6.1.1.66) 

したがって，胴に生じる地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値の

最大値は， 

σ２＝Max｛長手方向地震時応力(σ２)，横方向地震時応力(σ２ｃ)｝ 

 ······························ (4.6.1.1.67) 

とする。 
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4.6.1.2 脚の計算方法 

「4.3.1 はり要素モデル」に示す解析による計算で得られる脚の運転時質量によ

る反力Ｒ１及びモーメントＭ１４，長手方向地震による脚底面に生じるモーメントＭ１，

鉛直荷重Ｐ１，せん断力Ｆ３，横方向地震による脚底面に生じるモーメントＭｃ１，

ねじりモーメントＭ３，せん断力Ｆｃ１より各応力を次のように求める。 

(1) 運転時質量による応力

+１ １４

１ｓ

ｓ ｓｙ

Ｒ Ｍ
σ ＝

Ａ Ｚ
･･･････････････････････････････････････ (4.6.1.2.1)  

(2) 鉛直方向地震による応力

⋅ ⋅１ １４

４

Ｖ Ｖ
ｓ

ｓ ｓｙ

Ｒ Ｃ Ｍ Ｃ
σ ＝ ＋

Ａ Ｚ
････････････････････････････････ (4.6.1.2.2) 

(3) 長手方向地震による応力

 １ １

２ｓ

ｓｙ ｓ

Ｍ Ｐ
σ ＝ ＋

Ｚ Ａ
･･･････････････････････････････････････ (4.6.1.2.3) 

３
２

３

ｓ

ｓ

Ｆ
τ ＝

Ａ
････････････････････････････････････････････ (4.6.1.2.4) 

(4) 横方向地震による応力

１

３

ｃ
ｓ

ｓｘ

Ｍ
σ ＝

Ｚ
････････････････････････････････････････････ (4.6.1.2.5) 

+１ ３

３

４

ｃ
ｓ

ｓ ｓｐ

Ｆ Ｍ
τ ＝

Ａ Ｚ
･･････････････････････････････････････ (4.6.1.2.6) 

(5) 組合せ応力

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合

 １ ２ ４ ２
２ ２

ｓ ｓ ｓ ｓ ｓσ ＝ (σ ＋σ ＋σ )＋3・τ ･･･････････････････ (4.6.1.2.7) 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合 

１ ３ ４ ３
２ ２

ｓｃ ｓ ｓ ｓ ｓσ ＝ (σ ＋σ ＋σ )＋3・τ ･･････････････････ (4.6.1.2.8) 

したがって，脚に生じる最大応力は， 

σｓ＝Max｛長手方向地震時応力(σｓ)，横方向地震時応力(σｓｃ)｝  

·······················  (4.6.1.2.9)

とする。 
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4.6.1.3 基礎ボルトの計算方法 

(1) 鉛直方向と長手方向地震が作用した場合

a. 引張応力

長手方向地震が作用した場合に脚底面に作用するモーメントＭ及び鉛直荷重

Ｐｓは「4.3.1 はり要素モデル」に示す解析による計算で求める。 

ここで，モーメントと鉛直荷重の比を 

ｓ＝Ｍｅ ／Ｐ   ··········································· (4.6.1.3.1) 

とする。 

 

図4－5のように脚底面においてボルト位置に圧縮荷重がかかる状況では基礎ボ

ルトに引張力は作用しないため，引張力の評価は行わない。

一方，図4－6のように，ボルト位置に圧縮荷重がかからない状況に相当する

１

＋
ａ ｄ

ｅ＞
6 3

 ············································ (4.6.1.3.2)

の場合及びｅが負の場合に，基礎ボルトに引張力が生じる。 

図 4－6 基礎部に作用する外荷重より 

生じる荷重の関係（その 2） 

図 4－5 基礎部に作用する外荷重より 

生じる荷重の関係（その 1） 

ｂ 

Ｍ 

ｅ ｄ１ 

Ｐｓ Ｐｓ 

Ｘｎ 

ａ 

Ｐｓ 

Ｍ 

Ａ 

Ｆｂ 

ｂ 

Ｘｎ 

ｅ ｄ１ 

Ｐｓ 

ａ 
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このとき図4－6において，鉛直荷重の釣合い，Ａ点回りのモーメントの釣合

い，基礎ボルトの伸びと基礎の縮みの関係から中立軸の位置Ｘｎは 

１3 2 
１

ｂ
ｎ ｎ＋3 ＋

ａ 6・ｓ・Ａ ・ｎ ａ
Ｘ ・(ｅ－ )・Ｘ － ・(ｅ －ｄ )

2 ｂ 2

１ ｎ・(ａ－ｄ －Ｘ )＝0   ·············· (4.6.1.3.3)

より求めることができ，基礎ボルトに生じる引張力は 

１

ｎ
ｓ

ｂ
ｎ

－ ＋

＝

－ｄ －

ａ Ｘ
Ｐ ・(ｅ )

2 3Ｆ
Ｘ

ａ
3

······························ (4.6.1.3.4)

となる。 

したがって，基礎ボルトに生じる引張応力は次のようになる。 

１

１

ｂ
ｂ

ｂ

＝
Ｆ

σ
ｎ ・Ａ

 ······································· (4.6.1.3.5)

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

2
ｂ

π
Ａ ＝ ・ｄ

４

 
·········································· (4.6.1.3.6)

b. せん断応力

長手方向地震が作用した場合に脚底面に生じるせん断力Ｆ２は「4.3.1 はり要

素モデル」に示す解析による計算で求める。このとき基礎ボルトに生じるせん断

応力は次のようになる。 

２
１ｂ

ｂ

Ｆ
τ ＝

ｎ・Ａ
········································· (4.6.1.3.7)

(2) 鉛直方向と横方向地震が作用した場合

a. 引張応力

横方向地震が作用した場合に脚底面に作用するモーメントＭｃ１及び鉛直荷重

Ｐｓ１は「4.3.1 はり要素モデル」に示す解析による計算で求める。 

ここで，モーメントと鉛直荷重の比を 

１ １ｃ ｓ＝ｅ Ｍ ／Ｐ   ······································· (4.6.1.3.8) 

とする。 

図4－7のように脚底面においてボルト位置に圧縮荷重がかかる状況では基礎ボ

ルトに引張力は作用しないため，引張力の評価は行わない。

一方，図4－8のように，ボルト位置に圧縮荷重がかからない状況に相当する

２

＋
b ｄ

ｅ＞
6 3

··········································· (4.6.1.3.9)

の場合及びｅが負の場合に，基礎ボルトに引張力が生じる。 
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図4－8において，(1)と同様にして中立軸の位置Ｘｎを 

２3 2 ｂ
ｎ ｎ＋3 － － 

ｂ 6・ｓ・Ａ ・ｎ
Ｘ ・(ｅ )・Ｘ  ・ 

2 ａ


 
 

２ ２ ３ ３ｎ ｎ＋ －ｄ －Ｘ －ｄ ＝ 0
ｂ ｂ

(ｅ )・(ｂ )＋(ｅ＋  －ｄ )・(ｂ－Ｘ －ｄ )  
2 2

 

······················· (4.6.1.3.10)

より求めることができ，基礎ボルトに生じる引張力は 

１ ２

２ ２ ３ ３

ｎ
ｓ ｎ

ｂ
ｎ ｎ

ｎ ｎ

－ ＋ －Ｘ －ｄ

＝

－ｄ － －Ｘ －ｄ ＋ － －Ｘ －ｄ

ｂ Ｘ
Ｐ ・(ｅ )・(ｂ )

2 3Ｆ
Ｘ Ｘ

(ｂ )・(ｂ ) (ｂ－ｄ )・(ｂ )
3 3

 ·································· (4.6.1.3.11)

となる。 

したがって，基礎ボルトに生じる引張応力は次のようになる。 

２

２

ｂ
ｂ

ｂ

＝
Ｆ

σ
ｎ ・Ａ

 ······································ (4.6.1.3.12)

b. せん断応力

横方向地震が作用した場合に脚底面に生じるせん断力Ｆｃ１及びねじりモーメン

トＭ３は「4.3.1 はり要素モデル」に示す解析による計算で求める。このとき基

礎ボルトに生じるせん断応力は次のようになる。 

図 4－8 基礎部に作用する外荷重より

生じる荷重の関係（その 4） 

Ｘｎ 

ｄ２ 

ｄ３ 

Ｐｓ１ 
Ｐｓ１ 

ｅ 

Ｍｃ１ 

ａ 

ｂ 

図 4－7 基礎部に作用する外荷重より 

生じる荷重の関係（その 3） 

Ｘｎ 

ｄ２ 

ｄ３ 

Ｐｓ１ 
Ｐｓ１ 

ｅ 

Ｍｃ１ 

ａ 

ｂ 
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１ ３

２

１ ３

ｃ
ｂ

２ ２ｂ

ｂ

Ｆ Ｍ
τ ＝ ＋

ｎ・Ａ ａ－２・ｄ ｂ－２・ｄ
ｎ・Ａ ・ ＋

２ ２

 ···································· (4.6.1.3.13)

(3) 基礎ボルトに生じる最大応力

(1)及び(2)より求められた基礎ボルトの応力のうち最大のものをσｂ及びτｂと

する。 

a. 基礎ボルトの最大引張応力

σｂ＝Max｛長手方向地震時応力(σｂ１)，横方向地震時応力(σｂ２)｝ 

 ······························ (4.6.1.3.14)

b. 基礎ボルトの最大せん断応力

τｂ＝Max｛長手方向地震時応力(τｂ１)，横方向地震時応力(τｂ２)｝ 

 ······························ (4.6.1.3.15)
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4.7 計算条件 

応力解析に用いる計算条件は，本計算書の【B-ディーゼル燃料貯蔵タンクの耐震性につい

ての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

4.8  応力の評価 

4.8.1 胴の応力評価 

4.6.1.1 項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であるこ

と。ただし，Ｓａは下表による。 

応力の種類 

許容応力Ｓａ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

一次一般膜応力 Ｓｙと0.6・Ｓｕのいずれか小さ

い方の値。ただし，オーステナ

イト系ステンレス鋼及び高ニッ

ケル合金にあっては1.2・Ｓの方

が大きい場合は，この大きい方

の値とする。 

0.6・Ｓｕ 

一次応力 

（一次一般膜＋ 

一次曲げ応力） 

上記の1.5倍の値 

一次＋二次応力 
地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値が2・Ｓｙ以

下であれば，疲労解析は不要とする。 
一次＋二次 

＋ピーク応力 

4.8.2 脚の応力評価 

4.6.1.2 項で求めた脚の組合せ応力が許容引張応力 ƒｔｍ以下であること。ただし，

ƒｔｍは下表による。

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｍ
・1.5 

1.5

Ｆ
・1.5 

1.5

Ｆ ＊
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4.8.3 基礎ボルトの応力評価 

4.6.1.3 項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応力 ƒｔｓ

以下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ·························· (4.8.3.1) 

 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下である

こと。ただし，ƒｓｂは下表による。 

 

 

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 
・1.5 

2

Ｆ  
 ・1.5 

2

Ｆ  
 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 
・1.5 

 3  1.5・

Ｆ
 ・1.5 

 3  1.5・

Ｆ
 

 

 
＊ 

＊  
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5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

B-ディーゼル燃料貯蔵タンクの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発

生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有することを確認

した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

B-ディーゼル燃料貯蔵タンクの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下

に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有する

ことを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。
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External Loadings, Welding Research Council bulletin, March 1979 revision of WRC 
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胴板
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脚 

ｄ
２
 

ｄ
３
 

ｂ
 

ｄ１ 
ａ 

ｍ1･ｇ 

ｍｓ1･ｇ ｍｓ2･ｇ ｍｓ3･ｇ ｍｓ4･ｇ ｍｓ5･ｇ 

Ａ 
ℓ０ ℓ０ ℓ０ ℓ０ 

Ａ 

ℓ2

【B-ディーゼル燃料貯蔵タンクの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
比重 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

B-ディーゼル燃料

貯蔵タンク
Ｓ 

B-ディーゼル燃料

貯蔵タンク格納槽 

EL 9.350＊1 

ＣＨ＝1.06＊2 ＣＶ＝0.90＊2 ＣＨ＝1.82＊3 ＣＶ＝1.54＊3 静水頭 40 50 0.86 

 

1.2 機器要目 

１

(mm) 

２

(mm) 

３

(mm) 

４

(mm) 

５

(mm) 

６

(mm) 

７

(mm) 

８

(mm) 

９

(mm) 

１０

(mm) 
１１

(mm) 

Ｈ 

(mm) 

-1130 0 1250 2520 3750 4980 6250 7500 8750 10010 11130 3300 

ｍ１ 

(kg) 

ｍ２ 

(kg) 

ｍ３ 

(kg) 

ｍ４ 

(kg) 

ｍ５ 

(kg) 

ｍ６ 

(kg) 

ｍ７ 

(kg) 

ｍ８ 

(kg) 

ｍ９ 

(kg) 

ｍ１０ 

(kg) 

ｍ１１ 

(kg) 

ｍ０ 

(kg) 

ｍｓ１ 

(kg) 

ｍｓ２ 

(kg) 

ｍｓ３ 

(kg) 

ｍｓ４ 

(kg) 

ｍｓ５ 

(kg) 

Ｄｉ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

ｔｅ

(mm) 

０

(mm) 

ｈ１

(mm) 

ｈ２

(mm) 

3300 20.0 56.0＊1 2500 1243 2100 

Ｃ１

(mm) 

Ｃ２

(mm) 

Ｉｓｘ 

(mm
4
)

Ｉｓｙ 

(mm
4
)

Ｊｓ 

(mm
4
)

Ｚｓｘ 

(mm
3
)

Ｚｓｙ 

(mm
3
)

Ｚｓｐ 

(mm
3
) 

０

(rad) 


(rad) 

Ｗ
(rad) 

Ｗ
(mm) 

1475 375 1.337×1011 4.677×109 1.844×107 9.064×107 1.247×107 9.705×105 2.097 1.394 0.396 300 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）及び静的震度を上回る設計震度 
＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
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Ａｓ 

(mm
2
)

Ｅ 

(MPa) 

Ｅｓ 

(MPa) 

Ａｓ１

(mm
2
)

Ａｓ２ 

(mm
2
)

Ａｓ３ 

(mm
2
)

Ａｓ４ 

(mm
2
)

1.533×105 202000＊2 201000＊3 8.711×104 5.264×104 6.656×104 4.132×104 

Ｋ１１
＊4 Ｋ１２

＊4 Ｋ２１ Ｋ２２ Ｋ１ Ｋ２ Ｋｃ１ Ｋｃ２ Ｃ１ Ｃ２ Ｃｃ１ Ｃｃ２ 

ｓ ｎ ｎ１ ｎ２ 
ａ 

(mm) 

ｂ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm
2
)

ｄ１ 

(mm) 

ｄ２ 

(mm) 

ｄ３ 

(mm) 

15 8 4 2 850 3080 
42 

(M42) 

1.385×103

(M42) 
100 310 790 

Ｓｙ（胴板） 

(MPa) 

Ｓｕ（胴板） 

(MPa) 

Ｓｙ（脚） 

(MPa) 

Ｓｕ（脚） 

(MPa) 

Ｆ（脚） 

(MPa) 

Ｆ（脚） 

(MPa) 

Ｓｙ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｓｕ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（基礎ボルト） 

(MPa) 

235＊2

（16mm＜厚さ≦

40mm） 

400＊2

（16mm＜厚さ≦

40mm） 

231＊3

（16mm＜厚さ≦

40mm） 

394＊3

（16mm＜厚さ≦

40mm） 

231 276 
715＊3

（径≦63mm） 

838＊3

（径≦63mm） 
586 586 

 注記＊1：本計算においては当板を有効とした。 

 ＊2：最高使用温度で算出 

＊3：周囲環境温度で算出 

＊4：表中で上段は一次応力，下段は二次応力の係数とする。 

＊
 

＊
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1.3 計算数値 

 1.3.1 胴に生じる応力 

(1) 一次一般膜応力 (単位：MPa) 

地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

静水頭による応力  σφ１＝3 σｘ１＝2 σφ１＝3 σｘ１＝2  σφ１＝3 σｘ１＝2  σφ１＝3 σｘ１＝2 

静水頭による応力 

（鉛直方向地震時） 
 σφ２＝2 ― σφ２＝2 ―  σφ２＝4 ―  σφ２＝4  ― 

運転時質量による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力
― σｘ２＝3 ― σｘ２＝3 ― σｘ２＝3 ― σｘ２＝3 

鉛直方向地震による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力
― σｘ６＝2 ― σｘ６＝2 ― σｘ６＝4 ― σｘ６＝4 

長手方向地震により胴軸断面 

全面に生じる引張応力 
― σｘ４１３＝1 ― ― ― σｘ４１３＝2 ―  ― 

水平方向地震 

による応力 

曲げ ― σｘ２１＝8 ― σｘ２２＝1 ― σｘ２１＝13 ― σｘ２２＝2 

せん断 τ１＝ 2 τｃ１＝0 τ１＝ 4 τｃ１＝ 1 

組合せ応力 σ０＝14 σ０ｃ＝7 σ０＝22 σ０ｃ＝ 8 

(2) 一次応力 (単位：MPa) 

地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

静水頭による応力  σφ１＝3 σｘ１＝2 σφ１＝3 σｘ１＝2  σφ１＝3 σｘ１＝2  σφ１＝3 σｘ１＝2 

静水頭による応力 

（鉛直方向地震時） 
 σφ２＝2 ― σφ２＝2 ―  σφ２＝4 ―  σφ２＝4  ― 

運転時質量による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力
― σｘ２＝3 ― σｘ２＝3 ― σｘ２＝3 ― σｘ２＝3 

鉛直方向地震による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力
― σｘ６＝2 ― σｘ６＝2 ― σｘ６＝4 ― σｘ６＝4 

運転時質量による脚反力 

により生じる応力 
σφ３＝10 σｘ３＝8 σφ３＝10 σｘ３＝8 σφ３＝10  σｘ３＝8 σφ３＝10 σｘ３＝8 

鉛直方向地震による脚反力 

により生じる応力 
σφ７１＝9 σｘ７１＝7  σφ７１＝9 σｘ７１＝7  σφ７１＝15  σｘ７１＝12 σφ７１＝15 σｘ７１＝12 

水平方向地震 

による応力 

引張 

σφ４１１＝5 

σφ４１２＝7 

σｘ４１１＝2 

σｘ４１２＝6 σφ５１＝4 σｘ５１＝11 

σφ４１１＝ 8 

σφ４１２＝11 

σｘ４１１＝2 

σｘ４１２＝9 σφ５１＝7 σｘ５１＝19 

σφ４１＝11 σｘ４１＝8  σφ４１＝19  σｘ４１＝13 

曲げ ― σｘ２１＝8 ― σｘ２２＝1 ―  σｘ２１＝13 ― σｘ２２＝2 

せん断 
τ＝9 τｃ＝3 τ＝16 τｃ＝5 

τ１＝2 τｃ１＝0,τｃ２＝0 τ１＝4 τｃ１＝1,τｃ２＝0 

組合せ応力  σ１＝45 σ１ｃ＝33 σ１＝69 σ１ｃ＝49 
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(3) 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値  (単位：MPa) 

地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

静水頭による応力 

（鉛直方向地震時） 
 σφ２＝2 ― σφ２＝2  ― σφ２＝4 ― σφ２＝4  ― 

鉛直方向地震による長手方向 

曲げモーメントにより生じる応力 
―  σｘ６＝2 ― σｘ６＝2 ―  σｘ６＝4 ― σｘ６＝4 

鉛直方向地震による脚反力 

により生じる応力 

σφ７１＝9 

σφ７２＝33 

σｘ７１＝7 

σｘ７２＝17 

σφ７１＝9 

σφ７２＝33 

σｘ７１＝7 

σｘ７２＝17 

σφ７１＝15 

σφ７２＝56 

σｘ７１＝12 

σｘ７２＝28 

σφ７１＝15 

σφ７２＝56 

σｘ７１＝12 

σｘ７２＝28 

水平方向地震 

による応力 

引張 

σφ４１＝11 σｘ４１＝8 σφ５１＝4 σｘ５１＝11 σφ４１＝19 σｘ４１＝13 σφ５１＝7 σｘ５１＝19 

σφ４２１＝3 

 σφ４２２＝24 

σｘ４２１＝10 

σｘ４２２＝12 σφ５２＝34 σｘ５２＝15 

σφ４２１＝6 

 σφ４２２＝42 

σｘ４２１＝16 

σｘ４２２＝21 σφ５２＝59 σｘ５２＝25 

σφ４２＝27 σｘ４２＝21 σφ４２＝47 σｘ４２＝36 

曲げ ― σｘ２１＝8 ―  σｘ２２＝1  ― σｘ２１＝13 ― σｘ２２＝2 

せん断 
 τ＝9 τｃ＝3 τ＝16 τｃ＝5 

 τ１＝2 τｃ１＝0,τｃ２＝0  τ１＝4 τｃ１＝1,τｃ２＝0 

組合せ応力  σ２＝172 σ２ｃ＝164  σ２＝294 σ２ｃ＝280 

 1.3.2 脚に生じる応力 (単位：MPa) 

地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

運転時質量による応力 圧縮 σｓ１＝3 σｓ１＝3 σｓ１＝3  σｓ１＝3 

鉛直方向地震による応力 圧縮 σｓ４＝2 σｓ４＝2  σｓ４＝4  σｓ４＝4 

水平方向地震による応力 
曲げ  σｓ２＝17  σｓ３＝7 σｓ２＝28 σｓ３＝12 

せん断 τｓ２＝4 τｓ３＝8 τｓ２＝7 τｓ３＝13

組合せ応力  σｓ＝22 σｓｃ＝17 σｓ＝36 σｓｃ＝28 

 1.3.3 基礎ボルトに生じる応力 (単位：MPa) 

地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

鉛直方向地震及び 

水平方向地震による応力 
引張  σｂ１＝66 σｂ２＝50 σｂ１＝133 σｂ２＝109 

水平方向地震による 

応力 
せん断  τｂ１＝25 τｂ２＝28 τｂ１＝42 τｂ２＝48 
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1.4 結論 

 1.4.1 固有周期  (単位：s) 

方向 固有周期 

長手方向 

横方向 

鉛直方向 

 1.4.2 応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

SM400C 

一次一般膜 σ０＝14 Ｓａ＝235 σ０＝22 Ｓａ＝240 

胴板 一次 σ１＝45 Ｓａ＝352 σ１＝69 Ｓａ＝360 

一次＋二次 σ２＝172 Ｓａ＝470 σ２＝294  Ｓａ＝470 

脚 SM400A 組合せ σｓ＝22 ƒｔｍ＝231 σｓ＝36 ƒｔｍ＝276 

基礎ボルト SNB7 
引張 σｂ＝66 ƒｔｓ＝439＊ σｂ＝133 ƒｔｓ＝439＊ 

せん断 τｂ＝28 ƒｓｂ＝338 τｂ＝48 ƒｓｂ＝338 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

1.5 その他の機器要目 

1.5.1 はり要素モデル 

項目 記号 単位 入力値 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 28 

節点数 ― 個 44 
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ℓ1 

ℓ3 

ℓ4 

ℓ6 

ℓ10 

ℓ11 

ℓ9 
ℓ8 

ℓ7 

ℓ5 

胴 板

基礎ボルト 脚 

ｄ
２
 

ｄ
３
 

ｂ
 

ｄ１ 
ａ 

ｍ1･ｇ 

ｍｓ1･ｇ ｍｓ2･ｇ ｍｓ3･ｇ ｍｓ4･ｇ ｍｓ5･ｇ 

Ａ 
ℓ０ ℓ０ ℓ０ ℓ０ 

Ａ 

ℓ2

2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
比重 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

B-ディーゼル燃料

貯蔵タンク

常設耐震／防止 

常設／緩和 

B-ディーゼル燃料

貯蔵タンク格納槽 

EL 9.350＊1 

― ― ＣＨ＝1.82＊2 ＣＶ＝1.54＊2 静水頭 40 50 0.86 

 

2.2 機器要目 

１

(mm) 

２

(mm) 

３

(mm) 

４

(mm) 

５

(mm) 

６

(mm) 

７

(mm) 

８

(mm) 

９

(mm) 

１０

(mm) 
１１

(mm) 

Ｈ 

(mm) 

-1130 0 1250 2520 3750 4980 6250 7500 8750 10010 11130 3300 

ｍ１ 

(kg) 

ｍ２ 

(kg) 

ｍ３ 

(kg) 

ｍ４ 

(kg) 

ｍ５ 

(kg) 

ｍ６ 

(kg) 

ｍ７ 

(kg) 

ｍ８ 

(kg) 

ｍ９ 

(kg) 

ｍ１０ 

(kg) 

ｍ１１ 

(kg) 

ｍ０ 

(kg) 

ｍｓ１ 

(kg) 

ｍｓ２ 

(kg) 

ｍｓ３ 

(kg) 

ｍｓ４ 

(kg) 

ｍｓ５ 

(kg) 

Ｄｉ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

ｔｅ

(mm) 

０

(mm) 

ｈ１

(mm) 

ｈ２

(mm) 

3300 20.0 56.0＊1 2500 1243 2100 

Ｃ１

(mm) 

Ｃ２

(mm) 

Ｉｓｘ 

(mm
4
)

Ｉｓｙ 

(mm
4
)

Ｊｓ 

(mm
4
)

Ｚｓｘ 

(mm
3
)

Ｚｓｙ 

(mm
3
)

Ｚｓｐ 

(mm
3
) 

０

(rad) 


(rad) 

Ｗ
(rad) 

Ｗ
(mm) 

1475 375 1.337×1011 4.677×109 1.844×107 9.064×107 1.247×107 9.705×105 2.097 1.394 0.396 300 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
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Ａｓ 

(mm
2
)

Ｅ 

(MPa) 

Ｅｓ 

(MPa) 

Ａｓ１

(mm
2
)

Ａｓ２ 

(mm
2
)

Ａｓ３ 

(mm
2
)

Ａｓ４ 

(mm
2
)

1.533×105 202000＊2 201000＊3 8.711×104 5.264×104 6.656×104 4.132×104 

Ｋ１１
＊4 Ｋ１２

＊4 Ｋ２１ Ｋ２２ Ｋ１ Ｋ２ Ｋｃ１ Ｋｃ２ Ｃ１ Ｃ２ Ｃｃ１ Ｃｃ２ 

ｓ ｎ ｎ１ ｎ２ 
ａ 

(mm) 

ｂ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm
2
)

ｄ１ 

(mm) 

ｄ２ 

(mm) 

ｄ３ 

(mm) 

15 8 4 2 850 3080 
42 

(M42) 

1.385×103

(M42) 
100 310 790 

Ｓｙ（胴板） 

(MPa) 

Ｓｕ（胴板） 

(MPa) 

Ｓｙ（脚） 

(MPa) 

Ｓｕ（脚） 

(MPa) 

Ｆ（脚） 

(MPa) 

Ｆ（脚） 

(MPa) 

Ｓｙ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｓｕ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（基礎ボルト） 

(MPa) 

235＊2

（16mm＜厚さ≦

40mm） 

400＊2

（16mm＜厚さ≦

40mm） 

231＊3

（16mm＜厚さ≦

40mm） 

394＊3

（16mm＜厚さ≦

40mm） 

― 276 
715＊3

（径≦63mm） 

838＊3

（径≦63mm） 
― 586 

 注記＊1：本計算においては当板を有効とした。 

 ＊2：最高使用温度で算出 

＊3：周囲環境温度で算出 

＊4：表中で上段は一次応力，下段は二次応力の係数とする。 

＊
 

＊
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2.3 計算数値 

 2.3.1 胴に生じる応力 

(1) 一次一般膜応力 (単位：MPa) 

地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

静水頭による応力 ― ― ― ― σφ１＝3 σｘ１＝2 σφ１＝3  σｘ１＝2 

静水頭による応力 

（鉛直方向地震時） 
― ― ― ― σφ２＝4 ― σφ２＝4  ― 

運転時質量による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 ― ― ― ― ― σｘ２＝3  ―  σｘ２＝3 

鉛直方向地震による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 ― ― ― ― ― σｘ６＝4  ―  σｘ６＝4 

長手方向地震により胴軸断面 

全面に生じる引張応力 ― ― ― ― ― σｘ４１３＝2  ―  ― 

水平方向地震 

による応力 

曲げ ― ― ― ― ― σｘ２１＝13  ― σｘ２２＝2 

せん断 ― ― τ１＝ 4 τｃ１＝ 1 

組合せ応力 ― ― σ０＝22 σ０ｃ＝ 8 

(2) 一次応力 (単位：MPa) 

地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

静水頭による応力 ― ― ―  ― σφ１＝3 σｘ１＝2  σφ１＝3  σｘ１＝2 

静水頭による応力 

（鉛直方向地震時） 
― ― ―  ― σφ２＝4 ―  σφ２＝4  ― 

運転時質量による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力
― ― ―  ― ― σｘ２＝3 ―  σｘ２＝3 

鉛直方向地震による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力
― ― ―  ― ― σｘ６＝4 ―  σｘ６＝4 

運転時質量による脚反力 

により生じる応力 
― ― ―  ― σφ３＝10 σｘ３＝8 σφ３＝10 σｘ３＝8 

鉛直方向地震による脚反力 

により生じる応力 
― ― ―  ― σφ７１＝15 σｘ７１＝12 σφ７１＝15 σｘ７１＝12 

水平方向地震 

による応力 

引張 

― 

― 

― 

― ―  ― 

σφ４１１＝8 

σφ４１２＝11 

σｘ４１１＝2 

σｘ４１２＝9 σφ５１＝7 σｘ５１＝19 

― ― σφ４１＝19 σｘ４１＝13 

曲げ ― ― ―  ― ― σｘ２１＝13 ― σｘ２２＝2 

せん断 
― ― τ＝16  τｃ＝5 

― ― τ１＝4 τｃ１＝1,τｃ２＝0 

組合せ応力 ― ― σ１＝69 σ１ｃ＝49 



S2 補 Ⅵ-2-10-1-2-1-8 R0 

4
5
 

(3) 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値  (単位：MPa) 

地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

静水頭による応力 

（鉛直方向地震時） 
― ― ― ― σφ２＝4 ― σφ２＝4 ― 

鉛直方向地震による長手方向 

曲げモーメントにより生じる応力 
― ― ― ― ― σｘ６＝4 ― σｘ６＝4 

鉛直方向地震による脚反力 

により生じる応力 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

σφ７１＝15 

σφ７２＝56 

σｘ７１＝12 

σｘ７２＝28 

σφ７１＝15 

σφ７２＝56 

σｘ７１＝12 

σｘ７２＝28 

水平方向地震 

による応力 

引張 

― ― ― ― σφ４１＝19 σｘ４１＝13 σφ５１＝7 σｘ５１＝19 

― 

― 

― 

― ― ― 

σφ４２１＝6 

σφ４２２＝42 

σｘ４２１＝16 

σｘ４２２＝21 σφ５２＝59 σｘ５２＝25 

― ― σφ４２＝47 σｘ４２＝36 

曲げ ― ― ― ― ― σｘ２１＝13 ― σｘ２２＝2 

せん断 
― ― τ＝16 τｃ＝5 

― ― τ１＝4 τｃ１＝1,τｃ２＝0 

組合せ応力 ― ― σ２＝294 σ２ｃ＝280 

2.3.2 脚に生じる応力 (単位：MPa) 

地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

運転時質量による応力 圧縮 ― ― σｓ１＝3 σｓ１＝3 

鉛直方向地震による応力 圧縮 ― ― σｓ４＝4 σｓ４＝4 

水平方向地震による応力 
曲げ ― ― σｓ２＝28 σｓ３＝12 

せん断 ― ―  τｓ２＝7 τｓ３＝13

組合せ応力 ― ― σｓ＝36 σｓｃ＝28 

2.3.3 基礎ボルトに生じる応力 (単位：MPa) 

地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

鉛直方向地震及び水 

平方向地震による応力 
引張 

― ― σｂ１＝133 σｂ２＝109 

水平方向地震による 

応力 
せん断 

― ― τｂ１＝42 τｂ２＝48 
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2.4 結論 

2.4.1 固有周期 (単位：s) 

方向 固有周期 

長手方向 

横方向 

鉛直方向 

2.4.2 応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

SM400C 

一次一般膜 ― ― σ０＝22 Ｓａ＝240 

胴板 一次 ― ― σ１＝69 Ｓａ＝360 

一次＋二次 ― ― σ２＝294 Ｓａ＝470 

脚 SM400A 組合せ ― ― σｓ＝36 ƒｔｍ＝276 

基礎ボルト SNB7 
引張 ― ― σｂ＝133 ƒｔｓ＝439＊ 

せん断 ― ― τｂ＝48 ƒｓｂ＝338 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

2.5 その他の機器要目 

2.5.1 はり要素モデル 

項目 記号 単位 入力値 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 28 

節点数 ― 個 44 
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法　添付資料-6　管の耐震性に

　ついての計算書作成の基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づき，ガスタービン

　発電機の管，支持構造物及び弁が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能

　を維持できることを説明するものである。

　　計算結果の記載方法は，以下に示すとおりである。

(1) 管

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，全14モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の許

　　容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計

　　算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデル

　　の評価結果を4.2.4に記載する。

(2) 支持構造物

工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点の評価

　  結果を代表として記載する。

(3) 弁

機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要求

　　弁を代表として，弁型式別に評価結果を記載する。
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2. 概略系統図及び鳥瞰図

 2.1　概略系統図

概略系統図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（重大事故等対処設備）

（太破線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（設計基準対象施設）

（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管

　のうち他系統の管であって系統の概略を示すために表

　記する管

　鳥瞰図番号（代表モデル）

　鳥瞰図番号（代表モデル以外）

アンカ

　　[管クラス]

DB1 クラス１管

DB2 クラス２管

DB3 クラス３管

DB4 クラス４管

SA2 　重大事故等クラス２管

SA3 　重大事故等クラス３管

DB1/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス１管

DB2/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス２管

DB3/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス３管

DB4/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス４管
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屋外 ガスタービン

発電機建物

GTGFO-G-22

屋外

GTGFO-G-6

GTGFO-G-22 GTGFO-G-1

2号－ガスタービン発電機用

燃料移送ポンプ

予備－ガスタービン発電機用

燃料移送ポンプ

ガスタービン発電機用

軽油タンク

GTGFO-G-19 GTGFO-G-20 GTGFO-G-21

ガスタービン

発電機建物

非常用発電装置（ガスタービン発電機）　概略系統図（その１）

[注]

太線範囲の管クラス：火力技術基準適用の管

非常用発電装置

（ガスタービン発電機）

概略系統図

（その２）へ

非常用発電装置

（ガスタービン発電機）

概略系統図

（その３）へ

3
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2号－ガスタービン発電機用

燃料移送ポンプ

非常用発電装置

（ガスタービン発電機）

概略系統図（その１）より

GTGFO-G-2

M

非常用発電装置（ガスタービン発電機）　概略系統図（その２）

[注]

太線範囲の管クラス：火力技術基準適用の管

2号－ガスタービン発電機用
サービスタンク

GTGFO-G-3

GTGFO-G-5

2号－ガスタービン発電機用

ガスタービン発電機関

GTGFO-G-3 GTGFO-G-4

4
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予備－ガスタービン発電機用
サービスタンク

GTGFO-G-8

M

予備－ガスタービン発電機用

燃料移送ポンプ

GTGFO-G-10

予備－ガスタービン発電機用

ガスタービン発電機関

非常用発電装置（ガスタービン発電機）　概略系統図（その３）

[注]

太線範囲の管クラス：火力技術基準適用の管

非常用発電装置

（ガスタービン発電機）

概略系統図（その１）より

GTGFO-G-8GTGFO-G-7 GTGFO-G-9

5
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 2.2　鳥瞰図

鳥瞰図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(SA)」，設

　計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(DB)」とする。）

（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記載

　範囲の管

（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管のうち他系

　統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管

　質点

アンカ

レストレイント

レストレイント（斜め拘束の場合）

スナッバ

スナッバ（斜め拘束の場合）

ハンガ

リジットハンガ

　拘束点の地震による相対変位量(mm)

　（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，　　　内に変

　位量を記載する。なお，Ｓｓ機能維持の範囲はＳｓ地震動による

　変位量のみを記載する。）

　注：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。

＊

Ｓs

Ｓd

Ｓd

Ｓs

Ｓd

Ｓs
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鳥瞰図 GTGFO-G-22(SA)(1/3)
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鳥瞰図 GTGFO-G-22(SA)(2/3)
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鳥瞰図 GTGFO-G-22(SA)(3/3)
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3. 計算条件

 3.1　計算方法

管の構造強度評価は，基本方針に記載の評価方法に基づき行う。解析コードは

   「ＨＩＳＡＰ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要について

    は，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。
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施設名称 設備名称 系統名称
施設

　分類
＊1 設備分類

＊2 機器等
の区分

耐震
重要度
分類

荷重の組合せ
＊3，＊4 許容応力

状態
＊5

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

ⅤＬ＋Ｓｓ
＊6 ⅤＡＳ

　　＊3：運転状態の添字Ｌは荷重を示す。

 3.2　荷重の組合せ及び許容応力状態

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。 

注記＊1：ＳＡは重大事故等対処設備を示す。

　　＊2：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。

　　＊4：許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。

　　＊5：許容応力状態ⅤＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして評価を実施する。

　　＊6：原子炉冷却材圧力バウンダリ及び原子炉格納容器バウンダリを除く設備は必ずしも重大事故等時の荷重の時間履歴を詳細に評価しな

いことから，重大事故等時の最大荷重とＳｓ地震力の組合せを考慮する。

非常用
電源設備

非常用発電装置
ガスタービン

発電機
ＳＡ

常設耐震／防止
常設／緩和

火力技術基準
適用の管

―
ⅣＡＳ

1
1
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　GTGFO-G-22

管番号 対応する評価点 許容応力状態
最高使用圧力

(MPa)
最高使用温度

(℃)

ⅢＡＳ ― ―

ⅣＡＳ 静水頭 66

ⅤＡＳ 静水頭 66

 3.3　設計条件

    1～100,101～117
   59～126,127～135

1
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　GTGFO-G-22

管番号 対応する評価点
外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料
耐震
重要度
分類

縦弾性係数
(MPa)

    1～100,101～117

   59～126,127～135

― 201667

設計条件

1   76.3   5.2 STPT410
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　弁部の質量

鳥  瞰  図　GTGFO-G-22

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

  100～101   126～127
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　弁部の寸法

鳥  瞰  図　GTGFO-G-22

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

100～101 126～127
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥  瞰  図　GTGFO-G-22

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

1

5

9

13

17

21

25

29

33

37

41

45

49

53

57

62

66

70

74

78

82

86

90

98

     104

     110

     117

     124

     130

     135

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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 3.4　材料及び許容応力

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓ

STPT410  66 ― 231 407 ―

材    料
 許容応力（MPa）
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　3.5　設計用地震力

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答スペクトル及び

     等価繰返し回数を下表に示す。

なお，設計用床応答スペクトルは，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

     に基づき策定したものを用いる。減衰定数は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に

     記載の減衰定数を用いる。等価繰返し回数は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づ

　　 き策定したものを用いる。

Ｓｄ Ｓｓ
鳥瞰図 建物・構築物 標高

減衰定数
(％)

等価繰返し回数

GTGFO-G-22 屋外配管ダクト（ガ
スタービン発電機用
軽油タンク～ガス
タービン発電機）

ガスタービン発電機
建物
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4. 解析結果及び評価

 4.1　固有周期及び設計震度

鳥  瞰  図　GTGFO-G-22

応答鉛直

震度
＊2

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

注記＊1：固有周期が0.050ｓ以上のモードを示す。0.020ｓ以上0.050ｓ未満のモードに対し

ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。なお，１次固有周期が

0.050s未満である場合は，１次モードのみを示す。

　  ＊2：設計用床応答スペクトルⅠ(基準地震動Ｓｓ)を上回る設計用床応答スペクトルに

より得られる震度

　  ＊3：設計用震度Ⅰ(基準地震動Ｓｓ)を上回る設計震度

　  ＊4：最大応答加速度を1.2倍した震度

動 的 震 度
＊3，＊4

適用する地震動等 基準地震動Ｓｓ

モード
＊1

固有
周期
（s）

応答水平震度
＊2
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　　各モードに対応する刺激係数

鳥  瞰  図　GTGFO-G-22

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。

モード
固　有　周　期

（s）

刺  激  係  数
＊
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  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次頁以降に示す。

代表的振動モード図
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鳥瞰図 ＧＴＧＦＯ－Ｇ－２２

代表的振動モード図 (1次)

2
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鳥瞰図 ＧＴＧＦＯ－Ｇ－２２

代表的振動モード図 (2次)
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鳥瞰図 ＧＴＧＦＯ－Ｇ－２２

代表的振動モード図 (3次)
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下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

火力技術基準適用の管

疲労評価

計算応力
（MPa）

許容応力
（MPa）

疲労累積係数
ＵＳｓ

一次応力　Ｓｐｒｍ(0.9・Ｓｕ)  GTGFO-G-22  117 66 366 ―

一次＋二次応力　Ｓｎ(2・Ｓｙ)  GTGFO-G-22  117 125 462 ―

一次応力　Ｓｐｒｍ(0.9・Ｓｕ)  GTGFO-G-22  117 66 366 ―

一次＋二次応力　Ｓｎ(2・Ｓｙ)  GTGFO-G-22  117 125 462 ―
ⅤＡＳ

許容応力
状態

最大応力区分(許容応力)
鳥瞰図
番号

最大応力
評価点

ⅣＡＳ

4.2  評価結果

　4.2.1　管の応力評価結果

応力評価

2
5
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　4.2.2　支持構造物評価結果

下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。

支持構造物評価結果（荷重評価）

― メカニカルスナッバ ―

― オイルスナッバ ―

― ロッドレストレイント ―

― スプリングハンガ ―

― コンスタントハンガ ―

― リジットハンガ ―

注記＊1：あらかじめ設定した設計上の基準値を許容荷重として実施する評価

　　＊2：計算荷重があらかじめ設定した設計上の基準値を超過した箇所に対して，ＪＥＡＧ４６０１に定める許容限界を満足する範囲内で

新たに設定した設計上の基準値を許容荷重として実施する評価。なお，一次評価を満足する場合は「―」と記載する。

支持構造物評価結果（応力評価）

ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

RE-GTGFO-G0321 レストレイント Ｕプレート SM400B 66 7 1 1 ― ― ― せん断 5 155

AN-GTGFO-G0303 アンカ ラグ SGV410 66 1 1 12 1 1 1 組合せ 27 146

反力(kN) モーメント(kN･m) 応力
分類

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

支持点荷重 評価結果

―

― ―

― ―

評価結果

計算荷重
(kN)

許容荷重(kN)

一次評価
＊1

二次評価
＊2

支持構造物
番号

種類 型式 材質
温度
(℃)

支持構造物
番号

種類 型式 材質
温度
(℃)

 Ⅵ-2-1-12「配
 管及び支持構造
 物の耐震計算に
 ついて」参照

― ― ―

― ― ―

― ― ―

―

2
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　4.2.3　弁の動的機能維持の評価結果

下表に示すとおり機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下又は機能維持評価用加速度が動作機能確認済加速度以下かつ

計算応力が許容応力以下である。

水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直 評価部位
応力
分類

計算
応力

許容
応力

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

注記＊1：弁に要求される機能に応じて以下を記載する。
α（Ｓｓ）：基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ時に動的機能が要求されるもの
α（Ｓｄ）：弾性設計用地震動Ｓｄ時に動的機能が要求されるもの
β（Ｓｓ）：基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ後に動的機能が要求されるもの
β（Ｓｄ）：弾性設計用地震動Ｓｄ後に動的機能が要求されるもの

　　＊2：機能維持評価用加速度が機能確認済加速度を超過する場合は詳細評価を実施し，機能維持評価用加速度が動作機能確認済加速度以
下かつ計算応力が許容応力以下であることを確認する。なお，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下の場合は「―」と記
載する。

構造強度評価結果
＊2

(MPa)
弁番号 形式

要求

機能
＊1

機能維持評価用
加速度

(×9.8m/s
2
)

機能確認済
加速度

(×9.8m/s
2
)

動作機能確認済

加速度
＊2

(×9.8m/s
2
)

2
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代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

火力技術基準適用の管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
疲労累積
係数

代
表

1  GTGFO-G-1   37 32 366 11.43 －   37 58 462 7.96 ― －

2  GTGFO-G-2   12 33 366 11.09 －   12 58 462 7.96 ― －

3  GTGFO-G-3   67 35 366 10.45 －   67 57 462 8.10 ― －

4  GTGFO-G-4   79 22 366 16.63 －   79 41 462 11.26 ― －

5  GTGFO-G-5   29 42 366 8.71 －   29 82 462 5.63 ― －

6  GTGFO-G-6    4 36 366 10.16 －   36 59 462 7.83 ― －

7  GTGFO-G-7   65 26 366 14.07 －   65 40 462 11.55 ― －

8  GTGFO-G-8   67 35 366 10.45 －   67 57 462 8.10 ― －

9  GTGFO-G-9   79 28 366 13.07 －   79 52 462 8.88 ― －

10  GTGFO-G-10   29 43 366 8.51 －   29 83 462 5.56 ― －

11  GTGFO-G-19    3 10 366 36.60 －    3 14 462 33.00 ― －

12  GTGFO-G-20    1 61 366 6.00 －    1 103 462 4.48 ― －

13  GTGFO-G-21    9 11 366 33.27 －    9 15 462 30.80 ― －

14  GTGFO-G-22  117 66 366 5.54 ○  117 125 462 3.69 ― ○

  4.2.4　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅣＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価
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代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

火力技術基準適用の管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
疲労累積
係数

代
表

1  GTGFO-G-1   37 32 366 11.43 －   37 58 462 7.96 ― －

2  GTGFO-G-2   12 33 366 11.09 －   12 58 462 7.96 ― －

3  GTGFO-G-3   67 35 366 10.45 －   67 57 462 8.10 ― －

4  GTGFO-G-4   79 22 366 16.63 －   79 41 462 11.26 ― －

5  GTGFO-G-5   29 42 366 8.71 －   29 82 462 5.63 ― －

6  GTGFO-G-6    4 36 366 10.16 －   36 59 462 7.83 ― －

7  GTGFO-G-7   65 26 366 14.07 －   65 40 462 11.55 ― －

8  GTGFO-G-8   67 35 366 10.45 －   67 57 462 8.10 ― －

9  GTGFO-G-9   79 28 366 13.07 －   79 52 462 8.88 ― －

10  GTGFO-G-10   29 43 366 8.51 －   29 83 462 5.56 ― －

11  GTGFO-G-19    3 10 366 36.60 －    3 14 462 33.00 ― －

12  GTGFO-G-20    1 61 366 6.00 －    1 103 462 4.48 ― －

13  GTGFO-G-21    9 11 366 33.27 －    9 15 462 30.80 ― －

14  GTGFO-G-22  117 66 366 5.54 ○  117 125 462 3.69 ― ○

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅤＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価

2
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Ⅵ-2-10-1-4 その他のその他発電用原子炉の附属施設の 

耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-10-1-4-12 SAロードセンタの耐震性についての計算書
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，SAロードセンタが設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能を

維持できることを説明するものである。 

SAロードセンタは，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設

重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機

能維持評価を示す。 

なお，SAロードセンタは，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」に記載の直立形盤

であるため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性について

の計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

SAロードセンタの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

SAロードセンタは，取

付ボルトにてチャンネル

ベースに設置する。 

チャンネルベースは溶接

にて基礎に埋め込まれた

金物に固定する。 

直立形 

（鋼材及び鋼板を組み

合わせた自立閉鎖型の

盤） 

【SAロードセンタ】 

（単位：mm） 

チャンネルベース 

（長辺方向） 

取付ボルト 

（短辺方向） 

正面 側面 

床 

盤 6000 

2
300 

2140 

溶接 

埋込金物 
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3. 固有周期

3.1 固有周期の確認 

SAロードセンタの固有周期は，プラスチックハンマ等により，当該設備に振動を与え自由

減衰振動を振動解析装置により記録解析し，確認する。試験の結果，剛構造であることを確

認した。固有周期の確認結果を表 3－1に示す。 

表 3－1 固有周期        （単位：s）

SAロードセンタ 
水平 

鉛直 
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4. 構造強度評価

4.1 構造強度評価方法 

SAロードセンタの構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資

料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

SAロードセンタの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評価に

用いるものを表 4－1に示す。 

4.2.2 許容応力 

SAロードセンタの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－2のと

おりとする。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

SAロードセンタの使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価に用

いるものを表 4－3に示す。 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【SAロードセンタの耐震性についての計算結

果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 
SAロードセンタ 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。）

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊ ＊
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表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

取付ボルト 
SS400 

(16mm＜径≦40mm) 
周囲環境温度 40 235 400 ― 
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5. 機能維持評価

5.1 電気的機能維持評価方法 

SAロードセンタの電気的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 

添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。 

SAロードセンタに設置される器具の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方

針」に基づき，同形式の器具単体のサインビート波加振試験において，電気的機能の健全性を

確認した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1に示す。 

表 5－1 機能確認済加速度 (×9.8m/s2) 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

SAロードセンタ 

水平 

鉛直 
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6. 評価結果

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

SAロードセンタの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能を維

持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【 SA ロードセンタの耐震性についての計算結果】  

1. 重大事故等対処設備

1.1 設計条件

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

SA ロードセンタ 
常設耐震／防止 

常設／緩和 

低圧原子炉 

代替注水建屋 

EL 8.2＊1

― ― ＣＨ＝1.85＊2 ＣＶ＝1.17＊2 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ

(kg) 

hｉ

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
1210 

16 

(M16) 
201.1 48 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 
１ｉ＊

(mm)

２ｉ＊

(mm)
ｎｆｉ＊ 

Ｆｉ

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

620 1370 14 
― 280 ― 長辺方向 

2140 3760 4 

＊

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力  (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
― ― 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力    (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張 ― ― σｂ２＝94 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝30 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。  注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果   (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

SA ロードセンタ 

水平方向 1.55 

鉛直方向 0.97 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。
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正面 

（長辺方向） 

転倒方向 

側面 

（短辺方向） 


22


12

ｈ
2

Ａ～Ａ矢視図 

取付ボルト 

取付ボルト 

Ａ Ａ 

（
12
≦

22
）  


12

22

（
12
≦

22
）  

ｍ2･g 

チャンネルベース 
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Ⅵ-2-10-1-4-13 SAコントロールセンタの耐震性についての計算書
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，SAコントロールセンタが設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的

機能を維持できることを説明するものである。 

SAコントロールセンタは，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及

び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電

気的機能維持評価を示す。 

なお，SAコントロールセンタは，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」に記載の直

立形盤であるため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性に

ついての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

SAコントロールセンタの構造計画を表 2－1及び表 2－2に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

SAコントロールセンタ

は，取付ボルトにてチャ

ンネルベースに設置す

る。 

チャンネルベースは溶接

にて基礎に埋め込まれた

金物に固定する。 

直立形 

（鋼材及び鋼板を組み

合わせた自立閉鎖型の

盤） 

【SAコントロールセンタ（SA1コントロールセンタ（枠番号 1～4））】 

（単位：mm） 

取付ボルト 

チャンネルベース 

（長辺方向） （短辺方向） 

床 

盤 

2
300 

側面 

700 2100 

正面 

溶接 

埋込金物 
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表 2－2 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

SAコントロールセンタ

は，取付ボルトにてチャ

ンネルベースに設置す

る。 

チャンネルベースは基礎

ボルトにて基礎に設置す

る。 

直立形 

（鋼材及び鋼板を組み

合わせた自立閉鎖型の

盤） 

【SAコントロールセンタ】 

（単位：mm） 

側面 

たて 横 

正面 

（短辺方向） （長辺方向） 

床 

高
さ

盤 

取付ボルト 

チャンネルベース 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ） 

機器名称 
SA1コントロールセンタ 

（枠番号 5～7） 

SA2コントロールセンタ 

（枠番号 1～4） 

SA2コントロールセンタ 

（枠番号 5～8） 

たて 700 700 700 

横 1500 2100 2100 

高さ 2300 2300 2300 
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3. 固有周期

3.1 固有周期の確認 

SAコントロールセンタの固有周期は，プラスチックハンマ等により，当該設備に振動を与

え自由減衰振動を振動解析装置により記録解析し，確認する。試験の結果，剛構造であるこ

とを確認した。固有周期の確認結果を表 3－1に示す。 

表 3－1 固有周期        （単位：s）

SA1コントロール 
センタ

（枠番号 1～4） 

水平 

鉛直 

SA1コントロール 
センタ

（枠番号 5～7） 

水平 

鉛直 

SA2コントロール 
センタ

（枠番号 1～4） 

水平 

鉛直 

SA2コントロール 
センタ

（枠番号 5～8） 

水平 

鉛直 
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4. 構造強度評価

4.1 構造強度評価方法 

SAコントロールセンタの構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 

添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行

う。 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

SAコントロールセンタの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の

評価に用いるものを表 4－1に示す。 

4.2.2 許容応力 

SAコントロールセンタの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－

2のとおりとする。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

SAコントロールセンタの使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評

価に用いるものを表 4－3に示す。 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【SA1コントロールセンタ（枠番号 1～4）の耐震

性についての計算結果】，【SA1コントロールセンタ（枠番号 5～7）の耐震性についての計算結

果】，【SA2コントロールセンタ（枠番号 1～4）の耐震性についての計算結果】，【SA2コントロ

ールセンタ（枠番号 5～8）の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 
SAコントロールセンタ 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。）

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊ ＊
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表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

(40mm＜径≦100mm) 
周囲環境温度 40 215 400 ― 

取付ボルト 
SS400 

(16mm＜径≦40mm) 
周囲環境温度 40 235 400 ― 
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5. 機能維持評価

5.1 電気的機能維持評価方法 

SAコントロールセンタの電気的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の

方法 添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき

行う。 

SAコントロールセンタに設置される器具の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基

本方針」に基づき，同形式の器具単体のサインビート波加振試験において，電気的機能の健全

性を確認した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1に示す。 

表 5－1 機能確認済加速度 (×9.8m/s2) 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

SA1コントロールセンタ 

（枠番号 1～4） 

水平 

鉛直 

SA1コントロールセンタ 

（枠番号 5～7） 

水平 

鉛直 

SA2コントロールセンタ 

（枠番号 1～4） 

水平 

鉛直 

SA2コントロールセンタ 

（枠番号 5～8） 

水平 

鉛直 
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6. 評価結果

 6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

SAコントロールセンタの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的

機能を維持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【 SA1 コントロールセンタ（枠番号 1～ 4）の耐震性についての計算結果】  

1. 重大事故等対処設備

1.1 設計条件

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

SA1コントロール 

センタ

（枠番号 1～4） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

低圧原子炉 

代替注水建屋 

EL 8.2＊1

― ― ＣＨ＝1.85＊2 ＣＶ＝1.17＊2 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ

(kg) 

hｉ

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
1210 

16 

(M16) 
201.1 38 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 
１ｉ＊

(mm)

２ｉ＊

(mm)
ｎｆｉ＊ 

Ｆｉ

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

270 340 13 
― 280 ― 長辺方向 

790 1240 4 

＊

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力  (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
― ― 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SS400 
引張 ― ― σｂ２＝23 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。   注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

SA1コントロール 

センタ 

（枠番号 1～4） 

水平方向 1.55 

鉛直方向 0.97 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。
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【 SA1 コントロールセンタ（枠番号 5～ 7）の耐震性についての計算結果】  

1. 重大事故等対処設備

1.1 設計条件

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

SA1コントロール 

センタ

（枠番号 5～7） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

低圧原子炉 

代替注水建屋 

EL 8.2＊1

― ― ＣＨ＝1.85＊2 ＣＶ＝1.17＊2 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ

(kg) 

hｉ

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
1310 

16 

(M16) 
201.1 18 

215 

（40mm＜径≦100mm） 

400 

（40mm＜径≦100mm） 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

1210 
16 

(M16) 
201.1 26 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 

１ｉ＊

(mm)

２ｉ＊

(mm)
ｎｆｉ＊ 

Ｆｉ

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

270 340 5 

― 258 ― 長辺方向 

525 915 2 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

270 340 9 
― 280 ― 長辺方向 

520 910 4 

＊

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力  (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
― ― 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

― ― 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

SS400 
引張 ― ― σｂ１＝51 ƒｔｓ１＝154＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝6 ƒｓｂ１＝119 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張 ― ― σｂ２＝22 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。   注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

SA1コントロール 

センタ 

（枠番号 5～7） 

水平方向 1.55 

鉛直方向 0.97 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。
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【 SA2 コントロールセンタ（枠番号 1～ 4）の耐震性についての計算結果】  

1. 重大事故等対処設備

1.1 設計条件

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

SA2コントロール 

センタ

（枠番号 1～4） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建物 

EL 34.8＊1 ― ― ＣＨ＝2.07＊2 ＣＶ＝2.39＊2 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ

(kg) 

hｉ

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
1310 

16 

(M16) 
201.1 32 

215 

（40mm＜径≦100mm） 

400 

（40mm＜径≦100mm） 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

1210 
16 

(M16) 
201.1 38 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 

１ｉ＊

(mm)

２ｉ＊

(mm)
ｎｆｉ＊ 

Ｆｉ

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

270 340 11 

― 258 ― 長辺方向 

785 1255 2 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

270 340 13 
― 280 ― 長辺方向 

780 1250 4 

＊

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力  (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
― ― 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

― ― 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

SS400 
引張 ― ― σｂ１＝98 ƒｔｓ１＝154＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝6 ƒｓｂ１＝119 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張 ― ― σｂ２＝44 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝5 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。   注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

SA2コントロール 

センタ 

（枠番号 1～4） 

水平方向 1.73 

鉛直方向 1.98 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。
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【 SA2 コントロールセンタ（枠番号 5～ 8）の耐震性についての計算結果】  

1. 重大事故等対処設備

1.1 設計条件

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

SA2コントロール 

センタ

（枠番号 5～8） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建物 

EL 34.8＊1 ― ― ＣＨ＝2.07＊2 ＣＶ＝2.39＊2 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ

(kg) 

hｉ

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
1310 

16 

(M16) 
201.1 32 

215 

（40mm＜径≦100mm） 

400 

（40mm＜径≦100mm） 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

1210 
16 

(M16) 
201.1 38 

235 

（16mm＜径≦40mm） 

400 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 

１ｉ＊

(mm)

２ｉ＊

(mm)
ｎｆｉ＊ 

Ｆｉ

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

270 340 11 

― 258 ― 長辺方向 

785 1255 2 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

270 340 13 
― 280 ― 長辺方向 

780 1250 4 

＊

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 



21
 

S2 補 Ⅵ-2-10-1-4-13 R0 

1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力  (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
― ― 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

― ― 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

SS400 
引張 ― ― σｂ１＝98 ƒｔｓ１＝154＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝6 ƒｓｂ１＝119 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張 ― ― σｂ２＝44 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝5 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。   注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

SA2コントロール 

センタ 

（枠番号 5～8） 

水平方向 1.73 

鉛直方向 1.98 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。



2
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づき実施する防波壁（多重鋼管杭

式擁壁）の地震応答解析について説明するものである。 

地震応答解析は，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）が耐震性に関する技術基準へ適合するこ

とを確認するために用いる応答を抽出するものである。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）のうち被覆コンクリート壁については，２次元地震応答解

析により地震時荷重を算定し，その荷重を３次元構造解析モデルに作用させて耐震評価を

実施する。地震応答解析により抽出する応答値は，基礎地盤に発生する接地圧並びに３次

元構造解析モデルに作用させる地震時土圧及び慣性力である。 

また，浸水防止設備（屋外排水路逆止弁）及び津波防護施設（防波壁通路防波扉（１号

機北側），防波壁通路防波扉（２号機北側））が耐震性に関する技術基準へ適合すること

を確認するために用いる応答値の抽出を行う。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の位置図を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の位置図 
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2.2 構造概要 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は，岩盤に支持される鋼管を多重化して鋼管内をコンク

リート又はモルタルで充填した多重鋼管による杭基礎構造と，鋼管及び鉄筋コンクリー

ト造の被覆コンクリート壁による上部構造から構成される。隣接する構造との境界には，

止水性を保持するための止水目地を設置する。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造概要図を図 2－2 に，構造図を図 2－3 及び図 2－

4 に示す。 

 

 

 

 

(正面図及び断面図) 

図 2－2 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造概要図 
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図 2－3 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造図（正面図） 

 

 

図 2－4 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造図（断面図） 
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2.3 解析方針 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づき，基

準地震動Ｓｓ及び津波と余震の重畳を考慮する際（以下「重畳時」という。）に用いる

余震荷重として弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄに対して地震応答解析を実施する。 

図 2－5 に防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地震応答解析フローを示す。 

地震応答解析は，「2.基本方針」に基づき，「3.1 評価対象断面」に示す断面におい

て，「3.2 解析方法」に示す水平地震動と鉛直地震動の同時加振による２次元有限要素

法を用いた時刻歴応答解析により行うこととし，地盤物性のばらつきを適切に考慮する。 

２次元有限要素法による時刻歴応答解析は，「3.3 荷重及び荷重の組合せ」及び「3.5

解析モデル及び諸元」に示す条件を基に，「3.4 入力地震動」により設定する入力地震

動を用いて実施する。 

地震応答解析による応答加速度は，浸水防止設備（屋外排水路逆止弁）及び津波防護

施設（防波壁通路防波扉（１号機北側），防波壁通路防波扉（２号機北側））の設計震

度設定に用い，地震時土圧，慣性力及び基礎地盤の接地圧は，防波壁（多重鋼管杭式擁

壁）の耐震評価に用いる。 
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図 2－5 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地震応答解析フロー 

  



 

7 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
10
-2
-2
-3
 R
0 

2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・コンクリート標準示方書[構造性能照査編](土木学会，2002 年制定） 

・道路橋示方書（I 共通編・IV 下部構造編）･同解説（日本道路協会 平成 14 年 3 月） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987 (日本電気協会） 

・松江市建築基準法施行細則（平成 17 年 3 月 31 日松江市規則第 234 号） 

・港湾の施設の技術上の基準・同解析（（社）日本港湾協会，H19 年版）） 

・港湾構造物設計事例集（沿岸技術研究センター，平成 19 年 3 月） 
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3. 解析方法 

3.1 評価対象断面 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の評価対象断面は，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造

上の特徴や周辺地盤状況を踏まえて設定する。防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の評価対象

断面位置図を図 3－1 に，縦断面図を図 3－2 に，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の各区分

における横断面図を図 3－3～図 3－8 に示す。以下の理由から②－②断面，③－③断面

及び④－④断面を評価対象断面として選定する。 

・②－②断面は，防波壁が施設護岸の背面に設置されている断面のうち，岩盤上面深さ

が最も深く，改良地盤④が設置されていることから評価対象断面に選定した。 

・③－③断面は，防波壁が施設護岸の前面に設置されている断面のうち，岩盤上面の深

さが最も深いことから，選定した。 

・④－④断面は，取水管を横断するため，多重鋼管杭の杭間隔が広いことから，選定し

た。 

本資料では，防波壁が施設護岸の背面に設置されている断面である②－②断面と防波

壁が施設護岸の前面に設置されている断面である③－③断面の地震応答解析を実施す

る。 
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図 3－1 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の評価対象断面位置図 
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図 3－3 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の横断図（①－①断面） 

 

 

 

図 3－4 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の横断図（②－②断面）  
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図 3－5 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の横断図（③－③断面） 

 

 

 

図 3－6 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の横断図（④－④断面） 
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図 3－7 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の横断図（⑤－⑤断面） 

 

 

 

 

図 3－8 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の横断図（⑥－⑥断面） 
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3.2 解析方法 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」

のうち，「2.3 屋外重要土木構造物」に示す解析方法及び解析モデルを踏まえて実施す

る。 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元有限要素法解析を用い

て，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄに基づき設定した水平地震動と鉛直

地震動の同時加振による逐次時間積分の時刻歴応答解析により行うこととする。地震時

における地盤の有効応力の変化に伴う影響を考慮するため，解析方法は有効応力解析と

する。 

構造部材については，線形はり要素でモデル化する。また，地盤については，地盤の

ひずみ依存性を適切に考慮できるようモデル化する。 

地震応答解析については，解析コード「ＦＬＩＰ」を使用する。なお，解析コードの

検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム(解析コード)の概要」

に示す。 

 

3.2.1 施設 

鋼管杭は，線形はり要素によりモデル化する。 

被覆コンクリート壁のモデル化は行わず，質量として自重を考慮する。 

  



 

15 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
10
-2
-2
-3
 R
0 

3.2.2 材料物性及び地盤物性のばらつき 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地震時の応答は，周辺地盤との相互作用によるこ

とから，地盤物性のばらつきの影響を考慮する。地盤物性のばらつきについては，

表 3－1 に示す解析ケースにおいて考慮する。 

図 3－2～図 3－8 に示すとおり，動的変形特性にひずみ依存性がある地盤が分布

しており，これらの地盤のせん断変形が地震時に防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の応

答に与える影響が大きいと考えられる。このうち，広範囲に分布しており，応答に

与える影響が大きいと考えられる埋戻土の物性（初期せん断弾性係数）のばらつき

について影響を確認する。 

詳細な解析ケースの考え方は，「3.2.4 解析ケース」に示す。 

 

表 3－1 有効応力解析における解析ケース 

解析ケース 

地盤物性 

埋戻土 

（Ｇ０：初期せん断弾性係数） 

岩盤 

（Ｇｄ：動せん断弾性係数） 

ケース① 

（基本ケース） 
平均値 平均値 

ケース② 平均値＋１σ 平均値 

ケース③ 平均値－１σ 平均値 
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3.2.3 減衰定数 

Rayleigh 減衰定数を考慮することとし，剛性比例型減衰を設定する。 

 

3.2.4 解析ケース 

耐震評価においては，すべての基準地震動Ｓｓに対し，解析ケース①（基本ケー

ス）を実施する。すべての基準地震動Ｓｓに対して実施したケース①の解析におい

て，各照査値が最も厳しい地震動を用いて，解析ケース②及び③を実施する。重畳

時の評価においては，Ｓｄ－Ｄ（＋＋）の 1 ケースのみ実施する。耐震評価及び重

畳時の評価における解析ケースを表 3－2 に示す。 

 

表 3－2 耐震計価及び重畳時の評価における解析ケース 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ 

基本ケース 

地盤物性のばらつき

（＋１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性のばらつき

（－１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

＋－＊ ○   

－－＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○   

－＋＊ 〇   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○   

－＋＊ 〇   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○   

－＋＊ 〇   

Ｓｄ－Ｄ ＋＋＊ 〇 － － 

注記＊：地震動の位相について，（＋＋）の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，

「－」は位相を反転させたケースを示す。 

  

基準地震動Ｓｓ（6 波）に位相反転を考
慮した地震動（6 波）を加えた全 12 波
に対し，ケース①（基本ケース）を実施
し，曲げ・軸力系の破壊，せん断破壊及
び基礎地盤の支持力照査の各照査項目ご
とに照査値が 0.5 を超える照査項目に
対して，最も厳しい（許容限界に対する
裕度が最も小さい）地震動を用いてケー
ス②及び③を実施する。 
すべての照査項目の照査値がいずれも
0.5 以下の場合は，照査値が最も厳しく
なる地震動を用いてケース②及び③を実
施する。 
重畳時の評価においては，Ｓｄ－Ｄ（＋
＋）の 1 ケースのみ実施する。 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

3.3.1 耐震評価上考慮する状態 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地震応答解折において，地震以外に考慮する状態

を以下に示す。 

(1) 運転時の状態 

発電用原子炉が運転状態にあり，通常の条件下におかれている状態。ただし，運

転時の異常な過渡変化時の影響を受けないことから考慮しない。 

(2) 設計基準事故時の状態 

設計基準事故時の影響を受けないことから考慮しない。 

(3) 設計用自然条件 

積雪及び風荷重を考慮する。 

(4) 重大事故等時の状態 

重大事故等時の状態の影響を受けないことから考慮しない。 

 

3.3.2 荷重 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地震応答解析において，考慮する荷重を以下に示

す。 

(1) 固定荷重(Ｇ) 

固定荷重として，躯体自重，機器・配管荷重の自重を考慮する。 

(2) 積雪荷重（Ｐｓ) 

積雪荷重として，発電所最寄りの気象官署である松江地方気象台（松江市）での

観測記録（1941～2018 年）より，観測史上１位の月最深積雪 100cm（1971 年 2 月 4

日）に平均的な積雪荷重を与えるための係数 0.35 を考慮し 35.0cm とする。 

積雪荷重については，松江市建築基準法施行う細則により，積雪量 1cm ごとに 20N/

㎡の積雪荷重が作用することを考慮し設定する。 

(3) 風荷重（Ｐｋ) 

風荷重については，設計基準風速を 30m/s とし，建築基準法に基づき算定する。 

(4) 地震荷重(Ｓｓ) 

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。 

(5) 余震荷重(Ｓｄ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄによる荷重を考慮する。 
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3.3.3 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3－3 に示す。 

 

表 3－3 荷重の組合せ 

区分 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｐｓ＋Ｐｋ＋Ｓｓ 

余震時（Ｓｄ）＊ Ｇ＋Ｐｓ＋Ｐｋ＋Ｓｄ 

注記＊：津波重畳時に用いる。 

 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐｓ：積雪荷重 

Ｐｋ：風荷重 

Ｓｓ：地震荷重（基準地震動Ｓｓ） 

Ｓｄ：余震荷重（弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄ） 
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3.4 入力地震動 

入力地震動は，Ⅵ-2-l-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土木構造

物」に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓ及び

弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄを一次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価

したものを用いる。なお，入力地震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地

盤の支持性能に係る基本方針」のうち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデ

ル」を用いる。 

図 3－9 に入力地震動算定の概念図を，図 3－10～図 3－35 に入力地震動の加速度時

刻歴波形及び加速度応答スペクトルを示す。入力地震動の算定には，解析コード「ＳＨ

ＡＫＥ」を使用する。解析コードの検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計算

機プログラム(解析コード)の概要」に示す。 

 

 

図 3－9 入力地震動算定の概念図 
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3.4.1 ②―②断面 

 

 

(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－10 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－11 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－12 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－13 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－14 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－15 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－16 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－17 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－18 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－19 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－20 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－21 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）） 
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3.4.2 ③―③断面 

 

(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－22 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－23 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－24 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－25 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－26 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－27 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－28 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－29 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－30 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－31 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－32 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－33 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－34 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｄ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－35 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｄ－Ｄ） 

  

MAX -270cm/s
2
（8.79s）

0.02

0.03

0.04

0.05

0.06

0.07

0.08

0.09

0.10

0.11

-800

-400

0

400

800

0 10 20 30 40 50 60

加
速

度
(c

m
/s

2
)

時間 (s)

0

1000

2000

3000

0.01 0.1 1 10

応
答

加
速

度
(c

m
/s

2
)

周期 (s)

(h=0.05)



 

46 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
10
-2
-2
-3
 R
0 

3.5 解析モデル及び諸元 

3.5.1 解析モデル 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地震応答解析モデルを図 3－36 及び図 3－37 に示

す。 

(1) 解析領域 

地震応答解析モデルは，境界条件の影響が地盤及び構造物の応力状態に影響を及

ぼさないよう，十分広い領域とする。 

(2) 境界条件 

地震応答解析時の境界条件については，有限要素解析における半無限地盤を模擬

するため，粘性境界を設ける。 

(3) 構造物のモデル化 

鋼管杭は，線形はり要素によりモデル化する。 

被覆コンクリート壁のモデル化は行わず，質量として自重を考慮する。 

 (4) 地盤のモデル化 

岩盤は線形の平面ひずみ要素でモデル化する。地盤は，マルチスプリング要素及

び間隙水要素にてモデル化し，地震時の有効応力の変化に応じた非線形せん断応力

～せん断ひずみ関係を考慮する。 

(5) ジョイント要素の設定 

地震時の施設及び地盤の接合面における剥離及びすべりを考慮するため，これ

らの接合面にジョイント要素を設定する。 
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図 3－36 地震応答解析モデル（②―②断面) 

 

 

図 3－37 地震応答解析モデル（③－③断面) 
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3.5.2 使用材料及び材料の物性値 

耐震評価に用いる材料定数は，適用基準類を基に設定する。使用材料を表 3－4

に，材料の物性値を表 3－5 に示す。 

 

表 3－4 使用材料 

諸元 

鋼管杭 φ2200mm（SKK490，SM490Y）t=25mm＊ 

φ2000mm（SKK490）    t=25mm 

φ1800mm（SKK490）    t=25mm 

φ1600mm（SKK490）    t=25mm 

注記＊：道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（日本道路協会，平

成 14 年 3 月）に基づき，腐食代 1mm を考慮する。 

 

表 3－5 材料の物性値 

材料 
単位体積重量 

（kN/m3） 

ヤング係数 

（N/mm2） 
ポアソン比 

鋼管杭 77.0＊ 2.0×105＊ 0.3＊ 

注記＊：コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，2002 年） 

 

3.5.3 地盤及び改良地盤の物性値 

地盤及び改良地盤の物性値は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて

設定している物性値を用いる。 
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3.5.4 地下水位 

設計地下水位は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に従い設定する。

設計地下水位を表 3－6 に示す。 

 

表 3－6 設計地下水位 

施設名称 設計地下水位 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 
防波壁より陸側：EL 5.5m 

防波壁より海側：EL 0.58m 
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4. 解析結果 

4.1 ②－②断面の解析結果 

耐震評価のために用いる応答加速度として，解析ケース①（基本ケース）について，

すべての基準地震動Ｓｓに対する最大加速度分布図を図 4－1～図 4－12 に示す。また，

解析ケース①において，曲げ・軸力系の破壊，せん断破壊及び基礎地盤の支持力照査

において照査値が最大となる地震動について，解析ケース②及び③の最大加速度分布

図を図 4－13，図 4－14 に示す。 
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図 4－1 最大応答加速度分布図（解析ケース①） 
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図 4－2 最大応答加速度分布図（解析ケース①） 
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図 4－3 最大応答加速度分布図（解析ケース①） 
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図 4－4 最大応答加速度分布図（解析ケース①） 
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図 4－5 最大応答加速度分布図（解析ケース①） 
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図 4－6 最大応答加速度分布図（解析ケース①） 
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図 4－7 最大応答加速度分布図（解析ケース①） 
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図 4－8 最大応答加速度分布図（解析ケース①） 
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図 4－9 最大応答加速度分布図（解析ケース①） 
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図 4－10 最大応答加速度分布図（解析ケース①） 
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図 4－11 最大応答加速度分布図（解析ケース①） 
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図 4－12 最大応答加速度分布図（解析ケース①） 
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図 4－13 最大応答加速度分布図（解析ケース②） 
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図 4－14 最大応答加速度分布図（解析ケース③） 
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4.2 ③－③断面の解析結果 

耐震評価のために用いる応答加速度として，解析ケース①（基本ケース）について，

すべての基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄに対する最大加速度分布図を

図 4－15～図 4－26 及び図 4－29 に示す。また，解析ケース①において，曲げ・軸力系

の破壊，せん断破壊及び基礎地盤の支持力照査において照査値が最大となる地震動に

ついて，解析ケース②及び③の最大加速度分布図を図 4－27，図 4－28 に示す。 
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図 4－15 最大応答加速度分布図（解析ケース①） 
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図 4－16 最大応答加速度分布図（解析ケース①） 
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図 4－17 最大応答加速度分布図（解析ケース①） 
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図 4－18 最大応答加速度分布図（解析ケース①） 
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図 4－19 最大応答加速度分布図（解析ケース①） 
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図 4－20 最大応答加速度分布図（解析ケース①） 
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図 4－21 最大応答加速度分布図（解析ケース①） 
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図 4－22 最大応答加速度分布図（解析ケース①） 
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図 4－23 最大応答加速度分布図（解析ケース①） 
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図 4－24 最大応答加速度分布図（解析ケース①） 
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図 4－25 最大応答加速度分布図（解析ケース①） 
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図 4－26 最大応答加速度分布図（解析ケース①） 
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図 4－27 最大応答加速度分布図（解析ケース②） 
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図 4－28 最大応答加速度分布図（解析ケース③） 
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図 4－29 最大応答加速度分布図（解析ケース①） 
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Ⅵ-2-10-2-3-3 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の 

耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-l-9「機能維持の基本方針」に設定している構造強度及び機能維持の設

計方針に基づき，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）が基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度

及び止水機能を有していることを確認するものである。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）に要求される機能の維持を確認するに当たっては，構造部

材の健全性評価では，地震応答解析又は３次元構造解析に基づく施設・地盤の健全性評価，

施設の変形性評価を行う。基礎地盤の支持性能評価では，基礎地盤に発生した接地圧を確

認する。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の位置図を図 2－1 に示す。 

 

 

図 2－1 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の位置図 
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2.2 構造概要 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造概要図を図 2－2 に，構造図を図 2－3 及び図 2－

4 に，概略配筋図を図 2－5 に，止水目地の概念図及び配置位置図を図 2－6 及び図 2－

7 に示す。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は，入力津波高さ（EL 12.6m）に対して余裕を考慮した

天端高さ（EL 15.0m）とする。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は，鋼管を多重化して鋼管内をコンクリート又はモルタ

ルで充填した多重鋼管による杭基礎構造及び，鋼管杭と鉄筋コンクリート造の被覆コン

クリート壁による上部構造から構成される。鋼管杭は，岩盤に支持させる構造とし，岩

盤部では隣り合う多重鋼管杭間をセメントミルクで間詰めする。被覆コンクリート壁の，

ブロック間の境界には，止水性を保持するための止水目地を設置する。 

また，津波の地盤中からの回り込みに対し，防波壁の背後に地盤改良を実施する。 

 

 

 

 

(正面図及び断面図) 

図 2－2 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造概要図 
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図 2－3 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造図（正面図） 

 

 

図 2－4 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造図（断面図） 
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図 2－5 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の概略配筋図 

 

 

 

図 2－6 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の止水目地の概念図 
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2.3 評価方針 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は，Ｓクラス施設である津波防護施設に分類される。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の各部位の役割及び性能目標を表 2－1 及び表 2－2 に示

す。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の耐震評価は，地震応答解析及び３次元構造解析の結果

に基づき，設計基準対象施設として，表 2－3 に示すとおり，施設・地盤の健全性評価，

基礎地盤の支持性能評価及び施設の変形性評価を行う。 

施設・地盤の健全性評価，基礎地盤の支持性能評価及び施設の変形性評価を実施する

ことで，構造強度を有すること及び止水性を損なわないことを確認する。 

施設・地盤の健全性評価については，施設・地盤ごとに定める照査項目（発生応力，

すべり安全率）が許容限界を満足することを確認する。 

基礎地盤の支持性能評価においては，基礎地盤の接地圧が許容限界以下であることを

確認する。 

施設の変形性評価については，止水目地の変形量を算定し，有意な漏えいが生じない

ことを確認した許容限界を下回ることを確認する。 

防波壁(多重鋼管杭式)の耐震評価フローを図 2－8 に示す。 
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表 2－1 防波壁(多重鋼管杭式)の各部位の役割 

 部位の名称 地震時の役割 津波時の役割 

施
設 

鋼管杭 
・被覆コンクリート壁を支持

する。 

・被覆コンクリート壁を

支持する。 

被覆コンクリート壁 ・止水目地を支持する。 

・止水目地を支持すると

ともに，遮水性を保持

する。 

止水目地 
・被覆コンクリート壁間の変

形に追従する。 

・被覆コンクリート壁間

変形に追従し，遮水性

を保持する。 

地
盤 

改良地盤④ ・鋼管杭の変形を抑制する。 ・難透水性を保持する。 

改良地盤⑤ 

・役割に期待しない（解析モデ

ルに反映し，防波壁への相

互作用を考慮する）。 

・難透水性を保持する。 

改良地盤⑦ 

・役割に期待しない（解析モデ

ルに反映し，防波壁への相

互作用を考慮する）。 

・役割に期待しない。 

岩盤* 

・鋼管杭及び被覆コンクリー

ト壁を支持する。 

・基礎地盤のすべり安定性に

寄与する。 

・鋼管杭の変形を抑制する。 

・鋼管杭及び被覆コンク

リート壁を支持する。 

・鋼管杭の変形を抑制す

る。 

埋戻土, 

埋戻土（粘性土）, 

砂礫層 

・役割に期待しない（解析モデ

ルに取り込み，防波壁への

相互作用を考慮する）。 

・防波壁より陸側につい

ては，津波荷重に対し

て地盤反力として寄

与する。 

施設護岸，基礎捨石， 

捨石，被覆石 

・役割に期待しない（解析モデ

ルに取り込み，防波壁への

波及的影響を考慮する）。 

・役割に期待しない。 

消波ブロック ・役割に期待しない。 ・役割に期待しない。 

グラウト材（埋戻土部

杭間部充填） 
・役割に期待しない。 

・難透水性の地盤ではあ

るが，役割に期待しな

い。 

注記＊：岩盤部と鋼管杭間に充填するセメントミルクは，岩盤に含む。 
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表 2－2 防波壁(多重鋼管杭式)の各部位の性能目標 

 性能目標 

鉛直支持 すべり安定性 耐震性 
耐津波性 

（透水性，難透水性） 

施
設 

鋼管杭 

― ― 

構 造 部材 の健 全 性

を保持するために，

鋼 管 杭が おお む ね

弾 性 状態 にと ど ま

ること。 

構造部材の健全性を保

持するために，鋼管杭が

おおむね弾性状態にと

どまること。 

被覆コンク

リート壁 

構 造 部材 の健 全 性

を保持するために，

被 覆 コン クリ ー ト

壁 が おお むね 弾 性

状 態 にと どま る こ

と。 

止水目地の支持機能を

喪失して被覆コンクリ

ート間から優位な漏え

いを生じないために，被

覆コンクリート壁がお

おむね弾性状態にとど

まること。 

止水目地 

被 覆 コン クリ ー ト

壁 間 から 有意 な 漏

え い を生 じな い た

めに，止水目地の変

形 性 能を 保持 す る

こと。 

被覆コンクリート壁間

から有意な漏えいを生

じないために，止水目地

の変形・遮水性能を保持

すること。 

地
盤 

改良地盤④ ― ― 

鋼 管 杭の 変形 を 抑

制するため，改良地

盤 が すべ り破 壊 し

ないこと。（内部安

定を保持） 

地盤中からの回り込み

による流入を防止（難透

水性を保持）するため改

良地盤がすべり破壊し

ないこと。（内的安定を

保持） 

改良地盤⑤ ― ― ― 

地盤中からの回り込み

による流入を防止（難透

水性を保持）するため改

良地盤がすべり破壊し

ないこと。（内的安定を

保持） 

岩盤 * 

鋼管杭を鉛直

支 持 す る た

め，十分な支

持力を保持す

ること。 

基 礎 地 盤 の す

べ り 安 定 性 を

確保するため，

十 分 な す べ り

安 全 性 を 保 持

すること。 

鋼 管 杭の 変形 を 抑

制するため，岩盤が

す べ り破 壊し な い

こと。（内的安定を

保持） 

― 

注記＊：岩盤部と鋼管杭間に充填するセメントミルクは，岩盤に含む。 
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表 2－3 防波壁(多重鋼管杭式擁壁)の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度を

有すること 

施設・地盤の

健全性 

鋼管杭 

発生する応力（曲げ，軸力及

びせん断力）が許容限界以下

であることを確認 

降 伏 モ ー メ ン ト

（曲げ）及びせん

断応力度（せん断） 

被覆コンクリート壁 

発生する応力（曲げ，軸力及

びせん断力）が許容限界以下

であことを確認 

短期許容応力度 

改良地盤④ 

すべり破壊しないこと（内的

安定を保持）を確認 

すべり安全率 1.2

以上 

改良地盤⑤ 

基 礎 地 盤 の

支持性能 
基礎地盤 

発生する応力（接地圧）が許

容限界以下であることを確

認 

極限支持力＊ 

止水性を損

なわないこ

と 

施設・地盤の

健全性 

鋼管杭 

発生する応力（曲げ，軸力及

びせん断力）が許容限界以下

であることを確認 

降 伏 モ ー メ ン ト

（曲げ）及びせん

断応力度（せん断） 

被覆コンクリート壁 

発生する応力（曲げ，軸力及

びせん断力）が許容限界以下

であることを確認 

短期許容応力度 

改良地盤④ 

すべり破壊しないこと（内的

安定を保持）を確認 

すべり安全率 1.2

以上 

改良地盤⑤ 

基 礎 地 盤 の

支持性能 
岩盤 

発生する応力（接地圧）が許

容限界以下であることを確

認 

極限支持力＊ 

施 設 の 変 形

性 
止水目地 

発生変形量が許容限界以下

であることを確認 

有意な漏えいが生

じないことを確認

した変形量 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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図 2－8 防波壁(多重鋼管杭式擁壁)の耐震評価フロー 

  

評価開始

評価方針

評価対象断面及び解析方法の選定

荷重及び荷重の組合せの選定

２次元動的有限要素法解析モデル及び
諸元の設定（地盤物性のばらつきを考慮）

常時応力解析

基準地震動Ｓｓ

入力地震動の算定
（一次元波動論による地震応答解析）

２次元動的有限要素法解析
（有効応力解析）

照査時刻の選定

地震時荷重の算定

３次元構造解析

施設（被覆コンクリート壁）の
健全性評価

施設（鋼管杭）・地盤の
健全性評価

基礎地盤の支持性能評価 施設の変形性評価

施設（鋼管杭）・地盤の
応答値算定

変位量の算定接地圧の算定

３次元構造解析モデル
及び諸元の設定

施設（被覆コンクリート壁）の
応答値算定

評価終了
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，2002 年制定） 

・耐津波設計に係る工認審査ガイド（平成 25 年 6 月 19 日原管地発第 1306196 号） 

・道路橋示方書（Ⅰ共通編・ⅠⅤ下部構造編）･同解説（日本道路協会，平成 14 年 3 月） 

・防波堤の耐津波設計ガイドライン（国土交通省港湾局，平成 27 年 12 月） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（日本電気協会） 

・松江市建築基準法施行細則（平成 17 年 3 月 31 日松江市規則第 234 号） 

・港湾の施設の技術上の基準・同解析（（社）日本港湾協会，H19 年版）） 

・港湾構造物設計事例集（沿岸技術研究センター，平成 19 年 3 月） 
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3. 評価対象断面 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の評価対象断面は，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造上

の特徴や周辺地盤状況を踏まえて設定する。防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の評価対象断面

位置図を図 3－1 に，縦断面図を図 3－2 に，防波壁（多重鋼管式擁壁）の各区分における

横断面図を図 3－3～図 3－8 に示す。以下の理由から，②－②断面，③－③断面，④－④

断面，及び⑦－⑦断面を評価対象断面として選定する。 

 

・②－②断面は，防波壁が施設護岸の背面に設置されている断面のうち，岩盤上面深さ

が最も深く，改良地盤④が設置されていることから評価対象断面に選定した。 

・③－③断面は，防波壁が施設護岸の前面に設置されている断面のうち，岩盤上面の深

さが最も深いことから，選定した。 

・④－④断面は，取水管を横断するため，多重鋼管杭の杭間隔が広いことから，選定し

た。 

・⑦－⑦断面は②－②断面に直交する縦断方向の断面である。②－②断面位置における

縦断方向の止水目地の変形量を求めるため，変形性評価の評価対象断面に選定した。 

 

本資料では，防波壁が施設護岸の背面に設置されている断面である②－②断面と，防波

壁が施設護岸の前面に設置されている断面である③－③断面の耐震評価を実施する。また，

止水目地の評価において，②－②断面と⑦－⑦断面を選定する。 
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図 3－1 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の評価対象断面位置図 

  

輪 谷 湾
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図 3－3 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の横断面図（①－①断面） 

 

 

 

図 3－4 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の横断面図（②－②断面） 
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図 3－5 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の横断面図（③－③断面） 

 

 

 

図 3－6 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の横断面図（④－④断面） 
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図 3－7 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の横断面図（⑤－⑤断面） 

 

 

 

図 3－8 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の横断面図（⑥－⑥断面） 
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4. 耐震評価 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の各部位のうち，鋼管杭及び改良地盤の健全性評価，基礎

地盤の支持性能評価，並びに止水目地の変形性評価については２次元動的有限要素法（有

効応力解析）による耐震評価を行い，被覆コンクリート壁については，３次元構造解析に

より健全性評価を行う。 

 

4.1 ２次元動的有限要素法 

4.1.1 解析方法 

解析方法はⅥ-2-10-2-2-3「防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地震応答計算書」と同

様とする。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地震時の応答は，周辺地盤との相互作用によるこ

とから，地盤物性のばらつきの影響を考慮する。地盤物性のばらつきについては，

表 4－1 に示す解析ケースにおいて考慮する。 

図 3－2～図 3－8 に示すとおり，動的変形特性にひずみ依存性がある地盤が分布

しており，これらの地盤のせん断変形が地震時に防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の応

答に与える影響が大きいと考えられる。このうち，広範囲に分布しており，応答に

与える影響が大きいと考えられる埋戻土の物性（初期せん断弾性係数）のばらつき

について影響を確認する。 

 

表 4－1 有効応力解析における解析ケース 

解析ケース 

地盤物性 

埋戻土 

（Ｇ０：初期せん断弾性係数） 

岩盤 

（Ｇｄ：動せん断弾性係数） 

ケース① 

（基本ケース） 
平均値 平均値 

ケース② 平均値＋１σ 平均値 

ケース③ 平均値－１σ 平均値 

 

耐震評価における解析ケースを表 4－2 に示す。耐震評価においては，全ての基

準地震動Ｓｓに対し，解析ケース①（基本ケース）を実施する。全ての基準地震

動Ｓｓに対して実施したケース①の解析において，各照査値が最も厳しい地震動

を用い，解析ケース②及び③を実施する。 
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表 4－2 耐震評価における解析ケース 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ 

基本ケース 

地盤物性のばらつき

（＋１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性のばらつき

（－１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

＋－＊ ○   

－－＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○   

－＋＊ 〇   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○   

－＋＊ 〇   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○   

－＋＊ 〇   

注記＊：地震動の位相について，（＋＋）の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は

位相を反転させたケースを示す。 

  

基準地震動Ｓｓ（６波）に位相反転を考
慮した地震動（６波）を加えた全 12 波
に対し，ケース①（基本ケース）を実施
し，曲げ・軸力系の破壊，せん断破壊及
び基礎地盤の支持力照査の各照査項目ご
とに照査値が 0.5 を超える照査項目に
対して，最も厳しい（許容限界に対する
裕度が最も小さい）地震動を用いてケー
ス②及び③を実施する。 
すべての照査項目の照査値がいずれも
0.5 以下の場合は，照査値が最も厳しく
なる地震動を用いてケース②及び③を実
施する。 
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4.1.2 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは, Ⅵ-2-10-2-2-3「防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地震

応答計算書」に示した荷重を考慮する。 

 

4.1.3 入力地震動 

地震応答解析には，Ⅵ-2-10-2-2-3「防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地震応答計算

書」に示した入力地震動を用いる。 

⑦－⑦断面に用いるＳｓ－Ｆ１及びＳｓ－Ｆ２について，図 4－1 及び図 4－2 に

示す。 

 

 

(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－1 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１（ＥＷ））  
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

図 4－2 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２（ＥＷ）） 
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4.1.4 解析モデル及び諸元 

使用材料及び材料の物性値並びに地下水位については，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性

能に係る基本方針」で設定したものを用いる。解析モデル及び地盤の物性値につい

て，以下に示す。 

 

(1) 解析モデル 

評価対象断面のうち②－②断面及び③－③断面の地震応答解析モデルは，Ⅵ-2-

10-2-2-3「防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地震応答計算書」に示した解析モデルを

用いる。 

評価対象断面のうち⑦－⑦断面の地震応答解析モデルを図 4－3 に示す。解析領

域，境界条件等の考え方は，②－②断面及び③－③断面と同様である。 

 

 

図 4－3 地震応答解析モデル（⑦－⑦断面） 
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(2) 使用材料及び材料の物性値 

耐震評価に用いる材料定数は，Ⅵ-2-10-2-2-3「防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地

震応答計算書」に示したものを用いる。 

 

(3) 鋼管杭の断面諸元  

断面計算に用いた断面諸元を表 4－3 に示す。 

 

表 4－3 鋼管杭断面諸元 

断面 杭種 杭位置 杭径 杭板厚 鋼種 
断面積 

(mm2) 

断面係数 

(mm3) 

②－②断面 

地下部 

（４重管） 

最内管 φ1.6m 25mm SKK490 1.24×105 4.80×107 

最内管から 

2 番目の管 
φ1.8m 25mm SKK490 1.39×105 6.10×107 

最内管から 

3 番目の管 
φ2.0m 25mm SKK490 1.55×105 7.56×107 

最内管から 

4 番目の管 
φ2.2m 25mm* SM490Y 1.64×105 8.81×107 

③－③断面 

最内管 φ1.6m 25mm SKK490 1.24×105 4.80×107 

最内管から 

2 番目の管 
φ1.8m 25mm SKK490 1.39×105 6.10×107 

最内管から 

3 番目の管 
φ2.0m 25mm SKK490 1.55×105 7.56×107 

最内管から 

4 番目の管 
φ2.2m 25mm* SM490Y 1.64×105 8.81×107 

注記＊：道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（日本道路協会，平成 14 年 3

月）に基づき，腐食代 1mm を考慮する。 

 

(4) 地盤の物性値 

地盤の物性値は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定してい

る物性値を用いる。 

地盤のうち改良地盤④の残留強度及び引張強度を表 4－4 のとおり設定する。 

 

表 4－4 改良地盤④の残留強度及び引張強度 

地盤 
残留強度 引張強度 

σt（N/mm2） c’（N/mm2） φ ’（°） 

改良地盤④ 0.0 43.03 0.11 
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4.1.5 評価対象部位 

評価対象部位は，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造上の特徴を踏まえ設定する。 

 

(1) 施設・地盤の健全性評価 

２次元有限要素法による施設・地盤の健全性評価に係る評価対象部位は，鋼管杭

及び改良地盤④とする。 

 

(2) 施設の変形性評価 

２次元有限要素法による施設の変形性評価に係る評価対象部位は，構造物間に設

置する止水目地とする。 

 

(3) 基礎地盤の支持性能評価 

２次元有限要素法による基礎地盤の支持性能評価に係る評価対象部位は，防波壁

（多重鋼管杭式擁壁）を支持する基礎地盤（岩盤）とする。 
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4.1.6 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

(1) 鋼管杭 

鋼管杭の許容限界は「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解析（日本

道路協会，平成 14 年 3 月）」を基に算出した降伏モーメント及び短期許容せん断

力とする。表 4－5 に鋼管杭の許容限界を示す。 

 

降伏モーメントは次式により算定する。 

𝑀𝑦＝ ∑ (𝑓𝑦𝑖 −
|𝑁𝑖|

𝐴𝑖
)𝑍𝑒𝑖𝑖   

ここで， 

Ｍy：多重鋼管杭の降伏モーメント（kN・m） 

fyi：多重鋼管杭を構成する各鋼管の降伏基準点（N/mm2） 

Ｚei：多重鋼管杭を構成する各鋼管の断面係数（mm3） 

Ｎi：多重鋼管杭を構成する各鋼管に発生する軸力（kN） 

Ａi：多重鋼管杭を構成する各鋼管の断面積（mm2） 

 

許容せん断力は次式により算定する。 

𝑄𝑎＝ ∑ 𝜏𝑎𝑖𝐴𝑖𝑖   

 

ここで， 

Qa：多重鋼管杭を構成する各鋼管の短期許容せん断力（kN） 

τa：多重鋼管杭を構成する各鋼管の短期許容応力度（N/mm2） 

Ａi：多重鋼管杭を構成する各鋼管の断面積（mm2） 
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表 4－5 鋼管杭の許容限界 

断面 杭種 杭位置 杭径 杭板厚 鋼種 

降伏 

モーメント *2 

（kN・m） 

許容 

せん断力 

（kN） 

②－②断面 

地下部 

（４重管） 

最内管 φ1.6m 25mm SKK490 

89015 95166 

最内管から 

2 番目の管 
φ1.8m 25mm SKK490 

最内管から 

3 番目の管 
φ2.0m 25mm SKK490 

最内管から 

4 番目の管 
φ2.2m 25mm*1 SM490Y 

③－③断面 

最内管 φ1.6m 25mm SKK490 

88888 95166 

最内管から 

2 番目の管 
φ1.8m 25mm SKK490 

最内管から 

3 番目の管 
φ2.0m 25mm SKK490 

最内管から 

4 番目の管 
φ2.2m 25mm*1 SM490Y 

注記＊1：道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（日本道路協会，平成14

年3月）に基づき，腐食代1mmを考慮する。 

＊2：降伏モーメントは，鋼管杭に発生する軸力を考慮する。 

 

(2) 改良地盤 

改良地盤の許容限界は，「耐津波設計に係る工認審査ガイド」を準用し，表 4－

6 にすべり安全率を示す。 

 

表 4－6 改良地盤の許容限界 

評価項目 許容限界 

すべり安全率 1.2 以上 
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(3) 止水目地 

止水目地の許容限界は，メーカ規格，漏水試験及び変形試験により，有意な漏え

いが生じないことを確認した変形量とする。評価対象断面である②－②断面及び⑦

－⑦断面位置における止水目地の変位量に対する許容限界を表 4－7 に示す。 

 

表 4－7 止水目地の許容限界 

評価項目 許容限界（㎜） 

変位量 1580 

 

(4) 基礎地盤 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係

る基本方針」に基づき，支持力試験により設定する。基礎地盤の許容限界を表 4－

8 に示す。 

 

表 4－8 基礎地盤の許容限界 

評価項目 基礎地盤 許容限界（kN/mm2） 

極限支持力 岩盤 

CH 級 
9.8 

CM 級 

CL 級 3.9 
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4.1.7 評価方法 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の耐震評価は，地震応答解析に基づいて算定した発

生応力が「4.1.6 許容限界」で設定した許容限界を満足することを確認する。 

 

(1) 鋼管杭 

a. 曲げ照査 

杭体の発生曲げモーメントが降伏モーメント以下であることを確認する。 

 

b. せん断力照査 

杭体の発生せん断力が許容せん断力以下であることを確認する。 

 

(2) 改良地盤 

改良地盤の評価は，改良地盤を通るすべり線上のすべり安全率が 1.2 以上である

ことを確認する。すべり安全率は，想定したすべり線上の応力状態を基に，すべり

線上のせん断抵抗力の和をせん断力の和で除した値を時々刻々求め，最小すべり安

全率を算定する。 
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(3) 止水目地 

止水目地の地震時の評価について，法線直交方向及び法線方向ともに，地震荷重

による最大変位が許容限界以下であることを確認する。 

x 方向（法線直交方向）及び z 方向（深度方向）の変位は，図 4－4 に示すとお

り，多重鋼管杭式擁壁における地震時の変位量とし，保守的に各ブロックの位相が

逆になったことを考慮し，時刻歴最大の変位量を２倍したものを算定する。 

y 方向（法線方向）の変位は，隣接する多重鋼管杭式擁壁の天端間の相対変位と

する。 

 

x 方向（法線直交方向）の変位 δx：δx＝|δx(T)|×2 

y 方向（法線方向）の変位   δy：δy＝|δy(T)| 

z 方向（深度方向）の変位   δz：δz＝|δz(T)|×2 

 

ここで， 

δx(T)：x 方向の最大変位 

δy(T)：y 方向の最大相対変位 

δz(T)：z 方向の最大変位 

 

法線直交方向，法線方向及び深度方向の変位量を用い，下式のとおり合成方向（3

方向合成）の変位量を求め，止水目地の地震荷重による最大変位とする。 

最大変位δ：δ = √δ
x

2
＋δ

y

2
＋δ

z

2
 

 

図 4－4 地震時の変位の概念図 

 

  

②

②

⑦ ⑦

δx(T)

δy(T)

δx(T)
δz(T)：②－②断面・⑦－⑦断面の
変形量の大きい方を採用
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(4) 基礎地盤 

基礎地盤の支持性能評価においては，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・

同解析（日本道路協会，平成 14 年 3 月）」に従い，杭先端部の軸力を用いて次式

により算定される軸応力が基礎地盤の極限支持力以下であることを確認する。 

 

Rd＝
𝑁𝑚𝑎𝑥

𝐴
 

 

ここで， 

Rd：鋼管杭先端の軸力より算定される軸応力度（N/mm2）* 

Ｎmax：鋼管杭に発生する軸力（kN）* 

Ａ：鋼管杭先端の断面積（mm2）* 

注記＊：最外の鋼管杭の外側１mm を腐食代として考慮する。 
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4.2. ３次元構造解析 

4.2.1 解析方法 

３次元構造解析には，解析コード「ＦＩＮＡＳ/ＳＴＡＲ」を用いる。なお，解析

コードの検証及び妥当性確認等の概要については，ⅤⅠ-5「計算機プログラム（解

析コード）の概要」に示す。 

３次元構造解析への入力荷重は，Ⅵ-2-10-2-2-3「防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の

地震応答計算書」の地震応答解析において，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の耐震評

価に支配的な荷重が最大となる時刻を選定し，当該時刻における地震時応答から地

震時土圧及び慣性力を設定する。 

構造部材の健全性評価において，照査時刻は構造的特徴を踏まえ，部材の評価が

厳しくなる時刻を地震応答解析の結果から選定する。 

 

4.2.2 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは, Ⅵ-2-10-2-2-3「防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地震

応答計算書」に示した荷重を考慮する。 

 

4.2.3 解析モデル及び諸元 

(1) 解析モデル 

a. 構造物のモデル化 

３次元構造解析モデルにおいて，鋼管杭はシェル要素でモデル化し，被覆コン

クリート壁はソリッド要素でモデル化する。３次元構造解析モデルを図 4－5 及び

図 4－6 に示す。 
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図 4－5 ３次元構造解析モデル（②―②断面) 

 

 

図 4－6 ３次元構造解析モデル（③―③断面) 

  

15.0m

27.3m

2.4m

被覆コンクリート壁

鋼管杭

20.0m

19.0m

2.4m

被覆コンクリート壁

鋼管杭
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b. 地盤バネ 

３次元構造解析モデルのうち地中部の杭には，地盤抵抗を表現するため，地盤

バネを設置する。地盤バネは，「4.2.1 解析方法」で選定した照査時刻における

応答値を用いて算定する。 

 

(2) 使用材料及び材料の物性値 

耐震評価に用いる材料定数は，適用基準類を基に設定する。 

 

a. 被覆コンクリート壁 

被覆コンクリート壁の使用材料を表 4－9 に，材料の物性値を表 4－10 に示す。 

鋼管杭の使用材料は，Ⅵ-2-10-2-2-3「防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地震応答計

算書」に示したものを用いる。 

 

表 4－9 使用材料 

材料 諸元 

被覆コンクリート壁 

鉄筋 SD345 

コンクリート 設計基準強度：24N/mm2 

 

表 4－10 材料の物性値 

材料 
単位体積重量 

（kN/m3） 

ヤング係数 

（N/mm2） 
ポアソン比 

被覆コンクリート壁 24.0* 2.5×104* 0.2* 

注記＊：コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，2002 年） 

 

(3) 設計地下水位 

設計地下水位は，Ⅵ-2-10-2-2-3「防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地震応答計算

書」に示したものを用いる。 
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4.2.4 評価対象部位 

３次元構造解析による施設・地盤の健全性評価に係る評価対象部位は，被覆コン

クリート壁とする。 

 

4.2.5 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

(1) 被覆コンクリート壁 

被覆コンクリート壁の許容限界は「コンクリート標準示方書［構造性能照査編］

（土木学会，2002 年制定）」に基づき，表 4－11 に示す短期許容応力度とする。 

 

表 4－11 被覆コンクリート壁の許容限界 

種別 
許容応力度 

（N/mm2） 

短期許容応力度＊ 

（N/mm2） 

コンクリート 

（f’ck=24N/mm2） 

許容曲げ圧縮応力度σca 9 13.5 

許容せん断応力度τca 0.45 0.67 

鉄筋（SD345） 許容曲げ引張応力度σsa 196 294 

注記＊：短期許容応力度は，コンクリート標準示方書より許容応力度に対して 

1.5 倍の割増を考慮する。 

 

4.2.6 評価方法 

３次元構造解析に基づいて算定した曲げモーメント及び軸力より算定される曲

げ応力及びせん断力より算定されるせん断応力が「4.2.5 許容限界」で設定した

許容限界以下であることを確認する。 

応力度算定には，解析コード「ＥＭＲＧＩＮＧ」を使用する。なお，解析コード

の検証，妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）

の概要」に示す。 
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5. 耐震評価結果 

5.1 鋼管杭 

5.1.1 曲げ照査 

鋼管杭の曲げ破壊に対する照査における最大照査値の評価時刻での断面力図を

図 5－1 に，曲げに対する照査結果を表 5－1 に示す。 

この結果から鋼管杭の発生断面力が許容限界以下であることを確認した。 

 

 

 

図 5－1(1) 鋼管杭の曲げ破壊に対する照査における最大照査値の評価時刻での断面力 

（②－②断面，Ｓｓ－Ｄ(－＋)，t＝15.04s） 

解析ケース②：地盤物性のばらつきを考慮した解析ケース（平均値＋1σ） 

 

 

図 5－1(2) 鋼管杭の曲げ破壊に対する照査における最大照査値の評価時刻での断面力 

（③－③断面，Ｓｓ－Ｄ(－＋)，t＝13.21s）） 

解析ケース②：地盤物性のばらつきを考慮した解析ケース（平均値＋1σ） 
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表 5－1(1) 鋼管杭の曲げ破壊に対する照査における最大照査値（②－②断面） 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 降伏 

モーメント 

My(N/mm2) 

照査値 

Mmax/My 
曲げモーメント 

Mmax(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
② 75995 906 89015 0.86 

 

表 5－1(2) 鋼管杭の曲げ破壊に対する照査における最大照査値（③－③断面） 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 降伏 

モーメント 

My(N/mm2) 

照査値 

Mmax/My 
曲げモーメント 

Mmax(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
② 83027 1176 88888 0.94 
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5.1.2 せん断力照査 

鋼管杭のせん断破壊に対する照査における最大照査値の評価時刻での断面力図

を図 5－2 に，せん断力に対する照査結果を表 5－2 に示す。鋼管杭の発生断面力が

許容限界以下であることを確認した。 
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図 5－2(1) 鋼管杭のせん断破壊に対する照査における最大照査値の評価時刻での断面力

（②－②断面，Ｓｓ－Ｄ(－＋)，t＝15.04s） 

解析ケース②：地盤物性のばらつきを考慮した解析ケース（平均値＋1σ） 

 

 

図 5－2(2) 鋼管杭のせん断破壊に対する照査における最大照査値の評価時刻での断面力

（③－③断面，Ｓｓ－Ｄ(－＋)，t＝13.21s） 

解析ケース②：地盤物性のばらつきを考慮した解析ケース（平均値＋1σ） 
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表 5－2(1) 鋼管杭のせん断破壊に対する照査における最大照査値（②－②断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5－2(2) 鋼管杭のせん断破壊に対する照査における最大照査値（③－③断面） 

 

 

 

 

 

 

 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 

許容せん断力 

Qa (kN) 

照査値 

Qmax/Qa 
せん断力 

Qmax(kN) 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
② 18756 95166 0.20 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 

許容せん断力 

Qa (kN) 

照査値 

Qmax/Qa 
せん断力 

Qmax(kN) 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
② 18714 95166 0.20 
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5.2 被覆コンクリート壁 

３次元構造解析に基づく，被覆コンクリート壁の照査結果を示す。評価対象位置は，

評価の厳しくなる杭間とした。評価対象位置図を図 5－3 に示す。評価対象位置は，②

－②断面においては①～⑤で番号付けた各々の赤枠の範囲とし，③－③断面においては

①～⑦で番号付けた各々の赤枠の範囲とする。 

 

 

 

図 5－3(1) 評価対象位置図（②－②断面 平面図） 

 

 

図 5－3(2) 評価対象位置図（③－③断面 平面図） 
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図 5－3(3) 評価対象位置図（②－②断面 正面図） 

 

 

 

図 5－3(4) 評価対象位置図（③－③断面 正面図） 
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5.2.1 曲げ照査 

コンクリートの曲げ照査の最大照査値が発生している評価対象位置での断面力

を図 5－4 に，曲げ圧縮応力に対する照査結果を表 5－3 に，鉄筋の曲げ照査の最大

照査値が発生している評価対象位置での断面力を図 5－5 に，曲げ引張応力に対す

る照査結果を表 5－4 に示す。 

この結果から被覆コンクリート壁の発生応力が許容限界以下であることを確認

した。 

 

 

図 5－4(1) コンクリートの曲げ圧縮応力に対する照査において用いる断面力 

（②－②断面，Ｓｓ－Ｄ(－＋)，t＝9.15s，評価対象位置③） 

 

 

図 5－4(2) コンクリートの曲げ圧縮応力に対する照査において用いる断面力 

（③－③断面，Ｓｓ－Ｄ(－＋)，t＝9.56s，評価対象位置③） 
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表 5－3(1) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（②－②断面，Ｓｓ－Ｄ(－＋)，t＝9.15s，評価対象位置③） 

評価対象位置 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

③ -372 0 0.9 13.5 0.07 

 

表 5－3(2) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（③－③断面，Ｓｓ－Ｄ(－＋)，t＝9.56s，評価対象位置③） 

評価対象位置 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

③ 604 19 1.2 13.5 0.10 
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図 5－5(1) 鉄筋の曲げ引張応力に対する照査において用いる断面力 

（②－②断面，Ｓｓ－Ｄ(－＋)，t＝9.15s，評価対象位置③） 

 

 

図 5－5(2) 鉄筋の曲げ引張応力に対する照査において用いる断面力 

（③－③断面，Ｓｓ－Ｄ(－＋)，t＝9.56s，評価対象位置③） 
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表 5－4(1) 鉄筋に対する照査における最大照査値 

（②－②断面，Ｓｓ－Ｄ(－＋)，t＝9.15s，評価対象位置③） 

評価対象位置 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

③ -372 0 67.2 294 0.23 

 

表 5－4(2) 鉄筋に対する照査における最大照査値 

（③－③断面，Ｓｓ－Ｄ(－＋)，t＝9.56s，評価対象位置③） 

評価対象位置 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

③ 604 19 99.0 294 0.34 

 

  



 

47 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
10
-2
-3
-3
 R
0 

5.2.2 せん断力照査 

せん断力照査の最大照査値が発生している評価対象位置での断面力図 5－6 に，

コンクリートのせん断力に対する照査結果を表 5－5 に示す。 

この結果から被覆コンクリート壁の発生応力が許容限界以下であることを確認

した。 

 

 

図 5－6(1)  コンクリートのせん断破壊に対する照査において用いる断面力 

（②－②断面，Ｓｓ－Ｄ(－＋)，t＝9.15s，評価対象位置②） 

 

 

図 5－6(2) コンクリートのせん断破壊に対する照査において用いる断面力 

（③－③断面，Ｓｓ－Ｄ(－＋)，t＝9.56s，評価対象位置①） 
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表 5－5(1) コンクリートのせん断破壊に対する照査における最大照査値 

（②－②断面，Ｓｓ－Ｄ(－＋)，t＝9.15s，評価対象位置②） 

評価対象位置 

発生断面力 せん断 

応力度 

τc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τca(N/mm2) 

照査値 

τc/τca 
せん断力 

Q(kN) 

② -172 0.09 0.67 0.14 

 

表 5－5(2) コンクリートのせん断破壊に対する照査における最大照査値 

（③－③断面，Ｓｓ－Ｄ(－＋)，t＝9.56s，評価対象位置①） 

評価対象位置 

発生断面力 せん断 

応力度 

τc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τca(N/mm2) 

照査値 

τc/τca 
せん断力 

Q(kN) 

① 278 0.13 0.67 0.20 

 

  



 

49 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
10
-2
-3
-3
 R
0 

5.4 改良地盤④ 

改良地盤④のすべり安全率による評価結果を表 5－6 に，最小すべり安全率となる時

刻におけるすべり線及び局所安全係数分布を図 5－7 に示す。これらの結果から，改良

地盤④のすべり安全率が 1.2 以上あることを確認した。 

 

表 5－6 改良地盤④のすべり安全率評価結果（②－②断面） 

地震動 解析ケース 発生時刻（ｓ） 最小すべり安全率 

Ｓｓ－Ｄ 

（－－） 
① 14.97 1.73 

 

 

 

図 5－7 改良地盤④の最小すべり安全率時刻におけるすべり線及び局所安全係数分布 

（②－②断面，Ｓｓ－Ｄ(－－)，t＝14.97s） 

解析ケース①：基本ケース（平均値） 
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5.5 止水目地 

地震時の止水目地の相対変位量に対する照査結果を表 5－7 に示す。 

地震時の止水目地の相対変位量に対する照査を行った結果，変位量が許容限界以下

であることを確認した。 

 

表 5－7 ジョイント設置箇所の地震時相対変位量 

方向 地震動 
解析 

ケース 

地震時相対変位量 

（mm） 

許容限界 

（mm） 

δx：②－②断面 

  （横断方向） 
Ｓｓ－Ｄ（－＋） ② 988.14 － 

δy：⑦－⑦断面 

  （縦断方向） 
Ｓｓ－Ｄ（＋＋） ① 10.52 － 

δｚ：⑦－⑦断面 

  （縦断方向） 
Ｓｓ－Ｄ（＋－） ① 14.04 － 

合成方向 

（3 方向合成） 
－ － 988.30 1580 
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5.6 基礎地盤 

基礎地盤の支持性能評価結果を表 5－8 に示す。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の杭先端部に生じる最大軸力が極限支持力以下である

ことを確認した。 

 

表 5－8(1) 基礎地盤の支持性能評価結果（②－②断面） 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 
軸応力度 

Rｄ（kN/mm2） 

極限支持力 

Rｕ（kN/mm2） 

照査値 

Rｄ／Rｕ 
軸力 

Nmax（kN） 

Ｓｓ－Ｄ

（－＋） 
② 5783 1.5 9.8 0.16 

 

表 5－8(2) 基礎地盤の支持性能評価結果（③－③断面） 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 
軸応力度 

Rｄ（kN/mm2） 

極限支持力 

Rｕ（kN/mm2） 

照査値 

Rｄ／Rｕ 
軸力 

Nmax（kN） 

Ｓｓ－Ｄ

（－＋） 
③ 5832 1.5 9.8 0.16 
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Ⅵ-2-10-2-4 防波壁通路防波扉の耐震性についての計算書 

 

 

  



 

 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
10

-2
-4

 R
0 

防波壁通路防波扉の耐震性についての計算書 

 

1. 防波壁通路防波扉（１号機北側，２号機北側）に関する耐震計算書 

2. 防波壁通路防波扉（荷揚場南）に関する耐震計算書 

3. 防波壁通路防波扉（３号機東側）に関する耐震計算書 
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１．防波壁通路防波扉（１号機北側，２号機北側） 

に関する耐震計算書 
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1. 概要 

本資料は，VI-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の

設計方針に基づき，津波防護施設である防波壁通路防波扉（以下「防波扉」という。）の

うち，防波壁通路防波扉（１号機北側）（以下「防波扉（１号機北側）」という。）及び

防波壁通路防波扉（２号機北側）（以下「防波扉（２号機北側）」という。）が，設計用

地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明するものである。 

防波扉に要求される機能の維持を確認するに当たっては，応力評価に基づく，構造部材

の健全性評価を行う。 
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2. 一般事項 

2.1 検討対象防波扉一覧 

検討対象の防波扉を表 2－1 に示す。 

  

表 2－1 検討対象防波扉一覧 

扉名称 
設置高さ 

EL(m) 

防波扉（１号機北側） 9.5 

防波扉（２号機北側） 9.5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

3 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0
-2
-4
 R
0 

2.2 配置概要 

防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）の設置位置を図 2－1 に，防波扉

（１号機北側）の構造概要を図 2－2 に，防波扉（２号機北側）の構造概要を図 2－3

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 防波扉設置位置 
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平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ―Ａ断面              Ｂ－Ｂ断面 

断面図 

図 2－2 防波扉（１号機北側）構造概要 
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平面図 

Ａ―Ａ断面              Ｂ－Ｂ断面 

断面図 

図 2－3 防波扉（２号機北側）構造概要 
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2.3 構造計画 

防波扉の構造計画を表 2－2 に示す。防波扉は扉板，芯材，カンヌキ，ヒンジ部（ヒ

ンジ板，ヒンジピン，ヒンジボルト），扉枠，アンカーボルトにより構成され，アン

カーボルトにより躯体へ固定する構造とする。なお，固定する躯体は防波壁（多重鋼

管杭式擁壁）である。 

 

表 2－2 防波扉の構造計画（防波扉（１号機北側），防波扉（２号機北側）） 

計画の概要 
説明図 

基礎・支持構造 主体構造 

扉開放時におい

ては,ヒンジに

より扉が扉枠に

固定され，扉閉

止時において

は，カンヌキ

（差込形）によ

り扉と扉枠を一

体化する構造と

する。 

扉枠はアンカー

ボルトにより躯

体（防波壁（多

重鋼管杭式擁

壁））へ固定す

る構造とする。 

片開型の鋼製扉

とし，鋼製の扉

板に芯材を取付

け，扉に設置さ

れたカンヌキ

（差込形）を鋼

製の扉枠に差込

み，扉体と扉枠

を一体化させる

構造とする。 

また，扉と躯体

の接続はヒンジ

部を介する構造

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面図 

 

 

  

扉板

扉枠

ヒンジ部

カンヌキ

ヒンジ部

アンカーボルト

アンカーボルト

躯体（防波壁
（多重鋼管杭式擁壁））

芯材

芯材
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2.4 評価方針 

防波扉の耐震評価は，V-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の

組合せ並びに許容限界に基づき「2.3 構造計画」に示す防波扉の構造を踏まえ，

「4.1 評価対象部位」にて設定する評価部位において，設計用地震力により算出した

応力等が許容限界内に収まることを，「4.5 評価方法」に示す方法にて確認する。応

力評価の確認結果を「5．評価結果」にて示す。 

耐震評価フローを図 2－4 に示す。 

 

 

図 2―4 防波扉の耐震評価フロー 
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2.5 適用規格・基準等 

適用する規格，基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令 

・機械工学便覧（日本機械学会，2005 年改訂） 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 年改定） 

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 年改定） 

・ＪＩＳ Ｇ ４３０３－2012 ステンレス鋼棒 

・ＪＩＳ Ｇ ４０５１－2016 機械構造用炭素鋼鋼材 

・ＪＩＳ Ｇ ４０５３－2016 機械構造用合金鋼鋼材 

・防波堤の耐津波設計ガイドライン（国土交通省港湾局，平成 25 年 9 月（平成 27 年

12 月一部改訂） 
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2.6 記号の説明 

防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）の耐震評価に用いる記号を表 2－3

に示す。 

 

表 2－3（1） 耐震評価に用いる記号（1/2） 

記号 単位 定義 

Ｇ kN 扉の固定荷重 

Ｐｋ kN 風荷重 

Ｓｓ kN 基準地震動Ｓｓによる地震荷重 

ｋ G 設計震度 

Ｗ1 kN スラスト荷重 

ｋＵＤ G 鉛直震度 

Ｆ1 kN 扉幅方向転倒力 

Ｆ2 kN 扉厚方向転倒力 

ｋＨ G 水平震度 

Ｗ2 kN/m2 風圧力 

Ｌ1 m 扉幅方向の扉重心とヒンジ芯間距離 

Ｌ2 m 扉厚方向の扉重心とヒンジ芯間距離 

Ｌ3 m ヒンジ芯間距離 

Ｌ4 m 扉幅 

Ｌ5 m 扉高さ 

Ｍ1 kN・m ヒンジ板の曲げモーメント 

Ｌ6 m ヒンジ板の 2 軸間距離 

Ｑ1 kN ヒンジ板に生じるせん断力 

Ｔ1 kN ヒンジ板に生じる引張力 

Ｍ2 kN・m ヒンジピンの曲げモーメント 

Ｌ7 mm ヒンジ板と受板間距離 

Ｑ2 kN ヒンジピンに生じるせん断力 

Ｃ1 kN ヒンジピンに生じる圧縮力 

Ｑ3 kN/本 ヒンジボルトに生じるせん断力 

ｎ1 本 ヒンジボルトの本数 

Ｔ2 kN/本 ヒンジボルトに生じる引張力 

Ｒ1 kN/本 カンヌキ 1 本当たりに作用する荷重 

ｎ2 本 カンヌキの本数 

Ｍ3 kN・m カンヌキの曲げモーメント 
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表 2－3（2） 耐震評価に用いる記号（2/2） 

記号 単位 定義 

Ｌ8 m カンヌキの扉外間距離 

Ｑ4 kN カンヌキに生じるせん断力 

Ｗ1ａ kN 扉と扉枠の重量を含んだスラスト荷重 

Ｆ1ａ kN 扉と扉枠の重量を含んだ扉幅方向転倒力 

Ｇａ kN ヒンジ側枠の固定荷重 

Ｎ 本 ヒンジ側のアンカーボルト総本数 

Ｔ3 kN アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力 

Ｑ5 kN アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力 

σ1 N/mm2 ヒンジ板に生じる曲げ応力度 

Ｚ1 mm3 ヒンジ板の断面係数 

τ1 N/mm2 ヒンジ板に生じるせん断応力度 

Ａ1 mm2 ヒンジ板の断面積 

σＴ1 N/mm2 ヒンジ板に生じる引張応力度 

ｘ1 N/mm2 ヒンジ板に生じる組合せ応力度 

σ2 N/mm2 ヒンジピンに生じる曲げ応力度 

Ｚ2 mm3 ヒンジピンの断面係数 

τ2 N/mm2 ヒンジピンに生じるせん断応力度 

Ａ2 mm2 ヒンジピンの断面積 

σｃ1 N/mm2 ヒンジピンに生じる圧縮応力度 

Ｃ1 kN ヒンジピンに生じる圧縮力 

ｘ2 N/mm2 ヒンジピンに生じる組合せ応力度 

τ3 N/mm2 ヒンジボルトに生じるせん断応力度 

Ａ3 mm2 ヒンジボルトの断面積 

σＴ2 N/mm2 ヒンジボルトに生じる引張応力度 

σ3 N/mm2 カンヌキに生じる曲げ応力度 

Ｚ3 mm3 カンヌキの断面係数 

τ4 N/mm2 カンヌキに生じるせん断応力度 

Ａ4 mm2 カンヌキの断面積 

ｘ3 N/mm２ カンヌキに生じる組合せ応力度 

Ｔ3Ａ kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力 

Ｑ5Ａ kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力 
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3. 固有値解析 

3.1 固有振動数の算出方法 

防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）の構造に応じた解析モデルを設定

し，1 次固有振動数を算出する。 

 

3.1.1 解析モデルの設定 

防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）は，ヒンジ部及びカンヌキに

より扉と扉枠を固定する構造であることから，扉閉止時については両端固定梁

に，扉開放時については単純化したモデルとし，モデル化に用いる芯材の長さは

扉板幅とする。解析モデル図を図 3－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）の固有値解析モデル 
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3.2 固有振動数の算出条件等 

3.2.1 記号の説明 

防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）の固有振動数算出に用いる記

号を表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 防波扉の固有振動数に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｆ Hz 防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）の 1 次固有

振動数 

ℓ  mm モデル化に用いる芯材の長さ 

Ｅ N/m2 ヤング率 

Ｉ mm4 断面二次モーメント 

ｍ kg/m 質量分布 

 

3.2.2 固有振動数の算出方法 

1 次固有振動数ｆを「機械工学便覧（日本機械学会，2005 改訂）」に基づき以

下の式より計算する。ここで，防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）

の固有振動数は水平方向（扉体面外方向）について算出するものとし，鉛直方向

（扉体面内方向）については，扉に配された鉛直方向の芯材等の軸剛性が，面外

方向の剛性に比べて十分に大きいため，固有振動数の算出を省略する。 

 

(1) 扉閉止時 

 ｆ＝
４．７３０

２

２πℓ
２

∙ √
ＥＩ

ｍ
  

 

(2) 扉開放時  

扉開放時においては，面外方向については剛体モード（固有振動数がほぼゼ

ロ）となり，これに伴う荷重の増幅は生じないが，本評価においては保守的に

芯材が自由振動するものとして，下記の評価式にて固有振動数を算出する。  

 

 ｆ＝
３．９２７

２

２πℓ
２

∙ √
ＥＩ

ｍ
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3.2.3 固有振動数の算出条件 

防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）の固有振動数の算出条件を表 3

－2 に示す。 

 

表 3－2 固有振動数の算出条件 

部位 

モデル化に

用いる芯材

長さ 

ℓ (mm) 

ヤング率 

Ｅ(N/m2) 

断面二次 

モーメント 

Ｉ(mm4) 

質量分布 

ｍ(kg/m) 

防波扉（１号機北側）及び

防波扉（２号機北側） 
1020 2.05×1011 2260×104 1666.7 

 

 

 

3.3 固有振動数の算出結果 

防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）の固有振動数の算出結果を表 3－3

に示す。防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）の固有振動数は 20Hz 以上で

あり，剛構造であることを確認した。 

 

表 3－3 固有振動数の算出結果 

部位 

固有振動数 

f（Hz） 

扉閉止時 扉開放時 

防波扉（１号機北側）及び

防波扉（２号機北側） 
180.50 124.14 
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4. 耐震評価 

4.1  評価対象部位 

評価対象部位は「2.3 構造計画」に示す防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北

側）の構造上の特徴を踏まえ選定する。 

基準地震動Ｓｓによる地震荷重により防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）

に生じる慣性力は，ヒンジ部（ヒンジ板，ヒンジピン，ヒンジボルト）及びカンヌキか

ら扉枠に伝わり，扉枠を固定するアンカーボルトを介し，開口部周囲の躯体（防波壁（多

重鋼管杭式擁壁））に伝達されることから，評価対象部位をヒンジ部，カンヌキ及びア

ンカーボルトとする。 

図 4－1 に防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）閉止時の荷重の作用イメ

ージと評価対象部位を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）閉止時に作用する荷重の作用図 

Ｐｋ ：風荷重

：評価対象部位に作用する荷重

：評価対象部位

ｋＨ ：水平方向地震力

ｋＵＤ：鉛直方向地震力
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4.2 荷重及び荷重の組合せ 

4.2.1 荷重の設定 

(1) 扉の固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）の自重を考慮

する。 

 

(2) 風荷重（Ｐｋ） 

風荷重については，設計基準風速を 30m/s とし，建築基準法に基づき算定する。 

   

(3) 地震荷重（Ｓｓ） 

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。「4.4 設計用地震力」で設定した設計

震度を用いて次式により算出する。 

 

Ｓｓ＝Ｇ・ｋ 

 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重（kN） 

Ｇ ：扉の固定荷重（kN） 

ｋ ：設計震度（G） 

 

なお，水平及び鉛直地震力による組合せ応力が作用する部位は，水平方向と鉛直

方向の地震力が同時に作用するものとして評価する。 

 

 4.2.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 4－1 に示す。 

 

表 4－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時 Ｓｓ Ｇ＋Ｐｋ＋Ｓｓ 

          Ｇ  ：扉の固定荷重 

        Ｐｋ ：風荷重 

        Ｓｓ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重 
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4.3 許容限界 

許容限界は V-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している許容限界を踏まえて

設定する。 

 

4.3.1 使用材料 

防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）を構成するヒンジ部，カンヌキ，

アンカーボルトの使用材料を表 4－2 に示す。 

 

表 4－2 使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

ヒンジ部 

ヒンジ板 SS400 PL-70×150 

ヒンジピン S45C 60φ 

ヒンジボルト SCM435 M22 

カンヌキ SUS304 80φ 

アンカーボルト SS400 M16×160 

 

 4.3.2 許容限界 

(1) 鋼材 

鋼材の許容限界は「鋼構造設計規準―許容応力度設計法―（（社）日本建築学

会，2005 年改定）」（以下「Ｓ規準」という。）に基づき算定した短期許容応力

度とする。表 4－3 に値を示す。 

 

表 4－3 鋼材の許容応力度 

材質 
短期許容応力度(N/mm2)＊1 

引張 曲げ 圧縮 せん断 

SS400 
t≦40＊2 235 235 235 135 

40＜t≦100＊2 215 215 215 124 

SUS304 205 205 205 118 

SCM435 651 651 651 375 

S45C 345 345 345 199 

注記＊1：許容応力度を決定する場合の基準値Ｆは，日本産業規格（ＪＩＳ）に基づく。 

＊2：t は板厚(㎜)を示す。 
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(2)  アンカーボルト 

アンカーボルトの許容限界は，「3.1 評価対象部位」に記載したアンカーボル

トに作用する荷重の向きを踏まえて，「各種合成構造設計指針・同解説（（社） 

日本建築学会， 2010 改定）」（以下「各種合成構造設計指針・同解説」とい

う。）に基づき算定した表 4－4 の値とする。 

なお，評価対象部位のアンカーボルトが引張力を受ける場合においては，アン

カーボルトの降伏により決まる耐力及び付着力により決まる耐力を比較して，い

ずれか小さい値を許容限界に設定する。また，評価対象部位のアンカーボルトが

せん断力を受ける場合においては，アンカーボルトのせん断強度により決まる耐

力，定着したコンクリート躯体の支圧強度により決まる耐力及びコーン状破壊に

より決まる耐力を比較して，いずれか小さい値を採用する。 

 

表 4－4 アンカーボルトの許容限界 

材質 
許容耐力（kN/本） 

引張 せん断 

SS400（t≦40＊） 47 33 

注記＊：t は板厚(㎜)を示す。 
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4.4 設計用地震力 

「3.  固有値解析」に示したとおり，防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北

側）の固有振動数が 20Hz 以上であることを確認したため，防波扉（１号機北側）及び

防波扉（２号機北側）の耐震計算に用いる設計震度は，Ⅵ-2-10-2-2-3「防波壁（多重

鋼管杭式擁壁）の地震応答計算書」に示す防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機

北側）設置位置の最大応答加速度に基づき設定した表 4－5 の値とする。 

 

表 4－5 設計用地震力 

地震動 
設置場所及び 

設置高さ (m) 

地震による設計震度 

水平方向

ｋＨ 

鉛直方向

ｋＵＤ 

基準地震動Ｓｓ 

防波扉（１号機北側）及び

防波扉（２号機北側） 

：EL 9.5m 

3.5 1.0 
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4.5 評価方法 

4.5.1 応力算定 

(1) ヒンジ部 

ヒンジ部は，ヒンジ板，ヒンジピン及びヒンジボルトで構成されており，次式に

より算定するスラスト荷重（回転軸線方向荷重）及び転倒力から，各部材に発生す

る応力を算定する。ヒンジ部に作用する荷重の例を図 4－2 に示す。 

 

   Ｗ1＝Ｇ＋ｋＵＤ・Ｇ 

   Ｆ1＝Ｗ1・Ｌ1／Ｌ3＋ｋＨ・Ｇ／2 

   Ｆ2＝Ｗ1・Ｌ2／Ｌ3＋Ｗ2・Ｌ4・Ｌ5 

 

    Ｗ1  ：スラスト荷重（kN） 

Ｇ   ：扉の固定荷重（kN） 

ｋＵＤ ：鉛直震度（G） 

Ｆ1  ：扉幅方向転倒力（kN） 

Ｆ2  ：扉厚方向転倒力（kN） 

ｋＨ ：水平震度（G） 

Ｗ2  ：風圧力（kN/m2） 

Ｌ1  ：扉幅方向の扉重心とヒンジ芯間距離（m） 

Ｌ2  ：扉厚方向の扉重心とヒンジ芯間距離（m） 

Ｌ3  ：ヒンジ芯間距離（m） 

Ｌ4  ：扉幅（m） 

Ｌ5  ：扉高さ（m） 

図 4－2  ヒンジ部に作用する荷重の例 

  

Ｆ1

Ｆ1

Ｌ3

ｋＨ

ｋＵＤ

Ｗ1

Ｌ1

Ｌ4

Ｌ5

Ｐｋ

Ｆ1

Ｆ2

ｋＨＬ2

Ｌ4



 

20 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0
-2
-4
 R
0 

a. ヒンジ板 

ヒンジ板に生じる応力は，次式により算定する。ヒンジ板に作用する荷重の例

を図 4－3 に示す。 

 

    Ｍ1＝Ｗ1・Ｌ6 

    Ｑ1＝Ｗ1 

    Ｔ1＝Ｆ1 

 

Ｍ1：ヒンジ板の曲げモーメント（kN・m） 

Ｗ1：スラスト荷重（kN） 

Ｌ6：ヒンジ板の 2 軸間距離（m） 

Ｑ1：ヒンジ板に生じるせん断力（kN） 

Ｔ1：ヒンジ板に生じる引張力（kN） 

Ｆ1：扉幅方向転倒力（kN） 

 

図 4－3 ヒンジ板に作用する荷重の例 

  

Ｌ6

ヒンジ板

Ｆ1

Ｗ1
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b. ヒンジピン 

ヒンジピンに生じる応力は，次式により算定する。ヒンジピンに作用する荷重

の例を図 4－4 に示す。 

 

    Ｍ2＝√Ｆ
1

 2
＋Ｆ

2

 2
・Ｌ

7 

    Ｑ2＝√Ｆ
1

 2
＋Ｆ

2

 2
 

    Ｃ1＝Ｗ１ 

      

     Ｍ2：ヒンジピンの曲げモーメント（kN・m） 

     Ｆ1：扉幅方向転倒力（kN） 

     Ｆ2：扉厚方向転倒力（kN） 

     Ｌ7：ヒンジ板と受板間距離（mm） 

     Ｑ2：ヒンジピンに生じるせん断力（kN） 

     Ｃ1：ヒンジピンに生じる圧縮力（kN） 

     Ｗ1：スラスト荷重（kN） 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－4 ヒンジピンに作用する荷重の例 
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c. ヒンジボルト 

ヒンジボルトに生じる応力は，次式により算定する。ヒンジボルトに作用する

荷重の例を図 4－5 に示す。 

 

    Ｑ3＝
√Ｗ

1

 2
+Ｆ

1

 2

ｎ
1

 

    Ｔ2＝Ｆ1／ｎ1 

 

Ｑ3：ヒンジボルトに生じるせん断力（kN/本） 

Ｗ1：スラスト荷重（kN） 

Ｆ1：扉幅方向転倒力（kN） 

ｎ1：ヒンジボルトの本数 

Ｔ2：ヒンジボルトに生じる引張力（kN/本） 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

図 4－5 ヒンジボルトに作用する荷重の例 
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(2) カンヌキ  

カンヌキに生じる応力は，次式により算定する。カンヌキに作用する荷重の例を

図 4－6 に示す。 

 

   Ｒ1＝ｋＨ・Ｇ／ｎ2 

 

Ｒ1 ：カンヌキ１本当たりに作用する荷重（kN/本） 

ｋＨ：水平震度（G） 

Ｇ ：扉の固定荷重（kN） 

ｎ2 ：カンヌキの本数（本） 

 

   Ｍ３＝Ｒ１・Ｌ８ 

   Ｑ４＝Ｒ１ 

 

    Ｍ３：カンヌキの曲げモーメント（kN・ｍ） 

    Ｌ８：カンヌキの扉外間距離（ｍ） 

    Ｑ４：カンヌキに生じるせん断力（kN） 

 

 

図 4－6 カンヌキに作用する荷重の例 

  



 

24 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0
-2
-4
 R
0 

(3) アンカーボルト 

アンカーボルトに生じる応力は，ヒンジ側で荷重を負担するものとして，次式に

より算出する。ここで，アンカーボルトに作用する荷重は，扉の開閉状況に応じ，

せん断又は引張りに作用する。アンカーボルトに作用する荷重の例を図 4－7 に示

す。 

 

   Ｗ1a＝（Ｗ1＋ｋＵＤ・Ｇa）／Ｎ 

   Ｆ1a＝（Ｆ1＋ｋＨ・Ｇa）／Ｎ 

 

Ｗ1ａ：扉と扉枠の重量を含んだスラスト荷重（kN） 

Ｗ1   ：スラスト荷重（kN） 

Ｆ1ａ：扉と扉枠の重量を含んだ扉幅方向転倒力（kN） 

Ｆ1  ：扉幅方向転倒力（kN） 

Ｇａ ：ヒンジ側枠の固定荷重（kN） 

ｋＵＤ：鉛直震度（G） 

ｋＨ  ：水平震度（G） 

Ｎ   ：ヒンジ側のアンカーボルト総本数（本） 

 

   Ｔ3＝Ｑ5＝√Ｗ
1a

  2
+ Ｆ

1a

  2
  

      

    Ｔ3  ：アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力（kN） 

    Ｑ5  ：アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力（kN） 

図 4－7 アンカーボルトに作用する荷重の例 

  

Ｆ1ａ

Ｆ1ａ

Ｗ1ａ
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4.5.2 断面検定 

各部材に生じる応力より算定する応力度等が，許容限界を下回ることを確認す

る。なお，異なる荷重が同時に作用する部材については，組合せを考慮する。 

 

(1) ヒンジ部 

a. ヒンジ板 

ヒンジ板に生じる曲げ応力度及びせん断力度から，組合せ応力度を「Ｓ規

準」に基づく次式により算定し，ヒンジ板の短期許容応力度を下回ることを確

認する。 

 

(a)  曲げ応力度 

σ1＝Ｍ1／Ｚ1 

      

σ1：ヒンジ板に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ1：ヒンジ板の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ1：ヒンジ板の断面係数（mm3） 

 

(b)  せん断応力度 

τ1＝Ｑ1／Ａ1 

     

τ1：ヒンジ板に生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ1：ヒンジ板に生じるせん断力（kN） 

Ａ1：ヒンジ板の断面積（mm2） 

 

(c)  引張応力度 

σＴ1＝Ｔ1／Ａ1 

     

σＴ1：ヒンジ板に生じる引張応力度（N/mm2） 

Ｔ1 ：ヒンジ板に生じる引張力（kN） 

Ａ1 ：ヒンジ板の断面積（mm2） 
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(d)  組合せ曲げ応力度 

ｘ1＝√σ
1

 2
+ 3τ

1

 2
 

    

ｘ1：ヒンジ板に生じる組合せ応力度（N/mm2） 

σ1：ヒンジ板に生じる曲げ応力度（N/mm2）  

τ1：ヒンジ板に生じるせん断応力度（N/mm2）  

 

        

b. ヒンジピン 

ヒンジピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を「Ｓ

規準」に基づく次式により算定し，ヒンジピンの短期許容応力度を下回ること

を確認する。 

 

(a)  曲げ応力度 

σ2＝Ｍ2／Ｚ2 

    

σ2：ヒンジピンに生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ2：ヒンジピンの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ2：ヒンジピンの断面係数（mm3） 

 

(b)  せん断応力度 

τ2＝Ｑ2／Ａ2 

     

τ2：ヒンジピンに生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ2：ヒンジピンに生じるせん断力（kN） 

Ａ2：ヒンジピンの断面積（mm2） 

 

(c)  圧縮応力度 

σC1＝Ｃ1／Ａ2 

     

σC1 ：ヒンジピンに生じる圧縮応力度（N/mm2） 

Ｃ1 ：ヒンジピンに生じる圧縮力（kN） 

Ａ2 ：ヒンジピンの断面積（mm2） 
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(d)  組合せ曲げ応力度 

ｘ2＝√σ
2

 2
+ 3τ

2

 2
 

      

ｘ2：ヒンジピンに生じる組合せ応力度（N/mm2） 

σ2：ヒンジピンに生じる曲げ応力度（N/mm2）  

τ2：ヒンジピンに生じるせん断応力度（N/mm2）  

 

c. ヒンジボルト 

ヒンジボルトに生じるせん断応力度を次式により算定し，ヒンジボルトの短

期許容応力度を下回ることを確認する。 

 

(a)  せん断応力度 

τ3＝Ｑ3／Ａ3 

     

τ3：ヒンジボルトに生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ3：ヒンジボルトに生じるせん断力（kN） 

Ａ3：ヒンジボルトの断面積（mm2） 

 

(b)  引張応力度 

σＴ2＝Ｔ2／Ａ3 

     

σＴ2：ヒンジボルトに生じる引張応力度（N/mm2） 

Ｔ2 ：ヒンジボルトに生じる引張力（kN） 

Ａ3 ：ヒンジボルトの断面積（mm2） 
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(2) カンヌキ 

カンヌキに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を「Ｓ規

準」に基づく次式により算定し，カンヌキの短期許容応力度を下回ることを確認

する。 

 

(a)  曲げ応力度 

σ3＝Ｍ3／Ｚ3 

    

σ3：カンヌキに生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ3：カンヌキの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ3：カンヌキの断面係数（mm3） 

 

(b)  せん断応力度 

τ4＝Ｑ4／Ａ4 

    

τ4：カンヌキに生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ4：カンヌキに生じるせん断力（kN） 

Ａ4：カンヌキの断面積（mm2） 

 

(c)  組合せ曲げ応力度 

ｘ3＝√σ
3

 2
+ 3τ

4

 2
 

      

ｘ3：カンヌキに生じる組合せ応力度（N/mm2） 

σ3：カンヌキに生じる曲げ応力度（N/mm2）  

τ4：カンヌキに生じるせん断応力度（N/mm2）  
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(3) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力及びせん断力が「各種合成構造設計

指針・同解説」に基づき算定したアンカーボルトの短期許容荷重以下であること

を確認する。 

 

（Ｔ3／Ｔ3Ａ）2＋（Ｑ5／Ｑ5Ａ）2≦1.0 

 

Ｔ3／Ｔ3Ａ≦1.0 

 

Ｔ3  ：アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力(kN) 

Ｔ3Ａ ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力(kN) 

 

Ｑ5／Ｑ5Ａ≦1.0 

 

Ｑ5   ：アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力(kN) 

Ｑ5Ａ ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力(kN) 
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5. 評価条件 

耐震評価に用いる評価条件を表 5－1 に示す。 

 

表 5－1 耐震評価に用いる条件 

対象部位 記号 単位 定義 値 

共通 

Ｇ kN 扉重量 16.67 

ｋＵＤ G 鉛直震度 1.0 

ｋＨ G 水平震度 3.5 

Ｗ2 kN/m2 風圧力 1.713 

Ｌ1 m 扉幅方向の扉重心とヒンジ芯間距離 0.623 

Ｌ2 m 扉厚方向の扉重心とヒンジ芯間距離 0.407 

Ｌ3 m ヒンジ芯間距離 1.621 

Ｌ4 m 扉幅 1.02 

Ｌ5 m 扉高さ 2.171 

ヒン

ジ部 

ヒンジ板 

Ｌ6 m ヒンジ板の 2 軸間距離 0.34 

Ｚ1 mm3 ヒンジ板の断面係数 262500 

Ａ1 mm2 ヒンジ板の断面積 10500 

ヒンジピン 

Ｌ7 mm ヒンジ板と受板間距離 0.046 

Ｚ2 mm3 ヒンジピンの断面係数 21210 

Ａ2 mm2 ヒンジピンの断面積 2827 

ヒンジ 

ボルト 

ｎ1 本 ヒンジボルトの本数 6 

Ａ3 mm2 ヒンジボルトの断面積 303 

カンヌキ 

ｎ2 本 カンヌキの本数 8 

Ｌ8 m カンヌキの扉外間距離 0.131 

Ｚ3 mm3 カンヌキの断面係数 50270 

Ａ4 mm2 カンヌキの断面積 5027 

アンカーボルト 
Ｇａ kN ヒンジ側枠の固定荷重 8.336 

Ｎ 本 ヒンジ側アンカーボルト総本数 9 
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6. 評価結果 

防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）の評価結果を表 6－1 に示す。各部材

の断面検定を行った結果，発生応力度又は荷重が許容限界を下回る。 

 

表 6－1 断面検定結果 

扉名称 評価対象部位 分類 

発生応力度

又は荷重 

（N/mm2） 

許容限界 

（N/mm2） 

発生応力度/ 

許容限界 

防波扉

（１号機

北側）及

び防波扉

（２号機

北側） 

ヒ

ン

ジ

部 

ヒンジ板 
組合せ 45 215 0.21 

引張 4 215 0.02 

ヒンジピン 
組合せ 99 345 0.29 

圧縮 12 345 0.04 

ヒンジボルト 
せん断 30 375 0.08 

引張 24 651 0.04 

カンヌキ 組合せ 30 205 0.15 

アンカーボルト 
引張 9.163 47 0.20 

せん断 9.163 33 0.28 
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２．防波壁通路防波扉（荷揚場南）に関する耐震計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-l-9「機能維持の基本方針」に設定している構造強度及び機能維持の設

計方針に基づき，防波壁通路防波扉（荷揚場南）（以下「防波扉（荷揚場南）」という。）

が基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度及び止水機能を有していることを確認するも

のである。 

防波扉（荷揚場南）に要求される機能の維持を確認するに当たっては，構造部材の健全

性評価では，地震応答解析に基づく施設・地盤の健全性評価を行う。基礎地盤の支持性能

評価では，地震応答解析により基礎地盤に発生した接地圧を確認する。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

防波扉（荷揚場南）の位置図を図 2－1 に示す。 

  

 

 

図 2－1 防波扉（荷揚場南）位置図 

 

  

防波扉（荷揚場南）



 

3 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
10
-2
-4
 R
0 

2.2 構造概要 

防波扉（荷揚場南）は，Ｓクラス施設である津波防護施設に分類される。また，漂流

物対策工により，防波扉に漁船等の漂流物が直接衝突しない構造とする。 

防波扉は，入力津波高さ（EL 11.9m）に参照する裕度（0.64m）を加えた津波高さ（EL 

12.6m）に対して，余裕を考慮した天端高さ（EL 15.0m）とする。 

防波扉（鋼製扉体），戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブは，鋼管杭により岩盤に支

持される構造とし，防波扉（鋼製扉体）と戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブとの間に

は水密ゴム（側部水密ゴム及び底部水密ゴム）を設置し，止水性を確保する。 

防波扉（荷揚場南）の構造概要図を図 2－2 及び図 2－3 に示す。 

防波扉の構造図を図 2－4 及び図 2－5 に，戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブの概略

配筋図を図 2－6 に，水密ゴムの概念図を図 2－7 に示す。 

漂流物対策工は，漂流物対策工（鋼製扉体），戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブか

ら構成され，マンメイドロック（以下「ＭＭＲ」という。）を介して岩盤に支持される。 

漂流物対策工の構造図を図 2－8 及び図 2－9 に，漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）及

び基礎スラブの概略配筋図を図 2－10 に示す。 

 

 

 

 

図 2－2 防波扉（荷揚場南）の構造概要図 
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図 2－4(1) 防波扉の構造図（鋼製扉体，正面図） 

 

    

 

図 2－4(2) 防波扉の構造図（鋼製扉体，平面図） 
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図 2－5(1) 防波扉の構造図（基礎，正面図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－5(2) 防波扉の構造図（基礎，断面図） 
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図 2－6(1) 防波扉戸当り（ＲＣ支柱）の概略配筋図 

 

 

 

 

図 2－6(2) 防波扉基礎スラブの概略配筋図 
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平面図 

 

 

 

 

 

図 2－7 防波扉の水密ゴム概念図 
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図 2－8(1) 漂流物対策工の構造図（鋼製扉体，正面図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

図 2－8(2) 漂流物対策工の構造図（鋼製扉体，平面図） 
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図 2－9(1) 漂流物対策工の構造図（基礎，正面図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－9(2) 漂流物対策工の構造図（基礎，断面図） 
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図 2－10(1) 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）の概略配筋図 

 

 

 

 

図 2－10(2) 漂流物対策工基礎スラブの概略配筋図 
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2.3 評価方針 

防波扉（荷揚場南）は，Ｓクラス施設である津波防護施設に分類される。また，漂流

物対策工により，防波扉に漁船等の漂流物が直接衝突しない構造とする。 

防波扉（荷揚場南）の各部位の役割及び性能目標を表 2－1 及び表 2－2 に示す。 

防波扉（荷揚場南）の耐震評価は，地震応答解析の結果に基づき，設計基準対象施設

として，表 2－3 に示すとおり，施設・地盤の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価

を行う。 

施設・地盤の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を実施することで，構造強度を

有すること及び止水性を損なわないことを確認する。 

施設・地盤の健全性評価については，施設・地盤ごとに定める照査項目（発生応力，

すべり安全率）が許容限界以下であることを確認する。 

基礎地盤の支持性能評価においては，基礎地盤の接地圧が許容限界以下であることを

確認する。 

防波扉(荷揚場南)の耐震評価フローを図 2－11 に示す。 
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表 2－1(1) 防波扉の各部位の役割 

  部位の名称 地震時の役割 津波時の役割 

施 

設 

防波扉 

（鋼製扉体） 
－ 

・遮水性を保持する。 

・津波荷重を基礎に伝達する。 

防波扉戸当り 

（ＲＣ支柱） 
・防波扉（鋼製扉体）を支持する。 

・防波扉（鋼製扉体）を支持する。 

・津波荷重を基礎に伝達する。 

防波扉基礎 

スラブ 

・防波扉（鋼製扉体）及び防波扉戸当

り（ＲＣ支柱）を支持する。 

・防波扉（鋼製扉体）及び防波扉戸当

り（ＲＣ支柱）を支持する。 

防波扉 

（鋼管杭） 
・防波扉基礎スラブを支持する。 ・防波扉基礎スラブを支持する。 

地 

盤 

改良地盤 

・鋼管杭の変形を抑制する。 

・基礎地盤のすべり安定性に寄与す

る。 

・鋼管杭の変形を抑制する。 

・地盤中からの回り込みによる浸水を

防止する（難透水性を保持する）。 

・津波荷重を岩盤に伝達する。 

岩盤 ・鋼管杭を鉛直支持する。 ・鋼管杭を鉛直支持する。 

埋戻土 

・役割に期待しない（解析モデルに取

り込み，防波扉への相互作用を考慮

する）。 

・役割に期待しない（解析モデルに取

り込み，防波扉への相互作用を考慮

する）。 

 

表 2－1(2) 漂流物対策工の各部位の役割 

  部位の名称 地震時の役割 津波時の役割 

施 
設 

漂流物対策工 

（鋼製扉体） 
－ 

・防波扉に漁船等の漂流物を直接衝突

させない。 

・漂流物衝突荷重及び津波荷重を基礎

に伝達する。 

漂流物対策工 

戸当り 

（ＲＣ支柱） 

・漂流物対策工（鋼製扉体）を支持する。 

・防波扉に漁船等の漂流物を直接衝突

させない。 

・漂流物対策工（鋼製扉体）を支持する。 

・漂流物衝突荷重及び津波荷重を基礎

に伝達する。 

漂流物対策工 

基礎スラブ 

・漂流物対策工（鋼製扉体）及び漂流物

対策工戸当り（ＲＣ支柱）を支持す

る。 

・漂流物対策工（鋼製扉体）及び漂流物

対策工戸当り（ＲＣ支柱）を支持す

る。 

地 

盤 

ＭＭＲ 
・漂流物対策工基礎スラブを鉛直支持

する。 

・漂流物衝突荷重及び津波荷重を岩盤

に伝達する。 

改良地盤 
・漂流物対策工基礎スラブを鉛直支持

する。 

・漂流物衝突荷重及び津波荷重を岩盤

に伝達する。 

岩盤 
・漂流物対策工基礎スラブ並びにＭＭ

Ｒ又は改良地盤を鉛直支持する。 

・漂流物対策工基礎スラブ並びにＭＭ

Ｒ又は改良地盤を鉛直支持する。 

埋戻土 

・役割に期待しない（解析モデルに取り

込み，漂流物対策工への相互作用を

考慮する）。 

・役割に期待しない（解析モデルに取り

込み，漂流物対策工への相互作用を

考慮する）。 
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表 2－3(1) 防波扉の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度を

有すること 

施設・地盤

の健全性 

防波扉 

（鋼製

扉体） 

主横桁，補助縦

桁，端縦桁，車

輪，レール，ロッ

ク装置，支圧板，

戸当り 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

防波扉戸当り 

（ＲＣ支柱） 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

防波扉基礎 

スラブ 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

防波扉（鋼管杭） 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

降伏モーメント

（曲げ）及びせ

ん断応力度（せ

ん断） 

改良地盤 
すべり破壊しないこと（内的

安定を保持）を確認 

す べ り 安 全 率

1.2 以上 

基礎地盤の

支持性能 
基礎地盤 

発生する応力（接地圧）が許

容限界以下であることを確認 
極限支持力度＊ 

止水性を損

なわないこ

と 

施設・地盤

の健全性 

防波扉 

（鋼製

扉体） 

主横桁，補助縦

桁，端縦桁，車

輪，レール，ロッ

ク装置，支圧板，

戸当り 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

防波扉戸当り 

（ＲＣ支柱） 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

防波扉基礎 

スラブ 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

防波扉（鋼管杭） 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

降伏モーメント

（曲げ）及びせ

ん断応力度（せ

ん断） 

改良地盤 
すべり破壊しないこと（内的

安定を保持）を確認 

す べ り 安 全 率

1.2 以上 

基礎地盤の

支持性能 
基礎地盤 

発生する応力（接地圧）が許

容限界以下であることを確認 
極限支持力度＊ 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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表 2－3(2) 漂流物対策工の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度を

有すること 

施設・地盤

の健全性 

漂流物

対策工 

（鋼製

扉体） 

主横桁，張出桁，

補助縦桁，端縦

桁，支承部，支承

アンカー，ロック

装置，戸当り 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

漂流物対策工戸当り 

（ＲＣ支柱） 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

漂流物対策工 

基礎スラブ 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

改良地盤 
すべり破壊しないこと（内的

安定を保持）を確認 

す べ り 安 全 率

1.2 以上 

基礎地盤の

支持性能 
基礎地盤 

発生する応力（接地圧）が許

容限界以下であることを確認 
極限支持力度＊ 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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図 2－11 防波壁（荷揚場南）の耐震評価フロー 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・コンクリート標準示方書［構造性能照査編］(土木学会，2002 年） 

・松江市建築基準法施行細則（2005 年 3 月 31 日松江市規則第 234 号） 

・日本機械学会 機械工学便覧 

・ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説編・設備計画マニュアル編）（ダム・堰施設

技術基準協会，2016 年） 

・道路橋示方書（I 共通編・II 銅橋編・IV 下部構造編）･同解説（日本道路協会，2002

年） 

・港湾の施設の技術上の基準・同解説（日本港湾協会，1999 年） 

・耐津波設計に係る工認審査ガイド（2013 年 6 月 19 日原管地発第 1306196 号） 

・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会） 

・港湾構造物設計事例集（沿岸技術研究センター 平成 19 年 3 月） 
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3. 固有値解析 

 3.1 固有振動数の算出方法 

防波扉（鋼製扉体）及び漂流物対策工（鋼製扉体）の構造に応じて解析モデルを設定

し，1 次固有振動数を算出する。 

 

3.1.1 解析モデルの設定 

防波扉（鋼製扉体）及び漂流物対策工（鋼製扉体）は，左右端のＲＣ支柱及びロ

ック装置により扉体を支持する構造であることから，両端ヒンジ梁として計算する。

解析モデル図を図 3－1 に示す。 

 

 

 

図 3－1(1) 防波扉（鋼製扉体）の固有値解析モデル図 

 

 

図 3－1(2) 漂流物対策工（鋼製扉体）の固有値解析モデル図  
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3.2 固有振動数の算出条件等 

3.2.1 記号の説明 

防波扉（鋼製扉体）及び漂流物対策工（鋼製扉体）の固有振動数算出に用いる記号

を表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 固有振動数算出に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｆ Hz 一次固有振動数 

Ｌ m スパン長 

λ － 支持条件によって定まる係数 

γ kN/m3 単位体積重量 

Ａ m2 断面積 

Ｅ kN/m2 縦弾性係数 

Ｉ m4 断面二次モーメント 

ｇ m/s2 重力加速度 

 

 

3.2.2 固有振動数の算出方法 

1 次固有振動数ｆを「日本機械学会 機械工学便覧」に基づき以下の式より計算

する。 

      ｆ＝
λ
２

２πＬ
２

∙ √
ＥＩｇ

γＡ
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  3.2.3 固有振動数の計算条件 

防波扉（鋼製扉体）及び漂流物対策工（鋼製扉体）の固有振動数の算出条件を表

3－2 に示す。 

 

表 3－2 固有振動数の計算条件 

記号 定義 

数値 

単位 防波扉 

（鋼製扉体） 

漂流物対策工 

（鋼製扉体） 

Ｌ スパン長 6.7 7.3 m 

λ 
支持条件によって 

定まる係数 
3.14 3.14 － 

γ 単位体積重量 77 77 kN/m3 

Ａ 断面積 0.165 0.0418 m2 

Ｅ 縦弾性係数 2.00×108 2.00×108 kN/m2 

Ｉ 断面二次モーメント 0.0238 0.0140 m4 

ｇ 重力加速度 9.81 9.81 m/s2 

 

 

3.3 固有振動数の算出結果 

防波扉（鋼製扉体）及び漂流物対策工（鋼製扉体）の固有振動数の算出結果を表 3－

3 に示す。防波扉（鋼製扉体）及び漂流物対策工（鋼製扉体）の固有振動数は 20Hz 以上

であり，剛構造として扱う。 

 

表 3－3 固有振動数の計算結果 

部位 固有振動数（Hz） 

防波扉（鋼製扉体） 67.2 

漂流物対策工（鋼製扉体） 86.1 
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4. 耐震評価 

 4.1 記号の定義 

   耐震評価に用いる記号を表 4－1 及び表 4－2 に示す。 

 

表 4－1(1) 防波扉の耐震評価に用いる記号（1/4） 

部材 記号 単位 定義 

主横桁 

Ｍ1 kN・m 曲げモーメント 

Ｓ1 kN せん断力 

Ｗ kN/m 地震時慣性力 

Ｗ’ kN/m 風荷重 

Ｌ m 支間 

a m 張り出し部 

Ｌ1 m 正面水密幅 

Ｚ mm3 断面係数 

Ａw mm2 腹板断面積 

σc N/mm2 曲げ応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

σca N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

補助 

縦桁 

ℓ m 主横桁間隔 

ｍ m 補助縦桁間隔 

Ｐ kN/m2 水平荷重（地震時慣性力＋風荷重） 

Ｍ kN・m 曲げモーメント 

Ｓ kN せん断力 

Ｚ mm3 断面係数 

Ａw mm2 腹板断面積 

σ N/mm2 曲げ応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

σa N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

端縦桁 

Ｒ kN 主横桁の支点反力 

Ａq mm2 補剛材の有効総断面積 

σc N/mm2 圧縮応力度 

σca N/mm2 許容圧縮応力度 
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表 4－1(2) 防波扉の耐震評価に用いる記号（2/4） 

部材 記号 単位 定義 

車輪 

Ｆ kN 鉛直荷重（扉体自重＋積雪荷重＋地震時慣性力） 

Ｆv kN 鉛直方向地震時慣性力 

Ｒ1 kN 海側車輪荷重 

Ｒ2 kN 陸側車輪荷重 

Ｌ m レール支間 

L1 m 扉体重心から海側車輪までの距離 

L2 m 扉体重心から陸側車輪までの距離 

Ｐr N 車輪荷重 

E1 N/mm2 車輪の弾性係数 

E2 N/mm2 レールの弾性係数 

Ｂ0 mm 車輪有効踏面幅 

Ｒ mm 車輪半径 

Ｃ mm 接触幅の 1/2 

ｐ N/mm2 ヘルツの接触応力度 

ｐa N/mm2 許容接触応力度 

車輪軸 

Ｍ kN・m 曲げモーメント 

Ｌ3 m 張出長さ 

Ｚ mm3 軸の断面係数 

Ｓ kN せん断力 

Ａ1 mm2 軸の断面積 

σ N/mm2 曲げ応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

σa N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

車輪 

軸受 

Ｒa kN 軸受け荷重 

ｃcr kN 基本静定格荷重 
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表 4－1(3) 防波扉の耐震評価に用いる記号（3/4） 

部材 記号 単位 定義 

レール 

Ｍ5 kN・m レールの曲げモーメント 

Ｒ1 kN 車輪 1 輪に作用する最大荷重 

ＬM m レール基礎材間隔 

Ｓ5 kN レールのせん断力 

Ｚ1 mm3 引張側断面係数 

Ｚ2 mm3 圧縮側断面係数 

Ａw mm2 腹板断面積 

ｂp mm 腹板の受圧幅 

Ｃ mm 接触幅の 1/2 

ｔw mm 腹板の厚さ 

ｔf mm レール踏面板の厚さ 

σc N/mm2 曲げ圧縮応力度 

σt N/mm2 曲げ引張応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

σb N/mm2 腹板の支圧応力度 

σca N/mm2 許容曲げ圧縮応力度 

σa N/mm2 許容曲げ引張応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

σba N/mm2 許容支圧応力度 

ロック 

装置 

Ｐ2 kN ロックピン反力 

Ｆh kN 地震時慣性力 

ｎ 本 ロックピン数 

Ｌ7 m 片持ち梁長さ 

Ｍ kN・m 曲げモーメント 

Ｚ mm3 断面係数 

Ｓ kN せん断力 

Ａ mm2 ロックピンのせん断面積 

ｂ mm ロックピン受圧幅 

ｈ mm ロックピン受圧長さ 

σ N/mm2 曲げ応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

σｂ N/mm2 支圧応力度 

σca N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

σba N/mm2 許容支圧応力度 
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表 4－1(4) 防波扉の耐震評価に用いる記号（4/4） 

部材 記号 単位 定義 

支圧板 

Ｐ1 kN 水平荷重（地震時慣性力＋風荷重） 

Ｃ mm 支圧板の有効幅 

Ｌ2 mm 扉体高さ 

σp N/mm2 支圧板の支圧応力度 

σｐa N/mm2 支圧板の許容支圧応力度 

戸当り 

Ｐ1 kN 水平荷重（地震時慣性力＋風荷重） 

Ｌ2 mm 扉体高さ 

ｂf mm 底面フランジの幅 

ｔf mm 底面フランジの厚さ 

ℓ1 mm 戸当り深さ 

ℓ2 mm 底面フランジのコンクリートまでの距離 

Ｍf N・mm 底面フランジに作用する曲げモーメント 

Σℓ mm せん断抵抗長さ（＝ℓ1＋2ℓ2） 

σf N/mm2 底面フランジの曲げ応力度 

σcb N/mm2 コンクリートの支圧応力度 

τc N/mm2 コンクリートのせん断応力度 

σca N/mm2 許容曲げ応力度 

σcba N/mm2 コンクリートの許容支圧応力度  

τca N/mm2 コンクリートの許容せん断応力度  
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表 4－2(1) 漂流物対策工の耐震評価に用いる記号（1/4） 

部材 記号 単位 定義 

主横桁 

Ｍ1 kN・m 曲げモーメント 

Ｓ1 kN せん断力 

Ｗ kN/m 地震時慣性力 

Ｗ’ kN/m 風荷重 

Ｌ m 支間 

a m 張り出し部 

Ｌ1 m 扉体幅 

Ｍ1’ kN・m 曲げモーメント 

Ｓ1’ kN せん断力 

Ｌ’ m 張出長さ 

Ｚ mm3 断面係数 

Ａw mm2 腹板断面積 

σ N/mm2 曲げ応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

σca N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

張出桁 

Ｍ2 kN・m 曲げモーメント 

Ｓ2 kN せん断力 

Ｗ kN/m 地震時慣性力 

Ｗ’ kN/m 風荷重 

Ｌ2 m 張出長さ 

Ｚ mm3 断面係数 

Ａw mm2 腹板断面積 

σ N/mm2 曲げ応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

σca N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

補助 

縦桁 

Ｍ3 kN・m 曲げモーメント 

Ｓ3 kN せん断力 

Ｗ kN/m 地震時慣性力 

Ｗ’ kN/m 風荷重 

ℓ m 主横桁の間隔 

Ｚ mm3 断面係数 

Ａw mm2 腹板断面積 

σ N/mm2 曲げ応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

σca N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

  



 

27 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
10
-2
-4
 R
0 

表 4－2(2) 漂流物対策工の耐震評価に用いる記号（2/4）  

部材 記号 単位 定義 

端縦桁 

Ｒ kN 主横桁の支点反力 

Ａq mm2 補剛材の有効総断面積 

σc N/mm2 圧縮応力度 

σca N/mm2 許容圧縮応力度 

上部 

支承軸 

Ｍ4 kN・m 支承軸の曲げモーメント 

ＲH1 kN 上部支承水平作用荷重 

Ｌ4 m 支承軸支持間隔 

Ｓ4 kN 支承軸のせん断力 

Ｚ4 mm3 支承軸の断面係数 

Ａ4 mm2 支承軸の断面積 

σb N/mm2 曲げ応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

σa N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

下部 

支承軸 

Ｍ5 kN・m 支承軸の曲げモーメント 

ＲH3 kN 下部支承水平作用荷重 

Ｌ5 m 支承軸片持ち梁長さ 

Ｓ5 kN 支承軸のせん断力 

Ｚ5 mm3 支承軸の断面係数 

Ａ5 mm2 支承軸の断面積 

σb N/mm2 曲げ応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

σa N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

下部 

支承軸受 

Ｒv kN 下部支承鉛直作用荷重 

Ｒ mm 軸受（壷金）の球面の半径 

Ｅ N/mm2 軸受（壷金）の弾性係数 

ｐ N/mm2 軸受（壷金）の支圧応力度 

ｐa N/mm2 許容接触応力度 

支承軸受 
Ｒ2 kN 軸受け荷重 

Ｃcr kN 基本静定格荷重 
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表 4－2(3) 漂流物対策工の耐震評価に用いる記号（3/4）  

部材 記号 単位 定義 

上部支承 

アンカー 

Ｆ kN アンカーボルト 1 本当りの軸力 

ＲH1 kN 上部支承水平作用荷重 

ℓ mm 支承軸からアンカーボルト固定部までの距離 

ｍ mm アンカーボルトの間隔 

ｎ 本 アンカーボルトの片側本数 

Ａ5 mm2 アンカーボルトの断面積 

ｄ mm アンカーボルト埋込深さ 

ａ，ｂ mm アンカープレートの寸法 

ｃ，ｅ mm 支圧板の寸法 

σt N/mm2 アンカーボルトの軸方向引張応力度 

σa N/mm2 許容軸方向引張応力度 

σc1 N/mm2 コンクリートの支圧応力度(アンカープレート) 

σc2 N/mm2 コンクリートの支圧応力度(支圧板) 

τc N/mm2 コンクリートのせん断応力度(アンカープレート) 

σcba N/mm2 コンクリートの許容支圧応力度 

τca N/mm2 コンクリートの許容せん断応力度 

下部支承 

アンカー 

Ｆ kN アンカーボルト 1 本当りの軸力 

ＲH3 kN 下部支承水平作用荷重 

Ｌ5 mm 軸受中心からアンカーボルト固定部までの距離 

2ｙ mm アンカーボルトの間隔 

ｎ － アンカーボルトの片側本数 

Ａ5 mm2 アンカーボルトの断面積 

ｄ mm アンカーボルト埋込深さ 

ａ，ｂ mm アンカープレートの寸法 

ｃ，ｅ mm 支圧板の寸法 

σt N/mm2 アンカーボルトの軸方向引張応力度 

σa N/mm2 許容軸方向引張応力度 

σc1 N/mm2 コンクリートの支圧応力度(アンカープレート) 

σc2 N/mm2 コンクリートの支圧応力度(支圧板) 

τc N/mm2 コンクリートのせん断応力度(アンカープレート) 

σcba N/mm2 コンクリートの許容支圧応力度 

τca N/mm2 コンクリートの許容せん断応力度 
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表 4－2(4) 漂流物対策工の耐震評価に用いる記号（4/4）  

部材 記号 単位 定義 

ロック 

装置 

Ｍ kN・m 曲げモーメント 

Ｒr kN ロック反力 

ａ m ロックビームの片持ち梁長さ 

ｎ 本 ロックビーム数 

Ｚ mm3 ロックビームの断面係数 

Ｓ kN ロックビームのせん断力 

Ａ mm2 ロックビームのせん断面積 

σ N/mm2 ロックビーム曲げ応力度 

τ N/mm2 ロックビームせん断応力度 

σca N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

戸当り 

Ｗ kN/m 水平荷重（地震時慣性力＋風荷重） 

Ｃ mm 支圧板の有効幅 

Ｌ1 mm 扉体幅 

Ｌ2 mm 主横桁の荷重分担長さ 

ｔw mm 腹板の厚さ 

ｂf mm 底面フランジの幅 

ｔf mm 底面フランジの厚さ 

ℓ1 mm 戸当り深さ 

ℓ2 mm 底面フランジのコンクリートまでの距離 

Ｍf N・mm 底面フランジに作用する曲げモーメント 

Σℓ mm せん断抵抗長さ（＝ℓ1＋2ℓ2） 

σｐ N/mm2 支圧板の支圧応力度 

σb N/mm2 腹板の支圧応力度 

σf N/mm2 底面フランジの曲げ応力度 

σcb N/mm2 コンクリートの支圧応力度 

τc N/mm2 コンクリートのせん断応力度 

σｐa N/mm2 支圧板の許容支圧応力度 

σba N/mm2 腹板の許容支圧応力度 

σca N/mm2 許容曲げ応力度 

σcba N/mm2 コンクリートの許容支圧応力度  

τca N/mm2 コンクリートの許容せん断応力度  
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4.2 評価対象断面 

防波扉（荷揚場南）の評価対象断面は，防波扉（荷揚場南）の構造上の特徴を踏まえ，

弱軸方向となる扉体直交方向に加振した場合の影響を評価する。防波扉（荷揚場南）の

評価対象断面位置図を図 4－1 に，縦断面図を図 4－2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 防波扉（荷揚場南）の評価対象断面位置図 

 

  



 

31 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
10
-2
-4
 R
0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図
4
－

2
 

防
波

扉
（

荷
揚

場
南

）
の

縦
断

面
図

 



 

32 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
10
-2
-4
 R
0 

4.3 解析方法 

防波扉（荷揚場南）の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち，

「2.3 屋外重要土木構造物」に示す解析方法及び解析モデルを踏まえて実施する。 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元動的有限要素法を用い

て，基準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振による逐次時

間積分の時刻歴応答解析により行うこととする。地震時における地盤の有効応力の変化

に伴う影響を考慮するため，解析方法は有効応力解析とする。 

構造部材については，線形はり要素及び平面ひずみ要素でモデル化する。また，地盤

については地盤のひずみ依存性を適切に考慮できるようモデル化する。 

地震応答解析については，解析コード「ＦＬＩＰ」を使用する。なお，解析コードの

検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概

要」に示す。 

 

  4.3.1 施設 

     防波扉基礎スラブ及び防波扉（鋼管杭）は，線形はり要素（ビーム要素）でモデ

ル化し，防波扉（鋼製扉体）は付加重量として考慮する。 

また，漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）は線形はり要素（ビーム要素）でモデル

化し，漂流物対策工（鋼製扉体）は付加重量として考慮する。漂流物対策工基礎ス

ラブは，平面ひずみ要素（ソリッド要素）としてモデル化する。 

 

4.3.2 減衰係数 

Rayleigh 減衰を考慮することとし，剛性比例型減衰を設定する。 
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4.3.3 解析ケース 

耐震評価においては，基準地震動Ｓｓ全波（６波）及びこれらに位相反転を考慮

した地震動（６波）を加えた全 12 波を用いて，表 4－3 に示す解析ケース①（基本

ケース）を実施する。 

 

表 4－3 耐震計価における解析ケース 

解析ケース 
ケース① 

基本ケース 

地盤物性 平均値 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

＋－＊ ○ 

－－＊ ○ 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○ 

－＋＊ 〇 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ 〇 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ 〇 

注記＊：地震動の位相について，（＋＋）の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は

位相を反転させたケースを示す。 
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4.4 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

4.4.1 耐震評価上考慮する状態 

防波扉（荷揚場南）の地震応答解折において，地震以外に考慮する状態を以下に

示す。 

(1) 運転時の状態 

発電用原子炉が運転状態にあり,通常の条件下におかれている状態。ただし，運

転時の異常な過渡変化時の影響を受けないことから考慮しない。 

(2) 設計基準事故時の状態 

設計基準事故時の影響を受けないことから考慮しない。 

(3) 設計用自然条件 

積雪及び風の荷重を考慮する。 

(4) 重大事故等時の状態 

重大事故等時の状態の影響を受けないことから考慮しない。 

 

4.4.2 荷重 

防波扉（荷揚場南）の地震応答解析において，考慮する荷重を以下に示す。 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，躯体自重（鋼製扉体を含む）を考慮する。 

(2) 積雪荷重（Ｐｓ） 

積雪荷重は，発電所最寄りの気象官署である松江地方気象台（松江市）での観測

記録（1941～2018 年）より，観測史上 1 位の月最深積雪 100cm（1971 年 2 月 4 日）

に平均的な積雪荷重を与えるための係数 0.35 を考慮した 35.0 ㎝とする。積雪荷重

については，松江市建築基準法施行細則により，積雪量 1cm ごとに 20N/m2 の積雪荷

重が作用することを考慮し設定する。 

(3) 風荷重（Ｐｋ） 

平成 12 年 5 月 31 日建設省告示第１４５４号に定められた松江市の基準風速

30m/s を使用する。浸水防護施設が設置される状況に応じて，建築基準法及び建設

省告示第１４５４号に基づき，ガスト影響係数等を適切に設定して算出する。 

(4) 地震荷重（Ｓｓ） 

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。 

 

 

 

 



 

35 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
10
-2
-4
 R
0 

4.4.3 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 4－4 に示す。 

 

表 4－4 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｐｓ＋Ｐｋ＋Ｓｓ 

Ｇ  ：固定荷重 

Ｐｓ ：積雪荷重 

Ｐｋ ：風荷重 

Ｓｓ：地震荷重 
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4.5 入力地震動 

入力地震動は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土木構造

物」に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを一

次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価したものを用いる。なお，入力地

震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」の

うち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」を用いる。 

図 4－3 に入力地震動算定の概念図を，図 4－4～図 4－15 に入力地震動の加速度時刻

歴波形及び加速度応答スペクトルを示す。入力地震動の算定には，解析コード「ＳＨＡ

ＫＥ」を使用する。解析コードの検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計算機

プログラム(解析コード)の概要」に示す。 

 

 

 

 

 

図 4－3 入力地震動算定の概念図 
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図 4－4 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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図 4－5 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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図 4－6 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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図 4－7 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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図 4－8 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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図 4－9 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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図 4－10 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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図 4－11 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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図 4－12 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ方向）） 
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図 4－13 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ方向）） 

  



 

47 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
10
-2
-4
 R
0 

 

 

 

図 4－14 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ方向）） 

  



 

48 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
10
-2
-4
 R
0 

 

 

 

図 4－15 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ方向）） 
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4.6 解析モデル及び諸元 

4.6.1 解析モデル 

防波扉（荷揚場南）の地震応答解析モデルを図 4－16 に示す。 

(1) 解析領域 

地震応答解析モデルは，境界条件の影響が地盤及び構造物の応力状態に影響を及

ぼさないよう，十分広い領域とする。 

(2) 境界条件 

地震応答解析時の境界条件については，有限要素解析における半無限地盤を模擬

するため，粘性境界を設ける。 

(3) 構造物のモデル化 

防波扉基礎スラブ及び防波扉（鋼管杭）は，線形はり要素（ビーム要素）でモデ

ル化し，防波扉（鋼製扉体）は付加重量として考慮する。 

また，漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）は線形はり要素（ビーム要素）でモデル

化し，漂流物対策工（鋼製扉体）は付加重量として考慮する。漂流物対策工基礎ス

ラブは，平面ひずみ要素（ソリッド要素）としてモデル化する。 

(4) 地盤のモデル化 

岩盤は線形の平面ひずみ要素でモデル化する。地盤は，マルチスプリング要素及

び間隙水要素にてモデル化し，地震時の有効応力の変化に応じた非線形せん断応力

～せん断ひずみ関係を考慮する。 

(5) ジョイント要素の設定 

地震時の「構造物とＭＭＲ」，「構造物と改良地盤」，「構造物と埋戻土」，「Ｍ

ＭＲと改良地盤」，「ＭＭＲと埋戻土」，「改良地盤と埋戻土」及び「改良地盤と

岩盤」との接合面における剥離及びすべりを考慮するため，これらの接合面にジョ

イント要素を設定する。 
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4.6.2 使用材料及び材料の物性値 

使用材料を表 4－5 に，材料の物性値を表 4－6 に示す。 

 

表 4－5(1) 使用材料（防波扉） 

材料 諸元 

コンクリート 
防波扉戸当り（ＲＣ支

柱）及び基礎スラブ 
設計基準強度：24N/mm2 

鋼材 

防波扉（鋼製扉体） SM490，SS400 

防波扉（鋼管杭）＊ φ1200mm，t=25mm（SKK490） 

鉄筋 SD345 

注記＊：「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（日本道路協会，2002 年）」

に基づき腐食代 1mm を考慮する。杭体の断面照査において，腐食代 1mm による断面

積の低減を考慮する。 

 

表 4－5(2) 使用材料（漂流物対策工） 

材料 諸元 

コンクリート 
漂流物対策工戸当り（ＲＣ

支柱）及び基礎スラブ 
設計基準強度：40N/mm2 

鋼材 
漂流物対策工（鋼製扉体） SBHS700, SM570 

鉄筋 SD345 

 

表 4－6(1) 材料の物性値（防波扉） 

材料 
単位体積重量 

（kN/m2） 

ヤング係数 

（N/mm2） 
ポアソン比 

鉄筋コンクリート 24.0＊1 2.5×104＊1 0.2＊1 

鋼管杭 77.0＊2 2.0×105＊2 0.3＊2 

注記＊1：道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（日本道路協会，2002 年） 

  ＊2：コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（土木学会，2002 年）  
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表 4－6(2) 材料の物性値（漂流物対策工） 

材料 
単位体積重量 

（kN/m2） 

ヤング係数 

（N/mm2） 
ポアソン比 

鉄筋コンクリート 24.0＊ 3.1×104＊ 0.2＊ 

注記＊：道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（日本道路協会，2002 年） 

 

 

4.6.3 地盤の物性値 

地盤の物性値は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定している

物性値を用いる。 

地盤のうち改良地盤①～③の残留強度及び引張強度を表 4－7のとおり設定する。 

 

表 4－7 改良地盤①～③の残留強度及び引張強度 

地盤 
残留強度 

引張強度（N/mm2） 
Ｃ’（N/mm2） φ’（°） 

改良地盤①，② 0.091 46.08 0.258 

改良地盤③ 0.205 42.71 0.495 

 

 

4.6.4 地下水位 

設計用地地下水位は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に従い設定す

る。設計用地下水位を表 4－8 に示す。 

 

表 4－8 設計用地下水位の一覧 

施設名称 設計用地下水位 

防波扉（荷揚場南） 
漂流物対策工より陸側：EL 5.5m 

漂流物対策工より海側：EL 0.58m 

 

 

  



 

53 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
10
-2
-4
 R
0 

4.7 評価対象部位 

評価対象部位は，防波扉（荷揚場南）の構造上の特徴を踏まえ設定する。 

 

4.7.1 施設・地盤の健全性評価 

施設・地盤の健全性評価に係る評価対象部位は，防波扉（鋼製扉体），防波扉戸

当り（ＲＣ支柱），防波扉基礎スラブ，防波扉（鋼管杭），漂流物対策工（鋼製扉

体），漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱），漂流物対策工基礎スラブ及び改良地盤①

～③とする。 

 

4.7.2 基礎地盤の支持性能評価 

基礎地盤の支持性能評価に係る評価対象部位は，防波扉（荷揚場南）を支持する

基礎地盤（鋼管杭を支持する岩盤，ＭＭＲ，改良地盤並びにＭＭＲ及び改良地盤直

下の岩盤）とする。 
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4.8 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

4.8.1 防波扉 

(1) 防波扉（鋼製扉体） 

防波扉（鋼製扉体）の許容限界は，「ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説編・

設備計画マニュアル編）（ダム・堰施設技術基準協会，2016 年 3 月）」に基づき，

表 4－9 に示すとおりとする。 

 

表 4－9(1) 防波扉（鋼製扉体，戸当り）の許容限界（1/2） 

部材 材質 許容応力度(N/mm2) 
短期許容応力度 

(N/mm2) 

主横桁 SM490 
許容曲げ応力度σca 160 240 

許容せん断応力度τa 90 135 

補助縦桁 SS400 
許容曲げ応力度σca 120 180 

許容せん断応力度τa 70 105 

端縦桁 SM490 許容圧縮応力度σca 160 240 

車輪 SCS3 許容接触応力度ｐa  640＊1 960 

車輪軸 S45C-H 
許容曲げ応力度σa 245 367 

許容せん断応力度τa 140 210 

車輪軸受け 
自動調心 

ころ軸受 
基本静定格荷重 Ccr  

1050 

(kN) 

700＊2 

(kN) 

注記＊1：ダム・堰施設技術基準（案）に基づき，ｐa=(9.8ＨB)／(2ν)より算出する。ＨB は

ローラのブリネル硬さ（170），νは安全率（線接触：1.3）で次のように算出され

る。 

ｐa=(9.8×170)／(2×1.3)=640(N/mm2) 

＊2：ダム・堰施設技術基準（案）に基づき，許容荷重は以下の式により算出する。 

Ｃcr’=Ｃcr／ｆ 

      ここに，Ｃcr’：車輪軸受けの許容荷重（700kN） 

          Ｃcr ：基本静定格荷重（1050kN） 

 ｆ  ：安全係数（1.5） 
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表 4－9(2) 防波扉（鋼製扉体，戸当り）の許容限界（2/2） 

部材 材質 許容応力度(N/mm2) 
短期許容 

応力度(N/mm2) 

レール 

SUS304N2 許容曲げ圧縮応力度σca 170＊ 255 

SM490 
許容曲げ引張応力度σa 160 240 

許容せん断応力度τa 90 135 

レール(腹板) SM490 許容支圧応力度σba 240 360 

ロック装置 

SUS630 

H1150 

許容曲げ応力度σca 360＊ 540 

許容せん断応力度τa 207＊ 310 

SUS304 許容支圧応力度σba 150 225 

支圧板 SUS304 許容支圧応力度σｐa 150 225 

海側戸当り 

（底面フランジ） 
SS400 許容曲げ応力度σca 120 180 

海側戸当り 

（コンクリート） 
Fc24 

許容支圧応力度σcba 5.9 8.8 

許容せん断応力度τca 0.40 0.60 

注記＊：ダム・堰施設技術基準（案）に基づき，許容曲げ応力度は降伏点の応力度を安全率

2.0 で割った値とし，また，許容せん断応力度はさらにその値を３の平方根で割っ

た値とした。 
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(2) 防波扉戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブ 

防波扉戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブの許容限界は，「コンクリート標準示

方書［構造性能照査編］」（土木学会，2002 年）に基づき，表 4－10 に示す短期許

容応力度とする。 

 

表 4－10 防波扉戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブの許容限界 

種別 許容応力度（N/mm2） 
短期許容応力度 

（N/mm2） 

コンクリート 

(Fc24) 

許容曲げ圧縮応力度 9 13.5 

許容せん断応力度 0.45 0.67 

鉄筋 

（SD345） 

許容曲げ引張応力度 196 294 

許容せん断応力度 196 294 

 

 

(3) 防波扉（鋼管杭） 

      防波扉（鋼管杭）の許容限界は，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・

同解説（日本道路協会，2002 年 3 月）」及び「港湾の施設の技術上の基準・同解説

（日本港湾協会，1999 年 4 月）」に基づき，表 4－11 に示す降伏点強度及び短期許

容応力度とする。 

 

表 4－11 防波扉（鋼管杭）の許容限界 

種別 
杭径 

(mm) 

杭板厚 

(mm) 
鋼種 

降伏基準点 

ｆｙ（N/mm2） 

せん断許容応力度 

ｒａ（N/mm2） 

鋼管杭 1200 25＊ SKK490 315 157 

注記＊：「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（日本道路協会，2002 年 3 月）」

に基づき，腐食代 1mm を考慮する。杭の断面計算及び杭の曲げ剛性の算出をする際

は腐食代の断面積の低減を考慮する。 
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(4) 改良地盤 

改良地盤の許容限界は，「耐津波設計に係る工認審査ガイド」を準用し，表 4－

12 に示すすべり安全率を設定する。 

 

表 4－12 改良地盤の許容限界 

評価項目 許容限界 

すべり安全率 1.2 以上 

 

 

(5) 基礎地盤 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係

る基本方針」に基づき，支持力試験及び「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・

同解説（日本道路協会，2002 年 3 月）」により設定する。基礎地盤の許容限界を表

4－13 に示す。 

 

表 4－13 基礎地盤の許容限界 

評価項目 基礎地盤 許容限界（N/mm2） 

極限支持力度 岩盤 
CH 級 

9.8 
CM 級 
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4.8.2 漂流物対策工 

   (1) 漂流物対策工（鋼製扉体） 

漂流物対策工（鋼製扉体）の許容限界は，「ダム・堰施設技術基準（案）（基準

解説編・設備計画マニュアル編）」（ダム・堰施設技術基準協会，2016 年 3 月）に

基づき，表 4－14 に示す短期許容応力度とする。 

 

表 4－14(1) 漂流物対策工（鋼製扉体，戸当り）の許容限界（1/3） 

部材 材質 許容応力度(N/mm2) 
短期許容 

応力度(N/mm2) 

主横桁 
SBHS700 許容曲げ応力度σca 350＊1 525 

SM570 許容せん断応力度τa 129＊1 193 

張出桁 SBHS700 
許容曲げ応力度σca 350＊1 525 

許容せん断応力度τa 202＊1 303 

補助縦桁 SM570 
許容曲げ応力度σca 207＊1,＊2 310 

許容せん断応力度τa 129＊1 193 

端縦桁 SM570 許容圧縮応力度σca 225＊1 337 

注記＊1：ダム・堰施設技術基準（案）の解説に示す通り，許容曲げ応力度は降伏点の応力度

を安全率 2.0 で割った値とし，また，許容せん断応力度はさらにその値を３の平

方根で割った値とした。 

＊2：補助縦桁に用いる構造用鋼材（SM570）の許容曲げ応力度は，ダム・堰施設技術基

準（案）及び道路橋示方書に基づき，横倒れ座屈に対する配慮として許容応力度

を下記の計算式により算出する。 

圧縮フランジがスキンプレート等で固定されていない場合 

Ｌ／ｂ≦10／Ｋ：σca＝225(N/mm2) 

10／Ｋ＜Ｌ／Ｂ≦25：σca＝225－2.9(ＫＬ／ｂ－10)(N/mm2) 

          K = √3 +
Aw

2Ac
 

ここに，Ｌ ：圧縮フランジの固定点間距離(mm) 
ｂ ：圧縮フランジの幅(mm) 
Ａw ：腹板の総断面積(mm2) 
Ａc ：圧縮フランジの総断面積(mm2)  

但し，Aw／Ac＜2 の場合は K＝2 とする 
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表 4－14(2) 漂流物対策工（鋼製扉体，戸当り）の許容限界（2/3） 

部材 材質 許容応力度(N/mm2) 
短期許容 

応力度(N/mm2) 

支承部 

（上部支承軸） 

SUS630 

H1150 

許容曲げ応力度σa 360＊1 540 

許容せん断応力度τa 207＊1 310 

支承部 

（下部支承軸） 
SUS304N2 

許容曲げ応力度σa 170＊1 255 

許容せん断応力度τa 98＊1 147 

支承部 

（下部支承軸受） 

SUS630 

H1150 
許容接触応力度ｐa  1357＊2 2035 

支承軸受け 
自動調心 

ころ軸受 
基本静定格荷重 Ccr  

3210 

(kN) 

2140＊3 

(kN) 

支承アンカー 

(上部アンカーボ

ルト) 

S45C-H 
許容軸方向 

引張応力度σa 

245 367 

支承アンカー 

(下部アンカーボ

ルト) 

S45C-H 
許容軸方向 

引張応力度σa 

245 367 

上部支承アンカー 

(コンクリート) 
Fc40 

許容支圧応力度σcba 5.9 8.8 

許容せん断応力度τca 0.40 0.60 

下部支承アンカー 

(コンクリート) 
Fc40 

許容支圧応力度σcba 5.9 8.8 

許容せん断応力度τca 0.40 0.60 

注記＊1：ダム・堰施設技術基準（案）に基づき，許容曲げ応力度は降伏点の応力度を安全

率 2.0 で割った値とし，また，許容せん断応力度はさらにその値を３の平方根で

割った値とした。 

＊2：ダム・堰施設技術基準（案）に基づき，ｐa=(9.8ＨB)／(2ν)より算出する。ＨB は

ローラのブリネル硬さ（277），νは安全率（点接触：1.0）で次のように算出さ

れる。ｐa=(9.8×277)／(2×1.0)=1357(N/mm2)  

＊3：ダム・堰施設技術基準（案）に基づき，許容荷重は以下の式により算出する。 

    Ｃcr’=Ｃcr／ｆ 

       ここに，Ｃcr’：車輪軸受けの許容荷重（2140kN） 

           Ｃcr ：基本静定格荷重（3210kN） 

  ｆ ：安全係数（1.5） 
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表 4－14(3) 漂流物対策工（鋼製扉体，戸当り）の許容限界（3/3） 

部材 材質 許容応力度(N/mm2) 
短期許容 

応力度(N/mm2) 

ロックビーム SM570 
許容曲げ応力度σca 225＊ 337 

許容せん断応力度τa 129＊ 193 

支圧板 SUS304 許容支圧応力度σｐa 150 225 

戸当り（腹板） SM400 許容支圧応力度σba 180 270 

戸当り 

（底面フランジ） 
SBHS700 許容曲げ応力度σca 350＊ 525 

戸当り 

（コンクリート） 
Fc40 

許容支圧応力度σcba 5.9 8.8 

許容せん断応力度τca 0.40 0.60 

注記＊：ダム・堰施設技術基準（案）に基づき，許容曲げ応力度は降伏点の応力度を安全率

2.0 で割った値とし，また，許容せん断応力度はさらにその値を３の平方根で割っ

た値とした。 
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(2) 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブ 

漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブの許容限界は，「コンクリート

標準示方書［構造性能照査編］」（土木学会，2002 年）に基づき，表 4－15 に示す

短期許容応力度とする。 

 

表 4－15 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブの許容限界 

種別 許容応力度（N/mm2） 
短期許容応力度 

（N/mm2） 

コンクリート 

(Fc40) 

許容曲げ圧縮応力度 14 21 

許容せん断応力度 0.55 0.82 

鉄筋 

(SD345) 

許容曲げ引張応力度 196 294 

許容せん断応力度 196 294 

 

 

(3) 基礎地盤 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係

る基本方針」に基づき，支持力試験及び「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・

同解説（日本道路協会，2002 年 3 月）」により設定する。基礎地盤の許容限界を表

4－16 に示す。 

 

表 4－16 基礎地盤の許容限界 

評価項目 基礎地盤 許容限界（N/mm2） 

極限支持力度 

岩盤 
CH 級 

9.8 
CM 級 

改良地盤 1.4 

ＭＭＲ 18.0 
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4.9 評価方法 

防波扉（荷揚場南）の耐震評価は，地震応答解析に基づいて算定した発生応力が「4.8 

許容限界」で設定した許容限界以下となることを確認する。応力算定式以外の方法によ

る応力度の算定には，解析コード「ＲＣ断面計算」を使用する。なお，解析コードの検

証，妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」

に示す。 

 

4.9.1 防波扉 

(1) 防波扉（鋼製扉体）及び戸当り（ＲＣ支柱） 

防波扉（鋼製扉体）は，扉体（スキンプレート，主横桁，補助縦桁，端縦桁，及

び袖桁），車輪，レール，ガイドローラ，ロック装置，支圧板，戸当り及び防波扉

戸当り（ＲＣ支柱）で構成されている。地震時荷重に対して，応力算定式により，

扉体（主横桁，補助縦桁及び端縦桁），車輪，レール，ロック装置，支圧板及び戸

当り並びに防波扉戸当り（ＲＣ支柱）の耐震評価を行う。 

 

a. 主横桁 

主横桁は，扉体の支圧板と側部戸当りとの接触位置を支点とする両端ピン支持

の単純梁にモデル化し，水平荷重（地震時慣性力＋風荷重）から算定される応力

が許容限界以下であることを確認する。 

主横桁の照査対象部を図 4－17 に，主横桁のモデル図及び応力算定式を図 4－

18 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－17 主横桁の照査対象部  

（扉体断面図） 

主横桁 
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断面力の計算 

・曲げモーメント 

M1 =
1

2
(W + W′)L1

2(
𝑎

L1
−

1

4
) 

・せん断力 

S1 =
1

2
(W + W′)L 

 

応力度の計算 

・曲げ応力度σc(N/mm2) 

σ
𝑐

=
M1

Z
 

・せん断応力度τ(N/mm2) 

τ =
S1

A 𝑤
 

 

図 4－18 主横桁のモデル図及び応力算定式 

  

ここに， 

Ｍ1 ：曲げモーメント（kN･m） 

Ｓ1 ：せん断力（kN） 

Ｗ ：地震時慣性力（kN/m） 

Ｗ’ ：風荷重（kN/m） 

Ｌ ：支間（m） 

ａ ：張り出し部（m） 

Ｌ1 ：正面水密幅（m） 

Ｚ ：断面係数（mm3） 

Ａw ：腹板断面積（mm2） 

 

（扉体平面図） 
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b. 補助縦桁 

補助縦桁は，水平荷重（地震時慣性力＋風荷重）を受ける単純梁として計算し，

その応力が許容限界以下であることを確認する。 

また，補助縦桁の照査対象部は，荷重と主横桁間隔を考慮し選定する。 

補助縦桁のモデル図及び応力算定式を図 4－19 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面力の計算 

・曲げモーメント M(kN・m) 

＝M
Ｐ・ｍ

(3･ℓ2－ｍ2)
24   

・せん断力 S(kN) 

S ＝
Ｐ・ｍ

(ℓ－ｍ／2)
2  

応力度の計算 

・曲げ応力度σ(N/mm2) 

σ =
M

Z
 

・せん断応力度τ(N/mm2)  

τ =
Ｓ

A 𝑤
 

 

 

 

 

 

 

図 4－19 補助縦桁のモデル図及び応力算定式 

 

  

ここに， 

Ｐ ：水平荷重(kN/m2) 

 （地震時慣性力＋風荷重） 

ℓ ：主横桁間隔(m) 

ｍ ：補助縦桁間隔(m)  

Ｚ ：断面係数（mm3） 

Ａw ：腹板断面積（mm2） 

m/2  m/2 

Ｐ 

ℓ 

（扉体正面図） 
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c. 端縦桁 

端縦桁は，主横桁反力を支圧板，戸当りを介してコンクリート躯体に伝達する。

そのため，垂直補剛材を有するプレートガーダの荷重集中点として腹板強度の計

算を行い，算定される応力が許容限界以下であることを確認する。 

端縦桁の構造図及び応力算定式を図 4－20 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

端縦桁の圧縮応力度σc(N/mm2) 

𝜎𝑐 =
Ｒ・103

Ａ
q

 

 

 

 

 

 

図 4－20 端縦桁の構造図及び応力算定式 

 

  

ここに， 

Ｒ ：主横桁の支点反力（kN) 

Ａq ：補剛材の有効総断面積（mm２） 

Ａq＝Ａw＋Ａs 

Ａw＝bｗ・tｗ （端縦桁腹板） 

Ａs＝bｓ・tｓ （主横桁腹板） 

但し, Ａq≦1.7Ａs 

 

（扉体平面図） 
（扉体正面図） 

（扉体正面詳細図） 
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d. 車輪 

車輪は，左右 2 輪ずつ計 4 輪あり，鉛直荷重（扉体自重＋積雪荷重＋地震時慣

性力）に対して，接触応力度が許容限界以下であることを確認する。 

車輪軸は，車輪を支点とした両端ピン支持の単純梁にモデル化し，鉛直荷重か

ら算定される応力が許容限界以下であることを確認する。 

また，車輪軸受けには自動調心ころ軸受けを使用し，基本静定格荷重に対して

許容限界以下であることを確認する。 

車輪の構造図及び応力算定式を図 4－21 に示す。 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

車輪荷重 

R1 =
FL2

2L
 

R2 =
FL1

2L
 

車輪強度の照査（線接触の場合） 

ｐ = 0.591√
PrE1E2

B0R(E1 + E2)
 

Ｃ = 1.080√
PrR(E1+E2)

B0E1E2
 

 

 

 

 

図 4－21(1) 車輪の構造図及び応力算定式 

  

Rb 

 

Ra 

 

車輪軸 

車輪軸受け 

ここに， 

Ｆ ：鉛直荷重（kN） 

 （扉体自重＋積雪荷重＋地震時慣性力） 

Ｆv ：鉛直方向地震時慣性力（kN） 

Ｒ1 ：海側車輪荷重（kN） 

Ｒ2 ：陸側車輪荷重（kN） 

Ｌ ：レール支間（m） 

Ｌ1 ：扉体重心から海側車輪までの距離（m） 

Ｌ2 ：扉体重心から陸側車輪までの距離（m） 

ｐ ：ヘルツの接触応力度(N/mm2) 

Ｐr ：車輪荷重（N） 

Ｅ1 ：車輪の弾性係数(N/mm2) 

Ｅ2 ：レールの弾性係数(N/mm2) 

Ｂ0 ：車輪有効踏面幅(mm) 

Ｒ ：車輪半径(mm) 

Ｃ ：接触幅の 1/2(mm) 

（扉体側面図） 
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車輪軸の断面力 

Ｍ＝Ｒ1L3    Ｓ＝Ｒ1   

 

曲げ応力度σ(N/mm2)     

σ =
M

Z
 

せん断応力度τ(N/mm2) 

τ =
4Ｓ

3A 1
 

軸受け荷重Ｒa(自動調心ころ軸受) 

Ｒa＝Ｒ1 

 

図 4－21(2) 車輪の応力算定式 

 

 

 

 

 

 

  

ここに， 

Ｍ ：曲げモーメント(kN・m) 

Ｌ3 ：張出長さ（m） 

Ｚ ：軸の断面係数（mm3） 

Ｓ :せん断力(kN) 

Ａ1 ：軸の断面積（mm2） 

Ｒa ：軸受け荷重(kN) 
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e. レール 

レールは，図のような車輪荷重を受ける基礎材をピン支持とした単純梁とし

て算定される応力が許容限界以下であることを確認する。 

レールの構造図及び応力算定式を図 4－22 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

曲げモーメント 

M5 =
R1LM

4
 

せん断力 

S5 = R1 

 

曲げ圧縮応力度σc(N/mm2) 

σ
𝑐

=
M5

Z2
 

曲げ引張応力度σt(N/mm2) 

σ
ｔ

=
M5

Z1
 

せん断応力度τ(N/mm2) 

τ =
S5

A w
 

腹板の支圧応力度σb(N/mm2)  

σ
𝑏

=
R1

bptw
 

bp＝2Ｃ＋2tf 

 

図 4－22 レールの構造図及び応力算定式 

  

ここに， 

Ｍ5 ：レールの曲げモーメント（kN･m） 

Ｒ1 ：車輪 1 輪に作用する最大荷重（kN） 

ＬM ：レール基礎材間隔（m） 

Ｓ5 ：レールのせん断力(kN) 

Ｚ1 ：引張側断面係数（mm3） 

Ｚ2 ：圧縮側断面係数（mm3） 

Ａw ：腹板断面積（mm2） 

ｂp ：腹板の受圧幅（mm) 

Ｃ ：接触幅の 1/2(mm) 

ｔw ：腹板の厚さ(mm) 

ｔf ：レール踏面板の厚さ(mm) 

（正面図） （断面図） 

R1

tf

tw
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f. ロック装置 

ロック装置は，図のように扉体に作用する水圧直角方向の地震時荷重を 2 組の

ロックピンから支持金物へ伝達し，扉体の移動を制限する。ロックピンは片持ち

梁にモデル化して算定される応力が許容限界以下であることを確認する。 

ロックピンの構造図及び応力算定式を図 4－23 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロックピン反力   Ｐ
2

=
Ｆ

h

n
 

ロックピン断面力 

Ｍ＝Ｐ2Ｌ7    Ｓ＝Ｐ2 

曲げ応力度σ(N/mm2) 

σ =
Ｍ

Ｚ
 

せん断応力度τ(N/mm2) 

τ =
Ｓ

Ａ
 

支圧応力度σb(N/mm2) 

σ
𝑏

=
Ｐ

2

bｈ
 

 

図 4－23 ロック装置の構造図及び応力算定式 

  

ここに， 

Ｐ2 ：ロックピン反力（kN） 

Ｆh ：地震時慣性力（kN） 

ｎ ：ロックピン数 

Ｌ7 ：片持ち梁長さ(m) 

Ｍ ：曲げモーメント(kN・m) 

Ｚ ：断面係数（mm3） 

Ｓ :せん断力(kN) 

Ａ ：ロックピンのせん断面積（mm2） 

ｂ ：ロックピン受圧幅（mm） 

ｈ ：ロックピン受圧長さ（mm） 

（断面図） 
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g. 支圧板 

  支圧板の面圧は扉体に作用する水平荷重（地震時慣性力＋風荷重）から求

め，算定される応力が許容限界以下であることを確認する。 

  支圧板の構造図及び応力算定式を図 4－24 に示す。 

 

支圧板の支圧応力度σp（N/mm2） 

σ
p

=
Ｐ

1

2ＣＬ
2

 

 

 

 

 

 

 

図 4－24 支圧板の構造図及び応力算定式 

  

（扉体平面図）

Ｌ

Ｌ1

海側

陸側

海側

陸側

戸当り

扉体

支圧板

c

端縦桁

スキンプレート

ここに， 

Ｐ1 ：水平荷重(kN) 

 （地震時慣性力＋風荷重） 

Ｃ ：支圧板の有効幅 

Ｌ2 ：扉体高さ（mm） 
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h. 戸当り 

地震時の作用荷重は，陸側及び海側の側部戸当りに同様に作用するので，使用

断面の小さい海側戸当りについて許容限界以下であることを確認する。 

戸当りの構造図及び応力算定式図 4－25 に示す。 

コンクリートの支圧応力度σcb(N/mm2) 

σ
cb

=
Ｐ

1

2bf･Ｌ
2

 

底面フランジの曲げ応力度σf(N/mm2) 

σ
f

=
6Ｍ

f

𝑡𝑓
2    Mf =

σ
cb
･b𝑓

2

8
 

コンクリートのせん断応力度τc(N/mm2) 

τ𝑐 =
Ｐ

1

2ΣℓＬ
2

 

 

 

 

 

 

 

図 4－25 戸当りの構造図及び応力算定式  

ここに， 

Ｐ1 ：水平荷重(kN) 

 （地震時慣性力＋風荷重） 

Ｌ2 ：扉体高さ（mm） 

ｂf ：底面フランジの幅（mm） 

ｔf ：底面フランジの厚さ（mm） 

ℓ1 ：戸当り深さ（mm） 

ℓ2 ：底面フランジの 

 コンクリートまでの距離（mm） 

Ｍf  ：底面フランジに作用する 

  曲げモーメント（N･mm） 

Σℓ ：せん断抵抗長さ（＝ℓ1＋2ℓ2）（mm） 
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i. 防波扉戸当り（ＲＣ支柱） 

地震時の作用荷重は，陸側及び海側の側部戸当りに同様に作用するので，断面

の小さい海側戸当りを対象として評価する。防波扉戸当り（ＲＣ支柱）の海側に

ついて，防波壁側を固定として水平荷重（地震時慣性力＋風荷重）を受ける片持

梁にモデル化して計算し，その応力が許容限界以下であることを確認する。 

防波扉戸当り（ＲＣ支柱）の位置図を図 4－26 に示す。 

 

 

 

 

図 4－26 防波扉戸当り（ＲＣ支柱）の位置図 

 

防波扉戸当り（ＲＣ支柱）

（海側）

扉体

68
5m

m

700mm

（防波壁）
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   (2) 防波扉基礎スラブ 

鉄筋コンクリートの曲げ軸力照査及びせん断力照査に対して，２次元動的有限要

素法により算定した応力が許容限界以下であることを確認する。 

 

(3) 防波扉（鋼管杭） 

鋼管杭の評価は，杭体の曲げモーメント及び軸力より算定される応力及びせん断

力より算定されるせん断応力が許容限界以下であることを確認する。 

 

a. 曲げ軸力照査 

発生曲げモーメントが次式により算定される降伏曲げモーメント以下である

ことを確認する。 

My＝(fy −
|N|

A
)Ze    

ここに， 

Ｍy ：鋼管杭の降伏曲げモーメント（kN・m） 

fy ：鋼管杭の降伏基準点（N/mm2） 

Ｚe ：鋼管杭の断面係数（mm3）＊ 

Ｎ ：鋼管杭に発生する軸力（kN） 

Ａ ：鋼管杭の断面積（mm2）＊ 

注記＊：鋼管杭の外側１mm を腐食代として考慮する。 

 

b. せん断力照査 

せん断力を用いて次式により算定されるせん断応力がせん断強度に基づく許容

限界以下であることを確認する。 

τ＝
S

A
  

ここに， 

τ：鋼管杭のせん断力より算定されるせん断応力度（N/mm2） 

Ｓ：鋼管杭に発生するせん断力（kN） 

Ａ：鋼管杭の断面積（mm2）＊ 

注記＊：鋼管杭の外側１mm を腐食代として考慮する。 
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(4) 改良地盤 

改良地盤の評価は，改良地盤を通るすべり面のすべり安全率が 1.2 以上である

ことを確認する。すべり安全率は，想定したすべり面上の応力状態をもとに，す

べり面上のせん断抵抗力の和をせん断力の和で除した値を時々刻々求め，最小す

べり安全率を算定する。 

また，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に示すとおり，改良地盤の

解析用物性値のうちせん断強度は，室内配合試験結果よりも保守的な強度を設定

していることから，強度特性のばらつきを考慮した評価（平均値－１σ）は実施

しない。 

すべり安全率の算定には，解析コード「ＣＰＯＳＴＳＫ」を使用する。なお，

解析コードの検証，妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム

（解析コード）の概要」に示す。 

 

(5) 基礎地盤 

基礎地盤の支持性能評価においては，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・

同解説（日本道路協会，2002 年 3 月）」に従い，杭先端部の軸力を用いて次式によ

り算定される軸応力が基礎地盤の極限支持力度以下であることを確認する。 

  Rd＝
Nmax

A
 

ここに， 

Ｒｄ：鋼管杭先端の軸力より算定される軸応力度（N/mm2） 

Ｎmax：鋼管杭に発生する軸力（kN） 

Ａ ：鋼管杭先端の断面積（mm2）＊ 

注記＊：鋼管杭の外側１mm を腐食代として考慮する。 
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4.9.2 漂流物対策工 

(1) 漂流物対策工（鋼製扉体） 

漂流物対策工（鋼製扉体）は，扉体（主横桁，張出桁，補助縦桁，端縦桁及び支

圧板），支承部，支承アンカー，ロック装置及び戸当りで構成されている。地震時

荷重に対しては，主横桁，張出桁，補助縦桁，端縦桁，支承部，支承アンカー，ロ

ック装置及び戸当り（支圧板含む）の耐震評価を行う。 

 

a. 主横桁 

主横桁は，扉体の支圧板と戸当りとの接触位置を支点とする両端ピン支持の単

純梁にモデル化し，水平荷重（地震時慣性力＋風荷重）から算定される応力が許

容限界以下であることを確認する。主横桁の照査対象部は，荷重分担幅が大きい

最下段桁とした。 

また，最上段の主横桁においては，保守的に支承部を固定端とした片持ち梁に

モデル化し，水平荷重（地震時慣性力＋風荷重）から算定される応力が許容限界

以下であることを確認する。 

最下段主横桁のモデル図及び応力算定式を図 4－27 に，最上段主横桁のモデル

図及び応力算定式を図 4－28 に示す。 
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最下段主横桁の断面力計算 

・曲げモーメント 

M1 =
1

2
(W + W′)L1

2(
𝑎

L1
−

1

4
) 

・せん断力 

S1 =
1

2
(W + W′)L 

 

応力度の計算 

・曲げ応力度σ(N/mm2) 

σ =
M1

Z
 

・せん断応力度τ(N/mm2) 

τ =
S1

𝐴𝑤
   

 

 

図 4－27 最下段主横桁のモデル図及び応力算定式 

 

 

 

 

ここに， 

Ｍ1 ：曲げモーメント（kN･m） 

Ｓ1 ：せん断力（kN） 

Ｗ ：地震時慣性力（kN/m） 

Ｗ’ ：風荷重（kN/m） 

Ｌ ：支間（m） 

ａ ：張り出し部（m） 

Ｌ1 ：扉体幅（m） 

Ｚ ：断面係数（mm3） 

Ａw ：腹板断面積（mm2） 

 

（扉体平面図） 

（扉体側面図） 
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最上段主横桁の断面力計算 

・曲げモーメント 

M1′ =
1

2
(W + W′)Ｌ′2 

・せん断力 

S1′ =
1

2
(W + W′)Ｌ′ 

応力度の計算 

・曲げ応力度σ(N/mm2) 

σ =
M1′

Z
 

・せん断応力度τ(N/mm2) 

τ =
S1′

𝐴𝑤
 

 

図 4－28 最上段主横桁のモデル図及び応力算定式 

 

 

 

  

ここに， 

Ｍ1’：曲げモーメント（kN･m） 

Ｓ1’：せん断力（kN） 

Ｗ  ：地震時慣性力（kN/m） 

Ｗ’ ：風荷重（kN/m） 

Ｌ’ ：張出長さ（m） 

Ｚ ：断面係数（mm3） 

Ａw ：腹板断面積（mm2） 
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b. 張出桁 

張出桁は，水平荷重（地震時慣性力＋風荷重）を受ける扉体支持部を固定と

する片持梁にモデル化して計算し，その応力が許容限界以下であることを確認

する。 

張出桁のモデル図及び応力算定式を図 4－29 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

断面力の計算 

・曲げモーメント 

M2 =
1

2
(W + W′)L2

2 + PcL2 

・せん断力 

S2 = (W + W′)L2 + Pc 

 

応力度の計算 

・曲げ応力度σ(N/mm2) 

σ =
M2

Z
 

・せん断応力度τ(N/mm2) 

τ =
S2

𝐴𝑤
 

 

図 4－29 張出桁のモデル図及び応力算定式 

  

ここに， 

Ｍ2 ：曲げモーメント（kN･m） 

Ｓ2 ：せん断力（kN） 

Ｗ ：地震時慣性力（kN/m） 

Ｗ’ ：風荷重（kN/m） 

Ｌ2 ：張出長さ（m） 

Ｚ ：断面係数（mm3） 

Ａw ：腹板断面積（mm2） 

（扉体張出桁平面図） 

地震慣性力Ｗ 
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c. 補助縦桁 

補助縦桁は，図のような荷重を受ける主横桁で支持された単純梁として計算し，

その応力が許容限界以下であることを確認する。 

補助縦桁のモデル図及び応力算定式を図 4－30 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面力の計算 

・曲げモーメント（桁中央） 

M3 =
1

8
(W + W′)ℓ

2
 

・せん断力（桁端部） 

S3 =
1

2
(W + W′) ℓ 

 

応力度の計算 

・曲げ応力度σ(N/mm2) 

σ =
M3

Z
 

・せん断応力度τ(N/mm2) 

τ =
S3

𝐴𝑤
 

 

図 4－30 補助縦桁のモデル図及び応力算定式 

  

ここに， 

Ｍ3 ：曲げモーメント（kN･m） 

Ｓ3 ：せん断力（kN） 

Ｗ ：地震時慣性力（kN/m） 

Ｗ’ ：風荷重（kN/m） 

ℓ ：主横桁の間隔（m） 

Ｚ ：断面係数（mm3） 

Ａw  ：腹板断面積（mm2） 

（扉体正面図） 
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d. 端縦桁 

端縦桁は，主横桁反力を支圧板，戸当りを介してコンクリート躯体に伝達する。

そのため，垂直補剛材を有するプレートガーダの荷重集中点として腹板強度の計

算を行い，算定される応力が許容限界以下であることを確認する。 

端縦桁の構造図及び応力算定式を図 4－31 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

端縦桁の圧縮応力度σc (N/mm2) 

𝜎𝑐 =
Ｒ・103

Ａ
q

 

 

 

 

 

 

 

図 4－31 端縦桁の構造図及び応力算定式 

 

 

 

主横桁

補助縦桁

端縦桁

支圧板

Ｌ

Ｌ1

海側

陸側

ここに， 

Ｒ ：主横桁の支点反力（kN) 

Ａq ：補剛材の有効総断面積（mm２） 

Ａq＝Ａw＋Ａs1＋Ａs2 

Ａw＝bｗ・tｗ （端縦桁腹板） 

Ａs1＝bｓ1・tｓ1 （主横桁腹板） 

Ａs2＝bｓ2・tｓ2 （リブ） 

但し, Ａq≦1.7（Ａs1＋Ａs2） 

 

(扉体正面図) (扉体平面図) 

(扉体正面詳細図) 

tw

主横桁腹板

ts1

端縦桁腹板

B
w=
2
4t

w

スチフナ

ts2

bs=12tsbs
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e. 支承部 

支承部は，上部支承部と下部支承部から構成され，地震時の水平荷重及び鉛直

荷重に対しての発生応力が許容限界以下であることを確認する。 

水平方向と鉛直方向の地震荷重の組合せは，組合せ係数法により以下のとおり

とした。 

組合せ① : 1.0×水平地震荷重＋0.4×鉛直地震荷重  

組合せ② : 0.4×水平地震荷重＋1.0×鉛直地震荷重 

上部支承部及び下部支承部の構造正面図を図 4－32 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－32 上部支承部及び下部支承部の構造正面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(正面図) 
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(a) 上部支承部 

上部支承部は，支承軸を両端ピン支持の単純梁として算定される応力が許

容限界以下であることを確認する。 

上部支承部の構造図及び応力算定式を図 4－33 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面力の計算 

・曲げモーメント 

M4 =
RH1L4

4
 

・せん断力 

S4 = RH1 

 

応力度の計算 

・曲げ応力度σb(N/mm2) 

σ
𝑏

=
M4

Z4
 

・せん断応力度τ(N/mm2) 

τ =
4Ｓ

4

3A 4
 

 

図 4－33 上部支承部の構造図及び応力算定式 

  

ＲH1
Ｌ4

支承軸

軸受

扉体

（縦断面図） （平面図）

扉体

躯体

ここに， 

Ｍ4 ：支承軸の曲げモーメント（kN･m） 

ＲH1 ：上部支承水平作用荷重（kN） 

Ｌ4 ：支承軸支持間隔（m） 

Ｓ4 ：支承軸のせん断力(kN) 

Ｚ4 ：支承軸の断面係数（mm3） 

Ａ4 ：支承軸の断面積（mm2） 
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(b) 下部支承部 

下部支承部は，支承軸を下端固定の片持ち梁として算定される応力が許容限

界以下であることを確認する。 

鉛直荷重を支持する軸受（壷金）は，接触面の支圧応力度により照査する。 

また，水平荷重を支持する上部及び下部軸受けには同一の自動調心ころ軸受

けを使用し，許容限界以下であることを確認する。 

下部支承部の構造図及び応力算定式を図 4－34 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面力の計算 

・曲げモーメント 

M5 = RH3L5 

・せん断力 

S5 = RH3 

      

     応力度の計算 

・曲げ応力度σb(N/mm2) 

σ
𝑏

=
M5

Z5
 

・せん断応力度τ(N/mm2) 

τ =
4S5

3A5
 

 

図 4－34(1) 下部支承部の構造図及び応力算定式 

  

ここに， 

Ｍ5 ：支承軸の曲げモーメント（kN･m） 

ＲH3 ：下部支承水平作用荷重（kN） 

Ｌ5 ：支承軸片持ち梁長さ（m） 

Ｓ5 ：支承軸のせん断力(kN) 

Ｚ5 ：支承軸の断面係数（mm3） 

Ａ5 ：支承軸の断面積（mm2） 

Ｒv ：下部支承鉛直作用荷重（kN） 

Ｒ ：軸受（壷金）の球面の半径(mm) 

Ｅ ：軸受（壷金）の弾性係数(N/mm2) 

Ｒ2 ：軸受け荷重(kN) 

 

（平面図）

下部支承

扉体

躯体
R

Ｒv

ＲH3

Ｌ5

軸受

支承軸

扉体

軸受（壷金）

（縦断面図）



 

84 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
10
-2
-4
 R
0 

・軸受（壷金）の支圧応力度ｐ(N/mm2) 

p = 0.388(
Ｒ

v
Ｅ

2

Ｒ
2 )1 3⁄  

・軸受け荷重(自動調心ころ軸受) 

Ｒ2＝ＲH3 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－34(2) 下部支承部の応力算定式  

ここに， 

ＲH3 ：下部支承水平作用荷重（kN） 

Ｒv ：下部支承鉛直作用荷重（kN） 

Ｒ ：軸受（壷金）の球面の半径(mm) 

Ｅ ：軸受（壷金）の弾性係数(N/mm2) 

Ｒ2 ：軸受け荷重(kN) 
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f. 支承アンカー 

(a) 上部支承アンカー 

上部支承部は図に示す構造であることから，支承軸に作用する荷重は，アン

カーボルトとアンカープレート及び支圧板によりコンクリートに伝達する構

造として算定される応力が許容限界以下であることを確認する。 

上部支承アンカーの構造図及び応力算定式を図 4－35 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アンカーボルト 1 本当りの軸力 

Ｆ =
RH1ℓ

ｍｎ
 

応力度の計算 

・アンカーボルトの軸方向引張応力度σt(N/mm2) 

  σ
𝑡

=
Ｆ

Ａ
5

 

・コンクリートの支圧 

応力度(アンカープレート)σc1(N/mm2) 

σ
𝑐1

=
ｎＦ

ａｂ
 

・コンクリートの支圧 

応力度(支圧板) σc2 (N/mm2) 

σ
𝑐2

=
Ｒ

H1

ｃｅ
 

 

 

 

図 4－35(1) 上部支承アンカーの構造図及び応力算定式  

ここに， 

Ｆ ：アンカーボルト 

 1 本当りの軸力(kN) 

ＲH1 ：上部支承水平作用荷重（kN） 

ℓ ：支承軸からアンカーボルト 

 固定部までの距離（mm） 

ｍ ：アンカーボルトの間隔(mm) 

ｎ ：アンカーボルトの片側本数 

Ａ5 ：アンカーボルトの断面積（mm2） 

ｄ ：アンカーボルト埋込深さ(mm) 

ａ,ｂ ：アンカープレートの寸法(mm) 

ｃ,ｅ ：支圧板の寸法(mm) 

ｄ

ｍ

支圧板
ｃ×長さｂ

ｱﾝｶｰﾌﾟﾚｰﾄ
a×長さｂ

ＲＨ１

ℓ
Ｆ

アンカーボルト

支承軸

（平面図）

e
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・コンクリートのせん断 

応力度(アンカープレート) τc(N/mm2) 

τ
𝑐

=
ｎＦ

2ｂ・2ｄ
 

 

図 4－35(2) 上部支承アンカーの応力算定式 
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(b) 下部支承アンカー 

下部支承部は，支承軸に作用する荷重は，アンカーボルトとアンカープレー

ト及び支圧板によりコンクリートに伝達する構造として算定される応力が許

容限界以下であることを確認する。 

下部支承アンカーの構造図及び応力算定式を図 4－36 に示す。 

 

アンカーボルト 1 本当りの軸力(kN) 

Ｆ =
RH3Ｌ5

2ｙｎ
 

     

    応力度の計算 

・アンカーボルトの 

軸方向引張応力度σt(N/mm2) 

σ
𝑡

=
Ｆ

Ａ
5

 

・コンクリートの支圧応力度 

(アンカープレート) σc1 (N/mm2) 

σ
𝑐1

=
ｎＦ

ａｂ
 

・コンクリートの支圧応力度 

(支圧板) σc2 (N/mm2) 

σ
𝑐2

=
Ｒ

H3

ｃｅ
 

・コンクリートのせん断応力度 

(アンカープレート) τc(N/mm2) 

τ
𝑐

=
ｎＦ

2ｂ・2ｄ
 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－36 下部支承アンカーの構造図及び応力算定式 

 

ここに， 

Ｆ ：アンカーボルト 1 本当りの軸力(kN) 

ＲH3 ：下部支承水平作用荷重（kN） 

Ｌ5 ：軸受中心からアンカーボルト 

 固定部までの距離（mm） 

2ｙ ：アンカーボルトの間隔(mm) 

ｎ ：アンカーボルトの片側本数 

Ａ5 ：アンカーボルトの断面積（mm2） 

ｄ ：アンカーボルト埋込深さ(mm) 

ａ，ｂ ：アンカープレートの寸法(mm) 

ｃ，ｅ ：支圧板の寸法(mm) 

(断面図) 

(平面図) 
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g. ロック装置 

ロック装置は，扉体に作用する地震時荷重をロックビームから支持金物及びコ

ンクリートへ伝達し，扉体を全閉位置に固定する。ロックビームを片持ち梁にモ

デル化して算定される応力が許容限界以下であることを確認する。 

ロック装置の構造図及び応力算定式を図 4－37 に示す。 

 

 

 

断面力の計算 

・曲げモーメント 

Ｍ＝Ｐrａ 

 ・せん断力 

Ｓ＝Ｐr 

 

応力度の計算 

・ロックビーム曲げ応力度σ(N/mm2) 

σ =
Ｍ

2Ｚ
 

・ロックビームせん断応力度τ(N/mm2) 

τ =
Ｓ

2Ａ
 

 

 

図 4－37 ロック装置の構造図及び応力算定式 

  

ここに， 

Ｍ ：曲げモーメント（kN･m) 

Ｒr ：ロック反力（kN） 

ａ ：ロックビームの片持ち梁長さ（m) 

ｎ ：ロックビーム数 

Ｚ ：ロックビームの断面係数（mm3） 

Ｓ ：ロックビームのせん断力（kN) 

Ａ ：ロックビームのせん断面積（mm2） 

(断面図) 
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h. 戸当り 

戸当りは，最も水平荷重（地震時慣性力＋風荷重）が大きい最下段の主横桁

からの荷重により応力を算定し許容限界以下であることを確認する。 

戸当りの構造図及び応力算定式を図 4－38 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

応力度の計算 

・支圧板の支圧応力度σp(N/mm2) 

σ
p

=
ＷＬ

1

2ＣＬ
2

 

・腹板の支圧応力度σb(N/mm2) 

σ
𝑏

=
ＷＬ

1

2twＬ
2

 

・コンクリートの支圧応力度σcb(N/mm2) 

σ
𝑐𝑏

=
ＷＬ

1

2bfＬ
2

 

・底面フランジの曲げ応力度σf(N/mm2) 

σ
f

=
6Ｍ

f

tf 2
 

Mf =
𝜎𝑐・bf 2

8
 

・コンクリートのせん断応力度τc(N/mm2) 

τ𝑐 =
ＷＬ

1

2ΣℓＬ
2

 

 

図 4－38 戸当りの構造図及び応力算定式  

ここに， 

Ｗ ：水平荷重（kN／m） 

 （地震時慣性力＋風荷重） 

Ｃ ：支圧板の有効幅（mm） 

Ｌ1：扉体幅（mm） 

Ｌ2：主横桁の荷重分担長さ（mm） 

ｔw：腹板の厚さ（mm） 

ｂf：底面フランジの幅（mm） 

ｔf：底面フランジの厚さ（mm） 

ℓ1 ：戸当り深さ（mm） 

ℓ2  ：底面フランジの 

 コンクリートまでの距離（mm） 

Ｍf：底面フランジに作用する 

曲げモーメント（N･mm） 

Σℓ：せん断抵抗長さ（＝ℓ1＋2ℓ2）（mm） 

(扉体平面図) 

ℓ1 tw

tf

支圧板

bf

ℓ2

c

Ｌ

海側

陸側

Ｌ1

主横桁

補助縦桁

端縦桁

支圧板
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(2) 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブ 

鉄筋コンクリートの曲げ軸力照査及びせん断力照査に対して，２次元動的有限要

素法により算定した応力が許容限界以下であることを確認する。 

 

(3) 基礎地盤 

基礎地盤の支持性能評価においては，漂流物対策工直下のＭＭＲ及び改良地盤並

びにＭＭＲ及び改良地盤の直下の岩盤に生じる最大接地圧が許容限界以下である

ことを確認する。 
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5. 評価条件 

  「4. 耐震評価」に用いる評価条件を表 5－1 及び表 5－2 に示す。 

 

表 5－1(1) 防波扉の耐震評価に用いる条件（1/3） 

部材 記号 定義 数値 単位 

主横桁 

Ｍ1 曲げモーメント 119.009 kN・m 

Ｓ1 せん断力 73.515 kN 

Ｗ 地震時慣性力 19.642 kN/m 

Ｗ’ 風荷重 2.256 kN/m 

Ｌ 支間 6.500 m 

a 張り出し部 0.200 m 

Ｌ1 正面水密幅 6.900 m 

Ｚ 断面係数 5136000 mm3 

Ａw 腹板断面積 11350 mm2 

補助 

縦桁 

ℓ 主横桁間隔 2.5 m 

ｍ 補助縦桁間隔 0.7545 m 

Ｐ 水平荷重（地震時慣性力＋風荷重） 13.709 kN/m2 

Ｍ 曲げモーメント 7.835 kN・m 

Ｓ せん断力 10.978 kN 

Ｚ 断面係数 424000 mm3 

Ａw 腹板断面積 2470 mm2 

端縦桁 
Ｒ 主横桁の支点反力 73.515 kN 

Ａq 補剛材の有効総断面積 2938 mm2 

車輪 

Ｆ 
鉛直荷重 

（扉体自重＋積雪荷重＋地震時慣性力） 
497.5 kN 

Ｆv 鉛直方向地震時慣性力 281.2 kN 

Ｒ1 海側車輪荷重 189.9 kN 

Ｒ2 陸側車輪荷重 58.8 kN 

Ｌ レール支間 0.74 m 

L1 扉体重心から海側車輪までの距離 0.175 m 

L2 扉体重心から陸側車輪までの距離 0.565 m 

Ｐr 車輪荷重 189900 N 

Ｅ1 車輪の弾性係数 1.93×105 N/mm2 

Ｅ2 レールの弾性係数 1.93×105 N/mm2 

Ｂ0 車輪有効踏面幅 60 mm 

Ｒ 車輪半径 250 mm 

Ｃ 接触幅の 1/2 3.09 mm 
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表 5－1(2) 防波扉の耐震評価に用いる条件（2/3） 

部材 記号 定義 数値 単位 

車輪軸 

Ｍ 曲げモーメント 38.0 kN・m 

Ｌ3 張出長さ 0.2 m 

Ｚ 軸の断面係数 130700 mm3 

Ｓ せん断力 189.9 kN 

Ａ1 軸の断面積 9500 mm2 

車輪軸受 Ｒa 軸受け荷重 189.9 kN 

レール 

Ｍ5 レールの曲げモーメント 23.7 kN・m 

Ｒ1 車輪 1 輪に作用する最大荷重 189.9 kN 

ＬM レール基礎材間隔 0.5 m 

Ｓ5 レールのせん断力 189.9 kN 

Ｚ1 引張側断面係数 175800 mm3 

Ｚ2 圧縮側断面係数 198800 mm3 

Ａw 腹板断面積 2020 mm2 

ｂp 腹板の受圧幅 66.18 mm 

Ｃ 接触幅の 1/2 3.09 mm 

ｔw 腹板の厚さ 20 mm 

ｔf レール踏面板の厚さ 30 mm 

ロック 

装置 

Ｐ2 ロックピン反力 259.5 kN 

Ｆh 地震時慣性力 519.0 kN 

ｎ ロックピン数 2 本 

Ｌ7 片持ち梁長さ 0.088 m 

Ｍ 曲げモーメント 22.8 kN・m 

Ｚ 断面係数 71569 mm3 

Ｓ せん断力 259.5 kN 

Ａ ロックピンのせん断面積 5100 mm2 

ｂ ロックピン受圧幅 65 mm 

ｈ ロックピン受圧長さ 70 mm 

支圧板 

Ｐ1 水平荷重（地震時慣性力＋風荷重） 597.7 kN 

Ｃ 支圧板の有効幅 85 mm 

Ｌ2 扉体高さ 6500 mm 
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表 5－1(3) 防波扉の耐震評価に用いる条件（3/3） 

部材 記号 定義 数値 単位 

戸当り 

Ｐ1 水平荷重（地震時慣性力＋風荷重） 597.7 kN 

Ｌ2 扉体高さ 6500 mm 

ｂf 底面フランジの幅 125 mm 

ｔf 底面フランジの厚さ 18.3 mm 

ℓ1 戸当り深さ 150 mm 

ℓ2 底面フランジのコンクリートまでの距離 312.5 mm 

Ｍf 底面フランジに作用する曲げモーメント 781 N・mm 

Σℓ せん断抵抗長さ（＝ℓ1＋2ℓ2） 775 mm 
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表 5－2(1) 漂流物対策工の耐震評価に用いる条件（1/3） 

部材 記号 定義 数値 単位 

主横桁 

Ｍ1 曲げモーメント 115.7 kN・m 

Ｓ1 せん断力 65.2 kN 

Ｗ 地震時慣性力 17.015 kN/m 

Ｗ’ 風荷重 1.354 kN/m 

Ｌ 支間 7.1 m 

a 張り出し部 0.1 m 

Ｌ1 扉体幅 7.3 m 

Ｍ1’ 曲げモーメント 580.5 kN・m 

Ｓ1’ せん断力 146.0 kN 

Ｌ’ 張出長さ 7.95 m 

Ｚ 断面係数 18674000 mm3 

Ａw 腹板断面積 21500 mm2 

張出桁 

Ｍ2 曲げモーメント 2.8 kN・m 

Ｓ2 せん断力 5.8 kN 

Ｗ 地震時慣性力 5.672 kN/m 

Ｗ’ 風荷重 0.451 kN/m 

Ｌ2 張出長さ 0.95 m 

Ｚ 断面係数 6527000 mm3 

Ａw 腹板断面積 16870 mm2 

補助縦桁 

Ｍ3 曲げモーメント 0.2 kN・m 

Ｓ3 せん断力 0.9 kN 

Ｗ 地震時慣性力 2.269 kN/m 

Ｗ’ 風荷重 0.181 kN/m 

ℓ 主横桁の間隔 0.75 m 

Ｚ 断面係数 7567000 mm3 

Ａw 腹板断面積 21500 mm2 

端縦桁 
Ｒ 主横桁の支点反力 146.0 kN 

Ａq 補剛材の有効総断面積 10747 mm2 

上部 

支承軸 

Ｍ4 支承軸の曲げモーメント 144.9 kN・m 

ＲH1 上部支承水平作用荷重 1053.9 kN 

Ｌ4 支承軸支持間隔 0.55 m 

Ｓ4 支承軸のせん断力 527.0 kN 

Ｚ4 支承軸の断面係数 572600 mm3 

Ａ4 支承軸の断面積 25450 mm2 
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表 5－2(2) 漂流物対策工の耐震評価に用いる条件（2/3） 

部材 記号 定義 数値 単位 

下部 

支承軸 

Ｍ5 支承軸の曲げモーメント 137.0 kN・m 

ＲH3 下部支承水平作用荷重 1053.9 kN 

Ｌ5 支承軸片持ち梁長さ 0.130 m 

Ｓ5 支承軸のせん断力 1053.9 kN 

Ｚ5 支承軸の断面係数 1045400 mm3 

Ａ5 支承軸の断面積 38010 mm2 

下部 

支承軸受 

Ｒv 下部支承鉛直作用荷重 1033 kN 

Ｒ 軸受（壷金）の球面の半径 900 mm 

Ｅ 軸受（壷金）の弾性係数 1.93×105 N/mm2 

支承軸受 Ｒ2 軸受け荷重 1053.9 kN 

上部支承 

アンカー 

Ｆ アンカーボルト 1 本当りの軸力 162.1 kN 

ＲH1 上部支承水平作用荷重 1053.6 kN 

ℓ 
支承軸からアンカーボルト固定部までの

距離 
600 mm 

ｍ アンカーボルトの間隔 650 mm 

ｎ アンカーボルトの片側本数 6 本 

Ａ5 アンカーボルトの断面積 865 mm2 

ｄ アンカーボルト埋込深さ 800 mm 

ａ，ｂ アンカープレートの寸法 250, 800 mm 

ｃ，ｅ 支圧板の寸法 250, 800 mm 

下部支承 

アンカー 

Ｆ アンカーボルト 1 本当りの軸力 102.4 kN 

ＲH3 下部支承水平作用荷重 1053.9 kN 

Ｌ5 
軸受中心からアンカーボルト固定部まで

の距離 
130 mm 

2ｙ アンカーボルトの間隔 446 mm 

ｎ アンカーボルトの片側本数 3 本 

Ａ5 アンカーボルトの断面積 865 mm2 

ｄ アンカーボルト埋込深さ 300 mm 

ａ，ｂ アンカープレートの寸法 150, 850 mm 

ｃ，ｅ 支圧板の寸法 250, 650 mm 
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表 5－2(3) 漂流物対策工の耐震評価に用いる条件（3/3） 

部材 記号 定義 数値 単位 

ロック 

装置 

Ｍ 曲げモーメント 60.6 kN・m 

Ｒr ロック反力 404.1 kN 

ａ ロックビームの片持ち梁長さ 0.15 m 

ｎ ロックビーム数 2 本 

Ｚ ロックビームの断面係数 238000 mm3 

Ｓ ロックビームのせん断力 404.1 kN 

Ａ ロックビームのせん断面積 1872 mm2 

戸当り 

Ｗ 水平荷重（地震時慣性力＋風荷重） 18.369 kN/m 

Ｃ 支圧板の有効幅 80 mm 

Ｌ1 扉体幅 7300 mm 

Ｌ2 主横桁の荷重分担長さ 750 mm 

ｔw 腹板の厚さ 14 mm 

ｂf 底面フランジの幅 800 mm 

ｔf 底面フランジの厚さ 50 mm 

ℓ1 戸当り深さ 1650 mm 

ℓ2 底面フランジのコンクリートまでの距離 950 mm 

Ｍf 底面フランジに作用する曲げモーメント 8000 N・mm 

Σℓ せん断抵抗長さ（＝ℓ1＋2ℓ2） 3550 mm 
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6. 耐震評価結果 

6.1 防波扉 

(1) 防波扉（鋼製扉体）及び戸当り（ＲＣ支柱） 

「3. 固有値解析」に示したとおり防波扉（鋼製扉体）の固有振動数が 20Hz 以

上であることを確認したため，防波扉（鋼製扉体）の耐震計算に用いる設計震度は，

Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に示すとおり防波扉（鋼製扉体）

の設置床である防波扉基礎スラブの最大応答加速度を基に設定する。設計震度は表

6－1 に示すとおり，最大応答加速度から算出される水平震度及び鉛直震度より保

守的に設定した。 

防波扉（鋼製扉体）及び戸当り（ＲＣ支柱）の主部材の照査結果を表 6－2 に示

す。この結果から，防波扉（鋼製扉体）及び戸当り（ＲＣ支柱）の主部材の発生応

力が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 6－1 設計用地震力 

設置標高 最大応答加速度に基づく震度 設計震度 

EL 8.5m 
水平 1.09 水平 Kｈ 2.4 

鉛直 0.82 鉛直 Kｖ 1.3 
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表 6－2(1) 防波扉（鋼製扉体）及び戸当り（ＲＣ支柱）の主部材の照査結果（1/2） 

部材 材質 種別 
応力度 

(a) 

許容限界 

(b) 

照査値 

(a／b) 

防波扉 

(鋼製

扉体) 

主横桁 SM490 

曲げ応力度 

(N/mm2) 
23 240 0.096 

せん断応力度 

(N/mm2) 
6 135 0.046 

補助 

縦桁 
SS400 

曲げ応力度 

(N/mm2) 
18 180 0.100 

せん断応力度 

(N/mm2) 
4 105 0.039 

端縦桁 SM490 
圧縮応力度 

(N/mm2) 
25 240 0.105 

車輪 SCS3 
接触応力度 

(N/mm2) 
653 960 0.681 

車輪軸 S45C-H 

曲げ応力度 

(N/mm2) 

291 367 0.793 

せん断応力度 

(N/mm2) 

27 210 0.129 

車輪 

軸受 

自動調心 

ころ軸受 

基本静定格荷重 

(kN) 
189.9 700 0.272 

レール 

SUS304N2 
曲げ圧縮応力度

(N/mm2) 
119 255 0.467 

SM490 

曲げ引張応力度

(N/mm2) 
135 240 0.563 

せん断応力度τ

(N/mm2) 
94 135 0.697 
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表 6－2(2) 防波扉（鋼製扉体）及び戸当り（ＲＣ支柱）の主部材の照査結果（2/2） 

部材 材質 種別 
応力度 

(a) 

許容限界 

(b) 

照査値 

(a／b) 

防波扉 

(鋼製

扉体) 

レール 

(腹板) 
SM490 

支圧応力度 

(N/mm2) 
143 360 0.398 

ロック 

装置 

SUS630 

H1150 

曲げ応力度 

(N/mm2) 

319 540 0.591 

せん断応力度 

(N/mm2) 

68 310 0.220 

SUS304 
支圧応力度 

(N/mm2) 
57 225 0.254 

支圧板 SUS304 
支圧応力度 

(N/mm2) 
0.5 225 0.003 

海側戸当り 

（底面フラ

ンジ） 

SS400 
曲げ応力度 

(N/mm2) 
14 180 0.078 

海側戸当り 

（コンクリ

ート） 

Fc24 

支圧応力度 

(N/mm2) 
0.4 8.8 0.046 

せん断応力度 

(N/mm2) 
0.06 0.6 0.100 

防波扉戸当り 

(ＲＣ支柱) 

Fc24, 

SD345 

曲げ引張応力度 

(N/mm2) 
17 294 0.059 

曲げ圧縮応力度 

(N/mm2) 
0.5 13.5 0.038 

せん断応力度 

(N/mm2) 
0.10 0.67 0.148 
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(2) 防波扉基礎スラブ 

a. 曲げ軸力照査 

防波扉基礎スラブの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値の評

価時刻での断面力図を図 6－1 に，曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値を表

6－3 に示す。 

この結果から，防波扉基礎スラブの発生応力が許容限界以下であることを確認

した。 

 

 

 

図 6－1(1) 防波扉基礎スラブの曲げ圧縮照査における最大照査値の評価時刻での断面力 

（Ｓｓ－Ｄ（＋－），解析ケース①，t＝8.58s） 
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図 6－1(2) 防波扉基礎スラブの曲げ引張照査における最大照査値の評価時刻での断面力 

（Ｓｓ－Ｄ（－＋），解析ケース①，t＝19.18s） 
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表 6－3(1) 防波扉基礎スラブの曲げ圧縮照査における最大照査値 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 
曲げ圧縮 
応力度 

σ c（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

σ ca（N/mm2） 

照査値 

σ c／σ ca 
曲げモーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

Ｓｓ－Ｄ（＋－） ① 222 -18 0.7 13.5 0.049 

 

 

表 6－3(2)  防波扉基礎スラブの曲げ引張照査における最大照査値 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 
曲げ引張 
応力度 

σ s（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

σ sa（N/mm2） 

照査値 

σ s／σ sa 
曲げモーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

Ｓｓ－Ｄ（－＋） ① 188 114 41 294 0.142 
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b. せん断力照査 

防波扉基礎スラブのせん断破壊に対する照査における最大照査値の評価時刻

での断面力図を図 6－2 に，せん断破壊に対する最大照査値を表 6－4 に示す。 

この結果から，防波扉基礎スラブの発生応力が許容限界以下であることを確認

した。 

 

 

 

図 6－2 防波扉基礎スラブのせん断力照査における最大照査値の評価時刻での断面力 

（Ｓｓ－Ｄ（＋＋），解析ケース①，t＝8.57s） 
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表 6－4 防波扉基礎スラブのせん断力照査における最大照査値 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 

せん断応力度 

τ s（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

τ sa（N/mm2） 

照査値 

τ s／τ sa 
せん断力 

（kN） 

Ｓｓ－Ｄ（＋＋） ① 181 0.05 0.67 0.079 
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(3) 防波扉（鋼管杭） 

a. 曲げ軸力照査 

防波扉（鋼管杭）の曲げ軸力照査における最大照査値の評価時刻での断面力図

を図 6－3 に，曲げ軸力照査における最大照査値を表 6－5 に示す。 

この結果から，防波扉（鋼管杭）に発生する曲げモーメントが許容限界以下で

あることを確認した。 

 

 

図 6－3 防波扉（鋼管杭）の曲げ軸力照査における最大照査値の評価時刻での断面力 

（Ｓｓ－Ｄ（＋－），解析ケース①，t＝8.57s） 

 

 

表 6－5 防波扉（鋼管杭）の曲げ軸力照査における最大照査値 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 

降伏モーメント 

Ｍｙ（kN・m） 

照査値 

Ｍ max／Ｍｙ 
曲げモーメント 

Ｍ max（kN・m） 

軸力 

（kN） 

Ｓｓ－Ｄ（＋－） ① 727 -218 7960 0.092 
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b. せん断力照査 

防波扉（鋼管杭）のせん断破壊に対する照査における最大照査値の評価時刻で

の断面力図を図 6－4 に，せん断破壊に対する最大照査値を表 6－6 に示す。 

この結果から，防波扉（鋼管杭）の発生応力が許容限界以下であることを確認

した。 

 

 

図 6－4  防波扉（鋼管杭）のせん断力照査における最大照査値の評価時刻での断面力 

（Ｓｓ－Ｄ（＋－），解析ケース①，t＝8.57s） 

 

 

表 6－6 防波扉（鋼管杭）のせん断力照査における最大照査値 
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(4) 改良地盤 

改良地盤におけるすべり安全率による評価結果を表 6－7 に，最小すべり安全率

となる時刻における局所安全係数分布図を図 6－5 に示す。 

これらの結果から，改良地盤のすべり安全率が 1.2 以上あることを確認した。 

 

 

表 6－7 改良地盤のすべり安全率評価結果 

地震動 解析ケース 発生時刻（ｓ） 最小すべり安全率 

Ｓｓ－Ｄ（－＋） ① 8.58 2.87 

 

 

図 6－5 改良地盤の最小すべり安全率時刻における局所安全係数分布 

（Ｓｓ－Ｄ（－＋），解析ケース①，t＝8.58s） 
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(5) 基礎地盤 

基礎地盤の支持性能照査結果を表 6－8 に示す。 

防波扉（鋼管杭）の杭先端部に生じる最大軸応力度が極限支持力度以下であるこ

とを確認した。 

 

表 6－8 基礎地盤の支持性能照査結果（鋼管杭直下の岩盤） 

地震動 解析ケース 

発生断面力 
最大軸応力度 

Ｒｄ（N/mm2） 

極限支持力度 

Ｒ u（N/mm2） 

照査値 

Ｒｄ／Ｒ u 
軸力 

Ｎ max（kN） 

Ｓｓ－Ｄ（＋－） ① 494 0.4 9.8 0.045 
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6.2 漂流物対策工 

(1) 漂流物対策工（鋼製扉体） 

「3. 固有値解析」に示したとおり漂流物対策工（鋼製扉体）の固有振動数が 20Hz

以上であるため，漂流物対策工（鋼製扉体）の耐震計算に用いる設計震度は，Ⅵ-2-

1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に示すとおり漂流物対策工（鋼製扉体）

の設置床における最大応答加速度を基に設定する。設計震度は表 6－9 に示すとお

り，最大応答加速度から算出される水平震度及び鉛直震度より保守的に設定した。 

漂流物対策工（鋼製扉体）の主部材の照査結果を表 6－10 に示す。この結果から，

漂流物対策工（鋼製扉体）の主部材の発生応力が許容限界以下であることを確認し

た。 

 

表 6－9 設計用地震力 

設置標高 最大応答加速度に基づく震度 設計震度 

EL 8.5m 
水平 1.19 水平 Kｈ 2.4 

鉛直 0.74 鉛直 Kｖ 1.3 
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表 6－10(1) 漂流物対策工（鋼製扉体，戸当り）の主部材の照査結果（1/2） 

部材 材質 種別 
応力度 

(a) 

許容限界 

(b) 

照査値 

(a／b) 

漂流物 

対策工 

(鋼製

扉体) 

主横桁 

(最下段) 

SBHS700 
曲げ応力度 

(N/mm2) 
6 525 0.012 

SM570 
せん断応力度 

(N/mm2) 
3 193 0.016 

主横桁 

(最上段） 

SBHS700 
曲げ応力度 

(N/mm2) 
31 525 0.060 

SM570 
せん断応力度 

(N/mm2) 
7 193 0.037 

張出桁 SBHS700 

曲げ応力度 

(N/mm2) 
0.4 525 0.001 

せん断応力度 

(N/mm2) 
0.3 303 0.001 

補助縦桁 SM570 

曲げ応力度 

(N/mm2) 
0.03 310 0.001 

せん断応力度 

(N/mm2) 
0.04 193 0.001 

端縦桁 SM570 
圧縮応力度 

(N/mm2) 
14 337 0.042 

支承部 

(上 部 支 承

軸) 

SUS630 

H1150 

曲げ応力度 

(N/mm2) 

253 540 0.469 

せん断応力度 

(N/mm2) 

28 310 0.091 

支承部 

(下 部 支 承

軸) 

SUS304N2 

曲げ応力度 

(N/mm2) 

131 255 0.514 

せん断応力度 

(N/mm2) 

13 147 0.089 

支承部 

(下 部 支 承

軸受) 

SUS630 

H1150 

接触応力度 

(N/mm2) 
1405 2035 0.691 

支承軸受け 
自動調心 

ころ軸受 

軸受荷重 

(kN) 
1053.9 2140 0.493 
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表 6－10(2) 漂流物対策工（鋼製扉体，戸当り）の主部材の照査結果（2/2） 

部材 材質 種別 
応力度 

(a) 

許容限界 

(b) 

照査値 

(a／b) 

漂流物 

対策工 

(鋼製

扉体) 

支承アンカー 

(上部アンカー

ボルト) 

S45C-H 

軸方向引張 

応力度 

(N/mm2) 

187 367 0.510 

支承アンカー 

(下部アンカー

ボルト) 

S45C-H 

軸方向引張 

応力度 

(N/mm2) 

118 367 0.322 

上部支承アン

カー(コンクリ

ート) 

Fc40 

支圧応力度 

ｱﾝｶｰﾌﾟﾚｰﾄ 

(N/mm2) 

4.9 8.8 0.557 

支圧応力度 

支圧板 

(N/mm2) 

5.3 8.8 0.603 

せん断応力度 

(N/mm2) 

0.38 0.60 0.634 

下部支承アン

カー(コンクリ

ート) 

Fc40 

支圧応力度 

ｱﾝｶｰﾌﾟﾚｰﾄ 

(N/mm2) 

2.4 8.8 0.273 

支圧応力度 

支圧板(N/mm2) 

6.5 8.8 0.739 

せん断応力度 

(N/mm2) 

0.30 0.60 0.500 

ロック装置 SM570 

曲げ圧縮 

応力度 

(N/mm2) 

127 337 0.377 

せん断応力度 

(N/mm2) 

108 193 0.560 

支圧板 SUS304 
支圧応力度 

(N/mm2) 
1.1 225 0.005 

戸当り（腹板） SM400 
支圧応力度 

(N/mm2) 
6 270 0.023 

戸当り（底面フ

ランジ） 
SBHS700 

曲げ応力度 

(N/mm2) 
19 525 0.037 

戸当り（コンク

リート） 
Fc40 

支圧応力度 

(N/mm2) 
0.1 8.8 0.012 

せん断応力度 

(N/mm2) 
0.03 0.60 0.050 
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(2) 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱） 

a. 曲げ軸力照査 

漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における

最大照査値の評価時刻での断面力図を図 6－6 に，曲げ・軸力系の破壊に対する

最大照査値を表 6－11 に示す。 

この結果から，漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）の発生応力が許容限界以下で

あることを確認した。 

 

 

         

 

図 6－6(1) 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）の曲げ圧縮照査における最大照査値の評価時

刻での断面力（Ｓｓ－Ｄ（－－），解析ケース①，t＝8.58s） 
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図 6－6(2)  漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）の曲げ引張照査における最大照査値

の評価時刻での断面力（Ｓｓ－Ｄ（－＋），解析ケース①，t＝8.58s） 
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表 6－11(1) 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）の曲げ圧縮照査における最大照査値 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 
曲げ圧縮 
応力度 

σ c（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

σ ca（N/mm2） 

照査値 

σ c／σ ca 
曲げモーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

Ｓｓ－Ｄ（－－） ① -18292 -4186 1.8 21.0 0.087 

 

 

表 6－11(2) 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）の曲げ引張照査における最大照査値 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 
曲げ引張 
応力度 

σ s（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

σ sa（N/mm2） 

照査値 

σ s／σ sa 
曲げモーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

Ｓｓ－Ｄ（－＋） ① -15201 -2536 46 294 0.159 
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b. せん断力照査 

漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）のせん断破壊に対する照査における最大照査

値の評価時刻での断面力図を図 6－7 に，せん断破壊に対する最大照査値を表 6

－12 に示す。 

この結果から，漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）の発生応力が許容限界以下で

あることを確認した。 

 

         

 

図 6－7 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）のせん断力照査における最大照査値の評価時刻

での断面力（Ｓｓ－Ｄ（－－），解析ケース①，t＝8.58s） 
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表 6－12 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）のせん断力照査における最大照査値 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 

せん断応力度 

τ s（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

τ sa（N/mm2） 

照査値 

τ s／τ sa 
せん断力 

（kN） 

Ｓｓ－Ｄ（－－） ① 4600 0.37 0.82 0.451 
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(3) 漂流物対策工基礎スラブ 

a. 曲げ軸力照査 

漂流物対策工基礎スラブの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査

値の評価時刻での断面力図を図 6－8 に，曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査

値を表 6－13 に示す。 

この結果から，漂流物対策工基礎スラブの発生応力が許容限界以下であること

を確認した。 

 

         

 

図 6－8 漂流物対策工基礎スラブの曲げ軸力照査における最大照査値の評価時刻での断面

力（Ｓｓ－Ｄ（＋－），解析ケース①，t＝18.93s） 
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表 6－13(1) 漂流物対策工基礎スラブの曲げ圧縮照査における最大照査値 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 
曲げ圧縮 
応力度 

σ c（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

σ ca（N/mm2） 

照査値 

σ c／σ ca 
曲げモーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

Ｓｓ－Ｄ（＋－） ① -3447 -492 1.5 21.0 0.072 

 

 

表 6－13(2) 漂流物対策工基礎スラブの曲げ引張照査における最大照査値 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 
曲げ引張 
応力度 

σ s（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

σ sa（N/mm2） 

照査値 

σ s／σ sa 
曲げモーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

Ｓｓ－Ｄ（＋－） ① -3447 -492 42 294 0.144 
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b. せん断力照査 

漂流物対策工基礎スラブのせん断破壊に対する照査における最大照査値の評

価時刻での断面力図を図 6－9 に，せん断破壊に対する最大照査値を表 6－14 に

示す。 

この結果から，漂流物対策工基礎スラブの発生応力が許容限界以下であること

を確認した。 

 

         

 

図 6－9  漂流物対策工基礎スラブのせん断力照査における最大照査値の評価時刻での断面

力（Ｓｓ－Ｄ（＋－），解析ケース①，t＝8.58s） 
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表 6－14 漂流物対策工基礎スラブのせん断力照査における最大照査値 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 

せん断応力度 

τ s（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

τ sa（N/mm2） 

照査値 

τ s／τ sa 
せん断力 

（kN） 

Ｓｓ－Ｄ（＋－） ① 1025 0.32 0.82 0.394 
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(4) 基礎地盤 

基礎地盤の支持性能照査結果を表 6－15 に，最大接地圧分布を図 6－10 に示す。 

漂流物対策工の基礎地盤に生じる最大接地圧が極限支持力度を下回ることを確

認した。 

 

 

表 6－15(1) 基礎地盤の支持性能照査結果（ＭＭＲ） 

地震動 解析ケース 
最大接地圧 

Ｐ（N/mm2） 

極限支持力度 

Ｐ u（N/mm2） 

照査値 

Ｐ／Ｐ u 

Ｓｓ－Ｄ（＋－） ① 0.8 18.0 0.044 

 

 

表 6－15(2) 基礎地盤の支持性能照査結果（改良地盤） 

地震動 解析ケース 
最大接地圧 

Ｐ（N/mm2） 

極限支持力度 

Ｐ u（N/mm2） 

照査値 

Ｐ／Ｐ u 

Ｓｓ－Ｄ（－－） ① 0.5 1.4 0.349 

 

 

表 6－15(3) 基礎地盤の支持性能照査結果（岩盤） 

地震動 解析ケース 
最大接地圧 

Ｐ（N/mm2） 

極限支持力度 

Ｐ u（N/mm2） 

照査値 

Ｐ／Ｐ u 

Ｓｓ－Ｄ（－－） ① 2.0 9.8 0.207 
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図 6－10(1) 基礎地盤の最大接地圧分布図（ＭＭＲ） 

（Ｓｓ－Ｄ（＋－），解析ケース①） 

 

 

 

図 6－10(2) 基礎地盤の最大接地圧分布図（改良地盤） 

（Ｓｓ－Ｄ（－－），解析ケース①） 
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図 6－10(3) 基礎地盤の最大接地圧分布図（岩盤） 

（Ｓｓ－Ｄ（－－），解析ケース①） 
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３．防波壁通路防波扉（３号機東側）に関する耐震計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-l-9「機能維持の基本方針」に設定している構造強度及び機能維持の設

計方針に基づき，防波壁通路防波扉（３号機東側）（以下「防波扉（３号機東側）」とい

う。）が基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度及び止水機能を有していることを確認す

るものである。 

防波扉（３号機東側）に要求される機能の維持を確認するに当たっては，構造部材の健

全性評価では，地震応答解析に基づく施設・地盤の健全性評価を行う。基礎地盤の支持性

能評価では，地震応答解析により基礎地盤に発生した接地圧を確認する。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

防波扉（３号機東側）の位置図を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 防波扉（３号機東側）位置図 

 

  

防波扉（３号機東側）
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2.2 構造概要 

防波扉（３号機東側）は，Ｓクラス施設である津波防護施設に分類される。また，漂

流物対策工により，防波扉に漁船等の漂流物が直接衝突しない構造とする。 

防波扉は，入力津波高さ（EL 11.9m）に参照する裕度（0.64m）を加えた津波高さ（EL 

12.6m）に対して，余裕を考慮した天端高さ（EL 15.0m）とする。 

防波扉（鋼製扉体），戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブは，改良地盤を介して岩盤

に支持される構造とし，防波扉（鋼製扉体）と戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブとの

間には水密ゴム（側部水密ゴム及び底部水密ゴム）を設置し，止水性を確保する。また，

防波扉基礎スラブにはグラウンドアンカを設置している。 

防波扉（３号機東側）の構造概要図を図 2－2 及び図 2－3 に示す。 

防波扉の構造図を図 2－4 及び図 2－5 に，防波扉戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブ

の概略配筋図を図 2－6 に，水密ゴムの概念図を図 2－7 に示す。 

漂流物対策工は，漂流物対策工（鋼製扉体），戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブか

ら構成され，マンメイドロック（以下「ＭＭＲ」という。）を介して岩盤に支持される。 

漂流物対策工の構造図を図 2－8 及び図 2－9 に，漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）及

び基礎スラブの概略配筋図を図 2－10 に示す。 

 

 

 

 

図 2－2 防波扉（３号機東側）の構造概要図 
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図 2－4(1) 防波扉の構造図（鋼製扉体，正面図） 

 

 

  

図 2－4(2) 防波扉の構造図（鋼製扉体，平面図） 
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図 2－5(1) 防波扉の構造図（基礎，正面図） 

 

 

  

 

図 2－5(2) 防波扉の構造図（基礎，断面図） 
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図 2－6(1) 防波扉戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブの概略配筋図 

 

 

 

 

図 2－6(2) 防波扉戸当り（ＲＣ支柱）の概略配筋図 
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平面図 

 

図 2－7 防波扉の水密ゴム概念図  

扉体
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海側

陸側
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陸側
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図 2－8(1) 漂流物対策工の構造図（鋼製扉体，正面図） 

 

 

        

図 2－8(2) 漂流物対策工の構造図（鋼製扉体，平面図） 
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図 2－9(1)  漂流物対策工の構造図（基礎，正面図） 

 

 

 

図 2－9(2) 漂流物対策工の構造図（基礎，断面図） 
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図 2－10(1) 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）の概略配筋図 

 

 

 

図 2－10(2) 漂流物対策工基礎スラブの概略配筋図 
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2.3 評価方針 

防波扉（３号機東側）は，S クラス施設である津波防護施設に分類される。また，漂

流物対策工により，防波扉に漁船等の漂流物が直接衝突しない構造とする。 

防波扉（３号機東側）の各部位の役割及び性能目標を表 2－1 及び表 2－2 に示す。 

防波扉（３号機東側）の耐震評価は，地震応答解析の結果に基づき，設計基準対象施

設として，表 2－3 に示すとおり，施設・地盤の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評

価を行う。 

施設・地盤の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を実施することで，構造強度を

有すること及び止水性を損なわないことを確認する。 

施設・地盤の健全性評価については，施設・地盤ごとに定める照査項目（発生応力，

すべり安全率）が許容限界以下であることを確認する。 

基礎地盤の支持性能評価においては，基礎地盤の接地圧が許容限界以下であることを

確認する。 

防波扉(３号機東側)の耐震評価フローを図 2－11 に示す。 
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表 2－1(1) 防波扉の各部位の役割 

  部位の名称 地震時の役割 津波時の役割 

施
設 

防波扉 

（鋼製扉体） 
－ 

・遮水性を保持する。 

・津波荷重を基礎に伝達する。 

防波扉戸当り 

（ＲＣ支柱） 
・防波扉（鋼製扉体）を支持する。 

・防波扉（鋼製扉体）を支持する。 

・津波荷重を基礎に伝達する。 

防波扉基礎 

スラブ 

・防波扉（鋼製扉体）及び防波扉戸当

り（ＲＣ支柱）を支持する。 

・防波扉（鋼製扉体）及び防波扉戸当

り（ＲＣ支柱）を支持する。 

グラウンド 

アンカ 

・防波扉基礎スラブ及び改良地盤の滑

動・転倒を抑止する。 

・防波扉基礎スラブ及び改良地盤の滑

動・転倒を抑止する。 

地
盤 

改良地盤 

・防波扉基礎スラブを鉛直支持する。 

・基礎地盤のすべり安定性に寄与す

る。 

・防波扉基礎スラブを鉛直支持する。 

・地盤中からの回り込みによる浸水を

防止する（難透水性を保持する）。 

・津波荷重を岩盤に伝達する。 

岩盤 ・防波扉基礎スラブを鉛直支持する。 ・防波扉基礎スラブを鉛直支持する。 

埋戻土 

・役割に期待しない（解析モデルに取

り込み，防波扉への相互作用を考慮

する）。 

・役割に期待しない（解析モデルに取

り込み，防波扉への相互作用を考慮

する）。 

 

表 2－1(2) 漂流物対策工の各部位の役割 

  部位の名称 地震時の役割 津波時の役割 

施 

設 

漂流物対策工 

（鋼製扉体） 
－ 

・防波扉に漁船等の漂流物を直接衝突

させない。 

・漂流物衝突荷重及び津波荷重を基礎

に伝達する。 

漂流物対策工 

戸当り 

（ＲＣ支柱） 

・漂流物対策工（鋼製扉体）を支持する。 

・防波扉に漁船等の漂流物を直接衝突

させない。 

・漂流物対策工（鋼製扉体）を支持する。 

・漂流物衝突荷重及び津波荷重を基礎

に伝達する。 

漂流物対策工 

基礎スラブ 

・漂流物対策工（鋼製扉体）及び漂流物

対策工戸当り（ＲＣ支柱）を支持す

る。 

・漂流物対策工（鋼製扉体）及び漂流物

対策工戸当り（ＲＣ支柱）を支持す

る。 

地 

盤 

ＭＭＲ 
・漂流物対策工基礎スラブを鉛直支持

する。 

・漂流物衝突荷重及び津波荷重を岩盤

に伝達する。 

改良地盤 
・漂流物対策工基礎スラブを鉛直支持

する。 

・漂流物衝突荷重及び津波荷重を岩盤

に伝達する。 

岩盤 
・漂流物対策工基礎スラブ並びにＭＭ

Ｒ又は改良地盤を鉛直支持する。 

・漂流物対策工基礎スラブ並びにＭＭ

Ｒ又は改良地盤を鉛直支持する。 

埋戻土 

・役割に期待しない（解析モデルに取り

込み，漂流物対策工への相互作用を

考慮する）。 

・役割に期待しない（解析モデルに取り

込み，漂流物対策工への相互作用を

考慮する）。 
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表 2－3(1) 防波扉の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度を

有すること 

施設・地盤

の健全性 

防波扉 

（鋼製

扉体） 

主桁，補助縦桁，

端縦桁，支圧板，

戸当り，走行車

輪，車輪戸当り，

ガイドアーム，休

止ピン 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

防波扉戸当り 

（ＲＣ支柱） 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

防波扉基礎スラブ 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力及びグラウンドアン

カによる支圧力）が許容限界

以下であることを確認 

短期許容応力度 

グラウンドアンカ 
発生するアンカー力が許容限

界以下であることを確認 
設計アンカー力 

改良地盤 
すべり破壊しないこと（内的

安定を保持）を確認 

す べ り 安 全 率

1.2 以上 

基礎地盤の

支持性能 
基礎地盤 

発生する応力（接地圧）が許

容限界以下であることを確認 
極限支持力度＊ 

止水性を損

なわないこ

と 

施設・地盤

の健全性 

防波扉 

（鋼製

扉体） 

主桁，補助縦桁，

端縦桁，支圧板，

戸当り，走行車

輪，車輪戸当り，

ガイドアーム，休

止ピン 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

防波扉戸当り 

（ＲＣ支柱） 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

防波扉基礎スラブ 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力及びグラウンドアン

カによる支圧力）が許容限界

以下であることを確認 

短期許容応力度 

グラウンドアンカ 
発生するアンカー力が許容限

界以下であることを確認 
設計アンカー力 

改良地盤 
すべり破壊しないこと（内的

安定を保持）を確認 

す べ り 安 全 率

1.2 以上 

基礎地盤の

支持性能 
基礎地盤 

発生する応力（接地圧）が許

容限界以下であることを確認 
極限支持力度＊ 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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表 2－3(2) 漂流物対策工の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度を

有すること 

施設・地盤

の健全性 

漂流物

対策工 

（鋼製

扉体） 

主横桁，張出桁，

補助縦桁，端縦

桁，支承部，支承

アンカー，ロック

装置，戸当り 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

漂流物対策工戸当り 

（ＲＣ支柱） 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

漂流物対策工 

基礎スラブ 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

改良地盤 
すべり破壊しないこと（内的

安定を保持）を確認 

す べ り 安 全 率

1.2 以上 

基礎地盤の

支持性能 
基礎地盤 

発生する応力（接地圧）が許

容限界以下であることを確認 
極限支持力度＊ 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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図 2－11 防波壁（３号機東側）の耐震評価フロー 
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評価方針
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常時応力解析

２次元動的有限要素法解析
（有効応力解析）

接地圧の算定

基礎地盤の支持性能評価

基準地震動Ｓｓ
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固有値解析
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・コンクリート標準示方書［構造性能照査編］(土木学会，2002 年） 

・松江市建築基準法施行細則（2005 年 3 月 31 日松江市規則第 234 号） 

・日本機械学会 機械工学便覧 

・ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説編・設備計画マニュアル編）（ダム・堰施設

技術基準協会，2016 年） 

・道路橋示方書（I 共通編・II 銅橋編・IV 下部構造編）･同解説（日本道路協会，2002

年） 

・グランドアンカー設計・施工基準，同解説（JGS4101-2012）（地盤工学会，2012 年） 

・港湾の施設の技術上の基準・同解説（日本港湾協会，1999 年） 

・耐津波設計に係る工認審査ガイド（2013 年 6 月 19 日原管地発第 1306196 号） 

・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会） 

・港湾構造物設計事例集（沿岸技術研究センター 平成 19 年 3 月） 
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3. 固有値解析 

 3.1 固有振動数の算出方法 

防波扉（鋼製扉体）及び漂流物対策工（鋼製扉体）の構造に応じて解析モデルを設定

し，1 次固有振動数を算出する。 

 

3.1.1 解析モデルの設定 

防波扉（鋼製扉体）及び漂流物対策工（鋼製扉体）は，左右端のＲＣ支柱及びロ

ック装置により扉体を支持する構造であることから，両端ヒンジ梁として計算する。

解析モデル図を図 3－1 に示す。 

 

 

図 3－1(1) 防波扉（鋼製扉体）の固有値解析モデル図 

 

 

図 3－1(2) 漂流物対策工（鋼製扉体）の固有値解析モデル図 
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3.2 固有振動数の算出条件等 

3.2.1 記号の説明 

防波扉（鋼製扉体）及び漂流物対策工（鋼製扉体）の固有振動数算出に用いる記号

を表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 固有振動数算出に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｆ Hz 一次固有振動数 

Ｌ m スパン長 

λ － 支持条件によって定まる係数 

γ kN/m3 単位体積重量 

Ａ m2 断面積 

Ｅ kN/m2 縦弾性係数 

Ｉ m4 断面二次モーメント 

ｇ m/s2 重力加速度 

 

 

3.2.2 固有振動数の算出方法 

1 次固有振動数ｆを「日本機械学会 機械工学便覧」に基づき以下の式より計算

する。 

 

      ｆ＝
λ
２

２πＬ
２

∙ √
ＥＩｇ

γＡ
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  3.2.3 固有振動数の計算条件 

防波扉（鋼製扉体）及び漂流物対策工（鋼製扉体）の固有振動数の算出条件を表

3－2 に示す。 

 

表 3－2 固有振動数の計算条件 

記号 定義 

数値 

単位 防波扉 

（鋼製扉体） 

漂流物対策工 

（鋼製扉体） 

Ｌ スパン長 11.4 11.3 m 

λ 
支持条件によって定

まる係数 
3.14 3.14 － 

γ 単位体積重量 77 77 kN/m3 

Ａ 断面積 0.206 0.0466 m2 

Ｅ 縦弾性係数 2.00×108 2.00×108 kN/m2 

Ｉ 断面二次モーメント 0.143 0.0216 m4 

ｇ 重力加速度 9.81 9.81 m/s2 

 

 

3.3 固有振動数の算出結果 

防波扉（鋼製扉体）及び漂流物対策工（鋼製扉体）の固有振動数の算出結果を表 3－

3 に示す。防波扉（鋼製扉体）及び漂流物対策工（鋼製扉体）の固有振動数は 20Hz 以上

であり，剛構造として扱う。 

 

表 3－3 固有周期の計算結果 

部位 固有振動数（Hz） 

防波扉（鋼製扉体） 50.8 

漂流物対策工（鋼製扉体） 42.3 
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4. 耐震評価 

 4.1 記号の定義 

   耐震評価に用いる記号を表 4－1 及び表 4－2 に示す。 

 

表 4－1(1) 防波扉の耐震評価に用いる記号（1/4） 

 部材 記号 単位 定義 

主桁 

Ｗ kN/m 主桁の負担荷重（地震時慣性力+風荷重） 

Ｂ m 水密幅 

Ｌ m 支圧板中心間 

Ｍ kN・m 主桁の曲げモーメント 

Ｓ kN 主桁のせん断力 

Ｎ kN 主桁の軸力 

Ｚ mm3 主桁の断面係数 

Ｄ mm 側部水密幅 

Ａw mm2 主桁の腹板断面積 

Ａg mm2 主桁の断面積 

σ N/mm2 主桁の曲げ応力度 

τ N/mm2 主桁のせん断応力度 

σa N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

補助 

縦桁 

Ｐ kN/m2 補助縦桁の水平荷重（地震時慣性力+風荷重） 

ａ m 補助縦桁間隔 

ｂ m 主桁間隔 

Ｍ kN･m 補助縦桁の曲げモーメント 

Ｓ kN 補助縦桁のせん断力 

Ｚ mm3 補助縦桁の断面係数 

Ａw mm2 補助縦桁の腹板断面積 

σ N/mm2 補助縦桁の曲げ応力度 

τ N/mm2 補助縦桁のせん断応力度 

σa N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

端縦桁 

Ｒ kN 主桁の支点反力 

Ａ mm2 補剛材の有効断面積 

σc N/mm2 端縦桁の圧縮応力度 

σca N/mm2 許容圧縮応力度 

支圧板 

Ｗgh kN/m 地震時慣性力 

Ｗ N/mm2 風荷重 

Ｂ mm 扉体水密幅 

ｂ mm 支圧板の有効幅 

σp N/mm2 支圧板の支圧応力度 

σa N/mm2 許容支圧応力度 
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表 4－1(2) 防波扉の耐震評価に用いる記号（2/4） 

部材 記号 単位 定義 

戸当り 

Ｐ kN/m 戸当り水平荷重（地震時慣性力+風荷重） 

ｂf mm 戸当り底面フランジ幅 

ｔf mm 戸当り底面フランジ板厚 

Ｂ mm 扉体の水密幅 

ｈ mm 戸当りの桁高 

Ｌ mm 堰柱側面より戸当りフランジ端面までの深さ 

σb N/mm2 戸当り底面フランジの曲げ応力度 

σk N/mm2 戸当りコンクリートの支圧応力度 

τc N/mm2 戸当りコンクリートのせん断応力度 

σca N/mm2 許容曲げ応力度 

σcba N/mm2 許容支圧応力度 

τca N/mm2 許容せん断応力度 

走行 

車輪 

Ｒ1 kN 海側車輪荷重 

Ｒ2 kN 陸側車輪荷重 

Ｗg kN 扉体自重 

Ｗs1 kN 扉体天端の積雪荷重 

Ｗs2 kN ガイドアームの積雪荷重 

Ｐ kN 車輪荷重 

Ｅ1 N/mm2 車輪の弾性係数 

Ｅ2 N/mm2 車輪踏面板の弾性係数 

Ｂ mm 車輪有効踏面幅 

Ｒ mm 車輪半径 

Ｃ mm 接触幅の 1/2 

Ｍ N・mm 走行車輪軸の曲げモーメント 

Ｓ N 走行車輪軸のせん断力 

Ａ ㎜ 2 走行車輪軸の断面積 

Ｚ ㎜ 3 走行車輪軸の断面係数 

Ｌ mm 車輪受桁の支持間隔 

ａ mm 車輪受桁の荷重載荷位置 

ｂ mm 車輪受桁の荷重載荷位置 

Ｍｃ N・mm 車輪受桁の曲げモーメント 

Ｓｂ N 車輪受桁のせん断力 

Ｚ１ mm2 車輪受桁の断面係数 

Ａｗ mm3 車輪受桁の腹板断面積 

ｐ N/mm2 接触面圧応力度 

σ N/mm2 車輪軸の曲げ応力度 

τ N/mm2 車輪軸のせん断応力度 

σ N/mm2 車輪受桁の曲げ応力度 

τ N/mm2 車輪受桁のせん断応力度 
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表 4－1(3) 防波扉の耐震評価に用いる記号（3/4） 

部材 記号 単位 定義 

走行 

車輪 

σa N/mm2 許容接触面圧応力度 

σa1 N/mm2 許容曲げ応力度 

τa1 N/mm2 許容せん断応力度 

σa2 N/mm2 許容曲げ応力度 

τa2 N/mm2 許容せん断応力度 

車輪 

戸当り 

Ｐ kN 車輪荷重 

Ｋ N/mm2 車輪荷重直下のコンクリートの支圧応力度 

a mm コンクリートの応力度の分布長さの 1/2 

Ｍ N・mm  車輪戸当りの曲げモーメント 

Ｓ N 車輪戸当りのせん断力 

Ｉ mm4 車輪戸当りの断面２次モーメント 

Ｂ mm 車輪戸当りの底面フランジ幅 

Ｚ mm3 車輪戸当りの断面係数 

Ａw mm2 車輪戸当りの腹板断面積 

Ｍf N・mm 底面フランジの曲げモーメント 

σ N/mm2 車輪戸当りの曲げ応力度 

τ N/mm2 車輪戸当りのせん断応力度 

σa N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

ガイド 

アーム 

Ｐv kN・m 地震時鉛直荷重 

Ｗg kN 扉体自重 

Ｗs kN 積雪荷重 

Ｍm kN・m ガイドアームの曲げモーメント 

Ｓm kN ガイドアームのせん断力 

Ｚc mm3 ガイドアームの断面係数 

Ａw mm2 ガイドアームの腹板面積 

σc N/mm2 ガイドアームの曲げ応力度 

τc N/mm2 ガイドアームのせん断応力度 

σa N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 
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表 4－1(4) 防波扉の耐震評価に用いる記号（4/4） 

部材 記号 単位 定義 

休止 

ピン 

Ｐh kN 休止ピンに作用する水平荷重 

Ｗ kN 自重（扉体自重＋積雪荷重） 

Ｍ N・mm 休止ピンの曲げモーメント 

Ｓ N 休止ピンのせん断力 

Ｚ mm3 休止ピンの断面係数 

Ａ mm2 休止ピンの断面積 

Ｌ1 mm 休止ピンの片持ち梁長さ 

ｄ mm 休止ピンの径 

σ N/mm2 休止ピンの曲げ応力度 

τ N/mm2 休止ピンのせん断応力度 

σa N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 
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表 4－2(1) 漂流物対策工の耐震評価に用いる記号（1/4） 

部材 記号 単位 定義 

主横桁 

Ｍ1 kN・m 曲げモーメント 

Ｓ1 kN せん断力 

Ｗ kN/m 地震時慣性力 

Ｗ’ kN/m 風荷重 

Ｌ m 支間 

a m 張り出し部 

Ｌ1 m 扉体幅 

Ｚ mm3 断面係数 

Ａw mm2 腹板断面積 

σ N/mm2 曲げ応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

σca N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

張出桁 

Ｍ2 kN・m 曲げモーメント 

Ｓ2 kN せん断力 

Ｗ kN/m 地震時慣性力 

Ｗ’ kN/m 風荷重 

Ｌ2 m 張出長さ 

Ｚ mm3 断面係数 

Ａw mm2 腹板断面積 

σ N/mm2 曲げ応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

σca N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

補助 

縦桁 

Ｍ3 kN・m 曲げモーメント 

Ｓ3 kN せん断力 

Ｗ kN/m 地震時慣性力 

Ｗ’ kN/m 風荷重 

ℓ m 主横桁の間隔 

Ｚ mm3 断面係数 

Ａw mm2 腹板断面積 

σ N/mm2 曲げ応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

σca N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 
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表 4－2(2) 漂流物対策工の耐震評価に用いる記号（2/4）  

部材 記号 単位 定義 

端縦桁 

Ｒ kN 主横桁の支点反力 

Ａq mm2 補剛材の有効総断面積 

σc N/mm2 圧縮応力度 

σca N/mm2 許容圧縮応力度 

上部 

支承軸 

Ｍ4 kN・m 支承軸の曲げモーメント 

ＲH1 kN 上部支承水平作用荷重 

Ｌ4 m 支承軸支持間隔 

Ｓ4 kN 支承軸のせん断力 

Ｚ4 mm3 支承軸の断面係数 

Ａ4 mm2 支承軸の断面積 

σb N/mm2 曲げ応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

σa N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

下部 

支承軸 

Ｍ5 kN・m 支承軸の曲げモーメント 

ＲH3 kN 下部支承水平作用荷重 

Ｌ5 m 支承軸片持ち梁長さ 

Ｓ5 kN 支承軸のせん断力 

Ｚ5 mm3 支承軸の断面係数 

Ａ5 mm2 支承軸の断面積 

σb N/mm2 曲げ応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

σa N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

下部 

支承 

軸受 

Ｒv kN 下部支承鉛直作用荷重 

Ｒ mm 軸受（壷金）の球面の半径 

Ｅ N/mm2 軸受（壷金）の弾性係数 

ｐ N/mm2 軸受（壷金）の支圧応力度 

ｐa N/mm2 許容接触応力度 

支承軸受 
Ｒ2 kN 軸受け荷重 

Ｃcr kN 基本静定格荷重 
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表 4－2(3) 漂流物対策工の耐震評価に用いる記号（3/4）  

部材 記号 単位 定義 

上部支承 

アンカー 

Ｆ kN アンカーボルト 1 本当りの軸力 

ＲH1 kN 上部支承水平作用荷重 

ℓ mm 支承軸からアンカーボルト固定部までの距離 

ｍ mm アンカーボルトの間隔 

ｎ 本 アンカーボルトの片側本数 

Ａ5 mm2 アンカーボルトの断面積 

ｄ mm アンカーボルト埋込深さ 

ａ，ｂ mm アンカープレートの寸法 

ｃ，ｅ mm 支圧板の寸法 

σt N/mm2 アンカーボルトの軸方向引張応力度 

σa N/mm2 許容軸方向引張応力度 

σc1 N/mm2 コンクリートの支圧応力度(アンカープレート) 

σc2 N/mm2 コンクリートの支圧応力度(支圧板) 

τc N/mm2 コンクリートのせん断応力度(アンカープレート) 

σcba N/mm2 コンクリートの許容支圧応力度 

τca N/mm2 コンクリートの許容せん断応力度 

下部支承 

アンカー 

Ｆ kN アンカーボルト 1 本当りの軸力 

ＲH3 kN 下部支承水平作用荷重 

Ｌ5 mm 軸受中心からアンカーボルト固定部までの距離 

2ｙ mm アンカーボルトの間隔 

ｎ 本 アンカーボルトの片側本数 

Ａ5 mm2 アンカーボルトの断面積 

ｄ mm アンカーボルト埋込深さ 

ａ，ｂ mm アンカープレートの寸法 

ｃ，ｅ mm 支圧板の寸法 

σt N/mm2 アンカーボルトの軸方向引張応力度 

σa N/mm2 許容軸方向引張応力度 

σc1 N/mm2 コンクリートの支圧応力度(アンカープレート) 

σc2 N/mm2 コンクリートの支圧応力度(支圧板) 

τc N/mm2 コンクリートのせん断応力度(アンカープレート) 

σcba N/mm2 コンクリートの許容支圧応力度 

τca N/mm2 コンクリートの許容せん断応力度 
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表 4－2(4) 漂流物対策工の耐震評価に用いる記号（4/4）  

部材 記号 単位 定義 

ロック 

装置 

Ｍ kN・m 曲げモーメント 

Ｒr kN ロック反力 

ａ m ロックビームの片持ち梁長さ 

ｎ 本 ロックビーム数 

Ｚ mm3 ロックビームの断面係数 

Ｓ kN せん断力 

Ａ mm2 ロックビームのせん断面積 

σ N/mm2 ロックビーム曲げ応力度 

τ N/mm2 ロックビームせん断応力度 

σca N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

戸当り 

Ｗ kN/m 水平荷重（地震時慣性力＋風荷重） 

Ｃ mm 支圧板の有効幅 

Ｌ1 mm 扉体幅 

Ｌ2 mm 主横桁の荷重分担長さ 

ｔw mm 腹板の厚さ 

ｂf mm 底面フランジの幅 

ｔf mm 底面フランジの厚さ 

ℓ1 mm 戸当り深さ 

ℓ2 mm 底面フランジのコンクリートまでの距離 

Ｍf N・mm 底面フランジに作用する曲げモーメント 

Σℓ mm せん断抵抗長さ（＝ℓ1＋2ℓ2） 

σp N/mm2 支圧板の支圧応力度 

σb N/mm2 腹板の支圧応力度 

σf N/mm2 底面フランジの曲げ応力度 

σcb N/mm2 コンクリートの支圧応力度 

τc N/mm2 コンクリートのせん断応力度 

σpa N/mm2 支圧板の許容支圧応力度 

σba N/mm2 腹板の許容支圧応力度 

σca N/mm2 許容曲げ応力度 

σcba N/mm2 コンクリートの許容支圧応力度  

τca N/mm2 コンクリートの許容せん断応力度  
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4.2 評価対象断面 

防波扉（３号機東側）の評価対象断面は，防波扉（３号機東側）の構造上の特徴を踏

まえ，弱軸方向となる扉体直交方向に加振した場合の影響を評価する。防波扉（３号機

東側）の評価対象断面位置図を図 4－1 に，縦断面図を図 4－2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 防波扉（３号機東側）の評価対象断面位置図 
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4.3 解析方法 

防波扉（３号機東側）の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のう

ち，「2.3 屋外重要土木構造物」に示す解析方法及び解析モデルを踏まえて実施する。 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元動的有限要素法を用い

て，基準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振による逐次時

間積分の時刻歴応答解析により行うこととする。地震時における地盤の有効応力の変化

に伴う影響を考慮するため，解析方法は有効応力解析とする。 

構造部材については，線形はり要素，非線形ばね要素及び平面ひずみ要素でモデル化

する。また，地盤については地盤のひずみ依存性を適切に考慮できるようモデル化する。 

地震応答解析については，解析コード「ＦＬＩＰ」を使用する。なお，解析コードの

検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概

要」に示す。 

 

  4.3.1 施設 

     防波扉戸当り（ＲＣ支柱）及び防波扉基礎スラブは線形はり要素（ビーム要素），

グラウンドアンカは非線形ばね要素でモデル化し，防波扉（鋼製扉体）は付加重量

として考慮する。 

また，漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）は線形はり要素（ビーム要素）でモデル

化し，漂流物対策工（鋼製扉体）は付加重量として考慮する。漂流物対策工基礎ス

ラブは，平面ひずみ要素（ソリッド要素）としてモデル化する。 

 

4.3.2 減衰係数 

Rayleigh 減衰を考慮することとし，剛性比例型減衰を設定する。 
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4.3.3 解析ケース 

耐震評価においては，基準地震動Ｓｓ全波（６波）及びこれらに位相反転を考慮

した地震動（６波）を加えた全 12 波を用いて，表 4－3 に示す解析ケース①（基本

ケース）を実施する。 

 

表 4－3 耐震計価における解析ケース 

解析ケース 
ケース① 

基本ケース 

地盤物性 平均値 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

＋－＊ ○ 

－－＊ ○ 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○ 

－＋＊ 〇 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ 〇 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ 〇 

注記＊：地震動の位相について，（＋＋）の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は

位相を反転させたケースを示す。 

  



 

34 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
10
-2
-4
 R
0 

4.4 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

4.4.1 耐震評価上考慮する状態 

防波扉（３号機東側）の地震応答解折において，地震以外に考慮する状態を以下

に示す。 

(1) 運転時の状態 

発電用原子炉が運転状態にあり,通常の条件下におかれている状態。ただし，運

転時の異常な過渡変化時の影響を受けないことから考慮しない。 

(2) 設計基準事故時の状態 

設計基準事故時の影響を受けないことから考慮しない。 

(3) 設計用自然条件 

積雪及び風の荷重を考慮する。 

(4) 重大事故等時の状態 

重大事故等時の状態の影響を受けないことから考慮しない。 

 

4.4.2 荷重 

防波扉（３号機東側）の地震応答解析において，考慮する荷重を以下に示す。 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，躯体自重（鋼製扉体を含む）を考慮する。 

   (2) 固定荷重（Ｇａ） 

     固定荷重として，グラウンドアンカの初期緊張力を考慮する。 

(3) 積雪荷重（Ｐｓ） 

積雪荷重は，発電所最寄りの気象官署である松江地方気象台（松江市）での観測

記録（1941～2018 年）より，観測史上 1 位の月最深積雪 100cm（1971 年 2 月 4 日）

に平均的な積雪荷重を与えるための係数 0.35 を考慮した 35.0 ㎝とする。積雪荷重

については，松江市建築基準法施行細則により，積雪量 1cm ごとに 20N/m2 の積雪荷

重が作用することを考慮し設定する。 

(4) 風荷重（Ｐｋ） 

平成 12 年 5 月 31 日建設省告示第１４５４号に定められた松江市の基準風速

30m/s を使用する。浸水防護施設が設置される状況に応じて，建築基準法及び建設

省告示第１４５４号に基づき，ガスト影響係数等を適切に設定して算出する。 

(5) 地震荷重（Ｓｓ） 

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。 
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4.4.3 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 4－4 に示す。 

 

表 4－4 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｇａ＋Ｐｓ＋Ｐｋ＋Ｓｓ 

Ｇ  ：固定荷重 

Ｇａ ：グラウンドアンカの初期緊張力 

Ｐｓ ：積雪荷重 

Ｐｋ ：風荷重 

Ｓｓ：地震時荷重 
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4.5 入力地震動 

入力地震動は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土木構造

物」に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを一

次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価したものを用いる。なお，入力地

震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」の

うち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」を用いる。 

図 4－3 に入力地震動算定の概念図を，図 4－4～図 4－15 に入力地震動の加速度時刻

歴波形及び加速度応答スペクトルを示す。入力地震動の算定には，解析コード「ＳＨＡ

ＫＥ」を使用する。解析コードの検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計算機

プログラム(解析コード)の概要」に示す。 

 

 

 

 

 

図 4－3 入力地震動算定の概念図 
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図 4－4 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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図 4－5 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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図 4－6 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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図 4－7 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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図 4－8 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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図 4－9 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２） 

  



 

43 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
10
-2
-4
 R
0 

 

 

 

図 4－10 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ１） 

  



 

44 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
10
-2
-4
 R
0 

 

 

 

図 4－11 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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図 4－12 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ方向）） 
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図 4－13 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ方向）） 
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図 4－14 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ方向）） 
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図 4－15 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ方向）） 
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4.6 解析モデル及び諸元 

4.6.1 解析モデル 

防波扉（３号機東側）の地震応答解析モデルを図 4－16 に示す。 

(1) 解析領域 

地震応答解析モデルは，境界条件の影響が地盤及び構造物の応力状態に影響を及

ぼさないよう，十分広い領域とする。 

(2) 境界条件 

地震応答解析時の境界条件については，有限要素解析における半無限地盤を模擬

するため，粘性境界を設ける。 

(3) 構造物のモデル化 

防波扉戸当り（ＲＣ支柱）及び防波扉基礎スラブは線形はり要素（ビーム要素），

グラウンドアンカは非線形ばね要素でモデル化し，防波扉（鋼製扉体）は付加重量

として考慮する。 

また，漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）は線形はり要素（ビーム要素），漂流物

対策工基礎スラブは平面ひずみ要素（ソリッド要素）としてモデル化し，漂流物対

策工（鋼製扉体）は付加重量として考慮する。 

(4) 地盤のモデル化 

岩盤は線形の平面ひずみ要素でモデル化する。地盤は，マルチスプリング要素及

び間隙水要素にてモデル化し，地震時の有効応力の変化に応じた非線形せん断応力

～せん断ひずみ関係を考慮する。 

(5) ジョイント要素の設定 

地震時の「構造物とＭＭＲ」，「構造物と改良地盤」，「構造物と埋戻土」，「Ｍ

ＭＲと改良地盤」，「ＭＭＲと埋戻土」，「改良地盤と埋戻土」及び「改良地盤と

岩盤」との接合面における剥離及びすべりを考慮するため，これらの接合面にジョ

イント要素を設定する。 
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4.6.2 使用材料及び材料の物性値 

使用材料を表 4－5 に，材料の物性値を表 4－6 に，グラウンドアンカの非線形ば

ねモデルの概念図を図 4－17 に示す。 

 

表 4－5(1) 使用材料（防波扉） 

材料 諸元 

コンクリート 
防波扉戸当り（ＲＣ支

柱）及び基礎スラブ 
設計基準強度：24N/mm2 

鋼材 
防波扉（鋼製扉体） SM490，SS400，SUS304 

鉄筋 SD345 

グラウンドアンカ 

アンカー長：27.5m～29.5m， 

極限引張り力：2800kN， 

降伏引張り力：2400kN 

 

表 4－5(2) 使用材料（漂流物対策工） 

材料 諸元 

コンクリート 
漂流物対策工戸当り（ＲＣ

支柱）及び基礎スラブ 
設計基準強度：40N/mm2 

鋼材 
漂流物対策工（鋼製扉体） SM490，SS400，SUS304 

鉄筋 SD345 

 

 

表 4－6(1) 材料の物性値（防波扉） 

材料 
単位体積重量 

（kN/m2） 

ヤング係数 

（N/mm2） 
ポアソン比 

鉄筋コンクリート 24.0＊ 2.5×104＊ 0.2＊ 

注記＊：道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（日本道路協会，平成 14 年 3 月） 
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表 4－6(2) 材料の物性値（漂流物対策工） 

材料 
単位体積重量 

（kN/m2） 

ヤング係数 

（N/mm2） 
ポアソン比 

鉄筋コンクリート 24.0＊ 3.1×104＊ 0.2＊ 

注記＊：道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（日本道路協会，2002 年） 

 

表 4－6(3) 材料の物性値（グラウンドアンカ） 

材料 
引張剛性 k 

（kN/m） 

テンドン降伏

引張り力 

（kN） 

グラウンドアンカ 14777 2400 

 

 

図 4－17 グラウンドアンカの非線形ばねモデルの概念図 

  

u:グラウンドアンカの変位量

Ｔ:グラウンドアンカの緊張力

計画最大荷重

引張

圧縮

k

テンドン降伏引張り力
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4.6.3 地盤の物性値 

地盤の物性値は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定している

物性値を用いる。 

地盤のうち改良地盤①～③の残留強度及び引張強度を表 4－7のとおり設定する。 

 

表 4－7 改良地盤①～③の残留強度及び引張強度 

地盤 
残留強度 引張強度

（N/mm2） Ｃ’（N/mm2） φ’（°） 

改良地盤①・② 0.091 46.08 0.258 

改良地盤③ 0.205 42.71 0.495 

 

 

4.6.4 地下水位 

設計用地地下水位は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に従い設定する。

設計用地下水位を表 4－8 に示す。 

 

表 4－8 設計用地下水位の一覧 

施設名称 設計用地下水位 

防波扉（３号機東側） 
漂流物対策工より陸側：EL 8.5m 

漂流物対策工より海側：EL 0.58m 
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4.7 評価対象部位 

評価対象部位は，防波扉（３号機東側）の構造上の特徴を踏まえ設定する。 

 

4.7.1 施設・地盤の健全性評価 

施設・地盤の健全性評価に係る評価対象部位は，防波扉（鋼製扉体），防波扉戸

当り（ＲＣ支柱），防波扉基礎スラブ，グラウンドアンカ，漂流物対策工（鋼製扉

体），漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱），漂流物対策工基礎スラブ，ＭＭＲ及び改

良地盤①～③とする。 

 

4.7.2 基礎地盤の支持性能評価 

基礎地盤の支持性能評価に係る評価対象部位は，防波扉（３号機東側）を支持す

る基礎地盤（ＭＭＲ，改良地盤並びにＭＭＲ及び改良地盤直下の岩盤）とする。 
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4.8 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

4.8.1 防波扉 

 (1) 防波扉（鋼製扉体） 

防波扉（鋼製扉体）の許容限界は，「ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説編・

設備計画マニュアル編）（ダム・堰施設技術基準協会，2016 年 3 月）」に基づき，

表 4－9 に示す短期許容応力度とする。 

 

表 4－9(1) 防波扉（鋼製扉体，戸当り）の許容限界（1/2） 

部材 材質 許容応力度(N/mm2) 
短期許容応力度 

(N/mm2) 

主桁 SM490 
許容曲げ応力度：σa 160 240 

許容せん断応力度：τa 90 135 

補助縦桁 SS400 
許容曲げ応力度：σa 120 180 

許容せん断応力度：τa 70 105 

端縦桁 SM490 許容圧縮応力度：σca 160 240 

支圧板 SUS304 許容支圧応力度：σa 150 225 

戸当り SM490 許容曲げ応力度：σa 160 240 

戸当り部 

コンクリート 
Fc24 

許容支圧応力度：σa 5.9 8.8 

許容せん断応力度：τa 0.40 0.60 
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表 4－9(2) 防波扉（鋼製扉体，戸当り）の許容限界（2/2） 

部材 材質 許容応力度(N/mm2) 
短期許容応力度 

(N/mm2) 

走

行

車

輪 

車輪 SUS304 許容接触圧応力度：σa 565.8 849 

車輪軸 SUS304 
許容曲げ応力度：σa1 100 150 

許容せん断応力度：τa1 60 90 

車輪受桁 SM490 
許容曲げ応力度：σa2 160 240 

許容せん断応力度：τa2 90 135 

車輪戸当り SS400 
許容曲げ応力度：σa 120 180 

許容せん断応力度：τ 70 105 

ガイドアーム SM490 
許容曲げ応力度：σa 160 240 

許容せん断応力度：τa 90 135 

休止ピン SUS329J4L 
許容曲げ応力度：σa 225 338 

許容せん断応力度：τa 130 195 
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(2) 防波扉戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブ 

防波扉戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブの許容限界は，「コンクリート標準示

方書［構造性能照査編］（土木学会，2002 年）」に基づき，表 4－10 に示す短期許

容応力度とする。 

 

表 4－10 防波扉戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブの許容限界 

種別 許容応力度（N/mm2） 
短期許容応力度 

（N/mm2） 

コンクリート 

(Fc24) 

許容曲げ圧縮応力度 9 13.5 

許容せん断応力度 0.45 0.67 

鉄筋 

(SD345) 

許容曲げ引張応力度 196 294 

許容せん断応力度 196 294 

 

(3) グラウンドアンカ 

     グラウンドアンカの許容限界は，「グラウンドアンカー設計・施工基準，同解説

（JGS4101-2012）（地盤工学会，2012 年）」に基づき，テンドンの許容引張力 Tas，

テンドンの許容拘束力 Tab 及びテンドンの許容引抜力 Tag を表 4－11 のとおり設

定し，この中で最小であるテンドンの許容拘束力 Tab を許容限界として採用する。 

 

表 4－11 グラウンドアンカの許容限界 

種別 許容値（kN） 

テンドンの許容引張力 Tas 2160 

テンドンの許容拘束力 Tab     2076（採用） 

テンドンの許容引抜力 Tag 2120 

 

(4) 改良地盤 

改良地盤の許容限界は，「耐津波設計に係る工認審査ガイド」を準用し，表 4－

12 に示すすべり安全率を設定する。 

 

表 4－12 改良地盤の許容限界 

評価項目 許容限界 

すべり安全率 1.2 以上 
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(5) 基礎地盤 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係

る基本方針」に基づき，支持力試験及び「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・

同解説（日本道路協会，2002 年 3 月）」により設定する。基礎地盤の許容限界を表

4－13 に示す。 

 

表 4－13 基礎地盤の許容限界 

評価項目 基礎地盤 許容限界（N/mm2） 

極限支持力度 
岩盤 

CH 級 
9.8 

CM 級 

改良地盤 1.4 

 

 

 

 

 

  



 

59 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
10
-2
-4
 R
0 

4.8.2 漂流物対策工 

   (1) 漂流物対策工（鋼製扉体） 

漂流物対策工（鋼製扉体）の許容限界は，「ダム・堰施設技術基準（案）（基準

解説編・設備計画マニュアル編）（ダム・堰施設技術基準協会，2016 年 3 月）」に

基づき，表 4－14 に示す短期許容応力度とする。 

 

表 4－14(1) 漂流物対策工（鋼製扉体，戸当り）の許容限界（1/3） 

部材 材質 許容応力度(N/mm2) 
短期許容応力度 

(N/mm2) 

主横桁 
SBHS700 許容曲げ応力度σca 350＊1 525 

SM570 許容せん断応力度τa 129＊1 193 

張出桁 SBHS700 
許容曲げ応力度σca 350＊1 525 

許容せん断応力度τa 202＊1 303 

補助縦桁 SM570 
許容曲げ応力度σca 204＊1,＊2 306 

許容せん断応力度τa 129＊1 193 

端縦桁 SM570 許容圧縮応力度σca 225＊1 337 

注記＊1：ダム・堰施設技術基準（案）に基づき，許容曲げ応力度は降伏点の応力度を安全率

2.0 で割った値とし，また，許容せん断応力度はさらにその値を３の平方根で割っ

た値とした。 

＊2：補助縦桁に用いる構造用鋼材（SM570）の許容曲げ応力度は，ダム・堰施設技術基

準（案）及び道路橋示方書に基づき，横倒れ座屈に対する配慮として許容応力度

を下記の計算式により算出する。 

圧縮フランジがスキンプレート等で固定されていない場合 

Ｌ

ｂ
≤

10

K
：σ

ca
＝225(N mm2⁄ ) 

10

K
<

L

b
≤ 25：σ

ca
＝225 − 2.9(K

L

b
− 10)(N mm2⁄ ) 

K = √3 +
Aw

2Ac
 

 

 

 

  

但し，Aw/Ac＜2 の場合は K＝2 とする 

ここに，Ｌ ：圧縮フランジの固定点間距離(mm) 

ｂ ：圧縮フランジの幅(mm) 

Ａw ：腹板の総断面積(mm2) 

Ａc ：圧縮フランジの総断面積(mm2) 
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表 4－14(2) 漂流物対策工（鋼製扉体，戸当り）の許容限界（2/3） 

部材 材質 許容応力度(N/mm2) 
短期許容応力度 

(N/mm2) 

支承部 

（上部支承軸） 

SUS630 

H1150 

許容曲げ応力度σa 360＊1 540 

許容せん断応力度τa 207＊1 310 

支承部 

（下部支承軸） 
SUS304N2 

許容曲げ応力度σa 170＊1 255 

許容せん断応力度τa 98＊1 147 

支承部 

（下部支承軸受） 

SUS630 

H1150 
許容接触応力度ｐa  1357＊2 2035 

支承軸受け 
自動調心 

ころ軸受 
基本静定格荷重 Ccr  

5700 

(kN) 

3800＊3 

(kN) 

支承アンカー 

(上部アンカー 

ボルト) 

SCM435 許容軸方向引張応力度σa 390 585 

支承アンカー 

(下部アンカー 

ボルト) 

SCM435 許容軸方向引張応力度σa 390 585 

上部支承アンカー 

(コンクリート) 
Fc40 

許容支圧応力度σcba 5.9 8.8 

許容せん断応力度τca 0.40 0.60 

下部支承アンカー 

(コンクリート) 
Fc40 

許容支圧応力度σcba 5.9 8.8 

許容せん断応力度τca 0.40 0.60 

注記＊1：ダム・堰施設技術基準（案）に基づき，許容曲げ応力度は降伏点の応力度を安全

率 2.0 で割った値とし，また，許容せん断応力度はさらにその値を３の平方根で

割った値とした。 

＊2：ダム・堰施設技術基準（案）に基づき，ｐ a=(9.8ＨB)／(2ν)より算出する。ＨB は

ローラのブリネル硬さ（277），νは安全率（点接触：1.0）で次のように算出さ

れる。ｐa=(9.8×277)／(2×1.0)=1357(N/mm2)  

＊3：ダム・堰施設技術基準（案）に基づき，許容荷重は以下の式により算出する。 

    Ｃcr’=Ｃcr／ｆ 

       ここで，Ｃcr’：車輪軸受けの許容荷重（3800kN） 

           Ｃcr ：基本静定格荷重（5700kN） 

        ｆ ：安全係数（1.5） 
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表 4－14(3) 漂流物対策工（鋼製扉体，戸当り）の許容限界（3/3） 

部材 材質 許容応力度(N/mm2) 
短期許容応力度 

(N/mm2) 

ロックビーム SM570 
許容曲げ応力度σca 225＊ 337 

許容せん断応力度τa 129＊ 193 

支圧板 SUS304 許容支圧応力度σｐa 150 225 

戸当り（腹板） SM400 許容支圧応力度σba 180 270 

戸当り 

（底面フランジ） 
SBHS700 許容曲げ応力度σca 350＊ 525 

戸当り 

（コンクリート） 
Fc40 

許容支圧応力度σcba 5.9 8.8 

許容せん断応力度τca 0.40 0.60 

注記＊：ダム・堰施設技術基準（案）に基づき，許容曲げ応力度は降伏点の応力度を安全率

2.0 で割った値とし，また，許容せん断応力度はさらにその値を３の平方根で割っ

た値とした。 
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(2) 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブ 

漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブの許容限界は，「コンクリート

標準示方書［構造性能照査編］（土木学会，2002 年）」に基づき，表 4－15 に示す

短期許容応力度とする。 

 

表 4－15 防波扉戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブの許容限界 

種別 許容応力度（N/mm2） 
短期許容応力度 

（N/mm2） 

コンクリート 

(Fc40) 

許容曲げ圧縮応力度 14 21 

許容せん断応力度 0.55 0.82 

鉄筋 

(SD345) 

許容曲げ引張応力度 196 294 

許容せん断応力度 196 294 

 

 

(3) 基礎地盤 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係

る基本方針」に基づき，支持力試験及び「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・

同解説（日本道路協会，2002 年 3 月）」により設定する。基礎地盤の許容限界を表

4－16 に示す。 

 

表 4－16 基礎地盤の許容限界 

評価項目 基礎地盤 許容限界（N/mm2） 

極限支持力度 

岩盤 
CH 級 

9.8 
CM 級 

改良地盤 1.4 

ＭＭＲ 18.0 
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4.9 評価方法 

防波扉（３号機東側）の耐震評価は，地震応答解析に基づいて算定した発生応力が「4.8 

許容限界」で設定した許容限界以下となることを確認する。応力算定式以外の方法によ

る応力度の算定には，解析コード「ＲＣ断面計算」を使用する。なお，解析コードの検

証，妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」

に示す。 

 

4.9.1 防波扉 

 (1) 防波扉（鋼製扉体） 

防波扉（鋼製扉体）は，扉体（スキンプレート，主桁，補助縦桁，端縦桁及び支

圧板），戸当り，走行車輪，車輪戸当り，ガイドアーム，ガイドローラレール支持

ブラケット及び休止ピンで構成されている。地震時荷重に対しては，主桁，補助縦

桁，端縦桁，支圧板，戸当り，走行車輪，車輪戸当り，ガイドアーム及び休止ピン

の耐震評価を行う。 

 

a. 主桁 

主桁は，部材の発生断面力に対して保守的な評価となるよう，支圧板の設置位

置を支点とする両端をピン支点の単純梁によりモデル化し，算定される応力が許

容限界以下であることを確認する。 

主桁の照査対象部を図 4－18 に，主桁のモデル図及び応力算定式を図 4－19 に

示す。 

       

 

図 4－18 主横桁の照査対象部  
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断面力の計算 

・主桁の曲げモーメント 

M =
W ⋅ B

8
(2L − B) 

・主桁のせん断力 

S =
W ⋅ B

2
 

・主桁の軸力 

Ｎ = W･D 

 

応力度の計算 

・主桁の曲げ応力度σ（N/mm2） 

σ =
M・106

Z
+

N・106

A𝑔
 

・主桁のせん断応力度τ（N/mm2） 

τ =
S × 103

A𝑤
 

 

図 4－19 主桁のモデル図及び応力算定式 

 

 

  

ここに， 

Ｍ ：主桁の曲げモーメント（kN・m） 

Ｓ ：主桁のせん断力（kN） 

Ｎ ：主桁の軸力（kN） 

Ｗ ：主桁の負担荷重（kN/m） 

（地震時慣性力+風荷重） 

Ｂ ：水密幅（m） 

Ｌ ：支圧板中心間（m） 

Ｚ ：主桁の断面係数（mm3） 

Ｄ ：側面水密幅（mm） 

Ａg ：主桁の断面積（mm2） 

Ａw ：主桁の腹板断面積（mm2） 

B

L

W

B

L
主桁

縦補助桁

スキンプレート

端縦桁

支圧板
海側 

陸側 

（扉体平面図） 
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b. 補助縦桁 

補助縦桁については，主桁によって支持された単純支持梁とし，荷重は平均水

圧が亀甲形に作用するものとしてモデル化し，算定される応力が許容限界以下で

あることを確認する。 

補助縦桁の構造図及び応力算定式を図 4－20 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面力の計算 

・補助縦桁の曲げモーメント 

M =
Ｐ ⋅ ａ

24
(3b2 − a2) 

・補助縦桁のせん断力 

S =
Ｐ ⋅ ａ

2
(b −

𝑎

2
) 

 

応力度の計算 

・補助縦桁の曲げ応力度σ（N/mm2） 

σ =
M

Z
 

・補助縦桁のせん断応力度τ（N/mm2） 

τ =
S

A𝑤
 

 

図 4－20 補助縦桁の構造図及び応力算定式 

  

ここに， 

Ｍ ：補助縦桁の曲げモーメント（kN･m） 

Ｓ ：補助縦桁のせん断力（kN） 

Ｐ ：補助縦桁の水平荷重（kN/m2） 

 （地震時慣性力+風荷重） 

ａ ：補助縦桁間隔（m） 

ｂ ：主桁間隔（m） 

Ｚ ：補助縦桁の断面係数（mm2） 

Ａw ：補助縦桁の腹板断面積（mm2） 

主桁

補助縦桁

b

a

a a

荷重負担範囲

a

b

a

（扉体正面図） 
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c. 端縦桁 

本設備は横引きゲートであるが，全閉時端桁には，主桁端部反力を支圧板，戸

当りを介してコンクリート躯体に伝達する役割を果たしている。 

端桁腹板には垂直補剛材として主桁ウェブとスチフナを有する。端桁腹板は上

下方向に，主桁ウェブは径間方向に部材が伸びているが，実際に荷重が作用して

いる有効断面のみで評価する。 

垂直補剛材を有するプレートガーダの荷重集中点としてモデル化し，算定され

る応力が許容限界以下であることを確認する。 

縦桁の構造図及び応力算定式を図 4－21 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   補剛材の有効総断面積（mm2） 

Ａq ＝Ａw+Ａs1+Ａs2 

                      Ａw ＝2ｂw･ｔw （端桁腹板） 

                   Ａs1＝ｂs1･ｔs1  （主桁ウェブ） 

Ａs2＝ｂs2･ｔs2  （スチフナ） 

                    （ただしＡq≦1.7(Ａs1＋Ａs2)） 

 

  端縦桁の圧縮応力度σc（N/mm2） 

σ =
R･103

Aq
 

 

 

 

図 4－21 端縦桁の構造図及び応力算定式 

 

  

ここに， 

Ｒ ：主桁の支点反力（kN） 

Ａq ：補剛材の有効総断面積（mm2） 

端桁解析モデル部位

主桁ウェブ

縦桁腹板

スチフナ tw

t s
1

t s
2

bs1=12・ts1b ｗ
=1
2・
t ｗ

bs2

b ｗ
=1
2・
t ｗ

陸側 

海側 

（扉体正面図） （扉体平面図） 



 

67 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
10
-2
-4
 R
0 

d. 支圧板 

支圧板の面圧は扉体に作用する水平荷重（地震時慣性力+風荷重）から求め，

算定される応力が許容限界以下であることを確認する。 

支圧板の構造図及び応力算定式を図 4－22 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支圧板の支圧応力度σp（N/mm2） 

σ
p

=
Ｗ

ｇh
＋Ｗ･Ｂ

2･ｂ
 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－22 支圧板の構造図及び応力算定式 

 

 

 

 

  

ここに， 

Ｗgh ：地震時慣性力（N/mm） 

Ｗ ：風荷重（N/mm2） 

Ｂ ：扉体の水密幅（mm） 

ｂ ：支圧板の有効幅（mm） 

 

端桁
スキンプレート

支圧板

B

b

陸側

海側

（扉体平面図） 
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e. 戸当り 

戸当りは支圧板から伝達される水平荷重（地震時慣性力+風荷重）から算定さ

れる応力が許容限界以下であることを確認する。 

戸当りの構造図及び応力算定式を図 4－23 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    応力度の計算 

    ・戸当り底面フランジの曲げ応力度σb（N/mm2） 

σ
b

=
6･𝜎𝑘･𝑏𝑓

2

8･𝑡𝑓
2

 

    ・戸当りコンクリートの支圧応力度σk（N/mm2） 

σ
k

=
Ｐ･Ｂ

2･b𝑓

 

    ・戸当りコンクリートのせん断応力度τ c（N/mm2） 

τ
𝑐

=
𝜎𝑘･𝑏𝑓

ｈ + 2･Ｌ
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－23 戸当りの構造図及び応力算定式 

コンクリート

せん断線

L

tw

tf

h

bf

P

ここに， 

ｂf ：戸当り底面フランジ幅（mm） 

ｔf ：戸当り底面フランジ板厚（mm） 

Ｐ ：戸当り水平荷重（地震時慣性力+風荷重）（N/mm2） 

Ｂ ：扉体の水密幅（mm） 

ｈ ：戸当りの桁高（mm） 

Ｌ ：底面フランジのコンクリートまでの距離（mm） 

 

海側 

陸側 

（扉体平面図） 
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f. 走行車輪 

走行車輪は左右岸 2 輪ずつ計 4 輪あり，鉛直荷重に対して接触応力度が許容限

界以下であることを確認する。 

車輪軸は車輪を支点とした両端ピン支持の単純梁にモデル化し，鉛直荷重から

算定される応力が許容限界以下であることを確認する。 

走行車輪の構造図・モデル図及び荷重算定式を図 4－24 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

車輪荷重 

Ｒ
１

=
(１＋Ｋ

Ｖ
) ･Wｉ･Ｌ

２

２･Ｌ
 

Ｒ
２

=
(１＋Ｋ

Ｖ
) ･Wｉ･Ｌ

１

２･Ｌ
 

 

    応力度の計算（車輪） 

    ・接触面圧応力度 p（N/mm2） 

ｐ = 0.591 ∙ √
Ｐ ∙ Ｅ

１
∙ Ｅ

２

Ｂ ∙ Ｒ ∙ Ｅ
１

+ Ｅ
２

 

Ｃ = 1.080 ∙ √
Ｐ ∙ Ｒ ∙ (Ｅ

１
+ Ｅ

２
)

Ｂ ∙ Ｅ
１

∙ Ｅ
２

 

 

 

図 4－24(1) 走行車輪の構造図及び荷重算定式 

  

ここに， 

Ｒ1 ：海側車輪荷重 

Ｒ2 ：陸側車輪荷重 

（各作用鉛直荷重Ｗｉ） 

(各作用位置Ｌ，Ｌ１，Ｌ２） 

Ｗg ：扉体自重（kN） 

Ｗs1 ：扉体天端の積雪荷重（kN） 

Ｗs2 ：ガイドアームの積雪荷重（kN） 

Ｐ ：車輪荷重（N） 

Ｅ1 ：車輪の弾性係数（N/mm2） 

Ｅ2 ：車輪踏面板の弾性係数（N/mm2） 

Ｂ ：車輪有効踏面幅（mm） 

Ｒ ：車輪半径（mm） 

Ｃ ：接触幅の 1/2（mm） 

Wg

Ws1
Ws2

350350 L=1000

L1=330 L2=670

1700

L2=500L1=50

L2=75L1=925

R1 R2

Ws2
Ws1

Wg

R1L R1R

5230 11200

7920 16401640

79204255

12175

ガイドアーム 扉体

A
 

A－Ａ 

A
 

（正面図） 

（断面図） 
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断面力の計算（車輪軸） 

・車輪軸の曲げモーメント 

Ｍ =
Ｐ ∙ Ｌ

4
 

・車輪軸のせん断力 

Ｓ =
Ｐ

2
 

 

応力度の計算（車輪軸） 

・車輪軸の曲げ応力度σ（N/mm2） 

σ =
Ｍ

Ｚ
 

・車輪軸のせん断応力度τ（N/mm2） 

τ =
4

3
∙
Ｓ

Ａ
 

 

 

 

 

 

 

図 4－24(2) 走行車輪のモデル図及び荷重算定式 

ここに， 

Ｍ：車輪軸の曲げモーメント（kN・m） 

Ｓ：車輪軸のせん断力（kN） 

Ｚ：車輪軸の断面係数（mm3） 

Ａ：車輪軸の断面積（mm2） 

（車輪詳細断面図） 

L=137 

P:車輪荷重 

車輪軸 
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車輪受桁の照査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

断面力の計算 

・車輪受桁の曲げモーメント 

Ｍ
c

=
ａ ∙ ｂ

Ｌ
∙ Ｐ 

・車輪受桁のせん断力 

Ｓ
b

=
ａ

Ｌ
∙ Ｐ 

 

応力度の計算 

・車輪受桁の曲げ応力度σ（N/mm2） 

σ =
Ｍ

ｃ

Ｚ
1

 

・車輪受桁のせん断応力度τ（N/mm2） 

τ =
Ｓ

b

Ａ
ｗ

 

 

 

図 4－24(3) 走行車輪のモデル図及び荷重算定式 

  

ここに， 

 Ｌ ： 車輪受桁の支持間隔（mm） 

 ａ ： 車輪受桁の荷重載荷位置 

（mm） 

 ｂ ： 車輪受桁の荷重載荷位置 

（mm） 

Ｍc : 車輪受梁の曲げモーメント 

（N・mm） 

Ｓb : 車輪受桁のせん断力（N） 

Ｚ1  : 車輪受桁の断面係数（mm3） 

Ａw  : 車輪受桁の腹板断面積 

（mm2） 

  

車輪受桁 

車輪受桁 

a b 

端縦桁 補助縦桁 

Ｌ 

Ｐ 
a b 

Ｌ 
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g. 車輪戸当り 

車輪戸当りは，車輪直下の車輪戸当りに作用する荷重から，算定される応力が

許容限界以下であることを確認する。 

車輪戸当りの構造図及び応力算定式を図 4－25 に示す。 

 

      

 

 

 

 

 

応力度の計算 

・車輪荷重直下のコンクリートの支圧応力度Ｋ（N/mm2） 

Ｋ = 0.0588 ∙
Ｐ

√Ｂ
2

∙ Ｉ
3

 

ａ = 0.75 ∙
Ｐ

Ｋ ∙ Ｂ
 

 

・車輪戸当りの曲げ応力度σ（N/mm2） 

Ｍ =
Ｋ ∙ ａ

2
∙ Ｂ

4
 

σ =
Ｍ

Ｚ
 

 

・車輪戸当りのせん断応力度τ（N/mm2） 

Ｓ = ±
Ｐ

2
 

τ =
Ｓ

Ａ
Ｗ

 

 

 

図 4－25(1) 車輪戸当りの構造図及び応力算定式 

 

  

ここに， 

Ｐ ：車輪荷重（kN） 

ａ ：コンクリートの応力度の分布 

長さの 1/2（mm） 

Ｍ ：車輪荷重直下の戸当りの曲げ 

モーメント（N・mm） 

Ｓ ：車輪直下の戸当りのせん断力（N） 

Ｉ ：車輪戸当りの断面２次モーメント（mm4） 

Ｂ ：車輪戸当りの底面フランジ幅（mm） 

Ｚ ：車輪戸当りの断面係数（mm3） 

Ａw ：車輪戸当りの腹板断面積（mm2） 

PP
車輪

2a

K

車輪戸当り

コンクリート支圧応力度分布範囲

（断面図） （正面図） 

Ｂ 
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・底面フランジの曲げ応力度σｆ（N/mm2） 

Ｍ
ｆ

=
Ｋ ∙ Ｂ

2

8
 

σｆ =
6 ∙ Ｍ

ｆ

ｔ
ｆ

2  

 

 

 

 

 

図 4－25(2) 車輪戸当りの応力算定式 

  

ここに， 

Ｍf：底面フランジの曲げモーメント（N・mm） 

Ｋ ：車輪荷重直下のコンクリートの支圧応力度（N/mm2） 

Ｂ ：車輪戸当りの底面フランジ幅（mm） 
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h. ガイドアーム 

ガイドアームは，地震時鉛直荷重から，算定される応力が許容限界以下である

ことを確認する。地震時鉛直荷重は 3 か所のガイドローラ部に作用すると仮定す

る。 

ガイドアームの構造図及び応力算定式を図 4－26 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地震時鉛直荷重Ｐｖ（kN） 

Ｐ
ｖ

= (1 − Ｋ
Ｖ

) ∙ (Ｗ
ｇ

+ Ｗ
ｓ

)  /3  

応力度の計算 

・ガイドアームの 

曲げ応力度σc(N/mm2) 

Mｍ = Ｐ
ｖ

∙ Ｌ 

σｃ =
Ｍ

ｍ

Ｚ
ｃ

 

・ガイドアームの 

せん断応力度τ(N/mm2) 

Ｓ
ｍ

= Ｐ
ｖ
 

τ =
Ｓ

ｍ

Ａ
ｗ

 

 

図 4－26 ガイドアームの構造図及び応力算定式 

  

ここに， 

Ｐv：地震時鉛直荷重（kN） 

（Ｋv：鉛直震度） 

Ｗg：扉体自重（kN） 

Ｗs：積雪荷重（kN） 

Ｍm：ガイドアームの曲げモーメント（kN・m） 

Ｓm：ガイドアームのせん断力（kN） 

Ｚc：ガイドアームの断面係数（mm3） 

Ａw：ガイドアーム腹板面積（mm2） 

 

（扉体正面図） 

上部ガイドアーム

扉体L
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i. 休止ピン 

休止ピンは扉体の両側に設け，扉体に作用する地震時慣性力の１／２を一箇所

の休止ピンが負担するものとしてモデル化し，算定される応力が許容限界以下で

あることを確認する。 

休止ピンの構造図及び応力算定式を図 4－27 に示す。 

 

 

Ｐ
ｈ

=
Ｋ

Ｈ
∙ Ｗ

2
 

 

Ｍ = Ｐ
h

∙ Ｌ
1
 

Ｓ = Ｐ
h
 

Ａ =
π ∙ ｄ

2

4
 

Ｚ =
π ∙ ｄ

3

32
 

 

応力度の計算 

・休止ピンの曲げ応力度σ（N/mm2） 

σ =
Ｍ

Ｚ
 

 

・休止ピンのせん断応力度τ（N/mm2） 

τ =
4

3
∙
Ｓ

Ａ
 

 

 

 

 

 

図 4－27 休止ピンの構造図及び応力算定式 

 

 

ここに， 

Ｐh ：休止ピンに作用する 

 水平荷重（kN） 

Ｗ ：自重（扉体自重+積雪荷重）（kN） 

Ｍ ：休止ピンの 

 曲げモーメント（N・mm） 

Ｓ ：休止ピンのせん断力（N） 

Ａ ：休止ピンの断面積（mm2） 

Ｚ ：休止ピンの断面係数（mm3） 

Ｌ1 ：休止ピンの片持ち梁長さ（mm） 

ｄ ：休止ピンの径（mm） 

（側面図） 

ｄ

Pｈ

L
2

L
1

休止ピン

扉体

B

ｈ
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(2) 防波扉戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブ 

    鉄筋コンクリートの曲げ軸力照査及びせん断力照査に対して，２次元動的有限要

素法により算定した応力が許容限界以下であることを確認する。 

     また，グラウンドアンカによる支圧照査として，発生アンカー力を用いて次式に

より算定される支圧応力が許容限界以下であることを確認する。 

      

     グラウンドアンカにより発生する支圧応力度σ b（N/mm2） 

     σｂ＝Ｔ/Ｓ 

  ここで， 

   Ｔ ：発生アンカー力（引張）（N） 

   Ｓ ：支圧板の面積（mm2） 

 

 (3) グラウンドアンカ 

    グラウンドアンカの耐震評価は，地震応答解析に基づいて算定した発生アンカー

力が許容限界以下であることを確認する。 

 

(4) 改良地盤 

改良地盤の評価は，改良地盤を通るすべり面のすべり安全率が 1.2 以上であるこ

とを確認する。すべり安全率は，想定したすべり面上の応力状態をもとに，すべり

面上のせん断抵抗力の和をせん断力の和で除した値を時々刻々求め，最小すべり安

全率を算定する。 

また，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に示すとおり，改良地盤の解

析用物性値のうちせん断強度は，室内配合試験結果よりも保守的な強度を設定して

いることから，強度特性のばらつきを考慮した評価（平均値－１σ）は実施しない。 

すべり安全率の算定には，解析コード「ＣＰＯＳＴＳＫ」を使用する。なお，解

析コードの検証，妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析

コード）の概要」に示す。 

 

(5) 基礎地盤 

基礎地盤の支持性能評価においては，防波扉基礎スラブ直下の改良地盤及び改良

地盤直下の岩盤に生じる最大接地圧が許容限界以下であることを確認する。 
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4.9.2 漂流物対策工 

(1) 漂流物対策工（鋼製扉体） 

漂流物対策工（鋼製扉体）は，扉体（主横桁，張出桁，補助縦桁，端縦桁及び支

圧板），支承部，支承アンカー，ロック装置及び戸当りで構成されている。地震時

荷重に対しては，主横桁，張出桁，補助縦桁，端縦桁，支承部，ロック装置及び戸

当り（支圧板含む）の耐震評価を行う。 

 

a. 主横桁 

主横桁は，扉体の支圧板と戸当りとの接触位置を支点とする両端ピン支持の単

純梁にモデル化し，水平荷重（地震時慣性力＋風荷重）から算定される応力が許

容限界以下であることを確認する。主横桁の照査対象部は，荷重分担幅が大きい

最下段桁とした。 

また，最上段の主横桁においては，保守的に支承部を固定端とした片持ち梁に

モデル化し，水平荷重（地震時慣性力＋風荷重）から算定される応力が許容限界

以下であることを確認する。 

最下段主横桁のモデル図及び応力算定式を図 4－28 に，最上段主横桁のモデル

図及び応力算定式を図 4－29 に示す。 
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最下段主横桁の断面力の計算 

・曲げモーメント 

M1 =
1

2
(W + W′)L1

2(
𝑎

L1
−

1

4
) 

・せん断力 

S1 =
1

2
(W + W′)L 

 

応力度の計算 

・曲げ応力度σ（N/mm2） 

σ =
M1

Z
 

・せん断応力度τ（N/mm2） 

τ =
S1

𝐴𝑤
   

 

 

 

 

図 4－28 最下段主横桁のモデル図及び応力算定式 

 

 

  

ここに， 

Ｍ1 ：曲げモーメント（kN･m） 

Ｓ1 ：せん断力（kN） 

Ｗ ：地震時慣性力（kN/m） 

Ｗ’ ：風荷重（kN/m） 

Ｌ ：支間（m） 

ａ ：張り出し部（m） 

Ｌ1 ：扉体幅（m） 

Ｚ ：断面係数（mm3） 

ＡW ：腹板断面積（mm2） 

 

（扉体平面図） 

（側面図） 

地震時慣性力Ｗ＋風荷重Ｗ’

aa Ｌ

Ｌ1



 

79 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
10
-2
-4
 R
0 

 

 

 

 

 

 

 

 

最上段主横桁の断面力計算 

・曲げモーメント 

M1′ =
1

2
(W + W′)Ｌ′2 

・せん断力 

S1′ =
1

2
(W + W′)Ｌ′ 

応力度の計算 

・曲げ応力度σ（N/mm2） 

σ =
M1′

Z
 

・せん断応力度τ（N/mm2） 

τ =
S1′

𝐴𝑤
 

 

図 4－29 最上段主横桁のモデル図及び応力算定式 

 

  

ここに， 

Ｍ1’：曲げモーメント（kN･m） 

Ｓ1’：せん断力（kN） 

Ｗ ：地震時慣性力（kN/m） 

Ｗ’ ：風荷重（kN/m） 

Ｌ’ ：張出長さ（m） 

Ｚ ：断面係数（mm3） 

Ａw  ：腹板断面積（mm2） 

 

地震時慣性力Ｗ＋風荷重Ｗ’

Ｌ’



 

80 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
10
-2
-4
 R
0 

b. 張出桁 

張出桁は，水平荷重（地震時慣性力＋風荷重）を受ける扉体支持部を固定とす

る片持梁にモデル化して計算し，その応力が許容限界以下であることを確認する。 

張出桁のモデル図及び応力算定式を図 4－30 に示す。 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

断面力の計算 

・曲げモーメント 

M2 =
1

2
(W + W′)L2

2 + PcL2 

・せん断力 

S2 = (W + W′)L2 + Pc 

 

応力度の計算 

・曲げ応力度σ（N/mm2） 

σ =
M2

Z
 

・せん断応力度τ（N/mm2） 

τ =
S2

Aw
 

 

図 4－30 張出桁のモデル図及び応力算定式 

 

  

ここに， 

Ｍ2 ：曲げモーメント（kN･m） 

Ｓ2 ：せん断力（kN） 

Ｗ ：地震時慣性力（kN/m） 

Ｗ’ ：風荷重（kN/m） 

Ｌ2 ：張出長さ（m） 

Ｚ ：断面係数（mm3） 

Ａw ：腹板断面積（mm2） 

地震時慣性力Ｗ 

＋風荷重Ｗ’ 

Ｌ2 
 

張出桁 
Ｌ2 

（扉体平面図） 
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c. 補助縦桁 

補助縦桁は，図のような荷重を受ける主横桁で支持された単純梁として計算し，

その応力が許容限界以下であることを確認する。 

補助縦桁のモデル図及び応力算定式を図 4－31 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面力の計算 

・曲げモーメント（桁中央） 

M3 =
1

8
(W + W′)ℓ

2
 

・せん断力（桁端部） 

S3 =
1

2
(W + W′) ℓ 

 

応力度の計算 

・曲げ応力度σ（N/mm2） 

σ =
M3

Z
 

・せん断応力度τ（N/mm2） 

τ =
S3

𝐴𝑤
 

 

 

図 4－31 補助縦桁のモデル図及び応力算定式 

 

  

地震時慣性力Ｗ＋風荷重Ｗ’

ℓ

ここに， 

Ｍ3 ：曲げモーメント（kN･m） 

Ｓ3 ：せん断力（kN） 

Ｗ ：地震時慣性力（kN/m） 

Ｗ’ ：風荷重（kN/m） 

ℓ ：主横桁の間隔（m） 

Ｚ ：断面係数（mm3） 

Ａw ：腹板断面積（mm2） 

（扉体正面図） 
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d. 端縦桁 

端縦桁は，主横桁反力を支圧板，戸当りを介してコンクリート躯体に伝達する。

そのため，垂直補剛材を有するプレートガーダの荷重集中点として腹板強度の計

算を行い，算定される応力が許容限界以下であることを確認する。 

端縦桁の構造図及び応力算定式を図 4－32 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

端縦桁の圧縮応力度σc(N/mm2) 

σc =
Ｒ・103

Ａ
q

 

 

 

図 4－32 端縦桁の構造図及び応力算定式  

tw

主横桁腹板

ts1

端縦桁腹板

B
w=
2
4t

w

スチフナ

ts2

bs=12tsbs

ここに， 

Ｒ ：主横桁の支点反力（kN) 

Ａq ：補剛材の有効総断面積（mm2） 

（扉体平面図） （扉体正面図） 

補剛材の有効総断面積（mm2） 

Ａq＝Ａw＋Ａs1＋Ａs2 

Ａw＝ｂｗ・ｔｗ  （端縦桁腹板） 

Ａs1＝ｂs1・ｔs1 （主横桁腹板） 

Ａs2＝ｂs2・ｔs2 （スチフナ） 

（ただしＡq≦1.7（Ａs1＋Ａs2）） 
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e. 支承部 

支承部は，上部支承と下部支承から構成され，地震時の水平荷重及び鉛直荷重

に対しての発生応力が許容限界以下であることを確認する。 

水平方向と鉛直方向の地震荷重の組合せは，組合せ係数法により以下のとおり

とした。 

組合せ① : 1.0×水平地震荷重＋0.4×鉛直地震荷重 

組合せ② : 0.4×水平地震荷重＋1.0×鉛直地震荷重 

上部支承部及び下部支承部の構造正面図を図 4－33 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－33 上部支承部及び下部支承部の正面図 

 

 

 

 

  

（正面図） 
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(a) 上部支承部 

上部支承部は，支承軸を両端ピン支持の単純梁として算定される応力が許容

限界以下であることを確認する。 

上部支承部の構造図及び応力算定式を図 4－34 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面力の計算 

・曲げモーメント 

M4 =
RH1L4

4
 

・せん断力 

S4 = RH1 

 

応力度の計算 

・曲げ応力度σb(N/mm2) 

σ
𝑏

=
M4

Z4
 

・せん断応力度τ(N/mm2) 

τ =
4Ｓ

4

3A 4
 

 

図 4－34 上部支承部の構造図及び応力算定式 

 

  

ここに， 

Ｍ4 ：支承軸の曲げモーメント（kN･m） 

ＲH1 ：上部支承水平作用荷重（kN） 

Ｌ4 ：支承軸支持間隔（m） 

Ｓ4 ：支承軸のせん断力(kN) 

Ｚ4 ：支承軸の断面係数（mm3） 

Ａ4 ：支承軸の断面積（mm2） 
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(b) 下部支承部 

下部支承部は，支承軸を下端固定の片持ち梁として算定される応力が許容限

界以下であることを確認する。 

鉛直荷重を支持する軸受（壷金）は，接触面の支圧応力度により照査する。 

また，水平荷重を支持する上部及び下部軸受けには同一の自動調心ころ軸受

けを使用し，許容限界以下であることを確認する。 

下部支承部の構造図及び応力算定式を図 4－35 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面力の計算 

・曲げモーメント 

M5 = RH3L5 

・せん断力 

S5 = RH3 

 

応力度の計算 

・曲げ応力度σb(N/mm2) 

σ
𝑏

=
M5

Z5
 

・せん断応力度τ(N/mm2) 

τ =
4S5

3A5
 

 

図 4－35(1) 下部支承部の構造図及び応力算定式 

  

ここに， 

Ｍ5 ：支承軸の曲げモーメント（kN･m） 

ＲH3 ：下部支承水平作用荷重（kN） 

Ｌ5 ：支承軸片持ち梁長さ（m） 

Ｓ5 ：支承軸のせん断力(kN) 

Ｚ5 ：支承軸の断面係数（mm3） 

Ａ5 ：支承軸の断面積（mm2） 

Ｒv ：下部支承鉛直作用荷重（kN） 

Ｒ ：軸受（壷金）の球面の半径(mm) 

Ｅ ：軸受（壷金）の弾性係数(N/mm2) 

Ｒ2 ：軸受け荷重(kN) 

R

Ｒv

ＲH3

Ｌ5

軸受

支承軸

扉体

軸受（壷金）

（縦断面図） （平面図）

下部支承

扉体

躯体
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・軸受（壷金）の支圧応力度ｐ(N/mm2) 

p = 0.388(
Ｒ

v
Ｅ

2

Ｒ
2 )1 3⁄  

軸受け荷重(自動調心ころ軸受) 

Ｒ2＝ＲH3 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－35(2) 下部支承部の応力算定式 

ここに， 

ＲH3 ：下部支承水平作用荷重（kN） 

Ｒv ：下部支承鉛直作用荷重（kN） 

Ｒ ：軸受（壷金）の球面の半径(mm) 

Ｅ ：軸受（壷金）の弾性係数(N/mm2) 

Ｒ2 ：軸受け荷重(kN) 
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f. 支承アンカー 

(a) 上部支承アンカー 

上部支承部は図に示す構造であることから，支承軸に作用する荷重は，アン

カーボルトとアンカープレート及び支圧板によりコンクリートに伝達する構

造として算定される応力が許容限界以下であることを確認する。 

上部支承アンカーの構造図及び応力算定式を図 4－36 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アンカーボルト 1 本当りの軸力 

Ｆ =
RH1ℓ

ｍｎ
 

 

応力度の計算 

・アンカーボルトの軸方向引張応力度σt(N/mm2) 

  σ
𝑡

=
Ｆ

Ａ
5

 

・コンクリートの支圧 

応力度(ｱﾝｶｰﾌﾟﾚｰﾄ)σc1(N/mm2) 

σ
𝑐1

=
ｎＦ

ａｂ
 

・コンクリートの支圧 

応力度(支圧板)σc2(N/mm2) 

σ
𝑐2

=
Ｒ

H1

ｃｅ
 

 

 

図 4－36(1) 上部支承アンカーの構造図及び応力算定式  

ここに， 

Ｆ ：アンカーボルト 1 本当りの軸力(kN) 

ＲH1 ：上部支承水平荷重（kN） 

ℓ ：支承軸からアンカーボルト 

 固定部までの距離（mm） 

ｍ ：アンカーボルトの間隔(mm) 

ｎ ：アンカーボルトの片側本数 

Ａ5 ：アンカーボルトの断面積（mm2） 

ｄ ：アンカーボルト埋込深さ(mm) 

ａ,ｂ ：アンカープレートの寸法(mm) 

ｃ,ｅ ：支圧板の寸法(mm) 

ｄ

ｍ

支圧板
ｃ×長さｂ

ｱﾝｶｰﾌﾟﾚｰﾄ
a×長さｂ

ＲＨ１

ℓ
Ｆ

アンカーボルト

支承軸

（平面図）

e
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・コンクリートのせん断 

応力度(ｱﾝｶｰﾌﾟﾚｰﾄ)τc (N/mm2)  

τ
𝑐

=
ｎＦ

2ｂ・2ｄ
 

 

図 4－36(2) 上部支承アンカーの応力算定式  
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(b) 下部支承アンカー 

下部支承部は，支承軸に作用する荷重は，アンカーボルトとアンカープレー

ト及び支圧板によりコンクリートに伝達する構造として算定される応力が許

容限界以下であることを確認する。 

下部支承アンカーの構造図及び応力算定式を図 4－37 に示す。 

 

アンカーボルト 1 本当りの軸力(kN) 

Ｆ =
RH3Ｌ5

2ｙｎ
 

 

応力度の計算 

・アンカーボルトの 

軸方向引張応力度σt(N/mm2) 

σ
𝑡

=
Ｆ

Ａ
5

 

・コンクリートの支圧応力度 

(ｱﾝｶｰﾌﾟﾚｰﾄ)σc1(N/mm2) 

σ
𝑐1

=
ｎＦ

ａｂ
 

・コンクリートの支圧応力度 

(支圧板)σc2(N/mm2) 

σ
𝑐2

=
Ｒ

H3

ｃｅ
 

・コンクリートのせん断応力度 

(ｱﾝｶｰﾌﾟﾚｰﾄ)τc (N/mm2) 

τ
𝑐

=
ｎＦ

2ｂ・2ｄ
 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－37 下部支承アンカーの構造図及び応力算定式  

ここに， 

Ｆ ：アンカーボルト 1 本当りの軸力(N) 

ＲH3 ：下部支承水平荷重（kN） 

Ｌ5 ：軸受中心からアンカーボルト 

 固定部までの距離（mm） 

2ｙ ：アンカーボルトの間隔(mm) 

ｎ ：アンカーボルトの片側本数 

Ａ5 ：アンカーボルトの断面積（mm2） 

ｄ ：アンカーボルト埋込深さ(mm) 

ａ，ｂ：アンカープレートの寸法(mm) 

ｃ，ｅ：支圧板の寸法(mm) 

（側面図） 

（平面図） 



 

90 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
10
-2
-4
 R
0 

g. ロック装置 

ロック装置は，扉体に作用する地震時荷重をロックビームから支持金物及びコ

ンクリートへ伝達し，扉体を全閉位置に固定する。ロックビームを片持ち梁にモ

デル化して算定される応力が許容限界以下であることを確認する。 

ロック装置の構造図及び応力算定式を図 4－38 に示す。 

 

 

 

 

断面力の計算 

・曲げモーメント 

Ｍ＝Ｐrａ 

・せん断力 

Ｓ＝Ｐr 

 

応力度の計算 

・ロックビーム曲げ応力度σ（N/mm2) 

σ =
Ｍ

2Ｚ
 

・ロックビームせん断応力度τ（N/mm2) 

τ =
Ｓ

2Ａ
 

 

図 4－38 ロック装置の構造図及び応力算定式 

 

  

ここに， 

Ｍ ：曲げモーメント（kN･m) 

Ｒr ：ロック反力（kN） 

ａ ：ロックビームの片持ち梁長さ（m) 

ｎ ：ロックビーム数 

Ｚ ：ロックビームの断面係数（mm3） 

Ｓ ：ロックビームのせん断力（kN) 

Ａ ：ロックビームのせん断面積（mm2） 

（断面図） 
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h. 戸当り 

戸当りは，最も水平荷重（地震時慣性力＋風荷重）が大きい最下段の主横桁か

らの荷重により応力を算定し許容限界以下であることを確認する。 

戸当りの概要図及び応力算定式を図 4－39 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

応力度の計算 

・支圧板の支圧応力度σp(N/mm2) 

σ
p

=
ＷＬ

1

2ＣＬ
2

 

・腹板の支圧応力度σb(N/mm2) 

σ
𝑏

=
ＷＬ

1

2twＬ
2

 

・コンクリートの支圧応力度σcb(N/mm2) 

σ
𝑐

=
ＷＬ

1

2bfＬ
2

 

・底面フランジの曲げ応力度σf(N/mm2) 

σ
f

=
6Ｍ

f

tf 2
 

Mf =
𝜎𝑐・bf 2

8
 

・コンクリートのせん断応力度τc(N/mm2) 

τ𝑐 =
ＷＬ

1

2ΣℓＬ
2

 

 

図 4－39 戸当りの概要図及び応力算定式  

ここに， 

Ｗ ：水平荷重 

 （地震時慣性力＋風荷重） 

 （kN／m） 

Ｃ ：支圧板の有効幅 

Ｌ1 ：扉体幅（mm） 

Ｌ2 ：主横桁の荷重分担長さ（mm） 

ｔw ：腹板の厚さ（mm） 

ｂf ：底面フランジの幅（mm） 

ｔf ：底面フランジの厚さ（mm） 

ℓ1 ：戸当り深さ（mm） 

ℓ2 ：底面フランジのコンクリート 

 までの距離（mm） 

Ｍf ：底面フランジに作用する曲げモーメ

ント（N･mm） 

Σℓ ：せん断抵抗長さ（＝ℓ1＋2ℓ2）（mm） 

（扉体平面図） 
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(2) 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブ 

鉄筋コンクリートの曲げ軸力照査及びせん断力照査に対して，２次元動的有限要

素法により算定した応力が許容限界以下であることを確認する。 

 

(3) 基礎地盤 

基礎地盤の支持性能評価においては，漂流物対策工直下のＭＭＲ及び改良地盤並

びにＭＭＲ及び改良地盤の直下の岩盤に生じる最大接地圧が許容限界以下である

ことを確認する。 
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5. 評価条件 

  「4. 耐震評価」に用いる評価条件を表 5－1 及び表 5－2 に示す。 

 

表 5－1(1) 防波扉の耐震評価に用いる条件（1/3） 

部材 記号 定義 数値 単位 

主桁 

Ｗ 主桁の負担荷重（風荷重+地震時慣性力） 16.967 kN/m 

Ｂ 水密幅 11.600  m 

Ｌ 支圧板中心間 11.200  m 

Ｍ 主桁の曲げモーメント 265.700  kN・m 

Ｓ 主桁のせん断力 98.407 kN 

Ｎ 主桁の軸力 30.540  kN 

Ｚ 主桁の断面係数 10767582 mm3 

Ｄ 側部水密幅 1800 mm 

Ａw 主桁の腹板断面積 14382 mm2 

Ａg 主桁の断面積 23012 mm2 

補助縦桁 

Ｐ 補助縦桁の水平荷重（地震時慣性力+風荷重）  12.568  kN/m2 

ａ 補助縦桁間隔 0.747  m 

ｂ 主桁間隔 1.200  m 

Ｍ 補助縦桁の曲げモーメント 2.082 kN-m 

Ｓ 補助縦桁のせん断力 4.819 kN 

Ｚ 補助縦桁の断面係数 114034 mm3 

Ａw 補助縦桁の腹板断面積 611 mm2 

端縦桁 
Ｒ 主桁の支点反力 98.407  kN 

Ａ 補剛材の有効断面積 2938  mm2 

支圧板 

Ｗgh 地震時慣性力 124.850  kN/m 

Ｗ 風荷重 1.805 N/mm2 

Ｂ 扉体の水密幅 11600  mm 

ｂ 支圧板の有効幅 100 mm 

戸当り 

Ｐ 
戸当り水平荷重 

（地震時慣性力＋風荷重） 
145.789 kN/m 

ｂf 戸当り底面フランジ幅 200 mm 

ｔf 戸当り底面フランジ板厚 22 mm 

Ｂ 扉体の水密幅 11600  mm 

ｈ 戸当りの桁高 510 mm 

Ｌ 底面フランジのコンクリートまでの距離 400 mm 
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表 5－1(2) 防波扉の耐震評価に用いる条件（2/3） 

部材 記号 定義 数値 単位 

走行車輪 

Ｒ1 海側車輪荷重 318.653 kN 

Ｒ2 陸側車輪荷重 166.486 kN 

Ｗｇ 扉体自重 370 kN 

Ｗs1 扉体天端の積雪荷重 13.328 kN 

Ｗs1 ガイドアームの積雪荷重 4.784 kN 

Ｐ 車輪荷重 318.653 kN 

Ｅ1 車輪の弾性係数 193000 N/mm2 

Ｅ2 車輪踏面板の弾性係数 193000 N/mm2 

Ｂ 車輪有効踏面幅 85 mm 

Ｒ 車輪半径 345 mm 

Ｃ 接触幅の 1/2 3.954 mm 

Ｍ 走行車輪軸の曲げモーメント 10913881 N・mm 

Ｓ 走行車輪軸のせん断力 159327 N 

Ａ 走行車輪軸の断面積 9503 mm2 

Ｚ 走行車輪軸の断面係数 130671 mm3 

Ｌ 車輪受桁の支持間隔 2240 mm 

ａ 車輪受桁の荷重載荷位置 1640 mm 

ｂ 車輪受桁の荷重載荷位置 600 mm 

Ｍｃ 車輪受桁の曲げモーメント 139980000 N・mm 

Ｓｂ 車輪受桁のせん断力 233300 N 

Ｚ１ 車輪受桁の断面係数 875000 mm2 

Ａｗ 車輪受桁の腹板断面積 2208 mm3 

車輪 

戸当り 

Ｐ 車輪荷重 318.653 kN 

Ｋ 車輪荷重直下のコンクリートの支圧応力度 1.79 N/mm2 

a コンクリートの応力度の分布長さの 1/2 1068 mm 

Ｍ 車輪戸当りの曲げモーメント 63817061 N・mm 

Ｓ 車輪戸当りのせん断力 159327 N 

Ｉ 車輪戸当りの断面２次モーメント 73100000 mm4 

Ｂ 車輪戸当りの底面フランジ幅 125 mm 

Ｚ 車輪戸当りの断面係数 585000 mm3 

Ａw 車輪戸当りの腹板断面積 2040 mm2 

Ｍf 底面フランジの曲げモーメント 3496 N・mm 
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表 5－1(3) 防波扉の耐震評価に用いる条件（3/3） 

部材 記号 定義 数値 単位 

ガイド 

アーム 

Ｐv 地震時鉛直荷重 64.407 kN・m 

Ｗg 扉体自重 370 kN 

Ｗs 積雪荷重 16.44 kN 

Ｍm ガイドアームの曲げモーメント 325.254  kN・m 

Ｓm ガイドアームのせん断力 64.407  kN 

Ｚc ガイドアームの断面係数 1811700 mm3 

Ａw ガイドアームの腹板面積 27200 mm2 

休止 

ピン 

Ｐh 休止ピンに作用する水平荷重 405.762  kN 

Ｗ 自重（扉体自重＋積雪荷重） 386.44 kN 

Ｍ 休止ピンの曲げモーメント 52749060 N・mm 

Ｓ 休止ピンのせん断力 405762 N 

Ｚ 休止ピンの断面係数 331340 mm3 

Ａ 休止ピンの断面積 17671 mm2 

Ｌ1 休止ピンの片持ち梁長さ 130 mm 

ｄ 休止ピンの径 150 mm 
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表 5－2(1) 漂流物対策工の耐震評価に用いる条件（1/3） 

部材 記号 定義 数値 単位 

主横桁 

Ｍ1 曲げモーメント 268.2 kN・m 

Ｓ1 せん断力 96.7 kN 

Ｗ 地震時慣性力 16.065 kN/m 

Ｗ’ 風荷重 1.354 kN/m 

Ｌ 支間 11.100 m 

a 張り出し部 0.100 m 

Ｌ1 扉体幅 11.300 m 

Ｍ1’ 曲げモーメント 1275.2 kN・m 

Ｓ1’ せん断力 210.8 kN 

Ｌ’ 張出長さ 12.100 m 

Ｚ 断面係数 23979000 mm3 

Ａw 腹板断面積 26300 mm2 

張出桁 

Ｍ2 曲げモーメント 4.2 kN・m 

Ｓ2 せん断力 7.0 kN 

Ｗ 地震時慣性力 5.355 kN/m 

Ｗ’ 風荷重 0.451 kN/m 

Ｌ2 張出長さ 1.200 m 

Ｚ 断面係数 10829000 mm3 

Ａw 腹板断面積 26370 mm2 

補助縦桁 

Ｍ3 曲げモーメント 0.2 kN・m 

Ｓ3 せん断力 0.9 kN 

Ｗ 地震時慣性力 2.142 kN/m 

Ｗ’ 風荷重 0.181 kN/m 

ℓ 主横桁の間隔 0.750 m 

Ｚ 断面係数 10540000 mm3 

Ａw 腹板断面積 26300 mm2 

端縦桁 
Ｒ 主横桁の支点反力 210.8 kN 

Ａq 補剛材の有効総断面積 10747 mm2 
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表 5－2(2) 漂流物対策工の耐震評価に用いる条件（2/3） 

部材 記号 定義 数値 単位 

上部 

支承軸 

Ｍ4 支承軸の曲げモーメント 278.5 kN・m 

ＲH1 上部支承水平作用荷重 2025.1 kN 

Ｌ4 支承軸支持間隔 0.550 m 

Ｓ4 支承軸のせん断力 1012.6 kN 

Ｚ4 支承軸の断面係数 1045400 mm3 

Ａ4 支承軸の断面積 38010 mm2 

下部 

支承軸 

Ｍ5 支承軸の曲げモーメント 315.9 kN・m 

ＲH3 下部支承水平作用荷重 2025.1 kN 

Ｌ5 支承軸片持ち梁長さ 0.156 m 

Ｓ5 支承軸のせん断力 2025.1 kN 

Ｚ5 支承軸の断面係数 2155100 mm3 

Ａ5 支承軸の断面積 61580 mm2 

下部 

支承軸受 

Ｒv 下部支承鉛直作用荷重 1574.7 kN 

Ｒ 軸受（壷金）の球面の半径 1150 mm 

Ｅ 軸受（壷金）の弾性係数 1.93×105 N/mm2 

支承軸受 Ｒ2 軸受け荷重 2025.1 kN 

上部支承 

アンカー 

Ｆ アンカーボルト 1 本当りの軸力 238.2 kN 

ＲH1 上部支承水平作用荷重 2025.1 kN 

ℓ 支承軸からｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ固定部までの距離 600 mm 

ｍ アンカーボルトの間隔 850 mm 

ｎ アンカーボルトの片側本数 6 本 

Ａ5 アンカーボルトの断面積 865 mm2 

ｄ アンカーボルト埋込深さ 1100 mm 

ａ，ｂ アンカープレートの寸法 300, 950 mm 

ｃ，ｅ 支圧板の寸法 400, 950 mm 
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表 5－2(3) 漂流物対策工の耐震評価に用いる条件（3/3） 

部材 記号 定義 数値 単位 

下部支承 

アンカー 

Ｆ アンカーボルト 1 本当りの軸力 236.1 kN 

ＲH3 下部支承水平作用荷重 2025.1 kN 

Ｌ5 軸受中心からｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ固定部までの距離 156 mm 

2ｙ アンカーボルトの間隔 446 mm 

ｎ アンカーボルトの片側本数 3 本 

Ａ5 アンカーボルトの断面積 865 mm2 

ｄ アンカーボルト埋込深さ 550 mm 

ａ，ｂ アンカープレートの寸法 150, 850 mm 

ｃ，ｅ 支圧板の寸法 500, 800 mm 

ロック 

装置 

Ｍ 曲げモーメント 88.5 kN・m 

Ｒr ロック反力 590.3 kN 

ａ ロックビームの片持ち梁長さ 0.150 m 

ｎ ロックビーム数 2 本 

Ｚ ロックビームの断面係数 260000 mm3 

Ｓ ロックビームのせん断力 590.3 kN 

Ａ ロックビームのせん断面積 2128 mm2 

戸当り 

Ｗ 作用荷重（地震時慣性力＋風荷重） 17.419 kN/m 

Ｃ 支圧板の有効幅 80 mm 

Ｌ1 扉体幅 11300 mm 

Ｌ2 主横桁の荷重分担長さ 750 mm 

ｔw 腹板の厚さ 14 mm 

ｂf 底面フランジの幅 750 mm 

ｔf 底面フランジの厚さ 50 mm 

ℓ1 戸当り深さ 1350 mm 

ℓ2 底面フランジのコンクリートまでの距離 925 mm 

Ｍf 底面フランジに作用する曲げモーメント 14.1 kN･m 

Σℓ せん断抵抗長さ（＝ℓ1＋2ℓ2） 3200 mm 
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6. 耐震評価結果 

6.1 防波扉 

(1) 防波扉（鋼製扉体） 

「3. 固有値解析」に示したとおり防波扉（鋼製扉体）の固有振動数が 20Hz 以

上であるため，防波扉（鋼製扉体）の耐震計算に用いる設計震度は，Ⅵ-2-1-7「設

計用床応答スペクトルの作成方針」に示すとおり防波扉（鋼製扉体）の設置床であ

る防波扉基礎スラブの最大応答加速度を基に設定する。設計震度は表 6－1 に示す

とおり，最大応答加速度から算出される水平震度及び鉛直震度より保守的に高く設

定した。  

防波扉（鋼製扉体）の主部材の照査結果を表 6－2 に示す。この結果から，防波

扉（鋼製扉体）の主部材の発生応力が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 6－1 設計用地震力 

設置標高 最大応答加速度に基づく震度 設計震度 

EL 8.5m 
水平 1.08 水平 Kｈ 2.1 

鉛直 1.03 鉛直 Kｖ 1.5 
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表 6－2 防波扉（鋼製扉体，戸当り）の主部材の照査結果 

部材 材質 種別 
応力度 

(a) 

許容 

限界 

(b) 

照査値 

(a/b) 

防波扉 

（鋼製

扉体） 

主桁 SM490 

曲げ応力度 

(N/mm2) 
26 240 0.109 

せん断応力度 

(N/mm2) 
6.8 135 0.051 

補助縦桁 SS400 

曲げ応力度 

(N/mm2) 
18.3 180 0.102 

せん断応力度 

(N/mm2) 
7.9 105 0.076 

端縦桁 SM490 
圧縮応力度 

(N/mm2) 
33 240 0.138 

支圧板 SUS304 
支圧応力度 

(N/mm2) 
0.729 225 0.004 

戸当り 

SM490 
曲げ応力度 

(N/mm2) 
22.6 240 0.095 

Fc24 

支圧応力度 

(N/mm2) 
0.36 8.8 0.041 

せん断応力度 

(N/mm2) 
0.06 0.60 0.100 

走
行
車
輪 

車輪 SUS304 
接触面圧応力度

（N/mm2） 
605.2 849  0.713 

車輪軸 SUS304 

曲げ応力度

(N/mm2) 
83.5 150 0.557 

せん断応力度

(N/mm2) 
22.4 90 0.249 

車輪 

受桁 
SM490 

曲げ応力度

(N/mm2) 
160.0  240 0.667 

せん断応力度

(N/mm2) 
106.0  135 0.786 

車輪 

戸当り 
SS400 

曲げ応力度

(N/mm2) 
109.1 180 0.607 

せん断応力度

(N/mm2) 
78.1 105 0.744 

底面フランジ曲

げ応力度(N/mm2) 
58.1 180 0.323 

ガイド 

アーム 
SM490 

曲げ応力度

(N/mm2) 
180 240 0.750 

せん断応力度

(N/mm2) 
2.4 135 0.018 

休止ピン SUS329J4L 

曲げ応力度

(N/mm2) 
159.2 338  0.471 

せん断応力度

(N/mm2) 
30.6 195 0.157 
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(2) 防波扉戸当り（ＲＣ支柱） 

a. 曲げ軸力照査 

防波扉戸当り（ＲＣ支柱）の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大

照査値の評価時刻での断面力図を図 6－1 に，曲げ・軸力系の破壊に対する最大

照査値を表 6－3 に示す。 

この結果から，防波扉戸当り（ＲＣ支柱）の発生応力が許容限界以下である

ことを確認した。 

 

       

図 6－1(1) 防波扉戸当り（ＲＣ支柱）の曲げ圧縮照査における最大照査値の評価

時刻での断面力（Ｓｓ－Ｄ（＋－），解析ケース①，t＝8.61s） 

  

[Bending moment]

[Axial force]

[Shear force]

軸力　(kN)

せん断力　(kN)

曲げモーメント　(kN･m)

1.00m
Structure scale

2.00E+03
Unit scale

1.00m
Structure scale

1.00E+03
Unit scale

1.00m
Structure scale

1.00E+03
Unit scale

CASE   Ss-D+- (8.61 sec)

CASE   Ss-D+- (8.61 sec)

CASE   Ss-D+- (8.61 sec)

-1093

838

3336
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図 6－1(2) 防波扉戸当り（ＲＣ支柱）の曲げ引張照査における最大照査値の評価

時刻での断面力（Ｓｓ－Ｄ（－＋），解析ケース①，t＝8.61s） 
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CASE   Ss-D-+ (8.61 sec)
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表 6－3(1) 防波扉戸当り（ＲＣ支柱）の曲げ圧縮照査における最大照査値 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 
曲げ圧縮 
応力度 

σ c（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

σ ca（N/mm2） 

照査値 

σ c／σ ca 
曲げモーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

Ｓｓ－Ｄ（＋－） ① 3336 -1093 2.1 13.5 0.153 

 

 

表 6－3(2) 防波扉戸当り（ＲＣ支柱）の曲げ引張照査における最大照査値 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 曲げ引張 
応力度 

σ s（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

σ sa（N/mm2） 

照査値 
σ s／σ sa 曲げモーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

Ｓｓ－Ｄ（－＋） ① -3207 -466 85 294 0.288 
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b. せん断力照査 

防波扉戸当り（ＲＣ支柱）のせん断破壊に対する照査における最大照査値の評

価時刻での断面力図を図 6－2 に，せん断破壊に対する最大照査値を表 6－4 に示

す。 

この結果から，防波扉戸当り（ＲＣ支柱）の発生応力が許容限界以下であるこ

とを確認した。 

 

        

図 6－2 防波扉戸当り（ＲＣ支柱）のせん断力照査における最大照査値の評価時刻

での断面力（Ｓｓ－Ｄ（－－），解析ケース①，t＝19.21s） 

  

[Bending moment]

[Axial force]

[Shear force]
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Structure scale
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Unit scale

1.00m
Structure scale
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CASE   Ss-D-- (19.21 sec)
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表 6－4 防波扉戸当り（ＲＣ支柱）のせん断力照査における最大照査値 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 

せん断応力度 

τ s（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

τ sa（N/mm2） 

照査値 

τ s／τ sa 
せん断力 

（kN） 

Ｓｓ－Ｄ（－－） ① 851 0.26 0.67 0.394 
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(3) 防波扉基礎スラブ 

a. 曲げ軸力照査 

防波扉基礎スラブの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値の評

価時刻での断面力図を図 6－3 に，曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値を表

6－5 に示す。 

この結果から，防波扉基礎スラブの発生応力が許容限界以下であることを確認

した。 

 

         

図 6－3(1) 防波扉基礎スラブの曲げ圧縮照査における最大照査値の評価時刻での

断面力（Ｓｓ－Ｄ（＋＋），解析ケース①，t＝28.17s） 
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図 6－3(2) 防波扉基礎スラブの曲げ引張照査における最大照査値の評価時刻での

断面力（Ｓｓ－Ｄ（－－），解析ケース①，t＝19.21s） 
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表 6－5(1) 防波扉基礎スラブの曲げ圧縮照査における最大照査値 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 
曲げ圧縮 
応力度 

σ c（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

σ ca（N/mm2） 

照査値 

σ c／σ ca 
曲げモーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

Ｓｓ－Ｄ（＋＋） ① 1148 -245 4.5 13.5 0.333 

 

 

表 6－5(2) 防波扉基礎スラブの曲げ引張照査における最大照査値 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 曲げ引張 
応力度 

σ s（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

σ sa（N/mm2） 

照査値 
σ s／σ sa 曲げモーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

Ｓｓ－Ｄ（－－） ① -863 299 175 294 0.595 
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b. せん断力照査 

防波扉基礎スラブのせん断破壊に対する照査における最大照査値の評価時刻

での断面力図を図 6－4 に，せん断破壊に対する最大照査値を表 6－6 に示す。 

この結果から，防波扉基礎スラブの発生応力が許容限界以下であることを確認

した。 

 

        

図 6－4 防波扉基礎スラブのせん断力照査における最大照査値の評価時刻での断面

力（Ｓｓ－Ｄ（＋＋），解析ケース①，t＝28.17s） 
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表 6－6 防波扉基礎スラブのせん断力照査における最大照査値 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 

せん断応力度 

τ s（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

τ sa（N/mm2） 

照査値 

τ s／τ sa 
せん断力 

（kN） 

Ｓｓ－Ｄ（＋＋） ① 598 0.56 0.67 0.836 
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c. グラウンドアンカによる支圧照査 

防波扉基礎スラブのグラウンドアンカによる支圧に対する照査値を表 6－7 に

示す。 

この結果から防波扉基礎スラブのグラウンドアンカによる支圧が許容限界以

下であることを確認した。 

 

表 6－7 防波扉基礎スラブのグラウンドアンカによる支圧に対する 

照査における最大照査値 

地震動 
解析 

ケース 

支圧応力度 

σb（N/mm2） 

短期許容 

応力度 

σba（N/mm2） 

照査値 

σb/σab 

Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） ① 11.9 18.0 0.663 

 

 

(4) グラウンドアンカ 

グラウンドアンカの発生アンカー力に対する照査値を表 6－8 に示す。 

この結果からグラウンドアンカの発生アンカー力が許容限界以下であることを

確認した。 

 

表 6－8 グラウンドアンカの発生アンカー力に対する照査における最大照査値 

地震動 
解析 

ケース 

発生アンカー力 

T（kN） 

テンドンの 

許容拘束力 

Tab（kN） 

照査値 

T/Tab 

Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） ① 1710 2076 0.824 
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(5) 改良地盤 

改良地盤におけるすべり安全率による評価結果を表 6－9 に，最小すべり安全率

となる時刻における局所安全係数分布図を図 6－5 に示す。 

これらの結果から，改良地盤のすべり安全率が 1.2 以上あることを確認した。 

 

 

表 6－9 改良地盤のすべり安全率評価結果 

地震動 解析ケース 発生時刻（ｓ） 最小すべり安全率 

Ｓｓ－Ｎ１（－＋） ① 7.56 1.65 

 

 

 

図 6－5 改良地盤の最小すべり安全率時刻における局所安全係数分布 

（Ｓｓ－Ｎ１（－＋），解析ケース①，t＝7.56s） 
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   (6) 基礎地盤 

   基礎地盤の支持性能照査結果を表 6－10 に，支持地盤の接地圧分布を図 6－6 に

示す。 

   防波扉基礎スラブの基礎地盤に生じる最大接地圧が極限支持力度以下であるこ

とを確認した。 

 

 

表 6－10(1) 基礎地盤の支持性能照査結果（改良地盤） 

地震動 解析ケース 
最大接地圧 

Ｐ（N/mm2） 

極限支持力度 

Ｐu（N/mm2） 

照査値 

Ｐ／Ｐu 

Ｓｓ－Ｄ（＋－） ① 0.5 1.4 0.363 

 

 

表 6－10(2) 基礎地盤の支持性能照査結果（岩盤） 

地震動 解析ケース 
最大接地圧 

Ｐ（N/mm2） 

極限支持力度 

Ｐu（N/mm2） 

照査値 

Ｐ／Ｐu 

Ｓｓ－Ｄ（＋－） ① 1.1 9.8 0.109 
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図 6－6(1) 基礎地盤の接地圧分布図（改良地盤） 

（Ｓｓ－Ｄ（＋－），解析ケース①） 

 

 

 

図 6－6(2) 基礎地盤の接地圧分布図（岩盤） 

（Ｓｓ－Ｄ（＋－），解析ケース①） 
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6.2 漂流物対策工 

   (1) 漂流物対策工（鋼製扉体） 

「3. 固有値解析」に示したとおり漂流物対策工（鋼製扉体）の固有振動数が 20Hz

以上であることを確認したため，防波扉（鋼製扉体）の耐震計算に用いる設計震度

は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に示すとおり漂流物対策工（鋼

製扉体）の設置床における最大応答加速度を基に設定する。設計震度は表 6－11 に

示すとおり，最大応答加速度から算出される水平震度及び鉛直震度より保守的に高

く設定した。 

漂流物対策工（鋼製扉体）の主部材の照査結果を表 6－12 に示す。この結果から，

漂流物対策工（鋼製扉体）の主部材の発生応力が許容限界以下であることを確認し

た。 

 

表 6－11 設計用地震力 

設置標高 最大応答加速度に基づく震度 設計震度 

EL 8.5m 
水平 0.93 水平 Kｈ 2.1 

鉛直 0.66 鉛直 Kｖ 1.1 
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表 6－12(1) 漂流物対策工（鋼製扉体，戸当り）の主部材の照査結果（1/2） 

部材 材質 種別 
応力度 

(a) 

許容限界 

(b) 

照査値 

(a／b) 

漂流物 

対策工

（鋼製

扉体） 

横主桁 

（最下段) 

SBHS700 
曲げ応力度 

(N/mm2) 
11 525 0.021 

SM570 
せん断応力度 

(N/mm2) 
4 193 0.021 

横主桁 

（最上段） 

SBHS700 
曲げ応力度 

(N/mm2) 
53 525 0.101 

SM570 
せん断応力度 

(N/mm2) 
8 193 0.042 

張出桁 SBHS700 

曲げ応力度 

(N/mm2) 
0.4 525 0.001 

せん断応力度 

(N/mm2) 
0.3 303 0.001 

補助縦桁 SM570 

曲げ応力度 

(N/mm2) 
0.02 306 0.001 

せん断応力度 

(N/mm2) 
0.03 193 0.001 

端縦桁 SM570 
圧縮応力度 

(N/mm2) 
20 337 0.060 

支承部 

（上部 

支承軸） 

SUS630 

H1150 

曲げ応力度 

(N/mm2) 

266 540 0.493 

せん断応力度 

(N/mm2) 

36 310 0.117 

支承部 

（下部 

支承軸） 

SUS304N2 

曲げ応力度 

(N/mm2) 

147 255 0.577 

せん断応力度 

(N/mm2) 

13 147 0.089 

支承部 

（下部 

支承軸受） 

SUS630 

H1150 

接触応力度 

(N/mm2) 
1373 2035 0.675 

支承 

軸受け 

自動調心 

ころ軸受 

軸受荷重 

(kN) 
2025 3800 0.533 

支承アンカ

ー(上部 

アンカー 

ボルト) 

SCM435 
軸方向引張 

応力度(N/mm2) 

275 585 0.471 

 



 

117 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
10
-2
-4
 R
0 

表 6－12(2) 漂流物対策工（鋼製扉体，戸当り）の主部材の照査結果（2/2） 

部材 材質 種別 
応力度 

(a) 

許容限界 

(b) 

照査値 

(a／b) 

漂流物 

対策工

（鋼製

扉体） 

支承アンカ

ー(下部アン

カーボルト) 

SCM435 
軸方向引張 

応力度(N/mm2) 
273 585 0.467 

上部支承ア

ンカー (コ

ンクリート) 

Fc40 

支圧応力度 
 (N/mm2) 

7.1 8.8 0.807 

支圧応力度 
支圧板(N/mm2) 

5.3 8.8 0.603 

せん断応力度 
(N/mm2) 

0.34 0.60 0.570 

下部支承ア

ンカー(コン

クリート) 

Fc40 

支圧応力度 
 (N/mm2) 

5.6 8.8 0.637 

支圧応力度 
支圧板(N/mm2) 

5.1 8.8 0.580 

せん断応力度 
(N/mm2) 

0.38 0.60 0.634 

ロック装置 SM570 

曲げ応力度 
(N/mm2) 

170 337 0.505 

せん断応力度 
(N/mm2) 

139 193 0.721 

支圧板 SUS304 
支圧応力度 

(N/mm2) 
2 225 0.009 

戸当り 

（腹板） 
SM400 

支圧応力度 

(N/mm2) 
9 270 0.034 

戸当り 

（底面フラ

ンジ） 

SBHS700 
曲げ応力度 

(N/mm2) 
34 525 0.065 

戸当り 

（コンクリ

ート） 

Fc40 

支圧応力度 

(N/mm2) 
0.2 8.8 0.023 

せん断応力度 

(N/mm2) 
0.04 0.60 0.067 
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   (2)漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱） 

a. 曲げ軸力照査 

漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における

最大照査値の評価時刻での断面力図を図 6－7 に，曲げ・軸力系の破壊に対する

最大照査値を表 6－13 に示す。 

この結果から，漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）の発生応力が許容限界以下で

あることを確認した。 

 

            

図 6－7 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）の曲げ軸力照査における最大照査値の評

価時刻での断面力（Ｓｓ－Ｎ１（－＋），解析ケース①，t＝7.55s） 
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表 6－13(1) 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）の曲げ圧縮照査における最大照査値 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 
曲げ圧縮 
応力度 

σ c（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

σ ca（N/mm2） 

照査値 

σ c／σ ca 
曲げモーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

Ｓｓ－Ｎ１（－＋） ① 4194 -864 1.3 21.0 0.063 

 

 

表 6－13(2) 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）の曲げ引張照査における最大照査値 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 
曲げ引張 
応力度 

σ s（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

σ sa（N/mm2） 

照査値 

σ s／σ sa 
曲げモーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

Ｓｓ－Ｎ１（－＋） ① 4194 -864 35 294 0.121 

 

 

  



 

120 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
10
-2
-4
 R
0 

b. せん断力照査 

漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）のせん断破壊に対する照査における最大照査

値の評価時刻での断面力図を図 6－8 に，せん断破壊に対する最大照査値を表 6

－14 に示す。 

この結果から，漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）の発生応力が許容限界以下で

あることを確認した。 

 

 

            

図 6－8 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）のせん断力照査における最大照査値の評

価時刻での断面力（Ｓｓ－Ｎ１（－＋），解析ケース①，t＝7.55s） 
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表 6－14 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）のせん断力照査における最大照査値 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 

せん断応力度 

τ s（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

τ sa（N/mm2） 

照査値 

τ s／τ sa 
せん断力 

（kN） 

Ｓｓ－Ｎ１（－＋） ① 1065 0.36 0.82 0.440 
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   (3) 漂流物対策工基礎スラブ 

a. 曲げ軸力照査 

漂流物対策工基礎スラブの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査

値の評価時刻での断面力図を図 6－9 に，曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査

値を表 6－15 に示す。 

この結果から，漂流物対策工基礎スラブの発生応力が許容限界以下であること

を確認した。 

 

            

図 6－9(1) 漂流物対策工基礎スラブの曲げ圧縮照査における最大照査値の評価時

刻での断面力（Ｓｓ－Ｄ（＋－），解析ケース①，t＝8.59s） 
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図 6－9(2) 漂流物対策工基礎スラブの曲げ引張照査における最大照査値の評価時

刻での断面力（Ｓｓ－Ｄ（＋－），解析ケース①，t＝32.48s） 
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表 6－15(1) 漂流物対策工基礎スラブの曲げ圧縮照査における最大照査値 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 
曲げ圧縮 
応力度 

σ c（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

σ ca（N/mm2） 

照査値 

σ c／σ ca 
曲げモーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

Ｓｓ－Ｄ（＋－） ① -5366 -1003 2.4 21.0 0.113 

 

 

表 6－15(2) 漂流物対策工基礎スラブの曲げ引張照査における最大照査値 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 
曲げ引張 
応力度 

σ s（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

σ sa（N/mm2） 

照査値 

σ s／σ sa 
曲げモーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

Ｓｓ－Ｄ（＋－） ① -4107 -111 61 294 0.208 
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b. せん断力照査 

漂流物対策工基礎スラブのせん断破壊に対する照査における最大照査値の評

価時刻での断面力図を図 6－10 に，せん断破壊に対する最大照査値を表 6－16 に

示す。 

この結果から，漂流物対策工基礎スラブの発生応力が許容限界以下であること

を確認した。 

 

 

            

図 6－10 漂流物対策工基礎スラブのせん断力照査における最大照査値の評価時刻

での断面力（Ｓｓ－Ｎ１（＋＋），解析ケース①，t＝7.53s） 
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表 6－16 漂流物対策工基礎スラブのせん断力照査における最大照査値 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 

せん断応力度 

τ s（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

τ sa（N/mm2） 

照査値 

τ s／τ sa 
せん断力 

（kN） 

Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） ① 1019 0.32 0.82 0.392 
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(4) 基礎地盤 

基礎地盤の支持性能照査結果を表 6－17 に，最大接地圧分布を図 6－11 に示す。 

漂流物対策工の基礎地盤に生じる最大接地圧が極限支持力度を下回ることを確

認した。 

 

 

表 6－17(1) 基礎地盤の支持性能照査結果（ＭＭＲ） 

地震動 解析ケース 
最大接地圧 

Ｐ（N/mm2） 

極限支持力度 

Ｐ u（N/mm2） 

照査値 

Ｐ／Ｐ u 

Ｓｓ－Ｆ２ ① 0.8 18.0 0.045 

 

 

表 6－17(2) 基礎地盤の支持性能照査結果（改良地盤） 

地震動 解析ケース 
最大接地圧 

Ｐ（N/mm2） 

極限支持力度 

Ｐ u（N/mm2） 

照査値 

Ｐ／Ｐ u 

Ｓｓ－Ｄ（＋－） ① 0.5 1.4 0.329 

 

 

表 6－17(3) 基礎地盤の支持性能照査結果（岩盤） 

地震動 解析ケース 
最大接地圧 

Ｐ（N/mm2） 

極限支持力度 

Ｐ u（N/mm2） 

照査値 

Ｐ／Ｐ u 

Ｓｓ－Ｎ１（－＋） ① 2.3 9.8 0.233 
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図 6－11(1) 基礎地盤の最大接地圧分布図（ＭＭＲ） 

（Ｓｓ－Ｆ２，解析ケース①） 

 

 

 

図 6－11(2) 基礎地盤の最大接地圧分布図（改良地盤） 

（Ｓｓ－Ｄ（＋－），解析ケース①） 
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図 6－11(3) 基礎地盤の最大接地圧分布図（岩盤） 

（Ｓｓ－Ｎ１（－＋），解析ケース①） 
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